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議　　事　　日　　程　第６号

平成25年３月６日（水曜日）

午前10時開議

第１　一般質問

第２　甲第１号議案から甲第34号議案まで、乙第２号議案、乙第３号議案、乙第５号議案から乙第50号議案ま

で、乙第55号議案、乙第56号議案及び乙第58号議案から乙第62号議案まで（質疑）

　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程第１　一般質問

日程第２　甲第１号議案から甲第34号議案まで、乙第２号議案、乙第３号議案、乙第５号議案から乙第50号議案

まで、乙第55号議案、乙第56号議案及び乙第58号議案から乙第62号議案まで

甲第１号議案　平成25年度沖縄県一般会計予算

甲第２号議案　平成25年度沖縄県農業改良資金特別会計予算

甲第３号議案　平成25年度沖縄県小規模企業者等設備導入資金特別会計予算

甲第４号議案　平成25年度沖縄県中小企業振興資金特別会計予算

甲第５号議案　平成25年度沖縄県下地島空港特別会計予算

甲第６号議案　平成25年度沖縄県母子寡婦福祉資金特別会計予算

甲第７号議案　平成25年度沖縄県下水道事業特別会計予算

甲第８号議案　平成25年度沖縄県所有者不明土地管理特別会計予算

甲第９号議案　平成25年度沖縄県沿岸漁業改善資金特別会計予算

甲第10号議案　平成25年度沖縄県中央卸売市場事業特別会計予算

甲第11号議案　平成25年度沖縄県林業改善資金特別会計予算

甲第12号議案　平成25年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計予算

甲第13号議案　平成25年度沖縄県宜野湾港整備事業特別会計予算

甲第14号議案　平成25年度沖縄県国際物流拠点産業集積地域那覇地区特別会計予算

甲第15号議案　平成25年度沖縄県産業振興基金特別会計予算

甲第16号議案　平成25年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計予算

甲第17号議案　平成25年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計予算

甲第18号議案　平成25年度沖縄県駐車場事業特別会計予算

甲第19号議案　平成25年度沖縄県中城湾港（泡瀬地区）臨海部土地造成事業特別会計予算

甲第20号議案　平成25年度沖縄県公債管理特別会計予算

甲第21号議案　平成25年度沖縄県病院事業会計予算

甲第22号議案　平成25年度沖縄県水道事業会計予算

甲第23号議案　平成25年度沖縄県工業用水道事業会計予算

甲第24号議案　平成24年度沖縄県一般会計補正予算（第５号）

甲第25号議案　平成24年度沖縄県農業改良資金特別会計補正予算（第１号）

甲第26号議案　平成24年度沖縄県小規模企業者等設備導入資金特別会計補正予算（第１号）

甲第27号議案　平成24年度沖縄県下水道事業特別会計補正予算（第２号）

甲第28号議案　平成24年度沖縄県沿岸漁業改善資金特別会計補正予算（第１号）

　　　　　　平成25年
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甲第29号議案　平成24年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計補正予算（第

１号）

甲第30号議案　平成24年度沖縄県宜野湾港整備事業特別会計補正予算（第２号）

甲第31号議案　平成24年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計補正予算（第２号）

甲第32号議案　平成24年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計補正予算（第２号）

甲第33号議案　平成24年度沖縄県公債管理特別会計補正予算（第１号）

甲第34号議案　平成24年度沖縄県水道事業会計補正予算（第１号）

乙第２号議案　沖縄県議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部を改正する

条例

乙第３号議案　沖縄県職員の給与に関する実費弁償に関する条例等の一部を改正する条例

乙第５号議案　沖縄県知事等の給与及び旅費に関する条例等の一部を改正する条例

乙第６号議案　沖縄県職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例

乙第７号議案　沖縄県部等設置条例の一部を改正する条例

乙第８号議案　沖縄県行政機関設置条例の一部を改正する条例

乙第９号議案　沖縄県の事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例

乙第10号議案　沖縄県使用料及び手数料条例の一部を改正する条例

乙第11号議案　沖縄県税条例及び沖縄県位置境界不明地域内における各筆の土地の位置境界の明確

化に伴い取得した不動産に対する不動産取得税の減免の特例に関する条例の一部を

改正する条例

乙第12号議案　沖縄県県土保全条例の一部を改正する条例

乙第13号議案　沖縄県環境影響評価条例の一部を改正する条例

乙第14号議案　沖縄県指定猟法禁止区域等の標識の寸法を定める条例

乙第15号議案　沖縄県特定計量器の検定、定期検査等手数料条例の一部を改正する条例

乙第16号議案　沖縄県消費者行政活性化基金条例の一部を改正する条例

乙第17号議案　沖縄県興行場の基準等に関する条例の一部を改正する条例

乙第18号議案　食品衛生法施行条例の一部を改正する条例

乙第19号議案　沖縄県社会福祉審議会条例の一部を改正する条例

乙第20号議案　沖縄県社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金条例の一部を改正する条例

乙第21号議案　沖縄県指定居住サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例

乙第22号議案　沖縄県指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サ

ービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例

乙第23号議案　沖縄県介護基盤・介護支援体制緊急整備等臨時特例基金条例の一部を改正する条例

乙第24号議案　沖縄県介護職員処遇改善等臨時特例基金条例の一部を改正する条例

乙第25号議案　沖縄県指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例

乙第26号議案　沖縄県指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例

乙第27号議案　沖縄県指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定め

る条例

乙第28号議案　沖縄県指定障害者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例

乙第29号議案　沖縄県障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準等を定める条例

乙第30号議案　沖縄県障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例

乙第31号議案　地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を講ずるための関係

法律の整備に関する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例

乙第32号議案　沖縄県自殺対策緊急強化基金条例の一部を改正する条例

乙第33号議案　沖縄県新型インフルエンザ等対策本部条例

乙第34号議案　沖縄バイオ産業振興センターの設置及び管理に関する条例

乙第35号議案　沖縄国際物流拠点産業集積地域内施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正す
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る条例

乙第36号議案　沖縄ＩＴ津梁パーク施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

乙第37号議案　沖縄特例通訳案内士育成研修等手数料条例

乙第38号議案　沖縄県県道の構造の技術的基準を定める条例

乙第39号議案　沖縄県移動円滑化のために必要な道路の構造に関する基準を定める条例

乙第40号議案　沖縄県道路占用料徴収条例の一部を改正する条例

乙第41号議案　沖縄県屋外広告物条例の一部を改正する条例

乙第42号議案　建築基準法施行条例の一部を改正する条例

乙第43号議案　沖縄県学校職員定数条例の一部を改正する条例

乙第44号議案　沖縄県警察職員の定員に関する条例の一部を改正する条例

乙第45号議案　沖縄県警察関係手数料条例の一部を改正する条例

乙第46号議案　沖縄県暴力団排除条例の一部を改正する条例

乙第47号議案　沖縄県高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に係る信号機等に関する基準を定

める条例

乙第48号議案　沖縄県病院事業局の専用水道の水道技術管理者の資格を定める条例

乙第49号議案　沖縄県病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例

乙第50号議案　沖縄県病院事業企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例

乙第55号議案　訴えの提起について

乙第56号議案　訴えの提起について

乙第58号議案　損害賠償額の決定について

乙第59号議案　包括外部監査契約の締結について

乙第60号議案　県道の路線の認定及び廃止について

乙第61号議案　副知事の選任について

乙第62号議案　沖縄県教育委員会委員の任命について

　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 出　席　議　員（45名）

議　長　　喜　納　昌　春　君

副議長　　浦　崎　唯　昭　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　砂　川　利　勝　君

３　番　　具志堅　　　透　君

４　番　　又　吉　清　義　君

５　番　　末　松　文　信　君

６　番　　儀　間　光　秀　君

７　番　　新　田　宜　明　君

８　番　　仲　村　未　央　さん

９　番　　玉　城　　　満　君

10　番　　西　銘　純　恵　さん

11　番　　比　嘉　京　子　さん

12　番　　租　田　勝　廣　君

14　番　　中　川　京　貴　君

15　番　　桑　江　朝千夫　君

16　番　　座喜味　一　幸　君

17　番　　呉　屋　　　宏　君

18　番　　仲宗根　　　悟　君

19　番　　崎　山　嗣　幸　君

20　番　　山　内　末　子　さん

21　番　　瑞慶覧　　　功　君

22　番　　渡久地　　　修　君

23　番　　大　城　一　馬　君

24　番　　嶺　井　　　光　君

25　番　　前　島　明　男　君

26　番　　照　屋　守　之　君

27　番　　新　垣　良　俊　君

28　番　　仲　田　弘　毅　君

29　番　　新　垣　安　弘　君

30　番　　當　間　盛　夫　君

31　番　　照　屋　大　河　君

32　番　　狩　俣　信　子　さん

33　番　　赤　嶺　　　昇　君

34　番　　新　垣　清　涼　君

37　番　　金　城　　　勉　君

38　番　　糸　洲　朝　則　君

39　番　　翁　長　政　俊　君

41　番　　新　垣　哲　司　君

42　番　　具　志　孝　助　君
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○議長（喜納昌春君）　これより本日の会議を開きま

す。

　日程第１及び日程第２を一括し、これより直ちに一

般質問を行い、甲第１号議案から甲第34号議案まで、

乙第２号議案、乙第３号議案、乙第５号議案から乙第

50号議案まで、乙第55号議案、乙第56号議案及び乙

第58号議案から乙第62号議案までを議題とし、質疑に

入ります。

　質問及びただいま議題となっております議案に対す

る質疑の通告がありますので、順次発言を許します。

　渡久地　修君。

　　　〔渡久地　修君登壇〕

○渡久地　修君　おはようございます。

　前田政明県議に対する皆さん方の温かい哀悼の言葉

に接し、故人の果たした役割、人柄がしのばれ、返す

返すも無念でなりません。日本共産党県議団は、前田

県議の分も含めて頑張る決意を表明して質問に入りま

す。

　米軍基地問題について。

　41全市町村長、議長、県議会議員らの総理直訴行動

と、建白書の２項目の要請についての県知事の見解を

伺います。

　安倍首相は、米大統領と普天間基地の日米合意に基

づく推進、辺野古移設を確認し埋立申請に動き出しま

した。県民総意を無視する暴挙です。知事の見解を伺

います。

　辺野古新基地建設のための埋立申請が出されたら、

埋め立ての是非を問う県民投票を実施して県民にも判

断の機会を与えるべきだと提案します。見解を伺いま

す。

　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 欠　席　議　員（２名）

　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 欠　　　　　員（１名）

　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 説明のため出席した者の職、氏名

　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

44　番　　髙　嶺　善　伸　君

45　番　　奥　平　一　夫　君

46　番　　玉　城　義　和　君

47　番　　玉　城　ノブ子　さん

48　番　　嘉　陽　宗　儀　君

13　番　　島　袋　　　大　君 43　番　　新　里　米　吉　君

事　務　局　長　　嘉　陽　安　昭　君

次　　　　　長　　鉢　嶺　　　元　君

議　事　課　長　　平　田　善　則　君

課　長　補　佐　　上　原　貴　志　君

主　　　　　幹　　佐久田　　　隆　君

主　　　　　査　　嘉　陽　　　孝　君

知　　　　　事　　仲井眞　弘　多　君

副　　知　　事　　上　原　良　幸　君

副　　知　　事　　与世田　兼　稔　君

知 事 公 室 長　　又　吉　　　進　君

総　務　部　長　　川　上　好　久　君

企　画　部　長　　謝　花　喜一郎　君

環境生活部長　　下　地　　　寛　君

福祉保健部長　　崎　山　八　郎　君

農林水産部長　　知　念　　　武　君

商工労働部長　　平　良　敏　昭　君

文　化　観　光　　　　　　　　　平　田　大　一　君スポーツ部長

土木建築部長　　當　銘　健一郎　君

企　業　局　長　　兼　島　　　規　君

病院事業局長　　伊　江　朝　次　君

会 計 管 理 者　　真栄城　香代子　さん

知　事　公　室　　　　　　　　　新　城　　　清　君秘書広報統括監

総　　務　　部　　　　　　　　　仲　本　朝　久　君財 政 統 括 監

教育委員会委員　　泉　川　良　範　君

教　　育　　長　　大　城　　　浩　君

公安委員会委員　　與　儀　弘　子　さん

警 察 本 部 長　　村　田　　　隆　君

労 働 委 員 会　　　　　　　　　平　良　宗　秀　君事　務　局　長

人 事 委 員 会　　　　　　　　　岩　井　健　一　君事　務　局　長

代表監査委員　　知　念　建　次　君
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　米軍が日本と沖縄に居座り続ける理由は何か。日本

や沖縄を守るという抑止力ではなく、思いやり予算や

日本に駐留する米軍基地維持費の８割近くを日本が負

担し、米国に置いておくより安上がりだからではない

か。

　米軍機騒音や授業中断などの実態と子供への影響、

教育や健康への影響について伺います。

　戦後の米兵の刑法犯件数と凶悪犯数、さらに殺人事

件による死亡被害者数、航空機事故による死亡被害者

数、交通事故による死亡被害者数について伺います。

　米軍基地は沖縄経済発展の阻害要因でしかない。米

軍基地がないほうが沖縄経済も発展するという認識を

知事は持っていますか。

　米軍基地があるから沖縄経済は成り立っているとい

う誤った認識が国民の中に流布され存在すると思う

が、見解を伺います。それを払拭するために県として

どうするか。

　沖縄の基地の実態を正確に国民と世界に知らせるこ

とが特に重要になっています。そのためにこれまで何

度もパンフレット、チラシ等を作成し観光客や全国的

に配布することや、全国紙、米国の新聞への意見広告

などを提案してきました。今こそ大規模に具体的に行

うべきであります。

　沖縄振興策について。

　沖縄振興の目的と役割について伺います。基地との

引きかえの振興策であってはなりません。見解を伺い

ます。

　ＴＰＰについて。

　安倍首相は、ＴＰＰについて、「すべての関税障壁

が交渉の対象」だということを確認してきました。関

税障壁が撒廃されない保証は何もないことが明らかに

なったのではないか。沖縄の農業や医療、経済に壊滅

的打撃を与えるＴＰＰの交渉参加にはきっぱりと反対

すべきです。

　パイナップルの缶詰輸入自由化で沖縄のパイナップ

ル産業と県農業、離島はどのような打撃を受けてきた

のか。輸入自由化前と今日の比較について伺います。

　世界自然遺産登録について。

　世界自然遺産登録によってどのような展望が切り開

かれるのか。

　ヤンバルの山の皆伐、オスプレイパッドの建設は世

界自然遺産登録への妨げになってしまいます。皆伐の

中止、高江を初めヤンバルの森のオスプレイパッド建

設中止、撤去を求めるべきであります。

　世界遺産に登録、あるいは世界遺産登録の価値のあ

るヤンバルの森林を保存・活用への大胆な転換が必要

です。そのことによって雇用もふえるのではないか。

屋久島、白神山地での実態と東村での教訓について伺

います。

　中小企業への融資の借りかえ制度について、昨年11

月議会の私の質問に、知事は、次年度の創設に向け制

度設計に取り組んでいくと答弁しましたが、どのよう

な制度になり、そのための予算について伺います。

　中城御殿の復元の進瀧状況と、首里王府の国宝級の

資料をそこで展示することを明確にすべきです。

　食洗機に耐えられる琉球漆器の開発と学校給食での

検証状況と、学校やホテルなどへの普及の可能性、漆

器産業の育成、雇用拡大への具体的な計画について伺

います。

　公立高等学校での昼食弁当の販売について、衛生管

理、栄養指導、健康管理などについてどのように指導

していますか。

　旧日本軍32軍壕の保存と文化財指定、部分公開を求

め続けてきましたが、見解を伺います。

○議長（喜納昌春君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　おはようございます。

　渡久地修議員の御質問に答弁をいたします。

　まず第１に、ＴＰＰについての御質問の中で、ＴＰ

Ｐ交渉参加についての御質問に答弁をいたします。

　沖縄県では、これまで政府からの情報提供が少ない

こと、また、国内農業へ重大な影響を与えるおそれが

あることなどから、「国民合意のないまま、ＴＰＰ交

渉への参加を行わないこと」を国に対し求めてきたと

ころであります。去る２月22日の日米首脳会談後にお

ける日米の共同声明においては、ＴＰＰ交渉参加に際

し、一方的に全ての関税を撤廃することをあらかじめ

約束することを求められるものではないことなどが確

認されております。しかしながら、沖縄県といたしま

しては、政府において十分な情報提供がなされること

が必要であると考えており、国民的議論も踏まえて交

渉参加について慎重に判断することが重要であると考

えているところでございます。

　次に、世界自然遺産登録に係る御質問の中で、世界

自然遺産の効果についてという御趣旨の御質問にお答

えいたします。

　世界自然遺産に登録されることは、「奄美・琉球」

の自然環境のすばらしさが世界に認められることにな

り、そのことに対して県民が誇りを持つことができま

す。また、国立公園化等によって豊かな自然環境の保

全と観光関連産業などの振興を図ることが期待できま

す。
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　県といたしましては、世界自然遺産登録の実現に向

け国や関係団体等と連携しつつ、地域住民の理解を得

ながら世界自然遺産登録を目指していきたいと考えて

いるところでございます。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。

○議長（喜納昌春君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　米軍基地問題について

の御質問の中で、総理直訴行動と建白書による要請に

ついてお答えいたします。

　オスプレイ配備に反対する沖縄県民大会実行委員

会、沖縄県議会、市町村関係４団体、市町村、市町村

議会の連名において、安倍総理大臣及び関係閣僚に直

接、建白書を提出したことは意義があったものと考え

ております。オスプレイ配備については、県民の不安

が一向に払拭されておらず、さらなる負担の増大は認

められるものではないことから、引き続き配備計画の

見直しと配置分散の実施などを政府に強く求めてまい

ります。また、普天間飛行場の危険性の除去は喫緊の

課題であり、一日も早い移設・返還の実現が必要であ

ります。

　県としましては、地元の理解が得られない移設案を

実現することは事実上不可能であり、他の都道府県へ

の移設が合理的かつ早期に課題を解決できる方策であ

ると考えており、引き続き政府に対し、普天間飛行場

の県外移設及び早期返還の実現に向け真摯に取り組む

よう強く求めてまいります。

　次に、辺野古移設に係る公有水面埋立申請について

お答えいたします。

　去る２月22日の日米首脳会談において、現行の日米

合意に従って、普天間飛行場の移設を早期に進めてい

く旨の確認がなされたことは承知しております。しか

しながら、現時点で政府から公有水面埋立承認願書が

提出される時期等については示されておりません。仮

に提出された場合には関係法令にのっとり検討せざる

を得ませんが、県としては、地元の理解が得られない

移設案の実現は事実上不可能であり、普天間飛行場の

一日も早い県外移設を求める考えに変わりはなく、こ

れを踏まえつつ適切に対処してまいります。

　次に、米軍が駐留している理由と思いやり予算につ

いてお答えいたします。

　米軍は、日米安全保障条約の趣旨にのっとって日本

に駐留し、我が国及び東アジアにおける国際の平和と

安定の維持に寄与していると理解しております。

　県としては、在日米軍駐留経費負担いわゆる思いや

り予算については、我が国の安全保障の一翼を担って

いる在日米軍の駐留を円滑かつ安全に行うとの観点か

ら我が国が負担しているものであると理解しておりま

す。思いやり予算のあり方については、今後も国政の

場で十分に議論を深めていただきたいと考えておりま

す。

　次に、戦後の米軍の事件・事故の状況についてお答

えいたします。

　復帰後の米軍構成員等による犯罪検挙件数は、沖縄

県警察本部の資料によると、平成24年までに5801件、

凶悪犯については570件、殺人事件については26件と

なっております。また、県が把握している航空機関連

事故での死傷者等については、復帰後24件、84人と

なっており、その中での民間人の負傷者は１人となっ

ております。

　米軍構成員等を含む交通事故による死亡者数につい

ては、沖縄県警察本部の資料によると、平成２年以降

で79名となっております。復帰前においても、宮森小

学校における米軍機の墜落事故を初め米軍による数多

くの事件・事故が発生しておりますが、正確な記録は

残されておらず全体を把握しておりません。

　次に、米軍基地と沖縄県経済についてお答えいたし

ます。

　戦後67年を経た今日においても、全国の米軍専用施

設面積の約73.8％が本県に集中し、県土面積の約

10.2％を米軍基地が占めております。基地の多くは県

民の住宅地域に接していることから、計画的な都市づ

くり、交通体系の整備など沖縄県の振興開発を推進す

る上で大きな制約となっているものと考えておりま

す。とりわけ、米軍再編のための日米のロードマップ

で示された嘉手納より南の施設の返還は本県の振興の

上で極めて重要であり、県は日米両政府に対し具体的

な統合計画の策定を求めているところであります。

　次に、米軍基地と沖縄経済に関する認識についてお

答えいたします。

　県民総所得に占める「軍関係受取」の割合について

は、復帰直後と比べ大幅に低下しております。米軍基

地があるから沖縄経済は成り立っているという考え方

は、沖縄の基地問題の歴史的経緯や沖縄の現状に対す

る認識が十分でないことに起因するものではないかと

考えており、県としては、今後とも沖縄の負担軽減に

向けた国民的な議論が深まるよう、適切な情報発信等

効果的な方策を検討し実施してまいりたいと考えてお

ります。

　次に、パンフレット等の作成や意見広告などについ

てお答えいたします。
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　県は、沖縄の基地問題を幅広く一般に理解していた

だくため、冊子として、沖縄の米軍及び自衛隊基地に

関する「統計資料集」を毎年、「沖縄の米軍基地」を

５年ごとに発行しているほか、平成24年３月に普天間

飛行場に関するパンフレットを発行いたしました。ま

た、日米両政府への要請文やオスプレイに関する質問

等も県のホームページで公開するなど、さまざまな情

報発信を行っております。沖縄の基地問題について広

く知らしめることは重要であり、どのような広報媒体

が適切かについて引き続き検討していきたいと考えて

おります。

　次に、世界自然遺産登録についての御質問の中で、

北部訓練場ヘリパッドの建設中止についてお答えいた

します。

　北部訓練場は現状のままでは世界自然遺産候補地で

はなく、今後、返還された地域が環境省による国立公

園化等を経た上で候補地になるものと理解しておりま

す。

　県としましては、ＳＡＣＯ合意事案の着実な実施に

より、北部訓練場の過半について早期返還の実現を求

めているものであります。その条件とされている６カ

所のヘリ着陸帯の移設については、地元東村とも連携

をとりながら、当該地域の自然環境や地域住民の生活

に十分に配慮するよう求めてきたところであります。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　當銘健一郎君登壇〕

○土木建築部長（當銘健一郎君）　米軍基地問題につ

いての御質問の中で、埋め立ての是非を問う県民投票

を実施することについてお答えいたします。

　仮に公有水面埋立承認申請書の提出があった場合に

は、公有水面埋立法等関係法令にのっとり利害関係

者、地元市町村長及び関係行政機関の意見などを総合

的に勘案するとともに、承認基準に適合するかどうか

を審査し、当該埋め立てを承認するか否かの意思を決

定することとなります。そのため、県民投票の実施に

ついては、現在のところ考えておりません。

　次に、中城御殿についての御質問の中で、中城御殿

復元の進瀧状況と首里王府国宝級の資料の展示につい

てお答えいたします。

　中城御殿の復元につきましては、「中城御殿跡地整

備検討委員会」を開催し、整備基本方針、整備基本計

画等について検討しております。平成24年度は中城御

殿東側の木造による復元部分の予備設計を実施してお

り、平成25年度は残りの予備設計を進める予定であり

ます。また、首里王府の国宝級資料の中城御殿への展

示に向けて、現在、資料を所管している那覇市歴史博

物館などと協議を進めているところであります。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　米軍基地問題につい

ての御質問の中で、米軍機騒音の実態についてお答え

いたします。

　県では、関係市町と連携し、嘉手納及び普天間飛行

場周辺において航空機騒音の常時監視測定を実施して

おります。平成23年度の測定結果によりますと、嘉手

納飛行場周辺では15測定局中８局、普天間飛行場周辺

では８測定局中３局で環境基準を超過している状況に

あります。最大ピークレベルでは、嘉手納飛行場周辺

の砂辺局で113.1デシベル、普天間飛行場周辺の上大

謝名局で118.2デシベルを記録し、１日当たりの平均

騒音発生回数では、嘉手納飛行場周辺の屋良Ｂ局で

92.4回、普天間飛行場周辺の上大謝名局で52.4回を記

録しております。

　次に、米軍機騒音による健康影響についてお答えい

たします。

　県におきましては、平成７年度から10年度の４年間

にかけて、嘉手納・普天間飛行場周辺を対象に「航空

機騒音による健康への影響に関する調査報告書」を取

りまとめております。同報告書によりますと、航空機

騒音への暴露が幼児の身体的・精神的問題行動の増加

要因となること、学童の長期記憶や低出生体重児の出

生率と関連があること、長年の航空機騒音暴露による

聴力損失が疑われること等の健康影響が認められてお

ります。

　県としましては、県民の健康を保護し生活環境の保

全を図るため、米軍等関係機関に対し航空機騒音の軽

減化を強く要請しているところであります。

　次に、世界自然遺産登録についての御質問の中で、

屋久島、白神山地、東村の実態についてお答えいたし

ます。

　世界遺産地域である屋久島では、遺産登録後、入り

込み客や宿泊施設、エコガイドが増加しております。

白神山地においては、遺産登録後、入り込み客数が増

加しており、両地域ともに世界遺産登録後に入り込み

客数の増加により、地域産業の振興に一定の効果を及

ぼしていると考えております。また、東村において

は、近年、豊かな自然環境を活用した体験型観光の利

用客が増加する等、観光入り込み客は平成12年度８万

7000人から平成23年度31万人に増加しており、地域産

業の振興に一定の効果を及ぼしていると考えておりま
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す。

　次に、旧日本軍32軍壕についての御質問の中で、第

32軍司令部壕の保存と部分公開についてお答えいたし

ます。

　県では、第32軍司令部壕について壕の現況を確認

し、将来的な安全性及び保存等の方法について検討す

るため、専門家による調査を行いました。調査結果に

よりますと、壕内の全区間において現状のままでの一

般公開は不可能であること、壕内は断面も小さく地表

部への影響も比較的安定していることから、緊急的に

埋め戻し等による対策は必要でないこと、壕内の物理

的性質や環境を把握するために基礎的データの収集や

経年的変化状況を把握することが望ましいこと等の提

言がなされております。

　県としましては、今後、基礎的データの収集や経年

的変化状況を把握するための調査を検討し、調査結果

等を踏まえて必要な安全対策を実施してまいります。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　米軍基地問題についての御

質問で、授業中断、子供への影響についてお答えいた

します。１の印イと１の印ウは関連しますので一括し

てお答えいたします。

　県教育委員会では、学校環境衛生基準に基づいた騒

音測定実施の結果、米軍機が騒音源として基準値を上

回った学校は、測定した公立学校504校中７校ありま

した。また、宜野湾市教育委員会が実施しました平成

24年４月12日から18日までの６日間の普天間第二小学

校の測定記録では、基準値を上回る日が５日ありまし

た。授業中断の実態につきましては、米軍機の飛来中

は授業を中断せざるを得ない状況もあると聞いており

ます。なお、子供への影響につきましては、学校保健

統計調査の結果から、聴覚等において現在具体的な影

響は報告されておりません。

　次に、公立高等学校での昼食弁当の販売についての

御質問で、公立高等学校での昼食弁当の販売等につい

てお答えいたします。

　県立高等学校で昼食弁当を校内で販売している学校

は60校中47校あり、販売に関しては校長の判断に委ね

られております。弁当製造業者の衛生指導に関して

は、営業許可を与える際に保健所において指導されて

いるものと考えております。栄養面等に関しては、校

内販売の許可を与える際に学校側から弁当製造業者へ

要望等を提示し配慮していただいていると聞いており

ます。

　次に、旧日本軍32軍壕についての御質問で、第32軍

司令部壕の文化財指定についてお答えいたします。

　第32軍司令部壕は、沖縄戦を指揮・監督した軍事的

中枢施設であり重要な戦争遺跡であります。県立埋蔵

文化財センターにおきましては、平成22年度から５カ

年計画で主要な戦争遺跡の確認調査を実施しており、

第32軍司令部壕についても調査可能な範囲において確

認調査を実施しております。しかしながら、現在、落

盤や酸素濃度不足などの危険な状況にあることから、

安全面からの配慮により立ち入りが制限されており、

詳細な調査による現状把握が困難な状況にあります。

　県教育委員会としましては、引き続き沖縄県戦争遺

跡詳細確認調査の成果を踏まえ、第32軍司令部壕の文

化財指定に向けて検討を進めていきたいと考えていま

す。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　企画部長。

　　　〔企画部長　謝花喜一郎君登壇〕

○企画部長（謝花喜一郎君）　沖縄振興策についての

御質問の中の、沖縄振興の目的についてお答えいたし

ます。

　復帰後40年間にわたる沖縄振興については、基地と

の引きかえということではなく、沖縄の置かれた歴史

的・地理的・自然的・社会的な特殊事情に鑑み、３次

にわたる沖縄振興開発計画では格差是正と自立的発展

の基礎条件の整備を、続く沖縄振興計画では民間主導

の自立型経済の構築を目的として施策が展開されてま

いりました。この結果、社会資本整備の進展や観光産

業の成長、情報通信関連産業の集積等、沖縄における

社会経済の着実な発展が図られたところであります。

　県としては、引き続き沖縄振興に主体的に取り組

み、沖縄の自立的発展と豊かな県民生活の実現を図っ

てまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　知念　武君登壇〕

○農林水産部長（知念　武君）　ＴＰＰについての中

の、パイナップルの生産状況等の御質問にお答えしま

す。

　沖縄県のパイナップルは、生産ピーク時の昭和47年

には農家数が4160戸、栽培面積が4450ヘクタール、収

穫量が５万9600トンでありました。平成２年のパイ

ナップル缶詰輸入自由化等の影響により、平成22年に

は農家数が506戸、栽培面積が533ヘクタール、収穫量

が8780トンと大幅に減少しております。また、パイ

ナップル缶詰工場数については、昭和47年には19工場



－ 251 －

が稼動しておりましたが、原料不足等により平成22年

には北部の１工場のみの稼働となっております。パイ

ナップルの生産動向は、パイナップル缶詰輸入自由化

等の影響に加え、生産農家の高齢化や担い手不足、機

械化のおくれ等で大幅な減産傾向をたどり、地域経済

にも大きな影響を与えております。

　県としましては、パイナップルの生産拡大を図るた

め、ＪＡ等の関係機関と連携を図りながら、加工原料

価格安定対策、優良品種の育種・開発及び増殖・普

及、栽培施設や集出荷施設、光センサー選果機等を整

備し生産振興に取り組んでいるところでございます。

　次に、世界自然遺産登録についての中の、ヤンバル

の山の皆伐中止についての御質問にお答えします。

　国頭村有林内で行われている森林伐採は、国頭村が

村有林の収穫のために行ったものであり、村がみずか

らの財産を処分することに対し県が強制的に中止を求

めることは難しいと考えております。しかしながら、

環境保全対策の観点から、国頭村及び伐採事業者に対

し収穫伐採方法や保全対策の実施など適切に対応する

よう指導を行っているところであります。

　世界自然遺産の登録に向けては、自然環境の保全や

環境負荷の低減の観点から、現行の皆伐方式から択伐

方式による収穫施業への移行を推進してまいりたいと

考えております。具体的には、択伐の実証試験を重ね

つつ現地に適した択伐手法の確立や人材育成とあわ

せ、環境保全型林業機械の導入等の条件整備を図るな

ど択伐の推進に取り組んでまいります。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　中小企業への融資の

借換制度についてお答えいたします。

　沖縄県では、中小企業者の資金繰りの改善等を目的

に、平成25年度から「資金繰り円滑化借換資金（仮

称）」を創設することとしております。内容として

は、既存借入金を一本化し、返済ペースを見直すなど

により中小企業者の経営基盤強化を支援してまいりま

す。本資金の予算額としては８億円、融資枠は40億円

程度を見込んでおります。

　次に、琉球漆器の開発についての御質問の中の、高

耐久性漆器の開発の状況と普及の可能性、漆器産業育

成等の計画についてお答えいたします。

　沖縄県工芸技術支援センターが開発した食洗機に対

応可能な高耐久性漆器は、同センター及び沖縄県森林

組合連合会で試作品を製作しております。現在、耐久

性等に関する実証試験を宜野湾市と那覇市の小学校で

実施しているところであります。試験結果では、食洗

機に十分対応できることが確認されております。加え

て、給食がおいしく見える、食べ残しが減少するなど

の効果もあらわれております。

　高耐久性漆器は、従来品に比べて製造工程の大幅な

短縮、コストダウンが見込まれ教育的効果も期待でき

ることから、学校での利用可能性は高いものと考えて

おります。また、業務用での利用にも耐え得ると考え

られることから、リゾートホテルや高級飲食店等への

普及可能性もあると考えております。

　今後は、高耐久性漆器の実用化に向け漆器製造事業

者の生産体制整備と技術移転を図り、漆器産業の振興

と雇用の拡大に取り組んでまいりたいと考えておりま

す。

　以上でございます。

○渡久地　修君　休憩。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午前10時38分休憩

　　　午前10時39分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　渡久地　修君。

○渡久地　修君　まず、ＴＰＰについて、知事は政府

から情報提供が少ないと先ほど答弁していましたけれ

ども、ＴＰＰに参加したらどうなるかという点では、

先ほど答弁があったパイナップルで沖縄は物すごい痛

い目に遭っている、貿易自由化ではですね。それで、

部長、最盛期のときのパイン工場での雇用状況、これ

が今日ではどうなっているか。全体と北部、八重山別

でどうなっているか知らせてください。

○議長（喜納昌春君）　農林水産部長。

○農林水産部長（知念　武君）　雇用状況につきまし

ては、47年に沖縄全体で3800人、沖縄本島が2600人、

八重山地域で1200人、現在は北部で50人となっており

ます。雇用全体は3800人、本島が2600人、八重山が

1200人、現在は北部のみで50名ということになってお

ります。

○渡久地　修君　八重山はゼロですね。

○農林水産部長（知念　武君）　そうです。

○議長（喜納昌春君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　休憩お願いします。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午前10時42分休憩

　　　午前10時42分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　渡久地　修君。

○渡久地　修君　知事、今部長が答弁したものをグラ
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フにしたら、貿易自由化で農家数4160戸が506戸に

減っているんですよ。それから雇用が3832人から53

人。八重山に至っては1240人からゼロ、壊滅的な打撃

なんですよね。それでも今でもこれは保護されていま

す、保護されていてこれだけ。わずかながら保護され

ている。ＴＰＰになるとこれはもう完全にもっとゼロ

になるでしょうね。部長、どうなりますか。ＴＰＰに

なったらパインはさらに打撃を受ける、１つ。それ

と、同じようにサトウキビ農家、サトウキビ工場で働

いている人たちが今幾らいて、ＴＰＰになったらどう

なりますかということを答弁をお願いします。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午前10時43分休憩

　　　午前10時43分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　農林水産部長。

○農林水産部長（知念　武君）　サトウキビは現在の

工場で1300人の雇用があります。ＴＰＰで仮に関税が

全部撤廃されると、サトウキビというか砂糖の場合は

内外の格差、品質的につけることができませんので、

沖縄のサトウキビというか砂糖が壊滅するということ

でサトウキビの生産もなくなるということで1300人減

るという結果になると思います。農家数が今約１万

7000戸ありますので、それもあわせてサトウキビの生

産農家としてはなくなるのかなと思います。

○議長（喜納昌春君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　1335人の雇用がゼロになる、サトウ

キビ農家戸数１万7000近くがゼロになるということで

すか。

○議長（喜納昌春君）　農林水産部長。

○農林水産部長（知念　武君）　仮にＴＰＰに参加を

しまして関税が完全に撤廃されたという前提でそうい

う結果になるということでございます。

○議長（喜納昌春君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　知事、これは国の情報を待つんじゃ

なくて、逆に沖縄からこういうふうになるんだと、こ

れはもうとんでもないことだといって、きのうも玉城

議員の質問に、知事はぜひインパクトのある行動も起

こしたいと言っていましたけれども、沖縄の農業がこ

れだけ壊滅的な打撃を受けるわけですから、これはも

う黙っていられないと思います。北海道知事も反対で

先頭に立っていますけれども、知事、ＴＰＰ交渉参加

反対だと、これは自民党の沖縄選出の４名の衆議院議

員も反対を明確に掲げていますし、二百何名ですか、

自民党は全国でも反対を掲げていますから、これは知

事もきっぱりと交渉参加反対だと明言してほしいんで

すけれども、どうでしょう。

○議長（喜納昌春君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　既にそういう御趣旨の行動

はとっているつもりですが、今現在また政権がかわっ

て、関連団体とも、そして同じく甘味資源をつくって

いる県とも連携をとって、また改めて行動を起こして

みたいと思います。

○議長（喜納昌春君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　次に、基地問題についてお伺いしま

す。

　まず県警本部長、米軍の犯罪、事件・事故数を先ほ

ど公室長からまとめて答弁ありましたけれども、これ

を各警察署ごとでやるとどうなりますか。

○議長（喜納昌春君）　警察本部長。

○警察本部長（村田　隆君）　刑法犯の検挙件数につ

きましては、平成元年から24年までの数字であります

と、構成員等の検挙件数は1805件ということなんです

けれども、うち多い順で申し上げますと沖縄警察署が

1045件、宜野湾警察署が287件、石川警察署が167件、

那覇警察署が98件と、以上のようになっております。

中では、検挙がないのは糸満警察署、本部警察署、宮

古島警察署の３署となっております。

○議長（喜納昌春君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　交通事故はどうなっているんです

か。

○議長（喜納昌春君）　警察本部長。

○警察本部長（村田　隆君）　交通事故につきまして

は、うちの交通事故統計システム上、平成13年から24

年の12年間なんですけれども、全部で1968件ございま

す。そのうち発生が最も多いのは沖縄警察署の952

件、次いで宜野湾署の287件、嘉手納署の172件、うる

ま署の138件となっておりまして、発生がないのは宮

古島と八重山警察署というふうになっております。

○議長（喜納昌春君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　刑法犯で先ほど八重山が名前挙がら

なかったんですけれども、八重山はどうなっているん

ですか。

○議長（喜納昌春君）　警察本部長。

○警察本部長（村田　隆君）　八重山の扱いは１件だ

けございまして、これは平成21年の４月に石垣港に寄

港したアメリカの艦船の海軍兵２名が、港のフェンス

に掲示された横断幕を窃取したというそういう事案が

ございまして、被疑者２名につきまして那覇地方検察

庁に身柄不拘束で事件を送付した事案がございます。

○議長（喜納昌春君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　本部長、中部地区にこのように事
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件・犯罪が集中して、宮古・八重山、糸満署などはほ

ぼゼロ。八重山も艦船が入ってきたから１件あったと

いうことなんですけれども、それはなぜこうなるんで

しょうかね、原因。

○警察本部長（村田　隆君）　休憩お願いします。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午前10時48分休憩

　　　午前10時49分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　警察本部長。

○警察本部長（村田　隆君）　もちろん人数が多い

と。人数が多いというのはまさに住んでいる人数が多

いということ、あるいは基地があるということなんで

しょうけれども、ただ、那覇も相当な数が発生をして

おりますので、米軍人が動くという意味では那覇も管

内といいますか、動く対象地域に入っておりますけれ

ども、やはり米軍の基地の存在というのは大きな理由

かなと思います。

○渡久地　修君　休憩。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午前10時49分休憩

　　　午前10時49分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　渡久地　修君。

○渡久地　修君　今のを表にしてみたんですよ。（資

料を掲示）　当たり前のことですけれども、これは統

計がとれるということで、刑法犯で平成１年から24年

で1805件、沖縄署1045件、宜野湾署287件、石川署167

件ということで中部に集中している。宮古・八重山、

糸満はゼロ。八重山は先ほどあったように、米軍艦船

が入港して横断幕を窃盗したという事件。交通事故も

同じようにそうです、宮古・八重山はゼロ。だからこ

れを見ると、ゼロのところは基地がないんですよ、基

地がない。集中しているところは基地がある。ですか

ら知事、これは当たり前のことなんですけれども、米

兵犯罪は基地があるところで起こっていると。基地が

ないところでは米兵犯罪は起こってないと。こういう

ことはもう当然ですが、そういうことを確認できる認

識は一致できますよね、どうですか。

○議長（喜納昌春君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　いただいた統計、これを見

ても、おっしゃるようなことが言えると思いますね。

○議長（喜納昌春君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　教育長、先ほど子供への影響はない

ということをおっしゃいました。ちょっとびっくりで

すけれども、学校環境衛生基準を上回っている学校数

７校と言っていましたね。僕はとても信じられないん

だけれども、どんな調査で７校という結果が出るんで

すか。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午前10時51分休憩

　　　午前10時54分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　教育長。

○教育長（大城　浩君）　ただいまの質問にお答えい

たします。

　先ほど504校調査した結果７校ということでお答え

いたしましたけれども、この調査の内容なんですけれ

ども、我々は等価騒音測定という言葉を使っておりま

す。これはいわゆる平均値が、検査の項目がそういっ

た言葉を使っていますけれども、教師の声の平均は大

体この等価騒音調査によりますと64デシベルでありま

す。ところが、教室内で、つまり窓をあけたときのこ

のデシベルの状況を言いますと55デシベル以下である

わけです。そうしますと、この窓をあけている場合の

状況、また、50デシベル以下の状況、つまり窓を閉じ

た場合の状況を調査しました結果、この７校という数

字が出てまいりました。

○議長（喜納昌春君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　これはずっと調査しているんじゃな

くて、皆さん方は決められた何分間という瞬間だけを

捉えて調査して、そのときに飛行機が飛んでいなかっ

たらこれはゼロになるでしょう。屋良小学校とか普天

間第二小学校でも決められた時間に飛んでいなかった

ら、それはゼロになるでしょう、皆さんの結果は。そ

うじゃないですか。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午前10時56分休憩

　　　午前10時56分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　教育長。

○教育長（大城　浩君）　お答えいたします。

　あくまでも前提といたしましては、この学校環境衛

生基準というのがありまして、それに基づいての騒音

測定の結果でございまして、必ずしも今、議員がおっ

しゃったようにずっとやっているわけではございませ

ん。

○渡久地　修君　ちょっと休憩。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午前10時56分休憩

　　　午前10時56分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
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　教育長。

○教育長（大城　浩君）　はい、そういう状況です。

○議長（喜納昌春君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　じゃ、この７校というのは沖縄の実

態を反映していませんね。

○議長（喜納昌春君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　今、議員のおっしゃったこ

の反映というのは具体的には何を指すんでしょうか。

○議長（喜納昌春君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　要するに、基地の周辺で騒音がこれ

だけ問題になっているのに、皆さん方が学校環境衛生

基準で調査した時間にたまたま飛行機・ヘリコプター

が飛んでいなかったら、ここは騒音がないという結果

になるんですよ。中部のあれもみんな見せてもらいま

したよ。そんな結果になっているわけ。これが沖縄の

実態ですよということで報告されたら、沖縄の学校に

そんなに影響は与えてないですよということにしかな

りませんよ。実際上は飛行機は毎日どんどん飛んでい

るでしょう。どうですか。

○議長（喜納昌春君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　先ほど申し上げましたよう

に、我々の環境に係る騒音の測定実施結果の状況は、

文科省が示しました学校環境衛生基準にのっとっての

騒音測定結果でございますので、それが基地があるゆ

えに反映しているかどうかにつきましてはさまざまな

解釈があるかと思います。

○議長（喜納昌春君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　じゃ、もう一回確認します。屋良小

学校でも普天間第二小学校でも、その皆さんが文科省

の基準で測定したときに、そこに飛行機が飛んでな

かったら、そこは騒音がないという結果になります

ね。

○議長（喜納昌春君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　先ほども宜野湾市教育委員

会の例を申し上げましたように、やはり基準値を上回

る日があったということがございますので、今、御指

摘の学校についても当然基準値を上回った状況でござ

いました。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午前10時59分休憩

　　　午前10時59分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　教育長。

○教育長（大城　浩君）　１日中はかった場合のケー

スと、今の文科省が示しましたこの学校環境衛生基

準、その測定の時間帯による対応かと思います。当然

今の状況を考えますと、先ほど申し上げましたよう

に、宜野湾市教育委員会が24年の４月12日から18日ま

での６日間について、普天間第二小学校の測定記録で

は基準値を上回っているわけです。ですから、そう

いった意味で少なくとも文部科学省が示しましたこの

衛生基準に基づいた騒音の測定結果が、先ほど言いま

したように７校であったという状況でございます。

○議長（喜納昌春君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　この衛生基準に基づいた７校とか余

り言わないで、基地周辺の騒音が報告されているとこ

ろは、朝から夕方まで子供たちがいる時間はちゃんと

測定するということを検討してみてください。どうで

しょう。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午前11時０分休憩

　　　午前11時０分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　教育長。

○教育長（大城　浩君）　宜野湾市教育委員会がそう

いった方向性を示していますので、私どもも県、知事

公室と相談をしながら対策を考えていきたいと考えて

おります。

○議長（喜納昌春君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　教育長、先ほど教育に影響はないと

言っておりましたけれども、先ほど環境生活部長が

やった健康被害に対する沖縄県の調査報告書、そこで

幼児問題行動、記憶力とかありますけれども、それは

教育委員会はちゃんとつかんでいますね。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午前11時１分休憩

　　　午前11時２分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　教育長。

○教育長（大城　浩君）　子供の影響についての御質

問かと思いますけれども、先ほどの学校保健統計調査

という調査の結果での聴覚等についての影響について

は、現在のところ具体的な影響はないという御答弁を

させてもらいました。今、議員御指摘の報告書・調査

物はいつごろの報告でございましょうか。もし可能な

ら教えてください。

○議長（喜納昌春君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　環境生活部長、今のものに答弁して

ください。いつごろの調査で、具体的にどんなことを

やったのか。そして、この幼児問題行動について、嘉

手納基地周辺と普天間基地周辺で具体的にこういう症

状が出ていると書いてありますね。それをちょっと詳
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しく報告してください。それから記憶力についてどう

いう結果だったのか。そして、皆さんはこの結果に基

づいてどういった対策をとったのか、その話をお願い

します。

○議長（喜納昌春君）　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　繰り返しになります

けれども、平成７年から10年度の４年間、嘉手納と普

天間の周辺で調査を行っております。その報告により

ますと、幼児については身体的・精神的問題行動の増

加の要因になるだろうと。それから、学童の長期記憶

や低出生体重児の出生率に関連があるだろうと。それ

から聴力損失が疑われる、そういった報告がなされて

おります。

○議長（喜納昌春君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　部長、詳しく報告してと言ったの

は、皆さん方の報告書では、その結果、嘉手納飛行場

周辺では感冒症状、頭痛・腹痛、それから食事課題、

消極的傾向、情緒不安定、これがふえる。一方、普天

間飛行場周辺では感冒症状、食事課題、消極的傾向の

各クラスターでふえていって、端的に言えば航空機騒

音に暴露されている幼児たちは風邪を引きやすくて食

欲が乏しく、友達づくりに手間取る傾向があると。そ

して航空機騒音は身体的にも精神的にも幼児の問題を

増加させる要因になっているということを皆さん方は

出しているわけなんです。それについて教育長は知ら

ない。これについてどんな対策をとったんですか。

○議長（喜納昌春君）　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　その報告に基づい

て、その前後で騒音は常時ずっと測定しているわけで

すけれども、その結果を踏まえて、それ以前もそうい

う問題はありましたけれども、基本的には航空機騒音

は減らしてもらいたいという要請をずっと続けてきて

いますし、特に10時から朝の６時までの夜間の騒音を

ぜひ軽減してもらいたいというような要請をしてきて

おります。やっぱり目に見える形で騒音の負担軽減と

いうのがないと、そういった健康への影響もあるだろ

うということでそういう要請をしているところでござ

います。

○議長（喜納昌春君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　とにかく爆音が子供たちにこのよう

に大きな影響を与えているということをお互い十分知

らないと、これは県の調査ですからね。それを教育長

が知らないというのは問題ですよ。

　次に、知事、沖縄の米軍基地は沖縄経済発展の阻害

要因だと、私はこれまでも何度もこの場所で知事に阻

害要因だということを指摘し続けてきました。先ほど

公室長の答弁は、阻害要因ではなくて沖縄発展の制約

となっているということは答弁なさいました。以前に

も報告しましたけれども、この阻害要因について2010

年に経営者協会の知念榮治会長さんが新聞で「沖縄の

経済にとって、基地依存は相対的に低く、むしろ阻害

要因になっています。都市周辺の米軍基地が返還され

れば、那覇市の新都心や北谷町のハンビータウンみた

いに、経済発展するのです。　ですから、これだけの

振興策、カネを出すから、基地を受け入れてくれなん

て、こういうことはもう通用しません。」ということ

を2010年に述べています。このことは前にも知事にこ

の資料を差し上げました。

　この前の総理直訴行動で、１月27日に日比谷野外音

楽堂での沖縄「ＮＯ　ＯＳＰＲＥＹ」の集会で、那覇

市長共同代表が挨拶しました。その中でこう述べてい

ます。「まず、沖縄県民は基地でメシを食っているわ

けではありません。ほとんどの国民の大きな誤解であ

ります。確かに、27年間の米軍施政権下では、ＧＤＰ

の15％ございました。しかし、現在は５％でありま

す。二十数年前に返還されました、那覇市の215ヘク

タールの米軍基地が、どのように変わったかという

と、経済規模で52億円から600億円、10倍強。税収で

６億円から97億円、15倍。雇用が180人から２万人に

変わったのであります。このことから、米軍基地は経

済発展の最大の阻害要因であります。」ということを

述べたんですよね。これは当時のものですけれども、

その後、（拍手）と書いてあるんですけれども、阻害

要因。ですから知事、米軍基地は沖縄経済発展の阻害

要因だというのは、私はもう県民の共通認識になりつ

つあると思うんですよ。制約というのを超えて阻害要

因だと。基地がなくなればもっと発展するんだと、こ

ういう認識に立つべきじゃないですかということを知

事にぜひお尋ねしたいと思います。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午前11時８分休憩

　　　午前11時９分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　確かに米軍基地については

私も同じように復帰時点と比べてＧＮＰ計算上から見

ても、当時十数％あったものが５％を切り始めている

のではないか。米軍基地で県民は食べているわけでは

なくて、ほかの県同様ちゃんと働いて食べていますよ

ということは、我々も当然これは申し上げているとこ

ろです。そして、米軍基地が沖縄経済発展の阻害要因

になっているかどうか、これは全部についてそうかと
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いうところはまだよくわかりません。これはそういう

幾つかの例、ハンビータウン、それから天久とかを

とってみれば、現象的にはそれはわかりますが。もう

一つは、あとはＧＮＰ計算上、総生産計算上は５％弱

はまだあるということは確かでもあります。それとも

う一つは、やはり基地が防衛上の問題、日米安全保障

条約の一方の機能を果たしているという部分を含める

と、経済の面では復帰時点に比べるとウエートは物す

ごく下がってきているということは当然ですし、た

だ、全ての基地においてそれが経済発展の阻害要因に

なっているかどうかは、もう少しきちっと経済学的詰

めが必要だと思います。都市部はそういう現象が顕著

ですが、それ以外の箇所においてはもう少し詰めない

と、議論をしていく上で少し曖昧な部分が残るかと

思っております。

○議長（喜納昌春君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　経済界の会長さんも阻害要因という

ことをもう既に2010年に発言しておりますし、それか

ら那覇市長もこういうふうに発言して、私は、もうこ

れは県民の共通の認識になりつつあると思うんです

よ。ですから、これからの沖縄振興を考えていく上で

この立場に立ち切れるかどうかというのは全然方向性

が違ってくると思うんです。ですから、今、知事はも

う少し研究が必要だと言っていましたけれども、ぜひ

私はそういう阻害要因だという立場に立てるように、

これからぜひ知事は知事なりに調べていただきたいな

と思います。私たちは阻害要因だと指摘しておきま

す。

　次にもう一つ、米軍特に海兵隊は日本を守るために

いるのではないということを先ほど質問をしましたけ

れども、安保を認める上では必要だとか何とかという

ようなことを発言していました。これまでも言ってい

ました米国の議会で歴代の国防長官でも、沖縄を守る

ためにいるんじゃないんだということを発言していま

すけれども、公室長、米上院歳出委員会公聴会での当

時のワインバーガー国防長官が、このような日本防衛

の任務を割り当てられていないというようなことを発

言しているということをつかんでいますか、どうです

か。

○議長（喜納昌春君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　御質問の件は1983年度

の米国防省歳出に関する公聴会の件だと思いますが、

その資料はいただいております。

○議長（喜納昌春君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　これは国防歳出委員会で、国会図書

館から取り寄せた議事録ですけれども、（資料を掲

示）　ここで、「沖縄に駐留する米海兵隊は、日本防

衛の（任務を）割り当てられていない」、「アメリカ

は、日本防衛だけに専念する、いかなる部隊も日本に

維持していない」ということを当時のワインバーガー

国防長官が発言しています。これは国会図書館からも

らってきたものです。そしてチェイニー国防長官（当

時）は、「日本に空母戦闘部隊を維持するほうが、米

国西海岸で維持するよりも安上がりなのです」という

ことを述べていますし、ナイ国防次官補は、「米軍部

隊の費用の70％を負担しているのだから、米国内にお

くよりも日本に駐留させる方が費用はかからない」と

いうようなことを発言しているわけですよ。当事者が

言っているわけですよ。ですから、これはぜひ皆さん

方、今度調査員ですか専門家を配置していますよね。

その人たちも含めて、県としてもこの辺をきちんと調

べていただきたいと思います。これは米国の国防長官

らも認めています。

　知事、これまで事故の問題、基地があるところで米

兵犯罪が起こっている問題、それから子供の教育の問

題とか経済発展の問題、そして今の、沖縄を守るため

にいるのではないなどということを私なりに指摘させ

ていただきましたけれども、知事は今度の地元の理解

が得られないから事実上不可能だということを言って

いますけれども、基地があるからこれだけの負担があ

るんだという意味で、今言っている知事が事実上不可

能の前とか後にきちんとこういった理由で沖縄は辺野

古移設は認められないんだというようなことをきちん

と述べたほうが真意も相手に届くし、県民もそのほう

がいろんな、知事は総理と会って密室で会談している

んじゃないかとかいろんな疑念も吹き飛ばすことがで

きると思うんですけれども、そういう立場で米軍基地

は経済発展の阻害要因と言わなくても、制約なら制約

でいいですよ。そういったこともきちんと言って、教

育にも影響を与えている、事件も基地があるから起

こっていると、だから我々は反対なんだという立場を

明確にする必要があると思うんですけれども、どうで

しょう。

○議長（喜納昌春君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　米軍基地が持つマイナス面

というのはまさに御指摘しているとおりで、余り違い

はないと思います。ですから我々も事件・事故を抜本

的に減らせという話、それから皆さんの党と違って米

軍基地をなくせとは言っておりませんが、抜本的に減

らせということ、基地面積もそれから兵隊の数も、そ

ういうことを申し上げているのは、今の同じデータを

見た上での私どもの結論といいますか、今の考えであ
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ります。事件・事故を抜本的に減らす、そして基地の

負担軽減を抜本的に進める、そういうことをやる必要

があると申し上げたのはまさに今おっしゃったデータ

に基づくものが背景にあることは同じだろうと思いま

す。

○議長（喜納昌春君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　基地問題の最後に、知事、政府は今

月中に埋立申請を出すということで新聞で報道されて

います。知事の理解を求めていくということが政府関

係者の話として報道されています。埋め立てられて基

地がもしつくられたら、もう未来永劫基地を押しつけ

られてしまいます。これを先ほど行政手続だといって

部長は県民投票をやる考えはないというようなことを

言いましたけれども、これは全県民にかかわることで

すから、幾ら行政手続だといって知事だけにこのよう

な重たい負担を押しつけていいのかというのも私はあ

るんですけれども、県民全体の問題としてぜひ県民一

人一人に判断の機会を与えることが必要じゃないかな

と思うんです。これが一つ。

　もう一つは、政府は県民の理解を得たいということ

は何度も言っているわけですよ。県民の理解が得られ

たかどうかというのを県民投票で示していく。これは

政府のためにもなると思うんですよね。そういう意味

で埋め立ての是非、あるいは辺野古への移設、基地建

設の是非、こういう県民投票をぜひ、有権者109万人

です。その方々の判断を仰ぐというのはとても大事だ

と思うんですけれども、知事の見解をお聞かせくださ

い。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午前11時18分休憩

　　　午前11時19分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　先ほど土木建築部長から答

弁をさせていただきました。公有水面埋立法にのっ

とって――政府との関係ですが――承認・不承認の結

論をいずれ、もし出てきたら出すことになると思うん

です。ですからそういう行政上のいろんな意見を聞い

た上で知事として判断をし結論を出すというものです

から、県民投票よりも――県民投票という議員の御提

案は一つの考えだろうとは思いますが、本件につきま

しては私は公有水面埋立法の考えにのっとって我々の

ほうで承認・不承認の結論を出すべきものではない

か。それで、そういう性格のものではないかと考えて

おります。

○議長（喜納昌春君）　渡久地　修君。

○渡久地　修君　きのうのやりとりでもありましたけ

れども、いわゆる政府は強引にやってくる可能性もあ

ります。法律上そういうことも可能です。これを本当

にはね返していくために、知事が事実上不可能だとい

うのを本当に県民的に支えていくために、私は世論し

かないと思うんですよ。対抗していくためには県民の

世論を――埋め立て絶対反対である、辺野古新基地反

対という――いかに我々がバックにつけ切れるかどう

かだと思うんです。そういう意味では県民投票という

のも当然その結果を知事がどう判断するかは最終的に

は知事の判断になると思うんですけれども、その辺も

ぜひ検討していただきたいんですが、もう一度お願い

します。

○議長（喜納昌春君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　先ほど答弁したとおりであ

りまして、この公有水面埋立法の趣旨にのっとって県

知事が判断をすべき性格のものだと考えております。

○議長（喜納昌春君）　崎山嗣幸君。

　　　〔崎山嗣幸君登壇〕

○崎山　嗣幸君　おはようございます。

　一般質問を行いたいと思います。

　一般質問の前に、先日亡くなられた前田政明議員の

御冥福を心からお祈り申し上げたいと思います。

　前田議員は、那覇市会議員当時から那覇港の管理組

合の議員を希望していまして、つい最近、那覇港の管

理組合議員となられて、多分に思いのたけを那覇港の

あり方について思い切り発言をしてきたというふうに

聞いております。極めて残念ではありますが、心から

御冥福をお祈り申し上げたいと思います。

　まず、一般質問でありますが、最初は基地問題につ

いてお伺いします。

　政府は、３月中にも辺野古埋立申請の提出をして、

年内決着を図る動きをしております。知事は、県外は

変わらない。41市町村、県議会も大勢が反対をしてお

り、仮に工事しても進まないとコメントをしておりま

す。当然、県外移設の立場であれば、埋立申請を受理

すべきではないと考えるが、見解を伺います。

　知事は、滑走路があり、使用頻度が低い飛行場は九

州だけでも結構あると発言をしておりますが、その意

味することは、普天間基地の移設先を物色をし、現地

調査をする考えなのか伺います。

　次に、環境アセス手続の不備を訴えた裁判は、住民

の意見陳述権を否定する最悪の判決でありました。オ

スプレイ配備を方法書、準備書でも隠し続け、住民参

加と情報公開を踏み外しております。知事は、環境ア

セスに対する知事意見として環境保全は不可能と結論
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づけていたが、この裁判の判決をどう受けとめている

か伺います。

　県は、オスプレイが何度も墜落を繰り返し、事故原

因が究明され県民の不安が払拭されない限り配備に反

対であると表明をしております。高江ヘリパッド建設

は明らかにオスプレイの着陸帯の建設であり、反対の

意思表明をすべきではないか伺います。

　ヤンバルの山は、世界的にも生物多様性に富んだ地

域であります。この地域の貴重な動植物は、オスプレ

イの飛行訓練によって下降気流が激しく、排気の高

温、熱風と風圧によって死滅させられております。ヘ

リパッド基地建設工事に伴う絶滅危惧種を含む希少植

物の植えかえは、６割以上が枯死していることが明ら

かになっております。オスプレイの配備は環境に著し

く悪影響を及ぼしていないか伺います。

　次に、高江ヘリパッド建設工事のＮ４－１地区で土

砂崩落が起こっております。ヘリパッド建設工事の影

響と考えるが、県は立入調査をして原因究明を図った

か伺います。

　次に、２番目、那覇軍港の浦添移設についてであり

ます。

　那覇軍港は、1996年のＳＡＣＯ合意によって米軍牧

港補給基地の沖合に移設とされた。しかし、事実上遊

休化の状態でありながら39年放置をされてきておりま

す。ここに来て翁長那覇市長、松本浦添市長も浦添移

設に反対のかじを切っておりますが、知事は２月15日

の記者会見でも「進めるのが現実的」だとして、態度

を変えることを否定をしております。那覇市、浦添市

とも足並みがそろわなくて解決を図っていけるものか

伺いたいと思います。

　次に、保健所業務等の移管について。

　県は、那覇市が来る４月から30万人以上の指定対象

となる中核市に移行することに伴い、保健所業務等の

移管をします。

　茨、保健所業務等の移管事務の内容及び数、職員

数、財政移譲等の状況を伺います。

　中核市のメリットは何か伺います。

　移管に際して課題と問題点はないのか伺います。

　次に、４点目、日台漁業協議についてであります。

　政府・外務省は、日台漁業協議の中で、台湾との漁

業水域協議を日中漁業協定の内容を適用する方向で検

討しております。そうなると、現在台湾側に漁業を認

めることになり、沖縄の漁民が打撃を受けることにな

ります。沖縄の漁業団体は、排他的経済水域の地理的

中間線を基本に交渉することを求める要請行動をして

いますが、県は、外務省の動向にどう対処していくの

か伺います。

　次に、５番目、高等学校編成整備計画について。

　教育庁は、平成27年から平成29年度の前期計画に南

部工業高校と沖縄水産高校の統合を位置づけておりま

す。この計画は、翔洋同窓会、海員組合等の統合反対

の陳情が県議会に提出をされ、２度にわたって採択を

されています。もはや統合の目的と理由を失い暗礁に

乗り上げています。教育庁は、計画の撤回、もしくは

校名や海洋技術科の存続を明言すべきではないか伺い

ます。

　以上でありますが、再質問は指定席から行いたいと

思います。よろしくお願いします。

○議長（喜納昌春君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　崎山嗣幸議員の御質問に答

弁をいたします。

　まず第１に、基地問題についての中で、普天間飛行

場の県外移設先についてという御趣旨の御質問にお答

えいたします。

　普天間飛行場の危険性の除去は、喫緊の課題であり

ます。一日も早い移設・返還が必要であります。辺野

古移設案は、これから埋め立てをして飛行場を建設す

る案のため――これは前回の案を見せていただいた当

時の話ですが――手続や工事、反対運動などで非常に

時間がかかると予想されます。国内の滑走路がある既

存の施設への移設が早期に課題を解決できる方策だと

考えております。日米両政府に県外移設を求めている

ところであります。

　普天間飛行場の移設先につきましては、日本政府の

責任においてしっかりと検討されるべきものと考えて

おります。

　次に、那覇軍港の浦添移設についての御質問の中

で、那覇軍港の移設に向けた対応と見解についてとい

う御趣旨の御質問にお答えいたします。

　那覇港湾施設が返還されれば、基地負担の軽減、跡

地の有効利用により経済的な発展にかなりの効果があ

ると期待されます。これまで移設協議会が21回開催さ

れてきております。国・県・那覇市、浦添市そして那

覇港管理組合が連携をして、移設実現に向け、代替施

設の位置や形状、そして港湾計画との関連等について

協議をしてきております。

　県といたしましては、これまでの経緯を踏まえつ

つ、協議会の枠組みの中で適切に対応する必要がある

と認識いたしております。現時点では、現行の方針に

基づいて進めることが現実的ではないかと考えており

ます。
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　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　當銘健一郎君登壇〕

○土木建築部長（當銘健一郎君）　基地問題について

の御質問の中で、埋立申請書の受理についてお答えい

たします。

　現時点で、公有水面埋立承認申請書が提出される時

期等については示されておりません。仮に提出された

場合には、行政手続法及び公有水面埋立法等関係法令

にのっとり適切に対応してまいりたいと考えておりま

す。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　基地問題についての

御質問の中で、辺野古アセス手続訴訟の判決について

お答えいたします。

　辺野古環境影響評価手続やり直し義務確認等請求事

件について、平成25年２月20日に那覇地方裁判所で判

決があったことは承知しております。県としまして

は、当該判決は司法判断によるものと理解しておりま

す。

　次に、オスプレイの配備に伴う影響についてお答え

いたします。

　オスプレイは、ＣＨ46とは飛行形態、高度、経路、

発生騒音レベルが異なることから、その配備により、

高江を含む北部訓練場周辺において、航空機騒音によ

る生活環境や動物の生息環境への影響が悪化するおそ

れがあると考えております。また、オスプレイが垂直

離着陸モードで飛行することに伴う、エンジンからの

下降気流の風圧による樹木の倒木・損傷、動物の巣の

破壊等のほか、高温排気による火災の危険性や、森林

の乾燥化、乾燥化に伴う動植物への影響が生じるおそ

れがあると考えております。そのため、県としまして

は、平成24年10月11日に沖縄防衛局長に対し、当該事

業に係る環境影響評価の再実施を要請したところであ

ります。また、同年12月25日付でオスプレイの飛行実

態や運用に関する確認を求めた際にも重ねて対応を求

めております。その後、去る２月26日に沖縄防衛局へ

出向き、これらの要請事項への対応状況を確認したと

ころ、現在検討中とのことでありました。県としまし

ては、引き続き対応を求めていく考えであります。

　次に、ヘリパッド建設現場への立入調査の実施と原

因究明についてお答えいたします。

　県は、去る２月13日に立入調査を実施し、その際、

崩落箇所及びその周辺部については、表土保全対策等

の赤土等流出防止対策が施されていることを確認して

おります。今回の崩落事故については、過去に実施し

た樹木等の伐採による影響、表流水や浸透水による影

響、さらには工事の施工等による影響など、複合的要

因が想定されると考えております。立入調査後、県

は、沖縄防衛局に対し、崩落の原因や崩落箇所の赤土

等流出防止対策等について詳細な報告を求めていると

ころであります。

　県としましては、今後、沖縄防衛局からの報告の内

容を精査した上で、赤土等流出防止について適切に指

導を行っていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　基地問題についての御

質問の中で、高江ヘリパッド建設反対についてお答え

いたします。

　オスプレイについては、今後のさらなる運用の活発

化が懸念される中、県民の不安は一向に解消されてお

らず、県としましては軍転協とも連携し、配備計画の

見直しと配置分散の実施などをあらゆる機会を通じ日

米両政府に求めているところであります。県は、ＳＡ

ＣＯ合意事案の着実な実施が本県における基地の整理

縮小及び地元の振興につながることから、北部訓練場

の過半の返還の実現を求めているものであります。そ

の条件とされている６カ所のヘリ着陸帯の移設につい

ては、地元東村とも連携をとりながら、当該地域の自

然環境や地域住民の生活に十分に配慮するよう求めて

きたところであります。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　崎山八郎君登壇〕

○福祉保健部長（崎山八郎君）　保健所業務等の移管

についての御質問の中で、移管事務の内容等について

お答えいたします。

　那覇市中核市移行に伴って県から同市へ移譲される

約2500事務のうち、感染症の予防に関する措置等の保

健所に係る事務が約1150事務となっております。新た

に設置される那覇市保健所については、職員定数を59

人としているとのことであります。県は支援策の一環

として、医師を初めとする専門職員の派遣を予定して

おります。保健所運営に係る財源については、所要額

が国からの普通交付税により那覇市に措置されること

になります。県としても、那覇市保健所の運営が円滑

に実施できるように、引き続き支援してまいりたいと
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考えております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　企画部長。

　　　〔企画部長　謝花喜一郎君登壇〕

○企画部長（謝花喜一郎君）　保健所業務等の移管に

ついての御質問の中の、那覇市の中核市移行のメリッ

ト及び課題等についてお答えいたします。３の茨イ及

び３の茨ウは関連しますので一括してお答えいたしま

す。

　那覇市が中核市に移行するメリットとしましては、

これまで市の窓口で申請を受け、県で認定していた一

連の事務が市だけで行えるようになることから、事務

処理の短縮が図られ、市民サービスをより早く提供す

ることができます。また、これまで県と市でそれぞれ

分担していた保健サービスが市の事務として一元化さ

れ、一体的な地域保健衛生に係る施策を推進すること

ができます。まちづくりに関しては、市の景観計画に

即した屋外広告物の基準設定や、産業廃棄物の不法投

棄に対する指導が可能になるなど、景観や環境に配慮

した独自の施策を推進することができます。一方で、

中核市への移行に際しては、移譲事務を円滑に実施す

る必要があります。このため、県と那覇市間で綿密な

事務引き継ぎを行うほか、那覇市からの研修生を県で

受け入れ、専門職員等の人材の育成を図るとともに、

県から那覇市へ職員を派遣し組織体制への支援を行っ

てまいります。また、スムーズに市民サービスが提供

できるよう、リーフレットや広報誌等を活用し、県民

への周知を図っているところであります。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　知念　武君登壇〕

○農林水産部長（知念　武君）　日台漁業協議に関す

る県の対応についての御質問にお答えします。

　沖縄県の漁業者は、日本と台湾との漁業協議に対

し、先島諸島周辺の北側や南側水域のマグロ漁場にお

いて、台湾漁船との漁場競合が生じていることから、

当該協議に強い危機感を抱いております。そのため、

沖縄県と沖縄県漁連等は、昨年11月に農林水産大臣等

に、ことし１月に外務大臣と農林水産大臣等に対し

て、当該協議に当たっては、本県漁業者の意向を尊重

することなどを要請しております。さらに、去る２月

25日と26日には、同じく外務大臣や農林水産大臣に対

し、県と県漁連及び、当該水域を利用する主な漁協の

８組合長による要請を実施したところであります。

　県としましては、今後とも、当該協議に関する的確

な情報収集を行うとともに、本県漁業者の意向が協議

に十分反映されるよう、漁業団体と連携し国へ働きか

けてまいります。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　高等学校編成整備計画につ

いての御質問で、南部工業高校と沖縄水産高校の統合

についてお答えいたします。

　同計画につきましては、第５期編成整備計画の中

で、南部工業高校の学校規模の適正化を図るために取

り組んでまいりましたが、地域や関係機関・団体との

再三の意見交換でも御理解を得ることができませんで

した。

　県教育委員会としましては、編成整備計画の基本事

項を踏まえながら、引き続き研究してまいりたいと考

えております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　質問の途中ではありますが、

時間の都合もありますので、崎山嗣幸君の再質問は午

後に回したいと思います。

　休憩いたします。

　　　午前11時46分休憩

　　　午後１時22分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　崎山嗣幸君の再質問を行います。

　崎山嗣幸君。

○崎山　嗣幸君　答弁ありがとうございました。

　順不同で行きたいと思いますが、５点目の高等学校

の編成整備計画で教育長のほうからまず最初に伺いた

いと思います。

　先ほどの教育長の答弁では、南部工業と沖縄水産の

統合については、地域と関係団体の理解が得られてい

ないと。協議も含めて進展していないと私は受けとめ

たんですけれども、一応は教育長は基本線に沿ってと

いうことを言っておりましたが、教育長おっしゃるよ

うに、合意形成が図られていないということでありま

す。極めて重要なことでありますので、これはこの間

のあり方といいますか、編成整備計画をつくるまでの

経過の中において、やはり懇話会の中の持ち方とかあ

るいはアンケートのとり方とか、あるいはまた情報公

開が十分だったかということも含めて検証されるべき

重要な課題だと思いますが、この間のここまで来た編

成整備計画を策定するまでに至った経緯の中で、反省

とかあるいは検証すべきことがなかったかどうかにつ

いて、教育長のほうからお伺いをしたいと思います。

○議長（喜納昌春君）　教育長。
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○教育長（大城　浩君）　ただいまの質問にお答えい

たします。

　まず、この沖縄水産高校と南部工業高校のいわゆる

統合については、４つばかり大きな目的がございまし

て、まず１点目は、やはり南部地区の少子化にどうし

ても対応しなければならないと、これが１点目でござ

います。２点目は、南部工業高校の小規模化をやはり

是正する必要がありました。３点目には、統合先の沖

縄水産の敷地にも余裕があると、そういったことでも

ございました。最後の４点目は、いわゆる統合によっ

て部活動等の学校の活性化を図ることができると、そ

ういった視点でもって私どもは編成整備を策定いたし

まして、これまで関係機関等との意見交換をしてきた

わけです。ところが、残念ながら先ほど答弁しました

ように、まだ十分なコンセンサスが得られておりませ

ん。したがいまして、この編成整備計画の中で、実は

基本事項があるわけですね。何かと申し上げますと、

こういったことを我々は基本事項で述べております。

「既存の学校の再編統合により、地域の実情に即して

農業、工業、商業、水産などの専門分野を総合的に学

ぶことのできる学校の設置を推進する。」と、こう

いった基本事項を踏まえながら、やはり研究していき

たいというのが私どものスタンスでございます。

　したがいまして、今議員の御指摘のようなさまざま

な課題もしっかり検証しながら研究していきたいとい

うのが先ほどの答弁でございます。

○議長（喜納昌春君）　崎山嗣幸君。

○崎山　嗣幸君　教育長が４点ばかり南部地区の課題

と、少子化あるいは水産高校の敷地が広いというとこ

ろも含めて従前から提起をされておりますが、ただこ

の議論そのものがやっぱりスタートから問題だったと

いう意味では、南部工業と水産の統合が出たのは懇話

会の７回目ということを聞いていますが、７回目のと

きにもこの深まった議論をするわけではなくて、８回

から10回までそのときにも議論がなくて、結果的に校

長先生とヒアリングをして基本方向が決まったという

ことで聞いていまして、そこはやっぱりＰＴＡとか、

同窓会とか地域というのを、今教育長がおっしゃる課

題、問題点についての議論が深まっていなくての進瀧

だったんじゃないかということが話し合われたんです

ね。そこら辺の問題点も含めて、若干今言われた問題

点が深く議論されてなかったということがこの間来て

いまして、計画は27年度からということの目標を持っ

ておられますので、ここの段階に至って、やっぱりこ

こは行き詰まっているという感が私はするんですが、

教育長がおっしゃるように、実業高校のこれからの発

展を含めた議論はそれは構わないと思いますが、この

統合そのものが南部商業と南部工業をくっつけたり、

沖縄水産とくっつけたりすることの基本的なところか

らやっぱり巻き戻しをしないとこれの解決は私は図ら

れないと思います。教育長、ここでもう現年度の中に

おいて３月でやっぱりけじめをつけるという意味で

は、この統合問題、改めて出直しをするということ

で、もうスタートから間違っていますので、ここから

また教育長としては今言われたことも含めてこの統合

問題を出直しをするということで、スタートを図ると

いうことはいかがでしょうか。

○議長（喜納昌春君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　お答えいたします。

　編成整備計画の基本事項は先ほど申し上げました。

どうしてもそういった背景がございます。ですので、

今先ほどから恐らく協議をしているのは、さまざまな

課題があると、そういうことかと思います。ですか

ら、ぜひこの実施時期とか、あるいは統廃合のあり方

等を含めながら研究していきたいというのが今のスタ

ンスでございます。

○議長（喜納昌春君）　崎山嗣幸君。

○崎山　嗣幸君　教育長、この編成整備計画策定をし

た実行行為として教育庁内における学校整備委員会で

すか、委員会の設置をするということの皆さんの進瀧

だろうと思います。この教育委員会というのは、設置

はされたんですか。それから委員のメンバーとか、会

は開かれたのかどうかについて、進瀧のほうはこれい

かがでしょうか。

○議長（喜納昌春君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　今、社会の変化は大変激し

いのがあります。そういう中で私どもはこの社会の変

化あるいは南部地区の生徒の動向等も含めながら、ま

た改めてこの懇話会を人選をしながら持つかどうかも

含めながら、あり方を研究したいというのも一つの方

法でございます。

○議長（喜納昌春君）　崎山嗣幸君。

○崎山　嗣幸君　教育長、これは実行するのは懇話会

なのか、あるいは委員会つくって進めていくのかにつ

いてはまだ決まっていないということですか。

○議長（喜納昌春君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　私どもが第５期の編成整備

を発表した際には、例えば幹事会とかそしてその幹事

会の上に有識者を交えての懇話会とかそういったもの

がございまして、第５期の編成整備計画が策定された

経緯がございます。ですから、それは厳然として他の

学校にも当てはまるわけです。ところが今般、今議員
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のほうから御質問がありましたように、沖縄水産高校

と南部工業につきましては、まだ十分なコンセンサス

が得られていないと、そういったことで実施時期とか

あるいは統廃合のあり方も含めながら今後研究してい

きたいということでございます。

○議長（喜納昌春君）　崎山嗣幸君。

○崎山　嗣幸君　教育長、その委員会については十分

意思統一が図られていないということで、懇話会は含

めて、委員会については設置されていないということ

で受けとめてよろしいんでしょうか。

○議長（喜納昌春君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　また改めて、委員会あるい

は懇話会等につきましては再度仕切り直しをしていく

のかも含めながら研究してまいりたいと思います。

○議長（喜納昌春君）　崎山嗣幸君。

○崎山　嗣幸君　わかりました。では、策定をされて

から、南部工業高校と沖縄水産の統合の問題について

教育長から受けとめました。委員会も含めてストップ

している状態と聞いていますので、改めて教育長のほ

うにはこの統合問題、仕切り直しをするということも

含めて、ぜひこの内容も含めて、ぜひそのことについ

て協議会の中において見直しをするということを含め

て検討してもらいたいというふうに思います。

　それから、基地問題について質問をさせてもらいま

す。

　１点目の埋立申請の問題でありますが、公室長の答

弁は、２月22日に安倍首相とオバマ大統領が日米首脳

会談で３月中に埋立申請を出すということにされた新

聞報道については、政府は公表もしていないと、知ら

ないと、把握していないということできょう公室長は

答弁をされておりましたが、この重大な局面において

知らないとか把握していないということであります。

であるならば、そういった局面において政府に確認を

する、確かめるということが私は必要ではないかと思

いますが、これは公室長としてただこれを知らないと

いうのか、想定しないというのか、対応しないという

のか、それは私も他の議員もこの間出ていますけれど

も、やっぱり余りにも静観し過ぎるという感がするん

ですが、これいかがでしょうか。

○議長（喜納昌春君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　私は、直接防衛省、外

務省に確認しております。その外務省、防衛省の回答

として現時点では何も決まっていないということでご

ざいます。

○議長（喜納昌春君）　崎山嗣幸君。

○崎山　嗣幸君　さっき公室長は政府に確認はしたけ

れども、政府は知らないということなんですか。

○議長（喜納昌春君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　知らないということで

はなくて、決まっていないという回答でございまし

た。

○議長（喜納昌春君）　崎山嗣幸君。

○崎山　嗣幸君　決まっていないという、今よくわか

らないんですが、決まっていないということを政府が

答えたということですか。意味がちょっとよくわから

ないですが。

○議長（喜納昌春君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　つまり、申請書を出す

時期については、いまだ決まっていないという回答で

ございます。したがって、決まっていないものは決

まっていないというふうに理解したわけでございま

す。

○議長（喜納昌春君）　崎山嗣幸君。

○崎山　嗣幸君　では、これは新聞報道がそういう会

談の中身を推測をして出したというふうに理解をして

いるということですね。では、県はこの埋立承認を政

府が出す時期というのか、これはいつごろ想定をされ

て、そのときにしか県の姿勢というのか態度というの

かを示さないのか。あるいは埋立承認申請を出す予告

するときなのか、あるいは申請を出すときに県はこれ

を受理するかどうするか対応を決める時期はいつを想

定しているんですか。県の対応を決める時期はいつを

想定しているのかということなんですが。

○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。

○土木建築部長（當銘健一郎君）　埋立申請書が提出

された後、形式的な審査をして、書類が整っていれば

一旦そこで受理をする。それからまた公告縦覧等の手

続もございますし、利害関係者の意見、あるいは関係

行政機関等の意見、それから公有水面埋立法の第４条

に規定される審査項目の審査を経て、その後結論を出

すということになります。

○議長（喜納昌春君）　崎山嗣幸君。

○崎山　嗣幸君　先ほど公室長は、出す時期について

まだ決まっていないということで公室長はしていると

いうことなので、私が聞いているのは、県の態度がこ

の埋立申請に対して、受理をしてやっぱり審査してい

くのかどうかについて聞こうとしているのであって、

それはいつの時期なのかと聞いているんです。今言わ

れているのは、じゃ受理をして形式審査をして手続を

経て、今部長おっしゃるのは行きますということが県

の姿勢ですかということを私聞いている。そういうこ

とですかと、今言われているのは、形式審査をして利
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害関係者聞いて名護市長聞いてどうのというのは、皆

さんはスタートから受理をしてそういう流れに入って

いくのは新聞に書いているとおりじゃないですか。そ

れは公室長は決まっていないということを言うから、

承認申請出す時期がわからないんでしょう。出す時期

はいつかと聞いている。だから、出す時期に知事は受

理をしてこのスケジュールどおりいくのかということ

の考えはいつかと私聞いている。今の部長は、そのと

おりですと。じゃ知事は受理をしてそのシナリオどお

り流れていくということですかと私聞いている。それ

によって違うんじゃないかと言っているわけです。意

味わかりますかね。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午後１時37分休憩

　　　午後１時38分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　土木建築部長。

○土木建築部長（當銘健一郎君）　埋立申請書が提出

される時期についてはまだ示されておりませんので、

いつになるかわからないと、あるいは出てこないかも

しれませんけれども、出されましたら先ほど私お答え

しましたとおり、法律のルールにのっとって手続を進

めていきます。それで審査が最終的に終わった段階

で、総合的に考えて承認・不承認の判断をするとそう

いうことになるというあくまでも行政手続的な流れで

ございます。

○議長（喜納昌春君）　崎山嗣幸君。

○崎山　嗣幸君　私が聞きたいのは、マスコミ報道で

もそうですが、政府は埋立申請を出すだろうと。３月

中に出すだろうと、29日にも出すだろうというのが新

聞報道ですよね。だから、今政府も聞いていません

と、そして皆さんは時期はわかりませんと。それから

出されたときは関係法令に沿って検討しますという今

答弁ですよね。だから私が聞いているのは、関係法令

に沿って検討するという時期はいつなのかと聞いてい

るんですよ。そして、今こういうことを聞いているの

は、じゃそのときに皆さんは受理をするという前提で

私に答えているのと言っている。そして出されたとき

に、これを問題があると、知事は県外なんだからと。

中身が違うということも含めて、却下をするという選

択肢もあるのかということを私は聞きたいわけです。

だから今の話は、受理という流れの中で私は聞いてい

いんですかということで私は聞いているんです。これ

を判断するのはいつかと。要するに受理するか、ある

いは却下するかどうかというのは、受理するという皆

さんの今答弁は、29日に出されてそれに沿って答えて

いるんですかと私は聞いている。私は却下することも

含めて選択肢にあるんですかと聞いているんですよ。

○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。

○土木建築部長（當銘健一郎君）　行政手続法の規定

によりまして、申請書が到達した場合には直ちに審査

に入らなければならないという規定がございますの

で、その規定に従って手続を進めていくことになりま

す。

○議長（喜納昌春君）　崎山嗣幸君。

○崎山　嗣幸君　そのときには、行政手続とおっしゃ

るが、却下・拒否するということも選択肢の中にあり

ますか、それ。

○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。

○土木建築部長（當銘健一郎君）　行政手続法にはそ

のような規定はございません。

○議長（喜納昌春君）　崎山嗣幸君。

○崎山　嗣幸君　行政手続の話を私は聞いているんで

はなくて、知事は県外と言っていると。そしてこの埋

立申請は当然そうなると、辺野古につくるのは不可能

と知事はおっしゃっているわけだから、埋立申請する

必要ないでしょう。基地をつくらないのに何で埋め立

てするかということが県民の自然な考え方ですよ。で

あるならば、この出されるときはやっぱり私は却下す

べきではないかということを言っているものの食い違

いであって、そういうことの判断、なければないで、

あるならあるで。皆さんが言っているのは受理をする

という方向なんですかと私は聞いているんです。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午後１時41分休憩

　　　午後１時41分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　土木建築部長。

○土木建築部長（當銘健一郎君）　行政手続法におい

て拒否するという規定はございませんので、申請書が

到達した場合には、手続にのっとって審査を進めてい

くわけですけれども、審査を進める段階において、最

終的に知事が総合的な判断を下すわけでございまし

て、そのときにそういったいろいろな観点からの総合

的な判断があろうかと考えております。

○議長（喜納昌春君）　崎山嗣幸君。

○崎山　嗣幸君　では、知事は従来から地元の理解が

得られない移設案は事実上不可能であるということを

再三述べております。名護市長も地元として明確に反

対を表明しておりますので、知事は受理をして承認を

しないというのは私考えられますが、そういうふうに

受けとめて知事から答えてもらいたいんですが、知事
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は、そういった意味では受理はして、名護市長ももう

反対表明をしているので、これは承認をしないという

ことで私は受けとめているんですが、そのことで受け

とめてよろしいですか。知事いかがでしょうか。

○議長（喜納昌春君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今の土木建築部長の答弁の

ように、受理はせざるを得ないということですから、

受理をして公有水面埋立法で言う趣旨に沿って中身を

検討して最終的に結論を出すのであって、中身を見な

いまま今出てくるかもしれないものについて、受け付

けない、受け付けるというのもいかがなものかと思い

ますし、初めから全ての結論ありきというのもやっぱ

りこれはおかしいと思う。やっぱりちゃんとチェック

をして最終的に承認・不承認の答えを出すべきものだ

と私は考えております。

○議長（喜納昌春君）　崎山嗣幸君。

○崎山　嗣幸君　知事が答弁をしたことも新聞報道で

載っておりますが、多分知事が受理をして、従来宜野

座あたりの利害関係者からの――漁協とかあるいは地

元の名護市長とかに意見聴取をして、あるいは名護の

議会の議決をとって、新聞報道では１年をかけて審査

をしていくということでありますが、そのときに地元

反対であります不承認の結論を出すというシナリオ、

政府もそれを描いているかどうかはわかりませんが、

あとは政府が是正指導といいますかその手続を経て、

あともし知事と反りが合わなければ、政府は高等裁判

所に訴訟を提起すると。あと勝てば代執行するという

ような事態がこの間の新聞、県民の心配する議論の経

過なんですが、そうなると知事はこの流れの事態の中

において国が訴訟を起こす可能性は十分あると思いま

すが、これは知事はこれに対抗する理論武装というこ

とも含めて想定をして県外へというその問題の決着を

図ろうとする考えなのかをお聞かせ願いたいんです

が。

○議長（喜納昌春君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　これも余りに先を考え過ぎ

た議論でして、極めて今の段階でまだいつ出てくるか

も正確にはわからない、報道はあったにしてもです

よ。そういうものに対して頭から、議員のどうも論理

はノーであるはずだから受け取るな、ノーであるはず

だからノーの結論に違いない。中身も見ないでそうい

うことを前提にして我々が行政手続も踏みながら行政

サービスをするということは無理だと思います。です

から、私はきちっと受け取るものは受け取って内容も

見て、自然環境のアセスもそれから建設計画ももし出

てくればいろいろ入っているに違いないですから、そ

ういうものもよく技術的にもチェックしてもらって結

論というのは最終的に出すべきものであって、いろい

ろ先々を想定して今結論を出してみたらどうかと言わ

れてもこれは出しようがありません。

○議長（喜納昌春君）　崎山嗣幸君。

○崎山　嗣幸君　知事は行政の長でもありますから、

政治家でもありますので、先々のこと、やっぱり知事

は先々読まないといけないと思うんですね、政府の動

き、世論の動き。そうしないと知事の目標である辺野

古は不可能、県外へということは到達しないわけです

よね。それは知事が先を読めないということは、やっ

ぱり100万以上の県民に対する不安を起こしかねない

と思うんですね。私はそこを含めて世論というのか、

マスコミというのか、そういう流れが一番知事に対す

る不安とか危惧とか、どうするんだというのがあるわ

けですよね。それは明確に知事はやっぱり答えて初め

て、沖縄県民がこの辺野古問題決着を図ると私は思う

んですよ。ここはだから知事は、行政の長にとどまる

ことなく、政治家としてこの普天間を動かすというこ

とで、辺野古をだめだということの動かし方を先を読

むということはいかがでしょうか、知事。それが世論

の動きなんですか。

○議長（喜納昌春君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今、議員のおっしゃった中

で、非常にちょっと決めつけ的な御質問になっている

面は、世論は非常に私に対して不安を持っている、

先々を読めないのはおかしいじゃないかと。

　これは手続上の先々の予測、もし出てきたときには

こういう対応、こういう対応というのは誰でも考えら

れることですよね。それとあとは要するに崎山議員の

考えているとおりに答弁がないと、どうも不安だと言

われてもこれどうしようもありません。私は、事実上

不可能だということを申し上げ、さらに一日も早い普

天間の危険性の除去、移設、固定化させないためには

県外を出すのが早いと私は申し上げているわけです

よ。私は、頭からこれを何年も申し上げてきました

が、イエス・オア・ノーとかノーであるとかという、

こういう選択はしない。実現可能性・フィージビリ

ティーの問題であると僕は前から申し上げてきていま

す。ですから、ここのところは一体この政府は何を考

えているのかという中身を具体的によく――出てきて

からですが――見てから結論を出していくというの

は、この丁寧さはどうしても私は要ると思いますよ。

その前に、政治的に判断をして言いなさいと言われて

も、これはむしろ言ってはいけないし言うべきではな

いと思いますし、これは出てきてみないとちゃんと検



－ 265 －

討してからでないと結論は最終的には出しにくいもの

だとも考えています。

○議長（喜納昌春君）　崎山嗣幸君。

○崎山　嗣幸君　知事、これは私の意見ではなくて

ずっとマスコミ論調も流れているし、議員の意見もそ

うだし、みんながやっぱり知事に対するそうなったら

どうするのかなということがある中において、やっぱ

り知事が明確にそのことをお答えになったほうが議論

も深まっていくと思うし、政府もそれなりの目的を

持って実行行為をするわけですから、知事がその場で

対応するんじゃ遅いと思うんですよね。だから、やっ

ぱり事前に対する対応策が重要ではないかなと思って

います。私は、そういった意味で辺野古への基地建設

は反対でありますから、ぜひ埋立免許申請に対する毅

然とした態度を求めて、私の意見を述べて終わりたい

と思います。

　ありがとうございました。

○議長（喜納昌春君）　瑞慶覧　功君。

　　　〔瑞慶覧　功君登壇〕

○瑞慶覧　功君　皆さん、こんにちは。

　県民ネット、瑞慶覧功です。

　前田政明さんが何の前ぶれもなく先立ってしまいま

した。大変ショックです。沖縄にとって、そして県議

会にとってもかけがえのない方だったと思います。亡

くなって初めてつくづくそういうように思います。と

ても残念です。私は、会期中、よく夜中まで居室にい

ることがあるんですけれども、まだ前田さんは訪ねて

きません。しかし、本当に前田さんならいつでも歓迎

です。心より冥福をお祈りします。

　所見を述べたいと思います。

　沖縄県民の代表としてオスプレイ配備撤回を求める

東京行動に参加して、パレードで非国民、そして売国

奴呼ばわりされた皆さん、大変お疲れさまでした。本

当にはらわたが煮えくり返る思いでありました。

　さて、去る２月22日の日米首脳会談で、米軍普天間

飛行場の辺野古への移設を早期に進める方針で一致

し、会談後の会見で安倍首相は、日米の信頼ときずな

を取り戻したと胸を張ったそうです。そんなことは民

主党政権も同様でした。沖縄県民の総意を無視し、普

天間を辺野古に移すことでしか日米関係の信頼ときず

なが得られないとするならば、何と情けない国でしょ

う。

　先日、県内で講演された元防衛大学教授の孫崎氏

は、著書の中で、戦後日本の政治は、日本には日本の

価値観がある。力の強いアメリカに対して自分の価値

を外交で貫こうとする対米自主路線と、アメリカは強

い、できるだけ言うとおりにして、その中で利益を得

ようとする対米追随路線との対立があり、自主路線の

シンボルが1945年９月２日にミズリー号で降伏文書に

署名させられた外務大臣の重光葵、片や追随路線のシ

ンボルが吉田茂元首相だそうです。自主路線とされる

歴代首相、鳩山一郎、田中角栄、細川護煕、鳩山由紀

夫氏などと小沢一郎は、アメリカと追随側によって潰

されたとのことです。今日では、日本の保守・中道と

言われる政党は、維新の会も含め対米追随路線でしか

ありません。その結果が沖縄への過重な基地負担の押

しつけ、理不尽な日米地位協定、普天間の辺野古移

設、オスプレイの強行配備などにつながっているので

す。

　翁長那覇市長は施政方針で、「未来の子どもたち

に、夢と希望あふれる沖縄を引き継いでいくために

も、基地問題解決に向け、身を捨てる覚悟を持って臨

みたい」と決意を述べ、振興と基地のリンクへの決別

を提起されています。大変感銘を受けました。アメリ

カに何も言えない日本政府に成りかわって、今こそ知

事を先頭に県民一丸となって沖縄の対日米自主路線を

貫いていこうではありませんか。

　質問に入ります。

　知事の政治姿勢について。

　所信表明で知事は、「奄美・沖縄」の世界自然遺産

登録に向け、自然環境の保全に一層努力しますと述べ

ております。

　茨、「奄美・沖縄」の世界自然遺産登録に関して。

　ア、推薦区域の指定で米軍北部訓練場を範囲に含ま

ず指定する方針のようだが、訓練場内には貴重な動植

物が生息しており、ヤンバルの森は総体として推薦区

域の指定でなければ自然遺産登録の意義が問われるの

ではないか、見解を伺います。

　イ、上原副知事は、地域振興の面から意義あること

と述べていますが、どのような効果が期待できるのか

伺います。

　芋、知事は、２月21日に菅官房長官と会談し、米軍

基地負担の軽減と地位協定をめぐる課題への対応を検

討する米軍基地負担軽減部会開催を求めたとのことで

す。知事の米軍基地負担軽減部会開催要請に対し、官

房長官はどのような対応であったか伺います。

　２、基地問題について。

　茨、日米地位協定問題。

　ア、日米地位協定と韓米地位協定における刑事裁判

権の違いについて伺います。

　イ、日米地位協定が韓米地位協定より改善されてな

い原因はどこにあるのか、見解を伺います。
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　３、環境行政について。

　茨、「奄美・沖縄」の世界自然遺産登録に関連し

て。

　ア、2003年に保護担保措置が不十分との理由で見送

られた要因を伺います。

　イ、地元自治体の国頭村、大宜味村、東村の評価と

課題について伺います。

　４、観光・スポーツ行政について。

　茨、プロ野球春季キャンプ。

　ア、プロ野球春季キャンプの状況と県の関連事業に

ついて伺う。

　イ、県外からの入域客数と経済効果について伺う。

　芋、「ビジットおきなわ計画」。

　ア、2012年度の入域観光客の目標値と見込みについ

て、要因と見解を伺う。

　イ、2013年度観光客数630万人目標の計画案と根拠

について伺う。

　５、農林水産行政について。

　茨、中断していた琉台技術研究交流会が２年ぶりに

再開されたとのこと。台湾で開催された琉台技術研究

交流会の概要について伺う。

　芋、１月からヒトエグサ（アーサ）の収穫シーズン

に入ったとのことです。北中城村のアーサの収穫量

（５年間の推移）について伺う。

　６、商工労働行政について。

　2012年の完全失業率が15年ぶりの年平均６％台の改

善となった要因を伺う。

　７、福祉行政について。

　茨、生活保護。

　ア、生活保護受給者数、受給世帯数とも過去最多と

なった概要と要因を伺う。

　イ、失業による受給者数の実態と割合について伺

う。

　８、防災行政について。

　茨、津波対策。

　アは取り下げます。

　イ、住民の避難施設の整備が必要な地域は何カ所か

伺う。

　ウ、県として、今後どのように対策を指導し対応し

ていくのか伺う。

　９、教育行政について。

　昨年12月に大阪市立桜宮高校バスケットボール部の

主将が、顧問による暴力が原因となって自殺した問

題、そして柔道女子の暴力告発問題で、体罰・いじ

め・自殺が社会問題化しています。男子生徒の場合は

明らかに暴力であります。また、女子柔道の場合も成

人ですから行き過ぎだと思います。

　今日の流れは、体罰イコール暴力という風潮になっ

ておりますが、私は、暴力と体罰は違うと思っていま

す。小学校、中学校における集団生活の中で、児童生

徒が問題行動を起こし、注意しても聞かない場合は体

罰があってしかるべきだと思います。メーゴーサーも

ひざまずかせることも体罰だからだめなんて言われた

ら、先生はどのように指導し対処したらよいのでしょ

うか。警察に通報するのでしょうか。高校生からは体

罰は必要ありません。義務教育ではありませんから、

規律を守れない生徒は停学や退学処分にすればいいの

ではないでしょうか。軍隊に入れるべきなどと言わせ

てはなりません。近いうち、自分の子や孫のお尻をた

たいても体罰、虐待と言われる時代が来るかもしれま

せん。何事も程度の問題だと思います。

　茨、県内小・中・高校における体罰の実態について

伺う。

　芋、特別支援学校の運動施設問題。

　ア、泡瀬・那覇・桜野等の特別支援学校には運動場

や十分な広さの体育館がなく、子供たちは伸び伸びと

運動ができないとのこと。現状を把握しているか伺い

ます。

　イ、子供たちの教育を保障するためには、運動場ま

たは十分な広さの体育館を設置する必要があると考え

ます。今後の対応について伺います。

　10、我が会派の代表質問との関連について。

　高江ヘリパッド建設問題。

　現在、ヘリパッド建設工事が行われているＮ－４－

１地区で2007年７月に移植され、希少植物の64％が枯

死し、他の工事が行われていない地区に比べ生息数、

生育数とも悪いとの結果が出たにもかかわらず、沖縄

防衛局は、枯死した原因は台風で衰弱したことや雨で

侵食されたからとして、移植は失敗ではないとしてい

ます。

　希少植物の移植について。

　ア、７月に移植されているが、移植時期として適切

か伺う。

　イ、枯死原因は台風や雨によるものとし、移植は失

敗ではないとしているが、沖縄では台風や雨は当たり

前の自然現象であることからして移植は失敗と言え

る。見解を伺う。

　以上、よろしくお願いします。

○議長（喜納昌春君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　瑞慶覧功議員の御質問に答

弁をいたします。
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　第１に、農林水産行政についての御質問の中で、琉

台技術研究交流会の概要についての御質問に答弁をい

たします。

　昨年12月に台北市におきまして第４回琉台技術研究

交流会を開催し、農林水産技術について双方の知識、

技術情報を共有するため議論を行っております。沖縄

と台湾それぞれが提案した15課題の協議事項につきま

しては、双方で合意したところでございます。今後、

合意した事項について技術交流が活発に行われ、研究

開発の推進、そしてその成果が得られることを大いに

期待をいたしているところでございます。

　次に、商工労働行政についての御質問の中で、平成

24年完全失業率が改善した要因についての御質問にお

答えいたします。

　平成24年の県内完全失業率が改善している要因とい

たしましては、経済団体や労働団体、行政機関、そし

て教育機関、ＰＴＡなど広く県民を挙げて「みんなで

グッジョブ運動」を推進してきたことと、産業振興や

企業誘致などにより雇用の拡大が図られてきたものと

考えております。沖縄県といたしましては、引き続き

雇用情勢の全国並み改善に向けて全力で取り組んでま

いる所存でございます。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（喜納昌春君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　知事の政治姿勢につ

いての御質問の中で、北部訓練場を推薦区域に含まな

いことについてお答えいたします。

　世界自然遺産の登録に当たっては、国立公園化など

による保護担保措置が必要になりますが、米軍基地は

保護担保措置がとれないため、現時点では北部訓練場

は国立公園等の対象地域とはならないと考えておりま

す。

　北部訓練場が返還された場合は、環境省による国立

公園化や林野庁による森林生態系保護地域の指定など

の保護担保措置を経た上で、ヤンバル地域の豊かな自

然環境の保全を図るため国や関係団体などと連携しつ

つ、地域住民の理解を得ながら世界自然遺産登録を目

指すことになると考えております。

　次に、世界自然遺産登録の効果についてお答えいた

します。

　世界自然遺産登録によって「奄美・琉球」の知名度

がアップし、観光産業を初めとした地域産業の振興を

図ることが期待できると考えております。

　これまでに世界自然遺産に登録された屋久島、白神

山地、小笠原においては、遺産登録後、入り込み客数

が増加することなどにより、雇用の増加など地域産業

の振興に一定の効果を及ぼしていると考えておりま

す。

　次に、環境行政についての御質問の中で、2003年に

暫定リストへの登録が見送られた要因についてお答え

いたします。

　2003年、知床が世界自然遺産暫定リストに掲載され

ましたが、琉球諸島は、西表島以外において国立公園

化等の保護担保措置が不十分であるとの理由で暫定リ

スト掲載が見送られたものと考えております。

　次に、地元自治体の評価と課題についてお答えいた

します。

　世界自然遺産暫定リストに掲載されることが決定さ

れた際の談話では、遺産登録に向けて歓迎する自治体

や環境省と地元地域との話し合いを見守り、地元の意

見を反映させていただきたいとする自治体など、反応

が異なっていると認識しております。

　県としましては、世界自然遺産登録の実現に向け、

環境省と連携しつつ、地元自治体や地域住民の理解を

得ながら登録を目指していきたいと考えております。

　次に、我が会派の代表質問との関連で、移植植物の

移植時期は適切か、及び移植は失敗ではないかについ

てお答えいたします。10の茨のア契と10の茨ア形は関

連しますので一括してお答えします。

　北部訓練場ヘリコプター着陸帯建設について、事業

者は、自主的に実施した環境影響評価手続の中で、改

変区域内に生育し、事業の実施により消失することと

なる希少植物の移植を平成19年７月に実施しておりま

す。この中で、Ｎ－４地区においては、当初移植した

11株中８株が枯死しておりますが、その原因について

は事業者において検証されるものと考えております。

　植物の移植がうまくいくかどうかは、移植先の土壌

性状や環境条件、移植方法、移植時期、移植後の気象

状況等に左右されることから、これらの条件を詳細に

検証しなければ移植そのものが失敗であったかどうか

容易には判断できないと考えております。

　県としましては、今後、事業者による検証結果も踏

まえて提出される事後調査報告書の内容を精査し、環

境影響評価審査会の意見も聞いて、必要に応じて環境

の保全について適切な措置を講じるよう求めていくこ

ととしております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　知事の政治姿勢につい
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ての御質問の中で、沖縄政策協議会開催要請に対する

官房長官の対応についてお答えいたします。

　去る２月21日に知事と官房長官が会談した際に、知

事から、沖縄政策協議会において基地負担の軽減に向

け協議することを求めたところであり、官房長官から

は、前向きに検討する旨の返答をいただいておりま

す。

　次に、日米地位協定と韓米地位協定における刑事裁

判権の違いについてお答えいたします。

　日米地位協定では、被疑者の拘禁移転は犯罪類型に

かかわらず起訴時点となっており、さらに運用改善に

より殺人、強姦という凶悪な犯罪の場合は、起訴前の

拘禁移転についても米側は好意的考慮を払うことに

なっております。

　一方、韓米地位協定では、起訴時点で拘禁移転でき

る犯罪を12種類に限定し、それ以外の犯罪の場合、拘

禁移転は判決確定後となっております。

　次に、日米地位協定が韓米地位協定より改善されて

いない原因についてお答えいたします。

　日米地位協定については、平成23年11月の米軍属に

対する裁判権の行使に関する運用についての新たな枠

組みの合意や、同年12月の公務の範囲に関する日米合

同委員会合意の改正などの運用改善が図られておりま

す。しかしながら、日米地位協定は、一度も改正され

ないまま締結から50年以上が経過しており、安全保障

を取り巻く環境や社会情勢の変化、人権や環境問題な

どに対する意識の高まり等の中で時代の要求や県民の

要望にそぐわないものとなっております。

　県としましては、政府は日米地位協定の見直しに真

摯に取り組むべきであると考えております。

　次に、防災行政の御質問の中で、避難施設の整備が

必要な地域と県の今後の大規模地震・津波対策につい

てお答えいたします。８の茨のイと８の茨のウは関連

いたしますので一括してお答えいたします。

　住民の避難施設の整備は喫緊の課題であり、県とし

ましては、早急な対策が必要と考えております。この

ため、現在、津波避難困難地域等対策調査を実施して

いるところであり、この中で津波からの避難が困難な

地域を確認することとしております。これらの地域に

ついては、調査結果を踏まえ、今後、県下一斉の広域

津波避難訓練の実施、新たな沖縄県防災情報システム

の導入、津波浸水予測結果を踏まえた地震被害想定調

査の実施等防災・減災対策を充実強化してまいりま

す。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　文化観光スポーツ部長。

　　　〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　観光・ス

ポーツ行政についての中の、プロ野球キャンプの状況

と県の関連事業についてとの御質問にお答えいたしま

す。

　プロ野球春季沖縄キャンプは、1979年に日本ハム

ファイターズが実施して以来、着実にその数を拡大

し、35年目を迎えたことしは国内９球団、韓国６球団

の計15球団がキャンプを行っております。

　県では、国際通り及び空港での球団旗の掲出や歓迎

セレモニーの実施など、キャンプを一層盛り上げるた

めの取り組みを行っております。また、ことしは従来

の取り組みに加え、キャンプ訪問者の利便性向上のた

め専用の巡回バスを運行させるとともに、キャンプの

総合的な情報発信拠点を那覇市内のホテルに設置する

などキャンプ観光の振興に向けた取り組みを強化して

いるところであります。

　次に、同じく観光・スポーツ行政についての中の、

プロ野球キャンプに係る５年ごとの県外入域客数と経

済効果についてとの御質問にお答えいたします。

　プロ野球春季キャンプの経済効果については、民間

調査機関により平成12年から調査が行われておりま

す。プロ野球キャンプを目的とした県外入域客数と経

済効果は、平成12年は4000人で約11億3000万円、平成

17年は２万3000人で約47億9000万円、平成22年は２万

8200人で約57億600万円となっております。また、直

近の平成24年は県外入域客数が４万5700人、経済効果

は約78億7300万円となっており、調査を実施した平成

12年以降、県外入域客数、それから経済効果ともに大

幅に増加をしているところでございます。

　次に、同じく観光・スポーツ行政についての中の、

2012年度の観光客数の目標値と見込み値についてとの

御質問にお答えいたします。

　2012年度の「ビジットおきなわ計画」における入域

観光客数の目標値は620万人、うち外国人観光客数を

45万人と設定しております。現時点における今年度の

入域観光客数の見込み値は約588万人となっており、

達成率はおおむね95％となっております。また、外国

人観光客数は過去最高の約38万人を見込んでおり、達

成率は約84％となっております。

　今年度の沖縄観光は、円高による海外旅行との競合

や夏場に襲来した台風の影響、尖閣諸島に関連した中

国人観光客の減少があったものの、ＬＣＣの新規就航

や海外航空路線の拡充、大型クルーズ船の寄港などに

より、観光客数は対前年度比で6.3％の増加となる見

込みであります。
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　観光・スポーツ行政についての中の、観光客数の目

標値の根拠についてとの御質問にお答えいたします。

　2013年度の入域観光客数の目標値は630万人、うち

外国人観光客数を50万人と設定しております。目標の

設定に当たっては、国内外の航空路線の座席数や運航

スケジュール、海外クルーズ船の寄港予定などから推

計される見込み値を踏まえ、次年度の事業展開等を勘

案し、政策的な目標として設定をしております。

　目標の達成に向けましては、国内外の路線誘致を強

化するとともに、国内市場においては季節ごとのプロ

モーションを展開し、沖縄未訪問者の新規開拓やリ

ピーターの需要拡大を図ってまいります。また、海外

市場につきましては、国や地域ごとのニーズに合わせ

た効果的なプロモーションを展開し、台湾、韓国、中

国、香港に加え、東南アジアなど新規市場の開拓を図

り、630万人の達成に向けて取り組んでまいりたいと

考えております。

　以上です。

○議長（喜納昌春君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　知念　武君登壇〕

○農林水産部長（知念　武君）　農林水産行政につい

ての中の、北中城村のアーサ生産量の推移についての

御質問にお答えします。

　最近５年間のアーサの生産量は、県の資料によりま

すと、平成20年が52トン、平成21年が25トン、平成22

年が55トン、平成23年が45トン、平成24年が31トンと

なっております。なお、平成25年は現在収穫中であり

ますが、漁協等からの聞き取りによりますと、前年度

より減少するのではないかと聞いております。

　以上であります。

○議長（喜納昌春君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　崎山八郎君登壇〕

○福祉保健部長（崎山八郎君）　福祉行政についての

御質問の中で、生活保護受給者数等の概要と増加の原

因についてお答えいたします。７の茨アと７の茨のイ

は関連しますので一括してお答えいたします。

　沖縄県の生活保護世帯は、全国と同様に増加傾向で

推移しており、平成23年度は２万1550世帯で、平成19

年度と比較すると5818世帯、37％の増加となっており

ます。そのうち稼働能力を有する者を含む「その他世

帯」の伸びが顕著であり、1511世帯、99.5％の増加と

なっております。また、平成23年度に保護を開始した

3646件のうち、定年・失業及び事業不振・倒産を理由

に保護を開始した世帯は251件で、6.9％の割合となっ

ております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　教育行政についての御質問

で、小・中・高校における体罰についてお答えいたし

ます。

　平成24年度の体罰の実態を把握するため、現在、公

立学校を対象に「体罰に係る実態調査」を行っている

ところでございます。

　なお、体罰による懲戒処分は、平成21年度以降、中

学校で戒告１件、高等学校で減給１件となっておりま

す。

　次に、特別支援学校の運動施設にかかわる現状及び

今後の対応についてお答えいたします。９の芋アと９

の芋イは関連しますので一括してお答えいたします。

　特別支援学校に在籍する幼児・児童生徒の増加や障

害の重度・重複化により、一部の特別支援学校におい

て体育館などの運動施設の狭隘化が見られており、既

存施設活用の工夫等で対応しております。

　県教育委員会としましては、国の「特別支援学校施

設整備指針」及び「沖縄県立特別支援学校編成整備計

画」を踏まえて、引き続き障害のある幼児・児童生徒

の障害の状態や特性に応じた適切な学習環境の確保に

努めてまいります。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　瑞慶覧　功君。

○瑞慶覧　功君　まず、知事の政治姿勢に関連してで

すけれども、ヤンバルの森はオスプレイの訓練で当然

貴重な動植物は影響を受けると思います。幾ら地図上

で訓練場と線引きして推薦区域に含まないといって

も、米軍のことですから必ず入ってくると思うんです

ね。世界自然遺産の登録の妨げになるのは明らかで

す。北部訓練場の全面返還を日米両政府に求めるべき

ではないでしょうか、見解を伺います。

○議長（喜納昌春君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　ヤンバルの森は、今議

員御指摘のように、大変貴重な動植物類が存在いたし

まして、沖縄県民にとっても大変な財産であるという

ことは承知しております。したがいまして、その北部

訓練場の返還につきましては、県は従前から求めてい

るわけですけれども、現在、ＳＡＣＯ合意に基づきま

してその北部訓練場の過半を返還するという合意がな

されておりまして、このＳＡＣＯ合意に沿った返還を

求めていくのが現実的ではないかと考えております。

○議長（喜納昌春君）　瑞慶覧　功君。

○瑞慶覧　功君　次に、米軍基地負担軽減部会の開催

ですけれども、先ほど公室長は、前向きに検討すると
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いうふうな対応だったと言っていたんですけれども、

マスコミでは、沖縄政策協議会に関しては前向きだっ

たけれども、この基地負担軽減部会に関しては何か乗

り気でないような形に受け取れたんです。これは負担

軽減部会もあわせてそういう前向きに検討するという

ことでいいんでしょうか。

○議長（喜納昌春君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　私の承知している限り

では、知事は、基地負担の軽減、こういったものがな

かなか進んでいないと。したがって、これまである場

でしっかりともう一度協議してほしいということを申

し上げたと。これまでの仕組みというのは、民主党政

権時代に、沖縄政策協議会のもとに基地負担軽減部会

とそれから振興部会と２つの部会がありました。その

部会の開催はまず置くとしても、いわゆる沖縄政策協

議会で基地問題について検討することに前向きであっ

たというふうに理解しております。

○議長（喜納昌春君）　瑞慶覧　功君。

○瑞慶覧　功君　次に、高江ヘリパッド建設問題です

けれども、沖縄防衛局は、そういった土砂崩落事故と

いうのを自然現象のせいにしているんですけれども、

やはりこれは拙速に進めてきた結果だと思うんです

ね。全然説得力がないし、信頼性に欠けると思いま

す。ですから、工事を一時ストップして、県や東村、

専門家による現地調査を行うべきではないかと思うん

ですが、どうでしょうか。

○議長（喜納昌春君）　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　高江ヘリパッドの建

設工事現場の赤土崩落については、県は、直接立入調

査をして現場確認をしております。赤土等流出防止条

例に基づく届け出に従って工事は進められたわけです

けれども、このような状態になったことについて、

我々としては沖縄防衛局に対して詳細な報告を求めて

おりますので、その結果を踏まえて適切に対応を求め

ていくということになると思います。

○議長（喜納昌春君）　瑞慶覧　功君。

○瑞慶覧　功君　世界自然遺産登録についてですけれ

ども、地元自治体との意見交換というか説明会、そう

いったことはどうなっていますか。

○議長（喜納昌春君）　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　特にヤンバル地域、

山村を対象に国頭村で実施したり、これは形は県が主

催したり、環境省が主催したり、それから琉球大学な

どの学識経験者なども含めて開くなどさまざまな形で

やっておりますけれども、数回、フォーラムもしくは

村の議員の皆様への説明会なども開催をしておりま

す。

○議長（喜納昌春君）　瑞慶覧　功君。

○瑞慶覧　功君　先ほど村によって若干反応が違うと

いうことでしたけれども、これはもし地元が反対した

場合はどうなるんですか。どう対応するんですか。

○議長（喜納昌春君）　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　基本的には、世界自

然遺産登録をするためには、その保護担保措置として

の国立公園化というのが前提条件みたいになっており

ますので、その国立公園化に必要な地元の了解という

のもまたこれは必要です。したがって、地元の理解が

得られなければ、なかなかその世界自然遺産登録の実

現は困難かと考えております。

○議長（喜納昌春君）　瑞慶覧　功君。

○瑞慶覧　功君　次に、教育行政についてですけれど

も、体罰やいじめ、自殺の問題は全て命のとうとさに

かかわる問題だと思います。大阪の小学校５年生が、

学校の統廃合に反対するメモを残して自殺するという

ショッキングな事件が起こりました。御両親は、息子

のとった行動は決して正しいことではないと訴えてお

ります。みずから命を絶つということが周りの人々に

はかり知れない悲しみや苦しみを味わわせること、

たった一つの命を、人生を、自殺という形で終わらせ

てはいけないということを学校、家庭で教育すべきだ

と思いますけれども、学校現場ではどう対応されてい

るか伺います。

○議長（喜納昌春君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　この体罰の問題につきまし

ては、代表質問等でも議員の先生方から質問がありま

して答弁をしてきたつもりでございますけれども、

今、具体的な取り組みについての御質問だと思います

ので、例えば「人権ガイドブック」というのを我々は

発行しておりまして、それを活用した研修会を実施し

たり、そして体罰防止のチェックポイントを活用した

取り組みをしたり、なおかつ今般におきましては、教

職員の体罰に関する注意喚起の文書を全県立学校宛て

に送ったばかりでございます。と同時にまた、ことし

初めて第１回の学校問題解決支援チームの委員会を開

催いたしまして、学校ではなかなか取り組むことがで

きないような懸案の事項につきましても、この支援

チームの中で取り組んできたというところでございま

す。また、体罰に係る実態調査も、現在、全県立学校

宛てに出しながら、具体的な、さらに詳細な調査を

行っている状況でございます。

○議長（喜納昌春君）　瑞慶覧　功君。

○瑞慶覧　功君　今お伺いしたのは体罰じゃなくて、
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自殺につながっていると。自殺に対して学校でどうい

う教育をしているかということをお伺いしているんで

す。

○議長（喜納昌春君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　自殺につきましても、大変

微妙な事案でございますので、体罰やいじめ、その他

子供たちの問題行動が結果としてそういった自殺が起

こるようなケース、今回のいわゆる他県における状況

でございますので、そういった防止のためのさまざま

な対応をしているつもりでございます。

○議長（喜納昌春君）　瑞慶覧　功君。

○瑞慶覧　功君　次に、特別支援学校の運動施設問題

ですけれども、教育長も御承知のとおり、近年、車椅

子の競技とかも盛んになっています。特別学校でサー

クル活動等も盛んになっております。一方、障害を

持っている児童生徒の中には、学校施設外に出ること

ができない児童生徒がいるということで、それは医療

ケアとか安全面から制限されているという話なんです

ね。やっぱり屋外運動場や屋内運動場が小さいという

か不備であると、そういった教育に支障がやっぱり出

ているわけですね。先ほど確保に努めるとおっしゃっ

ていたんですけれども、やっぱりこれはもっと現場と

ちゃんと確認して、本当に前向きに取り組んでいただ

きたいと思いますけれども、どうでしょうか。

○議長（喜納昌春君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　先ほどの答弁では、幼児・

児童生徒の障害の状態とか特性に応じた適切な学習環

境の確保という視点からのお答えでした。実は、本県

では運動場がない特別支援学校が５校あるんですね。

これは障害の特性等と、あるいは隣接施設との関係を

考慮しながら我々は運動施設の整備を進めている現状

なんですけれども、残念ながら運動場がない学校が５

校ございます。ただし、こういった理由で運動場がな

いわけです。つまり、全て障害児の入所施設隣接校

で、幼児・児童生徒の実態とか、あるいは運動が制約

されたり、あるいは中には体温調節とか移動が困難で

あったり、そういった場合には運動場にかわって室内

で活動ができるプレールームといいますか、遊びとか

軽い運動、そういったことができるプレールームを校

舎内で設置しているスペースがございます。そういう

ことを通していく中で教育活動を行っているという状

況でございます。

○議長（喜納昌春君）　瑞慶覧　功君。

○瑞慶覧　功君　ぜひ、手狭なところをしっかりと対

応していただきたいなと思います。

　次に、アーサの収穫量の減についてですけれども、

北中城村美崎海岸のアーサ収穫量の推移です。平成21

年１月に泡瀬埋立工事が始まって収穫量が例年の約半

分、25トンに減っています。工事との因果関係につい

て、本議会で原因究明の調査を求めて再三再四取り上

げてきましたけれども、総合事務局と県土木建築部

は、工事の影響ではないとの見解を示してきました。

工事がストップした平成22年、23年は55トンそして45

トンと例年並みに近い収穫量となっているんですけれ

ども、また平成23年10月に工事が再開されて、平成24

年の収穫量は31トンに減っているわけですね。今回ま

た、ことしの予想が31トンよりも落ちるんじゃないか

という話だったんですけれども、やはり過去の収穫量

を見れば、泡瀬の埋立工事が影響しているというふう

に思うんですけれども、見解を伺いたいと思います。

これは土木建築部と農林水産部ですね。

○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。

○土木建築部長（當銘健一郎君）　北中城村のアーサ

の生産量につきましては、先ほど農林水産部長からお

話があったとおり、平成23年45トン、平成24年31ト

ン、25年は前年を下回るというようなお話でございま

す。埋立工事の実施に当たりましては、濁りの流出を

防止するために汚濁防止膜を二重に展張しておりまし

て、その内外で調査を継続しております。また、さら

に埋立地周辺においても定期的に水質調査を実施して

おります。また、さらに北中城村のアーサの生産地と

泡瀬の埋立地のちょうど真ん中ぐらい、奥武岬沖のほ

うで水質調査を定期的に実施しておりますけれども、

これまでいずれも汚れ、濁り等の発生は確認されてい

ないと。ちょうどアーサの生産地との間で調査をして

いるものですから、推定としては北中城村のアーサに

は影響してないのではないかということではございま

す。ただ、実際には年々生産量が減っているというこ

とで大変心配されるところでございますので、これは

ひとつ私どもとしましても、農林水産部などとちょっ

とお話をさせていただいて、さらに何らかの調査が必

要なのかどうかというようなことは検討させていただ

きたいと思います。

○議長（喜納昌春君）　農林水産部長。

○農林水産部長（知念　武君）　アーサの成長には水

温であるとか、栄養素それから日照、それから干満等

潮の流れ、さまざまな要因が影響すると思われます

が、今の北中城村の事例では個々の原因とこの因果関

係については実際のところわかっていないということ

でございます。ただ、生産者等からはやっぱり工事の

後、雑藻――これは畑で言えば雑草みたいなやつなん

ですが――がふえているとか、アーサの養殖場内に砂
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の堆積が多くなったとかといろいろ聞いておりますの

で、今後、土木建築部とも相談をしながら、うちの水

産普及員を――現在でもいろいろ派遣して調査してい

るんですが――派遣をしながら、今後どういう調査が

必要か、あるいはその調査のポイント、その辺も含め

てじっくり一緒になってやっていきたいと考えており

ます。

○議長（喜納昌春君）　瑞慶覧　功君。

○瑞慶覧　功君　土建部長、１キロぐらい離れている

と思うんですけれども、その中間あたりで濁りを調査

しているとかとおっしゃるんですけれども、海はつな

がっているわけ。一旦潮の満ち引きで沖に行ってもま

た回って、そういった潮流とかについても、今後のこ

ともあるので調査もぜひやってほしいということも以

前に要望したんですけれども、その調査はなされたん

でしょうか。

○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。

○土木建築部長（當銘健一郎君）　平成21年の議会答

弁の中で、調査について検討していきたいということ

がございましたが、御承知のとおり、平成21年には泡

瀬の埋め立てが一旦中断しております。そこで、そう

いった調査については具体的にはなされていないわけ

ですけれども、今般、23年の10月と11月に再開されて

おりまして、先ほども農林水産部長からのお話もあり

ましたとおり、そういう生産量に何がしかの影響が

――私どもの工事かどうかわかりませんけれども――

あるのであれば、それはよく農林水産部と調整して対

応していきたいということでございます。

○議長（喜納昌春君）　瑞慶覧　功君。

○瑞慶覧　功君　農林水産部長がおっしゃっていた日

照とかそういう影響というのは、これはある程度落ち

るんだったらわかるんですけれども、これだけ半分以

下にというか、そういう影響というのはやっぱりこう

いったものと違うと思うんです。だから、そこのとこ

ろをもっと、やっぱり今後のこともあるので、しっか

りと両者で調査していただきたいと思います。

　次に、完全失業率の改善の要因に挙げられた企業誘

致による雇用拡大と、生活保護受給者が過去最多と

なった要因のリーマンショック以来雇用の受け皿がな

くなったという、両方の意見が異なっているんです

ね、商工労働部と福祉保健部で。どうなんでしょう

か。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午後２時45分休憩

　　　午後２時45分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　恐らく福祉保健部が

おっしゃっているのはこういうことだと思います。沖

縄だけに限らず、沖縄の県民が結構県外に派遣された

り、あるいはいろいろな形で季節で行ったり、そうい

う皆さんが本土のほうで、リーマンショック以降受け

皿がかなりなくなって、相当の方々が沖縄に戻ってき

た。多分そういう全国的な問題も含めて言うと、福祉

保健部の言い方は間違っているわけではない。私ども

は、県内の部分について申し上げていますので、一

昨々年が7.2、その前が7.1、昨年が6.8ということで

改善してきています。県内に関してはそういう状況、

多分その捉え方の問題だろうと理解しております。

○議長（喜納昌春君）　瑞慶覧　功君。

○瑞慶覧　功君　終わりに、本定例会をもって退任さ

れる上原・与世田副知事初め執行部の皆さん、大変お

疲れさまでした。またこれからも元気に御活躍されま

すことを御祈念申し上げまして、終わります。

○議長（喜納昌春君）　大城一馬君。

　　　〔大城一馬君登壇〕

○大城　一馬君　皆さん、こんにちは。

　質問に入ります前に、前田政明さん、心から御冥福

をお祈りしたいと思います。

　実は、２月22日の５時半、私ども政党間の政策協議

を終わりまして、そして次週月曜日の３時半の協議を

約束してその場を別れました。まさに最後の会話、最

後の握手になろうとは夢にも思いませんでした。本当

に突然の御逝去、心からお悔やみ申し上げます。安ら

かに。

　それでは一般質問を行いたいと思います。

　１、日米首脳会談でございますけれども、安倍総理

は緊密な日米同盟が復活したと宣言しました。知事を

初め沖縄の総意である普天間飛行場辺野古移設反対の

声の中、首脳会談では移設を早期に進めることを再確

認しています。県民からすれば対米追従路線の拡大強

化にほかなりません。知事の所見をお伺いいたしま

す。

　芋、総理はＴＰＰ交渉参加も表明しましたが、国内

議論もなく関係団体から批判を受け、２月27日のＪＡ

沖縄大会でも農産物が関税撤廃対象から除外される保

証はどこにもないとして、反対決議をしております。

知事の所見をお伺いいたします。

　次に、知事訪米についてでございます。

　13年度の所信表明の中でも訪米要請を述べておりま

す。

　質問いたします。
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　茨、訪米時期について説明をお願いしたいと思いま

す。

　芋、訪米の目的、概要について説明をお願いしま

す。

　次に、米軍基地問題でございます。

　１月28日、県内市町村代表などを含めた約150人余

が総理直訴で建白書を手交。しかしながら、沖縄の声

は日米両政府には届かず、首脳会談においても全く触

れられず、７月には12機のオスプレイ機が嘉手納基地

に配備されようとしています。

　茨、オスプレイ配備問題について知事の決意をお伺

いいたします。

　芋、普天間飛行場辺野古移設問題についてでござい

ます。

　ア、沖縄防衛局が名護漁協に埋立同意書を申請いた

しました。知事の所見をお伺いいたします。

　イ、政府は、知事や県民の強い反対があるにもかか

わらず強制的に公有水面埋立申請など移設作業を進め

ようとしています。知事の決意が求められています。

所見を伺います。

　４、沖縄振興一括交付金についてでございます。

　茨、制度導入初年度は活用面で市町村自治体におい

ても混乱がありましたが、問題点と課題について説明

をお願いいたします。

　芋、初年度の反省を踏まえ、２年目において県と市

町村とのさらなる連携が求められています。２年目で

の制度活用の重点目標について説明を求めます。

　５、鉄軌道（ＬＲＴ含む）導入についてでございま

す。

　茨、新年度予算においての事業概要の説明を求めま

す。

　芋、所信表明の中に、平成27年度までに事業化計画

案を策定するとしていますが、具体的なスケジュール

をお伺いいたします。

　６、観光行政について質問します。

　茨、知事所信表明の中で、「平成33年度までの入域

観光客数1000万人の達成を目指し、付加価値の高い観

光を推進し、沖縄観光ブランドの形成に取り組みま

す。」と述べていますが、具体的な取り組みをお伺い

いたします。

　次に、離島児童・生徒支援センター（仮称）につい

てでございます。

　建設に向けた進瀧状況をお伺いいたします。

　最後に、西原・与那原マリンタウン地区県有地の土

地利用計画の進瀧状況について説明を求めます。

　よろしくお願いいたします。

○議長（喜納昌春君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　大城一馬議員の御質問に答

弁をいたします。

　第１に、日米首脳会談についての御質問の中で、日

米首脳による辺野古移設の再確認についてという御趣

旨の御質問にお答えいたします。

　２月28日の安倍首相の施政方針演説において、基地

負担の軽減に全力で取り組む旨の発言がありました。

県といたしましては、首相の今後の取り組みに期待を

いたしております。しかしながら、普天間飛行場の移

設につきましては、地元の理解が得られない辺野古移

設の実現は事実上不可能と考えます。他の都道府県へ

の移設が合理的かつ早期に課題を解決できる方策であ

ると考えております。この考えに変わりはなく、引き

続き日米両政府に一日も早い普天間飛行場の危険性の

除去、そして県外移設・返還を強く求めてまいる所存

でございます。

　次に、米軍基地問題についての中で、オスプレイ配

備問題についてという御趣旨の御質問にお答えをいた

します。

　オスプレイにつきましては、今後、運用の活発化が

懸念される中、県民の不安は一向に解消されておら

ず、県といたしましては軍転協とも連携し、配備計画

の見直しと配置分散の実施などをあらゆる機会を通じ

日米両政府に求めてまいりたいと考えております。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（喜納昌春君）　企画部長。

　　　〔企画部長　謝花喜一郎君登壇〕

○企画部長（謝花喜一郎君）　日米首脳会談について

の御質問の中の、ＴＰＰ交渉参加について。

　沖縄県では、これまで政府からの情報提供が少ない

こと、また、国内農業へ重大な影響を与えるおそれが

あることなどから、国民合意のないままＴＰＰ交渉へ

の参加を行わないことを国に対して求めてきたところ

であります。去る２月22日の日米首脳会談後における

日米の共同声明においては、「ＴＰＰ交渉参加に際

し、一方的に全ての関税を撤廃することをあらかじめ

約束することを求められるものではないこと」などが

確認されております。しかしながら、沖縄県といたし

ましては、政府において十分な情報提供がなされるこ

とが必要であると考えており、国民的議論も踏まえて

交渉参加について慎重に判断することが重要であると

考えております。

　次に、鉄軌道導入についての御質問の中の、新年度
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予算においての事業概要の説明及び事業化計画案の策

定の具体的スケジュールについて。これは５の茨と５

の芋は関連いたしますので一括してお答えいたしま

す。

　県は、鉄軌道を含む新たな公共交通システムの早期

導入の可能性を高める観点から、今年度はこれまでの

調査結果を踏まえ、県民のコンセンサスを得るための

広報活動、先進事例調査等によるコスト縮減策の検

討、持続的な運営を可能にする特例的な制度の検討な

どを実施しております。平成25年度は、引き続き導入

のための条件整備に資する調査を実施するとともに、

導入するルートや事業主体等についての県としての考

え方を取りまとめてまいりたいと考えております。平

成26年度から27年度にかけては、県としての考え方を

もとに、学識経験者、専門家、国、地方自治体、交通

事業者、道路管理者、交通管理者等で構成される検討

委員会を立ち上げ審議し、事業化に向けた県の計画案

を策定してまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　知事の訪米についての

御質問の中で、訪米の時期及び目的と内容についてお

答えいたします。２の茨と２の芋は関連しますので一

括してお答えいたします。

　米国政府や連邦議会等の関係機関に沖縄県の実情を

伝え、理解と協力を求めることは、沖縄の基地問題の

解決を進める上で重要であると考えております。訪米

については、沖縄の基地問題の解決に向けて米政府等

へ効果的に訴えることができるよう、時期や活動内容

等について検討していきたいと考えております。

　次に、米軍基地問題についての御質問の中で、普天

間飛行場の県外移設に向けた決意についてお答えいた

します。

　普天間飛行場の危険性の除去は喫緊の課題であり、

一日も早い移設・返還の実現が必要であります。沖縄

県としては、地元の理解が得られない移設案を実現す

ることは事実上不可能であり、他の都道府県への移設

が合理的かつ早期に課題を解決できる方策であると考

えております。引き続き、日米両政府に対し、普天間

飛行場の県外移設及び早期返還の実現に向け、真摯に

取り組むよう強く求めてまいります。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　當銘健一郎君登壇〕

○土木建築部長（當銘健一郎君）　米軍基地問題につ

いての御質問の中で、沖縄防衛局が名護漁協に埋立同

意の申請書を提出したことについてお答えいたしま

す。

　公有水面埋立承認申請書については、法令により権

利を有する者の同意を得たことを証する書類または同

意が得られない旨及びその事由を記載した書類の添付

が義務づけられているところであります。今回、沖縄

防衛局においては、法令にのっとり漁業権を有する名

護漁業協同組合の同意を求めたものと考えておりま

す。

　次に、マリンタウン地区県有地についての御質問に

お答えいたします。土地利用の進瀧状況についての御

質問にお答えいたします。

　マリンタウン地区の分譲対象県有地については、平

成25年１月末現在、分譲対象地93.7ヘクタール中、

75.1ヘクタールを分譲しており、分譲率は80.2％と

なっております。マリンタウン地区県有地の利用計画

については、社会経済情勢の変化を踏まえ、民間の企

業ニーズに即して進める必要があることから、平成23

年度にアンケート調査を実施し、その結果をもとにホ

テル用地等の一部を商業用地に変更したゾーニング案

を作成したところであります。現在、西原町や与那原

町及び関係機関と調整しながら土地利用計画や区画割

りの見直しを行っており、今後はそれをもとに企業誘

致の促進を図っていく考えであります。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　総務部長。

　　　〔総務部長　川上好久君登壇〕

○総務部長（川上好久君）　沖縄振興一括交付金につ

いての御質問の中で、沖縄振興特別推進交付金の初年

度の問題点と２年目の重点目標についてお答えいたし

ます。４の茨及び４の芋は関連いたしますので一括し

てお答えをさせていただきます。

　沖縄21世紀ビジョン基本計画の初年度である平成24

年度は、交付要綱の制定のおくれや、国との事業内容

の調整に時間を要し、交付決定や事業内諾がおくれた

ことにより、事業着手に手間取る事態が生じたところ

であります。これらの反省点を踏まえ、平成25年度

は、年度当初からスムーズに事業が開始できるよう、

事業計画の策定や関係機関との調整を適切に行うな

ど、早期執行に向けた取り組みを実施する予定であり

ます。また、沖縄振興特別推進交付金を活用し、既に

芽出しをしている継続事業を中心に、クラウドデータ

センターの整備、国際物流拠点施設の整備などに取り

組むほか、新規事業として、離島地区の情報格差是正

のための本島と離島を結ぶ光海底ケーブルの整備、那
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覇空港における航空機整備基地の整備などに着手する

こととしており、沖縄振興予算で計上された803億円

のうち777億円を当初予算に計上したところでありま

す。

　沖縄県としては、市町村と連携を図りながら、福

祉、教育、離島・過疎対策、産業振興を初めとする多

くの有効な施策を展開し、沖縄振興の取り組みを加速

させていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　文化観光スポーツ部長。

　　　〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　観光行政に

ついての中の、1000万人達成の具体的な取り組みにつ

いてとの質問にお答えいたします。

　平成25年度政府予算案に那覇空港第２滑走路の必要

な予算が計上されるとともに、新石垣空港の開港、さ

らに那覇空港国際線ターミナルの整備など、アジア

ゲートウェイの実現に向けた受け入れ基盤が整いつつ

あります。

　沖縄県としましては、国内外の航空路線の拡充やク

ルーズ船の寄港を促進するとともに、沖縄の文化、ス

ポーツなどを活用した沖縄独自の観光プログラムを展

開し、観光客1000万人の実現をあらゆる方策を持って

図ってまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　離島児童・生徒支援セン

ター（仮称）についての御質問で、離島児童・生徒支

援センター（仮称）の進瀧状況についてお答えいたし

ます。

　同施設につきましては、高校のない離島の生徒が進

学する際の寄宿舎機能及び離島の小・中・高校生を中

心とした交流学習や研修会に活用できる交流機能等を

あわせ持つ複合施設として整備を進めているところで

ございます。建設場所は、那覇市東町の那覇市営住宅

跡地を考えており、平成25年度予算案に設計費を提案

し、26年度に建築、27年度に供用開始ができるよう取

り組んでいるところでございます。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　大城一馬君。

○大城　一馬君　まず基地問題について再質問をさせ

てもらいたいと思います。これは１番から３番、いわ

ゆる米軍基地問題を一括して要約して質問したいと思

います。

　私はこの日米首脳会談、この会談がやはりあれだけ

――先ほど申し上げましたように、今沖縄が相当動い

ているという中で、２月22日にはアメリカに行ってオ

バマさんと会談して早期移設を進める。まさに沖縄の

声というのを、知事の決意というものを一顧だにしな

い今回の安倍総理の対応について非常に不信感を持っ

ております。これはもう対米追従どころか対米服従と

私はこのように認識しています。やはりこれからまた

いろんなハードルが出てくると思います。知事の決断

は大変重いものが出てくるでしょう、公有水面の埋立

申請の処理ですね。それからしますと、私はやはりこ

こはまさに今、オール沖縄で一丸となってこの基地問

題の解決の前進に持っていくというならば、知事訪

米。これもずっと知事が訪米していろんな政府高官、

あるいはまたシンクタンク等あるいはまたマスメディ

ア、いろいろと発信しておりまして、非常に米国の世

論もある意味ようやく目を向けたなと、メディアも目

を向けてきたなというような成果も上がっておりま

す。ですから、この訪米についてはこれからもおやり

でしょうけれども、市長会、町村会も訪米の計画の構

想があるようでございます。私は、ここはやはりこの

市長会、あるいは町村会が行くならば知事もそこに

――例えば県民大会とか知事はそこには参加するのは

いかがなものかとずっと言ってきておりますので、こ

の市長会と町村会との連携というのは、何も知事が懸

念するようなことはないと思うんです。ですから、次

の訪米は一緒になって行動するということは考えてお

りませんか。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午後３時11分休憩

　　　午後３時12分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　市町村長と同一行動の

知事訪米という件につきましては、これは実は軍転協

で従前から検討しておりまして、軍転協として知事を

先頭に訪米して訴えたらどうかという案は出ておりま

して、ずっとこれは懸案になっております。ただ、そ

れぞれ市町村長のお考え、あるいはその地域の課題と

いったものをうまくすり合わせてしっかりやっていこ

うというところで今やっております。したがいまし

て、今の議員のおっしゃる全市町村という趣旨とは

ちょっと意味が違うかもしれませんけれども、同様に

さまざまなすり合わせというんですか考えをまとめて

一つの形として検討していくということはあろうかと

思います。

○議長（喜納昌春君）　大城一馬君。
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○大城　一馬君　ぜひ実現をさせてほしいと思いま

す。

　次に進みます。

　鉄軌道、いよいよ本格的な導入に向けて検討に入っ

てきております。そこで、１つだけ聞かせてくださ

い。国は、この予算、負担の問題ですね。国が30％、

県が30％、残りの40％は運営主体というのが内閣府の

考え方ですよね。しかし、県としては全額国庫負担に

なると。これは戦後復興・戦後処理の一環であるとい

うことを位置づけてそういうスタンスでありますけれ

ども、この特例的制度というのがどういったイメージ

であるのかちょっとよくわかりませんので、説明をお

願いします。

○議長（喜納昌春君）　企画部長。

○企画部長（謝花喜一郎君）　鉄軌道、既に中南部を

中心にもう市街地が形成されておりますので、特に那

覇から普天間までは地下にというような形の今ルート

案が出ております。そうしますと、やはり7000億を超

える膨大な事業費がかかるということで、それでただ

決まりということではなくして、県はいろいろルート

案などについてよりもっと縮減できるような方策を考

えているわけですが、そういった中であわせてどう

いった制度がいいかということも考えております。

　今御質問の制度ですが、実は一般的な鉄軌道の整備

方式は上下一体方式ということで、運営主体がみずか

らこの資金調達を行って交通インフラを整備、保有す

るというような仕組みでございます。ただ、これでや

りますと、この借入金の返済に加えて多額な減価償却

費といいますかそういったものが発生いたします。こ

れに対しまして、公設民営型の上下分離方式といいま

すのは、公益性の高いいわゆるインフラ分は公共側が

整備しまして運営主体は車両のみを保有して行うとい

うものが上下分離方式です。県はそれをさらに進めま

して、運営会社はあくまで運営・進行・管理だけを行

うというような仕組みができないか。それ以外の車両

も含めて公共インフラを国において整備できないかと

いうことを今いろいろ検討をしているところでござい

ます。

○議長（喜納昌春君）　大城一馬君。

○大城　一馬君　壮大な計画ですから、ぜひ着々と準

備をお願いしたいと思います。ところで内閣府が説明

会を各地域でやっていますね、この調査報告書の。

やっぱりこれは県民のいわゆる関心、県民への周知も

極めて大事であろうというふうに思うんですけれど

も、参考に内閣府の説明会の参加人員は総計でトータ

ルで何名か御承知ですか。

○議長（喜納昌春君）　企画部長。

○企画部長（謝花喜一郎君）　済みません。今ちょっ

とその内閣府が行ったこの説明会への参加人員等につ

いての資料を持ち合わせておりませんので、後ほど御

報告させていただきたいと思います。

○議長（喜納昌春君）　大城一馬君。

○大城　一馬君　非常に関心が薄いようで、与那原で

もありました。これは南部地区を対象に80名ぐらいな

んですよ。ですから、ここもひとつ力を入れてくださ

い。よろしくお願いします。

　休憩お願いします。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午後３時17分休憩

　　　午後３時17分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

○大城　一馬君　離島児童・生徒支援センター（仮

称）、代表質問からきのうの一般質問までずっと、教

育長、場所を那覇市の市営住宅跡地いわゆる東町にと

いう答弁がありますけれども、この場所をここに選定

したという経緯を説明してもらえませんか。

○議長（喜納昌春君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　当初予定地から東町に変更

した理由を改めて申し上げます。

　まず今般私どもはソフト交付金を活用してこの施設

の機能、あるいは規模、あるいは設置場所等に関する

委託調査を実は実施した後、この委託調査の結果をも

とにしながら庁内で教育施策の推進委員会において検

討いたしました。そして施設整備用地として那覇市樋

川の県有地を選定したわけです、これは一番最初の段

階でございます。その後、那覇市のほうから、同用地

につきまして消防署の出張署の整備のため活用したい

との要望があったと同時に、支援センターの用地とし

ての代替地ですね、今の那覇市東町の提案がございま

した。

　次に、教育庁といたしましては、この交通の利便性

等の観点から、当該代替地を整備用地として検討の対

象とすることが必要と判断いたしまして、またあわせ

まして委託調査会社に対しまして委託調査時と同じ手

法による評価について意見聴取を行いました。と同時

に、別途追加資料の提出をしてもらったわけです。そ

の後、追加資料の内容を検討いたしまして、那覇市と

の調整等を進めながら交通の利便性を含め総合的に検

討したところ、今の候補地の変更を判断したわけで

す。また、改めて教育施策の推進委員会を庁内で開催

いたしまして、整備用地を那覇市樋川から現在の東町

に変更することにつきまして施策推進委員会で承認を
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得まして、最後に県教育委員会で設置に向けた方針の

中で決定をしたと、これが今般の東町に変更した理由

と経過でございます。

○議長（喜納昌春君）　大城一馬君。

○大城　一馬君　この場所変更の件ですけれども、極

めて私自身がいろんな情報、いろんな聴取をして、ま

だ理解しがたい面が多々あるんですね。要するに、皆

さん方教育庁は、この調査報告書は12月に作成されて

いるわけですよ。そうしますと、そこには第１位から

第７位まで優先順位をつけまして、ちゃんとした報告

書がつくられているわけです。その中で１位が樋川、

２位が石嶺、３位以下ありますけれども、やはりこの

調査をいろんな形でやられているわけですね、交通の

利便性を含めて。住環境の問題、本当に快適な生活環

境があるかどうかこれを含めてやられているわけで

す。ところが、そうやって12月にこの報告書が作成さ

れながら県教育庁のマスコミ発表が１月の末に出てい

るわけですよ。マスコミ報道で、この報道が東町につ

いて。ですから、東町にこの場所を選定したという議

論が、あるいはまたこの教育長おっしゃるような専門

業者のところにまだ投げてない段階で、議論されてな

い段階で、もう既にこの東町に決定されているわけで

す。教育長、これがまだ私わからないんですよ。私、

この報告書の提出も実は２月15日に求めたんですよ、

教育委員会の職員に。（資料を掲示）　ところが持っ

てこない、上司に相談するということで。今日までナ

シのつぶて、情報の開示が極めて不透明ですよ。

　それでそういったこともあって、何で東町なのか。

私はいろんな犯罪統計も調査いたしました。そうしま

すと、この皆さん方が挙げている東町というのが予定

地の半径100メートル、直径200メートル周囲ですね。

この周囲は結構な場所なんですよ。特飲街、風俗営

業、パチンコ店もある。そしてこれを見ますと、要す

るにこの風俗営業を含めて性風俗関連営業とか、深夜

酒類提供飲食店とか、56軒この周囲にある。200メー

トルのそういう範囲の中で。そして犯罪の発生率、こ

れも平成24年いろんな犯罪が特飲街ですから、暴行事

件４件とか、窃盗50件とか、住居侵入１件とか、器物

損壊３件とか、平成24年にはトータルで62件犯罪が発

生している地域。5.5日に１回なんですよ。毎年毎

年、23年も同じです、大体57件、平成22年も76件。そ

ういうところでやはりこの決定の仕方。交通の利便性

といいますけれども、確かにバスセンターから近いで

す。でも、この調査報告では逆にバスセンターからす

ると、通学する高校の対象は約30校ぐらいですか、中

南部を含めてやったのが。ほとんど樋川のほうが直行

便で行ける利便性があるとなっているはずなんです。

バスセンターから行きますと、どうしても乗りかえが

生じてくるということまで私は説明を受けているんで

すよ、それを調査して。ですから、この東町への変更

は――那覇市は神原小学校の隣ですよね、県有地とい

うのは。もとの那覇市教育委員会、すぐ隣接する敷地

です、県有地。ここに消防署をつくるからと言って始

まり、教育庁が突然東町に変更している。まさにこれ

は行政なのか政治なのか、作為を持ってこれがやられ

ていると。やはりこれだけ生徒を預かります。離島の

生徒というのは、特にこの地域の離島はこういった特

飲街、大きな高層のテナントとか風俗とか、パチンコ

とかはないんですよ、パチンコ店とか。そういう15歳

の子供たちがいきなりこういった都会に入ってきて歓

楽街で３カ年間生活する。

　実は、この件で――南部離島町村長議長連絡協議会

がありますね、これは今会長が仲田南大東村長ですよ

――きょうお話ししました。逆に私はハッパをかけら

れました。全くもって説明がないと。私どもとして

は、関係する町村としては、ちゃんと私ども地元の要

望も聞いてくださいと、何度も言ってきたと。しか

し、場所のこの位置さえも新聞でしかわからなかった

と。２月28日の中でもこの問題が多くのほとんどの町

村長から不満、不平の声があると。これは私の名前も

言っていいから、ぜひこの不満を教育庁に教育委員会

に言ってくださいよという話があるんですよ。そうい

うことに関しましてどうですか、教育長。

○議長（喜納昌春君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　ただいまの議員の質問の趣

旨は、東町の候補地は治安や環境が悪いのではないか

という指摘かと思います。

　そういう中で、私ども実はこの周辺の環境を調査し

てまいりました。その中で、議員も御存じのように東

町の候補地周辺には実は天妃小学校とか、あるいは上

山中学校、また西消防署、あるいは医師会、あるいは

専門学校の校舎等もあるわけですね。ですから、そう

いったことを考えますと、決して環境面においては大

きな課題のある地域ではないという認識でございま

す。

　また、交通の利便性ですけれども、他の地域と比較

した場合には優位性のある場所でございまして、生徒

のいわゆる通学面の環境は良好ではないかという捉え

方をしていろんな角度から総合的に判断をいたしまし

て、今の東町のほうに候補地として選定したところで

ございます。

○議長（喜納昌春君）　大城一馬君。
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○大城　一馬君　ここに入寮する生徒というのは、例

えば部活とか塾とかバスセンターからおりてもここを

通らざるを得ないんですよ。大型のパチンコ店ありま

すよ、特飲街ありますよ。地元の生徒でしたら親が夜

遅いときには迎えに行く。部活もそうです。でも、こ

の子たちは全く自分で夜、寮まで歩いて帰らないとい

けない、こういう安全性の問題。皆さん方教育委員会

としてはもうここしかないと決めたと言っております

けれども、ちゃんと私はこれ警察から県警のこれは

しっかりとした報告ですよ。（資料を掲示）　ですか

ら、決してここは場所的には住環境としては、離島の

生徒を預かる立場としては極めて厳しい環境ではない

かなと思います。

　そしてきのうの一般質問でもこの宿舎にはクーラー

も設置できないと、規則とかどうのこうの言って。窃

盗も多い中で窓を開放して生活させることできます

か。やはり預かる側もしっかり安全であるという確証

をしないといけないわけです。それを求める必要性あ

るんですよ。つくるというからには我々も当然これは

早目につくるべきであると。でも、そこまでそういっ

たことが今の関係する離島の町村長も、この協議会も

教育委員会の対応に対して相当な不満を持っている。

それもしっかり私は払拭していただきたい。そしてこ

ういった不安をしっかり払拭をしていただきたい。そ

のためにもやはりいろんな対策が必要であるというふ

うに思いますけれども、どうですか。

○議長（喜納昌春君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　クーラーの件につきまして

は、今後設置に向けて検討していくということが関係

部局と調整しながら可能となっております。

　今のいわゆる環境の悪さ、あるいは治安の悪さとい

う視点からの御質問に改めて答えますと、学校もあっ

たり、あるいは消防署があったり、医師会があった

り、専門学校があったり、そういう状況でございます

ので、そういった環境面においての大きな課題のある

地域ではないという捉え方をしています。また、議員

が御心配の例えば夜の８時以降、あるいは９時以降、

10時以降の子供たちのいわゆる出歩きにつきまして

は、他の学校同様――他の学校でも当然県内には11の

寮がありますので、何時以降はいわゆる徘回といいま

すかそういったことはしていけないということはちゃ

んとした規則がございますので、それと同じように準

じて対応していきたいと考えております。

○議長（喜納昌春君）　大城一馬君。

○大城　一馬君　この安全面ですけれども、どうも認

識が違うようですけれども、私は、寮に入ってくる生

徒と親元で生活する生徒と、天妃小学校とかいろいろ

とこういった学校もあるよと。だから決して安全性に

おいては何も問題がないと言っているんですけれど

も、全く違うんですよ。この生活する環境もそして監

視する、監視と言ったら失礼ですけれども保護する環

境も。ですから、どういった経緯で、まだ私はこれ納

得していませんけれども、那覇市がここに消防署をつ

くるから県に提供するからここにつくってくれと、そ

れが合意されていると、いつの間にか。ちゃんと利益

を受ける、こういう関係する離島の町村にはしっかり

説明責任、私はあると見ているんですよ。これやって

ください。

　よろしくお願いします。

○議長（喜納昌春君）　20分間休憩いたします。

　　　午後３時32分休憩

　　　午後３時56分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　休憩前に引き続き質問及び質疑を行います。

　仲村未央さん。

　　　〔仲村未央さん登壇〕

○仲村　未央さん　こんにちは。

　質問の前に一言、前田政明さんの御逝去に接し申し

たいと思います。

　県政におけるさまざまな課題を共有させていただ

き、いろいろ連携させてもらって取り組む中でした。

飛ぶはずのところで聞こえないやじ、前田先輩のいな

い議場にまだなれませんし納得もいきません。存在感

の大きさを改めて痛感し、心からの哀悼の意を申し上

げ質問に入ります。

　まず、辺野古アセスに対する知事の見解、そのこと

とあわせて埋立申請についても伺います。

　知事意見の結論は、環境保全上重大な問題、当該評

価書で示された環境保全措置等では生活環境、自然環

境の保全は不可能ということでした。オスプレイ隠

し、後出しにより手続が進む中でより環境負荷が大き

くなった最悪のアセスですが、その上で今回の提出と

なる埋立申請、粛々と受け取るに値するのか。法の趣

旨を踏まえ、知事の評価と見解を伺います。

　２点目、高江ヘリパッド建設と世界自然遺産登録に

ついて。

　茨、ヤンバルの森をオスプレイが飛行、離着陸する

ことによる環境負荷は調査されているのか。風圧、熱

風、騒音等が自然環境に与える影響を伺います。

　芋、顕著な普遍的価値、また、種の生息地としての

完全性を宣言し、世界自然遺産暫定リストに登録しな

がら、一方では米軍基地を聖域にして新たなヘリパッ
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ド建設、オスプレイ訓練を容認する政府の姿勢は批判

されるべきです。知事の所信表明は世界自然遺産への

正式登録であり、自然環境保全への努力と記していま

す。矛盾する現実を不問にせずに、国に影響評価を求

めるべきではないでしょうか。

　鰯点目、ヘリパッド建設現場における土砂崩落を防

衛局は速やかに報告せず、隠しました。沖縄県赤土等

流出防止条例の施行規則管理基準違反であると思われ

ます。同条例の実効性を確保する立場から県がとるべ

き措置を求めます。

　一括交付金制度の課題について伺います。

　国会の予算成立が５月にずれ込む見通しです。県・

市町村においては国庫財源の確定がない中での予算審

議に入っています。去年は一括交付金制度の創設に当

たり、国の要綱の策定など交付決定までに相当の時間

を要し執行がおくれました。制度２年目に当たっては

当然継続事業も多いわけですが、これらを国の予算成

立まで一旦中断せざるを得ないのか。あるいは県・市

町村議会で予算成立すれば、当然執行可能か、現場の

状況、課題等を伺います。

　４点目、観光税の導入と観光資源としての海洋博・

首里城公園の活用について伺います。

　茨点目、持続可能な産業戦略として、施策展開にお

ける財源の安定を図る上でも観光税の導入を検討され

たい。課題と展望を伺います。

　芋点目、水族館及び首里城の有料施設の収入のうち

幾らが独立行政法人都市再生機構に還流しているの

か。国営沖縄記念公園整備に充てられた沖縄振興予算

はこれまで幾らか。県出資財団法人がその機構との間

の独占的な随意契約で有料施設を管理してきた法的根

拠は何でしょうか。

　５点目、原発作業従事者の雇用実態について具体的

に相談がありますので伺います。

　茨点目、季節労働者として福島第一原発で働く県出

身の作業員に「雇用契約書」を取り交わさないまま派

遣なのか、直接雇用なのか、下請との契約なのか、当

事者が理解不十分のまま働いている例があります。請

負偽装の疑いも否定できません。県内における原発作

業従事職の募集、雇用あっせん等について、県は実態

を把握していますか。

　芋点目、除染作業に当たる作業員には東電から特別

手当が措置されますが、下請を通じてピンはねされ作

業員に支払われていないケースが表面化しています。

適正な雇用契約の指導、放射線業務に従事する者への

登録証や被爆手帳の交付、健康相談など県内における

対応窓口はどこですか。関係行政機関との連携により

周知を図る必要があると思われますが、県の対応を伺

います。

　６点目、識名トンネル工事契約問題に関連して伺い

ます。

　18年度のトンネル工事の予算、債務負担行為18年分

ですが、当初契約5500万円から５億4800万円に増額改

定をされております。平成19年１月11日から同年７月

までは工事が中止されていた期間であります。

　茨、工法変更のため工事が中止していた間にもかか

わらず、年度末の３月中旬になって18年度出来高予定

額が10倍もの額に増額改定された理由は何ですか。

　芋点目、出来高予定額の増額改定により、前金払い

も2200万円から２億1900万円へ大幅増となっていま

す。設計変更も変更協議も行われていない中で大成Ｊ

Ｖに10倍もの着手金を支払うことを急いだ理由は何で

すか。

　７点目、県立病院の機能と定数に関連して伺いま

す。

　茨点目、社会保障と税の一体改革、この中で診療報

酬は、2025年一般急性期病院で1.6倍の人員配置に対

し1.5倍、高度急性期病院で２倍の人員配置に対し1.9

倍の見込みです。国の方針を踏まえた県立病院の人員

計画について伺います。経営安定化計画との整合につ

いても伺います。

　芋、また、あわせて在院日数の短縮も求められま

す。福祉資源の活用として、在宅医療を支えるための

県立病院の機能強化は図られるのでしょうか。介護や

リハビリの需要予測を踏まえ、福祉計画全体における

県立病院の位置づけを伺います。県の需要等国の改革

との整合、あるいはギャップについても伺います。

　鰯点目、定数条例改正のおくれにより人員確保難が

予想されます。不足する職種、人員数、患者受け入れ

制限など影響について伺います。

　８点目、非婚世帯への寡婦控除みなし適用につい

て。

　開会中の那覇市議会において、市営住宅の家賃算定

については、市の裁量での減額が可能と、そして他府

県の事例もあるということで検討していきたい旨表明

がなされております。県営住宅においても同様の検討

を求めます。沖縄県に対し、非婚母子世帯の経済的苦

境を救済する適切な措置について日弁連から要請があ

るが、対応を伺います。

　それから、会派関連質問として、仲宗根悟議員の代

表質問の中で、県外移設公約について取り上げており

ます。

　知事の県外公約の実現のためには、普天間を固定化
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させないとする政府に対して辺野古以外の選択肢を持

たせなければなりませんが、そのために知事はどのよ

うなアクションを起こすのか、あるいは起こさないの

か伺います。

○議長（喜納昌春君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　仲村未央議員の御質問に答

弁をいたします。

　まず第１に、一括交付金制度の課題についての中

で、沖縄振興特別推進交付金活用事業の執行時期等に

ついてという御趣旨の御質問にお答えいたします。

　平成25年度の沖縄振興特別推進交付金活用事業につ

きましては、昨年制定されました同交付金交付要綱に

基づき早期に交付決定が得られるよう、事前に国と調

整を行っているところであります。

　沖縄県といたしましては、継続事業を中心に４月１

日から執行する必要がある事業については、その執行

が可能となるよう国との調整を進め、事業中断による

混乱が起こらないよう適切に対応してまいる所存でご

ざいます。

　次に、会派代表質問との関連についての中で、県外

移設に向けた具体的アクションについての御質問にお

答えいたします。

　地元の理解が得られない辺野古移設案の実現は事実

上不可能と考えております。他の都道府県への移設が

合理的かつ早期に課題を解決できる方策であると考え

ております。普天間飛行場の移設・返還は日米両政府

の合意事項であります。その移設先は政府の責任にお

いて検討されるべきものであります。県は、引き続き

総理を初め各大臣との面談など、あらゆる機会を通じ

て同飛行場の一日も早い危険性の除去、県外移設・返

還を強く求めていく考えでございます。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　當銘健一郎君登壇〕

○土木建築部長（當銘健一郎君）　辺野古アセスに対

する知事の見解についての御質問の中で、埋立申請書

の受け取りについてお答えいたします。

　現時点で公有水面埋立承認申請書が提出される時期

等については示されておりません。仮に提出された場

合には、行政手続法及び公有水面埋立法等関係法令に

のっとり対応してまいりたいと考えております。

　次に、観光税の導入と観光資源の活用についての御

質問の中で、ＵＲ（都市再生機構）と県出資財団法人

についての御質問にお答えいたします。

　水族館及び首里城の有料施設収入のうち、独立行政

法人ＵＲ（都市再生機構）が受け取る予算について

は、美ら島財団の収支計算書総括表の「特定公園施設

特別会計」に含まれていると考えておりますが、詳細

な把握はできていない状況でございます。しかしなが

ら、今後、「首里城等の主要施設の移譲に関する連絡

調整会議」において収支状況等についても協議してい

きたいと考えております。また、国営沖縄記念公園整

備にこれまで充てられた沖縄振興予算の総額は、平成

23年度末現在で約1053億円と聞いております。

　次に、ＵＲ（都市再生機構）が沖縄美ら島財団に有

料施設の管理を随意契約する法的根拠につきまして

は、「独立行政法人通則法」第28条に基づき、国土交

通大臣が認可した「独立行政法人都市再生機構業務方

法書」第56条第２項に基づいております。同方法書に

より、「当該営業を当該特定公園施設の設置の目的に

適合して行うことができる十分な資力及び信用を有す

る者」に行わせることができるとの規定によるものと

聞いております。

　次に、識名トンネル工事契約問題についての中で、

出来高予定額の増額及び着手金の支払いについての御

質問にお答えいたします。６の茨と６の芋は関連いた

しますので一括してお答えいたします。

　当初契約時における出来高予定額は、中央導坑方式

において、本体トンネルに先行して施工する小断面の

トンネルの出来高を想定しておりました。契約後に請

負者と施工工程の協議を行い、トンネル本体支保工等

の出来高予定額を見直し、変更協議を行った上で支払

い限度額を改定したものであります。改定契約に伴う

前金払いの請求があったことから、これに応じたもの

であります。

　次に、非婚世帯への寡婦控除みなし適用についての

御質問の中で、県営住宅の非婚世帯の寡婦控除同等の

検討についてお答えいたします。

　家賃決定の基礎となる収入算定時の寡婦控除の適用

については、公営住宅法施行令第１条により所得税法

に基づき算定することになっており、県独自の裁量で

変更することは困難であると解釈しております。な

お、県営住宅における非婚世帯が寡婦控除を受けたと

きと同等となるような家賃の減額については、今後、

国の見解や那覇市、他都道府県の事例等を調査し前向

きに検討してまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　高江ヘリパッド建設
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と世界自然遺産登録についての御質問の中で、オスプ

レイの配備に伴う自然環境への影響についてお答えい

たします。

　オスプレイは、ＣＨ46とは飛行の形態・高度・経

路、発生騒音レベルが異なることから、その配備によ

り高江を含む北部訓練場周辺において、航空機騒音に

よる生活環境や動物の生息環境への影響が悪化するお

それがあると考えております。また、オスプレイが垂

直離着陸モードで飛行することに伴うエンジンからの

下降気流の風圧による樹木の倒木・損傷、動物の巣の

破壊等のほか、高温排気による火災の危険性や森林の

乾燥化、乾燥化に伴う動植物への影響が生じるおそれ

があると考えております。オスプレイの飛行・離着陸

に係る環境負荷については、調査・予測等を行うよ

う、平成24年10月に求めております。

　次に、高江ヘリパッド建設事業の影響、評価につい

てお答えいたします。

　北部訓練場ヘリコプター着陸帯移設事業は、沖縄県

環境影響評価条例の対象事業ではないものの、事業者

がみずから同条例の趣旨を踏まえ、平成14年度から平

成18年度にかけて同条例に準じて環境影響評価の手続

を実施しております。当該環境影響評価では、ＣＨ53

を用いて航空機騒音等に係る調査・予測・評価がなさ

れておりますが、今回、オスプレイが配備され、高江

を含む北部訓練場周辺において運用されることにより

環境への影響が増加するおそれがあると考えておりま

す。そのため、県としましては、平成24年10月11日に

沖縄防衛局長に対し当該事業に係る環境影響評価の再

実施の要請を行ったところです。また、同年12月25日

付でオスプレイの飛行実態や運用に関する確認を求め

た際にも重ねて対応を求めております。その後、去る

２月26日に沖縄防衛局へ出向き、これらの要請事項へ

の対応状況を確認したところ、現在検討中とのことで

ありました。

　県としましては、引き続き対応を求めていく考えで

あります。

　次に、沖縄県赤土等流出防止条例に基づき県がとる

べき措置についてお答えいたします。

　県が、去る２月１日に沖縄防衛局から受けた経緯説

明及び２月13日に実施した立入調査によりますと、崩

落時、事業現場は全面に砕石舗装等が施され表土保全

が完了し裸地がない状態だったこと、崩落事故により

一部破損した土砂流出防止柵は、崩落時点では赤土等

流出防止施設としての役目を既に終えていたこと、立

入調査の際、崩落箇所及びその周辺部については、多

機能シートによる表土保全対策が施されていたことな

ど、これらのことを総合的に勘案した結果、県としま

しては、今回の崩落事故については、沖縄県赤土等流

出防止条例施行規則で規定する「赤土等流出防止施設

が災害により破損したとき」の事項には該当しないと

判断しております。しかしながら、今回の崩落事故に

ついては、当該工事との関連性が想定されることか

ら、現在、県は沖縄防衛局に対し崩落の原因や崩落箇

所の赤土等流出防止対策等について詳細な報告を求め

ているところであります。

　県としましては、今後、沖縄防衛局からの報告の内

容を精査した上で、赤土等流出防止について適切に指

導等を行っていきたいと考えております。

　次に、非婚世帯への寡婦控除みなし適用について、

非婚の母子世帯の救済に関する日弁連からの要請への

対応についてお答えいたします。

　県では、日本弁護士連合会からの要望書を受け、寡

婦控除が適用される事業について全庁的な調査を実施

しております。児童保護措置事業、療養介護医療費事

業等、事業の多くが法律に基づき国による財政措置が

なされており、県や市町村において寡婦控除をみなし

適用する場合、国庫負担相当額を含めて地方自治体が

負担することになり、財政規模が小さい自治体にとっ

て非常に大きな負担となります。

　県としましては、国が法律を改正し財源措置を行う

べきであると考えており、日本弁護士連合会におかれ

ましては、非婚の母子世帯に対しても寡婦控除の適用

がなされるよう法律を改正し、非婚の母子家庭の救済

ができるように国に働きかけていただきたいと考えて

おります。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　文化観光スポーツ部長。

　　　〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　観光税の導

入と観光資源（海洋博公園及び首里城公園）の活用に

ついての中の、観光税導入検討の課題と展望について

との御質問にお答えいたします。

　持続的・継続的な観光振興のためには安定した財源

が必要と考えており、現在、新税の創設・導入に向け

た検討を行っているところであります。導入に当たっ

ては、受益と負担の関係、課税の公平性、県経済への

影響など多くの課題があると認識しております。

　沖縄県としましては、新税を財源として実施すべき

事業や沖縄観光に与える影響等について、今後、観光

関連事業者等と意見交換を実施しながら慎重に検討を

進めてまいりたいと考えております。

　以上でございます。
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○議長（喜納昌春君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　原発作業従事者の雇

用実態についての御質問の中の、原発作業従事職の募

集、雇用あっせん等の実態についてお答えいたしま

す。

　県内における原発作業従事職の募集等について沖縄

労働局に確認したところ、ハローワークを通した原発

作業従事職についての求人は、震災以降、現在までな

いと聞いております。なお、求人誌等を通した募集等

も考えられますが、沖縄労働局においてはその把握は

困難とのことであります。

　次に、同じく原発作業従事者の雇用実態の中の、適

正な雇用契約の指導等の対応窓口及び周知についてお

答えいたします。

　除染作業等に係る雇用契約や派遣契約においてさま

ざまなトラブルがあることは新聞報道等で承知してお

ります。適正な雇用契約の指導については、各都道府

県の労働局が所管しております。厚生労働省では、労

働安全衛生法に基づき、平成23年10月に「東京電力福

島第一原子力発電所における緊急作業従事者等の健康

の保持増進のための指針」を定め、緊急作業従事者登

録証及び被ばく線量等記録手帳の交付、健康相談窓口

の設置等の措置を講じております。緊急作業従事者登

録証及び被ばく線量等記録手帳は国が交付しており、

県内での問い合わせ先は沖縄労働局となっておりま

す。また、厚生労働省では、緊急作業従事者の健康相

談についてフリーダイヤル及び対面による健康相談窓

口を設置しており、沖縄県における対面による健康相

談窓口は、那覇市医師会「生活習慣病検診センター」

となっております。

　県といたしましては、国と連携を図りながら当該指

針等の周知に努めていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕

○病院事業局長（伊江朝次君）　県立病院の機能及び

定数についての御質問の中で、国の方針を踏まえた県

立病院の人員計画についてお答えいたします。

　病院事業局としては、「県立病院経営安定化計画」

の中で、県立病院の役割を踏まえ、医療制度改革の動

向を注視しつつ、事業運営に必要な人員体制の整備を

するとして人員体制の整備を掲げているところであり

ます。国の医療制度改革では、2025年までの人員増や

診療報酬増について大枠で数字が示されているもの

の、昨今の医療を取り巻く厳しい環境や診療報酬が２

年ごとに改正されること等を踏まえ、病院事業局とし

ては、中期的スパンで医療提供体制の充実を図ってい

くことが重要であると考えております。そのことか

ら、県立病院の人員計画については、県立病院が地域

の中核的医療機関としての役割を踏まえ、県民ニー

ズ、民間医療機関との関係や医療環境の変化などを総

合的に考慮し、検討を重ねていく必要があると考えて

おります。

　次に、定数条例改正のおくれにより不足する職種と

人員数、患者受け入れ制限等の影響についてお答えい

たします。

　病院事業局においては、安定的な医療提供体制の確

保を図る観点から、必要性や緊急性、経営への影響等

を考慮し、これまで３年にわたり308名の職員定数を

増員してきたところであります。病院事業局では今

回、各病院と調整し取りまとめた351名の増員要望に

ついて、現在、関係機関と調整を行っているところで

あります。これについては、国の医療制度改革の動向

や県立病院としての役割を踏まえ、中期的スパンで医

療提供体制の充実を図ることに重点を置いたものであ

り、今議会において定数改正がなされなかったことで

現医療提供体制等に直ちに影響が生じるものではない

と考えております。

　病院事業局としては、今後とも各病院と連携を図り

ながら、病院現場に影響が出ることがないよう対応し

ていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　崎山八郎君登壇〕

○福祉保健部長（崎山八郎君）　県立病院の機能及び

定数についての御質問の中で、社会保障・税の一体改

革を踏まえた保健医療、福祉関連の計画等について答

弁いたします。

　県においては、社会保障・税の一体改革を踏まえた

国の医療計画指針に基づき、今年度中に第６次の「沖

縄県保健医療計画」を策定することとしております。

同計画には、地域の実情に沿った疾病ごとの医療連携

や救急医療体制及び在宅医療の推進等についても盛り

込むこととしております。

　このような中、県立病院においては、民間等の医療

機関や介護関係施設等との連携を図り、患者の状態に

応じた医療や介護の提供につなげる機能を充実させて

いく必要があると考えております。また、介護につい

ては、高齢者保健福祉計画に基づき、保険者である市

町村の意向等を踏まえ必要な介護サービス基盤の整備

を進めてまいります。
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　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　それでは一括交付金からお尋ねを

します。

　特にソフト事業についてはほとんど継続だと思うん

ですね。それで、国庫が確定するまでの間、どうつな

ぐのかということについて、今、市町村もあるいは県

そのものも非常に対応が見えない中で予算審議をして

いることと思いますが、具体的にはどうするんです

か。４月、５月の事業執行においては県単でいくんで

すか。それとも国庫が何らかの形で使えるような調整

が可能なのかお尋ねいたします。

○議長（喜納昌春君）　総務部長。

○総務部長（川上好久君）　お答えいたします。

　まず、一括交付金ですけれども、これも国庫支出金

なので、これは国の予算等が成立した後、この国の交

付決定があった後、執行すると、これが原則です。そ

ういう原則があるわけですけれども、あらかじめ補助

者である国と調整をしながら、認められた事業につい

てはこの交付決定前においても実施することが可能で

あります。これは昨年もそういう形で32事業について

は、特別調整費の時代から続けられた事業については

そういう形で執行しております。現在、継続事業を中

心にして４月１日から執行する必要のある事業につい

て取りまとめております。早急に国と調整しながら早

期の執行が可能になるようにやっていきたいというふ

うに考えております。

○議長（喜納昌春君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　継続事業は、押しなべて国庫が財

源として使えるというふうに理解をして各市町村とも

安心して、あるいは県のソフト事業においても執行で

きるというふうに考えて受けとめてよろしいですか。

○議長（喜納昌春君）　総務部長。

○総務部長（川上好久君）　それはやはりこの事業の

性格によろうかと思います。４月１日からの執行が必

要な事業として、例えば受託事業者が雇用した職員が

いるというふうな場合、そういう職員の処遇に影響が

あるというふうな事情があったりとか、あるいはま

た、空白期間が生ずることによって十分な事業効果が

得られなくなる。例えば今般の離島の住民等交通コス

ト負担軽減事業だとか、あるいはまた、農林水産物の

流通条件不利性解消事業とかそういうふうなものは４

月からやはり継続しないといけないと。そういう理由

のあるものを整理をして説明をしていくことになろう

かと思います。

　国のほうからすると、当然交付決定があって初めて

事業は実施をするんだという前提、これはほかの国庫

支出金もすべてそういう原則になっております。これ

は単に早目にやれば効果が出るというふうなことだけ

で４月１日からできるというものでもないというふう

に言っておりますので、その辺は４月１日からやるべ

き事業を整理をしながら国と調整をしていきたいとい

うふうに思います。

○議長（喜納昌春君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　そこら辺の曖昧なところがよくわ

からないんですが、例えば、今県が持っているソフト

事業の中でも、商工労働部においてはパーソナル・サ

ポート事業、これは非常に緊急性といい、また継続支

援中のものが今でも200件を超えるケースを抱えて継

続相談中ですね。それを請け負う相談員を26名ぐらい

実際に雇用をしていると。こういった中において、そ

の方々の雇用の確定を４月１日から継続できるのかど

うかというのはこの時期にもはやもう決めなきゃいけ

ないというこういう状況ですよね。これについて、例

えば具体的に今パーソナル・サポート事業を挙げまし

たが、これは国庫が継続して使えるのか、あるいはわ

からないまま最悪の場合県単ということも含めて、雇

用の継続も含めてとっていくのか、事業費も賄ってい

くのかお尋ねいたします。

○議長（喜納昌春君）　総務部長。

○総務部長（川上好久君）　先ほど申し上げましたと

おり、国と調整をして内諾を得られたものを４月から

実施をするというふうなことでございます。今言われ

る事業もそういう意味で雇用の継続とか、あるいはま

たその事業の執行上、どうしても４月１日から継続し

てやらぬといけないというふうな事情が説明できれ

ば、そういうふうな形で国のほうから内諾をいただけ

るものと思います。

○議長（喜納昌春君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　企画部長、市町村の事業において

はどうなんでしょうかね。ほとんどソフトで、今取ら

れている事業というのは人にかかわる事業がかなりあ

りますね、学習支援員とか。雇用に関してもですよ

ね。そういった中で市町村の実態を把握されているの

か。特に財政規模の小さい自治体においては、これの

財源として国庫が充てられるのかどうかというところ

は非常に配慮が必要な、予算が確定すれば当然これは

執行が可能という最後の手続のはずなんですが、そこ

ら辺の具体的な課題等をどうとらえていらっしゃるの

かお尋ねいたします。

○議長（喜納昌春君）　企画部長。

○企画部長（謝花喜一郎君）　ただいま総務部長のほ
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うからも答弁がありましたけれども、やはり４月１日

からどうしてもやらないといけない事業というのはあ

るわけでございます。議員おっしゃるとおり、市町村

においては７割ほど継続事業があるというふうに我々

は見込んでおりまして、その中で特に４月１日からや

らないといけないというものをリストアップいたしま

して、これとこれとこれはということで今、鋭意総務

部と連携しながら国のほうと調整しているところでご

ざいます。

○議長（喜納昌春君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　それによって市町村から具体的な

把握を含めて細かな調整を通じて本当に滞りなく、特

に一括交付金は県が本当に主体的に確立させた、導入

させた制度でもありますから、市町村においてぜひと

も混乱が生じないようにそういった調整を早急に進め

ていただきたいと思いますが、いかがでしょうか。

○議長（喜納昌春君）　企画部長。

○企画部長（謝花喜一郎君）　昨年は年度初めという

ことでいろいろスタートが遅かったわけですけれど

も、今般は24年度の――まだ今継続中ですけれども

――いろいろ企画立案のノウハウも含めて既に次年度

に向けての事業の調整などももう始めておりますの

で、今年度のように６月から始まるとかそういったこ

とがないように、それから先ほども答弁させていただ

きましたが、どうしても４月１日からスタートしない

といけないものについてはしっかりできるように対応

したいと思います。

○議長（喜納昌春君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　ちょっと休憩お願いします。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午後４時36分休憩

　　　午後４時36分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

○仲村　未央さん　知事に伺いますが、県外移設の公

約の実現に関して、知事の言葉としてよく、これは実

現可能性の問題であると、フィージビリティーの問題

ですよというような表現がよく聞かれますが、そのこ

との意をもう少し御説明いただけますか。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午後４時37分休憩

　　　午後４時37分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　これまでも何回か私の説明

をしたことがありますが、基本的にどこそこへ基地が

いくこと、いかないことが賛成か反対かとかというよ

うな問いとか対応の仕方といいますか、そういうふう

に考えている考えの人もおります。そして、私はこの

普天間基地については、一日も早く固定化させないで

移設するということが非常に重要ですから、最も早く

それが実現できるところはどこか。稲嶺県政から引き

継いだあたりでは、稲嶺さんもそうでしたし私もそう

でしたから、当時の名護市長さんも受け入れ賛成とい

うことで作業は進んでいたわけです。そのときに基地

を名護市に移すということに賛成か反対かというよう

な設問もあったんですが、基地の移設は賛成か反対か

というより、私はそこに移すことが実現可能性がどれ

ぐらいあるかないかということを重視して考えを進め

ます。そういうことを私は言ってきたわけで、あれか

ら後、名護については反対の市長さんが誕生し、市会

議員の方たちも反対の方が大分多くなったように聞き

ます。さらに環境アセスなどをざっと見ても、これは

とてもとても難しいなというような項目も結構たくさ

んありましたから、それはその旨書いて、評価書の段

階ですから送ったわけで、ですからそういうことを考

え、なお当時から言われている建設に当たっても結構

技術的に難しい。詳細が来ない限り、これはまだ詳し

くはわからないんですが、そうすると埋め立てをする

にしても当時言われていたあたりは膨大なイシグーと

いうか、その埋め立ての土砂等が要る。これをどこか

ら持ってくるんだと。当時言われていたのは――これ

は正確じゃないですよ、表現ですから――土木建築部

の10年分の仕事に相当する可能性すらあると。これを

どうやって調達するかなどなど、現実にもし建設計画

があるとすれば、何年かかってどんなふうにこういう

ものは実現可能かも非常に難しい面が予想される。そ

うすると、今の普天間を一日も早くクローズをする、

固定化させない。これが辺野古を頼りにやったとすれ

ば、辺野古へ賛成か反対か以前に、これは一体実現の

可能性が本当にあるのかないのかというのがすぐ僕ら

の頭をよぎります。さすれば、基地の県外移設、沖縄

から減らすという点から見ても、沖縄以外の地域で自

衛隊の基地もおありでしょうし、民間専用の空港も共

用の空港があるはずですから、そこら辺の利用度など

などを調べれば、恐らく国交省のみならず防衛省も

持っているのではないかと、これは推測します。そう

いうところへ移してしまうというほうが直ちにクロー

ズ、つまり埋め立てなんか要りませんからできるので

はないかというのが私の考えです。ですから、そちら

を選ばないと、仮に賛成・反対はちょっとこちらへ置

いておきまして、建設を想像するだけでも５年、いや

10年、いや15年となると、事実上固定化と同じだとい
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うのが私の考え。ですから、余裕のある空港を見つけ

てそこに移す。しかし、これは私も二、三の関係する

人々と話はしておりますけれども、これは表に出すべ

き話ではなくて、すぐれて政府の仕事ですから、防衛

省なり政府が直接もしそれに本気で取りかかるとすれ

ば、彼らの仕事としてやるべきだろうと、こう言って

いるところです。

○議長（喜納昌春君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　今、詳しくおっしゃったことの中

に私の思考回路とも重なる部分がやはりあるんです

ね。知事が実現可能性の問題というときに、じゃ、実

現可能性、辺野古にできない可能性をいかに低くする

か、あるいは県外の選択肢も含めて辺野古以外の選択

の実現可能性をどれだけ高くできるかということが恐

らく知事のアクションにつながってくるのではないか

というのが先ほどの私の質問の意図でもありました。

そうなると、私が思うところ、この実現可能性の特に

辺野古を実現させないための可能性を挙げるというと

きにとられる選択肢としては、まず思いつくのが埋立

申請を受け取らない、受理しない。でも、これは先ほ

ど来、知事が再三おっしゃるように受け取らないこと

はしないと、受け取ると。これは却下されると思いま

すね。２つ目は、移転先を別の場所に探すと、県外に

持っていくと、あるいは国外に。それは政府の責任で

すよとおっしゃるけれども、具体的に辺野古の移設先

を別のところに持っていかせる。そして３つ目に、こ

こに海兵隊をいづらくする。客観情勢の中で海兵隊の

沖縄にいる意義を下げていってそれを立証していく中

で、海兵隊は何も沖縄にいなくてもプレゼンスはそん

なに影響しないんじゃないかということを立証してい

くというようなところもあるだろうと、この３つを私

は主に考えるわけです。そうなると、知事の今ウエー

トが高い部分では、ほかに既に滑走路があるところと

いうと、例えばかつて社民党も政権党にいた短い間に

こんなことを選択肢として考えたわけです。１つに

は、これまで非公式に検討された経緯のあった、ある

いはあったと報じられた場所、これはつまり滑走路の

ことですね。それから既存の自衛隊基地や米軍基地、

それから不採算で撤退が検討されるなど受け入れ可能

性があると思われる地方空港、これを中心にほかに移

設先がないかということを具体的に検討したわけで

す。こういったことを知事も県政としてそういうプロ

ジェクトチームなり何なりをつくってやろうというこ

とを今始めているのか。そこをまずお尋ねいたしま

す。

○議長（喜納昌春君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　１つの県が自分たちのとこ

ろにある外国の軍隊を、いろんなマイナス面があるか

らといってこれを担いでどこかの県へいかがですかと

持って歩くという行動は、そう容易なことではない

し、あからさまにやるべきかどうか、これは少し迷い

ますよ。ですから、これはあるはずだということだけ

で、あとはこれはつかさつかさで言えば、文字どおり

防衛省の仕事だろうと私は思いますから、国が。です

からこれは国が本気になって取り組むようにという要

求・要請を私は政府のお偉い方たちに申し上げている

わけでして、我々は頭の体操に近いことは我々だけで

できますよ。それで何例か持ってないわけでもありま

せんけれども、しかし、あるところから先は、逆に

我々がほかの県とか県民に対して、これいかがですか

という話は、これは恐らくそう簡単にいい返事は得ら

れないと容易に想像できますよ。したがって、これは

もうここから先は政府の仕事です。政府がしっかり取

り組んでもらいたいということでずっとこれまでやっ

てきたところです。

○議長（喜納昌春君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　そうなると、県として県外あるい

は国外の移設先を求めていくような具体的な提案を検

討するのはちゅうちょされるということであれば、

じゃ、もう一つだんだんにここに海兵隊がいることを

次第次第にいづらくしていくということは、私は知事

の持てる権限の中で幾らかその実行可能なところはあ

ると思っているんですね。例えば、先ほど来問題に

なっている高江のヘリパッドなんですよ。これはそも

そもそこにオスプレイが飛んでくるということも言わ

ずして国が始めたこと。そして飛んできて今、迷惑を

かけているという理屈が通るわけですね。そして、そ

のことに対して環境調査を要請しているがしない。こ

ういった状態を放置しないことによってオスプレイが

いづらくなる。普天間のヘリ基地、ヘリ部隊もいづら

くなるということを持っていけば、知事が持てる権限

の中でもこれはだんだんにここに海兵隊がおられない

ということをつくっていくことは、政策誘導として可

能な部分は非常に高いと思うんですよ。だからこそこ

の高江のヘリパッド建設については、オスプレイとの

関係の中で認めるべきではない。しかも、その工事に

伴う赤土流出などが発生したときには、赤土条例を最

大限活用してこのことを阻止するということが非常に

重要な知事の取り組みの一つになってくるはずなんで

すね。その件についてはいかがですか。

○知事（仲井眞弘多君）　ちょっと休憩お願いしま

す。
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○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午後４時48分休憩

　　　午後４時50分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　非常にからめ手的・高等的

な戦術であると私は思いますよ。ただ、海兵隊は確か

に何のために沖縄にいるのかというのを我々も防衛省

に問い合わせしてみたり――余りいい返事はこないん

ですが、いろんなことが言われていますよね。何十年

も前から言われたりもしたり、先ほどのワインバー

ガー時代の話もあります。ですから我々も一体海兵隊

は何のためにいるのかというのは、確かに本質的な議

論としてあります。それでゆっくりゆっくりからめ手

で存在理由をなくしてしまうというのは一つの戦術か

もしれません。ただ、これは今の日本国における防衛

をやっている政府との関係ではなかなかここのところ

を我々が戦術としてきちっと持っていけるかどうかと

いうのはよくよく考える必要はあると思います。です

から、まずそもそもその安全性の点から我々は切り込

んでいっているわけです。よくわからない、県民に不

安を与える。私はこの日米安全保障条約は認めるし、

日米同盟は重要だと言っています。そういう中で、し

かしこの同盟国の機械が上から落ちてくるなどという

ことはとんでもない話だということで、ちょっと表現

は稚拙ですがそういう考えで私はオスプレイはおかし

いと。むしろ配備を見直す、中止を含めて見直すと、

こういうことを政府に実は申し上げてきているわけで

す。そういうことですから、これはもっと大きな防衛

論を含めた中で今のじわじわっと海兵隊全部を存在理

由を薄くしてしまう、なくしてしまうというのは超長

期的な基地問題解決のための考え方としては私は否定

しませんよ。ですが、これは今のオスプレイにかけて

今直接これが応用できるかどうかは非常に難しいとこ

ろがないわけではありません。ただし、オスプレイに

ついてはもう不安が払拭されないから、これはいずれ

にしても送り返してもらいたいというぐらいのことは

私たちも言ってきております。

　そして先ほど高江の件ですが、これは赤土について

は担当の部も条例でしたか規則でしたか、それに従っ

てちゃんと対応していると思います。

○議長（喜納昌春君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　例えば、高江のものが非常に具体

的な例としてはオスプレイとの絡みがはっきりしてい

るので挙げやすいんですけれども、実は赤土条例の制

定時の議論の中で、ちょうど翁長雄志市長が県議なん

ですよ。そのときに、赤土条例は国の機関、公共機関

には適用できないのかという質問をしているわけです

ね、罰則規定はないのかと。そうしたら当時の環境保

健部長は、公共機関の関係は法律の性格上適用できな

いことになっていますと。ただ、そうは言ってもほか

の事業と同じように協議を行う中で実効性を保ってい

きたいということで、その他についても同じような取

り扱いをするという形でやっておりますと。さらに翁

長議員が、赤土を防止するものについて、米軍の立ち

入りについてもこれは認めるか、認めさせるかと言っ

たら、部長は、やはりここはできるものだというふう

に理解しておりますと。つまり、県がつくった条例で

はあっても、国の機関であれ相手が米軍であれ、その

赤土を防止するというそういった規定の実効を上げる

ためには、これは当然実効あらしめるものの方向で協

議を通してさせるんだと。今回、防衛局は隠している

んですよ。これがたまたま他からの告発があったから

赤土が出たことがばれた。ばれなければ隠していたわ

けですね。こういうときには毅然として、そこは県が

十分にとれる範囲として、このことをもって圧力をか

けていく、これが私は知事がとるオスプレイに対する

抗議の意も込めた行動だと思うんですよ。この件につ

いて環境生活部長の答弁が非常に及び腰。これが今、

知事が先ほどとられるアクションの一つとしてまさに

こういう端緒をつかまえて撤退させる方向にどんどん

持っていくべきじゃないかというのが私の主張なんで

すが、いかがですか。

○知事（仲井眞弘多君）　ちょっと休憩してくださ

い。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午後４時55分休憩

　　　午後４時56分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今の議員の御指摘も非常に

するどい御指摘だと思います。ただ、今、担当部長に

確認しますと、おっしゃるように別に及び腰ではなく

て、毅然として彼自身も防衛省にも日本政府に対して

もきちっとやっているということですから、これはも

う条例を制定した当時の趣旨にのっとってきちっと

やっているし、やるべきものだと思います。

○議長（喜納昌春君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　先ほど来、海兵隊をいづらくさせ

ようということを私は申し上げておりますが、海兵隊

がいなくなっても沖縄には8000人の陸海空軍が残るわ

けですよね。そういう意味では地域の安全にそんなに
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影響しない。もともとローテーション部隊で、ほとん

どいないんですよ。三、四千人しかいつもいないん

じゃないかと言われている。こういった中で、しかも

むしろグアムのほうを拠点にしていこうということ

で、沖縄にある今の訓練機能も含めて、司令部機能も

含めてグアムにはもう建設計画があるわけですよね。

そうであれば、今の知事がとられる、私が先ほど勝手

に挙げた３つの選択肢で埋立申請は受理しないんじゃ

なくて受理する。そして県外の移設先も知事は具体的

に提案をしないというから、じゃ、できることは何で

すかという中で、私は沖縄県知事の権限、行政の長と

してのいろんな権能を駆使して、ここに海兵隊がいら

れないことをまずつくり出すということがいろんなこ

とでできるんじゃないかということで高江の例を挙げ

ました。知事にもう一度聞きますが、具体的なアク

ションとして知事がその実現可能性、辺野古にできな

い可能性を挙げていく、あるいはそれ以外の移設先の

選択肢を高めていくというこの実現可能性のためにと

られるアクションというのは何ですか。もう時間が、

この埋立申請の時期が迫っているということは誰の目

にも今明らかなんですよ。何をするんですか。

○議長（喜納昌春君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　これを完全に阻止できる、

できないというのは、きょうはいろんな議員からタイ

ミングが迫っているからしっかりやれといういろんな

お話がございました。ただ、今おっしゃった中で私

は、沖縄以外の都道府県で滑走路が既にあるところに

移すべきだというのはギブアップしていませんよ。私

自身がこの基地要りませんかと、ほかの県の知事や皆

さんに持って歩くべきものではない。ただ、この考え

方自身は、総理を初めいろんな方に私は話をしており

ます。全くはね返されているとも実は思っていませ

ん。ですから、この方向は表立って米軍基地要らんか

ねーというようなことは私はやりませんが、しかし、

これは水面下深くやらないとこういうものは実現でき

ません。なかなか姿は見えないと思いますが、動きは

ゼロではありません。ですから、ここはこれでギブ

アップは私はしません。それで、あとはおっしゃった

ように海兵隊がいなくなっても空軍もいるではないか

という考え方もありますし、どこまでがあれば一体こ

の日本そして沖縄を含むアジア・太平洋地域の安全環

境をしっかりするために必要かというのは、私は専門

家ではありませんからはっきりとは言えませんが、た

だ、今の海兵隊の部分がどういう意味があって機能し

ているのかというのがわかりにくいというのは確かに

あります。そして、なぜ沖縄でなければならないか。

もし百歩譲って、日本に必要だ、防衛上必要だという

ことが仮にあったとしても、沖縄でなければならない

理由というのは、前から御質問されたと思うんです

が、これもはっきりとわかりにくい部分も確かにあり

ます。ですから、こういうことはいろいろな勉強や研

究や調査を通じてつかみながら前へ前へじわっと進め

ていくしかないという気はいたします。一気に何かが

引っくり返るというのはなかなか期待しにくいという

感も最近のアジア・太平洋地域の状況を見るとないわ

けではありません。ですから、ある種の安定、落ちつ

きが来たときにまたそういう時期が来るのか。今、一

気呵成にこれができるかどうかは、ちょっとまだ頭の

整理ができておりません。

○議長（喜納昌春君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　実現可能性、それが知事の県外公

約の実現に向けて高まっていく方向へぜひとも見える

アクションを県民にも示していただきたいし、また

我々県議会もその公約の実現を果たしていただこうと

いう意味では、今全会一致の中にありますので、一緒

に運動面からも支えていきたいというふうに思ってお

ります。

　ちょっと休憩お願いします。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午後５時１分休憩

　　　午後５時２分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　時間が限られておりますが、例の

機構の問題、観光施設の件ですね。これは土木建築部

長ですか。美ら海水族館と首里城に入る年間の観光客

というか、入館者と入館料をお尋ねします。

○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。

○土木建築部長（當銘健一郎君）　美ら海水族館の平

成23年度の入館者数ですけれども、これは272万人余

りということになっておりまして、入場収益について

は、美ら海水族館と首里城の有料区域の合計でしか金

額は把握しておりません。これが約45億2000万円とい

うことになっております。

○議長（喜納昌春君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　これに加えてＵＲと県との間で営

業料の取り交わしがある。収益施設以外の全体的な収

入もありますね。これは幾らですか。

○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。

○土木建築部長（當銘健一郎君）　それ以外に飲料の

販売事業とかいろんな収益事業をやっておりまして、

これは国営とまた県営も一緒でございますけれども、
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約32億6000万円でございます。

○議長（喜納昌春君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　そうなると、単純に入館料と今の

その他の収益を合わせて78億円、そのうちの幾らが機

構にバックしているか、営業料として支払われている

かはわからないんですか。わからないのはなぜです

か。

○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。

○土木建築部長（當銘健一郎君）　ＵＲ（都市再生機

構）さんについてはうちの所管の団体ではありませ

ん。ただ、先ほどの答弁でもありましたとおり、野田

前総理が平成30年度を目途に県に移譲すると言ったこ

とに伴って、現在、国との間で連絡調整会議を去年１

回開いております。その連絡調整会議はまだ１回しか

開いておりませんので、余り詳細なデータをいただい

ておりません。今後、この連絡調整会議が進む中でそ

ういうＵＲさんのほうの収益というようなものについ

ても出てくるものと考えております。

○議長（喜納昌春君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　県の財団がＵＲと契約をしてい

て、県の財団から幾らお金が機構に払われているかわ

からないということはどういうことなんでしょうか。

○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。

○土木建築部長（當銘健一郎君）　まず、このＵＲ

（都市再生機構）につきましては、例えば首里城をつ

くったときに国営でつくった部分と、あるいは南殿・

北殿とか御庭とかいろんな施設を財政投融資を活用し

て同時につくっております。そしてその整備に投資し

た資金を回収する必要があるということで、このＵＲ

（都市再生機構）は沖縄美ら島財団に有料で貸して、

その使用料を徴収しているというふうに聞いておりま

す。その使用料が幾らかということについてはまだ把

握しておりませんので、今後、そういったものが確認

できるかどうか問い合わせてみたいと思います。

○議長（喜納昌春君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　その方向じゃなくて、県の出資財

団ですよね、ＵＲと一緒に今営業にかかわっている。

県の出資財団からＵＲへお金が払われているわけで

す、営業料が。この美ら島財団、この財団法人は県の

外郭、県の出資団体、この議会に対しても出資法人と

して監査権を持つ、知事の監査権の中にある財団です

よ。そこが幾ら機構にお金を払っているかを明かせな

いということはどういうことなんですかと聞いている

わけです。

○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。

○土木建築部長（當銘健一郎君）　美ら島財団につい

ては県のほうから６億ぐらい出資をしている財団でご

ざいまして、ということは県の指導監督要領にのっ

とって監督下にあるということでございます。ただ、

このことにつきましては、ＵＲ（都市再生機構）と美

ら島財団との契約に基づいた話でございますので、直

接我々がどうこうということではなくて、有効に契約

が締結されていれば特段問題はないと。ただ、議員の

ほうから幾ら使用料が支払われているのかという御質

問でございましたので、これは機会を見つけて聞いて

みたいというふうに思います。

○仲村　未央さん　もう終わりますが、1000億円以上

の沖縄振興予算が投じられた施設の管理運営につい

て、出資財団の財務状況が明らかにできないというこ

とは非常に問題があると思いますので、引き続き取り

上げてまいります。

　ありがとうございました。

○議長（喜納昌春君）　比嘉京子さん。

　　　〔比嘉京子さん登壇〕

○比嘉　京子さん　一般質問を行う前に、皆さんも

おっしゃっておられますように、私も先日の前田政明

議員の本当に突然の訃報に接しまして、まことにとい

いますか、痛恨のきわみだなと思います。私も上原章

議員も那覇市議から同時に県議になった同期の者でご

ざいます。心からのお悔やみと御冥福をお祈りして、

一般質問を行います。

　さて、知事の政治姿勢についてですけれども、茨番

目は、政府は基地負担と沖縄振興をリンクさせたい意

向である。知事の認識を伺います。

　芋番目に、41市町村長を初めとする９・９実行委員

会が総理に建白書を手渡した数日後、知事は上京し、

平成25年度予算のお礼を述べました。このことは国の

思惑に乗った行動として受けとめられ、国民に誤った

メッセージを与えるものだと批判があります。認識を

伺います。

　鰯番目、２月２日、安倍首相が来沖した際、通常と

は異なりホテルでの会談になった理由は何でしょう

か。また、同席していた両副知事や山本一太沖縄相と

は別の部屋で、30分間２人だけで密談したと報道され

ています。密談は憶測を招くものであります。それを

払拭するためにもその内容を明らかにしてもらいた

い。

　報道によると、今定例会で翁長那覇市長は、那覇軍

港は遊休化しているといっても差し支えないという認

識を示しています。浦添市長も浦添への移転に反対を

しています。知事の認識を伺います。

　２番目、福祉保健行政について。
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　茨、本県の今後の高齢化率はどう推移をするのか。

また、それに向けた計画はどうなっているのか、本県

のピークはいつなのかお伺いします。

　芋番目、社会保障と税の一体改革で2025年に向けて

国は医療指針を示し、地域に即した医療体制を整える

としておりますけれども、本県の計画はどうなってい

るのか。

　鰯番目、知事所信表明の内容から２つ質問をいたし

ます。

　まず、９ページの「重粒子線治療施設の導入可能性

を検討し、事業化に向けて取り組みます。」という検

討内容を伺います。

　イ、「長寿世界一の復活」の具体的な道筋を示して

いただきたい。

　允番目に、県民健康・栄養調査の結果を踏まえ、平

成25年度の施策と予算にどのように反映されているか

を伺います。

　印番目に、大気汚染が問題となっておりますけれど

も、県内の汚染状況はどうなのか。またＰＭ2.5の測

定はどうなっているのかお聞きします。

　３番目に、県立病院について伺います。

　茨、定数条例の改正について。

　ア、病院現場からの要望人員は何名いたのか。

　イ、それから、今議会の議案として提案されなかっ

た理由は何なのか。

　ウ、今議会で議決されないことによる現場の影響を

どう認識しているのか伺います。

　芋番目に、八重山病院について。

　ア、国の社会保障と税の一体改革で2025年に向けた

医療指針を踏まえ、八重山病院の位置づけをどのよう

に考えているのか伺います。

　イ、昨年末、八重山広域市町村圏事務組合や市町議

会議長会から「新沖縄県立八重山病院の早期建設を求

める要請」が県へ届けられております。その要請に対

して県の対応を伺います。

　ウ、新病院の場所として現石垣空港跡地が最適地と

して提言しておりますけれども、見解を伺います。

　エ、早急な課題としてヘリポートが新空港へ移る

と、病院までの所要時間が現空港よりかなり長くなり

ます。どのような対策をお考えなのかお聞かせいただ

きたいと思います。

　以上です。

○議長（喜納昌春君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　比嘉京子議員の御質問に答

弁をいたします。

　知事の政治姿勢についての中で、平成25年度沖縄振

興予算確保に対するお礼についての御質問に答弁をい

たします。

　平成25年度の沖縄振興予算につきましては、国家財

政が厳しい状況の中、総額3001億円の確保、沖縄振興

交付金の増額、そして那覇空港滑走路増設事業費とし

て130億円の予算措置がなされたほか、空港の工期も

７年から実質５年10カ月まで短縮されるなど、沖縄県

の要望に配慮された内容であると考えております。こ

れは、安倍総理大臣、山本沖縄担当大臣を初めとした

政府・与党の関係各位の沖縄振興に対する御理解と御

努力により実現されたものであることから、感謝の気

持ちを伝えるために、政府予算案の閣議決定がなされ

た１月29日に上京し、山本沖縄担当大臣に直接お礼を

述べたものでございます。

　議員がおっしゃるように、国民に間違ったメッセー

ジを与えるとか、与えるのではないかとか、また

ちょっと言葉が何ですが、いろんなことをいろいろと

うわさされるといいますかそういう性格のものではな

く、予算をきちっと確保していただく案をつくって閣

議決定されたとなれば、当然のこととしてお礼に参上

するのは僕は礼儀だと思っております。

　次に、同じく知事の政治姿勢の中で、安倍首相との

会談がホテルとなった理由と、２人だけの会談内容に

ついての御質問にお答えいたします。

　ホテルで会談したことにつきましては、安倍総理側

からの希望であり、特別理由はないのではないかと思

います。安倍総理との２人での会談では、食事をしな

がら、６年前の第１次安倍内閣時代のことや那覇空港

第２滑走路増設の早期着工など要望を重ねて申し上げ

ました。総理がわざわざ見えておられて、２人だけの

時間をつくっていただきましたから、先ほどもどなた

かの御質問に答弁させていただきましたが、一国の総

理ともなれば発言、一挙手一投足が注目されることで

すから、もしオープンの場だけでおやりなさいと言わ

れたら、それはお断りいたします。なぜならこういう

お方と話しするのに、恐らく何にも答えなく、ないし

は答えにくくなるはずです。ですからこれは我々の日

常の生活でもあるように、やっぱりフランクにいろい

ろな意見交換をするというのは、全てこれをオープン

にしてしまったらオープンの場ではなかなかできない

のではないでしょうか。私は沖縄にわざわざお忙しい

中見えた総理に対する礼儀として、そういう二、三十

分の時間をつくるというのは当然のことだと思ってお

ります。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等
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から答弁させていただきます。

○議長（喜納昌春君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　知事の政治姿勢につい

ての御質問の中で、基地負担と沖縄振興のリンク論に

ついてお答えいたします。

　去る２月２日に来県した安倍首相は、知事との会見

の中で、日米合意に沿って沖縄県民の理解を得なが

ら、基地負担の軽減に取り組む旨の発言をしておりま

す。県としては、基本的に沖縄県の振興策は基地問題

とは別であると考えており、振興策とは関係なく沖縄

の過重な基地負担の軽減を求める県の考えに変わりは

ありません。

　次に、那覇軍港の移設に向けた認識についてお答え

いたします。

　県としましては、那覇港湾施設の返還が実現されれ

ば、基地負担の軽減、跡地の有効利用による発展に寄

与すると考えております。これまで移設協議会が21回

開催され、国・県・那覇市、浦添市、那覇港管理組合

が連携し、移設の実現に向け、代替施設の位置や形

状、港湾計画との関連等について協議を進めてきたと

ころであります。

　県としましては、これまでの経緯を踏まえると、現

時点では現行の方針に基づいて進めることが現実的で

あると考えております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　崎山八郎君登壇〕

○福祉保健部長（崎山八郎君）　福祉保健行政につい

ての御質問の中で、高齢化率の推移と県の施策につい

てお答えいたします。

　本県の高齢化率は、平成22年の国勢調査では17.3％

でありますが、国立社会保障・人口問題研究所の推計

によりますと、平成27年には19.6％、平成32年には

22.6％と見込まれ、その後も高齢化率は増加傾向で推

移すると予想されております。高齢化の進展に伴い、

単身高齢者や高齢者世帯の増加、医療や介護を必要と

する高齢者の増加、介護従事者の人材不足などの課題

が予想されます。

　県としましては、高齢者が住みなれた地域で生き生

きと安心して暮らせる地域社会の実現に向けて、介護

サービス等の充実、高齢者の社会参加の促進、必要な

施設整備等に取り組んでいくこととしております。

　次に、社会保障・税の一体改革を踏まえた県の計画

についてお答えいたします。

　県においては、社会保障・税の一体改革を踏まえた

国の医療計画の指針に基づき、今年度中に第６次の

「沖縄県保健医療計画」を策定することとしておりま

す。同計画には、地域の実情に沿った疾病ごとの医療

連携や救急医療体制及び在宅医療の推進等についても

盛り込むこととしております。計画の策定について

は、現在、医療関係者や市町村の代表者等で構成する

保健医療協議会で検討を進めているところであり、ま

た、パブリックコメントにより、県民から幅広く意見

を聴取しているところであります。

　次に、重粒子線治療施設導入に係る検討基礎調査事

業についてお答えいたします。

　重粒子線治療施設導入に係る検討基礎調査事業は、

がんの先進医療としての充実のみならず、観光分野等

も含めた沖縄振興に資することを狙いに、その設置の

可能性を調査する事業であります。重粒子線治療は、

肺がんや前立腺がんに特に有効とされており、現在、

当該治療を必要とする患者数の把握及び運営に係るコ

スト等の調査を行っているところであります。次年度

は、国内外からの需要等の詳細な調査を行うこととし

ており、県としては、これらの調査結果を踏まえ、導

入の可能性について検討していくこととしておりま

す。

　次に、「長寿世界一の復活」についてお答えいたし

ます。

　沖縄県では、平成20年３月に長寿世界一復活に向け

た行動計画として「健康おきなわ21」を策定し、県民

の健康づくりを推進してまいりました。国の第２次

「健康日本21」や平成22年の平均寿命の結果を踏ま

え、「健康おきなわ21」を平成25年度に改定し、平成

34年度を最終年度とする第２次計画を策定することと

しております。平均寿命日本一、長寿世界一復活に向

けた具体的な目標の設定や行動計画の内容について

は、第２次「健康おきなわ21」計画を策定する中で示

していきたいと考えております。

　次に、県民健康・栄養調査の結果を踏まえた平成25

年度の施策と予算についてお答えいたします。

　県民健康・栄養調査の結果を踏まえた施策につきま

しては、「健康おきなわ21」計画に基づき、食育の推

進、生活習慣病予防対策、たばこ対策及び心の健康づ

くりなど、県民一体の健康づくり運動を進めていると

ころであります。平成25年度の予算案では、県民を健

康行動へ誘導する新たな方法を開発する研究事業費を

含めて、約１億7000万円を計上しております。

　次に、県立病院についての御質問の中で、医療計画

指針を踏まえた県立八重山病院の位置づけについてお

答えいたします。
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　県立八重山病院においては、八重山圏域の救急医療

等、地域で必要とする政策的医療を実施する役割を担

うとともに、民間等の医療機関や介護関係施設等との

連携を図り、患者の状態に応じた医療や介護につなげ

る機能を充実させていく必要があると考えておりま

す。

　次に、新石垣空港開港に伴う急患搬送への対応につ

いてお答えいたします。

　石垣空港跡地は、急患搬送用のヘリポートとして引

き続き活用することとされており、現在、石垣市でそ

の準備が進められております。沖縄県においては、石

垣市が行うヘリポート整備に対して財政支援を行って

まいります。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　福祉保健行政につい

ての御質問の中で、県内の微小粒子状物質（ＰＭ2.5）

の汚染状況等についてお答えいたします。

　県では、平成23年度より中部福祉保健所において微

小粒子状物質（ＰＭ2.5）を測定しており、その結果

については、平成25年２月７日より県のホームページ

で公表しております。測定値のうち本年１月23日から

25日の３日間において環境基準（１日の平均値35マイ

クログラムパー立方メートル以下）を超過しておりま

したが、その後は、環境基準以下で推移しておりま

す。国においては、去る２月27日、専門家会合の意見

を踏まえ、１日平均値が70マイクログラムパー立方

メートルを超えると予想される場合に、住民に注意喚

起をする暫定的指針を決定しております。県では、引

き続き測定を継続するとともに、国の指針等に基づ

き、県民への情報提供に努めるなど適切に対応してい

きたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕

○病院事業局長（伊江朝次君）　県立病院についての

御質問の中で、病院現場からの要望人員についてお答

えいたします。

　病院事業局では、各病院からの増員要望について必

要性や緊急性、人材確保の見通し、経営への影響等に

ついて各病院と調整し、351名の増員要望を取りまと

めたところであります。

　次に、今議会で議決されないことによる影響につい

てお答えいたします。

　病院事業局においては、安定的な医療提供体制の確

保を図る観点から、必要性や緊急性、経営への影響等

を考慮し、これまで３年にわたり308名の職員定数を

増員してきたところであります。病院事業局では今

回、各病院と調整し取りまとめた351名の増員要望に

ついて、現在、関係機関と調整を行っているところで

あります。これについては、国の医療制度改革の動向

や県立病院としての役割を踏まえ、中期的スパンで医

療提供体制の充実を図ることに重点を置いたものであ

り、今議会において定数改正がなされなかったこと

で、現医療提供体制等に直ちに影響が生じるものでは

ないと考えております。病院事業局としては、今後と

も各病院と連携を図りながら、病院現場に影響が出る

ことがないよう対応していきたいと考えております。

　次に、新県立八重山病院の早期建設を求める要請に

対する県の対応についてお答えいたします。

　県立八重山病院は、築32年が経過し施設が老朽化し

ていることから、病院機能の維持及び安全性の確保を

図るため、現在老朽度調査を行っているところであり

ます。新県立八重山病院の建設については、現在実施

している老朽度調査の結果を踏まえ、早急に基本構想

及び基本計画を策定していきたいと考えております。

　次に、新病院の場所として現石垣空港跡地が最適地

として提言していることについてお答えいたします。

　新県立八重山病院の建設場所については、離島にお

ける県立病院の果たしている役割や機能を踏まえ、救

急搬送や患者の利便性、災害時における安全性などを

考慮し、適切な医療提供が図られるよう、関係機関と

調整を行いながら、基本構想及び基本計画の中で検討

していきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　総務部長。

　　　〔総務部長　川上好久君登壇〕

○総務部長（川上好久君）　県立病院についての御質

問の中で、沖縄県職員定数条例の改正議案が提案され

ていない理由についてお答えいたします。

　病院事業に係る職員定数の増員の改正について、現

在、県立病院の役割を踏まえた必要性や、病院経営の

改善に資するかどうかを病院事業局と調整しながら慎

重に検討を行っています。今後、その確認、調整作業

が終了し、定数改正の必要性と経営への影響が判断で

きた段階で適切に対応したいと考えています。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　では、再質問をさせていただきま

す。

　まず初めに、知事の所信表明の中から２点、質問を
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したいと思います。

　まず、重粒子線の治療検討についてでありますけれ

ども、その重粒子線治療というのはおおよそといいま

すか、簡潔にどういうような治療法なのかということ

と、それから全国でどれぐらい導入されているのかと

いうことをまず初めにお聞きしたいと思います。

○議長（喜納昌春君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（崎山八郎君）　重粒子線治療は、が

んの放射線治療法の一つであります。重粒子線治療は

光の速さの約70％の速さに加速した炭素イオンを、が

んの病巣に狙いを絞って照射する治療方法でありま

す。重粒子線治療は、痛みを伴わず、副作用が少ない

こと及び１回の照射で得られる効果が大きいこと。ま

た、従来の放射線治療が効きにくいがんや複雑な場所

に生じたために手術が困難ながんも治療することが可

能である、そういうふうな治療であります。

　それから、重粒子線治療施設ですけれども、既設の

施設が３カ所、建設中の施設が１カ所という状況であ

ります。

○議長（喜納昌春君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　その機器のおおよその金額といい

ますか、購入金額というのは幾らかということと、そ

れを１回受診するとしたら保険の適用はできるかとい

う点をお聞きしたい。

○議長（喜納昌春君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（崎山八郎君）　これは兵庫県の県立

粒子線医療センターの例でありますけれども、施設整

備に約120億円、運営費として年間約22億円、治療費

ですけれども約300万円ということで、現在は医療保

険の適用外というところであります。

○議長（喜納昌春君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　大体おおよそ150億と言われてい

るこの機器整備について、先ほど観光という言葉があ

りましたけれども、どれぐらいの人員を見込んで、年

間どれぐらいの方々がそれを受診することによってペ

イするんでしょうか。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午後５時36分休憩

　　　午後５時36分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　福祉保健部長。

○福祉保健部長（崎山八郎君）　約700人程度だとい

うふうに思います。

○議長（喜納昌春君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　700人のうち県民といいますか、

県内で活用しそうな数字という推計はどうなっていま

すか。

○議長（喜納昌春君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（崎山八郎君）　県内の平成20年度に

おけるがん登録事業の中でのがんの罹患患者数は6179

人ということで、がん罹患患者に占める重粒子線治療

対象者は約６％から７％ぐらいというふうに言われて

おりますので、単純にこのがん登録の患者数に6.5％

を掛けた場合に、400人程度というふうなことが出て

きます。

○議長（喜納昌春君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　400名程度対象であっても１回の

治療費に300万というのはそうそう受けられるような

費用ではないわけですよね。私はこの考えに際して、

まず優先順位ということも踏まえてやっぱり費用対効

果、全国的に今計画しているところもまだあるようで

すから、この見込みを私は安易にしてはいけないので

はないかなと思います。その前に私としては優先順位

をいうと、離島のがん患者に対する、今行われている

放射線のほうをまず検討するということを御提案をし

ていきたいと思いますがいかがですか。

○議長（喜納昌春君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（崎山八郎君）　今こういったその費

用対効果のことも含めて調査事業ということで調査を

実施しているところであります。離島の患者について

はがん対策計画がありますので、その計画の中で離島

のがん患者に対する支援は進めていきたいというふう

に考えております。

○議長（喜納昌春君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　では次に、「長寿世界一の復活」

について、通告を出した翌日にこんなに大きく長寿県

急落のニュースが出てまいりました。（資料を掲示）

　非常にインパクトのある内容になっているかと思う

んですが、我々が通告をやるのはその前の日でござい

ました。

　それで私が2004年に県議になって以来、健康と長寿

というキーワードで自分の過去の質問を検索してみる

とこれだけになっています。（資料を掲示）　これだ

け毎年のように質問してきています。質問してきて何

ができなかったのかということを私なりに反省もいた

しました。そのときにまずこういうことが、私は最初

の質問のときにこういう前置きをしています。長寿県

沖縄の再生についてですけれども――これは2004年の

７月の質問でございます――「つい数日前に「沖縄が

長寿でなくなる日」という本が出版されたようであり

ます。この本の企画は、本県の男性の平均寿命順位の

急落から」――2000年に26位ショックというのがあっ
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たわけでその４年後の質問です――「長寿県沖縄の現

状と高齢者の取材を通して検証しようという内容のよ

うであります。実際、沖縄県の長寿がどのようにして

転落をしていくのかを見詰めている人は少なくありま

せん。このまま転落していくのか、長寿県沖縄の再

生・復活をなし得るのかが今まさに注目をされている

わけであります。」という前置きをしています。それ

から延々と質問をしてまいりました。そして何と今

回、――言われていましたね、女性は落ちるだろう

と。ただ、何位になるかはわからないと、女性も確実

に落ちるだろうと。私は辛うじて３位になったのは、

ある意味でまだまだかなという大丈夫感を持つんです

けれども、その中で先ほどの答弁で私は具体的な道筋

を質問しているんですね。そうすると、部長は「健康

おきなわ21」の25年の中間策定、そして30年目途に今

後とも施策を展開するんだとおっしゃっているわけで

すね。これは具体的にはないので、これまでやってき

た沖縄県の健康推進事業にどういう問題点があったの

かという、今、この時点での県の認識はどうなってい

ますか。

○議長（喜納昌春君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（崎山八郎君）　我々も最初は「健康

おきなわ2010」という計画に基づいて健康づくりを進

めてきていて、見直しの際に「健康おきなわ21」とい

う形で健康づくりを進めてきたわけですけれども、い

ろんな啓発活動であったりあるいは健診の受診勧奨

だったり、いろんな取り組みを県も含めいろんな市町

村、関係団体取り組みを進めてきたわけです。今回女

性が３位になったというふうなことで非常に我々も残

念なことだというふうに思っております。これまでの

取り組みについては、必ずしも十分であったかと言わ

れるとそれは十分とは言えないところもありますけれ

ども、それなりにたばこの喫煙率の問題だったり、あ

るいはたばこの環境だったり、塩分の摂取量だったり

とかというような一定の効果も見られていますけれど

も、必ずしも十分な成果を上げることができなかった

ということであります。

○議長（喜納昌春君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　では、これまでの取り組みを検証

してということもありますけれども、県がこのように

今日の結果になる兆候といいますか、危ないぞと思っ

たのはいつごろからですか。

○議長（喜納昌春君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（崎山八郎君）　平成14年の12月に都

道府県別の平均寿命というのが公表されましたけれど

も、そのときに先ほど議員のほうからもありましたよ

うに、本県の男性の平均寿命が26位というふうになり

ました。女性の平均寿命においても伸び幅が全国に比

べて小さくなってきているというふうなことがありま

したので、そういった危ぶむ声もありました。そう

いったことから女性についても少し危ないかなという

ふうなことは思っておりました。特に、平成17年の年

齢調整死亡率が出ましたけれども、そのときに本県の

女性の年齢調整死亡率の順位が、平成12年は２位であ

りましたけれども13位へ後退したということから、そ

れで女性の平均寿命の後退をさらに危惧していたとい

うふうな状況であります。

○議長（喜納昌春君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　およそ平成14年、17年のお話でご

ざいますけれども、この間８年間になろうとしていま

す。この間に何をどのように気合いを入れてきたのか

ということを問いたいわけなんですけれども、そうい

う意味で言うと、そのころは長野県が近い将来に男女

ともに１位になるというのは全国的に皆さんもう十分

に周知されていたと思うんですよね。それで皆さんは

長野県からいろんな行政マンもいらして意見交換した

り勉強会したり、それから視察にも行かれたでしょ

う。そういうようなことをやってきたんですが、本県

との大きな違いは何だと思いますか。

○議長（喜納昌春君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（崎山八郎君）　長野県における健

康・長寿の取り組みについては、保健活動として古く

から実施されていまして、昭和30年代から住民一斉血

圧健診であったり、あるいは脳卒中予防健康診査で

あったり、がん検診、糖尿病集団検診こういったもの

を実施しております。昭和33年当時、長野県の年齢調

整死亡率は全国で最も悪いほうの部類でありました、

脳卒中の減少への取り組みとして減塩運動などを実施

してきたと聞いております。また、人材育成として保

健師あるいは保健補導員、あるいは食生活改善推進員

などの育成支援活動を行っております。長野県ではこ

ういった取り組みによって３大死因のうち、特に心疾

患、脳血管疾患の年齢調整死亡率が昭和60年と比較し

て大幅に減少しているというふうに認識をしておりま

す。

○議長（喜納昌春君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　一方、沖縄県のこれまでの取り組

みの中では、こういうような保健補導員であるとか保

健師であるとか、食生活改善推進員とかそういうよう

な養成というのはどれぐらいされてきたんでしょう

か。

○議長（喜納昌春君）　福祉保健部長。
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○福祉保健部長（崎山八郎君）　こういった保健活動

に従事する人たちについては着実に養成はされてきて

いるわけでありまして、現在沖縄県の保健師数ですけ

れども、人口10万人当たり24.4ということで、これは

全国24位の状況にあります。それから栄養士について

も、市町村に行政栄養士を配置しているわけですけれ

ども、沖縄県の市町村への行政栄養士配置率も80.5％

ということで――非常勤も含んでの話ですけれども、

そういった形で養成されてきております。それ以外

に、食生活改善推進員とかそういった方々も養成して

活動してもらっているというふうな状況で、現在沖縄

県の食生活改善推進員は1000人ちょっとの数になって

おります。

○議長（喜納昌春君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　まず、こういうマンパワーを養成

はしてきているけれども、その機能が十分生かされて

いない。絶対数が全然足りないということは、結果と

して成果が上がっていないわけですから問題だろうと

いうふうに私も思います。

　それで私提案なんですけれども、まず１つには、沖

縄が一番問題にしなければいけないのは――目標値を

立てるんですよね、行政では。いつまでに何％やろう

とかやるんですけれども、それを実行するための道筋

がないんですよ。誰がどのようにやるのか、県はどう

やってきたかというと、三十幾つかの医療関係も含め

た組織団体に、これやってくださいあれやってくださ

いとやるわけ。そうすると医師会等は年に何回かの講

演会を持つわけですよ。講演会で来る人というのはど

んなに多くたって1000人なんですよ。これだけ140万

県民を考えるのに、そして意識改革を図らないといけ

ないのに、そういうようなことで焼け石に水という

か、悪くなるのに全然歯どめがかからないというのが

行政の今までのあり方。

　そこで私は、まず知事の今回のコメントにもありま

したように、これは知事が云々じゃなくて県のスタン

スとしてずっとあるんですよ、前の時代からですね。

つまり、まず何と言っても県民が自覚をするべきなん

だと。一人一人の自覚を問題視しているわけですよ。

ここが一番の問題点だと私は思っています。なぜかと

いうと、ナンクルナイサという精神が県民なんです

よ。そういう県民に自覚しろ自覚しろと言ったって、

何をどう自覚して行動したらいいかわからないんで

す、みんな。ここが長野と大きく違うところなんで

す。

　知事、長野県は昭和20年代から佐久市という一つの

病院が脳卒中の予防で減塩対策をしたんです。そのと

きに保健師を中心にして一軒一軒のお家の味噌汁の塩

分濃度をはかっていったんですよ。そしてあなたのと

ころの塩分は幾らに、これよりどれぐらい半分にしな

さいとかやっていったんですよ。ですから減塩運動を

やったときに、味噌汁は１日に１回なんだと。長野と

いうと味噌の名地でもあるんですよ。味噌汁は１日１

回にしろと、そしてラーメンとかおそばを食べるとき

には汁を半分残せと、具体的なメッセージをどんどん

出していったんですよ。こういう地道な行動を50年以

上続けて１位なんですよ、今。沖縄は何をしたのかと

いう話なんですよ、今。だから、この意識をまず、県

民の個人の自覚にしないこと、これどうですか、部

長。

○議長（喜納昌春君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（崎山八郎君）　一人一人が自分の健

康に気をつけて健康づくり活動をするというようなこ

とは、これはもう重要なことでありますので、これは

今後とも呼びかけはしていきたいというふうに思って

います。

　それと同時に、個人個人が健康づくりをなかなかや

ろうと思ってもできない状況がありますので、そう

いった個人個人の健康づくりができやすいような環境

づくりといいますか、いろんな家族からの働きかけで

あったり、あるいは地域からの働きかけであったり、

あるいは先ほど申し上げましたけれども、たばこの環

境を整備したりというふうなそういった健康づくりを

しやすい環境も進めていくということで、今回25年度

の新たな事業ということで、そういったことも念頭に

入れたモデル事業を考えているところであります。

○議長（喜納昌春君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　今までのやり方ではもうだめなん

だという認識をぜひ全部で持ちましょうよ。これまで

のやり方ではもう沖縄県民はストップがかからない。

だからがらっと変えるんだと。これはお金の問題では

なくて、このマンパワーというのは先ほど部長は何名

とかおっしゃってもうつけ焼き刃のように1000名余り

だと言っていましたけれども、長野県は30から50世帯

に１人の割合でふやすんだと、保健補導員を。今もう

既に２年交代で20万人以上が養成されているんです

よ。だから一人一人の家庭をもちろん促すということ

は、これだけの人たちがそういう意識の中にあるとい

うことなんですよ。ですからそういう地道な人を養成

するということと同時に、そういう人たちが地域で

しっかりとそういうお話を身近な人たちにしていくと

いうことがとても大事なことなんですよ。そういうマ

ンパワーを２番目には養成をするということを目標
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に、例えば人口100人に対して１人養成するんだと決

めたら、市町村にそうおろせばいいんですよ。そのた

めに助成は講師料なんですよ。そこには何も足代要ら

ないんですよ。講師料で毎年のように養成していけば

いいんですよ。100人に１人それぞれの市町村でやる

んだといったら、那覇市だったら3000人養成するんで

すよ、何年計画かで。そのことでどういう活動しても

らうかという活動内容を決めればいいわけなんです

よ。どうなんですか。

○議長（喜納昌春君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（崎山八郎君）　そのような健康づく

りを支援する人材の育成ですね、そういったことにも

ぜひしっかり取り組んでいきたいというふうに思いま

す。

○議長（喜納昌春君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　３番目には、やはり県民にすぐ実

行しやすいさっき言った減塩対策、例えば沖縄が油が

ターゲットであれば揚げ物は週１回にしましょうと、

毎日やるんじゃないとかきちんとすぐ実行可能なよう

なメッセージを出すべきだと私は思います。これは毎

回、長寿に関して健康に関して質問をしようと思いま

す。

　次は、大気汚染は次回にやりますが、私は大気汚染

のＰＭ2.5はたばこの問題に絡めてやりたいと思いま

す。たばここそ問題があって、汚染の問題は非常に大

きいと思っています。

　さて、県立病院の問題に行きたいと思います。

　先ほどから病院事業局もお話ししていますけれど

も、私、総務部長にお聞きしたいんですよ。総務部

長、前回の代表質問で十何回も話し合いがされてきた

けれども、時間がなかなか十分じゃなかったと、すり

合わせに時間がかかったんだという答弁がありました

よね。病院事業局長と総務部長でこういうすり合わせ

をしないといけないという根拠はどこにあるんです

か、法的な根拠はあるんですか。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午後５時55分休憩

　　　午後５時55分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　総務部長。

○総務部長（川上好久君）　お答えいたします。

　病院事業局ですけれども、これは地方公営企業法が

全部適用されております。職員定数を改正する条例案

を作成をして知事に送付することは、これは病院事業

管理者の担任事務というふうに法律でうたわれており

ます。一方、条例を議会に提案する権限は知事にある

わけでございまして、当該条例案について県の行財政

を預かる立場から、調整・審査するということもこれ

も同じく地方公営企業法でうたわれております。

○議長（喜納昌春君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　その病院の職種について、人員に

ついて皆さんとすり合わせをするということの根拠を

聞いているんですよ。条例提案をするのは皆さんとい

うのはわかっているんです。そのすり合わせをしなけ

ればいけないという根拠はどこにあるんですかと。

○議長（喜納昌春君）　総務部長。

○総務部長（川上好久君）　これは今まさに申し上げ

たとおり、いわゆる知事の総合調整権という中で行わ

れるわけです。

○議長（喜納昌春君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　じゃ、地方公営企業法の72条はど

ういうふうになっていますか。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午後５時57分休憩

　　　午後５時57分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　これをさかのぼってみると、平成

18年の照屋守之議員の再質問で、一部適用から全適に

なるときのメリットについて聞いているんですね。当

時こう答えています。５つある中で関連しそうなのが

２つあって、病院事業を専門とする職員の採用、育成

が全適になると可能になること、そして経営環境の変

化に対応する組織体制の構築が管理者の権限のもとに

迅速に図れるようになること、これは全適のメリット

として５つの中のこの２つが人員に対してうたわれて

いるんですね。権限が今移っているとは今の答弁では

考えられないんですけれども、だからなぜですかと聞

いているんですよ。

○議長（喜納昌春君）　総務部長。

○総務部長（川上好久君）　ちょっと今手元にはない

んですけれども、全適になることによって企業管理者

へいろんな権限が措置されるわけです。そしてその企

業管理者の責任として経営をしっかりとやっていく

と、これは企業管理者の責任であるわけです。そうい

うふうな観点から、知事は総合調整権という観点でこ

ういうふうな条例の提案についても議論をしながら出

しているというふうなことでございます。

　加えて申し上げますと、職員の定数を条例で定める

というこの趣旨というのは、これは職員の採用によっ

て人件費の費用負担が恒常的に生じていくわけです。

これは知事部局でもそうなんですけれども、そういう
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ふうな状況がございます。予算でその統制をするとい

うのはこれはその当該年度だけ、それをあらかじめ条

例によってその総数を制限をするとそういうふうな趣

旨になっているわけでございます。

○議長（喜納昌春君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　これはかなり認識の違いがあるな

と思うんですが、言ってみれば権限移譲の中には、今

おっしゃったこと、だったら一部適用でいいんじゃな

いのかという話なんですよ。今皆さんがおっしゃって

いることは、全適の意味を全くなさないということを

みずから言っているようなものなんですよ。結局それ

だけ信頼して、８条にはもしその信頼した事業責任者

がそういうことをできなかった場合の罰則等もあるん

ですよ。そういうことを委任していないということな

のではないんですか。

○議長（喜納昌春君）　総務部長。

○総務部長（川上好久君）　もう少しわかりやすくお

話しを申し上げますと、定数というのは、この人件費

というのは、これは一旦採用すると経営が厳しくなっ

ても簡単に削ることはできないものです。そういうふ

うな意味合いにおいてはやはり慎重にやらなきゃいけ

ない、そういうふうな性格のものであるわけですね。

そういうふうなことで我々としては、真摯にこれは病

院事業局と調整をしてきております。今般、351人の

要求が出ているわけであります。過去３年間で300

人、その前は2000名です。2000名から３年間で300

名、さらに351名、これは経営改善がようやくなった

というふうな状況の中で出てくる数字なのかなという

ふうなことも我々は念頭に入れながらいろいろな議論

をしております。今般、病院から出てまいりました検

証結果報告書の長期収支推計の中では351名という数

字はございません。そういうふうなものがもしあると

すれば、351名必要というのであれば、それは長期収

支推計の中で出して、それを示しながら要求をしてい

くというふうなものが県民的にはわかりやすい世界な

のかなというふうに考えております。

○議長（喜納昌春君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　行政的な発想を病院に持ち込んで

いるということが最大の問題だなと。今、国の医療体

制は人をふやすことによって診療報酬が上がるわけで

す。これから25年に向かっては、人をふやしてなおか

つ今の1.6倍、２倍、そして八重山だったら1.3倍ふや

してこそ診療報酬が上がる、これだけではないんです

よ。次は入院日数なんですよ。だからますます人をふ

やさなければ経営は成り立たないという方向にあるん

だということ、行政マンとは全く違うんだという認識

を病院側に持たない限り、病院はもうできないんです

よ。ですから、自分たちの行政的な発想を病院に持ち

込むこと自体が私はもうもはや問題だなと思います。

このことは置いておきます。このことは置いておきま

すが、次はちょっと時間がないので八重山病院に行か

せてください。

　八重山病院の、先ほど位置づけで――残り少ないの

で――八重山病院の改築に向けてぜひお願いというか

考えてほしいことですが、八重山の高齢化というの

は、20年後には1.9倍になると、人口も減らないと。

それを踏まえまして、やはり亜急性型プラスの療養型

も加味した問題をやるのか。そういうようなことも踏

まえて、それから観光があるから、国際線が入ってく

るから感染病の拠点としても考えないといけない、観

光客もふえる。こういうようなことを総合的に考えた

八重山病院のキャパを考えないといけないと思うんで

すけれどもどうですか。

○議長（喜納昌春君）　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　お答えいたします。

　今のこの八重山医療圏は、今でもやっぱりかなり高

齢化しているという状況がございますし、我々団塊世

代がいわゆる10年、20年になっていきますと、さらに

一層これは拍車がかかるという状況がありまして、や

はりその辺の医療の提供体制というのは、しっかり将

来を見据えた吟味をしなきゃいけないというふうに

思っております。

　それから、先ほどの将来的に医療がいわゆる在院日

数を短縮してくるという状況がございます。これはま

さしく亜急性期の病棟をしっかり備えなければ成り

立っていかないという状況がございます。ですから、

今、県立病院は急性期の病院としてやっていこうとい

うことでありますが、今、北部病院でもそういうもの

に備えて亜急性期をやろうということで今動いており

ます。ですから宮古・八重山においても将来的にそう

いうことをやっぱり考えた体制をしなきゃいけないと

いうふうに考えております。

　それから、療養型に関しては、現在のところは民間

でもかなりの病院がやっている状況がございますの

で、将来的にその民間の動向がどうなるかわかりませ

んが、その辺を見据えながら県立病院として考えてい

きたいというふうに思っております。

○議長（喜納昌春君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　高齢化率とそれから国の医療指針

を踏まえて、八重山は減らないと。そして1.9倍にな

るということを踏まえて私はその大きさを考えていた

だきたいと思っています。
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　ありがとうございました。

○議長（喜納昌春君）　20分間休憩いたします。

　　　午後６時６分休憩

　　　午後６時27分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　休憩前に引き続き質問及び質疑を行います。

　玉城　満君。

　　　〔玉城　満君登壇〕

○玉城　　満君　前田政明大先輩がお亡くなりになっ

て議場もすごく静かになったわけですが、最初、私

は、前田さんと照屋守之議員のやりとりを見て、議会

はいつもこういう感じなんだと思っていましたけれど

も、今議会からすごく静かになりましたですね。静か

になったと同時に、ちょっとニーブイカーブイする人

もふえてきたのかなという感じがしておりますが、本

当に御冥福をお祈りしたいと思います。

　さて、先ほど比嘉京子議員の長寿の話があったもの

ですから、ちょっと前説として長寿についてのいろん

な話をさせていただきたいなと思います。

　かつて大宜味のほうの大宜味診療所というところ

で、東哲之先生という長寿の先生がおりまして、この

東哲之先生とおつき合いをさせていただいていたわけ

でございます。もう東先生も亡くなられて大分なるん

ですが、よく長寿のイベントに呼ばれまして、シンポ

ジウムで、玉城君、沖縄は何で長寿かわかるかと言う

から、気候がいいからじゃないですか、食べ物がいい

からじゃないですかと言ったら、違うよ、沖縄は親不

孝者が多いから長生きするんだよと。これは親孝行

じゃなくて親不孝ですかと言ったら、親に微妙に心配

をかける技術にたけていると言うんです。

　これはどういうことかというと、よく長寿のイベン

トで100歳近い方にインタビューもしたことがあるん

ですが、ウンジュン98ナミシェーン、ガンジューサイ

ビーンヤーと聞いたら、このおじいちゃんが何と言っ

たかというと、うちの長男が一人前になるまでは私は

グソーに行きません。おたくの長男はお幾つですかと

言ったら、74歳。74歳というともう知事と同年代の方

ですよね。一人前じゃないんですよ、あの人たちから

すれば。

　それともう一つありまして、離島に八十幾つのお母

さんがお一人で生活されていて、農作業サイ、ヌーサ

イやっているわけですよ、ヒージャーチカナタイ、

トゥイチカナタイやっているんですね。そして、ここ

の長男が七月と正月に戻って帰るわけですよ。そうす

ると、このお母さんは、アチャー、ワッターチャクシ

ヌムドゥティチューッーサーということで心わくわく

して、マチグヮーまで繰り出してクヮッチーを仕入れ

てきて仕込んで、そしてこの七月当日になりますと、

まず自分の長男を説教するわけです。イャーヤ　ハタ

ラチョンナー、真面目にソーンナー、会社大丈夫ヤン

ナーと一生懸命言うわけですよ。実は、このチャクシ

の方は年商ウン千万、年収ウン千万の方ですごくエー

キンチュなんだけれども、オカーはいつまでたっても

心配なんです。それでカメー、カメーしてクヮッチー

を食べさせた後に、このオカーが年金でためたお金を

茶封筒に入れまして、この息子さんに、はい、小遣い

使いなさいと出す。すると、この息子さん偉いです、

もらい方がすごい。オカー、ありがとう。これでワッ

ター会社、どうにかしのげるさと。するとオカーは、

アイ、正月までまたハマランネーナランサヤーと。こ

ういうわくわく感というのが、若干心配はかけている

んですが、実はオトー、オカーをすごく元気にさせる

ということなんですね。だから、若干のすねかじり、

親不孝はやっぱりやると父ちゃん、母ちゃんは元気に

なると。

　２つ目の理由があるんです。まだまだ続きます。２

つ目の理由は何かといいますと、沖縄のオバーの料理

の出し方にあると言うんですね。沖縄のオバーは一言

も二言も多いんです、料理を出すときに。ヌチグスイ

ドー、髪生えてくるよ、ワタヌクスイドー、ニチサマ

インドーと、オバーが出す料理は全部薬なんですよ。

だから、オバーがおられる家庭は毎日薬を食べている

ような感じになりまして、これはやっぱり医食同源と

はよく言ったものですね。これをオバーが、ウリ毒

ドー、ウリカミーネー死ヌンドーとこれをやったら、

どんなにクヮッチーでも、どんなに薬でもやっぱり毒

になってしまう。だから、最近、料理をつくってそう

いうふうな一言も二言も言葉をタックヮーシムッ

クヮーシするおばあちゃんが少なくなったというの

も、やはり女性が長寿第３位に落ちたという要因の一

つではないかなと。

　まだあるんです。３つ目は、オジー、オバーの笑い

話が圧倒的に多いということです、この沖縄は。ヤマ

トは、皆さん落語で御存じのように、熊さん、八っ

つぁんという中年の皆さんの町方の話が笑い話として

ずっと伝わるんですね。ところが、沖縄はオジー、オ

バーたちの笑い話がずっと身の回りにある。病院に

行ったオバーの話では、オバーが肩が痛いというか

ら、先生がどちらの肩と言ったら、読谷ですと。こう

いうおばあちゃんがやはり自分の足で病院に行った

り、自分の足でバスに乗ったりしているという。要す

るに、何が言いたいかというと、フカカラアッチャー
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をするオジー、オバーがたくさんいたわけですね。今

はやっぱりフカカラアッチャーをさせないで施設のほ

うに送り届けて、ここで皆さんやっているものだか

ら、やっぱりもう少し一般の大衆のところにオジー、

おばあさんたちをいざなうというか、そういうことを

やっていくと全然違ってくるんではないかなと。

　先ほど来、京子先輩が減塩運動とかとおっしゃって

いましたけれども、ウチナーはやっぱり島マースとい

う宝を持っているわけですから。大体の人に何でイッ

ターはにがり十分の島マースを使わないのと言った

ら、大体の人がこう言いますよ。タカサヌアレーヤー

　チカーリーンナーヤーと言うんですね。ところが、

こういうところを県の執行部の皆さんが、島マースを

普及させることで長寿をふやすことができるんじゃな

いかとか、例えばお笑いをふやすことで再度長寿１位

に返り咲くんではないか。だから、福祉保健部の分野

だけでなく商工労働部も絡んでいるし、文化観光ス

ポーツ部も絡んでいるし、農林水産部も絡んでいるん

ですよ。だから、そういう意味では、沖縄の文化が今

まで長寿を支えていたということをやっぱり念頭に置

いて長寿と向かい合わないと、僕は、ちょっと難しい

のではないかなという気がしています。

　それでは質問に入りたいと思います。

　１、知事の政治姿勢について。

　茨と咽はカットいたします。

　芋、知事みずから沖縄経済のエンジンと称した下地

島空港の今後の活用方針について伺う。

　鰯、プラス成長と言われている沖縄の経済成長率に

ついて、知事の見解を伺う。

　允、世界有数の観光地ハワイに沖縄は何を学ぶべき

か、知事の見解を伺う。

　印、オフリミッツの影響で異国情緒あふれる沖縄市

のゲート通りが大打撃を受けている。知事の見解と対

策を伺う。

　２番、文化観光スポーツ部関係。

　茨、文化振興条例の進瀧について伺う。

　芋、沖縄国際映画祭への県の支援について伺う。

　鰯、沖縄市を中心に開催されているチャンプルー博

覧会、通称チャンパクへの県の支援について伺う。

　允、本土からの修学旅行に対する県の支援について

伺う。

　印、沖縄県のビーチ文化の意義について伺う。

　咽、沖縄の島唄について県の認識、支援について伺

う。

　員、沖縄県文化観光戦略推進事業の成果について伺

う。

　因、県立芸大のカリキュラムについて伺う。

　３、総務部関係について。

　茨、沖縄県私立学校施設改築促進事業基金の進瀧に

ついて伺う。

　４番、企画部関係について。

　茨、鉄軌道導入について。

　ア、調査費について伺う。

　イ、県は、各地方自治体、広域圏との調整は行った

かを伺う。

　ウ、交通機関、関係業者との調整は行ったかを伺

う。

　５番、商工労働部関係。

　茨、三線の伝統工芸士認定の進瀧について伺う。

　芋、沖縄検定の種類と数について伺う。

　６番、環境生活部関係について。

　茨、比屋根トンネル付近の不法投棄について、県の

見解と対策を伺う。

　７、我が会派の代表質問との関連について。

　新垣清涼議員のしまくとぅばについて、その普及の

筋立てについて伺う。

　以上です。

○議長（喜納昌春君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　玉城満議員の御質問に答弁

をいたします。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、下地島空港の

今後の活用方針についてという御趣旨の御質問に答弁

をいたします。

　下地島空港は、那覇空港並みの3000メートルの滑走

路を有した空港であります。同空港の機能を維持し利

活用を図ることは、県経済のさらなる振興及び活性化

に大きく寄与するものと考えております。そのため、

現在、下地島空港利活用検討協議会を設置して検討を

進めており、従来のパイロット訓練に加えまして、航

空機の性能試験や航空宇宙産業の誘致など新たな利活

用策について、実現可能性の観点から具体的な検討を

行っているところでございます。検討に当たっては、

伊良部大橋供用後の宮古空港との役割分担を踏まえな

がら、地元宮古島市及び関係機関と連携して取り組ん

でいるところでございます。

　同じく知事の政治姿勢の中で、経済成長率について

の御質問にお答えをいたします。

　沖縄県の経済規模をあらわす県内総生産は、昭和47

年度の4592億円から、平成22年度は３兆7256億円と約

８倍に拡大いたしております。また、平成14年度から

平成21年度までの近年の実質経済成長率は9.3％と
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なっております。これは全国で５番目に高い成長率と

なっております。

　沖縄県としましては、今後とも沖縄21世紀ビジョン

基本計画に基づき、観光・リゾート産業や情報通信関

連産業の振興に加えて、臨空・臨港型産業の集積など

第３、第４のリーディング産業を育てるとともに、農

林水産業など域内のあらゆる産業を振興し、強くしな

やかな自立型経済の構築に邁進してまいりたいと考え

ております。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（喜納昌春君）　文化観光スポーツ部長。

　　　〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　知事の政治

姿勢についての中の、沖縄が観光地ハワイに学ぶこと

についてとの質問にお答えいたします。

　豊かな自然環境と独自の文化を観光資源とし、観光

産業を州経済の中心とするハワイ州は、本県との類似

点が多く、これまでもＭＩＣＥやリゾートウエディン

グなど観光の先進地であるハワイから多くのことを学

んでまいりました。特に、徹底した国・地域別のマー

ケティングやそのブランド戦略、各島々の個性を生か

した魅力の演出、自然資源・伝統文化の保存・活用な

どにつきましては、今後も沖縄県が学ぶべき点である

と考えております。

　県としましては、新たにハワイから学べる点につい

ては積極的に取り入れ、アジア・太平洋地域において

高いブランド力を保持し、選ばれる観光・リゾート地

を目指してまいりたいと考えております。

　次に、文化観光スポーツ部関係についての御質問の

中の、文化振興条例の進瀧についてとの御質問にお答

えいたします。

　沖縄県文化芸術振興条例については、今年度その素

案を作成し、学識経験者等で構成される沖縄県文化振

興懇話会において、現在、意見交換を行っているとこ

ろであります。同懇話会の委員からは、県民が参加し

て文化をつくっていくという、県民主体を明確にする

こと、それから本県の文化的背景を踏まえた、他県に

はないような独自の条例にすることなど意見が出され

ており、これらの意見を踏まえ条例案の見直しを行っ

ているところであります。今後は、３月中にもう一度

懇話会を開催し、意見の取りまとめを行った上でパブ

リックコメントの実施等を経て、次年度平成25年度中

に条例を制定したいと考えております。

　次に、同じく文化観光スポーツ部関係についての中

の、沖縄国際映画祭への支援状況についてとの御質問

にお答えいたします。

　沖縄国際映画祭は、各種メディアへの露出により国

内外への沖縄情報の発信につながっていることから、

県としましては、前年に引き続き今年度も支援をする

こととしております。その内容としましては、大型イ

ベント等定着発展支援事業における映画祭告知に係る

47都道府県でのプロモーションにかかる経費や東京ス

カイツリーでの映画祭体験イベントの開催、また「元

気プロジェクト」において県内各地をお笑い芸人がめ

ぐる移動型ステージイベントの開催、国内映画制作者

との交流を図るワークショップの開催などとなってお

ります。そのほか、沖縄県として海外メディアの招聘

や歓迎レセプションの開催も予定をしており、沖縄国

際映画祭を盛り上げていきたいと考えております。

　同じく文化観光スポーツ部関係についての中の、

チャンパクへの県の支援についてとの御質問にお答え

いたします。

　県では、今年度、地域が主体となった着地型観光の

メニューの造成に対し支援する地域観光資源創出支援

事業や、観光誘客の拡大につながるイベントに対し支

援するエンターテイメント創出・観光メニュー開発等

支援事業などを実施しております。

　県としましては、これらの事業を次年度も継続実施

していく予定であり、事業の実施に当たっては、市町

村、観光協会等に適切に情報提供をしてまいりたいと

考えております。

　次に、修学旅行に対する支援策についてとの御質問

にお答えいたします。

　沖縄県では、修学旅行の誘致のため、平和学習の充

実や新たな体験メニューの開発支援、県外修学旅行説

明会の開催などに取り組んでいるところであります。

今後は、修学旅行推進強化事業として事前・事後学習

の充実を図る学校に対するアドバイザー派遣や、継続

的に沖縄への修学旅行を実施している学校に対する新

たな体験プログラムの提案など、学校の満足度の向上

を図る取り組みも強化してまいります。このような取

り組みを実施することにより、修学旅行への支援を今

後とも強化してまいりたいと考えております。

　同じく文化観光スポーツ部関係についての中の、

ビーチ文化の意義についてとの御質問にお答えいたし

ます。

　沖縄県のビーチにつきましては、国内外に誇れる重

要な観光資源であると認識しております。平成24年度

につきましては、県において、ビーチを活用した「バ

リアフリーマリンフェスティバル世界大会ｉｎ石垣」

や「第２回マリンカップｉｎ沖縄」の事業を支援し、
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国内外からの観光客誘致を図っているところでありま

す。また、近年ではビーチサッカーやビーチバレーの

大会なども開催されており、沖縄が国内有数のビーチ

スポーツの開催地としても知名度が向上しておりま

す。

　県としては、今後とも市町村や地域の観光協会など

と連携して着地型メニューへの支援やビーチを活用し

た施策・取り組みなどに努めながら、議員御提案の

ビーチ文化の意義をさらに高めていきたいと考えてお

ります。

　次に、島唄に関する県の認識と支援についてとの問

いにお答えいたします。

　沖縄の島唄・民謡は、沖縄文化を構成する要素の一

つであるとともに、現在も新しい民謡が生まれるなど

県民の暮らしとともに生きている、呼吸する文化であ

ると認識しております。そのため、県では、沖縄の文

化振興の功績のあった者をたたえる沖縄県文化功労者

表彰について、民謡分野についても表彰を行っている

ところであります。

　また、民謡を含む本県の文化芸術に対する支援とし

ましては、今年度から沖縄文化活性化・創造発信支援

事業を実施しており、同事業により、文化団体などが

行う多様な芸術文化活動への取り組み、沖縄文化の担

い手や継承者の育成などに対して助成などを行ってい

るところであります。さらに、次年度は県民の文化活

動や文化関連事業者等の実態を把握し、施策立案の基

礎資料とすることなどを目的に文化活動実態調査事業

を実施することとしており、県としましては、同調査

結果を活用することなどにより、本県の文化振興のた

めの施策をより戦略的に実施してまいりたいと考えて

おります。

　次に、沖縄県文化観光戦略推進事業の成果について

との質問にお答えいたします。

　沖縄県では、沖縄の特色ある文化・芸能等を観光資

源として活用することを目的とし、平成23年度に「沖

縄県文化観光戦略」を策定したところです。この同戦

略は、今後10年間の計画となっており、今年度から誰

もが見たいと思う魅力的な演目、いわゆるマグネット

コンテンツを制作、上演するとともに、その作品が観

光商品として確立するための支援事業を行っており、

主に「沖縄芸能の要素を取り入れたエンターテイメン

ト性船れる演目」や「修学旅行生などが初めてでも楽

しめる組踊の演目」などを制作し、モデル公演として

上演をしているところであります。また、上演に際し

ましては、県内外の観光関連事業者、新聞・雑誌社を

招致しての演目の評価・検証、それから主要メディア

を活用した宣伝・ＰＲ、さらに観客に対する巡回バス

や団体送迎バスの実証実験事業などにも取り組んでい

るところであり、今後は有識者による委員会を開催

し、今年度事業の総括・評価を行った上で文化を活用

した観光誘客の促進を図っていきたいと考えておりま

す。

　次に、県立芸大のカリキュラムについてとの御質問

にお答えいたします。

　美術工芸や音楽などの芸術を学ぶ芸大生にとって、

アートマネジメントを学ぶことを通し文化政策やセル

フマネジメントを身につけることは、自身のキャリア

設計を考える上でも非常に有意義なものであると考え

ており、かねてより芸大と調整を重ねてまいりまし

た。また、在学生を含む幅広い県民に対しアートマネ

ジメントの必要性を喚起し、機運を高めるため、今年

度は芸大と連携し、毎月連続のアートマネジメント公

開講座を芸大にて開催してきたところであります。こ

れらさまざまな取り組みを受けて、次年度後期からは

芸大の共通教育科目の中にアートマネジメントを学ぶ

カリキュラムが導入されることとなりました。現在

は、講師や内容など細部について芸大内部において検

討を重ねているところでありますが、今後とも文化を

基調としたさまざまな文化専門人材の育成にかなうよ

う、さらなるカリキュラムの充実が図られることを期

待したいと思います。

　次に、商工労働部関係についての中の、沖縄検定の

種類と数についてとの御質問にお答えいたします。

　沖縄に関係する検定については、例えば沖縄市観光

協会が実施している「エイサー検定」を初め泡盛や沖

縄伝統食材など沖縄文化をテーマとするもののほか、

竹富町観光協会主催の「ぱいぬ島検定」のように特定

地域をテーマとするものなど多様なものがあります。

また、これら検定はさまざまな団体や事業者が独自に

運営しており、その全容を把握することは困難なもの

があります。

　県としては、これら検定が知的好奇心を刺激するこ

となどにより地域や地域資源をＰＲし、観光や県産品

の消費拡大に寄与するのみならず、地域への愛着や誇

りの再認識、観光人材の育成等にもつながるものと考

えております。

　次に、我が会派の代表質問との関連についての中

の、しまくとぅばを学ぶその方法についてお答えした

いと思います。

　しまくとぅば消滅の危機が叫ばれる昨今、県では、

しまくとぅばの普及・継承を文化行政の一つの大きな

柱と位置づけております。そのため、平成25年度から
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しまくとぅば県民運動推進事業として全県的かつ横断

的な県民運動を展開することにより、県民のしまく

とぅば力を向上させる取り組みを行うこととしており

ます。

　議員から御提案がありましたことを踏まえながら、

しまくとぅばを楽しみながら学んでいく方法、こう

いったところは大変示唆に富むものであると考えてお

りますので、今後の事業の参考にもさせていただきた

いと考えております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　知事の政治姿勢につい

ての御質問の中で、オフリミッツによる影響について

お答えいたします。

　県としましては、米軍を初め関係機関に対し実効性

のある事件・事故の再発防止策を求めてきました。昨

年の相次ぐ米軍人による事件を受け、在日米軍は、再

発防止策として基地外でのアルコール購入と飲酒の禁

止を含む新たな勤務時間外行動の指針を発表しており

ます。

　これらの措置の飲食業界への影響につきましては、

去る２月19日に沖縄県社交飲食業生活衛生同業組合等

から県に対して要請があり、承知しております。

　県としましては、米軍人等による事件・事故の防止

が重要であり、県民の日常生活を維持しつつ、どのよ

うな再発防止策がより効果的なものかも含め、ワーキ

ングチームなどで関係機関と議論していきたいと考え

ております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　総務部長。

　　　〔総務部長　川上好久君登壇〕

○総務部長（川上好久君）　総務部関係の御質問の中

で、沖縄県私立学校施設改築促進事業基金の進瀧につ

いてお答えいたします。

　県内に小・中・高等学校を設置する６学校法人に対

し実施した調査によると、平成25年度から平成28年度

までに３学校法人が９棟の校舎等の改築を予定してい

るところであります。当面は、平成25年度から平成26

年度の２年にかけて校舎の改築を予定している学校法

人カトリック沖縄学園に対し、平成25年度に3000万

円、平成26年度に7000万円の補助をすることとしてお

ります。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　企画部長。

　　　〔企画部長　謝花喜一郎君登壇〕

○企画部長（謝花喜一郎君）　鉄軌道導入に係る調査

費についてお答えいたします。

　国は、平成22年度から23年度にかけて、沖縄におけ

る新たな公共交通システムの導入についての課題整理

を行い、今年度は、導入課題検討に向けた調査や県民

が求める公共交通システムに関する意識調査などを実

施しております。平成25年度の国調査につきましては

１億9000万円が計上され、鉄軌道導入の整備効果につ

いての定量的な測定や需要喚起方策等についてより詳

細な検討を実施すると聞いており、スケジュール等に

ついては、今年度の調査状況を踏まえ整理すると聞い

ております。

　県は、鉄軌道を含む新たな公共交通システムの早期

導入の可能性を高める観点から、平成24年度はこれま

での調査結果を踏まえ、県民のコンセンサスを得るた

めの広報活動、先進事例調査等によるコスト縮減策の

検討、持続的な運営を可能にする特例的な制度の検討

などを実施しております。また、平成25年度は約5000

万円を計上し、引き続き導入のための条件整備に資す

る調査を実施するとともに、導入するルートや事業主

体等についての県としての考え方を取りまとめてまい

りたいと考えております。

　次に、各地方自治体、広域圏、交通機関、関係業者

との調整について、４の茨イと４の茨ウは関連いたし

ますので一括してお答えいたします。

　鉄軌道を含む新たな公共交通システムの導入に当

たっては、都市構造の再編誘導や駅を中心としたまち

づくりなど持続可能な都市形成の観点から、各市町村

におけるまちづくり計画との整合を図る必要があると

考えております。また、利便性の高い公共交通ネット

ワークの構築を図る観点から、交通事業者との連携や

交通網の再編等複合的に検討を進めていく必要がある

と考えております。県では、昨年10月には交通事業者

と、ことし２月には市町村の担当者との意見交換を

行っており、今後とも引き続き国と連携して調査を進

めるとともに、関係機関と適宜協議しながら導入に向

けて取り組んでまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　商工労働部関係につ

いての御質問の中の、工芸士認定の進瀧についてお答

えいたします。

　今年度の沖縄県工芸士認定については、去る１月に

作品審査を行い、三線７名、琉球ガラスと陶器が各２

名、漆器と木工が各１名の計13名を沖縄県工芸士とし
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て認定したところであります。現在、県庁１階の工芸

展示室において今回認定しました工芸士の作品を展示

し、県民への紹介を行っております。

　県では、今回の13名を含め、これまでに105名の沖

縄県工芸士を認定してきたところであります。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　環境生活部関係の御

質問の中で、比屋根トンネル付近の不法投棄について

お答えいたします。

　比屋根トンネル付近の不法投棄については、昨年７

月、沖縄市から中部保健所が通報を受けて現場調査を

行い、家庭ごみや家電品、家具等の廃棄物、おおむね

４トントラック５台分を確認したところであります。

しかしながら、行為者の特定につながる情報がなかっ

たことから、当該土地を管理する中部土木事務所にお

いて、本年２月に一部――これはトラック２台分程度

ですけれども――を撤去しており、残りについても行

為者が特定できない場合は撤去について検討すること

としております。

　不法投棄は、生活環境や都市景観に影響を及ぼす問

題であり、県としましては、今後とも排出事業者や県

民等に対する啓発活動のほか、市町村や警察などとの

連携を密にして監視・指導を強化していく考えであり

ます。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　玉城　満君。

○玉城　　満君　公室長、公室長の回答は、オフリ

ミッツの件なんですが、私の質問の意図というのはど

ういうことかといいますと、これは外国人だけのゲー

ト通りではないんですよ。沖縄市は、51カ国の人たち

が住んでいるわけですよ。そして、民間人だけでも

1000人余りの人たちがあの辺を中心に活動しているわ

けですね。何も軍の軍人だけとか、軍属の人たちだけ

があそこをにぎわわせているわけじゃなくて、ただそ

れがかなり影響しているものだから、一応町として、

このオフリミッツ以降、やっぱり１億円ぐらいの損失

の報告がもう既に来ているわけですよ。要は何が言い

たいかといいますと、あの辺にライブハウスとかそう

いうものがあって、このオフリミッツの影響を受けて

いるものだから、それを県のお力でどうにか手助けを

していただけませんか。例えば観光客をこのゲート通

りにいざなうとか、いろんなもろもろの方向転換に向

けた調査であるとか、準備であるとかいろいろそうい

う工夫を県のほうで対処していただけませんかという

ようなお願いだったんですよ。これを解除しなさいと

いう意味じゃなくて、今現実にゲート通りのライブハ

ウスが完全に壊滅状態なんです。大変な状態なんで

す。

　そして、このゲート通りは、観光地としても、ロ

ケーションとして外国人の皆さんが歩くから、そこに

観光客が来るというそういうシチュエーションもある

んですね。そこにそういう人たちが足を運ばなくなる

ということは、この観光客に何がしかやっぱり一つの

仕掛けをしてここに連れてくる、そういう策を講じて

いただけないかということのお願いなんです。だか

ら、公室長のところもそうなんですが、商工労働部関

係もそうです。そして文化観光スポーツ部関係もこれ

に大いにかかわっているんではないかと思うんです

ね。その辺、公室長の立場としては、そこのまちおこ

しのところまでは入り込めないんだったら、商工労働

部長、そして文化観光スポーツ部長のコメントを手短

にいただきたいなと思っています。

○議長（喜納昌春君）　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　議員御指摘の沖縄市

のゲート通り、それからパークアベニュー、先月、玉

城議員からの現状を見てくれということで、夜、伺わ

せていただきました。沖縄市というあのあたりは、本

当に沖縄本島の中で那覇にもない独特の雰囲気があり

ます。アメリカの方がおり、インドの方がおり、それ

以外にフィリピンの方、いろんな方がいて文化を形成

していると。そういうところで今回のそういう米軍人

等のいろんな事件・事故によってオフリミッツになっ

て商売が厳しくなっていることは現場を見て本当にわ

かりました。

　じゃ、どういうことができるかということで、どう

いう地域を目指すか。先日の新聞に――あれは琉球新

報だったですかね――沖縄市の商店街の事務局長さん

のお考えかと思うんですが、当日伺ったときもいろん

な話を伺ったわけです。やはり地域がどうしたいの

か、この辺をしっかり考えてやること、これに対して

我々がどういう協力ができるかということを、まず地

域で自分たちの町をどういうふうにしたいのかという

ことをぜひ一義的には考えてほしい。もちろん我々も

協力しますし、今、一括交付金というのは、県だけ

じゃなくて市町村にも配分されているわけですね。で

すから、沖縄市も含めてしっかりいろんなものを活用

した取り組みが必要だろうと、そのために県も必要な

部分についてはいろんな知恵を出して協力はできるか

と考えております。

○議長（喜納昌春君）　文化観光スポーツ部長。
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○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　恐らく背景

的にそのオフリミッツをしなければならないいろんな

流れがもちろんあるということは承知であります。そ

して、その上でそれ以外の意味でも、沖縄市そのもの

がやっぱりもっと盛り上がっていかなければいけない

というようなまた宿命も抱えているというふうに思っ

ております。私も、エイサー検定等で週に１回は沖縄

市に通っておりましたけれども、夜の沖縄市のあのあ

たりをやっぱりもうちょっと何とかしなきゃいけない

なということを非常に肌身に感じながら、すごくいつ

もよりも寒い感じを覚えたということが私も実感であ

ります。ぜひ、そういうエイサーや、それからさまざ

まなエンターテインメントを含めて、またライブハウ

ス等を含めていろんな可能性がある沖縄市でございま

すので、今、商工労働部長も申し上げておりました

が、地域の人たちの声ももっとちゃんと聞いて、我々

としてもどういった施策・事業ができるのか、それか

ら今後どういった形で事業展開というのを一緒にやっ

ていけるのか、ぜひ一緒に考えてまいりたいというふ

うに考えております。

○議長（喜納昌春君）　玉城　満君。

○玉城　　満君　ぜひ、皆さんのほうからも提案して

いただきたいなと思います。意外とそういうライブハ

ウスだけではなく、例えば舞台に立たれる方の衣装で

あるとかそういうふうなことでも人気があるんです

よ。それと、インドの方が経営されているテーラーな

んかすごくいいんですね。やっぱり直接インドから仕

入れるんでしょうね。東京あたりで同じ商品を買おう

としたときに、例えばゲート通りで買ったのが８万円

だとすると、東京ではもう30万とか40万かかるぐら

い。やはり直で輸入されているものもありまして、そ

して、このテーラーはもちろんオーダーメードでやる

わけですよ。だから、観光メニューの中に、例えば４

泊５日だったら、初日にこっちに来てもらって寸法を

はかって、帰るときに新しくオーダーメードをした

スーツを持って帰るとかいろんな工夫が、僕はあの辺

にはこれだけじゃなくいろんなことができると思うん

ですね。だから、修学旅行でどうやってドルを使いな

がら異国情緒を味わうかとかというメニューも、やは

り沖縄市だけに考えさせるんじゃなくて、県がやっぱ

り観光の目玉としてそういうメニューもどんどん入れ

ていかないと、米兵相手だけでヨーミ入るというよう

なことになってしまうわけで、ここをもう少し県が

――一括交付金の話がさっきありましたけれども――

沖縄市にもあるんだからということじゃなくて、やは

り県の観光地としての、宝としてもう少しかかわって

いただきたいなと思っております。

　それともう一つ、平田部長、島唄、僕は24年度のイ

ベントの内容を全イベントをちょっといただいて確認

したんですね。（資料を掲示）　そして、私の言う島

唄、なぜそういう話をするかといいますと、この中で

私の知っている島唄の担い手、唄者は一人しかおりま

せん、我如古より子さんだけです。１年の間で、先ほ

ど部長がおっしゃったようにいろんな文化支援事業を

していますというふうな、もう島唄は大切にしないと

いけない、若手の育成とかと言っていますが、実は

今、この島唄会の皆さんからすごく不満が私のところ

にも来ているんですよ。これは内容を見てみないとわ

からないなと思って全部調べました。そうしたら、や

はり今県外で活躍している唄者の皆さん、例えばかつ

ては「琉球フェスティバル」、そして今は熊本県で

やっている「琉球の風」、それは何かといいますと、

県外に行っても客を呼べる人たちがほとんど採用され

ていないというのが現実なんですね。本当にこれでい

いのかなと。やはりこの人たちが今まで築いてきたお

かげで後輩たちがついてきたというところがあるんで

すよ。確かに今の事業を否定するわけではないんで

す。若手の人たちがチームを組んで海外で公演する、

私も提案しました。組踊をぜひアジアの皆さん、世界

各国の皆さんに見せるべきだということも私は言って

いますけれども、唯一この島唄の皆さんだけが冷遇さ

れているということが、この資料の中でもはっきりし

たんですね。

　僕は、この島唄というのは、先ほどのしまくとぅば

の話ともすごくこれはリンクするんですよ。唯一民唄

ができる世界でしょう、島唄って。年間何十曲と民唄

ができているわけです、何百曲とも言われています。

その中はほとんどしまくとぅばでやられているわけで

すよ。その島唄を大事にすることによって、おのずと

しまくとぅばが普及していくという流れを県のほうで

整理していただくともっといいと思いますよ。だか

ら、しまくとぅばを整理しないといけない、弁論大会

もしないといけないなとか、しまくとぅばの先生をい

ろんなところから連れてこないといけない前にやらぬ

といけないことがあるんじゃないかなという気がしま

したね。

　それと、かつて照屋林助さん――故人でございます

れども――は各離島を回って、そこの長老の皆さんが

お歌いになった島唄を全部録音して回ったんですよ。

そういう記録的な部分を県が責任を持って資料として

しっかり確保する、やっぱりそういう事業も必要。だ

から、僕はある意味、沖縄県だったら島唄プロジェク
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トという一つのプロジェクトをやっぱりつくり込ん

で、かなり力を入れてこの島唄に対してやらないと、

この島唄が廃れてくると本当にしまくとぅばも全然使

わなくなると思います。

　それと民間で、最近、戦隊ものといいますか、マブ

ヤーであるとか、ハルサーエイカーであるとか、ああ

いうところに今の子供たちが親しみを持つような言葉

がどんどん出てきているわけですよ。昔ながらの全編

ウチナーグチを子供に押しつけるということではな

く、もう少し柔らかい島唄のバイエルみたいな、やは

りそういうふうな感覚を持たないと、楽しみながら島

唄と触れていくということを考えていかないと僕はだ

めだと思いますね。答弁をもらっているともう時間が

ございませんので、僕はチャーアビーしておきますか

ら。本当にこれはぜひやっていただきたいという要望

をしておきます。

　それともう一つ、県立芸大のカリキュラムなんです

が、僕は再三県立芸大のカリキュラムに何でうるさく

言うかといいますと、相変わらず芸大に行ったはいい

けれども出口が、立方の皆さんは何をしているかとい

うと、いろんな別の世界のところに就職して、休みを

利用して舞台に立ったり、歌ったりというのが現状な

んです。これはどうにかしないといけないんですよ。

　僕は、平成22年に知事の答弁もいただいているんで

すね。要するに、県立芸大を卒業した皆さんの受け入

れ先として、やっぱり県が率先して文化関係部局に採

用していくのが筋じゃないかというようなお願いをし

たところ、知事は、こうお答えになっていますよ。

「極めて傾聴に値するお話だと思って、重く受けとめ

てその方向もしっかりやっていきたいと思います。」

と、２年前におっしゃっているんですね。あれ以来、

私は３回か４回ぐらい県立芸大の出口、就職先につい

ては何回もお願いしたんですが、全然動いていないの

が現状なんですよ。知事、ぜひ文化技官という一つの

枠を確保していただいて、それをやることによって芸

大のステータスがどんと上がってくると思うんです。

いかがなものでしょうか、知事、どうぞ。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午後７時18分休憩

　　　午後７時19分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　実は、どんどん進んでいる

と思っていたんですが、人事委員会とも相談をし、県

の公務員の採用にこういう芸術系の人たち、特に芸大

卒の人をちゃんと何人という枠をきちっととってくれ

と、こういうことも今総務を通じてやり始めています

から、もう少し積極的に芸大卒業生の活用をやってい

きたいと思います。実は、これはかなり前向きにやっ

ているつもりだったんですが、失礼しました。

○議長（喜納昌春君）　玉城　満君。

○玉城　　満君　今、知事の答弁を聞いて、また来年

質問しないでいいように、ひとつぜひ進めていただき

たいなと思っております。それが一つの入学する人た

ちのステータスをちょっと高めてくることになります

ので、県が率先してそれをすると、各市町村もぜひ我

も我もと、やはりそこで優秀な……、先ほどカリキュ

ラムの話をしたのはそのことなんですよ。要するに、

アートマネジメントをしっかり学んで、行政でどう

やってこの文化を生かしていくかということを学ぶ場

所があるだけでやはり僕はいいと思っています。だか

ら、県立芸大のステータスを上げるためにも、ぜひこ

の件は取り組んでいただきたいと思います。

　要望いたしまして終わります。どうもありがとうご

ざいました。

○議長（喜納昌春君）　以上で本日の一般質問及び議

案に対する質疑を終わります。

　本日の日程はこれで全部終了いたしました。

　次会は、明７日定刻より会議を開きます。

　議事日程は、追って通知いたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　　午後７時21分散会
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議　　事　　日　　程　第７号

平成25年３月７日（木曜日）

午前10時開議

第１　一般質問

第２　甲第１号議案から甲第34号議案まで、乙第２号議案、乙第３号議案、乙第５号議案から乙第50号議案ま

で、乙第55号議案、乙第56号議案及び乙第58号議案から乙第62号議案まで（質疑）

　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程第１　一般質問

日程第２　甲第１号議案から甲第34号議案まで、乙第２号議案、乙第３号議案、乙第５号議案から乙第50号議案

まで、乙第55号議案、乙第56号議案及び乙第58号議案から乙第62号議案まで

甲第１号議案　平成25年度沖縄県一般会計予算

甲第２号議案　平成25年度沖縄県農業改良資金特別会計予算

甲第３号議案　平成25年度沖縄県小規模企業者等設備導入資金特別会計予算

甲第４号議案　平成25年度沖縄県中小企業振興資金特別会計予算

甲第５号議案　平成25年度沖縄県下地島空港特別会計予算

甲第６号議案　平成25年度沖縄県母子寡婦福祉資金特別会計予算

甲第７号議案　平成25年度沖縄県下水道事業特別会計予算

甲第８号議案　平成25年度沖縄県所有者不明土地管理特別会計予算

甲第９号議案　平成25年度沖縄県沿岸漁業改善資金特別会計予算

甲第10号議案　平成25年度沖縄県中央卸売市場事業特別会計予算

甲第11号議案　平成25年度沖縄県林業改善資金特別会計予算

甲第12号議案　平成25年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計予算

甲第13号議案　平成25年度沖縄県宜野湾港整備事業特別会計予算

甲第14号議案　平成25年度沖縄県国際物流拠点産業集積地域那覇地区特別会計予算

甲第15号議案　平成25年度沖縄県産業振興基金特別会計予算

甲第16号議案　平成25年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計予算

甲第17号議案　平成25年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計予算

甲第18号議案　平成25年度沖縄県駐車場事業特別会計予算

甲第19号議案　平成25年度沖縄県中城湾港（泡瀬地区）臨海部土地造成事業特別会計予算

甲第20号議案　平成25年度沖縄県公債管理特別会計予算

甲第21号議案　平成25年度沖縄県病院事業会計予算

甲第22号議案　平成25年度沖縄県水道事業会計予算

甲第23号議案　平成25年度沖縄県工業用水道事業会計予算

甲第24号議案　平成24年度沖縄県一般会計補正予算（第５号）

甲第25号議案　平成24年度沖縄県農業改良資金特別会計補正予算（第１号）

甲第26号議案　平成24年度沖縄県小規模企業者等設備導入資金特別会計補正予算（第１号）

甲第27号議案　平成24年度沖縄県下水道事業特別会計補正予算（第２号）

甲第28号議案　平成24年度沖縄県沿岸漁業改善資金特別会計補正予算（第１号）

　　　　　　平成25年
　　 　  沖 縄 県 議 会 （ 定 例 会 ） 会 議 録 （第 ７ 号）　　　　　　第 １ 回

　

平成 25 年３月７日（木曜日）午前 10 時３分開議
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甲第29号議案　平成24年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計補正予算（第

１号）

甲第30号議案　平成24年度沖縄県宜野湾港整備事業特別会計補正予算（第２号）

甲第31号議案　平成24年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計補正予算（第２号）

甲第32号議案　平成24年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計補正予算（第２号）

甲第33号議案　平成24年度沖縄県公債管理特別会計補正予算（第１号）

甲第34号議案　平成24年度沖縄県水道事業会計補正予算（第１号）

乙第２号議案　沖縄県議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部を改正する

条例

乙第３号議案　沖縄県職員の給与に関する実費弁償に関する条例等の一部を改正する条例

乙第５号議案　沖縄県知事等の給与及び旅費に関する条例等の一部を改正する条例

乙第６号議案　沖縄県職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例

乙第７号議案　沖縄県部等設置条例の一部を改正する条例

乙第８号議案　沖縄県行政機関設置条例の一部を改正する条例

乙第９号議案　沖縄県の事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例

乙第10号議案　沖縄県使用料及び手数料条例の一部を改正する条例

乙第11号議案　沖縄県税条例及び沖縄県位置境界不明地域内における各筆の土地の位置境界の明確

化に伴い取得した不動産に対する不動産取得税の減免の特例に関する条例の一部を

改正する条例

乙第12号議案　沖縄県県土保全条例の一部を改正する条例

乙第13号議案　沖縄県環境影響評価条例の一部を改正する条例

乙第14号議案　沖縄県指定猟法禁止区域等の標識の寸法を定める条例

乙第15号議案　沖縄県特定計量器の検定、定期検査等手数料条例の一部を改正する条例

乙第16号議案　沖縄県消費者行政活性化基金条例の一部を改正する条例

乙第17号議案　沖縄県興行場の基準等に関する条例の一部を改正する条例

乙第18号議案　食品衛生法施行条例の一部を改正する条例

乙第19号議案　沖縄県社会福祉審議会条例の一部を改正する条例

乙第20号議案　沖縄県社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金条例の一部を改正する条例

乙第21号議案　沖縄県指定居住サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例

乙第22号議案　沖縄県指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サ

ービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例

乙第23号議案　沖縄県介護基盤・介護支援体制緊急整備等臨時特例基金条例の一部を改正する条例

乙第24号議案　沖縄県介護職員処遇改善等臨時特例基金条例の一部を改正する条例

乙第25号議案　沖縄県指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例

乙第26号議案　沖縄県指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例

乙第27号議案　沖縄県指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定め

る条例

乙第28号議案　沖縄県指定障害者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例

乙第29号議案　沖縄県障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準等を定める条例

乙第30号議案　沖縄県障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例

乙第31号議案　地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を講ずるための関係

法律の整備に関する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例

乙第32号議案　沖縄県自殺対策緊急強化基金条例の一部を改正する条例

乙第33号議案　沖縄県新型インフルエンザ等対策本部条例

乙第34号議案　沖縄バイオ産業振興センターの設置及び管理に関する条例

乙第35号議案　沖縄国際物流拠点産業集積地域内施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正す
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る条例

乙第36号議案　沖縄ＩＴ津梁パーク施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

乙第37号議案　沖縄特例通訳案内士育成研修等手数料条例

乙第38号議案　沖縄県県道の構造の技術的基準を定める条例

乙第39号議案　沖縄県移動円滑化のために必要な道路の構造に関する基準を定める条例

乙第40号議案　沖縄県道路占用料徴収条例の一部を改正する条例

乙第41号議案　沖縄県屋外広告物条例の一部を改正する条例

乙第42号議案　建築基準法施行条例の一部を改正する条例

乙第43号議案　沖縄県学校職員定数条例の一部を改正する条例

乙第44号議案　沖縄県警察職員の定員に関する条例の一部を改正する条例

乙第45号議案　沖縄県警察関係手数料条例の一部を改正する条例

乙第46号議案　沖縄県暴力団排除条例の一部を改正する条例

乙第47号議案　沖縄県高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に係る信号機等に関する基準を定

める条例

乙第48号議案　沖縄県病院事業局の専用水道の水道技術管理者の資格を定める条例

乙第49号議案　沖縄県病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例

乙第50号議案　沖縄県病院事業企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例

乙第55号議案　訴えの提起について

乙第56号議案　訴えの提起について

乙第58号議案　損害賠償額の決定について

乙第59号議案　包括外部監査契約の締結について

乙第60号議案　県道の路線の認定及び廃止について

乙第61号議案　副知事の選任について

乙第62号議案　沖縄県教育委員会委員の任命について

　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 出　席　議　員（46名）

議　長　　喜　納　昌　春　君

副議長　　浦　崎　唯　昭　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　砂　川　利　勝　君

３　番　　具志堅　　　透　君

４　番　　又　吉　清　義　君

５　番　　末　松　文　信　君

６　番　　儀　間　光　秀　君

７　番　　新　田　宜　明　君

８　番　　仲　村　未　央　さん

９　番　　玉　城　　　満　君

10　番　　西　銘　純　恵　さん

11　番　　比　嘉　京　子　さん

12　番　　租　田　勝　廣　君

13　番　　島　袋　　　大　君

14　番　　中　川　京　貴　君

15　番　　桑　江　朝千夫　君

16　番　　座喜味　一　幸　君

17　番　　呉　屋　　　宏　君

18　番　　仲宗根　　　悟　君

19　番　　崎　山　嗣　幸　君

20　番　　山　内　末　子　さん

21　番　　瑞慶覧　　　功　君

22　番　　渡久地　　　修　君

23　番　　大　城　一　馬　君

24　番　　嶺　井　　　光　君

25　番　　前　島　明　男　君

26　番　　照　屋　守　之　君

27　番　　新　垣　良　俊　君

28　番　　仲　田　弘　毅　君

29　番　　新　垣　安　弘　君

30　番　　當　間　盛　夫　君

31　番　　照　屋　大　河　君

32　番　　狩　俣　信　子　さん

33　番　　赤　嶺　　　昇　君

34　番　　新　垣　清　涼　君

37　番　　金　城　　　勉　君

38　番　　糸　洲　朝　則　君

39　番　　翁　長　政　俊　君

41　番　　新　垣　哲　司　君
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○議長（喜納昌春君）　これより本日の会議を開きま

す。

　日程に入ります前に報告いたします。

　昨日、知事から、お手元に配付いたしました議案１

件の提出がありました。

　　　――――――――――――――

○議長（喜納昌春君）　日程第１及び日程第２を一括

し、これより直ちに一般質問を行い、甲第１号議案か

ら甲第34号議案まで、乙第２号議案、乙第３号議案、

乙第５号議案から乙第50号議案まで、乙第55号議案、

乙第56号議案及び乙第58号議案から乙第62号議案ま

でを議題とし、質疑に入ります。

　質問及びただいま議題となっております議案に対す

る質疑の通告がありますので、順次発言を許します。

　儀間光秀君。

　　　〔儀間光秀君登壇〕

○儀間　光秀君　おはようございます。

　一般質問の前に、先般、御逝去いたしました故前田

政明議員へ哀悼の意を表し、心から御冥福をお祈り申

し上げます。

　通告に従い、一般質問を行います。

　１、知事の政治姿勢について。

　民主党政権は、鳩山元総理の言葉に象徴されるよう

に、普天間飛行場は「最低でも県外移設」という発言

で県民は期待したにもかかわらず、その期待を裏切っ

てしまいました。一方では、沖縄振興２法が施行さ

れ、沖縄振興特別推進交付金を活用し、沖縄21世紀ビ

ジョン基本計画及び実施計画が策定されました。平成

33年の沖縄21世紀ビジョンの完結に向け、平成24年度

よりスタートしましたことは、一定の評価ができるも

　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 欠　席　議　員（１名）

　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 欠　　　　　員（１名）

　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 説明のため出席した者の職、氏名

　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
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のだと思います。一方、安倍政権は昨年末の発足以

来、普天間飛行場の固定化は絶対あってはならない、

日米合意に沿って進めていくという強い決意で政権運

営に臨まれております。去る２月23日の日米首脳会談

においてもその旨を約束したと言われております。一

方で、沖縄振興特別推進交付金の次年度予算、約3000

億円を計上し、引き続き21世紀ビジョン実施計画を市

町村と連携しながら、取り組んでいける予算の確保を

行っていただきました。また、那覇空港第２滑走路の

着工や工期を５年10カ月に短縮したことは、県民に

とっても自立型経済に向けての基盤整備に大きく寄与

するものだと思います。基地の負担軽減についても、

嘉手納以南の返還の統合計画策定を加速させるため、

全力を尽くすとも発言しております。

　そこでお伺いいたします。

　茨、民主党政権への評価と自民党安倍政権への期待

についてお伺いいたします。

　芋、公有水面埋立申請への対応についてお伺いいた

します。

　２、沖縄振興特別推進交付金（一括交付金）につい

て。

　茨、財政力が弱い町村への財政支援についてお伺い

します。

　今年度県が補琢した町村は、またその補琢した基準

は、次年度も同様の町村で同様の基準かお尋ねいたし

ます。

　芋、広域事業などに活用される特別枠についてお伺

いいたします。  

　鰯、市町村事業の執行状況と執行残についてお伺い

いたします。

　３、港湾整備について。

　本県は、先人たちが万国津梁の気概で世界を駆けめ

ぐった歴史を踏まえ、人、物、情報等の行き交うアジ

ア・太平洋地域の交流拠点の形成に向けて各種施策を

推進しています。県は、21世紀ビジョン実施計画の中

で、人流・物流を支える港湾整備の主な課題で、沖縄

の経済社会活動を支える拠点港湾である那覇港につい

ては、アジアに近接する地理的有利性を生かし、第３

のリーディング産業として期待される臨空・臨港型産

業の集積に向け、国際・国内貨物を取り扱うロジス

ティクスセンターや、国際コンテナターミナル等の整

備、航路網の充実、那覇空港との効率的な機能分担、

シー・アンド・エア等により、国際的な物流拠点にふ

さわしい港湾機能の強化を図っていく必要があると

おっしゃっております。

　那覇港では、港湾施設の狭隘化による利用効率の低

下、貨物船と旅客船、フェリーの混在、台風及び冬期

風浪時の港湾波浪等が問題となっており、利便性の向

上や効率的で安全な港の整備が求められています。さ

らに、近年の船舶の大型化に対応した岸壁や埠頭用

地、上屋等の充実、港湾貨物の円滑な輸送を確保する

臨港道路等の整備が課題となっております。那覇港は

日本有数の国際クルーズ船寄港地であるが、旅客ター

ミナル等が整備されていないため、利用者は炎天下や

雨天時に移動を強いられるなど利便性や快適性に課題

を抱えている。今後はクルーズ船誘致に向けたさらな

る取り組み強化とともに、安全性、快適性、利便性の

確保など、観光客の受け入れ体制の充実に向けた対応

が必要である。

　中城湾港新港地区は、定期航路がなく航路サービス

が十分ではないため、中部圏域の貨物の多くが陸上輸

送のかさむ那覇港から搬出入を余儀なくされており、

物流効率化や機能分担が不十分となっている。このた

め、既に供用している西埠頭に加え東埠頭の早期供用

や、那覇港との適正な機能分担や定期航路の実現に向

けた整備が必要である。

　茨、今後のビジョンをお伺いいたします。

　４、（仮称）空手道会館について。

　茨、進瀧状況についてお伺いいたします。

○議長（喜納昌春君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　おはようございます。

　儀間光秀議員の御質問に答弁をいたします。

　第１に、知事の政治姿勢についての中で、民主党政

権の評価と自民党政権への期待についてという御趣旨

の御質問にお答えいたします。

　民主党政権は、３年の間、震災復興や原発対策、社

会保障と税の一体改革などの課題に取り組んだものと

承知いたしております。一方、安倍政権は、発足直後

から金融政策、財政政策、成長戦略の「３本の矢」に

よる経済再生や、迅速な震災復興対策などを積極的に

推し進めているものと考えております。沖縄県につき

ましては、民主党政権のもとで沖縄振興２法や税制、

そして沖縄振興交付金の導入など、沖縄振興にしっか

りと取り組んでいただいたと考えております。安倍政

権におきましても、約3000億円の沖縄振興予算や那覇

空港第２滑走路の予算が確保されるなど沖縄振興に取

り組んでいただけるものと考えております。なお、基

地問題につきまして、安倍総理は２月28日の施政方針

演説において、基地負担の軽減に全力で取り組む旨の

発言がありました。県としては、安倍総理の今後の取

り組みに期待してまいりたいと考えております。
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　次に、空手道会館についての御質問の中で、空手道

会館の進瀧状況についての御質問にお答えいたしま

す。

　空手道会館につきましては、これまでに空手道会館

基本計画策定委員会等を開催し、建設に向け検討を進

めているところであります。今年度中には建設場所を

決定した上で、施設の規模や内容、管理運営計画等を

盛り込んだ空手道会館基本計画を策定することといた

しております。また、次年度には同会館の設計等にも

取りかかってまいる所存でございます。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。

○議長（喜納昌春君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　知事の政治姿勢につい

ての御質問の中で、辺野古移設に係る公有水面埋立申

請についてお答えいたします。

　現時点で、政府から公有水面埋立承認願書が提出さ

れる時期等については示されておりません。仮に提出

された場合には、関係法令にのっとり検討せざるを得

ませんが、県としては、地元の理解が得られない移設

案の実現は事実上不可能であり、普天間飛行場の一日

も早い県外移設を求める考えに変わりはなく、これを

踏まえつつ適切に対処してまいります。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　企画部長。

　　　〔企画部長　謝花喜一郎君登壇〕

○企画部長（謝花喜一郎君）　沖縄振興特別推進交付

金についての御質問の中の、財政力が弱い町村への財

政支援についてお答えいたします。

　沖縄県では、財政力の弱い町村が沖縄振興特別推進

交付金を活用し、事業を円滑に推進できるよう、離

島・過疎地域等の18町村を対象として町村支援事業を

実施することとしております。今年度は、町村裏負担

分のうち非適債事業の10分の１に対し、その全額を補

助するため、約２億6500万円の予算を交付することと

しております。なお、平成25年度も今年度と同様、離

島・過疎地域等の町村を対象に支援することとしてお

ります。

　次に、市町村交付金の特別枠についてお答えいたし

ます。

　沖縄県では、昨年10月に沖縄振興特別推進交付金の

市町村間配分について、市町村を対象にアンケート調

査を実施したところ、事業の小規模感を解消し、沖縄

振興を強力に推進する事業に配分できる仕組みが必要

などの意見がございました。こうした意見を踏まえ、

広域連携事業等に優先配分される特別枠の設置を提案

し、２月４日に開催された沖縄振興市町村協議会にお

いてその設置が決定されました。特別枠の規模は平成

25年度の市町村配分額303億円の１割に当たる約30億

3000万円であり、現在、その配分に向けた具体的な

ルールづくりに向け市町村からの意見集約を行ってい

るところであります。

　沖縄県としましては、特別枠の創設により、市町村

の枠を超えた広域的に波及する事業や、県及び市町村

間の連携により相乗効果が発揮できる事業、さらには

市町村の創意工夫による先駆的な事業等が推進され、

沖縄振興及び地域の活性化に大きく資するものと期待

しております。

　次に、市町村事業の取り組み状況と執行残について

お答えいたします。

　平成24年度の沖縄振興特別推進交付金の市町村分に

つきましては、昨年12月に1273事業、303億円の交付

決定を受け、全ての市町村において事業が実施されて

いるところであります。取り組み状況としては、「沖

縄らしい優しい社会の構築」を基軸として、離島振興

や子育て、文化振興・国際交流、環境保全、防災など

に約100億円、「強くしなやかな自立型経済の構築」

を基軸として、観光産業や農林水産業振興、地場産業

の振興、企業立地の促進などに約174億円、さらにこ

れを支える「沖縄の発展を担う人材育成」に向けて教

育分野に約29億円など、市町村の要望や住民ニーズを

反映し多岐にわたる分野で活用されている状況であり

ます。一方、２月末時点での不用見込み額を確認した

ところ、入札残などにより、17団体で総額303億円の

2.2％に当たる約６億7000万円が見込まれておりま

す。

　沖縄県としましては、各市町村に追加執行の可能性

について確認するとともに、市町村間流用の可能性に

ついても検討しており、不用額の圧縮に努めていきた

いと考えております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　當銘健一郎君登壇〕

○土木建築部長（當銘健一郎君）　港湾整備について

の御質問の中で、港湾整備の今後のビジョンについて

お答えいたします。

　沖縄21世紀ビジョン基本計画の基本施策の中で、港

湾については、物流輸送の大部分を支える産業基盤と

されております。このため、国内外との交流の拠点と

して、利便性の高い港湾の整備・拡充を推進し、国際

交流・物流拠点の形成に必要な港湾機能の強化を図る
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こととしております。また、マリーナなどの海洋性リ

ゾート地にふさわしい魅力ある港湾として質の高い整

備を図ることとしております。さらに、離島において

は、定住条件の整備を図るため、海上交通の安全性・

安定性の確保、輸送需要の増大、輸送形態の効率化、

耐震・防災対策、ユニバーサルデザイン等に対応した

港湾機能の向上を推進することとしております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　儀間光秀君。

○儀間　光秀君　まず最初に、（仮称）空手道会館に

ついてお尋ねいたします。

　策定委員会の中で、今年度中に基本計画をつくって

いくということなんですけれども、策定委員会、ある

いはワーキング会議、空手普及座談会等があるかと思

うんですけれども、今まで会議を何回行ったか。

○議長（喜納昌春君）　文化観光スポーツ部長。

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　お答えいた

します。

　基本計画策定の委員会、これは今年度は３回、それ

からワーキング会議というのが３回、それから施設内

容とか――内容的には規模ですね、管理運営体制のあ

り方等々、中では話し合ってきたわけですが、それに

加えて先ほど申し上げました座談会、それも随時行っ

ているところでございます。

○議長（喜納昌春君）　儀間光秀君。

○儀間　光秀君　たしか去年の10月か11月ぐらいであ

る程度の建設場所とか内容について決定していくとい

うことだったと思うんですけれども、まだいまだに決

定されていない。何かおくれた理由等があればお聞か

せください。

○議長（喜納昌春君）　文化観光スポーツ部長。

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　これまで５

つの市・関係団体から熱心な誘致活動というのをまず

受けております。県としてはそういったことを踏まえ

て可能な限り、幅広い選択肢の中から建設場所を選定

したいと考えて、各候補地の条件整備というものを

しっかりと慎重に議論を重ねながら、委員の先生方と

の意見交換を踏まえながら、そのためちょっと時間を

要しているという状態でございます。

　加えて建設場所の選定について、こういった形で検

討を重ねておりますけれども、予定よりも決定が少し

おくれておりますが、平成26年度末の完成を目標にこ

れから引き続き努力していきたいと考えております。

○議長（喜納昌春君）　儀間光秀君。

○儀間　光秀君　その年次計画の中で、今年度で測

量、土質調査ですか、基本設計も含まれていると思う

んですけれども、それはどういう状況に今あるのか。

○議長（喜納昌春君）　文化観光スポーツ部長。

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　先ほども申

し上げましたけれども、まずその建設の場所が決まら

ないとその次のステップに進めませんので、この辺も

含めて今年度、次年度、少しまたがる形になりますけ

れども、随時やっていきたいと思っております。

○儀間　光秀君　休憩。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午前10時28分休憩

　　　午前10時29分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　儀間光秀君。

○儀間　光秀君　一括交付金についてなんですけれど

も、今年度県が補琢した18団体の町村名と、あと何を

基準に18団体になったのかを御説明お願いします。

○議長（喜納昌春君）　企画部長。

○企画部長（謝花喜一郎君）　お答えいたします。

　先ほども答弁させていただきましたけれども、やは

りせっかくいただいた一括交付金ですね、全ての市町

村に対してその住民ニーズに合った事業を展開してい

ただきたいわけですが、やはり小規模町村は財政力が

弱いとなかなか一括交付金も裏負担分を工面できない

ということで、事業ができないという可能性がありま

すので、そういった観点からできた支援事業でござい

ます。

　我々、どういった視点でやるかということ、町村は

30町村ございますけれども、30町村の財政力指数、平

均をとってみました。そうしましたところ、これは平

成22年度決算ベースですが0.274でございました。ま

ず基本的にこの0.274をベースに考えましたところ、

それを下回る町村というのが離島地域13町村ございま

す。伊江村から始まりまして、渡嘉敷、座間味など

ずっとやって与那国まで、これが13町村あります。そ

れと過疎地域ということで本島の北部で国頭、大宜

見、東、本部町などがあります。これが離島地域・過

疎地域ですけれども、実は今帰仁村、ここは過疎地域

ではないんですが、そこの財政力指数を見ますと

0.205ということで30町村の中でも15番目の財政力で

ございました。そういったことから離島・過疎地域等

ということで今帰仁も含めて18町村を指定したという

ことでございます。

○議長（喜納昌春君）　儀間光秀君。

○儀間　光秀君　その18町村の中で、執行残の金額あ

るいは事業数をお聞かせください。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。
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　　　午前10時31分休憩

　　　午前10時32分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　企画部長。

○企画部長（謝花喜一郎君）　まず北のほうからずっ

といきますと、国頭が300万円、大宜見が200万、東村

はございません。今帰仁もございません。本部町もご

ざいません。あと伊江もございません。それから、あ

とは伊是名が100万円、慶良間もございません。竹富

が3900万ございます。あとはその支援したところで不

用になったところはございません。

○議長（喜納昌春君）　儀間光秀君。

○儀間　光秀君　次年度も引き続き行うということな

んですけれども、今のお話を聞くと執行残が少ないよ

うに見受けられます。次年度も引き続き、県市町村課

の指導あるいは教育等も含めてしっかり財政力の弱い

今の18団体含めて、他の市町村もそうなんですけれど

も、しっかり県のほうで指導していただきたいと思い

ます。その中で、41市町村あるわけですから、今の人

員で今後も残された９年度ですか、９年間というのは

今の人員配置で対応できるかをお聞かせください。

○議長（喜納昌春君）　企画部長。

○企画部長（謝花喜一郎君）　平成24年度は、制度の

創設初年度ということで確かに市町村も大変だったと

思います。県のほうもいろいろ苦慮してまいりまし

た。ただ、そういった中で、総務部の御理解をいただ

きまして、10月には４名、さらに12月に１名と５名増

員していただきました。新年度に向けてまた新しい班

を設置するということで今調整もさせていただいてお

ります。25年度、まずはこの体制でしっかりやってま

いりたいと思います。それ以降については、それぞれ

の状況の変化を踏まえてまた総務部と調整をさせてい

ただき、しっかり市町村がこの一括交付金を執行でき

るように支援をしてまいりたいというふうに考えてお

ります。

○議長（喜納昌春君）　儀間光秀君。

○儀間　光秀君　それと、不用額を可能な限り他事業

や追加予算が必要な市町村へ振り分けていくというこ

となんですけれども、ちょっとその辺について詳しい

説明をお願いします。

○議長（喜納昌春君）　企画部長。

○企画部長（謝花喜一郎君）　この一括交付金は、全

国で初めての自治体がいただいた制度でございます。

そういった中で全国の市町村も注目しているというこ

とで、我々はこれはしっかり使わなければならない

と。ある意味、地方自治のモデルにもなるというよう

な気持ちでやってまいりました。そうした中で、やは

りどうしても入札残などが出てまいりました。一方

で、新聞等でも報道されていましたように、この交付

要綱で公共事業には使えないというようなものだけれ

ども、後で県の中間検査で、これはやはり公共事業に

該当してしまって、その交付要綱に合わないというこ

とで不用にせざるを得ないというようなものがありま

した。そういったことが今後ないように、次年度から

は早目の不用額調べなどを行いたいと思っております

けれども、そういった中で可能な限り圧縮しようとい

うことで、各市町村にその不用額の執行可能かどうか

ということを調べております。ただ、もう３月に入っ

ております。執行期間がもうわずかですし、繰り越し

がまずできないということを前提にやらないといけな

い。それから、起債が困難なため裏負担が一般財源で

対応せざるを得ない、そういった事情もあります。そ

れから議会での対応もある、そういったことを含めて

全てクリアできるようなものであれば、市町村間で追

加で事業をしていただいて結構です。事業というこ

と。それからまた市町村間の流用も考えましょうとい

うことをやっております。

　今、幾つかの町村から出ていました約5000万弱を

ちょっと自分たちで追加執行したい、または流用でき

ないかということで手が挙がっておりますが、これに

ついては鋭意調整をしているところでございます。少

なくとも先ほども申し上げましたが、次年度以降は

もっと早い段階からそういった事態が起きないように

しっかり対応してまいりたいというふうに考えており

ます。

○議長（喜納昌春君）　儀間光秀君。

○儀間　光秀君　次に、広域事業などに活用される特

別枠についてです。先ほどの答弁では、次年度、市町

村分の約30億を特別枠として設けているということな

んですけれども、この広域にかかるわけですから、市

町村にまたがる、あるいは北部圏域、中部圏域、南部

圏域、宮古・八重山圏域とかなってくると思うんです

けれども、市町村の配分の中からもそうなんですけれ

ども、広域にかかるわけですから、県のほうも予算の

捻出を県がリードして指導しながら市町村と一緒に連

携をとりながらやる中で、県の配分の枠分から県も捻

出する必要があると思うんですけれども、どうなんで

すか。

○議長（喜納昌春君）　企画部長。

○企画部長（謝花喜一郎君）　確かにそういった意見

も一部市町村からございました。ただ、そのときにも

お答えさせていただいたわけですけれども、本来、市
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町村広域にまたがる事業を県はやっているわけでござ

います。今、我々が提案した特別枠というのは、本

来、市町村でやるべき事業だけれども、似たようなも

のを各市町村がばらばらにやるのではなくして、連携

したほうがもっと効果が出る事業といったものがある

のではないだろうかというようなことをいろいろお話

して、市町村間のやる事業で広域的にやったほうが効

果が高いもの、また、その中で県もやっているものと

連携したほうがうまくいくものというものをちょっと

考えてもらえないかということを御提案したところで

ございます。県は本来、先ほども申し上げましたが、

広域的な事業をやっておりますので、県が行っている

広域事業とまた市町村、ある意味一定の圏域の方々が

行ってこれダブらないように、もっと事業のスキルが

上がるような形の事業を提案していただく、そういっ

たことでございます。

○議長（喜納昌春君）　儀間光秀君。

○儀間　光秀君　例えば、県民の健康あるいは健康を

管理するシステム、医療の関係になるんですけれど

も、それを県が県民の健康管理を一括管理するシステ

ムを市町村と連携しながらつくって、そういったのを

広域事業で、例えばの話ですけれどもやったりする

と、やっぱり市町村だけではなく県がリードしないと

いけないと思うんですね。そういった意味ではやっぱ

り県も予算を県分から捻出する必要があると思うんで

すけれども、もう一度お尋ねします。どうですか。

○議長（喜納昌春君）　企画部長。

○企画部長（謝花喜一郎君）　この一括交付金は、沖

縄の特殊性、特殊事情を説明してできる事業となって

おります。ですから今議員御提案の健康づくり、健

康・長寿日本一を目指して沖縄県もこれからしっかり

取り組んでまいると思いますけれども、市民、住民の

健康づくりというのは市町村の本来の事業だと思って

います。これが一括交付金に適するかどうかというの

はいろいろ議論はあろうかと思いますけれども、少な

くともある意味沖縄の特殊性をしっかり説明して、こ

の中で県が大きな枠をつくって市町村もこういった役

割分担をという形でスキームがつくり上げられるので

あれば可能かと思います。これは一例だと思いますけ

れども、いずれにしましても、県が目指す方向を市町

村と連携してやるということもこの一括交付金が沖縄

振興にいかに寄与したかという観点から大変重要だと

思っておりますので、今後研究してまいりたいと思っ

ております。

○議長（喜納昌春君）　儀間光秀君。

○儀間　光秀君　港湾整備についてなんですけれど

も、那覇港の過去３年間の貨物量をお聞かせくださ

い。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午前10時42分休憩

　　　午前10時42分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　土木建築部長。

○土木建築部長（當銘健一郎君）　過去３年間のとい

うことですけれども、ちょっと今手持ちのほうでは平

成23年のものがありますので、まずこれをお答えさせ

ていただきます。

　平成23年は外貿が120万トン、内貿で884万トン、合

計1004万トンということになっております。

○議長（喜納昌春君）　儀間光秀君。

○儀間　光秀君　航空貨物も23年度でよろしいんです

けれども、わかればお聞かせください。

○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。

○土木建築部長（當銘健一郎君）　航空貨物、那覇空

港における取扱貨物量ですけれども、これは平成23年

で国際貨物が15万トン、国内が21万トン、合計で36万

トンとなってございます。

○議長（喜納昌春君）　儀間光秀君。

○儀間　光秀君　やっぱり航空貨物と船舶から来る貨

物に相当な開きがあるんですよね。今、県は平成21年

度から、那覇空港の国際航空物流ハブ事業がスタート

されています。年々、航空貨物の取扱量というのはふ

えていっているんですけれども、それと並行して私は

那覇港も国際物流ハブ港湾にする必要があると思うん

です。と申しますのも、地理的条件が東南アジアに近

接するというのと、アジアのゲートウェイとも言われ

ております。その中で、航空貨物あるいは航空貨物だ

けではなくて港も並行して整備しながら拡大してい

く、その中で国際物流ハブ港湾の策定をして取り組ん

でいく必要があると思うんですけれども、県の考えを

お聞かせください。

○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。

○土木建築部長（當銘健一郎君）　港湾での取扱貨物

量と申しますのは、議員御指摘のとおり空輸による貨

物量に比べますともう量的には断然大きいということ

が言えます。そして、この那覇港の位置づけですけれ

ども、これは港湾計画において、アジア・太平洋地域

における急速な経済発展に対し、アジア・太平洋地域

内における地理的優位性を生かした国際海上コンテナ

輸送の中継拠点として、高規格・高能率コンテナ埠頭

を初めとする国際物流関係の拡充を図るというような

ことが示されております。まずその附属資料の中で確
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かにハブ港湾というような言葉もございますけれど

も、港湾計画の中には特段ございません。ただ、この

那覇港につきましては、今後いろいろな物流のための

コストを下げる目的、もしくはインセンティブを与え

て取扱貨物量をふやしていく、そういうふうな努力が

必要になってくると考えております。

○儀間　光秀君　休憩お願いします。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午前10時46分休憩

　　　午前10時46分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　儀間光秀君。

○儀間　光秀君　その貨物の陸上輸送で、臨港道路等

の整備も急いでやるということなんですけれども、今

現在、臨港道路浦添線の進行状況、進瀧状況と、何年

後に供用開始になるのかお聞かせください。

○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。

○土木建築部長（當銘健一郎君）　臨港道路浦添線で

ございますけれども、これにつきましては平成26年度

の完成を目指しているというふうに聞いております。

○議長（喜納昌春君）　儀間光秀君。

○儀間　光秀君　次に、クルーズ船なんですけれど

も、クルーズ船からの入域観光客数をお尋ねいたしま

す。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午前10時48分休憩

　　　午前10時49分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　文化観光スポーツ部長。

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　2012年度の

寄港の回数でございますが、126回、それから乗船者

数でございますが、22万3768人となっております。

○議長（喜納昌春君）　儀間光秀君。

○儀間　光秀君　私の手元にある実施計画の中では、

平成23年なんですけれども、寄港回数が106回、乗船

客数が11万7217人となっているんですけれども……。

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　済みませ

ん、休憩いいですか。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午前10時51分休憩

　　　午前10時51分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　文化観光スポーツ部長。

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　済みませ

ん。

　2011年、平成23年ですね、失礼しました。平成23

年、2011年ですと寄港回数は111回、それから乗船客

数が19万8806人という数字が出ております。

○議長（喜納昌春君）　儀間光秀君。

○儀間　光秀君　今後の目標をお聞かせいただきたい

と同時に、平成33年度までに県は全体的に入域観光客

を1000万人目標に掲げているんですけれども、その中

の何割ぐらいをこのクルーズ船からの入客数が見込ま

れるのか。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午前10時52分休憩

　　　午前10時52分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　文化観光スポーツ部長。

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　今、細かい

数字が手元に少しそろっていないところがあります

が、まず2013年、直近でございますけれども2013年の

寄港回数というのはほぼ実はもう決まっておりまし

て、これは131回の寄港回数ということになっており

ます。あわせて、平成33年の目標値で言いますと……。

済みません、ちょっとその辺の数字は少し手元に今な

い状態でございますので、調べてみたいと思います。

もう一度、済みません。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午前10時53分休憩

　　　午前10時55分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　文化観光スポーツ部長。

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　平成33年い

わゆる平成23年から10年後の予定でございますけれど

も、今1000万人の中の外国人観光客の目標が200万人

でございまして、その中でクルーズ船に関する目標と

いうのを、那覇―石垣、これは重複で寄港するところ

を除きまして、200万人の中の25万人というような目

標値となっております。

○議長（喜納昌春君）　儀間光秀君。

○儀間　光秀君　今のクルーズ船が寄港する若狭の

バース、あれは仮設のバースですか、本設のバースで

すか。

○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。

○土木建築部長（當銘健一郎君）　本設のバースでご

ざいます。

○議長（喜納昌春君）　儀間光秀君。

○儀間　光秀君　ですと、このぐらい25万人が今後10

年後予想されるということなんですけれども、今の

バースに旅客ターミナル等の建築、建設の予定はござ

いますか。
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○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。

○土木建築部長（當銘健一郎君）　今のバースに対し

ましては、クルーズ船のターミナルビルというもの

と、それからボーディングブリッジにつきましては25

年度の完成予定でございますけれども、今建設中でご

ざいます。

○議長（喜納昌春君）　儀間光秀君。

○儀間　光秀君　ですと、雨天時とか炎天下、利用者

が大分不便になりかねないと思うんですけれども、そ

の辺の対応策をお聞かせください。

○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。

○土木建築部長（當銘健一郎君）　旅客の雨天時での

対応ですけれども、現在そのターミナルビルを建設中

で、そのターミナルビルに対してそのボーディングブ

リッジで結んでおりますので、雨天の対策は十分でき

ているものと考えております。

○議長（喜納昌春君）　儀間光秀君。

○儀間　光秀君　要するに私が言いたいのは、観光客

も33年度には1000万人目標に掲げている。31年度には

那覇空港の第２滑走路が完成を見る。そういった意味

で、那覇港の整備も観光客も含めて貨物の量も含め

て、今県民の目に見えるのは那覇空港の第２滑走路が

着工をする。あるいはＡＮＡを中心に航空貨物のハブ

化がされていると。そういったエア関係は目に見える

形で県民はわかってきていると思うんですけれども、

その一方にある港湾の整備がかなりおくれている気が

するんですよ。そういった意味で貨物の量、あるいは

外国から入ってくるクルーズ船から入客してくる観光

客等々含めて、あるいはフェリー、貨物船、今は混雑

して狭い中で労働者も仕事をしている。そういった環

境の中で今港湾従事者も仕事をしているんですけれど

も、もっと東南アジアに航空貨物のハブ化がされたよ

うに、港湾もぜひやって諸外国から荷物が入るような

ガントリークレーンの増設の計画もあるようなんです

けれども、１基、２基という小さいことは言わない

で、この平成33年の21世紀ビジョンの完結に向けてダ

イナミックに上海あるいはシンガポール、香港等に負

けないぐらいの港湾整備をして沖縄の自立が見えてく

ると思うんですけれども、もう一度その点についてお

聞かせください。

○議長（喜納昌春君）　上原副知事。

○副知事（上原良幸君）　お答えいたします。

　おととい、実はクルーズ船の副社長さんが沖縄にお

見えになっていました。2014年、再来年ですけれど

も、沖縄に寄港するということがございまして、その

間石垣にも行かれました。予定になかった宮古も行き

ました。魅力があるということで情報が入ったもので

すから、石垣・宮古へ行って、やっぱりすばらしいと

言っていました。将来的には、単なる寄港地というこ

とじゃなくて、沖縄を拠点にして沖縄から出発する形

のクルーズを考えてもいいということでした。去年、

おととしから実はそのクルーズ会社の関係者、私、３

名から４名――大体副社長クラスですけれども――お

会いしていますけれども、それぞれにそういう期待を

述べていただきました。そういう中で、これからどう

いうことを沖縄側としてやればいいのか、自由に意見

を聞かせてくれということを申し上げましたら、やっ

ぱりハード・ソフトまだまだ課題はあるということで

ございます。

　一方、今お話ございましたけれども、那覇空港には

全日空引っ張ってきました。どんどん展開していくと

思いますけれども、我々、那覇空港と那覇港、シー・

アンド・エアで結んでと思っております。一方でそう

いうクルーズ船が入ってくるといったときに若干混在

して、機能がどうも十分に発揮できないんではないか

ということもありますので、これから港の総合整備に

ついてはある程度もう抜本的なそういう見直しも含め

て検討する必要があるのではないかということを考え

ておりまして、これからそういう議論を進めていきた

いというふうに考えております。

○議長（喜納昌春君）　儀間光秀君。

○儀間　光秀君　まさにおっしゃるとおりだと思いま

す。夢の持てる港湾、世界に開かれた港湾、その中で

岸壁の増築とかそういったのも必要になってくると思

います。その拡大する中でのまた港湾の従事者、雇用

の問題も解決していく。というのも経済というあるい

は産業という全体的なスキームの中で、港湾の役割は

大変重要だと思っています。今副知事がおっしゃった

ように、クルーズ船が何隻も沖縄に来たり、あるいは

沖縄を拠点にしたい船がますますふえるように、また

先ほども言ったんですけれども、フェリー、旅客船、

貨物船、しっかりゾーニングをして、クルーズ船の隣

に貨物船が着いたり、目の前をコンテナをたくさん乗

せた船が行くというのは景観上も余りそぐわないと思

いますので、その辺しっかり平成33年度、21世紀ビ

ジョンの完結のときにはそれも仕上がっているという

状況をぜひつくっていただいて、私の再質問を終わり

ます。

○議長（喜納昌春君）　呉屋　宏君。

　　　〔呉屋　宏君登壇〕

○呉屋　　宏君　一般質問に移る前に、皆さんがおっ

しゃるように前田政明議員の思い出を少し、というよ
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りも平成16年に私が初当選したときには同期だったん

ですね。だけれども、堂々としていて、私も実は議会

運営委員の一人でしたけれども、そばで見ながら、こ

の人、本当に１期なのかなという思いがあのころの私

の思い出。そして、議会運営委員会での出張でもさす

がだなというところがその時々、端々に思い出が残っ

ております。全てを言うと時間がありませんから、私

は気持ちの中で、心の中でずっと前田政明議員を忘れ

ずに、目指しながら頑張っていきたいなと思っていま

す。故人の御冥福を心から私はお祈りをしたいと思い

ます。

　それでは一般質問に移らせていただきます。

　１、児童福祉の課題について。

　茨、就学前の児童の生活環境について。

　ア、沖縄の安心こども基金の期間についてお伺いい

たします。

　イ、待機児童の解消がなされれば子供たちの環境は

充実していくのか、お伺いいたします。

　２番、沖縄県の地方自治体の財政について。

　茨、沖縄県庁の財政状況について伺います。

　ア、現在の状況説明と所見を伺います。

　芋、市町村の財政状況について伺います。

　ア、現在の状況説明と所見を伺います。

　鰯、財政と福祉の関係について。

　ア、市町村財政指数と福祉・教育のバランスについ

て伺います。

　３、教育行政について。

　茨、幼稚園教育について。

　ア、幼稚園と保育園の違いは何か伺います。

　芋、公立と私立の教育のあり方について。

　ア、教育行政が教育委員会と総務部に分かれている

のはなぜか伺います。

　鰯、高等学校のあり方について。

　ア、高等学校の統廃合はなぜ行わなければいけない

のか伺います。

　允、各種専修学校が行うインターンシップ等の支援

事業はどうなっているか伺います。

　４、知事の提案説明について。

　茨、施策の概要について。

　ア、概要の第２にある「心豊かで、安全・安心に暮

らせる島」とはどのような島なのか伺います。

　イ、今後の沖縄振興に向けた取り組みについて、観

光とスポーツに向けた取り組みの現状についての進瀧

状況を説明してください。

　芋、さきの震災以降、沖縄県が取り組んできたこと

を説明願いたい。

　５番、離島市町村の活性化について。

　茨、離島苦について。

　ア、南部離島の情報格差の解消はどうなっている

か。

　イ、離島児童・生徒支援センターの進瀧状況をお伺

いいたします。

　あとは答弁を聞いて再質問をさせていただきます。

○議長（喜納昌春君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　呉屋宏議員の御質問に答弁

をいたします。

　第１に、児童福祉の課題についての中で、待機児童

解消と子供たちの環境についてという御趣旨の御質問

に答弁をいたします。

　子供たちが健やかに生まれ育ち、豊かな可能性を発

揮できる環境整備をしていくためには、待機児童の解

消のみならず、地域子育て支援拠点事業や放課後児童

クラブの設置促進など地域における子育て支援の充実

を図ることが重要であると認識いたしております。

　沖縄県といたしましては、沖縄21世紀ビジョン基本

計画において、子育てセーフティネットの充実を県政

の重要課題と位置づけ、地域における子育て支援に取

り組んでまいる所存でございます。

　次に、知事の提案説明よりという中で、スポーツ観

光の振興に向けた取り組み状況についてという御趣旨

の御質問にお答えいたします。

　沖縄県では、沖縄への来訪を促進するため、スポー

ツ・ツーリズムを推進するとともに、キャンプ誘致な

どのスポーツコンベンションの振興にも取り組んでい

るところでございます。スポーツコンベンションの開

催件数は、平成18年度は279件でしたが、23年度には

453件と大幅に増加いたしております。

　沖縄県としては、スポーツコンベンションへの問い

合わせなどに対応するため、次年度におきましては施

設の紹介等をワンストップで行う窓口を設置し、受け

入れ体制の充実を図るなど、平成28年度の目標であり

ます510件の達成に向けまして取り組んでいきたいと

考えているところでございます。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（喜納昌春君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　崎山八郎君登壇〕

○福祉保健部長（崎山八郎君）　児童福祉の課題につ

いての御質問の中で、安心こども基金の期間について

お答えいたします。

　沖縄県におきましては、国の交付金を原資として、
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平成20年度に沖縄県安心こども基金を設置したところ

であります。一部の事業の実施期間が平成26年度まで

とされていることから、基金の設置期間を平成26年度

までとしております。しかしながら、主な事業である

保育所緊急整備事業につきましては、これまで国にお

いて単年度限りで延長しており、平成24年度において

も平成25年度までの１年間延長が決定されたことか

ら、県の補正予算により約53億円の積み増しを行う予

定であります。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　総務部長。

　　　〔総務部長　川上好久君登壇〕

○総務部長（川上好久君）　沖縄県の地方自治体の財

政についての御質問の中で、沖縄県の財政状況につい

てお答えいたします。

　沖縄県の財政は、歳入面では県税収入などの自主財

源の割合が低く脆弱な構造となっております。一方

で、高率補助制度により実質公債費比率が類似県より

も低い状況にあります。また、歳出面では人件費など

の義務的経費の割合が高く弾力性に乏しい構造となっ

ておりますが、沖縄振興交付金の活用による政策的経

費が拡大している状況にあります。

　沖縄県としては、持続力ある財政基盤の確立に向

け、新沖縄県行財政改革プランに基づく各種施策を着

実に実施していくとともに、中長期的には産業振興施

策の推進により税源の涵養を図ってまいりたいと考え

ております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　企画部長。

　　　〔企画部長　謝花喜一郎君登壇〕

○企画部長（謝花喜一郎君）　沖縄県の地方自治体の

財政についての御質問の中の、市町村の財政状況につ

いてお答えいたします。

　地方公共団体の財政状況を示す指標の一つである経

常収支比率で見ますと、平成23年度決算による県内市

町村の平均値は85.3％と全国平均値90.3％を5.0ポイ

ント下回っており、ピークである平成16年度の92.1％

から減少傾向にあり、財政構造の弾力性は改善傾向に

あります。これは、各市町村の行革への取り組みの効

果だと考えております。また、借入金の返済額等の大

きさを示す指標である実質公債費比率で見ますと、平

成23年度決算による県内市町村の平均値は11.0％と全

国平均値の9.9％を1.1ポイント上回っているものの、

平成18年度以降減少が続いていることから、各市町村

の財政状況は改善傾向にあります。しかしながら、地

方公共団体の財政力を示す財政力指数で見ますと、県

内市町村の平均値は0.33で、全国市町村平均値0.51の

６割程度となっております。また、自主財源比率につ

いても県内市町村の平均値は34.7％と全国平均値の

46.8％――これは平成22年度決算でありますが――を

大きく下回っていることから、県内市町村の財政力は

依然として脆弱なものとなっており、引き続き自主財

源の確保等、財政力強化に向けた取り組みが必要と考

えております。

　次に、市町村財政指数と福祉・教育のバランスにつ

いてお答えいたします。

　県内市町村の平成23年度目的別歳出決算の内訳を見

ますと、福祉関係経費が大部分を占める民生費の構成

比は36.6％、教育費の構成比は12.9％となっておりま

す。これを全国市町村の構成比と比較しますと、全国

市町村の歳出総額に占める民生費の構成比が34.2％、

教育費が10.0％となっており、県内市町村の民生費、

教育費ともに全国市町村の構成比を上回っている状況

にあります。

　次に、知事の提案説明からの御質問の中で、「心豊

かで、安全・安心に暮らせる島」についてお答えいた

します。

　心の豊かさ、安全・安心は人々の暮らしの基本であ

り、沖縄らしい優しい社会の構築のためには必要不可

欠なものであります。沖縄21世紀ビジョンで示した５

つの将来像の中の「心豊かで、安全・安心に暮らせる

島」とは、子供が健やかに生まれ育つ島、健康・長寿

なちゃーがんじゅうの島、イチャリバチョーデー、ユ

イマールなど沖縄の心が受け継がれ、人の和、地域の

和を大切にしている島など、県民の幸福度が高い社会

であると考えております。

　県としましては、沖縄21世紀ビジョン基本計画、実

施計画で示した諸施策を展開し、県民が描いた将来像

の実現に向け取り組んでまいります。

　次に、離島市町村の活性化についての御質問の中

の、本島南部の周辺離島における情報格差の是正につ

いてお答えいたします。

　沖縄県においては、沖縄本島都市部と本島南部の周

辺離島など離島地区との情報格差を是正するため、離

島地区情報通信基盤整備推進事業を実施することとし

ております。当該事業では、沖縄本島から渡嘉敷島、

粟国島、久米島までを対象に新たに海底光ケーブルを

整備しループ状に結ぶものであります。これにより、

沖縄本島と座間味島、渡名喜島も含めた各離島を結ぶ

高速・大容量、高品質かつ安定的な通信回線がより低

コストで利用可能となり、本島南部の周辺離島におけ

る情報通信環境が大幅に改善されるものとなると考え
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ております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　教育行政についての御質問

で、幼稚園と保育園の違いについてお答えいたしま

す。

　幼稚園は、学校教育法に定められた学校であり、設

置の目的は、「義務教育及びその後の教育の基礎を培

うもの」とされており、対象年齢は満３歳から就学前

の幼児となっております。保育所は、児童福祉法に定

められた児童福祉施設であり、設置の目的は、「日日

保護者の委託を受けて、保育に欠けるその乳児又は幼

児を保育すること」とされており、対象年齢はゼロ歳

から就学前の保育に欠ける児童となっております。

　次に、教育行政が教育委員会と総務部に分かれてい

ることについてお答えいたします。

　地方教育行政の組織及び運営に関する法律第24条に

より、「私立学校に関すること」は、地方公共団体の

長が管理及び執行することとなっております。

　次に、高等学校の統廃合についてお答えいたしま

す。

　高等学校教育において、生徒にとってはさまざまな

考えを持った他者との出会いにより自我を確立する大

切な時期であり、そのためには適正な学校規模が必要

であると考えます。学校の再編・統合により多様で弾

力的な教育課程の編成が可能になること、学習の面か

らも適切な教員配置ができること、教育活動の中で生

徒の選択肢が広がること、生徒会活動や部活動、学校

行事等が活性化し他者とのコミュニケーション能力を

高めること等が考えられます。

　県教育委員会としましては、地域文化の拠点の一つ

でもある高等学校は生徒の多様な変化やニーズを考慮

し、時代の変化に対応し得る教育の方法を研究しなが

ら、より一層魅力と活力ある学校づくりを推進してい

く必要があると考えております。

　次に、離島市町村の活性化についての御質問で、離

島児童・生徒支援センター（仮称）の進瀧状況につい

てお答えいたします。

　同施設につきましては、高校のない離島の生徒が進

学する際の寄宿舎機能及び離島の小・中・高校生を中

心とした交流学習や研修会に活用できる交流機能等を

あわせ持つ複合施設として整備を進めているところで

ございます。建設場所は、那覇市東町の那覇市営住宅

跡地を考えており、平成25年度予算案に設計費を提案

いたしまして、26年度に建築、27年度に供用開始がで

きるよう取り組んでいるところでございます。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　教育行政についての

御質問の中の、各種専修学校が行うインターンシップ

等への支援についてお答えいたします。

　専修学校は就職率が非常に高くて、昨年度で申し上

げますと全国93.2％に対して沖縄の専修学校は85.6

と、卒業生の就職率は非常に高いものがございます。

　御質問の各種専修学校等が行うインターンシップへ

の県の支援としては、大学生等県外就職チャレンジプ

ログラム、こういう事業を行っておりまして、今年度

の平成24年度の予算額で申し上げますと、１億600万

円余の予算を措置しております。

　内容としては、県外企業へインターンシップを行う

場合に、事前と事後の研修を実施するとともに、最大

６万円の旅費支援を行っております。平成25年２月末

現在の利用者217名のうち、専修学校生は69名が利用

しております。また、採用試験で県外へ訪問する場合

にも最大５万円の旅費支援を行っておりますが、平成

25年２月末現在の利用者数113名のうち専修学校生は

20名が利用しております。

　沖縄県としては、引き続き各種専修学校の学生を含

む若年者の就職支援を行い、若年者雇用の改善に取り

組んでまいります。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　知事の提案説明に関す

る御質問の中で、東日本大震災以降の防災対策の取り

組みについてお答えいたします。

　県は、東日本大震災の教訓を踏まえ、昨年度には沖

縄県地域防災計画を見直したのに引き続き、今年度は

住民の実践的な地震・津波避難訓練を目的とした「広

域地震・津波避難訓練」の実施、Ｊアラートで受信し

た津波等の緊急情報を県内全域へ配信する仕組みの構

築、津波避難困難地域の解消に向け効果的な対策を検

討するための調査を進めており、津波避難対策を重点

に強化しております。平成25年度は、津波浸水予測結

果を踏まえた地震被害想定調査の実施、新たな沖縄県

防災情報システムの導入等、さらなる防災・減災対策

を充実強化するとともに、適宜防災計画の見直しにも

取り組むこととしております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　呉屋　宏君。
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○呉屋　　宏君　12時まであと30分ありますので、そ

れまでに終わりたいと思います。

　まず財政状況、さっき企画部の謝花さんがお話をし

ました。市町村は好転をしていると。確かに経常収支

比率を見ればそのような感じがしますけれども、これ

は私、市ごとの経常収支比率を見ていますと、どこが

いいのかというのは、大体小さい市町村で、それも軍

用地を持っている、そして企業がたくさんある。それ

からするとよくわかるのが金武だとか恩納村が好転す

るのは当たり前であります。だけれども、本当に過疎

化の地域がそういうことになっているのかというと、

私はそうではないと思っているんですね。そして財政

が好転をしている、何をもって好転しているのか。行

財政改革プランをもって好転をしているという。だけ

れども、皆さんが言った行財政改革を平成12年か13年

ぐらいに市町村に計画をつくるようにというお話があ

りました。私も当時は宜野湾市議会議員でありました

けれども、実はそれは今どういうことが起こっている

か。宜野湾市は730名の定員が680名になりました、50

名減。好転しているように見えると思います。この市

町村行財政概況を見るとそうなるんです。だけれど

も、知事、当時190名いた臨時が今480名ですよ。これ

がこの数字に出てきますか。この行財政改革というの

は、非正規雇用をどんどんどんどん生み出しているん

ですよ。出てくるのは表の数字だけ、裏に隠れた数字

は見えない。どう思いますか。

○議長（喜納昌春君）　企画部長。

○企画部長（謝花喜一郎君）　呉屋先生がおっしゃる

ように、まず経常収支比率、市部でおっしゃるように

85で、町村のほうが84で、確かに町村のほうが市部よ

りはよくなっている。ただ、財政力で言うとこれはま

さしく、これも呉屋先生おっしゃるように、市部と町

村間では、特に離島町村では相当悪くなっている。

今、議員御指摘の行革の裏ではいろいろそういった非

正規雇用職員で賄っているという部分があるんじゃな

いのかということについては、やはりこれまでの県議

会での議論の中でも非正規雇用の増ということについ

てはあるということはこれまでも確認されているとこ

ろだというふうに考えております。

○議長（喜納昌春君）　呉屋　宏君。

○呉屋　　宏君　これで余り議論すると時間がありま

せんので、私は、このことだけは頭に入れて行財政改

革の実態がどこにあるかということはしっかり見てい

ただきたいなと思っています。表面上だけでそういう

判断はしていただきたくない。

　厚生労働省が定年で終わった公務員をそのまま引き

続き５年間採用するというようなものも結構はやり物

です。だけれども、その片面で市町村では、この臨時

職員で若い人たちが雇用の場を何とか少しでもその間

をしのいでいたものができなくなっているというのが

実態なんですよ。これは再雇用が本当にいいのか。こ

れが民間でやるんであればいいと思う。だけれども、

こういうところでやっていいのかというのは、私はも

う一回考えるべきではないのかなというような感じが

してなりません。

　それから、さっと流しますけれども、教育委員会に

伺います。

　先ほど言った、教育委員会が答弁をした、もう一度

詳しく説明いただきたいのは、県立高校の統廃合はな

ぜやっているんですか。そこのところをもう一度説明

いただけませんか。済みません、簡潔に。

○議長（喜納昌春君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　先ほども答弁をさせていた

だきましたけれども、やはり適正な学校規模、これが

最大の理由でございます。

○議長（喜納昌春君）　呉屋　宏君。

○呉屋　　宏君　教育長、例えば南部工業を視察をし

ました、文教厚生委員で。そのときにとても感じたの

が、私は中部ですからあの地域になかなか行かないん

ですけれども、普通高校というのはあの地域でどこに

あるんですか、あの南部地域で。

○議長（喜納昌春君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　たしか南部地区における普

通高校は、まず糸満高校、それから向陽高校、そして

豊見城高校、豊見城南高校、南風原高校等々ございま

す。

○議長（喜納昌春君）　呉屋　宏君。

○呉屋　　宏君　あの南部工業に立ったときに、今、

向陽高校とおっしゃいましたけれども、私たちはあの

向陽高校は普通高校だと思ってないんですよ。進学高

校で、本当に普通に、もちろん普通高校で工業でも商

業でもないですよ。だけれども、普通にそこに入れる

かというと、やっぱり成績が高い人たちしか入れない

じゃないですか。今、あの地域の人口増加率、八重瀬

の人口増加率というのは県内で何位なんですか。

○議長（喜納昌春君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　手元に今の質問に答えるよ

うな資料はございません。

○議長（喜納昌春君）　呉屋　宏君。

○呉屋　　宏君　一番増加率が高いのは与那原です

よ。その次が八重瀬か恐らく中城。だから、この中城

だとかそういう西海岸の中で、私は知念高校だとかそ
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のあたりもそうですけれども、人口が増加していく。

特に八重瀬は発展著しいところですよ。そういうとこ

ろにもう一つ考えて、工業だけに特化するんじゃなく

て、すぐ水産に持っていくんじゃなくて、あの工業の

中にもう一回普通高校というのができないのかなと。

そうすることによってもう少し生徒数をふやせないの

かなと。水産高校も見ましたよ、さま変わりしてい

る。水産高校の中に介護科がある、介護の教室があ

る。私は、ああいうのを見たら、水産を何とか生かそ

うという気持ちはあるけれども、南部工業を生かそう

という施策は見えなかった。だから、そういう工夫を

することによってどうやったらそこの子供たちがこの

南部工業をもっと特化してやれないかなと。デザイン

科はいいというじゃないですか。重量挙げも強いとい

うじゃないですか。こんな個性を持った高校をなぜそ

ういうふうにするのかという、僕は統廃合の理由がわ

からない。だから、こういうところをもう一回考え直

すべきではないのかと思いますけれども、御答弁をお

願いします。

○議長（喜納昌春君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　今般のいわゆる平成24年

度、我々が発表いたしました第５期の編成整備計画に

つきましては、実はさまざまな視点から策定した状況

でございます。その中で、今、実施期間が実は10年間

というスパンがございます。その中でさまざまな国の

施策の動向とかあるいは本県の教育関連施策あるいは

地域の情勢といいますか、そういう中で必要な見直し

を行うなど継続的な点検を行うと、そういったことも

文言としてございますので、今の議員の御指摘も踏ま

えながら、どういった点検ができるのか考えてみたい

と思っています。

○議長（喜納昌春君）　呉屋　宏君。

○呉屋　　宏君　ぜひ検討してください。地方に住む

人たちの苦しさというのは、本当にそこに住んでいる

人しかわからないんですよ。だから、今、本当に私た

ち改革の会がお願いをしました25年度予算の中にも、

ぜひこれはやってくださいと上原副知事にお願いもし

ました。この中に南部離島の情報、光通信を何とかし

てほしいというのが地域の思いでしたよ。これは今度

の予算に入っているということを聞いたときに本当に

うれしかった。あそこに行っていて、私は本当に４年

間、久米島に毎月通いました。粟国にもこの３年の

間、ほとんど行っていますよ。国頭にもしょっちゅう

行っている。行かないと、一、二回行っただけで離島

苦がわかるか、地域の過疎化している状況がわかるか

と、わかりません。私は、そういう状況を見たとき

に、もう一回改めてこの光通信を引いてくれたという

だけでも、ああこれは本当に目を向けてくれているん

だなと、そういう思いがしました。

　そして、私は知事にお伺いをしたい。知事の提案の

中に――さっき謝花さんが説明をしていましたけれど

も――心豊かで、安全・安心という島、それをつく

る。これがビジョンの中の第２番目に入っている。５

つの柱の２つ目だ。これはこのどこにこの政策の中が

どういうイメージを知事が――このビジョンの中でで

はありませんよ、知事。このビジョンの中ではなく

て、知事の頭にある心豊かで、安心・安全という島は

どういう島なのかなと。簡潔にお答えできればよろし

くお願いします。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午前11時39分休憩

　　　午前11時39分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　具体的な事業としての予算

をつけてといいますか、やっているものというのは、

これは長い間当然やっているものですが、医療とか福

祉とか子育てとかいろいろあります。いわゆるそうい

う狭い意味の福祉系の部分、そしてあとは私も選挙で

申し上げたユニバーサルサービス、離島も含め沖縄本

島どこにいてもユニバーサルサービスが受けられると

いうような状況の島、それは雇用も同じです。ですか

ら、たまたま比較的小さい島に生まれたからといっ

て、高校があるとかないとか、そういうハンディ

キャップを何とか克服できる時代に今は来ているだろ

うと思うんです、技術的にも。ですから、先ほどおっ

しゃった光ケーブルしかり、情報通信しかり、いろん

な面で沖縄のどこに住んでも特性はそのまま生かしつ

つも、人間の定住条件というか生活条件としてはほぼ

同じユニバーサルサービスが受けられるイメージで

す。

○議長（喜納昌春君）　呉屋　宏君。

○呉屋　　宏君　知事、今の話は私が考えていること

とは大きく違わないと思います。今からの一般質問は

少し……、僕の通告というのは大体連結しているもの

ですからどこに飛んでいくかわかりませんけれども、

通告の範囲内でやりますからお願いします。

　私たちは、知事、今、40年間――前も話しましたけ

れども――振興計画をやってきた。なぜ家庭では孤食

が起こっているんですか。子供たちが夜、一人で御飯

を食べているんですか。それもファミリーマートから

買ってきて御飯を食べている。これが40年前にありま
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したか、50年前にありましたか。私たちはこういうこ

の豊かで安全・安心な島をつくろうと言っておきなが

ら逆行しているんじゃないのかというふうな感じは皆

さん持たないのかなという感じがします。そして、子

育ての地域とは何、地域というのはどの範囲ですか。

地域で子育てをするというその地域を指してくださ

い。

○議長（喜納昌春君）　企画部長。

○企画部長（謝花喜一郎君）　お答えします。

　やはり議員が御懸念の地域のつながりというのは薄

くなっているんじゃないかというのは、これは我々も

実は感じておりまして、それはしっかり21世紀ビジョ

ンの基本計画の中にも打ち込んであります。やはりこ

れまでは隣近所同士で、隣の子が何か夜遅く歩いてい

ると、おじさん、おばさんが遅いんじゃないかという

声をかけたりとか、隣近所同士、それからまた公民館

を中心としたエリアでもいいと思いますけれども、そ

れぞれがお互いこの子は誰だ、どこの子だというのが

わかるような社会だったと思います。それがだんだん

だんだん薄れてきているのではないかということは

我々も大変危機感を持っておりまして、そういった観

点から今回またビジョンの中に安全・安心と心豊かな

島というものを入れたという背景もその一つの中には

あるわけでございます。

○議長（喜納昌春君）　呉屋　宏君。

○呉屋　　宏君　謝花さんが今、いみじくも話をしま

した公民館単位、私はそれが本来の地域だと思うんで

すよ。しかし、復帰をした40年前には、私のところで

も公民館に幼稚園があった。だけれども、今で言えば

公民館の保育園が、学校教育法がスタートしたから幼

稚園を全部小学校の中に突っ込んだ。今の地域は小学

校か校区範囲が地域になってしまっているんですよ。

ここの中で本当にお互いがつながっていけますかとい

うと、僕はそうじゃないと思う。宜野湾にはまだ２カ

所だけ残っています。この公民館で、昔で言う幼稚

園、午前中は保育をやっています。福祉保健部長、そ

こにどれだけのものが行き渡るかでこれからこの政策

がスタートしていける。ここではお年寄りが週１回か

ら２回、ミニデイサービスをやっている。このおじい

ちゃん、おばあちゃんたちとも会える、出会いの機会

がある。この自治会長さんに話を聞くと、自治会長さ

んが、この子供たちが公民館に15名、20名だけれど

も、若いお父さん、お母さん方がここに連れてくるか

ら地域のつながりがある。だから非常に地域ががっち

りとしてくる。我々はそれを捨ててきたんですよ。も

う一回戻せませんか。そういう話なんです。

○議長（喜納昌春君）　企画部長。

○企画部長（謝花喜一郎君）　ビジョンを所管してい

る企画部として答弁させていただきますと、ビジョン

の中には２つの基軸があります。「優しい社会の構

築」と「強くしなやかな自立型経済の構築」ですが、

その中の一文がございます。「地域の内外から多様な

主体の参画を促し、社会の絆で支えられたコミュニ

ティを形成することによって、子どもが健やかに生ま

れ育つ環境をつくるとともに、県民全体で守り育む豊

かな自然環境のもと」云々とあります。我々はそうい

う気持ちでこれから21世紀ビジョンを豊かな社会をつ

くりながら、また一方でそのつくられた人格といいま

すか人間を強くしなやかな経済を築くためのところに

運び出して、それで生まれた利益をまた強くしなやか

な社会のほうに転換させるというこの好循環でもって

沖縄をよくしていきたいというのがこのビジョンの構

成となっております。

○議長（喜納昌春君）　呉屋　宏君。

○呉屋　　宏君　部長、きのうちょっと改革の会の職

員に調べてもらって電話調査をしてもらった。那覇市

の自治会加入率は21.5％、10名に２人しか入っていな

い。10世帯に２人しか入っていない。宜野湾市で33％、

沖縄市で34.5％、うるま市で60.9％、浦添市で25.6％、

豊見城市で32.3％、北谷町で49％、中城村で41％、南

大東村、渡嘉敷村100％。これが何を意味するかとい

うことです。私たちのもともとの沖縄の思い、沖縄が

豊かで安全だった、安心して暮らせる島だった。これ

は実はいまだに田舎に残っているんです。なぜそこか

ら出ていくような政策をつくるんですかと。そこにと

どまるようなビジョンをつくらなければいけないん

じゃないかと。

　僕は文化観光スポーツ部長にもお聞きをしたい。僕

は、９月にもこの質問をしたはずです。10月30日に私

は北海道へ行きました。パークゴルフ場も、私は自分

の遊びでこれをやっているつもりはないんですよ。僕

がこの質問をするとみんなからかったりするけれど

も、このパークゴルフ場で、ここに記されているのは

幾つですか、５つ。これは今、県内に15ありますよ。

北海道には70万人いるんですよ、競技人口が。この人

たちが先週の土曜日・日曜日――行かれてないと思い

ますけれども――全国大会を国頭でやっているんです

よ。毎年200名来ている。私たちは、このスポーツコ

ンベンションもそうだけれども、脚光を浴びる野球だ

とか陸上だとかそういうところに全部集中してしまっ

て、こういう余裕がある富裕層が、北海道や東北から

来ている人たちが、そこでプレーしているというのを



－ 324 －

県は気づいていない。全国大会をやって10年になる。

なぜですか。私は、そういうものを本当に入れていく

ことによってその延べ人数、これをふやしていけるん

じゃないのか。ここにどういう会話が生まれている

か。北海道の今度の米はできがよかったよ。今度のも

のはおいしいよ。国頭の人たちと会話が生まれてい

る。こういうところが沖縄の沖縄らしさ。ほかのとこ

ろの観光地でできないこと。そうは思いませんか。

○議長（喜納昌春君）　文化観光スポーツ部長。

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　議員御指摘

の部分、非常に大きな意味があると思います。今おっ

しゃっていましたスポーツコンベンションの「スポー

ツ施設ガイド」に載っているのは確かに５施設。これ

は市町村にデータの提供を依頼して上がってきたもの

の数がそうでございまして、残念ながら平成22年度以

降、美ら島総体の開催に伴って、本来県内施設の改修

などもありましたので、これはもう一回改めてしっか

りと新しい情報を把握して、ぜひそれを広げていきた

いと。伴って、それでもってパークゴルフを中心とし

てファミリー層が楽しめるようなそういう環境整備も

含めて、それからどういうふうなスポーツコンベン

ションとしてのかかわりを持てるかというところもぜ

ひこれから検討、考えていきたいと思っております。

○議長（喜納昌春君）　呉屋　宏君。

○呉屋　　宏君　私は、このパークゴルフと出会って

７年になりますよ。去年５月１日に粟国でパークゴル

フ場ができた。今月の23日は久米島でオープンする、

36ホール。今、宜野座で18ホール、漢那でつくってい

る。うるま市の田場の後ろのほうで18ホール、27年に

着工する。これも決まっている。だけれども、こんな

ふうにちゃんとした部分ができてくると、雪に埋まっ

た北海道や東北の人たち、12月ごろから３月ごろまで

できなくて富裕層はどこに行くか。沖縄に来てもらえ

るんですよ。僕はそういう政策がもっと必要なんじゃ

ないのかな、そういう感じがしています。だから、も

う一回考え直したほうがいいと思う。

　そして、皆さんの今度の知事提案の中に、福祉保健

部長――ちょっと質問は変わりますけれども――1300

名の待機を消すと、定員をふやすということになって

いますけれども、そのとおりですか。この１年だけで

ですか。１年で1300人消すんですか。

○議長（喜納昌春君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（崎山八郎君）　安心こども基金での

保育所整備と、認可外保育施設の認可化によって1300

人の定員増を図ります。

○議長（喜納昌春君）　呉屋　宏君。

○呉屋　　宏君　21年から24年までに新しく定員増し

たのは何名ですか。

○議長（喜納昌春君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（崎山八郎君）　安心こども基金で

3802名の定員増、それから認可外からの認可化で1312

名の定員増になっております。

○議長（喜納昌春君）　呉屋　宏君。

○呉屋　　宏君　安心こども基金で４年間で3800、通

常の待機児童の特別基金で1300。これは４年間ですよ

ね。ことし１年で1300はやられるわけですね。

○議長（喜納昌春君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（崎山八郎君）　市町村と連携をして

しっかり取り組んでいきたいと思います。

○議長（喜納昌春君）　呉屋　宏君。

○呉屋　　宏君　待機児童を消すのは私も平成10年か

らずっと頑張ってきた。しかし限界がある。私はもう

この限界をとても感じている。今、県が４分の１の補

助金、負担金は幾らになっていますか。

○議長（喜納昌春君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（崎山八郎君）　平成23年度でお答え

いたしますと、約51億円です。

○議長（喜納昌春君）　呉屋　宏君。

○呉屋　　宏君　きのう、私が保育室長から聞いてい

る数字とは違いますけれども、本当にそのとおりです

か。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午前11時53分休憩

　　　午前11時53分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　福祉保健部長。

○福祉保健部長（崎山八郎君）　県の負担金として

は、保育所運営費負担金ということですけれども、平

成23年度約51億円、平成24年度約54億6000万円という

ことになります。

○議長（喜納昌春君）　呉屋　宏君。

○呉屋　　宏君　この負担金というのは、ゼロ歳の子

供を保育園に１カ月預けると16万出しているわけです

ね、１人当たり。その４分の１が県の分、その４分の

１の４万円が市町村分、４分の２の８万円が国が出す

負担金。そうですよね。これをそのままずっと続けて

いくと、これは落ちることはないんですよ。ふえる一

方なんです。これが経常経費にそのままはね返ってく

る。この部分は大事ですよ、大事。もうそろそろ限界

ではないですか。私たちは平成13年から勉強会をやっ

てきましたよ。ここの中でやらなければいけないの

は、劣悪な認可外があった。その劣悪さをどうやった
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ら解消できるか。その劣悪さの、これは保育に欠けて

いる人は認可に入れる。保育に欠けてない人たちはど

こで遊ぶんですか、その子供は。今は道端や公園で遊

べる時代ではない。だから、市町村がしっかりと認可

をした認定保育園制度というのをつくろうよと。それ

が保育に欠けてない子供たちが遊べる保育園をしっか

りと市町村で認定をして、そこに負担金が少ない部分

を出していこうよということもやってきた。それに対

してどう思いますか。

○議長（喜納昌春君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（崎山八郎君）　市町村が独自の基準

によって保育施設の提供については、浦添市あたりで

認可外保育施設を活用して実施しているというような

ことは承知しております。そういった市町村独自の基

準による保育の提供ということについては、市町村に

おける地域の実情に応じた多様な方策の一つというこ

とで取り組むべきものというふうに考えております

○議長（喜納昌春君）　呉屋　宏君。

○呉屋　　宏君　最後になりますけれども、認可外保

育園の施設の改修費がこの中に入っていますよね。そ

うすると、この認定保育園をつくらなくても認可外の

ままで改修できるんでしょう。私は、これは認定させ

た後、しっかりとした保育の状況を迎えているなと、

できる施設だなというところに認可外でも施設改修を

させるんだったらわかる。だけれども、そういう基準

もなくて個人の建物を改修するというのは、本当にこ

れでいいのかな。交付金の使い方としてこれでいいの

かなということはもう一度考えたほうがいいと思いま

す。

　最後に、この振興計画初年度で退任をされる上原副

知事、最後に所見をお伺いをして一般質問を締めさせ

ていただきますので、よろしくお願いします。

○議長（喜納昌春君）　上原副知事。

○副知事（上原良幸君）　所見といいますか感想とい

いますか感慨――あしたもありますけれども――とり

あえず。

　顧みると、企画部長で４年、知事公室長で１年、そ

れから副知事で３年、計８年この県議会の本会議の場

に席を与えていただきました。大変一抹の寂しさを覚

えますけれども、前田議員もいらっしゃらないという

ことでより寂寥感を深くしております。これまで議員

各位の御見識の御一端に触れることができました。ま

た、質疑応答を通じて鍛えていただきました。教えて

いただきました。

　今、質問にも出ましたけれども、我々を取り巻く環

境といいますか社会状況というのは本当に転換期とい

いますか時代の分岐点に立たされていると思っており

ます。ましてやこの沖縄、特に沖縄県政もそうですけ

れども、先日、玉城義和議員が使われましたけれど

も、正念場をこれから迎えるんじゃないかというふう

に思っております。であればこそ車の両輪とよく言わ

れますけれども、執行部と議会が一体となって、

チャースガウチナーというものの大論争を談論風発し

て、県民といいますと特に若い連中が、誇りと希望を

持てるような沖縄を実現するために、我々の意思と能

力が試されているというふうに思っております。この

場を離れますけれども、またいろんな機会で皆さんと

自由闊達な議論、意見交換ができればというふうに

思っております。

　以上です。

○呉屋　　宏君　ありがとうございました。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午前11時59分休憩

　　　午後１時24分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　午前に引き続き質問及び質疑を行います。

　當間盛夫君。

　　　〔當間盛夫君登壇〕

○當間　盛夫君　皆さん、こんにちは。

　前田政明議員の死去は大変私も残念で、比嘉京子議

員、そして上原章議員と私と一緒に県議会に参加した

というところもあって、やっぱり前田さんの思い出と

なると、那覇市議会でもそうだったんですが、物すご

いするどいやじで我々もたじたじになるところが結構

あったんですが、そういった部分で本当に残念だな

と。そしてもう間違いなく家族を含めて県民の幸せが

どうかということを一番に考えていた前田議員でもあ

りますので、またその思いを共産党の会派の皆さん、

そして我々議員もしっかりと受け取って頑張っていき

たいなと思っております。前田議員、大変お疲れさん

でございました。

　そして、県立高校の高校入試がきょう、あすという

ことでございます。私も島袋大議員も名門豊見城高校

の卒業でございまして、きょう議席を見ると、島袋大

議員も無事生還したようでございまして、何か胆石

だったのか３センチも、知事より大きい胆石だったら

しくて、無事な生還おめでとうございます。

　それでは一般質問に移らさせていただきます。

　１、県政運営方針について。

　茨、持続的な人口増加について、どのような取り組

みを行うのか。また、人口増加計画で県民がどのよう

に豊かになるのかを伺います。
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　芋、鰯は取り下げます。

　允、東日本大震災からやがて２年であり、県の対策

は急務であります。防災対策全般の再構築はどのよう

なものかをお伺いいたします。

　印、交通渋滞の緩和や公共交通機関の利用促進は早

急な対策が求められているが、取り組み状況を伺いま

す。

　咽、「資金繰り円滑化借換資金」創設について伺い

ます。

　員、「グッジョブセンターおきなわ」の設置につい

て取り組みをお伺いいたします。

　因、人材育成の中で語学力向上は最も重要な項目で

ありますが、国外留学だけではなく全体的な取り組み

状況をお伺いをいたします。

　姻、保護者が負担する子供の教育費等について、小

学校・中学校・高校の県内状況をお伺いいたします。

　引、農連市場再開発事業の進瀧状況をお伺いいたし

ます。

　２、基地問題について。

　茨、辺野古移設案に反対の意思表明を知事が行わな

いのはなぜか。埋立申請を拒まないとありますが、真

意をお伺いいたします。また、提出されるといつまで

に県の回答をしなければならないのかをお伺いをいた

します。

　３、那覇空港について。

　茨、那覇空港滑走路増設事業の工事計画の概要をお

伺いいたします。

　芋、同事業の県内企業の受注機会の拡大確保に向け

ての県の取り組みをお伺いいたします。

　４、観光行政について。

　茨、付加価値の高い観光とはどのようなものなの

か、何を想定しているのかをお伺いいたします。

　芋、県観光関連一括交付金は、偏り発注、また受け

入れ体制の軽視などと現場の批判がありますが、事業

の執行状況と課題をお伺いいたします。

　鰯、零細中小ホテル等への支援対策をお伺いいたし

ます。

　５、農林水産業について。

　茨、ＴＰＰ交渉参加が大きく動き出しております。

知事は態度を明確にすべきではありませんか、見解を

お伺いいたします。

　芋、耕作放棄地等について、国・県と各市町村の取

り組み状況をお伺いいたします。

　鰯、県中央卸売市場の取り扱い状況と活性化策をお

伺いいたします。

　允、泊漁港関連施設整備について取り組み状況をお

伺いいたします。

　６、尖閣諸島問題について。

　茨、尖閣諸島問題は、中国のたび重なる領海侵犯や

日台漁業協議も含めて複雑化しております。知事のコ

メントや行動が私は鈍過ぎるのではないかというもの

でありますが、見解をお伺いいたします。

　７、環境行政について。

　茨、自然環境の保全の取り組み状況をお伺いいたし

ます。

　芋は取り下げます。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午後１時29分休憩

　　　午後１時29分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　當間盛夫議員の質問に答弁

をいたします。

　まず第１に、基地問題についての御質問の中で、辺

野古移設反対の意思表明についての御質問にお答えい

たします。

　地元の理解が得られない辺野古移設案の実現は事実

上不可能であります。他の都道府県への移設が合理的

かつ早期に課題を解決できる方策と考えております。

この考えに変わりはなく、引き続き日米両政府に一日

も早い危険性の除去と県外移設・返還を強く求めてま

いります。２月２日、安倍総理との面談においても同

様の趣旨の要請をしたところでございます。

　次に、尖閣諸島問題に関する御質問で、尖閣諸島に

関する知事のコメントや行動は鈍いのではないかとい

う御趣旨の御質問に答弁をいたします。

　尖閣諸島をめぐる問題につきましては、まずは国レ

ベル、国同士で解決すべき性質のものと考えておりま

す。中国と沖縄は長い交流の歴史を持っております。

そして極端な表現かもしれませんが、沖縄県民140万

県民が何らかの形で中国と長い多様な交流があると言

えると思います。そしてこれを深めて友好をさらにつ

くり上げてきたと考えております。今後とも交流を継

続すること、そしてその結果として友好を拡充してい

くことが我々ができる基本的なことではないかと考え

ております。

　なお、尖閣諸島周辺での操業が安全にできるように

という、現下の、目下の事態の具体的なことに関して

は、私も直ちに政府に対しその政府の取り組みを強く

何回にもわたり求めてきたところでありますので、念

のため申し添えます。
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　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。

○議長（喜納昌春君）　企画部長。

　　　〔企画部長　謝花喜一郎君登壇〕

○企画部長（謝花喜一郎君）　県政運営方針について

の御質問の中の、持続的な人口増加への取り組み等に

ついてお答えいたします。

　沖縄県の人口は、平成37年ごろをピークに減少に転

じることが見込まれており、少子・高齢化の進展と相

まって、経済成長にマイナスの影響を及ぼす可能性が

あります。このため、社会経済の基盤となる人口の増

加を持続するための計画策定に向けて取り組んでいる

ところです。人口増加のためには、１、自然増拡大の

取り組みとして、子育てセーフティネットの充実、健

康・長寿沖縄の推進、２番目に、社会増拡大の取り組

みとして、雇用対策と多様な人材の確保、ＵＪＩター

ンの推進、３番目に、地域均衡のとれた人口増加とし

て、離島における定住条件の整備、離島の特色を生か

した産業振興と新たな展開、４番目に、交流人口拡大

の取り組みとして、世界水準の観光・リゾート地の形

成などの取り組みが必要であると考えております。こ

れらの取り組みにより、いびつな年齢構成の改善や地

域均衡のとれた人口増加が図られ、各地域に若者や子

供の数がふえることにより、人口減少社会で懸念され

ている高齢化による生活不安や、現役世代の減少によ

る労働力不足等、さまざまな不安が回避され、地域の

活力が高まり、沖縄らしい優しい社会の構築と強くし

なやかな自立型経済の好循環が生じるものと考えてお

ります。

　次に、交通渋滞の緩和と公共交通機関の利用促進に

ついてお答えいたします。

　国内で唯一鉄道のない本県では、急激な自動車利用

の拡大とバス利用者の減少により、全国の中でも極め

て高い自動車依存型社会が形成され、国道58号を初め

とする県内の主要道路では交通渋滞が日常化しており

ます。県としては、交通渋滞を緩和するためには、自

動車利用から公共交通利用への転換が重要であると考

えております。そのため、バスからバス、またはバス

からモノレールへの乗り継ぎ時の複雑な運賃精算を可

能にするＩＣ乗車券システムや、スマートフォン等に

よりバスの位置情報を提供するバスロケーションシス

テム、外国人観光客の経路検索を可能にする多言語公

共交通検索システム、交通弱者を含むすべての利用者

の乗降性にすぐれるノンステップバスの導入など、公

共交通の利用環境改善に取り組んでおります。また、

バスレーンの延長、時差出勤の導入、啓発活動等の交

通需要マネジメント施策についても関係機関と連携し

て取り組んでおります。

　次に、那覇空港についての御質問の中の、那覇空港

滑走路増設事業の工事計画の概要についてお答えいた

します。

　工事計画の概要については、国の環境影響評価準備

書によれば、主な工事として、護岸工事、埋立工事、

滑走路や誘導路等の舗装工事、管制塔や無線及び照明

等の航空保安施設の建設工事が計画されております。

　次に、農林水産業についての御質問の中の、ＴＰＰ

交渉参加について。

　沖縄県では、これまで政府からの情報提供が少ない

こと、また、国内農業へ重大な影響を与えるおそれが

あることなどから、国民合意のないままＴＰＰ交渉へ

の参加を行わないことを国に対して求めてきたところ

であります。去る２月22日の日米首脳会談後における

日米の共同声明においては、ＴＰＰ交渉参加に際し、

一方的に全ての関税を撤廃することをあらかじめ約束

することを求められるものではないことなどが確認さ

れております。しかしながら、沖縄県といたしまして

は、政府において十分な情報提供がなされることが必

要であると考えており、国民的議論も踏まえて交渉参

加について慎重に判断することが重要であると考えて

おります。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　県政運営方針について

の御質問の中で、防災対策全体の再構築についてお答

えいたします。

　一昨年３月に発生した東日本大震災から満２年を迎

えようとしております。震災の教訓を踏まえた防災対

策の見直し、高度化は、我が国の国家的課題となって

おり、安倍内閣においても各種の施策を打ち出してい

るところです。本県においては、昨年３月に沖縄県地

域防災計画を見直し、今年度は住民の実践的な地震・

津波避難訓練を目的とした広域地震・津波避難訓練の

実施、Ｊアラートで受信した津波等の緊急情報を県内

全域へ配信する仕組みの構築、津波避難困難地域の解

消に向け、効果的な対策を検討するための調査を進め

ており、津波避難対策を重点に強化しております。平

成25年度は、津波浸水予測結果を踏まえた地震被害想

定調査の実施、新たな沖縄県防災情報システムの導入

等、さらなる防災・減災対策を充実強化するととも

に、適宜沖縄県防災計画の見直しも進めてまいりたい

と考えております。



－ 328 －

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　県政運営方針につい

ての御質問の中の、「資金繰り円滑化借換資金（仮

称）」創設についてお答えいたします。

　沖縄県では、中小企業者の資金繰りの改善等を目的

に、平成25年度から「資金繰り円滑化借換資金（仮

称）」を創設することとしております。内容として

は、既存借入金を一本化し、返済ペースを見直すなど

により、中小企業者の月々の資金繰りの緩和と経営基

盤の強化を支援してまいります。本資金の予算額とし

ては８億円、融資枠は40億円程度を見込んでおりま

す。

　次に、同じく県政運営方針についての御質問の中

の、「グッジョブセンターおきなわ」の設置について

お答えいたします。

　「グッジョブセンターおきなわ」は、沖縄県の雇用

情勢の改善を図ることを目的に設置する総合的な就業

支援拠点であります。同センターでは、沖縄県を初め

ハローワークや関係団体が一体となり、若年者や女

性、生活困難者など各階層に応じた就労支援をワンス

トップで行います。沖縄県としては、同センターを活

用し、求職者等のさまざまなニーズに対応した就職支

援を行い、失業率の改善に努めてまいります。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　県政運営方針についての御

質問で、語学力向上に係る全体的な取り組み状況につ

いてお答えいたします。

　県教育委員会では、沖縄21世紀ビジョンの具現化並

びに本県の振興・発展に貢献する志を持ったグローバ

ルな人材育成を図るために、英語立県沖縄推進戦略事

業を進めているところでございます。現在、県内の

小・中・高校の英語の授業に外国語指導助手（ＡＬ

Ｔ）を配置し、生の英語に触れる機会を与えること

で、児童生徒の英語コミュニケーション能力の向上を

図っております。また、英検合格率日本一を目指し、

小・中・高校で模範となる優秀な英語教員を養成する

など、授業改善に取り組んでいるところでございま

す。さらに、県内にいながら交流と体験ができる27種

類の交流プログラムを沖縄科学技術大学院大学及び県

内英語関連機関と連携をし実施しております。

　県教育委員会といたしましては、今後ともグローバ

ルな教育先進地域づくり及び国際性と個性を涵養する

教育システムの拡充を図ってまいりたいと考えており

ます。

　次に、保護者の教育費負担についてお答えいたしま

す。

　文部科学省における平成22年度「子どもの学習費調

査」によりますと、小中学校及び高等学校の年間教育

費は、全国平均で小学校が、公立で約30万4000円、私

立で約146万5000円、中学校が、公立で約46万円、私

立で約127万9000円、高等学校の全日制では、公立で

約39万3000円、私立で約92万3000円となっておりま

す。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　當銘健一郎君登壇〕

○土木建築部長（當銘健一郎君）　県政運政方針につ

いての御質問の中で、農連市場再開発事業の進瀧状況

についてお答えいたします。

　本事業は、平成22年の都市計画決定後、平成24年度

の組合設立認可を目指してきたところでありますが、

経済状況の低迷による参画予定企業の撤退などによ

り、早急な事業及び資金計画の見直しが必要となりま

した。現在、準備組合が設立されており、早期の事業

計画等の認可を目指し、事業計画の素案が作成された

ところであります。また、同組合は、平成25年度の組

合設立認可、平成26年度の権利変換計画の認可に向け

て準備を進めているところであります。県といたしま

しては、農連市場の売り場形態が継承されるよう、那

覇市と連携し事業の支援に努めていく考えでありま

す。

　次に、基地問題についての御質問の中で、埋立申請

を拒まないとの発言の真意及び回答までの期間につい

てお答えいたします。

　行政手続法第７条では、申請がその事務所に到達し

たときは遅滞なく当該申請の審査を開始しなければな

らないと規定されております。仮に公有水面埋立承認

申請書が提出された場合には、当該法令にのっとり適

切に対応してまいりたいと考えております。また、公

有水面埋立承認申請書の審査手続に要する標準処理期

間については、国の承認申請の場合、おおむね６カ月

半から８カ月半となっております。

　次に、那覇空港についての御質問の中で、那覇空港

滑走路増設事業に係る県内建設業の受注機会の確保に

ついてお答えいたします。

　県においては、毎年、県内建設業への受注機会の拡

大について、国関係機関へ要請を行っており、その結

果、沖縄総合事務局や沖縄防衛局において、分離・分
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割発注、入札参加資格要件の緩和等の見直しが行わ

れ、県内建設業の受注割合は増加しております。今後

は、那覇空港滑走路増設事業に係る県内建設業の優先

発注についてもあわせて要請していきたいと考えてお

ります。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　文化観光スポーツ部長。

　　　〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　観光行政に

ついての中の、付加価値の高い観光についてとの御質

問にお答えいたします。

　沖縄県としましては、オリジナリティーあふれる沖

縄ならではの観光価値の発揮により、観光客を引きつ

け高い満足度を提供するとともに、地域経済へ大きな

経済効果をもたらす観光を付加価値の高い観光と考え

ております。具体的には、文化遺産・空手・組踊・エ

イサーなどを活用した文化資源活用型観光、野球や

サッカーなど各種スポーツキャンプ・大会などを活用

したスポーツ・ツーリズム、検診やリハビリ等を観光

と組み合わせた医療ツーリズムなどを推進してまいり

ます。また、関連産業への波及効果が期待できるＭＩ

ＣＥやリゾートウエディングの誘致強化に取り組むと

ともに、各地域の魅力ある資源の観光活用や、新たな

観光メニューの創出を促進し、アジア・太平洋地域の

中で高いブランド力を発揮する観光・リゾート地とし

ての地位を確立してまいりたいと考えております。

　次に、同じく観光行政についての中の、観光関連一

括交付金の執行状況と課題についてとの御質問にお答

えいたします。

　沖縄県では、沖縄振興特別推進交付金を活用し、外

国人観光客の拡大を図るため、航空路線の拡充や市場

特性に応じたプロモーション、受け入れ体制の強化等

を推進しております。また、国内市場での季節ごとの

きめ細かなプロモーションのほか、クルーズ船やＭＩ

ＣＥの誘致、離島の魅力を活用した観光の推進に取り

組んでおります。加えて、文化や芸能、スポーツを活

用した新たな市場の創造のほか、観光人材の育成や観

光危機管理体制の構築等、受け入れ体制の整備にも取

り組んでいるところであります。沖縄県では、これら

事業を通じて、観光ボトム期や国内外からの交通アク

セス、特に海外における認知度、外国人受け入れ体制

等の課題の解消に取り組んでおります。また、今年度

の事業執行上の課題としては、日中関係の悪化に伴う

中国国内でのプロモーションの実施への影響が挙げら

れます。なお、各事業の執行においては、業務の特性

を踏まえつつ適正な事業者の選定に努めるとともに、

受け入れ体制の強化にも留意しながら取り組んでお

り、引き続き県内業界とも意見交換をしながら、効率

的かつ効果的な事業の実施に努めてまいりたいと考え

ております。

　同じく観光行政についての中の、零細中小ホテル等

への支援対策についてとの御質問にお答えいたしま

す。

　県では、中小ホテルを含む観光関連事業者を対象

に、接遇等に関する従業員の研修や、企業等が行う外

国語語学研修の費用の支援、中国人観光客受け入れの

ための助言を行うアドバイザー派遣等を実施しており

ます。また、県産業振興公社支援メニューとして、宿

泊業を含む企業経営全般に関する窓口相談や、中小企

業の経営革新計画への支援、問題解決のための専門家

派遣費用助成などを実施するとともに、売り上げの減

少等により資金繰りが厳しくなっている宿泊業等の中

小企業者を対象とした支援策として、県融資制度に

「中小企業セーフティネット資金」も設けておりま

す。さらに、「ディスカバーウチナー・県民一人一泊

運動」などを通して県民の県内ホテル利用を促進する

とともに、平成25年度から新たに修学旅行推進強化事

業として、事前・事後学習の支援、新たな体験プログ

ラムの提案などを実施し修学旅行の安定的な確保を図

ることにより、中小ホテル等の利活用の拡大につなげ

てまいりたいと考えております。

　県では今後とも、中小ホテル等を含む観光関連事業

者にこれらの事業・制度の活用を周知してまいりたい

と考えております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　知念　武君登壇〕

○農林水産部長（知念　武君）　農林水産業について

の中の、耕作放棄地等の取り組み状況についての御質

問にお答えします。

　県においては、耕作放棄地解消対策として、平成18

年度から平成23年度までに、耕作放棄地再生利用緊急

対策交付金事業により約181ヘクタール、サトウキビ

関係事業により約124ヘクタール、事業波及効果によ

り587ヘクタール、合計892ヘクタールの耕作放棄地を

解消しております。また、県内28市町村の耕作放棄地

対策協議会が活動を展開しており、特徴的な事例とし

ましては、西原町において、貸借等の仲介を行う農地

交渉人の配置による担い手への農地集積とともに、耕

作放棄地の再生利用によるシマナー栽培及び商品開発

に取り組んでいるところであります。さらに、平成24

年度から、人と農地の問題解決に向けた「人・農地プ
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ラン」を推進するとともに、農地データバンク事業や

耕作放棄地対策事業等の関連施策を活用しつつ、耕作

放棄地を再生利用し、新規就農者等の中心経営体への

農地集積に取り組んでいるところであります。

　次に、同じく農林水産業についての中の、県中央卸

売市場の取り扱い状況と活性化策についての御質問に

お答えします。

　県中央卸売市場における平成24年の取り扱い状況

は、青果の数量が６万4423トン、対前年比2.6％増、

金額は133億1247万円、対前年比2.5％増となっており

ます。また、花卉は5382万2000本、2.6％減、金額29億

8923万9000円、1.3％増となっております。なお、市

場施設においては、コールドチェーンの拡充など品質

保持の課題があると考えており、平成24・25年度に競

り場内に鮮度保持のための低温管理施設を設置すると

ともに、平成25年度からは安定的な供給のための冷蔵

配送施設の設置を予定しているところであります。今

後とも関係者と連携を図りながら、取り扱い数量の増

加など活性化に向けて努めてまいりたいと考えており

ます。

　次に、泊漁港関連施設整備に関する取り組み状況に

ついての御質問にお答えします。

　県においては、県水産業の発展のために、高度衛生

管理機能を備えた市場と、水産物の加工処理機能等を

あわせ持った基盤整備が必要であると考えておりま

す。そのため、県としましては、十分な用地確保が可

能である糸満漁港に市場関連及び加工関連施設等を一

体的に整備し、市場機能の移転集約を図る考えであり

ます。一方、市場移転後の泊漁港は、冷蔵庫等の機能

施設の整備を進めるとともに、「泊いゆまち」や離島

ターミナル等の周辺地域を含めたウオーターフロント

の立地性を生かし、市民や観光客をターゲットにした

活性化が望ましいと考えております。

　県としましては、今後とも水産関係団体との調整を

鋭意図ってまいります。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　環境行政についての

御質問の中で、自然環境の保全の取り組み状況につい

てお答えいたします。

　沖縄県は、亜熱帯海洋性気候のもとサンゴ礁が発達

し、固有の野生生物が数多く生息・生育する自然環境

を有しております。このような豊かな自然環境を保全

するため、県におきましては、サンゴ礁の保全・再生

やマングース等外来種の防除対策の取り組みを行って

おります。また、奄美・琉球の世界自然遺産登録に向

けた条件整備を進めるとともに、生物多様性の保全と

持続可能な利用を図るための基本計画となる「生物多

様性おきなわ戦略」を本年度中に策定し、自然と共生

する社会の実現を目指していきたいと考えておりま

す。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　どうもありがとうございました。

　まず、農連市場再開発のほうから土建部長お願いを

いたします。

　事業的には１年ちょっとおくれているんですよね。

24年度の予算執行というのはどういうふうな形で進ん

でいるんでしょうか。

○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。

○土木建築部長（當銘健一郎君）　24年度につきまし

ては、実は当該年度の予算計上額はゼロでございます

けれども、23年度からの繰越予算におきまして事業計

画、権利変換計画の作成費を計上しておりまして、今

実施しているところでございます。

○議長（喜納昌春君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　皆さんから出されている予定表の中

では、１月に臨時総会を開くという予定になっていま

すよね。この臨時総会を開く中でのＡ１棟というんで

すか、店舗の部分を含めてこれの進瀧状況を教えてく

ださい。

○土木建築部長（當銘健一郎君）　ちょっと休憩お願

いします。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午後２時２分休憩

　　　午後２時２分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　土木建築部長。

○土木建築部長（當銘健一郎君）　ことしの２月22日

に臨時総会を開きまして、事業計画の素案について承

認をしております。これにつきましても若干当初の予

定よりはずれ込んでいるということがございます。

　それからＡ１街区でございますけれども、このＡ１

街区につきましては、権利者用の店舗棟ということで

店舗とそれから農連市場の機能を残そうということで

ございます。これは先ほど答弁いたしましたけれど

も、この農連市場の機能を残すということにつきまし

て、県・那覇市、それから組合などと今協議をしてい

るところでございます。

○議長（喜納昌春君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　私もずっとこの質問をさせてもらっ
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ておりまして、沖縄らしさというものをどう残すかと

いうことがこの農連市場の再開発に求められていると

いうことが言われておりますので、しっかりと農連市

場のものがどうなのかということをやってもらいたい

ということです。総事業費が195億、当初予算であり

ます。皆さん、県と市の覚書をこれからやろうという

ことになっているんですが、予算の追加予算等々も含

めてこの那覇市さんとの覚書をどういうふうにするの

か、ちょっと内容的に説明してもらえますか。予算等

も含めて。

○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。

○土木建築部長（當銘健一郎君）　通常のこの再開発

事業につきましては、一般会計補助につきまして、ま

ず県・市で３分の１、ですから６分の１を持つという

もの、それ以外に今議員の御指摘のような県のほうか

らの追加支援というものを考えております。この追加

支援につきましては、農連市場の現在相対売りという

ことで、沖縄らしい市場としての機能を残したいとい

うことでやっておりまして、ここがどういうふうにな

るかということによって覚書の内容が変わってまいり

ます。まだ那覇市さんとの間でいろいろと協議は続け

ておりますけれども、決着までは行っていないという

ことでございます。

○議長（喜納昌春君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　これは皆さんの予定では３月に事業

組合の設立の認可申請とかやるわけですよね。それを

する中で、県と市の覚書も同時にやらないといけない

という日程になっているんですけれども、これは皆さ

んはおくれてもいいんですか。皆さんの予算が決まら

ない中で、事業組合の設立というのは可能なんです

か。

○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。

○土木建築部長（當銘健一郎君）　現在のスケジュー

ルを申し上げますと、25年度初旬以降の組合設立認

可、そして26年度の権利変換計画という作業を進めて

おります。県の一般会計補助に対する補助裏ですけれ

ども、これは必要な額を計上して現在でも進めており

ます。ただ、追加支援の分につきましては、これはお

金が必要なのは後年度でございますので、今すぐどう

こうということはございません。ただ、追加支援は県

として応分の負担をするということは基本的にござい

ますので、そういったことで事業自体は進められるも

のと考えております。

○議長（喜納昌春君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　今年度、25年度の予算がもう県のほ

うで１億5000万、25年度予算でついていると。しっか

りと予算の枠組みをどうするんだということをこの農

連の再開発のほうを早目に徹底をして、もうおくれて

いるわけですから、一日でも早く進められるような対

応をされてください。

　知事、ＴＰＰの件なんですが、間違いなく聖域なき

という形があったんですけれども、日米共同声明の中

でそれではなくて日本は米、砂糖という形で何品目か

やっていくということがあるんですが、農水部長、農

協さんはよく沖縄のサトウキビの状況というのも結構

ありますので、県内の耕作面積のうちでサトウキビの

耕作面積の割合というのはどういうふうになっている

んですか。

○議長（喜納昌春君）　農林水産部長。

○農林水産部長（知念　武君）　県内の耕地面積の約

７割ぐらいがサトウキビの生産面積でございます。

○議長（喜納昌春君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　７割もあったら大変で、皆さんから

もらっている数字では平成12年で56％ぐらいになって

いるんですよね。これが徐々に徐々に減ってきて、今

約５割ぐらいがサトウキビというような割合になって

いるんですよ。以前の質問でもありましたように、パ

イナップルのものが農家年収は減っているというよう

な間違いなくそういった部分になってくるだろうと。

今度も砂糖という部分でその中に組み込まれている。

その例外に組み込まれている分があっても間違いなく

ＴＰＰ交渉になってくると、その砂糖の部分の農家が

減ってくるということはパインを見てもおのずとわか

るわけですよね、そういった部分は。そういうことを

見てくると、今サトウキビの割合のものからすると、

耕作面積からするとどの地域が一番多いんですか。

○議長（喜納昌春君）　農林水産部長。

○農林水産部長（知念　武君）　サトウキビの生産面

積で多いのは、やはり宮古・八重山の離島地域、それ

と南北大東島等々でございます。

○議長（喜納昌春君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　宮古・八重山、南北大東という形に

なってくるはずでしょうから、その分がＴＰＰをやる

ことでもっと過疎化してくるものになってくるんじゃ

ないかなという懸念をする部分と、農協さんがＴＰＰ

の影響について出している中で、まずサトウキビはも

う100％減少すると。197億のものが失われるだろうと

いう試算を出しているわけですね。トータルで1420

億、県内で、そういった部分が影響が出てくるとい

う。これは試算でしょうから、あると思います。ＴＰ

Ｐ云々というよりも、今ある県の我々の農業予算とい

うのは、知事、大体700億近いんですね。680億とか
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700億。生産額となってくると、800億なんですよ。

700億の予算をつぎ込んでも800億の生産しかないとい

う現実があって、耕作放棄地も間違いなくふえている

ということからすると、ＴＰＰの前に日本の農政の失

敗なんですよね、その辺は。知事、その辺の認識どう

お持ちでしょうか。

○議長（喜納昌春君）　農林水産部長。

○農林水産部長（知念　武君）　今の農政に対する評

価というのはいろいろな考え方があると思いますが、

ただ確かに農林水産部の予算というのは、650億とか

そういう数字があります。ただ、それは今の800億と

いうのは農業だけの生産額でありまして、水産等を含

めるとまだもうちょっと大きい数字であります。それ

と単純に比較というのはできないような気がします。

もちろん農業予算の中には防災的な、例えば海岸であ

りますとかいろんな形で防風林でありますとかそうい

うことも入っていますし、あるいは農村地域の集落排

水とかいろんな予算も入っていますので、単純に農業

生産額と農林水産部関係の予算を比較するのは適当

じゃないと思います。

○議長（喜納昌春君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　皆さんの出している数字から見る

と、間違いなく農業の生産額というのは減ってきてい

るわけですよね。今、平成23年度を見ても800億でし

かないと、22年度で920億と。一番多いときで昭和60

年ですよ、1160億という数字が出てきているものから

すると、そのことはＴＰＰがあって何でも反対だとい

うことではなくて、もっとやっぱり戦略的に我々は農

業はどうあるべきかということを持たないといけない

部分がある。じゃ、サトウキビがこういう状況にある

んであれば、そのサトウキビにかわる部分を、じゃ、

強い農業をどう持つのかということになってくると、

その辺をどう持っていくのかということは農業の政策

の上で重要だと思うんですけれども、サトウキビにか

わる沖縄県の戦略ということになってくると何を持っ

ていこうという想定がありますか。

○議長（喜納昌春君）　農林水産部長。

○農林水産部長（知念　武君）　今、ＴＰＰと絡めて

サトウキビにかわるという議論というのはちょっとや

りにくいんですが、ただ、今までもサトウキビが相当

減ってきていますし、それにかわる作物というのは

ゴーヤーであり、あるいはマンゴーであり、その他の

野菜等もふえていっています。ただ、今ちょっと横ば

いで伸び悩みのところもありますが、復帰のときと比

べるともう格段の進歩があってふえています。これは

復帰後、農林水産業の中でも例えば地下ダムでありま

すとか、地上のダムもあるんですが、そういうことも

整備をしながら農業用水を確保した、あるいは圃場整

備をして機械化の効率化を図ったとかということで、

あるいはビニールハウス等災害に強い栽培施設の整備

を進めたということで、サトウキビからその他の作物

にかわっていっているということもあるし、その戦略

品目というのをふやしていこうということと、あと１

つは、サトウキビと一緒にできるということであれば

離島地域において畜産が、これも復帰のときから比べ

ると格段の伸びでございます。飼養頭数について言え

ば約２倍の４万頭ぐらいが８万頭ぐらいに伸びていっ

たということもありますし、今後はその辺も視野に入

れながら肉用牛等の飼料のより高い栄養素のある作物

を取り入れながら、畜産等も伸ばしていきたいと考え

ております。

○議長（喜納昌春君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　戦略的に我々はもっと考えていかな

いといけないだろうなというふうに……。

　それともう一つ、やっぱり耕作放棄地ですよね。耕

作面積は広がってきているはずで、平均的になっては

いるんですが、耕作放棄地がなかなか減らないという

状況があるんですが、国が次年度から始めようという

形で県が仲介するようなことを国はうたってきている

んですが、農政部の改革の中で。この中身ちょっと教

えてもらえますか。

○農林水産部長（知念　武君）　ちょっと休憩。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午後２時15分休憩

　　　午後２時15分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　農林水産部長。

○農林水産部長（知念　武君）　耕作放棄地の解消を

促進するために、例えば所有者が判明しないような農

地につきまして、地域の農業委員会がこれはもう所有

者がいない土地だということで、県知事のほうにこれ

を解消したいということで申し出をして、県知事のほ

うがこれはそういう土地だという認定をすれば農地利

用集積円滑化事業の中でそれを処理していけるような

仕組みができているということでございます。

○議長（喜納昌春君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　自民党は、2009年にもこれ改正され

た部分があって次年度に持っていこうとしているんで

すけれども、結局引退する農家があるということであ

れば、県がそのことを仲介してできるという部分だと

か、その中でいろいろな権利調整の部分での簡素化を

しようということでやってきているわけですから、こ
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れからは市町村に任せきりの耕作放棄地対策ではなく

て、県が仲介してその部分をやっていくんだというこ

とを国が農水省が後押ししてきているわけですよ。そ

の分であったり、間違いなく近郊の耕作放棄地の分で

も税務の問題が出るわけですよね。耕作放棄地になっ

ているのになかなか宅地課税だとか、税務も罰則をか

け切れないというところがあるわけですから、そのこ

とは税務とも一緒になって一体となってこの耕作放棄

地対策をやらないといけないという形があるんです

が、この耕作放棄地の分で税務で罰則を県内でかけた

部分とか何かあるんですか。

○議長（喜納昌春君）　農林水産部長。

○農林水産部長（知念　武君）　今、税務との関連で

そういう事例があったということについては、私のほ

うではちょっと把握をしておりません。

○議長（喜納昌春君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　この辺はやっぱり税務と一緒になっ

て耕作放棄地――放棄をしている分に関してはしっか

りと罰則も与えますよと、課税もしますよというよう

な対策をしないとやっぱりほったらかして、いつか宅

地になってくるだろうというような形であっては耕作

放棄地対策というのはならないはずでしょうから、だ

からこの辺は農政と税務が一体となって耕作放棄地を

どうしていくかということをしっかりと対応してもら

いたいというふうにも思っております。

　雇用のほうに移らせてもらいまして、４月に「グッ

ジョブセンターおきなわ」がオープンするということ

で質問をさせてもらっているんですが、この中に生活

支援――パーソナルの部分もあるんですが――生活支

援のことがあるんですよね、うたわれているわけです

よね。ところが、その生活支援がうたわれているのに

その構成の部分では、福祉保健部長、皆さんの福祉の

かかわりがないんですが、これはどう考えられていま

すか。いいですよ、商工労働部長でも。

○議長（喜納昌春君）　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　生活支援のもので

は、例えば住居、多重債務とか精神保健などいろんな

問題等がありますけれども、これは社会福祉協議会と

連携して対応していくということで、週１回はセン

ターで相談を受ける窓口を設けるとか、当面はそうい

う対応をしながら徐々に「グッジョブセンターおきな

わ」で対応できるような仕組みを社協と連携してやっ

ていくとこういう考えを今持っています。

○議長（喜納昌春君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　このグッジョブセンターは本当に

もっと前からあってもよかったんじゃないかなという

ふうにも思っているんですね。国のハローワークが一

緒に入ったり、キャリアセンターが今言われた生活支

援のパーソナルが一定の多重債務に関してどうやって

いくかということになっているはずでしょうから。私

が指摘をしているのは、例えば那覇市さん、新しくで

きました。その那覇市さんの近くにこのグッジョブセ

ンターができるわけですよね。そのグッジョブセン

ターに例えば那覇市さんのほうで生活保護の相談に行

かれる。それに行かれると、生活保護というのは一時

的な措置であるわけですから、じゃ仕事的にどうある

かということになってくると、那覇市さんは近くに

グッジョブセンターがありますから向こうに行かれて

くださいという対応をするわけですよね。そうではな

くて、那覇市さんも手いっぱいでしょうけれども、そ

の生活保護の皆さんとその支援センターが一緒になっ

てどうあるかということは、那覇市を事例にやったん

ですけれども決して那覇市さんだけではなくて、41市

町村の窓口がどう雇用に含めて就職支援に含めてどう

対応していくかということは大変重要な部分があると

思っているんですけれども、福祉保健部長、その辺を

どう対応される予定でしょうか。

○議長（喜納昌春君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（崎山八郎君）　支援に当たっては、

そういった相談内容に応じて生活保護だったり、生活

福祉資金の貸し付けであったり、就労支援など関係機

関と連携をして対応しているものというふうに認識を

しております。

○議長（喜納昌春君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　皆さんの対応がないからそういう話

をしているわけですので、現実手いっぱいなんでしょ

う。やっぱりそうではなくて、相談に来る方は中身的

に内容が多重債務でいろんな部分があるわけですよ。

そのことは福祉も連携をとっていってグッジョブセン

ターの対応をやっていくということをしっかりと持っ

てもらいたいというふうに思っています。

　皆さん、今度25年度の予算で生活困窮者自立促進支

援モデル事業にエントリーしているということは、こ

れはどういう事業になるんですか。

○福祉保健部長（崎山八郎君）　休憩お願いします。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午後２時23分休憩

　　　午後２時23分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　福祉保健部長。

○福祉保健部長（崎山八郎君）　事業目的としては、

生活困窮者の自立の促進を図るため新たな生活困窮者
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支援制度の構築に向けて実施するモデル事業というこ

とで、事業内容ですけれども、生活困窮者の自立に関

する相談支援、就労促進のための支援、家計相談支

援、その他地域の実情に応じた事業ということになっ

ております。

○議長（喜納昌春君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　あるじゃないですか、２番に、就労

促進の部分ということで。皆さん、そのことでエント

リーされて１億余りの予算をその分でのモデルでやろ

うとしているわけです。そういった面では就労促進の

ための支援事業ということをうたわれているわけです

から、やっぱりそのことをこのグッジョブセンターで

皆さんも一緒になってやっていくということをしっか

りと持ってください。

　そして県がもう一つやることは、やっぱり人材育成

ですよ。そういった相談者の皆さんのサポートをどう

やっていくかということを育てる。県が果たす役割は

私はその辺だというふうにも思っておりますので、そ

の辺はまた商工労働部も一緒になって頑張ってもらい

たいというふうにも思っていますので、部長、その辺

でちょっと答弁何か下さい。

○議長（喜納昌春君）　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　「グッジョブセン

ターおきなわ」では、各部局連携の会議もずっと行っ

ておりまして、先日、福祉保健部長も出席して関係団

体一体となって、福祉と母子センターとか、母子の

方々、それから生活困窮者、そういう中でもいろんな

問題を抱えていますので、やはりこれは福祉の部分あ

るいは保健の部分、福祉保健部ですね、こういうとこ

ろとも連携しながらいろいろやる必要があるというこ

とでこういう連携会議もちゃんとやっております。そ

して今おっしゃるいろんな心理カウンセラーとか、い

ろんなそういう人材がまたそこで必要になってくると

いうことでございますので、その辺は福祉保健部とも

連携しながら、あるいは他部局との連携、あるいはま

た農林水産部の就農の青年の皆さん、そういう問題を

全部含めて対応していきたい。こういう考えで「グッ

ジョブセンターおきなわ」を設立したわけですから、

こういう視点で取り組んでいきたいと考えておりま

す。

○議長（喜納昌春君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　各市町村とも連携をとってしっかり

と頑張ってください。

　次に、今月３月31日で切れる中小企業金融円滑化

法、これは県内の企業でそれを利用しているのはどれ

ぐらいありますか。

○商工労働部長（平良敏昭君）　ちょっと休憩お願い

します。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午後２時26分休憩

　　　午後２時26分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　平成24年９月末の数

字でございますが、沖縄県の件数で２万2438件、これ

は件数でございます。企業数は恐らく我々の推計です

が、約2000社から二千五、六百社ぐらいになるのかと

いう捉え方をしています。

○議長（喜納昌春君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　県で大体2000社という数字が出てお

ります。全国では約30万社から40万社ということで、

その中でまた事業再生・転廃業に必要な事業者という

のは大体５万から６万ぐらいは出てくるだろうという

ふうにも思っております。これが先ほど県の借りかえ

制度、持っていくという形がありますので、いろんな

改善計画を出さないといけないというところもあるん

ですよね。なかなかつくれない、そういった部分で

の。その辺の指導等をこの借りかえ資金制度、皆さん

県のほうでの融資の分でやるんですが、県の融資制度

は２割しか使われないわけですよね、その辺からする

と。８億の予算規模で40億の資金枠を設けているとい

う形があっても、県単の融資の使用度の低さが出てく

るわけです。沖縄県は公庫ということで他府県にはな

いような形での資金の供給先があるわけですから、な

かなか他府県と違う部分というのはわかるんですけれ

ども、県がこの部分で果たす役割というのはそれ以外

に40億の枠という話ではなくて、県がもっとそういう

2000社余り、これから倒産に近いような形にならない

ように積極的にかかわるべきだと思うんですけれど

も、どうでしょうか、その辺。

○議長（喜納昌春君）　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　今回の県の資金繰り

円滑化借換資金は、基本的には沖縄県信用保証協会の

保証している部分について対応していくということで

ございまして、恐らく大体40億から50億以内ぐらいだ

ろうと我々は見ております。その範囲内でまず初年度

は対応していけると。今後については、資金の内容が

設備資金が通常だと７年、運転資金が５年ですが、こ

れを合算して償還期限を10年と定めておりまして、大

体40億相当あれば対応できていくのではないかと思っ

ておりますけれども、ニーズ・需要を見ながら今後は

対応していきたいとこのように考えております。
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○議長（喜納昌春君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　県の倒産件数でそれでまた失業率が

上がることがないようにしっかりとその対応をされて

ください。

　続きまして、那覇空港、本当に仲井眞知事頑張られ

て当初1900億の予算が1080億まで上がってきたと。37

億の概算の部分が130億までこうなってきたと。県は

しっかり頑張ってきたなというところがあります。７

年というものを５年10カ月にしてきたというところも

あります。私は空港のキャパがその地域のサイズに

なっているというところがありますので、早期にでき

ることは大変いいことではある。ところが５年10カ月

になることでその資材の運搬等が大型船にかわると言

われているわけですよね、そのことが。その大型船の

対応というものは皆さんどういうふうに聞かれていま

すでしょうか。

○議長（喜納昌春君）　企画部長。

○企画部長（謝花喜一郎君）　今、議員の御質問は、

工期短縮のためにはやはり埋立工事の作業効率を上げ

なければならないということで、リクレーマ船という

船舶を使うということを国のほうで考えているという

情報が入っております。このリクレーマ船というもの

はどういう船かといいますと、通常はガット船といい

まして土砂を運んだ船がクラブで土砂をすくってかけ

るんですが、このリクレーマ船の場合には土を運んで

いる船をそのままリクレーマ船に横づけてベルトコン

ベアでそのまま埋立地に入れるということで作業効率

が上がるということでございます。ただ、この船が特

殊な作業船ということで我が国には数隻しかないとい

うことで、この辺のところをしっかり受注できるよう

にしなければならないだろうというふうに考えている

ところでございます。

○議長（喜納昌春君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　国内でも10隻足らずしかないという

船なんですよね。それをじゃどう持ってくるのかとい

うことになると、県内の受注拡大ということになって

くると、県内のＪＶ業者がそのことをとってそこから

リースしてくるかという話になってくると思います。

数隻しかないというものを果たして県内業者にいかに

リースしてくれるのかなということで大変疑問点も出

てくるわけですから、やっぱり2000億近くこの予算を

かけて那覇空港の平行滑走路の中で沖縄の経済も潤う

ということをしっかりとまた県のほうも頑張って、県

内の業者が２割ぐらいしかとれなかったと、１割しか

とれなかったということにならないように一緒になっ

てまた頑張っていきましょう。よろしくお願いしま

す。

○議長（喜納昌春君）　新垣安弘君。

　　　〔新垣安弘君登壇〕

○新垣　安弘君　皆さん、こんにちは。

　前田議員の沖縄を思う思いをしっかりと受けとめ、

また引き継いで皆さんとともに頑張っていきたいと

思っております。よろしくお願いいたします。

　民主党は、政権をとるまで結党して10年かかりまし

た。20年はやってくれるんじゃないかと思っていたん

ですが、あっけなく３年で政権を追われてしまいまし

た。あと10年やっていればさまざまな改革も進んだん

じゃないかと思うんですが、そこは本当に仕方ありま

せん。残念です。そういう中で、私にとっての救い

は、仲井眞知事が、民主党政権は沖縄のためにいろい

ろとやってくれたと、私は高く評価していると、その

ように言ってくださることが私にとっては本当に救い

であります。そういう意味で、そういう知事のお言葉

を聞くと、気持ちは与党になってしまいそうな状況に

もなるんですが、しっかりと皆さんとともにまた頑

張っていきたいと思っておりますので、よろしくお願

いいたします。

　それでは、質問に入らせていただきます。

　まず初めに、安全保障と基地対策についてお伺いい

たします。

　茨、在沖米軍人・軍属による事件・事故が相次いで

発生しておりますが、再発防止に向けての今後の対応

を伺います。

　芋、東アジアの安全保障環境の情報収集の取り組み

について伺います。

　鰯、復帰前の琉米親善センター、あるいは琉米文化

会館の設立経緯と果たした役割についてお伺いいたし

ます。

　次に、人材の育成と教育について伺います。

　茨、本県の将来を担う人材の育成と教育についての

認識をお聞かせください。

　芋、新しい産業創出が見込まれる分野における人材

育成への取り組みはどうなっているでしょうか。

　鰯、学校再編計画への取り組みと、一部計画見直し

の可能性があるのか伺います。

　３番目は、再生可能エネルギーの普及についてで

す。

　茨、離島での普及を図る上での県の取り組みについ

て伺います。

　ア、計画策定の必要性について。

　イ、各島嶼地域における電気自動車導入と充電器の

設置への支援について。



－ 336 －

　ウ、新たに建設される施設への導入計画について。

　芋、農業分野での再生可能エネルギーの推進につい

ての取り組みはどうなっているでしょうか。

　４番目に、新たな産業創出としての植物工場導入に

ついて伺います。

　茨、農林水産部が推進している実証モデル事業の概

要について伺います。

　芋、農家以外の他業種からの参入も視野に入れ、幅

広く事業推進するべきではないでしょうか。

　５番目は、文化行政についてです。

　一括交付金での埋もれた歴史、伝統文化及び伝統芸

能の掘り起こしについて伺います。

　茨、これまで事業についてどのような検討が進めら

れてきたのか伺います。

　芋、各地域で未整理の古文書や貴重資料の整理、修

復・保存の事業が進められていますが、事業の根拠を

つくる上で困難をきわめております。沖縄戦で散逸し

た貴重な歴史資料を収集・整理を行うことは沖縄振興

の観点に十分合致すると思いますが、見解を伺いま

す。

　鰯、久米島町立博物館の上江洲家文書整理の進瀧及

びこれら歴史資料の整理・修復を行う市町村事業を

バックアップすべきでありますが、それはどこが担う

のか。また、その支援方針はどうなっているでしょう

か。

　６番目に、一括交付金事業の計上と事後検証につい

て伺います。

　有識者を交え、交付金事業の応募、選定及び事後検

証のあり方についてはどのようになっているのか伺い

ます。

　７番目に、沖縄21世紀ビジョンの計画の遂行のため

の新たな庁内編成の必要性について伺います。

　最後に、首里城正殿等の施設の県への譲渡に関する

今年度の県の取り組みはどうなっているでしょうか。

　以上、答弁をよろしくお願いいたします。

○議長（喜納昌春君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　新垣安弘議員の御質問に答

弁をいたします。

　第１に、再生可能エネルギーの普及についての御質

問で、農業分野での再生可能エネルギーの推進につい

てという御趣旨の御質問に答弁をいたします。

　農業分野におきましては、国営かんがい排水事業や

農業集落排水事業等によりまして太陽光発電や風力発

電施設が整備されつつあります。また、沖縄県におき

ましては、平成24年度補正予算で県全体のマスタープ

ランを策定し、農業水利施設などへの計画的な導入を

推進することとなっております。

　沖縄県としましては、関係機関と連携をし、再生可

能エネルギーを活用した農業の振興に取り組んでまい

る所存でございます。

　次に、首里城正殿等の施設についての御質問の中

で、首里城正殿等の譲渡の取り組みについてという御

趣旨の御質問にお答えいたします。

　首里城正殿等の県への移譲につきましては、野田前

総理の発言を受け、昨年、国や県など５関係機関によ

る「首里城等の主要施設の移譲に関する連絡調整会

議」を開催したところでございます。平成30年度をめ

どに県へ移譲することとして、その協議を進めていく

ことが確認されております。

　県としましては、望ましい移譲になるように調整等

取り組みをしっかりと進めてまいる考えでございま

す。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。

○議長（喜納昌春君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　安全保障と基地対策に

ついての御質問の中で、米軍人等による事件・事故の

発生防止についてお答えいたします。

　米軍犯罪を防止するためには、実効性のある再発防

止策が重要であり、そのためにもチェック体制や運用

実態の公開など透明性の確保が必要だと考えておりま

す。去る２月13日及び15日に、在日米軍における新た

な勤務時間外行動の指針等が発表されておりますが、

その後も住居侵入事件が発生するなど実効性の確保は

不十分であると考えております。

　県としましては、再発防止策の実効性を確保し、事

件・事故が皆無となるよう、去る１日に開催された

ワーキングチームでも求めたところであり、今後とも

あらゆる機会を通じて強く求めてまいりたいと考えて

おります。

　次に、東アジア安全保障環境の情報収集についてお

答えいたします。

　県は、地域の安全保障環境について独自の情報収集

を強化する必要があると考え、昨年４月、地域安全政

策課を設置いたしました。現在、電子会議システム等

を活用し、安全保障、中国情勢、朝鮮半島情勢等を専

門とする国内外の有識者との意見交換を進めておりま

す。また、昨年10月にはワシントンＤＣにおいて県主

催のシンポジウムを開催し、沖縄の基地問題やアジア

地域の安全保障問題等について米側の専門家と直接意
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見交換し、ネットワークの構築を図ったところであり

ます。

　今後とも、海外のシンクタンクと連携するなど幅広

く情報収集を進めてまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　安全保障と基地対策につい

ての御質問で、琉米親善センターの設立経緯と役割に

ついてお答えいたします。

　琉米親善センターは、昭和34年から41年ごろにかけ

て、地元自治体の要請により米軍の援助、自治体予算

及び一般有志の寄附によってコザ市（現沖縄市）、糸

満町（現糸満市）、座間味村に建設されたと聞いてお

ります。同様の施設、琉米文化会館は、昭和22年から

27年にかけて米国民政府によって名護、石川、那覇、

宮古、八重山に設置されたと聞いております。

　両施設は、米軍と地域住民の交流の施設として活用

されるとともに、ホール、図書室、集会室、映写室等

があり、地域文化の向上と社会教育の推進にも大きな

役割を果たしたと聞いております。

　次に、人材の育成と教育についての御質問で、人材

の育成と教育についてお答えいたします。

　沖縄21世紀ビジョン基本計画に示す「時代変化に柔

軟に対応し、先見性に富み、発展を支える人材」を育

成することが重要だと考えております。

　県教育委員会としましては、今後とも沖縄の未来を

開くとともに、創造性・国際性に富み、平和で安らぎ

と活力のある社会の形成者としてグローバルに活躍す

る心身ともに健全な人材の育成を推進してまいりたい

と考えております。

　次に、県立高等学校編成整備計画の現状についてお

答えいたします。

　平成24年５月に、再編の対象となっている各学校の

整備に向けて検討するため学校整備準備委員会を立ち

上げ、先進県視察を実施するなど計画の推進を図って

おります。現在、前期計画で再編予定の当該校に係る

学校整備準備委員会を立ち上げ、議論を重ねていると

ころでございます。

　県教育委員会としましては、今後とも地域や関係機

関・団体と意見交換を重ね、生徒、保護者のニーズや

社会情勢の変化を見据えながら実施してまいりたいと

考えております。

　次に、文化行政についての御質問で、古文書等の整

理・修復についてお答えいたします。

　沖縄戦で散逸した貴重な古文書等を整理・修復し、

保存・継承していくことは、地域の歴史や文化を理解

する上で重要であり、本県の文化振興に寄与するもの

と認識しております。沖縄振興特別推進交付金を活用

した古文書の整理等については、既に取り組んでいる

市町村もあると聞いております。

　県教育委員会としましては、今後とも必要な情報の

収集に努め、市町村と連携しながら地域に所在する古

文書等の保存・継承に努めていきたいと考えておりま

す。

　次に、上江洲家資料と市町村の支援についてお答え

いたします。

　上江洲家資料は、県の文化財に指定されている歴史

資料である絵画、書籍、工芸品、古文書の計1790点か

ら成り立っております。このうち1625点を占める古文

書につきましては、整理や修復を必要とするものが数

多くあり、同資料につきましては久米島町から情報を

得て、必要に応じて対応策等の協議をしたいと思いま

す。

　地域の古文書等の整理・修復に当たっては、文化財

保存事業費補助金や沖縄振興特別推進交付金のほか民

間助成金等の活用などがあり、その中からより効率的

な方法を当該地域が選択する必要があると認識をして

おります。

　県教育委員会としましては、地域に残された古文書

等の保存・継承は一義的には市町村等が担うことにな

りますので、今後とも市町村と連携を図りながら、必

要な情報の提供や助言等支援に努めてまいりたいと考

えております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　人材の育成と教育に

ついての御質問の中の、新しい産業の創出を担う人材

育成についてお答えいたします。

　沖縄県では、本県の魅力を生かした付加価値の高い

新たなビジネスの創出及び展開に挑戦する人材の育成

を推進しているところであります。具体的には、起業

を志す学生を対象とした起業セミナー及びビジネスア

イデアコンテストの開催、産学官連携のノウハウを有

するコーディネーター人材の育成、知的財産権の基礎

知識を習得させる人材育成に取り組んでおります。加

えて、情報通信技術の急速な進化に即応した実践的な

人材育成や健康バイオ関連の技術を習得した即戦力と

なる人材育成を実施しております。さらに、海外企業

等への研修派遣などを実施する万国津梁産業人材育成

事業として海外ビジネスのノウハウ等を習得させ、グ
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ローバルな産業人材の育成に取り組んでいるところで

あります。

　沖縄県としては、新しい産業の創出に果たす人材育

成の重要性に鑑み、今後とも引き続き積極的にさまざ

まな事業を展開してまいりたいと考えております。

　次に、再生可能エネルギーの普及についての御質問

の中の、離島における再生可能エネルギー普及のため

の計画策定についてお答えいたします。

　県内離島における再生可能エネルギーの普及・拡大

については、景観の保全や地形的な制約、小規模な電

力系統の安定化対策などの課題を解決する必要があり

ます。また、各離島に導入できる再生可能エネルギー

の構成が異なることから、それぞれの離島に適した再

生可能エネルギーの導入可能性及びその導入シナリオ

の立案に関する調査について、平成25年度当初予算案

に費用を計上しているところであります。

　同じく再生可能エネルギーの普及についての御質問

の中の、新たに建設される施設への再生可能エネル

ギー導入計画についてお答えいたします。

　離島における新たに建設される公共施設への再生可

能エネルギーの導入は、エネルギー自給率の向上、エ

ネルギー源の多様化、低炭素社会の実現などの観点か

ら重要であると考えております。

　県としましては、それぞれの離島に適した再生可能

エネルギーの導入可能性調査において関係部局と連携

し、新たに建設される公共施設への導入可能性及び計

画についても検討していきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　再生可能エネルギー

の普及についての御質問の中で、電気自動車導入と充

電器設置への支援についてお答えいたします。

　電気自動車の導入については、国において、ガソリ

ン車との差額の２分の１を補助する「クリーンエネル

ギー自動車等導入促進対策費補助金」制度がありま

す。

　また、充電器設置の支援については、同制度により

購入費の２分の１補助が行われておりますが、国の平

成24年度補正予算において、さらなる充電インフラ整

備促進のため次世代自動車インフラ整備促進事業が採

択されております。本事業では、県などが策定する整

備計画に基づく充電器については、購入費及び工事費

の３分の２が補助されます。

　県としましては、現在、高率補助の適用に向けた整

備計画策定の取り組みを進めているところであり、市

町村に対し意向調査を実施しているところでありま

す。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　知念　武君登壇〕

○農林水産部長（知念　武君）　沖縄型植物工場実証

事業の概要等についての御質問にお答えします。４の

茨及び４の芋は関連しますので一括してお答えしま

す。

　沖縄型植物工場実証事業は、本県独自の資源や太陽

光等を活用したシステムを導入し、ランニングコスト

の低減を図るための実証を行うこととしております。

具体的な実証事業内容としましては、光ダクト、太陽

光パネル等を活用した電力の低減、バカス炭を活用し

た空調システムの構築、生産性の向上を目指した作物

ごとの光合成に適した光波長の特定、沖縄型植物工場

に適した作物の検討、栽培マニュアルの作成などと

なっております。また、沖縄型植物工場の普及・定着

に向けて、県内既存の植物工場における栽培技術及び

運営課題の調査、県外植物工場、量販店及び消費者に

対するアンケート調査、検討委員会の設置などを実施

しております。

　県としましては、植物工場を導入整備するに当たっ

ては、運営が可能な低コストの沖縄型植物工場の構築

に向けて今年度から３年間で実証事業を実施し、その

成果を踏まえて検討してまいりたいと考えておりま

す。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　文化観光スポーツ部長。

　　　〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　文化行政に

ついての中の、伝統文化等の掘り起こしについてとの

御質問にお答えいたします。

　沖縄県の風土と伝統に根差した個性豊かな文化は、

本県が持続的発展を志向する上で重要な要素であると

考えております。そのため、県では、今年度から文化

団体などが行う取り組みを支援する沖縄文化活性化・

創造発信支援事業、いわゆる沖縄版のアーツカウンシ

ルを実施しており、これまでに同事業で25団体の取り

組みが採択され、現在、文化資源を活用した事業を県

内各地域で行っているところであります。加えて、市

町村などの地域の伝統行事などに関する情報の収集を

行うとともに、これらデータをもとに、例えば国立劇

場おきなわでのお披露目・普及公演や観光などへの活

用への可能性を目指す地域の伝統文化継承支援事業に

も着手しているところであります。さらに、次年度は
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文化行政の施策立案の基礎資料を収集することなどを

目的とした文化活動実態調査事業を実施することとし

ており、今後、同事業を活用して戦略的に文化施策を

推進していくこととしております。

　県としましては、これら事業を計画的に推進すると

ともに、市町村及び県内文化関係機関と連携を図りつ

つ、引き続き伝統文化の掘り起こしを含め文化芸術の

振興に取り組んでまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　総務部長。

　　　〔総務部長　川上好久君登壇〕

○総務部長（川上好久君）　一括交付金事業の計上と

事後検証についての御質問の中で、外部有識者の活用

についてお答えいたします。

　沖縄県におきましては、事業の企画・執行に当たっ

て、これまでも必要に応じて選定委員会や審議会など

の外部有識者等からいただいた御意見等を踏まえ事業

を進めてきたところであります。

　沖縄振興特別推進交付金事業の事後評価につきまし

ては、同交付要綱に基づき沖縄県が成果目標を設定

し、目標の達成状況について評価・公表することと

なっております。また、評価の結果については内閣総

理大臣に報告することとなっており、報告を受けた大

臣は県に対し必要な助言をし、改善を求めることがで

きることとなっております。このような一連の検証・

評価を通して、同交付金事業がより効果的・効率的な

ものとなるよう見直しを図っていきたいと考えており

ます。

　外部有識者の活用につきましては、その必要性を含

め検討していきたいと考えております。

　次に、沖縄21世紀ビジョンの計画の遂行についての

御質問の中で、新たな庁内編成についてお答えいたし

ます。

　本県においては、今年度、沖縄21世紀ビジョン基本

計画がスタートし、沖縄振興特別推進交付金等を活用

した沖縄独自の政策を展開することが求められており

ます。同計画で掲げた政策を着実に推進するために

は、国の示した政策を適切に遂行することを重視した

従来型の事務執行型の組織から、県民福祉の向上のた

め必要な政策を地域独自の判断と責任で打ち出し、そ

れを推進していくことを重視する政策実現型の組織へ

の転換を図っていく必要があると考えております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　新垣安弘君。

○新垣　安弘君　まず、知事に安全保障と基地の問題

でちょっとお伺いしたいと思います。

　きのうもいろいろと議論がされていたんですが、私

も、先月、佐賀空港と長崎の自衛隊の大村航空基地を

見てまいりました。見に行ったら、午前中なのにもう

本当にロビーはがらがら、人はいない。飛行場には飛

行機も１機しかとまっていない。見送りの人も３人し

かいない。広い飛行場に、またその周りは広大な農地

といいますか、佐賀空港なんですが、見たら、普天間

を移すには本当に最適だなと思わざるを得ないという

か、そういう状況でした。佐賀の人に聞きますと、福

岡空港も利用するし、長崎空港も利用すると、佐賀空

港は余り利用しないと。今、大赤字なんですね、そう

いう状況がまずあると。大村の飛行場も行ってみた

ら、民間機に近いようなヘリコプターが離着陸の訓練

を１機だけしているだけ、あとは人の姿も見えない、

そういう状況なんですね。

　それからすると、知事がよくおっしゃる全国に使わ

れない飛行場、あるいは基地がいっぱいあるよと、そ

ういう気持ちはすごく納得がいくんですね。そういう

ことを考えると――これはきのうもいろいろと議論が

あったんですが――ここはいまだに政府は辺野古に向

けて今動きを進めつつあるわけです。ただ、知事は、

その普天間の問題に関して、普天間をしょって全国を

セールスして歩くわけにはいかないと、そうもおっ

しゃっておられました。そしてもう一点、知事はきの

う、一つ御自分の中には感触も得ていると、あるとい

うこともおっしゃっておりました。それが実際そうい

う方向に動けばいいんですが、しかし、きのう、きょ

うとかの報道を見ても、政府は辺野古に向けて動きつ

つあるというのが実情ではないかと思うんですね。

　そういう中で、今までも基地の議論をやっていく

と、全国の中にも沖縄に対して同情して連帯をする人

たちはいるんだから、沖縄側からどこに普天間を引き

取ってくれとかいうのはちょっとまずいんじゃないか

とそういう声もあったんです。しかしながら、全国知

事会を開いて沖縄の基地の負担軽減の問題を出した

ら、総論賛成、各論反対、白けた空気。そして、九州

市議会議長会の中でオスプレイの反対の議決の件を提

案をしたら、議決をしたら自分たちのところに来る

じゃないかといって拒否をされる。それが沖縄と全国

との関係なんですよね。そういうことから考えたら、

これは普天間を本当に県外に移すのが一番ベスト、そ

の方法は慎重に考えないといけない。やり方を誤る

と、例えば徳之島のように一気に反対ムードが盛り上

がってしまってぽしゃってしまう。そういうこともあ

るので、そこはもし知事が感触を得ているように、政

府が県外でどこかを想定をして動きがあるんだった
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ら、それは沖縄側から下手にそれを壊すような動きは

とるべきではないと思うんですが、しかしながら、そ

うではなくて、このまま辺野古に政府が突っ込んでく

るような状況であるならば、これは全国の国民的な議

論にもう一回火をつけて乗せていかなければならない

と思うわけなんですね。

　そこで、前回の議会でも公室長にも言いましたけれ

ども、佐賀とか、大村とか、全国にある基地、空港、

米軍・自衛隊の基地をしっかりと地域政策安全課は把

握をして、これを持っておく必要があるんじゃないか

というふうに申し上げました。私は、この間、佐賀と

大村の飛行場を見てきてさらにそういうふうに思った

わけなんですね。これは、このままだと全国は総論賛

成、各論反対で全然冷めてしまっていると、大手メ

ディアも乗ってこないと。そこをどうするかというこ

とになったときに、じゃこちら側が、全国にふさわし

い候補地がこれだけあるじゃないかと、軍事的あるい

はさまざまな観点から考えたときには、それは辺野古

に比べて一長一短あるでしょうと、しかし候補地にな

り得るでしょうと。そこを示すだけのものをこちらが

持って、それはある時期を見てこれはもう出さざるを

得ない、そうやって全国の世論に火をつけていくとい

う作業も必要かと思うんですね。そのときのために、

この全国の基地の一長一短をしっかりと把握をして、

それをこちらが持っておくというのは必要だと思う

し、その準備もするべきじゃないかと思うんですが、

いかがでしょうか。

○議長（喜納昌春君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　議員のお考えはよくわかり

ますが、今おっしゃっていることが防衛省がそういう

ことを言う時期になるとぴたっとこうくるんですよ

ね。何といいますか、深く深く潜行してそういう作業

をする、そして場合によっては全国に訴えるという方

法は効果が出るかどうか、私は、必ずしも……。どう

ですかね、むしろ反発が出てきて、案がぽしゃってし

まうのではないかというような危惧を覚えます。です

から、何もしないで黙っているよりはいろいろやって

みたらどうかという御示唆かもしれませんし、ただ、

まさに今言われたことは、これはそれこそ政府がやる

べきだということを私はずっと言い続けてきているわ

けで、政府がやるとしても初めから打ち上げてしまう

と、むしろいろんな意見が出てきて、まとまるものも

まとまらぬという日本の状況ですから、これは飛行場

のみならず、いろんな構造物がそういう傾向がありま

す。ですから、いわんや沖縄県がもう県外だと言って

いるものを、私どもがそれを言うということで、か

えって前に進むか進まないかというような、むしろ難

しくなるような予感を私は覚えますね。ただ、ちょっ

と誤解がないようになんですが、今感触を得ていると

いうのも、全ての絵が描けて、それをわかったとこう

いう感触ではないことだけはひとつ御理解いただきた

いと思います。

　ただ、まさに可能性というものは幾つもあるという

のは議員もお感じだと思うんですね。問題は、これを

日米両政府、特に防衛問題を扱う防衛省が取り上げる

ということに持っていけばいいことで、それを動いて

もらえばいいわけで、ただ、そのときに海兵隊は、よ

く分断されては航空部隊と陸上部隊がどうのこうのと

かいろんな話をしたり、ある時期は――徳之島のころ

でしたか――航続距離が短いから往復ができないとか

いろんな話があったんですが、幸いといいますか、不

幸といいますか、オスプレイが来たら、給油を続けれ

ば連続エンジン運転で4700キロメートルなどという

データもあるのかないのかいろんなことが言われたり

しますし、1000キロやそこらは平気でノンストップで

飛べるような飛行物体ですから、いろんな可能性は広

がっているとは思うんです。

　ですから、私のほうでは、政府が辺野古というもの

を一体何年かかってこれを実現できると思っているの

か、ここの実現可能性をまるで持っていないんじゃな

いかと思うんです。ですから、本当に普天間を一日も

早く、ないしは一年も早くクローズしたい、させてあ

げたいという気が起これば、当然のこととして今議員

がおっしゃったようなことをやることになると思いま

すし、彼らは彼らなりにかなりのデータを恐らく持っ

ているはずですから、行動する期間はかなり短くて済

むような感じもしております。

　それで、きょうは議員の御意見は御意見として承っ

ておきますが、全国版に展開したらそれが進むかどう

かという点については、私はちょっと疑義がないわけ

ではありません。

○議長（喜納昌春君）　新垣安弘君。

○新垣　安弘君　私が申し上げたいのは、政府が沖縄

県外で探さないで、もうとにかく辺野古しかないんだ

というふうに来たときに、それを拒否するというか、

それに対するものとしての、こちら側がはね返すだけ

の資料としてそういうものを準備しておく必要がある

のかなと思ったりもするんですが、そこら辺の例えば

そういう資料に関しては、公室長としてはどういうふ

うにお考えですか、そういった資料をつくるというこ

とに関しては。

○議長（喜納昌春君）　知事公室長。
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○知事公室長（又吉　進君）　今、知事が答弁された

との乖離なんですけれども、つまり、今私どもが主張

していますのは、辺野古案というのが実際にあって、

それは県外に持っていけないかということでありま

す。その前提となる沖縄の海兵隊について、これはこ

の兵力――航空部隊を含めたですね――が実際に必要

なのかどうなのかというところ、その基本的な疑問に

返って、海兵隊の役割、抑止力といったものに対する

質問を政府に投げているところですが、県民の納得い

くような回答はまだ返ってきていないと。したがっ

て、この代替施設というものが実際にどういう役割を

持って必要なのかというところも含めて、それは理論

武装をしていくと、その準備はしております。

○議長（喜納昌春君）　新垣安弘君。

○新垣　安弘君　公室長、１日に事件・事故防止の

ワーキングチームが開かれたと思うんですが、そこの

内容を少しだけ紹介してもらえますでしょうか。

○議長（喜納昌春君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　去る２月に、いわゆる

再発防止のための指針といったものが出されたわけで

す。ただ、このワーキングチームというのは、県、県

警、市町村、米軍、外務省と防衛省、さらに社交業組

合まで入っております。こういった中で、米軍が出し

た行動指針について、これが実際に実効性があるかど

うか、あるいは県側からしますと、これを実効性ある

ものにしてくれという要望、申し入れをしたというふ

うに聞いております。

○議長（喜納昌春君）　新垣安弘君。

○新垣　安弘君　知事、質問の中で先ほど日米の親善

センターをお伺いをして、教育長から御答弁をいただ

きました。これは戦後、アメリカ側が日米文化会館、

または親善センターを何カ所かにつくっています。こ

れは恐らく民政府としては善意もあったでありましょ

うし、または統治する側としてそういう観点からつ

くったものでもあるかと思うんですが、復帰とともに

それはなくなりました。ある意味で、図書館があった

りとかホールがあったり、そういう交流の施設であっ

たということで聞いております。そこで、基地問題の

中にこのことを入れたのは、今、米軍の犯罪が後を絶

たない、出てくる。そのたびに外務省の出先事務所、

防衛局、そして領事館に抗議に行ったりしているわけ

ですよ。じゃそうやって強く抗議することによってそ

の事件・事故がなくなってくるかというとなかなか難

しい、なくならない。そういう中で、前向きに沖縄の

ことを考えているアメリカ側からすると、沖縄の新聞

はもう小さいことでも批判ばかり、そういうふうなフ

ラストレーションもある意味でたまっている一面もあ

る。片や、この間のようにオール沖縄で本土にオスプ

レイの配備反対ということでデモに行くと、待ち受け

ていたのは、それに対する反対派の右翼のやじや、そ

ういうものがあったわけです。恐らく日本全国の国民

の感覚からすると、尖閣問題もあるから、沖縄にオス

プレイは必要じゃないかとそう思っているのが８割方

じゃないかと思うわけなんですね。米軍基地も必要

じゃないかと、中国の今の状況を見たらそうでしょう

と。そういう状況の中で、じゃ沖縄が沖縄の立場で反

対運動をすると、沖縄は中国から工作されているん

じゃないかと、そういうふうに受けとめている人たち

もいると。

　そういう状況の中で、外務省の出先機関、防衛局に

行ってもなかなからちが明かない。そこで、事件・事

故に対しては、強く抗議するのはこれは当たり前。し

かし、それで物事が解決するならいいんだけれども、

なかなかそうはいかない。

　そういう状況の中で、かつて戦後、アメリカ側が主

体的にアメリカ側の意図を持ってつくった日米親善セ

ンター。それを今度は沖縄側が沖縄の立場で、沖縄の

課題解決のために、沖縄の目的を持って利用する、

使っていく。そのための日米親善センター、そういう

ものを――各地にじゃなくて沖縄で１つでいいと思う

んですが――つくっていくと。厳しく抗議もしなが

ら、片方においては友好的にその課題解決も図ってい

く。また、その親善センターを使って、あるいはこれ

から問題になってくるようなハーグ条約ができてき

て、沖縄の場合、特にそれにかかわる人たちも多くな

るかもしれない。そういう問題も友好親善の中で解決

をしていく。そして、事件あるいは事故が起こったと

きに抗議に行く、あるいは謝りに来いというんじゃな

くて、お互いがあわせ持つ親善センターの中で沖縄の

問題を前向きに解決をしていく。あるいは、アメリカ

との関係で沖縄の人材育成にもそれを役立てていく。

そういう意味での親善センターがあってもいいのでは

ないかと思うんですが、知事、どうでしょうか。

○議長（喜納昌春君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　非常に傾聴に値するという

――表現がちょっと稚拙で恐縮ですが――御意見だと

思います。きょうのところは温めさせていただいて、

つまり、我々から見ても外交ルートを通じない、オ

フィシャルな政府のルートを通じない直接のパイプの

一つたり得る感じもあるかなと、実は今お聞きして思

いました。どなたでしたか、ほかの議員からアメリ

カ・ワシントンＤＣに事務所を置いたらどうかという
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ものと少し似ていますが、親善という幾つか別の目的

を持って、しかし直接のパイプというのは必要かもし

れないという気がします。少し検討させてください。

○議長（喜納昌春君）　新垣安弘君。

○新垣　安弘君　農林水産部長、植物工場の件でお伺

いしますけれども、今、沖縄で展開されている植物工

場というのは大体何カ所ぐらいあって、そこは農業者

がやっているのか、それとも農業と関係ない人たちが

立ち上げたのか。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午後３時21分休憩

　　　午後３時21分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　農林水産部長。

○農林水産部長（知念　武君）　今現在、８カ所の植

物工場が設置されていますが、これは農業とは関係な

い団体等がやっております。

○議長（喜納昌春君）　新垣安弘君。

○新垣　安弘君　商工労働部長、商工労働部からもオ

ランダの植物工場に視察に行って勉強してきていると

思うんですが、その報告を受けて部長の感想をちょっ

とお聞かせください。

○議長（喜納昌春君）　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　植物工場について

は、国においては経済産業省、それから農林水産省の

２つの省がやっております。経産省は主にそういう他

業種からの参入を見ていると思うんですが、私ども商

工労働部としても、これはある面で農業ではあるけれ

ども、また逆にこれは工場でもあるということでかな

り関心を持っておりまして、現実に今県内でやってい

るのもぐしけんパンさんであるとか、あるいは別の皆

さんとかいろいろそういう方々がやっていますので、

非常に関心を持って今見ていまして、世界で今一番植

物工場の技術が進んでいるのがオランダでございます

ので、そこの状況を職員を派遣して、市町村も含めて

行ってきたところです。報告ももちろん受けましたけ

れども、炭酸ガス等も含めて、日中は二酸化炭素を供

給して光合成を促進させるとかいろんなそういう技術

を使ってやっております。私どもは、今、水溶性天然

ガスこれも試掘をやっていますので、そういうところ

ともうまく連動させた植物工場ができないのかなと、

今後検討していく必要があるのかなと考えています。

○議長（喜納昌春君）　新垣安弘君。

○新垣　安弘君　これは両部長にお伺いしたいんです

が、私もこの間、石垣で植物工場を実際にやろうとし

てもう既に手がけている人のところを見てきたんです

が、今、農林水産部で実証実験をやっているかもしれ

ませんけれども、結構民間は関心を持っているんです

ね。この間も勉強会に、農家でないような経営者の

方々が300人近くそういう話を聞きに来ているわけで

すよ。そういう意味で、私は、これは夏場の野菜をつ

くっていくという上でも沖縄にとって大変取り組むべ

き価値のあることだと思っているんですね。それを、

じゃ農林なのか、商工労働なのか、これをどうやって

整理してそこは進めていったらいいのか、そこは

ちょっとお二方に答えていただけますか。

○議長（喜納昌春君）　農林水産部長。

○農林水産部長（知念　武君）　今、農林省の補助事

業でも植物工場というのは設置できるようになってい

ます。ただ、今の農林省の規格でいきますと、設置費

でありますとか維持管理費等が結構高いものになって

しまって、農業生産とはどうしてもペイしないような

経費がかかるものですから、そういう意味で、我々は

この維持管理のコスト低減とかそういうことを図れな

いかということで今実証実験をやって、沖縄型でどう

いうものができるのかというその案等を構築をしまし

て、ぜひ生産ベースに乗せられるような工場をつくっ

ていきたいと。今おっしゃったように夏場の野菜の生

産等は沖縄はぜひ必要だということもありますので、

そういうことも図りながらやっていきたいと。

　ただ、今の農林省の制度の中で、制度があるもので

すから、即一括交付金を活用して事業化するというこ

とはまだできかねていますが、今いろんな検証をする

中で、いろんな理屈等々を整理しまして、何とか沖縄

型の植物工場ということで一括交付金も活用できるよ

うな方向も検討していって、商工労働部とも、やりた

いという方というのは、おっしゃるとおりいろいろい

らっしゃいますので、ただ、農林省の今の規定では、

事業主体は農業協同組合であるとか、市町村であると

か農業者に限ったような規定になっていますので、そ

の辺も整理をしながら、沖縄型のやつをつくっていき

たいと考えております。

○議長（喜納昌春君）　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　植物工場はコストの

問題があるということで、実は植物工場は大体パター

ンが３つございます。１つは、完全閉鎖型の植物工

場。もう一つは、半閉鎖型。もう一つは、自然の太陽

光を取り入れた、例えばビニールハウス、あるいはガ

ラスとか、そういう光を半分取り入れる半閉鎖型。こ

ういうパターンがありますので、これで一番金がかか

るのが光のほうですね。完全閉鎖型にすると植物向け

のＬＥＤを当てなければならないという課題がありま
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すので、この辺の課題を解決しなければならない。

　もう一つは、夏場の問題ですね。夏場は、実は水温

が30度を超えたりします、三十四、五度になったりし

ます。それを大体25度以内に抑えれば、植物は夏場で

も育つわけです。深層水研究所では、現実に夏場にホ

ウレンソウを――小規模ではありますけれども――

やっていますので、そういうその辺の課題を再生可能

エネルギーも含めて取り入れてコストを安くする研

究、あるいは植物ごとの先ほど農林水産部長が答弁で

申し上げていた光の波長、この辺をしっかり研究する

こと。あとは栄養分の与え方によってビタミン類が変

わってくる、こういうことも可能になっているという

研究成果がありますので、この辺も含めて両部で連携

しながら対応していく必要があるのかなと考えており

ます。

○議長（喜納昌春君）　新垣安弘君。

○新垣　安弘君　商工労働部長、再生可能エネルギー

の件でちょっとお伺いしたいんですが、今、全国で再

生可能エネルギーを先駆けてやることによって、そこ

にいわゆる視察に来る。その視察に来る人数が結構多

いと、それがまたその地域の観光にもつながっている

と。そういう現象が出ているところがあるんですが、

そこら辺、全国で例えばどういうところがあるか例を

挙げてもらえますでしょうか。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午後３時28分休憩

　　　午後３時28分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　資源エネルギー庁

は、総務省と連携して、地域における再生可能エネル

ギー発電事業を通した地域活性化、これを後押しする

という事業で実施しておりまして、例えば岡山県でマ

イクロ水力発電を活用する林業との連携を含めた観光

街づくり事業とか、福島ではバイオマス発電の余熱を

温泉に供給するとかということで、全国で31、そうい

うことが公表されているようであります。

　ですから、これはまだ部全体として今正式な考え方

を持っておりませんけれども、例えば宮古島で３年前

ぐらいにＥ３優位の実証施設を観光ルートに取り入れ

て、宮古島市が観光ルートをつくって結構視察者が多

かったものですから、そういう沖縄電力の太陽光発

電、風力発電とあわせてそういう観光ルートみたいな

ものをつくっていろいろ施設を案内していたという例

があるし、ことしの３月には久米島でＯＴＥＣ（海洋

温度差発電）が完成しますので、それらも含めて、久

米島町と連携して何かそういうルートはつくれないの

かなというのは頭にはあります。

○議長（喜納昌春君）　新垣安弘君。

○新垣　安弘君　全国で再生可能エネルギーを先端的

にやっていくところに人が行き、そして観光につなが

るという状況があらわれております。そこは久米島も

そうだし、宮古もそうだし、電気自動車云々もそうだ

し、いろんな面で沖縄が再生可能エネルギーの先端部

分を行くようなことになれば、これは観光にもつな

がっていくと思うんですね。そういう意味で、文化観

光スポーツ部長もぜひ応援してもらいたいと思うんで

すが、どうですか。

○議長（喜納昌春君）　文化観光スポーツ部長。

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　先日、ＭＩ

ＣＥの誘致のプロモーション等がありまして、その中

でも、ただ沖縄に観光に行くのではなくて、沖縄に

行って何か一つ学ぶというインセンティブをつけたそ

ういう旅行ツアーはどうだろうかというようなプロ

モーション、そういう新しい商品造成が図られており

ます。ですから、そういう意味で言うならば、まさに

おっしゃるようなＭＩＣＥ誘致であったりとか、なぜ

沖縄に行くのかという動機づけになる、一つ大きなそ

ういうふうな可能性がある分野じゃないかというふう

に考えておりますので、観光の面からも一緒になって

連携しながらしっかり頑張っていきたいと思います。

○議長（喜納昌春君）　新垣安弘君。

○新垣　安弘君　教育長、古文書の復元なんですが、

久米島の上江洲家の文書も、聞きましたら、ことし

400万円ぐらいの予算をつけても10年以上かかるん

じゃないかと、そういう話があるんですね。この24年

度で県が持っている古文書のいわゆる復活といいます

か、修正・修復とかそういうことは１件でもかかわっ

ておりますでしょうか。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午後３時32分休憩

　　　午後３時32分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　教育長。

○教育長（大城　浩君）　御質問にお答えいたしま

す。

　実は、この古文書につきましては、市町村所管の古

文書の整理等につきましては、市町村から県へ相談が

ないわけですね。したがいまして、実は数年に１件程

度の現状の中で、今のところはそういった相談がない

という状況でございます。

○議長（喜納昌春君）　新垣安弘君。
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○新垣　安弘君　相談がないということなんですが、

久米島の上江洲家の古文書も、あれは県の文化財指定

で久米島がやっていますよ。一義的には教育長がおっ

しゃるように町村だと思うんですね。ただ、そこはや

はり町村の場合は予算との関係もあってなかなか手が

つけられないとかそういうこともあると思うんです

よ。ただ、そこは町村以上に県の教育庁が教育委員会

が、各地に埋もれている古文書を復活することによっ

て、やはりそれが沖縄の観光にもつながっているし、

沖縄の戦争で失った古文書、あるいはその空白期間、

そういうものを復活させていく上でもすごく大事なこ

とだと思うんですね。そういう点で、市町村から意見

がないからというのは、県の教育委員会の立場として

は、残念ながら、この問題に対する意識が少し弱いか

なと思うんですが、一括交付金も恐らく使えるわけで

すし、もうちょっと市町村をしっかりバックアップし

ていく、支援していくというお気持ちはございません

でしょうか。

○議長（喜納昌春君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　先ほども答弁させていただ

きましたけれども、やはりこの古文書等に係るもの

は、歴史・文化を把握するといいますか、そういった

ことは大変大事な文化の振興にも資するということで

の重要性は認識をしております。ただ、一義的にはや

はり市町村のほうが担うということがあります。そう

いう中で、これからも積極的に市町村と意見を交換を

しながら、どういう分野で県が担うことができるの

か、そういったことを含めながら研究をしていきたい

と考えております。

○議長（喜納昌春君）　新垣安弘君。

○新垣　安弘君　最後に、学校の再編の問題で、先ほ

ど呉屋議員から南部工業のお話が出たんですが、あれ

は地元もまだ県の計画に納得はしていないと思うんで

すね。そこは、やはり南部工業はいろんな面で実績も

上げているし、これから時代に応じた新しい産業が出

てくる。それに対する人づくりという観点からも、そ

れは考えれば、普通科ももちろんあるかもしれない

し、あるいは別の形での新しい産業に合わせた科を設

置するということもあると思うんです。そういう工夫

をやってもらいたいし、そして、そういう問題は教育

委員会だけで決めるんではなくて、きのう挙げていた

４つのさまざまな課題があって取り組んでいるという

ことでありますけれども、やはりそういう問題がある

から地元としてはどうするんだということを地元にも

投げて、一緒に悩んでもらって一緒に考えるという

か、そういうことをぜひやってもらいたい。久米島が

そうですよ。園芸科の廃止の問題が出てきたので、町

が高校と一緒になって海洋深層水と絡めた農業をやっ

ていこうじゃないかということで前向きに取り組んで

いますし、そういうこともありますから、ぜひ地元と

しっかり連携をして取り組んでもらいたいと思いま

す。よろしくお願いいたします。

　ありがとうございました。

○議長（喜納昌春君）　20分間休憩いたします。

　　　午後３時36分休憩

　　　午後４時１分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　休憩前に引き続き質問及び質疑を行います。

　具志孝助君。

　　　〔具志孝助君登壇〕

○具志　孝助君　一般質問を行います。

　安倍政権が誕生いたしました。第２次の安倍政権と

いうことになりました。

　安倍氏は、若いころから北朝鮮の拉致問題に毅然と

対応して、大変将来を期待された若手の政治家であっ

たわけですが、平成18年９月に52歳、戦後最年少の首

相となって第１次安倍内閣の組閣をいたしました。結

果的には１年で病に襲われておりるわけでありますけ

れども、しかしわずか１年の間に最初から標榜しまし

た戦後レジームからの脱却、いわゆる戦後体制から日

本は脱却しないといかぬと。敗戦によって日本人は自

信を失っていると、こういうようなことを掲げて、ま

ず教育基本法の改正、防衛庁の省昇格、国民投票法の

制定、それから天下りを規制する公務員制度改革、こ

ういうぐあいに一内閣一作業と言われる時代に大変国

家的な基本問題を解決したとこういうようなことであ

りました。これだけの業績を残した安倍さんならでは

こそ、今回、第２次安倍内閣が誕生したのではないだ

ろうかと思っております。

　安倍氏は所信表明で、特にみずから途中でおりたこ

とをわびて、そして依然として国政を思う気持ちは変

わらないと、こういうようなことで深き憂国の念を表

明をしながら、今当面の問題としてデフレと円高から

の脱却、これを真剣にやらなくちゃならないと、こう

いうようなことで幾つかの問題を掲げています。時間

がありませんから、はしょって申し上げますが、特に

先ほど申し上げたデフレ、円高経済、これの脱却とい

うことで、まず最初に最大かつ緊急の課題として経済

の再生というようなことを挙げて、これまでの政策と

違って大胆に行わなければ、今の日本のデフレ経済か

らの脱却はできないと。これまでのこととは次元の違

う大胆な政策をパッケージとして提示し、断固たる決
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意で強い経済を取り戻していくと、こういうことを申

し上げて「３本の矢」政策、すなわち金融政策である

し、財政政策、民間投資を喚起する経済成長戦略、こ

れらを掲げてデビューをした。本当にスピード感のあ

る私は今運営をしていると思っています。

　けさのニュースによりますと、日経の平均株価が１

万2000円を突破したとこういうことで、ニュースの間

を割ってこのニュースが報道されております。そし

て、円安傾向も依然として順調で、94円を示している

とこういうようなことも言われておりまして、そこ

で、経済政策のアベノミクスというような「３本の

矢」について、どのようにお考えであるか、所見をお

伺いをいたします。

　それから、外交・安全保障問題についても述べてお

ります。日米同盟を一層強化すると同時に、米軍普天

間飛行場の移設を初め、沖縄の負担軽減に全力で取り

組むと、こういうようなことを申し上げております

が、この安倍政策の外交・安全保障についても所見を

お伺いをいたします。

　３点目は教育問題でありますが、教育問題につい

て、教育改革、特には……。

　ちょっと休憩してください。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午後４時６分休憩

　　　午後４時７分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

○具志　孝助君　先ほどの外交・安全保障について

ちょっと触れます。

　日米同盟の強化についてでありますが、我が国の外

交・安全保障は、終戦から今日まで一貫して米国を基

軸に進められ、その結果、かつて経済大国、文化大

国、教育大国と呼ばれるほどに発展を遂げてまいりま

した。しかし、民主党・鳩山政権によって日本と米国

の間の信頼関係は著しく揺らぎました。外交の重大

さ、あるいは外交の恐ろしさというものを実感したの

が、鳩山内閣において日米関係にきしみが入った瞬間

に、ロシア、韓国、中国との間の領土・領海問題が突

然吹き出したときでありました。今、世界で最も緊張

が高まっているのは、我が国周辺における武力衝突の

危機ではないでしょうか。このような緊迫した中、安

倍総理は訪米されオバマ大統領と会談をされました。

特に、日米同盟関係を深化させたことは、このタイミ

ングにおいて国民の支持と信頼を高めたことと思いま

す。

　さて、そこで安倍総理は日米同盟を一層強化し、同

時に米軍普天間飛行場の移設を初め、沖縄の負担軽減

に全力で取り組むと述べております。知事の御所見を

賜ります。

　鰯点目が教育再生についてであります。

　教育再生実行本部の中間報告取りまとめということ

で通告をしておりますが、これは自民党が昨年の衆議

院選挙のマニフェストに間に合わせた、取り急ぎまと

めたことであります。しかし、自民党はマニフェスト

に掲げたことを完全に実行に移すんだとこういうよう

なことで教育問題についてもそのとおり頑張っており

ます。平成25年１月24日、総理官邸において教育再生

実行会議が開かれ、総理は特に教育再生は経済再生と

並ぶ重要課題だ。世界トップレベルの学力と同時に、

規範意識を身につける機会を保障しなければならない

と。このためにどうあらなければならないか。座長に

鎌田薫、早大総長初め関係閣僚が連ねた教育再生実行

会議が開催をされまして、特にはいじめ防止対策基本

法を今国会中に提出したい、そして成立を図りたい。

それから教育委員制度の改革、小・中・高・大学の

６・３・３・４制の改革、それから教師力を高めるた

めの教師インターン制度についても言及をされており

ます。これらの教育再生改革について、教育長の御所

見を求めます。

　２点目は、米軍基地問題についてであります。

　米軍再編計画について、米軍再編の現状と課題につ

いてお伺いをいたします。

　2006年５月、日米安全保障協議委員会すなわち２プ

ラス２において、在日米軍再編の最終報告が発表さ

れ、ここには嘉手納基地以南の土地の返還、これが公

表されておりますけれども、この再編計画がどういう

ような状況にあるのかお尋ねをいたします。

　そして、その２点目は、米軍再編後の基地の形、す

なわち嘉手納以南の都市地区の土地が返還されること

によってかなりの部分いわゆる米軍基地の姿というの

が変わってくると思っております。そういった意味で

形という表現をしたわけでありますけれども、この辺

のところの説明をお願いいただければと思っておりま

す。

　それから芋点目は、普天間飛行場移設問題について

であります。

　ア、県外移設の可能性についてお伺いをいたしま

す。

　先ほども触れましたけれども、先般、安倍総理はア

メリカの大統領との会談で、普天間飛行場の移設問題

について日米合意に基づき進めていくというようなこ

とを確認したようであります。県外移設の可能性につ

いてお伺いをいたします。
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　次は、危険性の除去についてでありますが、そもそ

も普天間飛行場の移設問題というのは、沖縄県にある

数多い基地の中でも極めて危険性が高いということ

で、普天間飛行場の危険性の除去は緊急な課題である

とこういうぐあいに言われてきたわけでありますけれ

ども、依然として見通しが立たない。この危険性の除

去について、知事もこの危険性の除去を３年もしくは

５年とおっしゃったんですが、すなわち緊急に取り組

まなければならないとこういう意味で公約に掲げたわ

けでありますけれども、改めてこの危険性の除去につ

いての認識をお伺いをいたします。

　オスプレイの配備について。

　オスプレイの安全性については、政府は安全性につ

いての確認の発表を正式にやったと思っておりますか

ら改めてお聞きしますが、政府からオスプレイの安全

性についての正式な報告があったかどうか、このこと

についてお願いをいたします。

　それから質問の最後は、那覇空港滑走路増設につい

てでありますが、今回知事さんの御努力というんです

か、期間も短縮した形で那覇空港の増設問題、いよい

よ予算も130億ですかついたということで、慶賀にた

えないところであります。改めてこの機会に私は地域

住民として申し上げるんですが、やはり米軍も一緒で

あります、騒音があるんです。特に、早朝７時から８

時ごろは自衛隊機のエンジン調整というんですか、こ

れを毎日定期的にやっているわけでありますけれど

も、これはひときわ高い――ひときわ高いというのは

ちょっと表現が甘いかもしれませんが――かなりうる

さいんですね。したがって、この平行滑走路、海側に

1300メートルですか沖合に出るわけでありますから、

可能な限り自衛隊機は外側の第２滑走路というんです

か、外側の滑走路を使用してもらいたいと――運用の

面ですね――と同時に、そういうことであれば、それ

に附帯する管理施設そういうのが必要になってくるか

と思う。例えば、ウオーミングアップをするためのス

ペースとか、あるいは格納庫というんですか、こうい

うのが必要になろうかと思っておりますが、これらを

今後中心に那覇空港の整備問題においては、ぜひ関心

を持って取り組んでいただきたい。このことについて

もお述べいただきたいと思っております。

○議長（喜納昌春君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　具志孝助議員の御質問に答

弁をいたします。

　まず、第２次安倍政権についての御質問の中で、安

倍政権の経済政策についての御質問に答弁をいたしま

す。

　安倍政権は、強い日本の経済を取り戻そうというこ

とを最重要課題にしていると思います。議員のおっ

しゃったとおりでございますが、その中で、まず２％

の物価安定目標の早期実現、これを日銀に求めるとい

うことで大胆な金融緩和という表現で言っておられま

すが、加えて機動的な財政出動、財政政策を展開しよ

う、そして３番目が民間投資を喚起する成長戦略、こ

れを「３本の矢」と呼んでやっていこうと、一体的に

展開しようとこういうふうに政策をとっておられま

す。これにより、長期デフレからの脱却そして持続的

な経済の成長を実現しよう。その結果、雇用や給与の

拡大が実現されるだろうとこういうことになっており

ますが、まさにこれはそういうことを期待するほかは

ないと思うわけでございます。そして、長期デフレか

らの脱却と経済活性化に向けた取り組みがさらに加速

され、我が国全体の景気の早期浮揚が達成されること

によって、無論沖縄県経済にも多くの影響が出てくる

ものと期待できます。

　まず第１に、沖縄の最大の産業になりつつある観光

産業で本土からを含めて人の交流が大きくなる。そし

てあわせて、物流的な物の移動も大変多くなるであろ

うと、このために臨空・臨港型産業の拡大につながっ

ていくであろうと、こういうことで外部環境の改善に

伴って経済の面ではプラスの大きな波及効果が生じる

と期待をいたしているところでございます。

　次に、米軍基地問題につきまして、普天間飛行場の

県外移設の可能性についてという御趣旨の御質問にお

答えをいたします。

　普天間飛行場の危険性の除去は、喫緊の課題であり

ます。一日も早い移設・返還が必要であります。地元

の理解が得られない辺野古移設案の実現は事実上不可

能と考えております。他の都道府県への移設が合理的

かつ早期に課題を解決できる方策であると考えており

ます。日米両政府は、辺野古移設案に固執することな

く、柔軟性を持って、県外移設の実現を追求すべきで

あると考えております。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。

○議長（喜納昌春君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　第２次安倍政権につい

ての御質問の中で、日米同盟の強化についてお答えい

たします。

　日米同盟については、今後とも日米で軍事のみなら

ず経済、文化等の分野において緊密な協力関係を構築
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していくことが、東アジアの平和と安定を図る上で重

要と考えております。県は、日米安全保障体制を含む

日米同盟関係が、これまで我が国及び東アジアにおけ

る平和と安定の維持に寄与してきたものと理解してお

ります。一方、沖縄県においては米軍基地の過重な負

担が存在し、県民はその負担軽減を求めております。

　県としましては、日米安全保障体制が今後も安定的

に維持されるためには、沖縄の社会的安定が必要であ

り、そのためには沖縄県の過重な基地負担について、

日米両政府が具体的な負担軽減策について真摯に検討

し、実行していくことが重要であると考えておりま

す。

　次に、米軍基地問題についての御質問の中で、米軍

再編の現状と課題についてお答えいたします。

　米軍再編の現状につきましては、昨年４月27日の日

米安全保障協議委員会共同発表において、海兵隊のグ

アム移転及び嘉手納より南の施設・区域の返還が普天

間飛行場の代替施設に関する進展から切り離されたと

ころであります。しかし、嘉手納飛行場より南の施

設・区域の返還については、いまだ詳細な内容やスケ

ジュール等が示されておりません。県としては、政府

は地元の意向を踏まえ、早急に同計画を作成・公表す

るとともに、嘉手納より南の施設・区域の計画的な返

還を実施するよう、来県した安倍首相や防衛大臣、外

務大臣に対して強く求めたところです。

　次に、米軍再編後の沖縄における基地の形について

お答えいたします。

　ＳＡＣＯ最終報告や再編実施のための日米のロード

マップ等で返還が合意されている、北部訓練場の過半

の土地約3987ヘクタール及び嘉手納より南のキャンプ

桑江や普天間飛行場など計６施設、約1052ヘクタール

が全て返還された場合、本県の米軍専用施設の割合

は、全国の約73.8％から約68.9％へ減少いたします。

沖縄の８割以上の人口が集中する中南部都市圏におい

て、大規模な基地返還が予定されているところであ

り、これらは、沖縄の新たな発展のための貴重な空間

であり、返還後は都市の再開発、企業の立地等により

県土構造の再編にもつながる大きなポテンシャルを

持っていると考えております。

　次に、普天間飛行場の危険性除去についてお答えい

たします。

　普天間飛行場の危険性除去は喫緊の課題であり、一

日も早い移設・返還の実現が必要であります。また、

移設するまでの間であれ、その危険性を放置すること

はできないことから、これまでワーキングチーム会合

や基地負担軽減部会において、具体的な方策の検討・

実施を求めてまいりました。政府は、平成19年８月に

日米合同委員会で承認した報告書に基づく危険性除去

のための諸施策を平成21年５月までに全て完了したと

しております。しかしながら、県としては、普天間飛

行場の危険性除去は不十分であると認識しており、引

き続き訓練の分散移転など、さらなる抜本的な改善措

置を検討するよう政府に求めてまいります。

　次に、オスプレイの安全性の確認についてお答えい

たします。

　政府は、昨年９月19日付文書で、オスプレイの安全

性は十分に確認されたとしておりますが、県として

は、事故の再発防止策は十分ではなく、安全対策の実

施が米軍の裁量に委ねられたままでは実効性は担保さ

れないと考えております。また、県は平成23年６月以

降、再三にわたり政府に対しオスプレイの安全性に関

する質問を宜野湾市と共同で行っておりますが、いま

だ回答されていない項目があります。これらのことか

ら、オスプレイについては、今後、運用のさらなる活

発化が懸念される中、県民の不安は一向に解消されて

いないと考えており、県としては軍転協とも連携し、

配備計画の見直しと配置分散の実施などあらゆる機会

を通じ、日米両政府に求めてまいりたいと考えており

ます。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　第２次安倍政権についての

御質問で、教育再生実行本部の中間取りまとめについ

てお答えいたします。

　同本部では、「人創りは国創り」を基本に、５つの

分科会で教育政策について中間報告として取りまとめ

られたものと認識をしております。同報告では、６・

３・３・４制の見直し、教師インターンシップの導

入、道徳の教科化等について提言されたと聞いており

ます。教育界におきましても、学習指導要領の改訂、

教育基本法の改正、教員免許更新制の導入など、教育

を取り巻く環境が目まぐるしく変化をしております。

　今要望されている教育改革が成功するかどうかは、

各学校の教育指導や学習活動がどこまで子供にとって

より望ましいものとして具現化され、実現されていく

かにかかっており、教育改革の目玉の一つは、各学校

が創意工夫を生かし、特色ある教育を充実することで

あると認識をしております。しかし、どんなに時代が

変わろうと教育には本来の理念である「人間を育てる

崇高な営み」があり、21世紀を担う子供たちが世界の

大舞台で活躍するためのすべを身につけるために、学
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校、家庭、地域社会が相互の役割分担を明確にし、と

もに手をとりながら力を注いでいくことが必要であり

ます。今後とも、国の動向を注視してまいりたいと考

えております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　企画部長。

　　　〔企画部長　謝花喜一郎君登壇〕

○企画部長（謝花喜一郎君）　那覇空港滑走路増設に

ついての御質問の中の、那覇空港滑走路増設における

騒音対策についてお答えいたします。

　那覇空港の滑走路増設における環境影響評価準備書

では、航空機騒音に対する予測が示されております。

それによりますと、航空機騒音は「現滑走路を離陸

用・増設滑走路を着陸用とした専用滑走路方式」を予

測の前提としております。これにつきまして国は、

「実際の運航方法については、環境影響評価結果等を

踏まえて、今後、細部の検討を実施」することとして

おります。

　滑走路増設における騒音低減につきましては、地元

豊見城市や那覇市も期待していることから、県として

は、できる限り周辺地域の騒音軽減が図られるよう、

国に対し要望していきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　具志孝助君。

○具志　孝助君　順を追ってまず最初の質問の中で、

教育再生について。教育長、政府は教育再生を緊急な

課題だと、特にいじめ問題については大変社会的な大

きな問題になっておりまして、いじめ防止対策基本法

というんですか、あの法律を今国会で議員提案をして

成立させたいと。その中では各都道府県においても条

例制定を促していくと。そして道徳教育を教科化して

いくと、こういうように具体的に示しておりますが、

これに対する国からのサジェスチョンというんです

か、それの指示はありませんか。

○議長（喜納昌春君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　まだ、実は具体的には私ど

ものほうには来ておりません。ただ、教育再生実行会

議のただいまの提言の骨子は新聞等でも報道されてお

りまして、私なりに認識はしております。

○議長（喜納昌春君）　具志孝助君。

○具志　孝助君　このいじめ問題というのは、本当に

深刻な問題でありまして、これは戦後教育を受けた親

たちが子供の教育に迷っているんじゃないか、実はこ

ういうぐあいに私は思っている。そして人を思う心、

これは国も言っておりますけれども、こういうような

道徳心そういうのが欠けていると、この辺のところを

教科化していきたいとこういうことを言っているんで

すが、この道徳教育の教科化についてはどのように考

えますか。

○議長（喜納昌春君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　道徳教育を通していく中

で、いわゆる命のとうとさというんでしょうか、そう

いったことを学ぶ道徳教育を充実していきたいと。そ

ういった意味での提言の骨子ではないかと推測をして

おりますけれども、実はこれまでもこの道徳につきま

しては、我が県でも道徳教育の推進、教師を小中学校

に配置しながらいわゆる命のとうとさについての展開

はしているつもりでございます。

○議長（喜納昌春君）　具志孝助君。

○具志　孝助君　教科化についてはどのように考えま

すか。教科にするということについてはどう考えます

か。

○議長（喜納昌春君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　まだ、具体的に国のほうか

らこうしなさい、ああしなさいとそういったことはご

ざいませんので、これについては今コメントを控えた

いと考えております。

○議長（喜納昌春君）　具志孝助君。

○具志　孝助君　この戦後教育が個性を大事にすると

か、ゆとりを持たせたいだとかいうような、これまで

の政治が教育に介入することに極端に抵抗を示す中

で、戦後教育がややもすればこれまでの日本の伝統文

化だとかそういうような修身、日本の最も大事とした

世界に誇ってきた日本人の優しさ、そういうのが欠如

しているんじゃないか。戦後教育の反省点として挙げ

られているんですが、この点については教育長として

どのように受けとめておりますか。

○議長（喜納昌春君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　私は、実は臨時教育審議

会、たしか昭和62年に発足をして、そのときから我が

国はさまざまな教育改革の連続であったという捉え方

をしております。そういう中で、実はこの高度成長期

の教育というのが果たしてどういう目的で推進したの

かということを考えた場合に、大量生産を担う人間の

育成、そういった意味での見方も専門家はしておりま

す。そういう中で教育が例えば統制化されたり、ある

いは手段化したり、あるいは画一化されたり、そう

いったことを通していく中で教育荒廃が生まれてきた

という指摘をする専門家もいらっしゃいます。ですか

ら、そういう中で例えば若者が学びからの逃走といい

ますか、そういった意味で目的とか目標を持ち切れな

い若者がふえてきたということも事実でございます。
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ですから、そういったことをしていく中で今求められ

ている教育改革の最大の目的は、先ほども答弁しまし

たように、いわゆる子供の目線に立ちまして、より望

ましいものとして具体化して実現していくこと、その

ためには各学校がやはりその特色ある教育を展開して

いくということこそが教育改革の政治の大きなもので

はないかと私なりに認識をしております。

○議長（喜納昌春君）　具志孝助君。

○具志　孝助君　時間がありませんので、はしょって

聞きますけれども、今安倍内閣において教育再生とし

て具体的に挙げていますね、中間報告の中で。その道

徳教育もしかり、６・３・３・４制もそうですし、そ

れからいじめの問題、それから学力をもっと上げなく

ちゃいかぬ、具体的に挙げておりますが、この安倍内

閣が唱えている教育改革についてどう評価しています

か。

○議長（喜納昌春君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　さまざまな視点でさまざま

な提言をなさっておりまして、今私なりに動向を注視

している段階でございます。

○議長（喜納昌春君）　具志孝助君。

○具志　孝助君　申しわけありませんが、時間があり

ませんので、基地問題に移ります。

　普天間の移設の問題、大変深刻で私も本当に悩まし

く思っております、時間だけ気にしておるんですけれ

ども。稲嶺知事が当選したときに、普天間の問題を解

決するために、大田さんの解釈じゃないよと、どう解

決するかなんだよと、こういうことで選挙をして名護

移設を最終的に決めた。ところが途中それが挫折して

しまった。それを受けて、仲井眞氏がこの問題を解決

するために、まず危険性を除去しなければならぬと強

くおっしゃった。そのときに我々も強く申し上げて、

民主党政権になっておりましたから、県外移設これも

含めて政府がそう言っているんだから。知事は相当抵

抗したと、果たして県外移設できるかと、鳩山さんそ

んなこと言っているけれどもできるかと、こういう疑

問だったんでしょう。我々自民党・与党から強く知事

に要求して、県外移設を言ってくださいと。そして危

険性の除去だと、このようなことで県外移設と危険性

除去、このことでもって仲井眞氏は１期、２期当選さ

れました。

　改めて聞きますが、普天間の県外移設を本当に今、

日米両政府がああいうような形で確認をした。きょう

のアメリカの議会でも普天間の辺野古移設は着々と進

んでいると米政府高官が述べていると。下院軍事委員

会でアメリカの太平洋軍司令官がそういうぐあいに

言ったというような報道がきょうの新聞に出ているん

ですよ。こういうようなさなかでありますから、日米

では辺野古に間違いなく移動するとこう言っているん

です。もう一回聞きますが、本当に県外要求して可能

と思っているんですか。

○議長（喜納昌春君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　可能と思っております。

○議長（喜納昌春君）　具志孝助君。

○具志　孝助君　そうしか答弁できないんでしょうけ

れども、私は現実に即したことをきちっと有権者に示

すことは政治家の大きな務めだと思っております。知

事がしっかりと行政の責任者として県民大会にも参加

しないで静かに見詰めていきたいと、あの態度を私は

評価をします。立派だったと思っております。このた

びの移設問題についてもしっかりと見きわめて、いた

ずらに言葉の遊びにならないように。安倍さんがこれ

を戻したら、また鳩山さんと一緒になるんですよ。プ

ロミスミーと言って笑われたじゃないですか、あんな

ことをやるわけないんです。そういうようなことを考

えると、もうちょっとしっかりとここをどうするんだ

ということを真剣にお考えいただきたい。もう一回、

時間が本当にありません。知事は大変なお悩みだと

思っております。今知事、こういうような状況の中

で、どなたかに相談したい、意見を聞きたいと、こう

いうような方がおりますか。ひとりで悩んでいらっ

しゃるんですか。

○議長（喜納昌春君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　悩んでいるときは、与党の

皆様に相談します。

　今、何についての悩みかわかりませんが、もし普天

間の移設についてだとすると、どんな大きな政府であ

ろうと、大統領であろうと総理であろうと、物すごく

つくるのに難しいこのイメージを彼らが持っていると

思いますか。一体何年かけて――これは申請書が出て

きたときしかわからないんですが――つくれると思っ

ているのか。普天間を固定化しないと言っている政治

家としてのその言葉、これをどう実現するのか。５年

ならあれか10年なら固定化なのか、15年過ぎたら固定

化なのか。これは逆に政治家として自民党の県連の皆

さんにも考えていただきたい。これが実現するフィー

ジビリティーがどうかということなんですよ。だから

この可能性が前はあったんです。やっぱり環境が整っ

ておりました。私もそういう側にいました。今は、実

はあれから変わってしまっているんです。ですから、

これは一体どうやって実現するかというと、普天間基

地のやっぱり危険性を、――危険性というか海兵隊が
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必要だというなら日本全体でこれ受け持ってもらいた

いという意味も含めて、やはり既に幾つかの滑走路が

できているところへ移すという発想がそんなに非現実

的だと思いますか。私は全く思っておりません。です

からこれは少し真面目にそこに集中して物を考えれ

ば、当然出てくる回答だと私は思っているわけです。

ですから政府に対してこれは本当に普天間を一日も早

く固定化させないというためには、もう一回よく考え

ていただきたい。先ほどの私の答弁の、やわらかい頭

を持って考えていただきたいというのはそういうこと

を申し上げています。

○議長（喜納昌春君）　具志孝助君。

○具志　孝助君　この安全保障の問題、まさに大変重

要な問題です。そこで改めて聞きますが、最終的には

誰が決めるんですか。

○知事（仲井眞弘多君）　ちょっと済みません、よく

聞こえなくて……。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午後４時44分休憩

　　　午後４時45分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　防衛の問題ですから、これ

はつかさ的には防衛省だと思います。政府という表現

であるとすれば日本政府が決めることでしょうけれど

も、米軍の基地ですから、米国、日米政府でお決めに

なることだと思います。

○議長（喜納昌春君）　具志孝助君。

○具志　孝助君　決めるけれどもできないと、こうい

うようなことを申し上げたいということですか。

○議長（喜納昌春君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　もし辺野古であるとすれ

ば、環境がかなり変わっていますから、できないとは

私言っていませんよ。非常に難しかろうと言っている

わけです。事実上、不可能だと。限りなく不可能に近

いという表現と一緒です。ですからそういう状況は

我々沖縄にいる人のほうがよく知っていると思う、そ

う言っているわけです。

○議長（喜納昌春君）　具志孝助君。

○具志　孝助君　結局、こういうような状況の中で結

果として普天間が固定化されるんじゃないかと、この

ことを今普天間でその不安にあえいでいる皆さんは、

この不安でいっぱいで、佐喜眞市長が、我々はこれ以

上我慢できないとこのように叫んでいるわけです。知

事はそういうような佐喜眞市長とお会いをして話し合

いをしたいと、こういうような考えは持ちませんか。

○議長（喜納昌春君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　佐喜眞市長とはしょっちゅ

う会っていますけれども、それで彼の言わんとする気

持ちはよく理解できます。

○具志　孝助君　終わります。

○議長（喜納昌春君）　新垣哲司君。

　　　〔新垣哲司君登壇〕

○新垣　哲司君　皆さん、こんにちは。

　一般質問をいたします。

　まず、知事の政治姿勢についてであります。

　知事は、県政運営方針で新たな沖縄振興計画の２期

目となる2013年度について、「沖縄振興の取り組みを

しっかりと軌道に乗せ、加速させていく非常に重要な

年」と位置づけた。県民が描いた沖縄21世紀ビジョン

の将来像の実現に向け、不退転の覚悟で取り組む強い

決意を新たにした２期目の任期後半に向け姿勢を打ち

出しました。

　そこで知事の考え方について質問をいたします。

　茨、那覇空港第２滑走路の予算化と工期短縮につい

て伺います。

　芋、沖縄がアジア・ゲートウェイとして飛躍するた

めの今後の進め方について伺いたい。

　鰯、一括交付金について市町村との連携について伺

いたい。

　允、交付金の使い勝手の悪さを指摘する声もありま

す。今後、有効性を発揮できるようにどうすればよい

のか、お尋ねをいたします。

　２、沖縄振興の推進について伺います。

　茨、平成25年度の国の沖縄振興予算が3001億円計上

されたが、その予算についての見解を伺いたい。

　芋、県の一般会計当初予算は総額6988億円である。

予算編成に当たって基本的な考え方を伺いたい。

　３、米軍基地問題について。

　茨、普天間飛行場移設問題について、米軍基地から

発生する諸問題及び戦後処理問題について、昨年４月

の日米共同発表において、普天間飛行場代替施設を名

護市辺野古に建設する方針を再確認したとしておりま

すが、県としては、地元の理解が得られない移設案は

事実上不可能との考えについて伺います。

　芋、移設するまでの間であれ、同飛行場の危険性の

除去のため訓練の分散移転や騒音の軽減等運用の改善

に努めると言っておりますが、具体的に御説明をお願

いいたします。

　鰯、宜野湾市長は、普天間飛行場の問題について

は、固定化は断じてあってはならないと速やかな返還

を求め、粘り強く求めております。政府が進める辺野
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古移設に関しては、知事は移設先については日米両政

府でしっかり解決をしてくださいと言っております

が、世論つまり県民が理解をするなら辺野古案でもい

いということですか、その見解を伺います。

　４、尖閣諸島についてであります。

　中国船により漁民の安心・安全操業が脅かされてい

るが、対策はどうなっているか。日本の漁船に中国漁

船、監視船が接近。第十一管区海上保安本部は２月23

日の定例記者会見で、尖閣諸島周辺の領海で８日、日

本の民間漁船に中国の海洋監視船３隻が接近したた

め、漁船の周囲に海上保安庁の複数の船を配置し、不

測の事態に備えたことを明らかにしました。第十一管

区によると、海洋監視船は一時、漁船まで数百メート

ルの距離まで接近した。中国側の意図は不明だが過去

に同程度まで近づいた例はないという。監視船は、18

日午前８時55分ごろから同９時15分ごろにかけて、尖

閣周辺の領海に侵入。海保は退去するように繰り返し

警告した。監視船は約５時間にわたり領海内を航行し

領海に出た。日本漁船は、八重山漁協所属第十一善幸

丸。尖閣国有化以来、中国は尖閣諸島に押しかけ、領

海侵犯を繰り返しております。そして、最も危惧して

いた漁民に大きな影響が出ております。現在、本島か

らは糸満、宮古、八重山漁民が尖閣に出漁しておりま

す。2012年11月、八重山日報は、漁民の不安を訴えて

おります。

　茨、中国船により漁民の安心・安全操業が脅かされ

ている。早急な真相究明、実態把握について県の姿勢

と対応をお聞きします。

　芋、さきの質問に知事は、沖縄県の行政区域の状況

を把握する必要がある。できるだけ日程の調整を行い

まして、視察を行いたいという考えのお答えをいただ

きましたが、その視察に行かれましたか、対応につい

てお伺いします。

　５、海洋深層水について。

　茨、海洋深層水利用施設の建設について伺います。

　糸満市は、国のマリノベーション構想地域指定を受

けるなど、これまで水産業の振興に力を注いできたと

ころである。また、海洋深層水を活用した地域振興の

ための基本構想を策定したところであり、これからは

県水産試験場や農業研究センターとも連携を図りなが

ら、水産業、農業の両分野を初め海洋深層水を活用し

た諸事業の展開を図っていただきたい。海洋深層水施

設は、水産都市糸満市にふさわしい施設であり、海洋

深層水利用に関する事業を推進するための研究拠点と

して速やかに同施設を糸満市のほうに建設できるよう

お願いをいたします。

　６、南山グスクの修復について。

　2000年11月に沖縄の「琉球王国のグスク及び関連遺

産群」が世界遺産に登録されました。「琉球王国のグ

スク及び関連遺産群」は、群雄割拠の時代が続いた琉

球がようやく統一国家へと歩み出した14世紀後半か

ら、琉球王国としての統治形態が確立した18世紀にか

けて生み出された独特の特徴を持つグスク等でありま

す。我が沖縄のグスク遺産が世界遺産に登録されたこ

とは、琉球の先人たちが命がけの航海を乗り越え、中

国や東南アジアとの交易に臨みながら築き上げた琉球

特有の歴史と文化が世界に認められ評価されたことで

あります。しかし、登録されたグスクを見て何かが抜

けていることを教育長は知っているでしょうか。世界

遺産群に登録されたグスクに今帰仁城跡、そして尚巴

志が王都を移した首里城跡も含まれており、三山対立

時代の中山・北山を思い出します。そうなると、抜け

落ちているのは三山の一角をなす南山グスクでありま

す。確かに南山には二通りの説があるようですが、中

山・北山と一角を争った南山は現在の南山グスクとい

うのが定説となっております。

　南山とはどのようなグスクであったかは琉球から朝

鮮に送還された朝鮮人の記録した「李朝実録」に記録

があり、それによると「一旧宮あり。居る所の宮城の

南に在り。層閣城郭の制度は、常居の宮と同じ。」と

記しており、すなわち、その構えは首里城と同じだと

言っているのであります。それだけの構えを備えたグ

スクであった南山グスクも現在はグスクとしての面影

はありません。かつて中山・北山と競った南山のグス

クの復活は南部の人たちの願いでもあり県民の願いで

もあります。教育長の見解を伺います。

　茨、沖縄振興計画の施策としての芸術・文化の振

興、文化財の保護等に南山グスク等沖縄グスク修復等

の支援は含まれているか。

　芋、今後、南山グスク修復のために調査費の計上を

検討してもらいたいがどうですか。

　鰯、一括交付金の予算を使用できないのか伺いま

す。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　新垣哲司議員の御質問に答

弁をいたします。

　まず第１に、沖縄振興の推進についての柱の中で、

沖縄振興予算に対する知事の見解いかんという御趣旨

の御質問に答弁いたします。

　国家財政が厳しい状況の中、沖縄振興予算として総
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額3001億円の確保、沖縄振興交付金の増額、また、那

覇空港滑走路増設事業として130億円の予算措置がな

されるとともに、工期も７年から実質５年10カ月まで

短縮されるなど、沖縄県の要望に配慮されたものと高

く評価いたしております。

　次の御質問ですが、尖閣諸島についての中で、知事

は尖閣の視察に行ったのかという御趣旨の御質問にお

答えいたします。

　私は、一昨年の４月、海上自衛隊の協力で沖縄周辺

海域の状況を視察した際に、尖閣諸島を視察しまし

た。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。

○議長（喜納昌春君）　企画部長。

　　　〔企画部長　謝花喜一郎君登壇〕

○企画部長（謝花喜一郎君）　知事の政治姿勢につい

ての御質問の中の、那覇空港第２滑走路の工期短縮及

びアジア・ゲートウェイとしての今後の進め方につい

てお答えいたします。１の茨と１の芋は関連いたしま

すので一括して答弁させていただきます。

　那覇空港は、今後の沖縄振興に大きく寄与すること

にとどまらず、アジア・太平洋地域の玄関口として日

本再生の原動力になることから、第２滑走路の早期供

用を強く訴えてきました。国家財政が厳しい状況の

中、130億円の予算措置がなされるとともに、工期も

実質５年10カ月に短縮されるなど沖縄県の要望に配慮

されたものとなっております。沖縄県がアジア・ゲー

トウェイとしての役割を十分に発揮し飛躍できるよ

う、人・物の交流拠点の形成に向けて全力で取り組ん

でまいります。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　総務部長。

　　　〔総務部長　川上好久君登壇〕

○総務部長（川上好久君）　知事の政治姿勢について

の御質問の中で、沖縄振興特別推進交付金の市町村と

の連携についてお答えいたします。

　沖縄県としては、沖縄振興特別推進交付金を活用

し、認可外保育施設の改修、学習支援員等の配置、離

島航路事業者の船舶建造・購入支援など、市町村と連

携を図りながら産業振興、離島・過疎対策、福祉、教

育を初めとする多くの有効な施策を展開し、沖縄全体

の振興に資するよう努めてまいります。

　次に、沖縄振興特別推進交付金の有効性についてお

答えいたします。

　沖縄振興特別推進交付金は、一定の要件のもとで沖

縄振興の各分野から主体的に政策課題を抽出し、事業

を立案することが可能な裁量性の高い国庫支出金とし

て創設されており、従来の補助金等と比較して対象事

業の広さと予算規模が拡大したところにその特徴があ

ります。対象事業が広くなったことにより、これまで

手の届かなかった離島の移動コストの低減や、離島船

舶の購入等の支援、陸上交通体系の見直し、福祉や子

育て分野など県民により身近なサービスの提供が可能

となっております。また、予算規模が拡大したことに

より、産業振興の分野などにおいては、例えば、国際

物流拠点施設や空手道会館（仮称）、離島児童・生徒

支援センター（仮称）、クラウドデータセンターなど

を加速的に整備することが可能となっております。

　沖縄県としては、今後とも同交付金や高率補助制

度、沖縄特例税制など、各種の政策手段を効果的に活

用し、沖縄の自立、県民生活の向上に向け取り組んで

まいりたいと考えております。

　次に、沖縄振興の推進についての御質問の中で、平

成25年度当初予算編成の基本的考え方についてお答え

いたします。

　平成25年度は、沖縄21世紀ビジョン基本計画に基づ

き、目指すべき将来像の実現に向けた取り組みをしっ

かりとした軌道に乗せ、加速させる非常に重要な年で

あります。平成25年度当初予算においては、沖縄21世

紀ビジョン実施計画に示された具体的な取り組みや、

「基本プロジェクト」に位置づけられた事業を着実に

推進してまいります。とりわけ、県民の生命や暮らし

を守る安全・安心の確保や県民生活の向上、産業競争

力の向上に資する投資的な取り組み、沖縄の発展を担

う人材の育成に係る事業等について重点的に予算を措

置したところであります。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　米軍基地問題について

の御質問の中で、辺野古移設案に対する県の考え方に

ついてお答えいたします。

　普天間飛行場の辺野古移設案には、地元名護市長を

初め県内41市町村の全首長及び多くの県民が反対して

いる状況であります。こうした状況を踏まえ、沖縄県

としては、地元の理解を得られない移設案を実現する

ことは事実上不可能である旨、日米両政府に対し機会

あるごとに繰り返し申し上げてきたところでありま

す。

　次に、普天間飛行場の危険性除去及び騒音の軽減に

ついてお答えいたします。

　普天間飛行場の危険性除去は喫緊の課題であり、一
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日も早い移設・返還の実現が必要であります。また、

移設するまでの間であれその危険性を放置することは

できないことから、これまでワーキングチーム会合や

基地負担軽減部会において具体的な方策の検討・実施

を求めてまいりました。政府は、平成19年８月に日米

合同委員会で承認した報告書に基づく危険性除去のた

めの諸施策を、平成21年５月までに全て完了したとし

ております。しかしながら、県としては、普天間飛行

場の危険性除去は不十分であると認識しており、引き

続き訓練の分散移転などさらなる抜本的な改善措置を

検討するよう政府に求めてまいります。また、普天間

飛行場については、依然として環境基準を超える騒音

が発生していることから、県としては、今後ともあら

ゆる機会を通じ航空機騒音の軽減を日米両政府に対し

て粘り強く働きかけていきたいと考えております。

　次に、辺野古移設の可能性についてお答えいたしま

す。

　普天間飛行場の危険性の除去は喫緊の課題であり、

一日も早い移設・返還の実現が必要であります。辺野

古移設案は、これから埋め立てをして飛行場を建設す

るため、手続や工事、反対運動などで非常に時間がか

かることが想定され、県は、国内の滑走路がある既存

の施設への移設が早期に課題を解決できる方策と考え

ております。引き続き日米両政府に対し、普天間飛行

場の県外移設及び早期返還の実現に向け真摯に取り組

むよう強く求めてまいります。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　知念　武君登壇〕

○農林水産部長（知念　武君）　尖閣諸島についての

中の、尖閣諸島における安全・安心な操業確保につい

ての御質問にお答えします。

　尖閣諸島における日本漁船と中国監視船との接近に

ついては、２月に２件の事例があったと認識しており

ます。１件目は、本県の漁船が外国テレビの取材のた

め尖閣諸島の近くを航行中に中国監視船が接近したも

のであります。２件目は、沖縄を拠点に操業している

鹿児島県の漁船２隻が、中国監視船の接近により思う

ように操業ができなかったものであります。今回、日

本漁船に対し中国監視船が接近したことで本県漁業者

も不測の事態を危惧しております。

　県としましては、今後とも、当該水域の状況に関す

る的確な情報収集に努めるとともに、安全操業の確保

に関し、海上保安庁や水産庁へ要請してまいります。

　次に、海洋深層水についての中の、糸満市への海洋

深層水施設の建設についての御質問にお答えします。

　県におきましては、海洋深層水の水産及び農業分野

における研究と技術開発等を海洋深層水研究所におい

て実施しているところでございます。これまで水産分

野においては、ウイルスフリーのクルマエビ母エビ養

殖技術を確立し、安定した種苗生産に寄与しておりま

す。また、農業分野におきましては、海洋深層水の冷

熱を利用して夏場にホウレンソウを栽培する技術を開

発しております。新たな海洋深層水施設の建設につき

ましては、農林水産業の振興や雇用拡大などの観点か

ら、海洋深層水利用に関する市場性、事業採算性、運

営主体等を総合的に検討した上で判断する必要がある

と考えております。

　県としましては、糸満市等関係団体と連携し、糸満

市の水産振興に取り組んでまいります。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　南山グスクの修復について

の御質問で、グスク修復等の支援についてお答えいた

します。

　沖縄を代表する文化遺産であるグスクは、沖縄独自

の文化をあらわしている遺跡であるとともに、沖縄の

歴史上、特に重要な遺跡であると認識をしておりま

す。グスク等の調査や保存整備の支援につきまして

は、沖縄21世紀ビジョン実施計画において、埋蔵文化

財の発掘調査、史跡等の整備の中に含まれておりま

す。

　県教育委員会としましては、今後とも県内の代表的

文化財であるグスク等の整備の支援に取り組んでまい

りたいと考えております。

　次に、南山グスクの調査費と沖縄振興特別推進交付

金についてお答えいたします。６の芋と６の鰯は関連

しますので一括してお答えいたします。

　南山グスクは、南山城跡として昭和60年に糸満市の

史跡に指定されており、糸満市教育委員会により管理

されております。糸満市教育委員会では、南山グスク

の保存状態を把握するとともに、周辺のグスクも含め

た将来の保存と活用を図るため、平成22年度から26年

度の計画で文化庁の補助事業により南山グスクの東側

部分から調査を実施しております。南山グスク全体の

調査や修復につきましては、学校の存在や遺構全体の

残存状況の調査確認等の課題があり、これらの条件整

備が必要と考えております。

　県教育委員会としましては、南山グスクの修復等に

ついて糸満市から要請等があれば、沖縄振興特別推進

交付金の活用が可能かどうかも含め、糸満市と連携し
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検討していきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　新垣哲司君。

○新垣　哲司君　再質問をいたします。

　まず基地問題からであります。

　民主党政権の３年間、沖縄県民の予算は大変立派に

やってくれたと、知事がおっしゃるように高く評価を

しているところであります。ただ、前の鳩山総理が選

挙の具にして一夜にこの問題、県民の心を踏みにじっ

た。これはもう一番苦労したのは知事なんですが、今

日までずっとこの基地問題で非常に頭を悩ませている

のも知事だと、こういうふうに思って、これは一日も

早く解決しなければならぬなと日ごろからこう思って

いるところであります。今、私が質問しているんです

が、私が何回でも何十回質問しても、知事はぶれない

ですから、思っていることは絶対曲げませんので、そ

ういう質問に立って、しかし、政権はかわりました。

民主党から自民党にいって、そして毎日が動いていま

すので、政治は。そういう観点に立って質問をさせて

いただきたいと、こういうふうに思っております。

　先ほど知事公室長からもお話があったんですが、41

市町村がみんな反対しているんだと、こういうような

お話がございました。事実上、普天間は辺野古へは無

理だということを申し上げたいんですが、今は反対の

市長さんですが、また議会も勢力は反対が多いと思う

んですが、もし市長がかわって、あるいは議会がか

わって誘致をしたいというようなお話が出た場合に

は、県としてはどういうふうな考えを持っておられる

か。公室長。

○議長（喜納昌春君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　現実に自治体の長ある

いは議会が現在のような御判断を下しているわけです

ので、これは軽々に仮定の話を私がするのはいかがな

ものかと思います。いわゆる民主主義の理論とかそう

いうことを言えば、原点に立てば議員のおっしゃるこ

ともあろうかと思いますけれども、その回答にしては

私にはちょっと荷が重いので、私からはお答えは控え

させていただきたいと思います。

○議長（喜納昌春君）　新垣哲司君。

○新垣　哲司君　公室長も知事も同じ考え方だと思い

ますので答弁はそういうことだろうと思っておりま

す。

　それから、普天間基地を分散をしたいという、空港

の利用度の低いところに。これが先になるんだと。普

天間も辺野古につくった場合、どうしても四、五年は

かかるんだと。早くても四、五年はかかると。建設ま

でじゃないですよ。こういう報道を受けても四、五年

かかって時間がかかってできないんだというのが今の

公室長の答弁だというふうに思っております。こうい

うような空いている空港、都道府県でもいいですが、

知事にお話があったか。知事はまた想定で話している

のか、その辺をちょっと確認したいんですが、どうで

しょうか。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午後５時21分休憩

　　　午後５時22分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　よくそういう御質問をされ

ますが、これはデータは国交省も持っているし防衛も

持っていますよ。ですから、これを我々が聞き書きを

したり、ある程度これは公表されていますからつくっ

てもいいんですけれども、ただし、米軍基地をいかが

ですかとセールスはできませんよと言っているんで

す。これはやっぱり軍隊、基地、これはいろんな見方

があるにしても、一国のこけんにかかわるような組織

ですから、これをいかがですかと一つの県が持って歩

いてはいけないと私は実は思っているんです。ですか

ら、こういうものはつかさとしてはちゃんと防衛省と

いう立派な省があるんですから、これは私は歴代総理

にも申し上げ、６代にわたって申し上げてきて、しか

もその自分の管轄している防衛省とかいろんな省をお

持ちですからすぐできる話です、もう彼らが本気にな

れば。問題は、日米両政府で決めたらこれ以外にない

と思い込む、これがどこから来ているか。つまり、現

場の技術、事務屋の話が政治を振り回していると実は

僕は思っているんですが、もっとリアルに考えて、一

体どうやれば日米両政府の偉い人がお決めになった。

決めることはできますよ、恐らく。だからといってこ

れは実効が完成後予想もしないで決めてきたわけです

よ、今まで、結局。ですから16年もたってしまってい

る。ですから今度はもっと確実に普天間を移設でき

る、危険性を除去するという観点に立ってできる案で

やったらどうですかと。ただ、私は辺野古はできない

とは言ったことがないと先ほども申し上げたとおり、

フィージビリティー、実現可能性が非常に難しくなっ

ていますよと私は申し上げた、さらに。そういうこと

です。

○議長（喜納昌春君）　新垣哲司君。

○新垣　哲司君　確かに知事がおっしゃることも大事

だと思っております。16年間も固定化して、一番大事

なこと、これは喫緊の課題ですよね。早く移さないと
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いけないというのが県民の願いである。例えば、今現

在、普天間基地は非常に危険だというふうに言われて

います。その危険度の話ですが、辺野古に移した場

合、危険度はどのぐらい……、比べた場合、政府が進

めようとしているこの辺野古と普天間の危険度につい

てどういうふうに認識されていますか。

○議長（喜納昌春君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　それは最近の政府が考えて

いるものがあるとすればどんな図面になっているかは

知りませんが、その前の民主党政権がとれる前のあの

Ｖ字型のあれからいけば、着陸してくるのも離陸する

場合も海に向かっておりますから基本的に、そして普

天間は周りが全部民家に囲まれている町の真ん中です

から、基本的にはそれはもし墜落みたいなことを考え

たときには、もう断然それは辺野古のほうが危険性は

ぐっと減るであろうということは常識でわかる範囲で

すが、そういうふうに考えております。

○議長（喜納昌春君）　新垣哲司君。

○新垣　哲司君　日米首脳会談でこれは総理と大統領

が会談をして、辺野古に申請をするというところまで

来ているんですが、県はこれに対してどのように今後

対策を講じていくか。国はどんどん進めてくると思う

んですよ。その辺を県としての対策・対応と申します

か、どうしていくかということについてお尋ねしたい

んですが。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午後５時27分休憩

　　　午後５時27分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　報道等で３月でありま

すとか３月の末といった報道がなされております。こ

のことにつきましては、私が政府からお聞きしている

限りでは、まだその日付は決まっていない、報道は正

確ではないというようなことでございます。いずれに

しましても、提出された場合には、これまで答弁させ

ていただいたように、法にのっとってしっかり処理を

するということでございます。

○議長（喜納昌春君）　新垣哲司君。

○新垣　哲司君　基地問題の最後になりますが、万が

一事故があった場合、これは両政府にあると思うんで

すよ。万が一ということもありますから。飛行機が墜

落したことはないわけではないですから。不測の事態

になった場合の責任の度合いというんですか、私は日

本政府にあると思いますが、公室長はどうですか。

○議長（喜納昌春君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　もちろんこれは米軍基

地一般でございますけれども、沖縄・日本に存在する

米軍基地というのは日米安全保障条約に基づき日本政

府が提供し米国政府が運用しているということでござ

います。万一という仮定につきましては、どういう仮

定が成立するかはなかなかわかりませんけれども、一

義的には運用側あるいは提供側の両政府が負うものだ

と考えております。

○議長（喜納昌春君）　新垣哲司君。

○新垣　哲司君　次に、尖閣列島についての質問に変

えます。

　知事、御苦労さんでございました。海上自衛隊の飛

行機で旋回をして見たということであります。実は、

私も平成９年に２回行きまして、ここは日本の沖縄県

の石垣の領土だというような感触を受けております

が、当時は余り緊張感がなかったものですから上陸も

したことがあります。これからも知事、漁民が非常に

不測の事態になった場合、県の対応と申しますか、そ

の辺、部長でもいいですから、県の対応についてお尋

ねをしたいとこういうふうに思っています。

○議長（喜納昌春君）　農林水産部長。

○農林水産部長（知念　武君）　尖閣周辺の海域の現

状につきましては、今、中国漁船あるいは台湾漁船等

が漁というか出てくることが多くなっているというこ

とで、八重山・宮古を中心に漁民の皆さんが大変心配

をしております。県としましては、漁協等と連携をし

ながら農林水産省、外務省等にその地域の安全確保に

ついて、海上保安庁も含めて要請をしているところで

ございます。

○議長（喜納昌春君）　新垣哲司君。

○新垣　哲司君　次に、海洋深層水についてお尋ねし

ます。

　海洋深層水取水施設は全国に何カ所ございますか。

取水の状況を伺いたいと思います。これは前もって調

整していますのでよろしくお願いします。

○議長（喜納昌春君）　農林水産部長。

○農林水産部長（知念　武君）　海洋深層水の施設は

全国で16カ所、取水は100トンから１万3000トンの規

模でさまざま取水をされております。そういう中で沖

縄県の海洋深層水は全国でも一番の規模で日量１万

3000トンの取水量となっております。

○議長（喜納昌春君）　新垣哲司君。

○新垣　哲司君　久米島の海洋深層水研究所の事業費

はどのぐらいか。また、事業工期は何年かかりました

か。

○議長（喜納昌春君）　農林水産部長。
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○農林水産部長（知念　武君）　久米島の海洋深層水

研究所の建設費は総額で約60億円、そのうち取水施設

が約29億円となっています。また、工期につきまして

は、平成９年から11年までの３カ年間で、平成12年６

月に開所をしております。

○議長（喜納昌春君）　新垣哲司君。

○新垣　哲司君　海洋深層水の研究は何の目的でつく

られましたか。

○議長（喜納昌春君）　農林水産部長。

○農林水産部長（知念　武君）　海洋深層水の相互利

用を図りまして、本県の産業振興に寄与することを目

的として設置をされております。

○議長（喜納昌春君）　新垣哲司君。

○新垣　哲司君　久米島に海洋深層水研究所を設置し

た理由と、取水距離はどのぐらいですか。

○議長（喜納昌春君）　農林水産部長。

○農林水産部長（知念　武君）　海洋深層水の適地と

いいますか、これは海岸からどれぐらい離れていて、

どれぐらいの深さでとれるかということで判断をしま

すが、それに伴って事業費も違ってきますので、そう

いうこともありまして久米島のほうが……、粟国、久

米島、辺戸岬という３つの適地候補地が挙がりまし

て、その中で一番経済性等、あるいはまた久米島は立

地をした背後に敷地の広いところがありまして、総合

的にいろんな企業等も誘致ができるということで久米

島に設置をされております。

○議長（喜納昌春君）　新垣哲司君。

○新垣　哲司君　人員と研究内容、その予算はどう

なっておりますか。

○議長（喜納昌春君）　農林水産部長。

○農林水産部長（知念　武君）　研究所は、所長と庶

務が１人と研究員は４名で、現在水産分野に３名と農

業分野に１人、計６名体制で行っております。

○議長（喜納昌春君）　新垣哲司君。

○新垣　哲司君　県外の海洋深層水施設における研究

分野はどうなっていますか。

○議長（喜納昌春君）　農林水産部長。

○農林水産部長（知念　武君）　県外では主にノリの

――海藻といいますか――それの陸上培養等の研究を

しております。また、その海藻類等を利用してカキで

ありますとかアワビ等の飼育試験に使っているという

状況でございます。

○議長（喜納昌春君）　新垣哲司君。

○新垣　哲司君　私たちも１月にハワイの海洋深層水

へ自民党会派で行きました。みんな成功しています。

富山県もそれから高知県も行ったんですが、みんな成

功していますので、ぜひ頑張っていただきたいなと、

こういうふうに思っています。

　海洋深層水はいろいろと可能性があって、農業、水

産業の振興が図られると思うが、糸満のほうにお願い

をしたいと、こう思っておりますがどうでしょうか。

○議長（喜納昌春君）　農林水産部長。

○農林水産部長（知念　武君）　海洋深層水について

は糸満市もいろいろと研究をなさっていろんな事業計

画等もつくっていると聞いております。今後、糸満市

といろいろ連携をしながらその可能性、あるいはまた

ほかの工業分野での利用可能性等も含めて一緒になっ

て検討して、事業効果の採算性とかいろいろあります

が、前向きに検討してまいりたいと思っております。

○議長（喜納昌春君）　新垣哲司君。

○新垣　哲司君　最後になりますが、この施設はみん

な成功しておりますので、知事、どうか前向きに検討

していただければ大変ありがたいんですが、お願いを

いたします。

○知事（仲井眞弘多君）　ちょっと休憩してくださ

い。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午後５時35分休憩

　　　午後５時35分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　深層水につきましてはいろ

んな可能性があちらこちらの地域でもあると思います

し、今、新垣議員がおっしゃった糸満についても、海

の研究所も向こうに移りますしいろんな形で今、農林

水産部長が言いましたように、糸満市と一緒になって

実現できる方向で頑張ってみたいと、研究してみたい

と思います。

○新垣　哲司君　ありがとうございます。

　25秒ありますので、これは質問ではございません。

　教育長、南山グスクについてですが、非常に皆さん

が力を入れて10年前からちょこちょことやって、そこ

の敷地には学校があるんですよ。それをビルがある下

はできないんですが、ちょこちょこと今、予算をかけ

て試掘しておりますので、これが出た場合、やはり学

校移転とかも考えなくてはいかぬなと、こういうふう

に思っております。どうぞよろしくお願いします。

　ありがとうございます。

○議長（喜納昌春君）　租田勝廣君。

　　　〔租田勝廣君登壇〕

○ 田　勝廣君　こんにちは。

　私は前田さんとは軍特で一緒で、いつも抗議行動に
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入ったときに県民の声を代表して発言していたし、そ

してまた毎週金曜日にデモ行進をしてその先頭に立っ

ていました。また、ヘリ移設の安田で抗議行動に参加

したときにも一生懸命地域住民のために頑張っている

なということで、あの姿を見てこれからの基地問題に

ついては本当になくてはならない人だなという感じを

しました。前田さんも思いが大変あったと思いますけ

れども、御冥福をお祈りいたしたいと思います。

　政権交代があって、民主党もそうでありましたけれ

ども、ある意味では40％強の総得票で衆議院議員の安

定多数、これを獲得をしたと。それは明らかに民意を

代表しているのかしていないのかなということになっ

てきますと、余り民意は代表していないのではないか

ということがあるとするならば、これは選挙制度を何

とか変えるべきではないかなと私は思っております。

そしてまた、そういうことからしますと、政権政党と

してそういう民意とあるいはまたこれから政権を運営

するために、ぜひそのことも頭の中に入れながら政権

運営をしていただきたいなと思っております。私も自

民党に１票入れました立場から、そう思っておりま

す。

　質問いたします。

　１、県経済について。

　茨、24年度県経済の見通しで、24年度の県内総生産

が３兆8471億円、経済成長率は名目で2.8％程度、実

質で2.5％程度の成長、雇用情勢については、完全失

業率は0.5ポイント改善し6.6％程度になるとしてい

る。県民所得については1.2％増加し、約209万3000円

としているが、現況はどうなっているか。

　芋、また、民間消費は1.5％増、政府消費は4.5％

増、投資は1.5％減少、観光は入域観光客数の増加と

しているが、現況はどうなっているか。

　鰯、第１次産業は2.1％増、第２次産業は2.4％増、

第３次産業は2.9％増が見込まれているとしている

が、現況はどうなっているか、及び物価はどうなって

いるか。

　允、補正予算331億円、24年度予算総額で7346億

円、当初予算6988億円、また一括交付金等も1600億円

余とかつてない大型予算が県経済、県民所得、雇用情

勢等にどのような効果があるのか伺います。

　印、その一方で、アベノミクスによる円安により、

①、石油、②、食品、③、飼料等の値上げ、④、特に

県は輸入の割合が高く、物価高が懸念されるが、現状

をどのように分析しているか説明をされたい。 

　咽、また政府は、国家公務員の退職金削減による地

方公務員への影響及び給与の引き下げによる県・市町

村職員等への波及をどのように分析しているか。

　員、特別職（知事、市町村長、三役、教育長等）へ

の退職金、報酬への波及はあるか。

　因、民間給与にも波及はあるか。

　姻、こうした退職金、給与等の引き下げの額を明ら

かにし、県経済に与える影響について説明をされた

い。

　引、県内の賃上げの５年間の推移はどうなっている

か。

　飲、受益率の５年間の推移はどうなっているか。

　淫、行政投資の都道府県別の５年間の推移はどう

なっているか。また、事業の目的別行政投資の５年間

の推移はどうなっているか。

　２、基地問題について。

　ここは茨から芋、鰯は取り下げて軍特でやりましょ

う。

　允、環境レビューに示された金武町、宜野座村、伊

江村等におけるＬＺの訓練の回数や運航と実態との比

較について説明されたい。

　印、オスプレイの新たな配備はいつごろか。

　咽、ワーキングチームで決定した事項は、拘束力は

あるのか。

　３、台風15号、16号、17号による被害対策につい

て。

　茨、国頭村、大宜味村、東村の進瀧状況を伺いま

す。

　芋、大宜味村内の国道58号が崩壊、名護市嘉陽海岸

の砂が国道331号を分断し、いずれも通行どめ、また

与那―安田県道２号線も通行どめ、そのため国頭村や

大宜味村が陸の孤島化し、村民や観光客に不安を与え

ました。そこで、村民の安心・安全のため、第３の道

路の建設が必要と考えるが、県の見解を伺います。

　４、名護署、石川署管内における交差点の交通事故

の件数とその対策を伺います。

　５、鳥獣被害について。

　茨、法律が執行されてから５年余が経過している

が、現状とこれまでの対策を伺います。

　芋、猟友会等の連携はどうなっているか。

　６、北部農業について。

　茨、北部にはかつて３つの製糖工場とパイン工場も

複数あり、働く職場がありました。沖縄経済に大きく

貢献したことは言うまでもありませんが、しかし現状

は残念なことに、その面影はありません。そこで、北

部農業を再活性化するためにはどうすべきかビジョン

を伺います。

　７、外国人、外資による土地の購入等について。
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　茨、軍用地の実態について伺います。

　芋、民有地の実態について伺います。

　鰯、公用地・民有地の賃貸の実態について伺いま

す。

　允、ホテルの所有の実態について伺います。

　印、ゴルフ場の所有の実態について伺います。

　我が会派の代表質問との関連については削除いたし

ます。

　以上であります。

○議長（喜納昌春君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　租田勝廣議員の御質問に答

弁をいたします。

　まず第１に、県経済についての中で、平成24年度の

観光客数の見込みと現状についてという御趣旨の御質

問に答弁をいたします。

　今年度の沖縄観光は、円高や台風、そして尖閣の問

題などマイナス要因があった中で、ＬＣＣや海外航空

路線の拡充、そして大型クルーズ船の寄港の増加など

によりまして好調に推移いたしております。そのた

め、平成24年度の入域観光客数は、過去最高に迫る約

588万人に達する見込みとなっております。

　次に、台風15号、16号、17号による被害対策につい

ての中で、北部地域の台風被害の復旧状況についてと

いう御質問にお答えをいたします。

　北部地域の台風被害の復旧につきましては、第１

に、国頭村の安田漁港の浮き桟橋２カ所のうち１カ所

は平成25年１月末に復旧を終えております。安田漁港

の残る浮き桟橋１カ所、大宜味村の根路銘地区の山腹

崩壊、そして東村の慶佐次地区の護岸施設などにつき

ましては、３月末までに復旧工事の契約を締結し、工

事に着手する予定となっております。沖縄県といたし

ましては、早期の災害復旧に向け取り組んでいるとこ

ろであります。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。

○議長（喜納昌春君）　企画部長。

　　　〔企画部長　謝花喜一郎君登壇〕

○企画部長（謝花喜一郎君）　県経済についての御質

問の中の、平成24年度の県内総生産等の現況、民間消

費等の成長率の現況及び第１次産業の成長率等の現況

についての御質問、これは１の茨と１の芋アと１の鰯

は関連いたしますので一括してお答えします。

　平成24年度の完全失業率は、ことし５月ごろの公表

を予定しておりますが、直近の平成25年１月は6.6％

となっており、雇用情勢は改善傾向にあります。ま

た、平成24年度の消費者物価指数については、ことし

４月ごろの公表が予定されておりますが、直近の平成

25年１月は平成22年を100とした指数で99.2となって

おります。なお、平成24年度の県内総生産や民間消

費、第１次産業の成長率等の県民経済計算に関連した

経済指標の実績値につきましては、推計に必要な各種

統計資料の収集に時間を要することなどから、平成26

年度に公表される見込みとなっております。また、計

量経済モデルを用いて簡易的に予測を行う平成24年度

の実績見込み値につきましても、３月末ごろの公表を

めどに作業を現在進めているところであります。

　次に、補正予算や当初予算の効果及び退職金等の経

済への影響について。これは１の允と１の姻は関連い

たしますので一括してお答えいたします。

　今年度の補正予算や、次年度の当初予算、県や市町

村の人件費等を踏まえて予測する本県経済の見通しに

つきましては、３月末ごろの公表をめどに作業を進め

ているところであります。なお、平成24年度の当初予

算額6807億円等を踏まえて昨年３月に予測した今年度

の本県経済の見通しは、名目で2.8％、実質で2.5％程

度と例年よりも高い伸びを見込んでおります。その要

因として、沖縄振興一括交付金を活用したソフト事業

の拡大等による政府最終消費支出の大幅な増加が挙げ

られます。平成25年度についても、国の補正予算を活

用した経済対策等による事業の実施は、本県経済のさ

らなる成長に寄与するものと想定をしております。

　次に、国の退職金等の削減と市町村職員への波及に

ついてお答えいたします。

　国家公務員の給与減額措置及び退職手当水準の引下

げを踏まえて、地方公務員についても国に準じて必要

な措置を講ずるよう国から要請があったところです。

県内各市町村の退職手当につきましては、国家公務員

の退職金削減に準じて削減するものとして、昨年度の

実績を基準として試算した場合、平成25年度が約６億

円、平成26年度が約11億円、平成27年度以降は約16億

円の削減となります。また、給与の引き下げにつきま

しては、国家公務員給与の7.8％引下げにより、平成

24年ラスパイレス指数が100を超えた28団体について

国と同水準の100になるまで給与月額を削減するもの

として試算した場合、平成25年７月から平成26年３月

の９カ月間で約17億円の削減となります。

　次に、市町村の特別職の退職金等への波及につい

て。

　地方公共団体の特別職の具体的な減額内容について

は、国より、各団体において判断するものとされてい

ることから、県内市町村の対応等につきましても、各
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団体によりそれぞれ判断されるものと考えておりま

す。

　次に、受益率の５年間の推移について。

　国から県と市町村が受け入れた地方交付税、国庫支

出金、地方譲与税の合計を県民が納めた国税、地方税

の合計で除した受益率とその全国順位を申しますと、

平成17年度が1.55で全国９位、平成18年度が1.58で全

国８位、平成19年度が1.43で全国７位、平成20年度が

1.53で全国７位、平成21年度が1.65で全国８位となっ

ております。

　次に、行政投資の５年間の推移について。

　平成17年度と直近の平成21年度の１人当たりの行政

投資を比較すると、金額で31万7000円から30万7000円

に減少しておりますが、順位は９位から６位に上昇し

ております。目的別１人当たりの行政投資につきまし

ては、生活基盤では14万9000円から14万3000円に減少

しておりますが、順位は２位から変わっておりませ

ん。産業基盤では８万7000円から８万4000円に減少し

ておりますが、順位は６位から変わっておりません。

農林水産基盤では４万8000円から３万8000円に減少し

ており、順位も５位から７位へと下降しております。

最後に、国土保全では１万3000円から１万4000円に増

加しており、順位も43位から36位へと上昇しておりま

す。

　次に、外国人、外資による土地の購入等についての

御質問の中の、軍用地、民有地の土地購入等の実態に

ついてお答えいたします。７の茨と７の芋は関連いた

しますので一括してお答えいたします。

　国土利用計画法第23条は、一定面積以上の土地売買

等の契約をした場合、権利取得者は、契約当事者の氏

名や住所等が記載された届け出書を知事に届けなけれ

ばならないと規定しております。この届け出書には外

国人、外資を判断できる項目がないことから、外国

人、外資による土地売買等の把握は困難であります。

しかしながら、外資については当該届け出書に記載さ

れた法人名等をもとに把握に努めており、その結果、

外資系企業による土地売買等は、過去３年において恩

納村、今帰仁村、宜野座村の３件を把握しておりま

す。この３件はいずれも軍用地として供されていない

民有地であります。なお、外国人個人による土地売買

の情報収集については、現時点では把握しておりませ

ん。

　次に、公有地、民有地の賃貸に関する土地取引の状

況についてお答えします。

　土地の賃貸借契約については、過去３年において報

告はありません。なお、国、地方公共団体等が当事者

となる賃貸借等の場合は、国土利用計画法第23条に基

づく報告の対象外となっております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　県経済についての御

質問の中で、アベノミクスの円安による物価高の現状

分析についてお答えいたします。

　安倍政権成立後の円安により、原油等の輸入価格に

上昇傾向が見られますが、消費者物価指数は前年度並

みで推移しており、円安による物価への影響は、現時

点では限定的なものと考えております。なお、ガソリ

ン等の価格につきましてはこれまでも上昇傾向が続い

ており、今後も引き続き円安等の影響を注視してまい

ります。また、４月から輸入小麦の政府売り渡し価格

の引き上げが予定されていることに伴い、食品が値上

げされる可能性もあると思われます。

　県としましては、円安による原材料等の価格の動向

や県民生活への影響について注視していく必要がある

と考えております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　総務部長。

　　　〔総務部長　川上好久君登壇〕

○総務部長（川上好久君）　県経済についての御質問

の中で、国の退職金等の削減と県職員への波及につい

てお答えします。

　県の退職手当につきましては、経過措置を設けて段

階的に引き下げることにしており、昨年度の実績を基

準として試算した場合、平成24年度が約３億円、平成

25年度が約15億円、平成26年度が約24億円の削減とな

り、平成27年度以降は約25億円の削減となります。一

方、給与の引き下げにつきましては、現在、今後の対

応を検討中であり、具体的な試算はしておりません

が、仮に平成24年４月の給与を基準として、国から要

請のある７月から来年３月までの期間、国家公務員の

給与水準に合わせて引き下げた場合、約64億円の削減

となります。

　次に、県の特別職の退職金等への波及についてお答

えいたします。

　知事等常勤特別職の退職手当及び給料の削減につき

ましては、今後、他県の動向を踏まえた上で対応を検

討していきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　県経済についての御
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質問の中の、公務員の退職金及び給与の引き下げによ

る民間給与への波及についてお答えいたします。

　民間給与については、県内の景気の動向や労働組合

の賃上げ交渉等、さまざまな要因が影響することか

ら、民間給与への直接的な影響はないのではないかと

見ております。ただ、公務員給与等の引き下げによっ

て県内公務員の消費活動が減少した場合、県内中小企

業等の売り上げに影響を及ぼすことも考えられ、間接

的な形で民間給与にも影響を及ぼす可能性があるので

はないかと心配しております。中小企業、労働組合、

それから雇用政策を担当する商工労働部としては、そ

の動向に注視していく必要があると考えております。

　それから同じく県経済についての御質問の中の、県

内賃上げの５年間の推移についてお答えいたします。

　県が実施した「中小・中堅企業春季賃上げ要求・妥

結状況調査」によりますと、平成18年の平均妥結額は

3317円、賃上げ率は1.35％、同じく平成19年は3699

円、1.51％、平成20年は3783円、1.57％、平成21年は

3129円、1.32％、平成22年は3178円、賃上げ率は1.35

％となっております。賃上げ率は、平成19年、20年の

1.5％台に比べ、平成21年、22年は1.3％台と減少して

おります。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　基地問題についての御

質問の中で、環境レビューの訓練回数等と実態の比較

についてお答えいたします。

　平成24年４月に示されたいわゆるオスプレイの環境

レビューによりますと、オスプレイの着陸帯等におけ

る訓練の年間運用回数は、伊江島補助飛行場が6760

回、中部訓練場が9926回、北部訓練場が3878回となっ

ております。

　オスプレイの飛行実態については、市町村と連携し

て情報収集に努め、11月までの飛行ルートや飛行モー

ドの目視調査結果をまとめたところ、日米合同委員会

合意事項に外れると思われる事例が318件認められて

おります。このため、昨年12月25日に、沖縄防衛局長

及び外務省特命全権大使宛てに、政府の責任において

飛行実態を調査し、合意事項との関係や環境レビュー

と運用実態を検証し公表することなどの対応を求める

文書を提出しておりますが、まだ、同文書への政府か

らの回答はありません。県としては、引き続き政府に

対し、速やかに対応するよう求めてまいります。

　次に、オスプレイの新たな配備時期についてお答え

いたします。

　昨年６月29日に米国が日本政府に対して行った接受

国通報によると、昨年配備されたオスプレイ部隊に続

き、本年夏にＣＨ46飛行隊が代替され、普天間飛行場

における２番目のＭＶ22飛行隊となるとしておりま

す。また、米空軍嘉手納基地へのオスプレイ配備につ

いて、在日米軍は、日本またはアジア・太平洋地域に

おけるＣＶ22機の配備についてのいかなる決定もない

としております。

　オスプレイ配備については、県民の不安が一向に払

拭されておらず、さらなる負担の増大は認められるも

のではないことから、引き続き配備計画の見直しと配

置分散の実施などを政府に強く求めてまいります。

　次に、ワーキングチームでの決定事項に対する拘束

力についてお答えいたします。

　軍人・軍属等による事件・事故防止のための協力

ワーキングチームは、米軍人等による事件・事故の防

止のため、関係機関が協力し、その対策を協議・調整

する場であり、ワーキングチームで合意された事項に

ついては、構成員は協力することとされております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　當銘健一郎君登壇〕

○土木建築部長（當銘健一郎君）　台風15号、16号、

17号による被害対策についての御質問の中で、北部地

区の被害対策の進瀧状況についてお答えいたします。

　台風15号、16号、17号により本島北部においては多

くの被害が発生しました。土木建築部所管の被害対策

状況につきましては、国頭村においては県道２号線の

応急対策を実施済みであり、次年度以降対策工事を実

施する予定であります。大宜味村においては、大保川

で発生した浸水被害について今年度調査設計に着手

し、次年度以降に護岸の天端かさ上げや河道掘削等の

対策を実施する予定であります。東村においては、国

頭東線の災害復旧工事を施工中で３月末に完了する予

定であり、有銘海岸については護岸の復旧工事を完了

し、また平良海岸については護岸の復旧工事を６月に

完了する予定であります。市町村の管理施設の被害対

策状況につきましては、国頭村において５件の災害が

発生し、うち４件が工事発注済みで残り１件も年度内

に発注する予定であると聞いております。大宜味村に

おいては13件の災害が発生し、うち12件は工事発注済

みで残り１件も年度内に発注する予定であると聞いて

おります。

　県といたしましては、今後とも被害対策の迅速・円

滑な対応に努めてまいります。

　同じく台風15号、16号、17号による被害対策につい
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ての御質問の中で、国頭村を通過する第３の道路の建

設についての御質問にお答えいたします。

　昨年の台風の被害により、国道58号等で交通規制が

なされ、国頭村民や観光客に不安を与えたことは十分

に承知いたしております。現在、北部地域において

は、国・県及び村において災害復旧事業に取り組んで

いるほか、のり面の強化や橋梁の補修・補強等の防災

事業を推進しているところであります。

　第３の道路につきましては、本島北部地域が良好な

自然環境が残り、貴重な動植物が数多く存在し、多く

の環境保全関係の法指定がなされていること等、解決

すべき課題が多いことから、地元市町村と連携し、関

係機関の意見を踏まえ検討してまいりたいと考えてお

ります。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　村田　隆君登壇〕

○警察本部長（村田　隆君）　名護署、石川署管内に

おける交差点の交通事故の件数とその対策についてお

答えいたします。

　初めに、平成24年中の県内における交差点の人身事

故は、全人身事故6697件のうち3188件、47.6％であり

ました。これら交差点事故の内訳は、車両相互の事故

が84.0％、人対車両の事故が13.8％、車両単独の事故

が2.2％となっております。また、人対車両の事故に

ついては、約６割が横断歩道横断中となっておりま

す。そのうち、名護警察署と石川警察署管内における

交差点事故は、名護警察署管内においては全人身事故

223件のうち73件、石川警察署管内においては全人身

事故156件のうち72件であり、その特徴は県下の交差

点事故とほぼ同様であります。

　次に、交差点事故防止対策でありますが、県警察で

は交差点事故が人身事故の約半数を占めることから、

交差点における信号無視や一時不停止違反等の取り締

まりを強化するとともに、道路管理者と連携した滑り

どめ舗装やカラー舗装、交通ボランティアと連携した

広報啓発や街頭指導、子供や高齢者を対象とした正し

い道路の渡り方等の交通安全教育等さまざまな事故防

止対策を推進しております。

　県警察といたしましては、今後も交差点における事

故や交通量の実態に応じた事故防止対策を推進し、交

差点における事故防止に努めてまいりたいと考えてお

ります。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　知念　武君登壇〕

○農林水産部長（知念　武君）　鳥獣被害についての

中の、鳥獣被害の現状とこれまでの対策についてお答

えします。

　鳥獣による被害額は、平成23年度で１億9000万円と

なっております。被害防止対策については、「鳥獣被

害防止総合対策交付金」により、銃器・箱わな等を用

いた有害鳥獣の捕獲、電気柵・防鳥ネット等の侵入防

止施設の設置、被害防止に係る講習会や現地検討会の

開催、農家向けの被害防止対策マニュアルの作成など

に取り組んでおります。

　県としましては、今後とも市町村、ＪＡ等と連携を

図りながら、広域防除実施体制を強化し、鳥獣捕獲に

関する基金事業などを活用して被害の軽減に努めてま

いります。

　次に、猟友会等との連携についての御質問にお答え

します。

　各市町村の鳥獣被害対策協議会においては、猟友会

の協力を得て、年に数回、銃器・箱わな等による捕獲

を実施しております。平成25年１月には、本島北部地

域において、猟友会会員60名の参加による一斉駆除が

行われ、約200羽のカラスが捕獲されております。ま

た、平成24年６月の「鳥獣被害防止特措法」の改正に

より、有害鳥獣捕獲実施者は、銃所持許可更新に係る

技能講習の免除を受けることができるようになったた

め、今後はより猟友会との連携を強化し、効果的な駆

除対策を行ってまいります。

　次に、北部農業についての中の、北部農業の活性化

についての御質問にお答えします。

　沖縄県としましては、沖縄21世紀ビジョン基本計画

において、北部圏域の重要な産業である農業の活性化

を図るため、農業用水の確保、かんがい施設等生産基

盤の整備、サトウキビやパイナップル等の生産供給体

制の強化、野菜、花卉、果樹等の拠点産地の形成及び

生産拡大による農家所得の向上、パイナップルやシー

クヮーサーなどの加工施設や養鶏施設などの整備によ

る雇用の創出、観光・リゾート地域としての特性を生

かしたグリーンツーリズム等の推進などに取り組んで

おります。今後とも、北部圏域の豊かな自然と調和し

た多様な農業の振興を図るため、各種施策・事業を総

合的に推進してまいります。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　文化観光スポーツ部長。

　　　〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　外国人、外

資による土地の購入等についての御質問の中の、ホテ

ルの所有の実態についての御質問にお答えいたしま
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す。

　沖縄県が平成24年度に実施しました「宿泊施設実態

調査」では、平成23年12月31日現在における県内のホ

テル宿泊施設等は、1357軒となっております。県で

は、県内宿泊施設の外資による所有や運営について詳

細な調査は行っておりませんが、新聞報道等に基づき

独自に調査したところでは、平成25年２月末現在、立

地済みホテルで収容人員500人以上の施設は県内に計

40施設あり、そのうち外資系ホテルが14施設となって

おります。

　同じく外国人、外資による土地の購入等についての

中の、県内ゴルフ場の所有実態についてとの御質問に

お答えいたします。

　県ゴルフ協会のホームページによりますと、県内の

ゴルフ場の数は、ロングコース25カ所、ショートコー

ス16カ所、計41カ所となっております。県では、県ゴ

ルフ協会への照会やホームページでの情報収集を行い

ましたが、県内ゴルフ場の外国人、外資等の所有につ

いては、現時点において確認できておりません。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　数字でちょっといろいろ問題があり

ますので、質問したいと思いますけれども、１つは、

ＧＤＰのとり方ですね。これは総務部長がいいです

か、沖縄県のＧＤＰ１％上げるのに投資額は大体どの

ぐらいと見積もっていますか。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午後６時18分休憩

　　　午後６時18分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　企画部長。

○企画部長（謝花喜一郎君）　ＧＤＰを１％上げるの

に沖縄県の産業連関表を用いまして試算しましたとこ

ろ、約370億円の――これは土地購入費は除きますけ

れども――公共投資が必要であるというふうに考えて

おります。

○議長（喜納昌春君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　大体県内総生産の１％と理解してい

いですね。そうすると、これから例えば皆さんの21世

紀ビジョンで毎年２％、これを10年間で上げるという

予測をしているわけですね。毎年２％というと大体

370億円だから毎年740億円を上積みせんといかぬわけ

ですよね。そういうことになりますか。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午後６時20分休憩

　　　午後６時20分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　企画部長。

○企画部長（謝花喜一郎君）　やはり産業連関表でや

りますので、その時々のいわゆる情勢でありますけれ

ども、今の単年度のベースで考えた場合には、今租田

議員がおっしゃったような計算にもなるのかなとは考

えております。

○議長（喜納昌春君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　要するに、370億だから740億、年

間、これをしないと毎年２％にならないと。

　それともう一つ、例えばこれは知事が頑張っていた

だいて今まで沖縄開発庁・内閣府の予算が2300億ぐら

いあったものをこれを約3000億に上げたわけです。そ

うすると、大体数字的には700億当たっている。それ

にはさまざまな要因があると思うんだけれども、そう

してくるとこの中でこの3000億という予算は沖縄ビ

ジョンを策定するときに、今後10年間続くだろうとそ

ういう予測のもとでやったのかどうか。

○議長（喜納昌春君）　企画部長。

○企画部長（謝花喜一郎君）　おっしゃっるとおりで

す。社会経済展望値を策定したときに、公共投資額の

前提として2013年度以降は横ばいになる、3000億の24

年度の予算を前提としてやっておりますので、議員

おっしゃったとおりだと思います。

○議長（喜納昌春君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　そうすると、もし3000億から切った

場合に――余りおもしろくない話だけれども――この

まま予算を推定して3000億円、常にあるということを

想定するのはごく自然だけれども、それが消えた場合

はやっぱりちょっときついのかなと思うんだけれど

も、ここは知事の登板だとも思うんだけれども。

○議長（喜納昌春君）　企画部長。

○企画部長（謝花喜一郎君）　議員も御認識だと思い

ますけれども、そのフレーム達成のためにはやはり公

共投資というのは大きいわけですけれども、ただそれ

だけで我々フレームも目標値を達成しようということ

ではなくして、いろんなさまざまな努力を加えなが

ら、しかもまた民間経済の努力も入れながら達成した

いと思っております。3000億を切らないにこしたこと

はございませんけれども、それぞれ行政、民間相まっ

て達成できるように努めてまいりたいというふうに考

えております。

○議長（喜納昌春君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　皆さんの21世紀ビジョンを読ませて

もらって、非常にいいんですよね。しかし、この21

ページだけれども、「県内総生産・１人当たり県民所
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得」のところで、平成22年度の207万から平成33年度

には271万程度に増加すると見込んでいますと。この

207万はどこから出てきたのかちょっと教えてくれま

すか。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午後６時23分休憩

　　　午後６時24分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　企画部長。

○企画部長（謝花喜一郎君）　失礼いたしました。

207万はあくまでもモデル値として推計したものでご

ざいます。

○議長（喜納昌春君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　だから、21世紀ビジョンは恐らくこ

れから10年間、またあと20年間この文章は生きてくる

わけですよね。今の207万というのは根拠がない。こ

れは見込みなのか、推定なのか、それとも実績なの

か、ここをきちっとしないといかんじゃないかと僕は

思うんだけれども。

○議長（喜納昌春君）　企画部長。

○企画部長（謝花喜一郎君）　平成22年度は207万円

の１人当たりの県民所得というのを我々モデル値とし

て出しておりますけれども、当然33年ごろの達成見込

みは271万というふうにしているわけです。207万をど

うしてやったかということについては、やはり前年な

どの数字を参考に207万という数字をモデル的に出し

たということでございます。

○ 田　勝廣君　ちょっと休憩。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午後６時25分休憩

　　　午後６時27分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　企画部長。

○企画部長（謝花喜一郎君）　ちょっと私の説明が十

分じゃなくて申しわけないです。

　この展望値は昨年の３月に出したわけですけれど

も、実はそのときまではまだ22年度の１人当たりの県

民所得という実数は出ていなかったわけでございま

す。そういった中で、連関表などを使って予測した数

値を使った、それが結果的に207万になったというこ

とでございます。

○議長（喜納昌春君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　多分そう言うだろうなと思っていま

すよ、僕も。だけど、やっぱり数字はきちっと出さな

いと、見込みで出して全然違うから。すると、例えば

207万から271万までの見込みが僕は信頼性があるかと

言ったら、ちょっと厳しいなと。というのは、沖縄21

世紀ビジョンというのはこれはもう非常に沖縄にとっ

てみれば最大の文書であるべきですよね。それを当時

の内閣府が沖縄から出されたもの、それを認めてそう

いうことでやりましょうねとなっているわけだから、

逆に271万を10年で割ったら相当の額上がるわけです

よね、県民所得が。それだけのいわゆるプランニング

というか、財政的な力を持っているかという予測です

よ、これ。常に皆さんの予測は基本的には外れている

わけだ、申しわけないけれども。実態とかけ離れてい

るわけですよ。だから、そういう意味からすると

ちょっと関連指数なんかも含めてもう一度再検討する

必要があるんじゃないかと僕は思っているんだけれど

も。

○議長（喜納昌春君）　企画部長。

○企画部長（謝花喜一郎君）　議員がおっしゃってい

るのもわかるわけですけれども、このフレームはあく

までも沖縄振興計画の中で県民がいろんな各さまざま

な施策を、県が、そして民間も市町村も含めていろん

な施策を展開することによって達成しようという目標

値でございますので、そういうようなものだというこ

とで御理解いただければと思っております。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午後６時29分休憩

　　　午後６時30分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　例えば第１次振計、第２次振計、第

３次振計、第４次振計ありますね。その中での見通し

が出てくるわけだ。県民所得は幾ら幾ら、失業率はど

うのこうのって。それがみんな狂っているんだよ、予

測とその実態とは。だから、少なくともこの21世紀ビ

ジョンについてはある程度整合性のあるものを持たな

いと、やっぱりこれからは政府といろんな交渉すると

きに皆さんがつくったビジョンだから、今までのもの

と違うのよ、これ。今までのものと違うから、だから

そこをきちっとしておかないとだめじゃないかと僕は

言っているわけですよ。

○議長（喜納昌春君）　企画部長。

○企画部長（謝花喜一郎君）　先ほど来申し上げてい

ますが、これは23年度末、３月に出した――そのとき

はまだ22年度のベースの１人当たりの県民所得が出て

いなかったものですから、モデル値で出したわけです

けれども、議員からの御意見もございますので実数値

でやった場合はどうなるかというのはまた検討してま

いりたいというふうに考えております。
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○議長（喜納昌春君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　そのほうがいいと思います。

　もう一つ、例えば僕がさっき言った受益率だとか、

行政投資、これについて我々も相当研究してきたんだ

けれども、沖縄にとってみれば受益率は復帰当初は相

当ナンバーワンぐらいずっといっていたけれども、年

月がたつにつれて皆さん御存じのように受益率はだん

だんだんだん下がっていったという過程がある。

　それから、行政投資、これは生活関連とか道路とか

港湾とか、そういうことについては非常にやってきた

んだけれども、さっき言った農林水産の部分とそれか

ら国土保全、これがまだじっくりやられていない。そ

こは総務部長どうですか、前の企画部長だったから。

○議長（喜納昌春君）　総務部長。

○総務部長（川上好久君）　この行政投資の数字とい

うのは、これは県や国、それから市町村のいわゆる行

政投資プラスＪＲだとか――今はＪＲは入ってないか

もしれませんけれども――このいわゆる公的な団体が

投資するものも含まれているわけですね。復帰当初は

沖縄県、随分高い水準、大体６番目とか７番目とかそ

の辺で推移したと思うんですけれども、やはりこの社

会情勢がある程度整ってくる段階で若干落ちてきてい

る。その要因は、国庫支出金そのものは見た目は非常

に大きいわけですけれども、目に見えない投資はほか

の県はあるんだなというふうなものが一つ要因として

あるのかなというふうに見ております。

○議長（喜納昌春君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　だから、沖縄はたくさん振興開発に

基づく高率補助があったし、さまざまな軍用地料とか

いっぱいありますよね、付加価値がいっぱい出ている

のがあって、普通だとすると沖縄の行政投資もそれか

ら予算もたくさんあるんじゃないかとある意味では。

地料があっていろいろあるんじゃないかと言われてい

たわけだから、やっぱりその辺は行政投資として分析

をして明らかにするのも必要だと思う。そしてその行

政投資のいわゆるさっき言った農業あるいは国土保

全、こういうところが弱いからここはまた土建部長ど

うなるかね、ここは。これ全国的に弱いわけ、ここ

は。やっぱりこれは島嶼県だから……。企画部長です

か。

○議長（喜納昌春君）　企画部長。

○企画部長（謝花喜一郎君）　先ほど総務部長からも

ございましたけれども、１人当たりで割った場合には

確かに国土保全投資額は全国との比較でも36位、１人

当たりの場合になっております。この要因は、先ほど

総務部長からもあったのもあると思いますし、あと一

定程度社会基盤の整備が落ちついたときにやはり治山

治水、海岸保全などを考えたときには他の都道府県よ

りも面積が小さい、そういったのも要因の一つになっ

ているのかなというふうに分析しております。

○議長（喜納昌春君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　そういう答弁よりはなぜ低いのかと

いう議論をしたほうがいいんですよ。なぜ全国と比べ

て順番が低いのかという議論をして、沖縄は島嶼県な

んだから島嶼県らしくそういうことをやるのであっ

て、企画部長、ちょっとそこは違いますよ。

　もう一つ、例えば行政投資の機能だけちょっと言っ

てくれませんか、役割。行政投資は何なのかという。

○議長（喜納昌春君）　企画部長。

○企画部長（謝花喜一郎君）　行政投資というのは、

国や県ですとか市町村が実施した道路とか港湾、水道

などの公共事業全般への投資額であるというふうに理

解しております。

○ 田　勝廣君　機能や役割ですよ、行政投資の持つ

機能ですよ。今のだったら僕だってわかるから。

○議長（喜納昌春君）　企画部長。

○企画部長（謝花喜一郎君）　例えば生活基盤整備で

したら市町村道ですとか、病院、介護サービスなどい

ろいろ整備しないといけませんし、産業基盤整備です

とまた国道、港湾、空港などが必要になってまいりま

す。そういった形で我々が生活する上での基盤となる

ものを言っているというふうに理解しております。

○議長（喜納昌春君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　例えば、地方交付税が財政補助機能

とかいろいろあるじゃない。僕が言っているのはそう

いうことですよ。行政投資というのはどういう役割を

持つかということを言っているわけですよ、企画部

長。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午後６時35分休憩

　　　午後６時36分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　上原副知事。

○副知事（上原良幸君）　公共投資の目的といいます

か、それは全国標準のいわゆるナショナルミニマムを

あまねく整備するということが目的であります。

○議長（喜納昌春君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　だから、そういう意味で行政投資を

分析をして、その分析の中から沖縄の新しいビジョン

をつくり出すというのはごく自然のことだから、ぜひ

そうやっていただきたいなと思っています。

　もう一つ、この県民所得の捉え方、例えばこれはこ
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のくらいありますね。県民経済計算の相互関連図、こ

の中で僕がちょっとよくわからないのは、固定資本減

耗というのがあるわけですね。この内容をちょっと説

明してくれますか。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午後６時37分休憩

　　　午後６時38分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　総務部長。

○総務部長（川上好久君）　これについては、減価償

却みたいなイメージで理解していいと思います。

○議長（喜納昌春君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　だから、これが8390億あるわけです

よね。他の県よりもちょっと高いかなという感じがす

るんだけれども、これはどういう計算をするのかな、

これは。これが県民所得に波及するものだから、そこ

のところをちょっと説明願いたいなと。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午後６時38分休憩

　　　午後６時39分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　総務部長。

○総務部長（川上好久君）　今、ちょっと聞きました

ら、固定資本減耗は、国が示した率を全国一律に使っ

ているというふうなことらしいです。そうしてみると

沖縄県の場合、評価額は大きい。これ一つ考えられる

のは、復帰後26年間というのは沖縄県の社会資本投資

は余りないわけですよ。27年目、昭和47年から集中豪

雨的に道路とかそういうのをつくっている。そうする

と、これが1960年代に１メートルの道路をつくるの

と、72年にこの１メートル道路をつくるのはこれはど

うしても単価が変わってくるわけです。そういうふう

なものがやはり一つの原因として出てくる。

　それからまたこの件に関して申し上げますと、他県

においてもほぼ概成をしている。沖縄県のこの国庫支

出金が大きくなっていく一つの要因は、額として、ダ

ムにしろ、あるいはまた道路にしろ、復帰後やはりつ

くっていくというふうなことで、そこのところは金額

が大きくならざるを得ない部分がどうしてもあったの

かなというふうに思います。復帰後、10兆円とかとい

うふうなものをどう評価するのか、ここのところはひ

とつ留意すべき話かなと思います。

○議長（喜納昌春君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　だから、社会資本を投資したことに

よって減価償却だとか、そのインフラができたと。そ

れが8000億幾らになったって、それがまた県民所得と

どういう関係があるのか。それだけサービスを受けた

からそうなっているのか。それともその減価償却を

やってそれがまた元にもどって所得に反映されるのか

という、そこがよくわからない。

○総務部長（川上好久君）　この細かいのはちょっと

……

○ 田　勝廣君　それはいいですよ、後でやろう。そ

のところだけ後で議論しましょう。

　今度は公務員の削減がありますね、県職員の賃金削

減問題。給与が今64億円、そして市町村が16億円、こ

れが経済波及効果というのはどういう分析するかとい

うことをちょっと企画部長、言ってくれますか。退職

金も含めて大体100億ある。

○議長（喜納昌春君）　総務部長。

○総務部長（川上好久君）　確かに、今般退職金もそ

れから給与も減少する。そのこと自体はやっぱり県内

における消費支出が減少することになって、マイナス

の効果はあるわけですけれども、その財源でもって別

途また別の投資が行われるというふうなことでこのマ

イナスも吸収をされていくはずです。実際問題とし

て、財政規模そのものが減っているわけじゃないん

で、そういう意味ではここの部分だけ産業連関表で回

して効果を見る手もあるわけですけれども、経済全

体、次年度の効果がどれだけあるかというのは今般の

県の財政規模を見てもごらんのとおり、余り大きな影

響はないだろうというふうに考えております。

○議長（喜納昌春君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　総務部長、そういうのはちょっとお

かしいんじゃないかな。家計消費やるでしょう、100

億円家計消費して大体約1.19倍と言われているわけで

すよ。100億円投資やった場合は家計消費だから、そ

うすると191億円になるというわけですよ。これが影

響がないということはどういうことなのか、ちょっと

よくわからない。

○議長（喜納昌春君）　総務部長。

○総務部長（川上好久君）　今回、例えば交付税で、

ちょっと金額は忘れましたけれども、60億ぐらい給与

費落ちたわけですよね、人件費。この分が交付税で切

られたわけですけれども、地財上はそのうちの相当分

はまた減災とか防災とか、こういうふうなもので賦課

すると。そうすると、地方財政そのものについてはプ

ラス・マイナス・ゼロになるわけですね。そのことは

恐らくこの消費支出の減少を通じての県民所得に対す

るマイナス効果はあるんだけれども、ほかの投資に振

りかわっているわけであって、そこは地域の経済全体

に対してはそれほど大きな影響は与えていないという
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ふうに考えております。

○議長（喜納昌春君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　それだけじゃなくて、自衛隊もいる

し、内閣府・総合事務局もいるわけですよね。計算す

ると膨大になるわけですよ、この人件費というのは。

１年とか２年間かもしれないけれども、そこはまた後

で議論するとして、今度はそういう家計消費がまた各

市町村にも及ぶわけです。例えば人間が少ないわけで

すよね、市町村はまた。マクロから考えるのとまたミ

クロから考えるのと全然違うから、その辺もうちょっ

と分析の仕方を考えてみたほうがいいんじゃないかと

思います。後でそれもちょっと議論します。

　もう一つ、この給与カットによって例えば１年間で

やっちゃうと、皆さんが例えば３カ年で退職金を計算

したとおり、この給与もこれも１年でカットするん

じゃなくて、ある程度年数を決めてカットしないと利

益を受ける人と、不利益をこうむる人がいるわけです

よね。その辺は総務部長、どう考えていますか。

○議長（喜納昌春君）　総務部長。

○総務部長（川上好久君）　個人的な生活というふう

な観点から言うと、そこはやはりある程度激変緩和的

にやるというのが望ましいと思うわけです。ただ、今

般のこの退職手当にしろ、あるいはまたその給与にし

ろ、この地財計画の中で人件費相当の交付税が切られ

ていくという過程の中において、これは全国自治体、

要するに背に腹はかえられないという中で、そのルー

ルに従って引き下げていかざるを得なかったとそうい

うふうなことでございます。

○議長（喜納昌春君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　本来なら人勧でいろいろと議論をさ

れているんだけれども、これは各労働組合があってそ

こで議論されると思うんだけれども、しかしそこは急

にやったら退職金にも影響するでしょう、ボーナスに

も影響するでしょう。時間外にもみんな影響してくる

わけですよ。そうすると、それを一挙にやると大変な

ことになりますよと。その年に当たる人たちは大変な

んです。だから、そのところはやっぱり今の退職金み

たいな形で年限を割ってそう計算していくかというこ

とが大事だと思うんだけれども、そこはどうですか。

○議長（喜納昌春君）　総務部長。

○総務部長（川上好久君）　職員一人一人の立場に立

てばそういうふうな気持ちは十分わかります。ただ、

９カ月という期間、１年限りでそれをやろうと国に準

じてやろうと……

○ 田　勝廣君　退職金とかあるでしょう、ボーナス

もあるわけだから、退職金なんかに響くから。

○総務部長（川上好久君）　これは退職金には影響し

ないです、この分については。

○ 田　勝廣君　例えば賃上げ、給与の引き下げ……。

○総務部長（川上好久君）　はい。次年度まだ決定は

してないんですけれども、予定をされている7.8％相

当の部分についてはですね。

○ 田　勝廣君　ちょっと休憩。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午後６時47分休憩

　　　午後６時47分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　総務部長。

○総務部長（川上好久君）　これはちょっと確認をし

て、間違ったら後でもう一回訂正をさせていただきた

いと思うんですけれども、時限的なものなので、恐ら

くその年の退職手当には影響ないと思います。

○ 田　勝廣君　ちょっと意味がわからないですね、

何でないかよくわからないですね。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午後６時47分休憩

　　　午後６時48分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

○ 田　勝廣君　では僕の勉強不足ですね。退職金と

かボーナスに影響はないということですね、確認して

おきます。時間外とも関係ないと。わかりました。

　次に行きます。

　もう一つは、例の物価とかが与える影響ですね。こ

れ、例えば沖縄県のガソリンの消費量、これは大体ど

のぐらいですか、年間の。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午後６時49分休憩

　　　午後６時51分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　平成23年に公表され

た数字ですけれども、実績としては平成22年、沖縄県

の１年間のガソリンの購入数量は59万7047リットルで

す。

○議長（喜納昌春君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　それに僕が計算した24年の11月から

平成25年の２月ごろまで大体10円上がっているんです

よね、大体ぱっと計算して。それを掛けると大体わか

るんじゃない、どれだけ上がっているかというのは、

影響は。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午後６時52分休憩
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　　　午後６時53分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　やっぱり上がったんでしょう。

○議長（喜納昌春君）　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　ガソリン価格につい

てはこれまでも上昇傾向にある、今後もこの価格につ

いては注視していく必要があるという答弁をしました

し、実際沖縄の価格ですけれども、24年の４月は151

円ということで高かったんですけれども、その後は漸

次下がってきまして、ちなみに11月が141円、12月が

143円、１月が147円、２月が151円というような形で

値上がりは少しずつしてきてはいたんですね。きょう

の新聞にも載っていますけれども、全国的には少しガ

ソリンの価格はとまりぎみであるというのもありまし

たので、県内も少し今後様子を見ないといけないとい

う状況だと思います。

○議長（喜納昌春君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　だから、それは聞いているわけ。僕

は上がったでしょうと。食料品だって、輸入関係で食

料品は約10％、石油が20％あるわけですよ。その差額

だって例えば輸入と輸出の価格差で石油で1700億円、

それで食料品で170億あるわけですよね。だからそう

いう意味ではすごく影響を受けるわけですよ。それは

電気料金に結びつくだろうし、食品価格に結びつくわ

けだから。そこはある程度推計でもいいから計算をし

て出してもらわんと、こうなるよということで。これ

がアベノミクスの物価の上昇につながって、２％物価

が上昇すると沖縄の場合どれだけ影響を与えるかと。

ここをちょっと言ってくれますか、数字で申しわけな

いけれども。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午後６時55分休憩

　　　午後６時55分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　上原副知事。

○副知事（上原良幸君）　租田議員の御主張といいま

すか、アベノミクスがスタートしましたと、金融政策

をとりましたと、円安を振れましたと。どの時点での

数字をとるかによって、例えば１ドル94円、きょうは

94円ないと。それによって数字が変わりますので、今

の段階でどれだけ影響をするかというのは数字として

出せませんけれども、いずれにしましてもそういう円

安によって特にガソリンみたいなものについてはその

まま高くなりますので、輸出企業に対しては有利かも

しれないけれども、そういう消費者としては不利な部

分もありますよということです。

　それから財政政策も先ほどから言っておりますけれ

ども、そういう補正で景気対策に回すけれども、その

財源を給与からカットしちゃうとそれによって消費が

減るということで、そんなに今の段階ではプラスはな

いんじゃないかという前提だと思います。実はこれか

らアベノミクスを応援するということではないんです

けれども、これから本当に民間投資を誘発するような

成長戦略今から出てくるはずです。それをトータルで

「３本の矢」と言っておりますので、今はプラス・マ

イナスあるかもしれませんけれども、これから出てく

る成長戦略を待ちたいと思います。

○議長（喜納昌春君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　だから、僕が言っているのは沖縄県

の経済状況が違うよと、輸入と輸出の差があり過ぎる

ということと、特異な県ですよと。だから、円安の影

響を受けやすいから、ここはどうなるかということを

やはり聞きたいわけですね。。そこのところはちゃん

と分析をしてやっぱり明らかにして、それを何らかの

対策をどうするかということをまたこれからやってお

かないと大変なことになるんじゃないのかということ

を言っているわけです。どうぞ、副知事。

○議長（喜納昌春君）　上原副知事。

○副知事（上原良幸君）　おっしゃるとおりでござい

まして、そういう輸出産業がない沖縄にとって、沖縄

はどちらかというと輸入型経済ですので、円安の場合

はかなり影響が出てくるというふうに思っています。

ですから、どういう沖縄独自の経済対策をつくれるか

どうかわかりませんけれども、対応としてはやらな

きゃならないというふうに思っています。

○議長（喜納昌春君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　最後に、知事、これまで3000億を目

標にして頑張って、恐らく非常にこれからの沖縄の自

立経済に向けて最高のポジションだと思うんですね、

最高のところに今来ていると。これはやっぱり21世紀

ビジョンをいかにして実施計画に基づいて沖縄の経済

を引っ張っていくかということだと思います。そうい

う意味ではこの3000億円の確保は10年間必死でやる

と。同時に、これからもさっき言った物価の上昇２％

につながっていくと。そしてさっき言った沖縄の経済

は輸入、これが多いと。そういう経済分析をしながら

いかにして２％、継続して２％上げるかとＧＤＰをで

すね。そして県民所得の目標に向かって頑張るかと、

そういうことで知事の決意を聞いて終わりたいと思い

ます。

○議長（喜納昌春君）　仲井眞知事。
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○知事（仲井眞弘多君）　私が申し上げるまでもな

く、今租田議員がおっしゃったようなことですから、

けんけんよくよくそれを踏まえて頑張ってまいりたい

と思います。

○ 田　勝廣君　ありがとうございました。

○議長（喜納昌春君）　以上で本日の一般質問及び議

案に対する質疑を終わります。

　本日の日程はこれで全部終了いたしました。

　次会は、明８日定刻より会議を開きます。

　議事日程は、追って通知いたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　　午後６時59分散会
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地方自治法第123条第２項の規定によりここに署名する。

喜 納 昌 春

 田 勝 廣

崎 山 嗣 幸

議 長

会 議 録 署 名 議 員

会 議 録 署 名 議 員



平成25年３月８日

　　　　　　　    平成25年
　　　   沖縄県議会（定例会）会議録　　　　　　　    第 １ 回

（第 ８ 号）
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議　　事　　日　　程　第８号

平成25年３月８日（金曜日）

午前10時開議

第１　一般質問

第２　甲第１号議案から甲第34号議案まで、乙第２号議案、乙第３号議案、乙第５号議案から乙第50号議案ま

で、乙第55号議案、乙第56号議案及び乙第58号議案から乙第62号議案まで（質疑）

第３　乙第63号議案（知事説明、質疑）

　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程第１　一般質問

日程第２　甲第１号議案から甲第34号議案まで、乙第２号議案、乙第３号議案、乙第５号議案から乙第50号議案

まで、乙第55号議案、乙第56号議案及び乙第58号議案から乙第62号議案まで

甲第１号議案　平成25年度沖縄県一般会計予算

甲第２号議案　平成25年度沖縄県農業改良資金特別会計予算

甲第３号議案　平成25年度沖縄県小規模企業者等設備導入資金特別会計予算

甲第４号議案　平成25年度沖縄県中小企業振興資金特別会計予算

甲第５号議案　平成25年度沖縄県下地島空港特別会計予算

甲第６号議案　平成25年度沖縄県母子寡婦福祉資金特別会計予算

甲第７号議案　平成25年度沖縄県下水道事業特別会計予算

甲第８号議案　平成25年度沖縄県所有者不明土地管理特別会計予算

甲第９号議案　平成25年度沖縄県沿岸漁業改善資金特別会計予算

甲第10号議案　平成25年度沖縄県中央卸売市場事業特別会計予算

甲第11号議案　平成25年度沖縄県林業改善資金特別会計予算

甲第12号議案　平成25年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計予算

甲第13号議案　平成25年度沖縄県宜野湾港整備事業特別会計予算

甲第14号議案　平成25年度沖縄県国際物流拠点産業集積地域那覇地区特別会計予算

甲第15号議案　平成25年度沖縄県産業振興基金特別会計予算

甲第16号議案　平成25年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計予算

甲第17号議案　平成25年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計予算

甲第18号議案　平成25年度沖縄県駐車場事業特別会計予算

甲第19号議案　平成25年度沖縄県中城湾港（泡瀬地区）臨海部土地造成事業特別会計予算

甲第20号議案　平成25年度沖縄県公債管理特別会計予算

甲第21号議案　平成25年度沖縄県病院事業会計予算

甲第22号議案　平成25年度沖縄県水道事業会計予算

甲第23号議案　平成25年度沖縄県工業用水道事業会計予算

甲第24号議案　平成24年度沖縄県一般会計補正予算（第５号）

甲第25号議案　平成24年度沖縄県農業改良資金特別会計補正予算（第１号）

甲第26号議案　平成24年度沖縄県小規模企業者等設備導入資金特別会計補正予算（第１号）

甲第27号議案　平成24年度沖縄県下水道事業特別会計補正予算（第２号）

　　　　　　平成25年
　　 　  沖 縄 県 議 会 （ 定 例 会 ） 会 議 録 （第 ８ 号）　　　　　　第 １ 回

　

平成 25 年３月８日（金曜日）午前 10 時２分開議
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甲第28号議案　平成24年度沖縄県沿岸漁業改善資金特別会計補正予算（第１号）

甲第29号議案　平成24年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計補正予算（第

１号）

甲第30号議案　平成24年度沖縄県宜野湾港整備事業特別会計補正予算（第２号）

甲第31号議案　平成24年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計補正予算（第２号）

甲第32号議案　平成24年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計補正予算（第２号）

甲第33号議案　平成24年度沖縄県公債管理特別会計補正予算（第１号）

甲第34号議案　平成24年度沖縄県水道事業会計補正予算（第１号）

乙第２号議案　沖縄県議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部を改正する

条例

乙第３号議案　沖縄県職員の給与に関する実費弁償に関する条例等の一部を改正する条例

乙第５号議案　沖縄県知事等の給与及び旅費に関する条例等の一部を改正する条例

乙第６号議案　沖縄県職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例

乙第７号議案　沖縄県部等設置条例の一部を改正する条例

乙第８号議案　沖縄県行政機関設置条例の一部を改正する条例

乙第９号議案　沖縄県の事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例

乙第10号議案　沖縄県使用料及び手数料条例の一部を改正する条例

乙第11号議案　沖縄県税条例及び沖縄県位置境界不明地域内における各筆の土地の位置境界の明確

化に伴い取得した不動産に対する不動産取得税の減免の特例に関する条例の一部を

改正する条例

乙第12号議案　沖縄県県土保全条例の一部を改正する条例

乙第13号議案　沖縄県環境影響評価条例の一部を改正する条例

乙第14号議案　沖縄県指定猟法禁止区域等の標識の寸法を定める条例

乙第15号議案　沖縄県特定計量器の検定、定期検査等手数料条例の一部を改正する条例

乙第16号議案　沖縄県消費者行政活性化基金条例の一部を改正する条例

乙第17号議案　沖縄県興行場の基準等に関する条例の一部を改正する条例

乙第18号議案　食品衛生法施行条例の一部を改正する条例

乙第19号議案　沖縄県社会福祉審議会条例の一部を改正する条例

乙第20号議案　沖縄県社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金条例の一部を改正する条例

乙第21号議案　沖縄県指定居住サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例

乙第22号議案　沖縄県指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サ

ービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例

乙第23号議案　沖縄県介護基盤・介護支援体制緊急整備等臨時特例基金条例の一部を改正する条例

乙第24号議案　沖縄県介護職員処遇改善等臨時特例基金条例の一部を改正する条例

乙第25号議案　沖縄県指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例

乙第26号議案　沖縄県指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例

乙第27号議案　沖縄県指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定め

る条例

乙第28号議案　沖縄県指定障害者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例

乙第29号議案　沖縄県障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準等を定める条例

乙第30号議案　沖縄県障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例

乙第31号議案　地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を講ずるための関係

法律の整備に関する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例

乙第32号議案　沖縄県自殺対策緊急強化基金条例の一部を改正する条例

乙第33号議案　沖縄県新型インフルエンザ等対策本部条例

乙第34号議案　沖縄バイオ産業振興センターの設置及び管理に関する条例
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乙第35号議案　沖縄国際物流拠点産業集積地域内施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正す

る条例

乙第36号議案　沖縄ＩＴ津梁パーク施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

乙第37号議案　沖縄特例通訳案内士育成研修等手数料条例

乙第38号議案　沖縄県県道の構造の技術的基準を定める条例

乙第39号議案　沖縄県移動円滑化のために必要な道路の構造に関する基準を定める条例

乙第40号議案　沖縄県道路占用料徴収条例の一部を改正する条例

乙第41号議案　沖縄県屋外広告物条例の一部を改正する条例

乙第42号議案　建築基準法施行条例の一部を改正する条例

乙第43号議案　沖縄県学校職員定数条例の一部を改正する条例

乙第44号議案　沖縄県警察職員の定員に関する条例の一部を改正する条例

乙第45号議案　沖縄県警察関係手数料条例の一部を改正する条例

乙第46号議案　沖縄県暴力団排除条例の一部を改正する条例

乙第47号議案　沖縄県高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に係る信号機等に関する基準を定

める条例

乙第48号議案　沖縄県病院事業局の専用水道の水道技術管理者の資格を定める条例

乙第49号議案　沖縄県病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例

乙第50号議案　沖縄県病院事業企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例

乙第55号議案　訴えの提起について

乙第56号議案　訴えの提起について

乙第58号議案　損害賠償額の決定について

乙第59号議案　包括外部監査契約の締結について

乙第60号議案　県道の路線の認定及び廃止について

乙第61号議案　副知事の選任について

乙第62号議案　沖縄県教育委員会委員の任命について

日程第３　乙第63号議案

乙第63号議案　覚書効力確認等調停事件の調停について

予算特別委員会の設置

予算特別委員会委員の選任

　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 出　席　議　員（47名）

議　長　　喜　納　昌　春　君

副議長　　浦　崎　唯　昭　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　砂　川　利　勝　君

３　番　　具志堅　　　透　君

４　番　　又　吉　清　義　君

５　番　　末　松　文　信　君

６　番　　儀　間　光　秀　君

７　番　　新　田　宜　明　君

８　番　　仲　村　未　央　さん

９　番　　玉　城　　　満　君

10　番　　西　銘　純　恵　さん

11　番　　比　嘉　京　子　さん

12　番　　租　田　勝　廣　君

13　番　　島　袋　　　大　君

14　番　　中　川　京　貴　君

15　番　　桑　江　朝千夫　君

16　番　　座喜味　一　幸　君

17　番　　呉　屋　　　宏　君

18　番　　仲宗根　　　悟　君

19　番　　崎　山　嗣　幸　君

20　番　　山　内　末　子　さん

21　番　　瑞慶覧　　　功　君

22　番　　渡久地　　　修　君

23　番　　大　城　一　馬　君

24　番　　嶺　井　　　光　君

25　番　　前　島　明　男　君

26　番　　照　屋　守　之　君

27　番　　新　垣　良　俊　君

28　番　　仲　田　弘　毅　君
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○議長（喜納昌春君）　これより本日の会議を開きま

す。

　日程第１及び日程第２を一括し、これより直ちに一

般質問を行い、甲第１号議案から甲第34号議案まで、

乙第２号議案、乙第３号議案、乙第５号議案から乙第

50号議案まで、乙第55号議案、乙第56号議案及び乙

第58号議案から乙第62号議案までを議題とし、質疑に

入ります。

　質問及びただいま議題となっております議案に対す

る質疑の通告がありますので、順次発言を許します。

　末松文信君。

　　　〔末松文信君登壇〕

○末松　文信君　皆さん、おはようございます。

　自由民主党、末松文信、一般質問を行います。

　その前に、先日亡くなられた前田政明さんの御冥福

を心からお祈り申し上げます。

　私は、告別式場で友人からの弔辞や親族の御挨拶を

拝聴いたしまして、故人の人柄をしのぶことができま

した。改めて哀悼の意を表します。

　さて、我が自由民主党も前政権の迷走も手伝って、

公明党との連携のもと、再び政権を担うことができま

した。そこで第２次安倍内閣がスタートいたしまし

た。

　第96代安倍晋三内閣総理大臣は、去る２月28日の施

政方針演説の中で沖縄のことに触れ、沖縄科学技術大

学院大学を中心に、「沖縄の地に、世界一のイノベー

　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 欠　　　　　員（１名）

　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 説明のため出席した者の職、氏名

　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

29　番　　新　垣　安　弘　君

30　番　　當　間　盛　夫　君

31　番　　照　屋　大　河　君

32　番　　狩　俣　信　子　さん

33　番　　赤　嶺　　　昇　君

34　番　　新　垣　清　涼　君

37　番　　金　城　　　勉　君

38　番　　糸　洲　朝　則　君

39　番　　翁　長　政　俊　君

41　番　　新　垣　哲　司　君

42　番　　具　志　孝　助　君

43　番　　新　里　米　吉　君

44　番　　髙　嶺　善　伸　君

45　番　　奥　平　一　夫　君

46　番　　玉　城　義　和　君

47　番　　玉　城　ノブ子　さん

48　番　　嘉　陽　宗　儀　君

事　務　局　長　　嘉　陽　安　昭　君

次　　　　　長　　鉢　嶺　　　元　君

議　事　課　長　　平　田　善　則　君

課　長　補　佐　　上　原　貴　志　君

主　　　　　幹　　佐久田　　　隆　君

主　　　　　査　　嘉　陽　　　孝　君

知　　　　　事　　仲井眞　弘　多　君

副　　知　　事　　上　原　良　幸　君

副　　知　　事　　与世田　兼　稔　君

知 事 公 室 長　　又　吉　　　進　君

総　務　部　長　　川　上　好　久　君

企　画　部　長　　謝　花　喜一郎　君

環境生活部長　　下　地　　　寛　君

福祉保健部長　　崎　山　八　郎　君

農林水産部長　　知　念　　　武　君

商工労働部長　　平　良　敏　昭　君

文　化　観　光　　　　　　　　　平　田　大　一　君スポーツ部長

土木建築部長　　當　銘　健一郎　君

企　業　局　長　　兼　島　　　規　君

病院事業局長　　伊　江　朝　次　君

会 計 管 理 者　　真栄城　香代子　さん

知　事　公　室　　　　　　　　　新　城　　　清　君秘書広報統括監

総　　務　　部　　　　　　　　　仲　本　朝　久　君財 政 統 括 監

教 育 委 員 会　　　　　　　　　新　垣　和歌子　さん委　　員　　長

教　　育　　長　　大　城　　　浩　君

公安委員会委員　　安　里　昌　利　君

警 察 本 部 長　　村　田　　　隆　君

労 働 委 員 会　　　　　　　　　平　良　宗　秀　君事　務　局　長

人 事 委 員 会　　　　　　　　　岩　井　健　一　君事　務　局　長

代表監査委員　　知　念　建　次　君
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ション拠点を創り上げます。」また、外交安全保障に

ついては、「日米安保体制には、抑止力という大切な

公共財があります。これを高めるために、我が国は更

なる役割を果たしてまいります。同時に、在日米軍再

編には、現行の日米合意に従って進め、抑止力を維持

しつつ、沖縄の負担軽減に全力で取り組みます。特

に、普天間飛行場の固定化はあってはなりません。沖

縄の方々の声によく耳を傾け、信頼関係を構築しなが

ら、普天間飛行場の移設及び嘉手納以南の土地の返還

計画を早期に進めてまいります。」と表明されまし

た。

　仲井眞知事におかれましては、今定例会の所信表明

で、県民が描いた沖縄21世紀ビジョンの将来像の実現

に向け、県民の協力を得ながら不退転の覚悟を持って

全力で取り組むとの強い決意を表明されました。21世

紀ビジョンの施策推進も２年目に入り、平成25年度の

内閣府予算も去年並み約3000億円を計上され、一括交

付金も昨年に上乗せし、那覇空港第２滑走路の実施事

業予算を獲得されたことは、知事の県政運営に対する

熱い思いと政治手腕によるものだと深く敬意を表する

次第であります。補正予算を合わせますと15カ月予算

となり、執行に当たって大変だと思いますけれども、

役職員一丸となって諸施策・事業を着実に実施され、

強くしなやかな経済と、沖縄らしい優しい社会の構築

に歩を進めていかれることを切に希望するものであり

ます。

　では、質問に入ります。

　初めに、北部地域の医療体制についてであります

が、北部地域の振興・発展を図るためには、定住条件

の整備が不可欠であります。その定住条件の一つであ

る医療体制を確立することが今強く求められていると

ころであります。特に、若い世代が安心して子供を産

み育てる環境づくりが喫緊の課題であります。ところ

が、その産婦人科や小児科の医師が確保できなく、こ

の４月から閉鎖するとの情報もあり大変心配をしてお

りました。しかしながら、この件につきましては我が

党の具志堅透議員からも代表質問を行い、知事や部局

長からも医師の確保にめどがついたとの答弁があり、

ひとまず安鐸したところであります。知事を初め当局

の御努力に衷心より感謝を申し上げます。しかしなが

ら医師不足は常態化しておりますので、引き続き尽力

されますようお願いを申し上げます。

　そこで茨、北部地域における慢性的な医師不足の背

景とその対策について県の考え方を伺います。

　芋、県立北部病院の産婦人科及び小児科の現状と今

後の展望について伺います。

　鰯、県立北部病院と北部地区医師会病院の統合につ

いてでありますが、これはまさに北部圏域における医

療体制が危機的状況にあることからであります。琉大

病院を初め県立中部病院、県立北部病院、北部地区医

師会病院、そして北部福祉保健所など実際に現場を預

かる先生方が大変心配をして、現状を打開するための

提案だと伺っております。

　先日、先生方と北部選出の県議団やんばる会との意

見交換をする中で、先生方のその切実な思いを伺った

ところであります。いわゆる、北部に先生がなぜ定着

しないのか。それは幾つかの理由があるようでありま

すけれども、一番大きな理由は、病院の規模が小さ

く、症例も少ない中で、若い先生方のスキルアップの

機会が少ないということであります。医師を育てる環

境が整ってないということであります。そのような環

境を整備するには、２つの病院がそれぞれに今分散し

て持っている機能を統合することによって、医師や看

護師の確保が可能になると同時に、先生方のスキルを

上げ、高度な医療を提供することにつながり、ひいて

は患者の流出防止にもつながるということで展望が開

けるということであります。私たちも北部圏域の医療

体制の充実強化に向け北部広域の首長の皆さんと連携

し、協議を進めたいと思っておりますので、知事を初

め県当局の御理解と御協力をお願いいたします。ここ

につきましては、ぜひ知事のほうから御答弁いただけ

ればとこう思っております。

　２番目に、基地問題の解決と駐留軍用地の跡地利用

についてでありますが、これは沖縄21世紀ビジョンに

うたわれているように、克服すべき沖縄の固有の課題

の一つであります。その課題を特筆いたしますと、１

つに、基地の整理縮小、２番目に、日米地位協定の見

直し、３番目に、基地負担の軽減――これは事件・事

故の防止、そして航空機騒音の対策等であります。４

番目に、普天間飛行場の移設・返還、５番目に、駐留

軍用地跡地の利用促進など克服しなければならない課

題が山積しております。

　そこで茨、基地の整理縮小についてでありますが、

沖縄が祖国復帰した昭和47年５月15日を起点に質問を

したいと思います。

　ア、昭和47年を起点に、在沖米軍基地の施設・区域

の規模と、この間縮小されました規模、そして残存規

模について伺います。

　イ、上記の規模は、それぞれ在日米軍基地との比率

について伺います。

　ウ、普天間飛行場を含む嘉手納以南の返還予定の施

設・区域の返還後の規模及びその比率について伺いま
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す。

　芋、日米地位協定の見直しについてでありますが、

この協定はいかにも復帰前の治外法権的な協定で、沖

縄だけに適用されているかのような、また、協定を見

直せば全て解決するかのような論調になっております

けれども、実際のところどうでありましょう。検証し

てみたいと思います。

　そこでア、地位協定が沖縄に適用された経緯につい

て伺います。

　イ、日米協定と米韓協定及びボン補足協定との相違

点について伺います。

　ウ、我が国の自衛隊等を他国に派遣するときの接受

国、いわゆる相手国との協定の内容について、実例を

挙げて説明をお願いします。

　エ、県が求めている見直しの内容と進瀧状況につい

て伺います。

　オ、この間、改善された主な内容と、特に第一次裁

判権の分配方法と被疑者の拘禁についてどのように改

善されたのか説明をお願いいたします。

　カ、他国の事例と比較して、本日米協定に泰色のあ

る事柄がありましたら県の考え方を伺います。

　鰯、基地負担の軽減についてであります。

　これは永遠のテーマであり、国民的理解が必要であ

ると思います。

　そこでア、国民的理解はどの程度得られていると考

えておりますか、伺います。

　イ、沖縄県民としての許容範囲はどのぐらいと考え

ているか、あるいはこのことについて議論したことが

あるのかどうか伺います。

　允、米軍基地関連の経済効果について。

　占領下にあっても米国政府は留学制度を創設し、沖

縄の若者を米国に留学させ、沖縄を牽引する人材を育

ててまいりました。また、県内での人材育成をするた

め琉球大学を設置するとともに、産業基盤を整備する

ため琉球セメント工場を県内に建てるなど、それに加

えてこの間の軍需を含めるとその経済効果は膨大で、

これが今日の繁栄を築いたものと私は考えておりま

す。

　そこでア、この41年間、軍用地料や雇用を含む軍需

及び周辺整備事業費等、国庫支出金及び米軍調達等、

その金額と県経済に及ぼした経済効果について伺いま

す。

　イ、軍用地料等、いわゆる生産コストがかからない

現金収入は、例えば農業のように生産コストのかかる

粗生産額に対し、その経済効果は５倍にも10倍にもな

ると思いますが、軍用地料等に対する経済効果をどの

ように算定したのかお伺いいたします。

　印、駐留軍用地跡地の利用促進について。

　ア、普天間飛行場を含む嘉手納以南の返還予定の跡

地利用計画と、その見通しについて伺います。

　咽、普天間飛行場の移設返還について。

　私も普天間飛行場の移設につきましては、名護市役

所在職中に携わった一人でありますので、その経過に

ついて概略を説明し、近況についての所見を述べたい

と思います。

　普天間飛行場が宜野湾市の市街地に位置し、大変危

険な状態にあることからその危険性を除去するため、

平成８年４月、当時の橋本総理とモンデール駐日米国

大使との会談で返還が合意されたものであります。爾

来17年という長い歳月が流れ、海上の浮体施設（案）

から軍民共用施設、そしてＶ字型滑走路など紆余曲折

があった中で、危険な普天間飛行場を動かさなければ

との一念で実に多くの方々がかかわってまいりまし

た。その間、総理大臣も関係大臣も官僚も、そして知

事も市長も当事者もかわり、亡くなった方々も含め多

くの人の思いが込められてきたにもかかわらず、いま

だに解決できていないというのはまことにじくじたる

ものがあります。とはいうものの、普天間飛行場の固

定化は何としても避けなければならないと考えてお

り、事故が起こらない前に解決を急ぐ必要があると

思っております。

　そこでア、宜野湾市長は１周年の記者会見で、「一

刻も早く返還してもらいたい」、「固定化を避けるこ

と。」と発言されているが、固定化の可能性はないの

かどうか伺います。

　イ、移設先の受け皿は政府が責任を持ってやってほ

しいと宜野湾市長が発言されております。これをどう

受けとめておられるか伺います。

　ウ、先日、北部地域振興協議会が「危険な普天間飛

行場辺野古地先移設促進名護市民大会」を開催されま

したが、このことについての見解を伺います。

　エ、名護漁業協同組合長が埋立申請に伴う組合の同

意について、100％見込めるとの発言をしております

けれども、このことについてどう受けとめておられる

か伺います。

　オについては、公室長のエンドレスの答弁と思いま

すので、取り下げます。

　あとは必要に応じて再質問を行いたいと思います。

　以上であります。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午前10時18分休憩

　　　午前10時18分再開
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○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　おはようございます。

　末松文信議員の御質問に答弁をいたします。

　第１に、北部地域の医療体制についての御質問の中

で、北部病院の産婦人科及び小児科の診療体制につい

ての御質問にお答えいたします。

　北部病院の産婦人科は、医師不足のため日常診療や

救急患者への対応につきましては、一部、診療制限を

行っております。このため、医師不足の解消に向けま

して全力で取り組んでいるところであり、医師確保に

さらに努めてまいる所存でございます。なお、小児科

につきましては医師は充足しておりますが、継続して

医師の安定確保を図ってまいります。

　次に、基地問題の解決と駐留軍用地跡地の利用促進

についての御質問の中で、普天間飛行場移設に係る宜

野湾市長の発言についての御質問にお答えいたしま

す。

　普天間飛行場の危険性の除去は喫緊の課題であり、

一日も早い移設・返還の実現が必要であります。他の

都道府県への移設が合理的かつ早期に課題を解決でき

る方策と考えております。普天間飛行場の県外移設及

び早期返還の実現に向け真摯に取り組むよう、日米両

政府に強く求めてまいる所存でございます。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。

○議長（喜納昌春君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　崎山八郎君登壇〕

○福祉保健部長（崎山八郎君）　北部地域の医療体制

についての御質問の中で、北部地域における医師不足

の背景とその対策についてお答えいたします。

　本県の医師数は、人口当たりで全国平均を上回って

いるものの、地域偏在や診療科偏在があり、北部や離

島の圏域で産婦人科等の専門医の確保に厳しい状況が

続いております。これら医師の偏在については、キャ

リアアップを望む医師が都市部へ集中していること等

が主な要因と考えております。県におきましては、県

立病院の後期臨床研修事業や琉球大学と連携した医師

修学資金等貸与事業により、北部地域で勤務する専門

医の養成を行っております。また、離島・へき地ドク

ターバンク等支援事業を実施し、県内外から医師確保

に努めているところであり、引き続き北部地域の医師

確保対策の充実を図ってまいります。

　次に、県立北部病院と北部地区医師会病院の統合に

ついてお答えいたします。

　県立北部病院は、沖縄県保健医療計画に基づき、救

急医療を初め第２種感染症指定医療機関、災害拠点病

院、僻地医療拠点病院として、同圏域の中核的な機能

を担っております。

　県立北部病院と北部地区医師会病院の統合について

は、その効果や可能性について十分に検討されている

状況にはありません。県としましては、県立北部病院

と各民間医療機関等との連携を推進し、適切な医療提

供体制を構築していきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　基地問題の解決と駐留

軍用地跡地の利用促進についての御質問の中で、在沖

米軍基地の規模及び比率についてお答えいたします。

２の茨のアと２の茨のイは関連しますので一括してお

答えします。

　昭和47年５月15日時点での沖縄の米軍専用施設面積

は約２万7893ヘクタールであり、全国の約58.8％と

なっております。また、昨年度末までに返還された面

積の合計は約5709ヘクタール、残存する面積は約２万

2808ヘクタールであり、全国の約73.8％となっており

ます。

　次に、嘉手納より南の施設・区域の返還についてお

答えいたします。

　議員御質問の施設についての現行面積は、キャンプ

桑江や普天間飛行場など計６施設で約1605ヘクタール

となっており、このうち返還が合意されている面積は

約1052ヘクタールであります。また、返還後の米軍専

用施設の割合は、全国の約73.0％となります。これら

に加えて、ＳＡＣＯ最終報告で合意されている北部訓

練場の過半の返還がされた場合、本県の米軍専用施設

の割合は、全国の約68.9％となります。

　次に、地位協定の沖縄への適用についてお答えいた

します。

　日米地位協定は、日米安全保障条約第６条に基づ

き、昭和35年に日米間で締結され、日本の領域にある

間の米軍や米軍人等の権利義務及び米軍の施設・区域

の使用や権利関係について定めております。当時、沖

縄は昭和27年４月の対日平和条約の発効により、日本

本土から分離され、米国の施政権下に置かれておりま

した。日米地位協定が沖縄に適用されたのは昭和47年

の本土復帰の時点であります。

　次に、日米地位協定と米韓協定及びボン補足協定と

の相違点についてお答えいたします。

　日米地位協定では、被疑者の拘禁移転は犯罪類型に
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かかわらず「起訴時点」となっており、さらに、運用

改善により、殺人、強姦という凶悪な犯罪の場合は、

起訴前の拘禁移転についても、米側は好意的考慮を払

うことになっております。一方、韓米地位協定では、

起訴時点で拘禁移転できる犯罪を12種類に限定し、そ

れ以外の犯罪の場合、拘禁移転は判決確定後となって

おります。次に、ドイツのボン補足協定との違いにつ

いて、日米地位協定では、日本国法令の尊重義務は明

記されているものの、環境に関する規定は設けられて

おりません。これに対し、ボン補足協定では、原則と

して受け入れ国の国内法を適用することが明記されて

いるほか、環境保全を目的とする詳細な規定が設けら

れております。以上が主な相違点であります。

　次に、自衛隊等派遣先の接受国との協定についてお

答えいたします。

　自衛隊等の他国派遣の際の接受国との協定の一つと

して、ジブチにおける自衛隊等の地位に関する日本政

府とジブチ政府との交換公文が交わされております。

この交換公文は、ソマリア沖の海賊対処に従事する自

衛隊等の活動拠点であるジブチにおいて、自衛隊や自

衛隊員等の法的地位を適切な形で確保することを目的

にしております。その主な内容は、１点目、ジブチ政

府から与えられる特権として、施設、船舶、航空機は

不可侵とする。２点目、外交関係に関するウィーン条

約の関連規定に基づき自衛隊員等は刑事裁判権を免除

されるなどであります。また、日米地位協定に関連

し、玄葉外務大臣は平成24年２月17日の予算委員会に

おいて、ジブチに派遣した自衛隊の裁判権は公務以外

も日本側が持つとの趣旨の答弁を行っております。

　次に、県が求めている地位協定の見直しの内容と進

瀧状況についてお答えいたします。

　日米地位協定について、県は、平成12年から11項目

にわたる抜本的な見直し要請を行っているところであ

ります。11項目のうち、主な項目について御説明いた

します。

　まず、第３条の施設・区域に関する措置について

は、公務遂行上必要な地方公共団体による施設・区域

への立ち入りを含め、米側はあらゆる援助を与えるこ

と等を求めております。次に、同じく第３条関係で、

環境に関する規定を新設し、環境保全に関する日本国

内法を適用すること等を明記するよう求めておりま

す。さらに、第17条関係で、裁判権について、日本側

の裁判権の対象となる被疑者が米側によって拘束され

た場合、日本側の起訴前の拘禁移転要請に米側が応ず

る旨明記することを求めております。

　日米地位協定の見直しについては、県はこれまであ

らゆる機会を通じ日米両政府に対し要請してきたとこ

ろであり、本年１月16日には防衛大臣、２月16日には

外務大臣に対して、早急に同協定の見直しを行うよう

求めたところであります。

　次に、日米地位協定について改善された主な内容に

ついてお答えいたします。

　米軍人・軍属の公務中の犯罪については、日米地位

協定上、米側が第１次裁判権を有しております。しか

し、平成23年11月の米軍属に対する裁判権の行使に関

する新たな枠組みで、米軍属の公務中の犯罪のうち、

米側が裁判権を行使しない場合で、被害者が死亡した

事案などについて日本側が裁判権を行使することへの

同意を要請することができ、これに対して米側が好意

的考慮を払うとする手続が整備されました。また、日

本国が裁判権を行使すべき合衆国軍隊の構成員または

軍属たる被疑者の拘禁については、平成７年及び平成

16年４月の日米合同委員会合意により、日本国の要請

に対し好意的考慮を払う運用改善がなされておりま

す。

　次に、日米地位協定について他国事例との比較につ

いてお答えいたします。

　政府は、日米地位協定は他の地位協定に比べて不利

になっていることはないとしております。しかしなが

ら県といたしましては、一例として日米地位協定では

環境保全に関する条項そのものが設けられておらず、

他の協定より受け入れ国側に不十分なものとなってい

るなどの問題点があると考えております。

　次に、基地の負担軽減に関する国民的理解について

お答えいたします。

　県としては、これまで政府への要請や全国知事会で

の発信など、あらゆる機会を捉えて米軍基地問題の解

決促進を訴えてまいりました。しかしながら、本県に

は依然として全国の米軍専用施設の73.8％が存在し続

けていることからも、国民的理解はいまだ十分ではな

いと考えております。

　次に、基地負担の許容範囲についてお答えいたしま

す。

　米軍基地に関して、県民が許容し得る範囲について

はさまざまなお考えがあり、一概には申し上げること

はできないと承知しております。県としては、ＳＡＣ

Ｏ最終報告や再編実施のための日米のロードマップ等

に基づく合意事項をまずは着実に実施し、本県の過重

な基地負担の軽減を進めることが重要であると考えて

おります。

　次に、普天間飛行場の固定化についてお答えいたし

ます。
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　普天間飛行場の危険性の除去は喫緊の課題であり、

一日も早い移設・返還の実現が必要で、固定化は決し

てあってはならないと考えております。日米両政府に

おいては、辺野古移設か普天間飛行場の固定化かとい

う硬直化した考え方ではなく、柔軟性を持って普天間

飛行場の県外移設の可能性について追求すべきである

と考えております。

　沖縄県としては、日米両政府に対し引き続き普天間

飛行場の県外移設及び早期返還の実現に向け、真摯に

取り組むよう強く求めてまいります。

　次に、北部地域振興協議会による辺野古移設促進大

会での見解についてお答えいたします。

　去る２月21日、北部地域振興協議会による「危険な

普天間飛行場辺野古地先移設促進名護市民大会」が開

催されたことは承知しております。県としては、同協

議会が普天間飛行場の危険性除去のため、辺野古移設

はやむを得ないものとし、その立場でこれまで取り組

んでこられたものと理解しております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　企画部長。

　　　〔企画部長　謝花喜一郎君登壇〕

○企画部長（謝花喜一郎君）　基地問題の解決と駐留

軍用地跡地の利用促進についての御質問の中の、軍関

係受け取り等の金額と経済効果及び軍用地料等の経済

効果の算定について。これは１の允アと１の允イは関

連いたしますので一括してお答えいたします。

　沖縄県では、軍関係受け取りとして、軍雇用者所

得、軍用地料、米軍等への財・サービスの提供を推計

しております。その総額は、昭和47年度の777億円か

ら、平成22年度は2086億円と増加しておりますが、県

民総所得に占める割合は15.5％から5.3％へと大幅に

低下しており、県経済全体を大きく左右することはな

くなっております。また、平成22年度の基地関連補助

金・交付金の額は249億円となっており、県民総所得

と比較すると0.6％となっております。軍用地料につ

きましては、昭和47年度が123億円と軍関係受け取り

の中では最も低く、県民総所得に占める割合は2.5％

となっておりました。その後は単価の改善を背景に増

加し、平成５年度には軍関係受け取りの中で最も高く

なり、平成22年度は793億円となりましたが、県民総

所得に占める割合は2.0％と低下しております。

　次に、普天間飛行場より南の跡地利用計画の見通し

についてお答えいたします。

　まず、普天間飛行場については、県と宜野湾市が共

同で跡地利用計画策定に取り組んでおり、今年度は、

幹線道路や公園・緑地の配置方針を示した跡地利用計

画の中間取りまとめの策定に取り組んでいるところで

あります。今後４年から５年後をめどに跡地利用計画

案を策定することにしております。牧港補給地区につ

いては、浦添市において、平成17年度から跡地利用に

関する調査を実施しており、今年度、跡地利用基本計

画を策定する予定となっております。那覇港湾施設に

ついては、那覇市において、平成７年度に策定した基

本構想の見直しを検討しており、現在、地権者の意向

醸成活動に取り組んでいるところであります。キャン

プ桑江南側地区については、北谷町において、平成21

年度に策定したまちづくり基本計画を踏まえ、特色あ

る跡地利用を検討しているところであります。沖縄市

及び北中城村にまたがるキャンプ瑞慶覧ロウワープラ

ザ地区については、平成16年度に策定した市・村の跡

地利用統一案の見直しを行っているところでありま

す。また、キャンプ瑞慶覧西普天間住宅地区について

は、宜野湾市において、平成16年度に跡地利用基本計

画を策定しており、現在、地権者の合意形成活動に取

り組んでおります。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　當銘健一郎君登壇〕

○土木建築部長（當銘健一郎君）　基地問題の解決と

駐留軍用地跡地の利用促進についての御質問の中で、

名護漁業協同組合長が組合の同意について100％見込

めると発言したことについてお答えいたします。

　公有水面埋立承認申請書については、法令により権

利を有する者の同意を得たことを証する書類または同

意が得られない旨及びその事由を記載した書類の添付

が義務づけられているところであります。今回、沖縄

防衛局においては、法令にのっとり、漁業権を有する

名護漁業協同組合の同意を求めたものと考えておりま

すが、名護漁業協同組合長がどのような考えで発言し

たかについては、承知しておりません。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　末松文信君。

○末松　文信君　それでは、まず初めに、県立北部病

院と医師会立病院の統合についてでありますけれど

も、この間、部長の答弁を伺いますとなかなか消極的

な感じもしております。県がリードするという気持ち

はないでしょうか。

○議長（喜納昌春君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（崎山八郎君）　その地域地域の医療

体制といいますか、その地域の医療をどういうふうに

していくかということについては、地域のほうで、そ

の地域にかかわっている皆さんでいろいろ検討すると
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いうことが重要なことであるというふうに考えており

ます。北部圏域においてもさらにその北部地区の保健

医療協議会という公的な機関などもありますので、そ

ういったところも含めて地域の問題について、ぜひ地

域のほうでいろいろ検討をしていくということが重要

ではないかなというふうに考えております。

○議長（喜納昌春君）　末松文信君。

○末松　文信君　沖縄県の地域医療計画については県

が策定するわけですよね。そういう意味で、この北部

圏域の医療計画についても県が積極的に図るべきでは

ないかと、かかわるべきではないかというふうに思い

ますが、いかがですか。

○議長（喜納昌春君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（崎山八郎君）　地域のほうでこう

いった地域の医療について十分な議論がされた上で、

そういった地域の意見としてまた県のほうに上がって

くれば、それはまたそれで県のほうで県の医療協議会

もありますので、そういうところで協議をするという

ようなことは可能であると思います。

○議長（喜納昌春君）　末松文信君。

○末松　文信君　済みません、引き続きよろしくお願

いしたいと思います。

　次に、基地の整理縮小についてでありますけれど

も、私がこの間大変疑問に思っているのは、今公室長

のお話にありましたけれども、全国の在日米軍のその

規模の中で沖縄が75％を占めているとこういう発言

が、基地問題を語るときに皆さんが強調しているとこ

ろでありますけれども、私は一度三沢飛行場に行った

ときにびっくりしたんですが、三沢飛行場は嘉手納基

地と匹敵するぐらいの規模であるわけですよね。そう

いったことで何で75％が沖縄にあるんだろうというふ

うに考えて調べてみましたら、基地面積ではなくて、

専用施設面積の75％とこういう言い方をされているん

ですが、こういう言い方は誤解を招くのではないで

しょうか。

○議長（喜納昌春君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　議員のおっしゃるとお

り、専用施設面積という概念で73.8％というふうに県

は主張しているわけですけれども、数字から申し上げ

ますと、その米軍の専用面積あるいは一時使用面積、

共同使用を含めますとこれは大体22.6％ぐらいになる

わけです。しかしながら、この専用面積というのは日

米地位協定が完全に適用されておりまして、その安全

保障条約第６条に基づいて専ら米軍のために提供され

ていると。したがってそこは国内法は基本的に適用さ

れませんし、米軍の裁量にあるという意味で、共同使

用と専用施設面積というものを区別しているというこ

とでございます。

○議長（喜納昌春君）　末松文信君。

○末松　文信君　私はこの間、本土の米軍基地も何カ

所か回ってきましたけれども、今の公室長の説明では

国民の理解は得られないと思います。実際の面積は、

これは話にならないぐらい本土のほうが面積大きいわ

けですよ。そういうことをこの事実、実態をしっかり

伝える必要があるのではないかというふうに思ってお

りますので、今後の検討課題にしていただきたいとい

うふうに思います。

　それからもう一つ、この基地の負担の軽減というこ

とでありますけれども、今、国民的理解がどのくらい

得られているかということについても公室長答弁があ

りましたが、さっき申し上げましたようにそういった

実態をきちっと把握できるような説明をしないと、県

民の誤解を招いてそういった基地に対する感情的なも

のが出ているのではないかというふうなことを危惧す

るわけでありますので、このことについてもしっかり

実態を伝えてほしいというふうに思います。

　それから、次に日米地位協定でありますが、これは

公室長も答弁されましたように、実態として他の地位

協定と泰色がないということであります。今現状の中

で本協定を変えようということをずっと言っておりま

すけれども、このように実際できないことを有名無実

のごとくずっと言い続けるのは僕はどうかと思うんで

すね。泰色がなければ、運用の改善でしっかりとお互

いの信頼関係を築きながら改善していけばもっとよく

なると私は思うんですがいかがですか。

○議長（喜納昌春君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　運用の改善は運用の改

善として県は一定の評価をしております。ただ、先ほ

ど答弁で申し上げませんでしたけれども、日米地位協

定のかなり大きな問題点として、締結以来50年間全く

その一字一句さわられていないということがございま

す。これは韓米にいたしましてもボンにいたしまして

も、その時代時代の趨勢によってその本則のほうが変

えられる、あるいは修正されるということがあったよ

うに聞いているんですけれども、日米地位協定につい

ては全くその修正なり見直しなりがなされていない。

その姿勢というんですか、そういうあり方というもの

についても疑問を呈しているわけでございます。

○議長（喜納昌春君）　末松文信君。

○末松　文信君　この地位協定が全ての問題を提起し

ているような感覚さえあります。私は今日あるその米

軍兵士の事件・事故の問題についても、お互いがもう



－ 381 －

少し胸襟を開いて話し合いをすればもっとよくなると

思いますけれども、今の風潮からすると対峙をしてい

てなかなかそれぞれその腹のうちがわからない。相手

の追及を始めたら閉ざしてしまうんですよ。そういう

ことではなくて、お互いもう少し紳士的に話し合いを

して、米軍の綱紀粛正はもとより基地の外の話ですか

ら、お互いがきちっとやっていくところはきちっとや

るという体制を組まないといつまでもこれは改善でき

ないというふうに思っております。時間もないのでこ

のことについても引き続き議論をしていきたいという

ふうに思っておりますけれども、今の沖縄の米軍基地

に対する風潮はちょっとエスカレートし過ぎではない

かというふうに危惧しています。過ぎたるは及ばざる

がごとしとならないようにと私は願っております。

　以上で終わります。

○議長（喜納昌春君）　砂川利勝君。

　　　〔砂川利勝君登壇〕

○砂川　利勝君　おはようございます。

　前田政明議員の御逝去に際し、心から御冥福をお祈

りいたします。

　質問に入る前に所見を述べさせていただきます。

　八重山郡民待望の南ぬ島空港が、昨日７日、開港

し、午前８時30分に一番機が飛び立ちました。37年間

の歳月を経て、建設場所をめぐりさまざまな難局を乗

り越え、現在の場所で建設に着工し無事開港にこぎつ

け悲願を成就させたことは、ひとえに地権者を初め関

係者のたゆまぬ努力のたまものであり、地元関係者と

して大いなる喜びであり、ともに祝福するとともに、

新空港開港を契機に八重山の地域活性化の大きな起爆

剤となることを期待しています。

　今後は、市街地から新空港までのアクセス道路の早

期供用開始を目指した事業の推進を初め入域客増加に

向けた航空路線充実強化策の推進、地域活性化に向け

た取り組みが求められます。

　さらには、海路による旅客フェリーの就航が大きな

課題であり、県当局の積極的な取り組みに期待し、仲

井眞知事を初め関係部局長に明快なる御答弁を期待し

て質問に入らせていただきます。

　１、社会基盤整備について。

　茨、県営団地建設について。

　ア、県営新川団地・真喜良団地は、老朽化が進み早

急な建てかえが求められているが、県の新増築計画に

ついての方針をお伺いしたい。

　イ、県営団地については竹富町や与那国町で要望が

出されております。竹富町及び与那国町における県営

団地計画についてもあわせて方針を御説明願います。

　芋、新空港アクセス道路建設について。

　ア、計画では、一部４車線計画から全線４車線化に

変更することが求められているが、いずれにしても早

急な整備が求められている。現状では交通渋滞や事故

多発が危惧されているが、事業計画の進瀧状況につい

て御説明願います。

　イ、土地収用について、地権者が求めているのは価

格面での補償だと言われています。価格補償問題で土

地収用は難航しているようですが、何が問題で、今後

どのように事業を推進していくのか、県の考えをお伺

いいたします。

　鰯、竹富町各離島への飲料用水配管布設について。

　ア、竹富町への飲料水配水管の損傷による給水停止

が住民に大きな影響を与えたことは御承知のとおりで

あります。竹富町の島々は、石垣島や西表島からそれ

ぞれ送水され、経年劣化などや布設がえなどの対応が

求められています。そこで、各離島への送水管につい

て調査を初め布設がえの計画があるのか、県当局の方

針をお示し願います。

　允、船浮港の整備について。

　竹富町船浮港は、干満の潮位の影響で出入港に支障

を来しております。早急な整備が求められております

が、県の方針をお伺いいたします。

　印、与那国における情報通信網の整備について。

　ア、離島における情報通信網の整備は、地域格差是

正を解消する大きな手段であります。そこで、与那国

町の情報通信網整備の一環として高速回線の光ファイ

バーを石垣島から与那国島敷設による情報通信格差是

正が求められていますが、県の方針を伺います。

　咽、県立八重山病院整備基本構想及び基本計画の策

定について。

　ア、早期の供用開始を目指している県立八重山病院

の移設新築移転建設事業について、これまで老朽度調

査も終えて場所も決定していますが、工事の着手に向

け基本構想や基本計画の立ち上げや進瀧状況、実行力

の決意をお示し願います。

　２、産業振興について。

　茨、農振除外問題について。

　石垣市では、最近、農業振興地域整備計画の総合見

直しが行われたが、新石垣空港が開港し多くの観光客

を取り込み、今後の地域振興を図るためにはリゾート

開発を進める必要があると考える。しかしながら、島

のほとんどが農振農用地となっており大規模開発がで

きない。地元では幾つか開発の計画が出ているが、農

用地区域からの除外が可能か。

　芋、農業用水の利活用について。
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　新空港の開港に伴い地域産業の活性化が期待されて

いる中、社会基盤の基礎となる上水の需要増加が見込

まれ、農業用ダムの底原ダムの上水利活用が求められ

ております。県の考え方をお示し願いたい。

　鰯、円安、原油高による飼料高騰について。

　円安による原油高騰でガソリン等さまざまな輸入品

が値上がりしております。その中でも牛の飼料代は大

幅な値上がりとなり畜産農家に大きな打撃を与えてい

ます。八重山における基幹産業でもある畜産業の振

興・発展を確保するため、飼料代金に対する新たな助

成事業を導入することはできないのかお伺いいたしま

す。

　允、竹富町小浜島への農業用水整備について。

　竹富町の小浜島は観光地として発展していますが、

産業の基盤は農業であります。しかし、水不足が大き

な課題となっており、農業用水整備事業の導入が求め

られております。西表島から農業用水を導入する計画

について県の方針を御説明願います。

　印、国営土地改良事業について。

　石垣島における土地改良事業については国の直轄事

業ではありますが、現在の状況と見通しについて御説

明を願います。

　３、尖閣諸島問題について。

　茨、海保巡視船監視活動に伴う燃料補給問題につい

て。

　尖閣諸島において中国公船と海保巡視船との領海侵

犯をめぐる監視活動は、日々、マスコミ報道で御承知

のとおりでありますが、海保巡視船の基地となる石垣

港では連日巡視船が給油作業を行っております。給油

するための石垣港には民間企業のタンクが整備されて

いますが、大量の給油に間に合わすことができずに、

八重山漁協の漁船用の燃料で対応するような事態に

陥っている現状があります。これでは巡視船による監

視活動に支障が出ることは明らかであります。県は、

このような状況を把握しているのか、今後どのように

対応するのか、燃料タンク整備に向けての対応策をお

示し願いたいと存じます。

　芋、尖閣漁業権について。

　ア、尖閣諸島周辺海域の漁業権をめぐって台湾との

漁業協議について台湾側に有利な条件が提示され、県

内漁民に不利益を与えることが予想されます。外務省

による一方的な国益論についてどのように対応するの

か、御見解を賜ります。

　イ、漁業者の支援の一環として一括交付金の活用が

可能か。

　４、我が党の代表質問との関連について。

　翁長政俊議員の代表質問の中の、本県マグロ漁船の

航海及び安全確保のための機器等の導入についてに関

連して、漁業無線については、我が自由民主党会派が

先駆けて取り組み、行政当局の働きかけのもと導入が

なされることとなりました。

　そこで、船舶電話の導入もあわせてできないか質問

をいたしたいと思います。

　以上です。

○議長（喜納昌春君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　砂川利勝議員の御質問に答

弁をいたします。

　まず第１に、社会基盤整備についての御質問の中

で、竹富町船浮港の整備方針についてという御趣旨の

御質問に答弁をいたします。

　竹富町船浮港につきましては、物揚げ場、船揚げ場

が整備され、さらに平成18年度には浮き桟橋、旅客待

合所が整備されております。しかしながら、貨物の積

みおろしのための船尾岸がまだ整備されていないこと

から積みおろしが満潮時に限られているなど潮位に影

響され、荷役作業に支障が生じております。このた

め、県におきましても貨物用船尾岸の整備につきまし

ては必要性を十分認識いたしております。平成26年度

からの事業化に向け取り組んでまいりたいと考えてお

ります。

　次に、産業振興についての御質問の中で、国営石垣

島地区の現在の状況と見通しについての御質問にお答

えをいたします。

　石垣島におきましては、国営事業で整備しましたか

んがい施設の老朽化に加え、営農形態の変化等により

ます新たな水需要が生じております。このため、国に

より国営石垣島地区として平成24年度より全体実施設

計に着手しているところであります。平成25年度は、

事業計画の策定、土地改良法の手続を経て、平成26年

度より事業に着手する予定となっております。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。

○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　當銘健一郎君登壇〕

○土木建築部長（當銘健一郎君）　社会基盤整備につ

いての御質問の中で、県営新川団地・真喜良団地の新

増築計画についてお答えいたします。

　県では、現在、県営新川団地と真喜良団地につい

て、早期建てかえに向け調査を行っております。

　県営新川団地に隣接する市営新川団地については、

石垣市が基本構想を策定する予定であることから、石
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垣市と連携・調整を図りながら、県は、平成25年度に

県営新川団地の「団地再生計画」を策定する予定であ

ります。工事着手は平成28年度を目指しております。

　なお、県営真喜良団地につきましても、早期の事業

着手に向けた取り組みを進めてまいります。

　同じく社会基盤整備についての御質問の中で、竹富

町、与那国町における県営団地計画についてお答えい

たします。

　公営住宅は、それぞれの地域における住宅需要をき

め細かく把握している市町村が行うことが望ましく、

県は、その補完的役割などを担うこととしておりま

す。現在、県営住宅は老朽化が進行し、その建てかえ

が喫緊の課題となっております。したがって、竹富

町、与那国町におきまして町営住宅の建設を行う場合

には予算の重点配分を行うなど、県としてその支援に

努めていきたいと考えております。

　社会基盤整備についての御質問の中で、新空港アク

セス道路の進瀧状況についてお答えいたします。

　石垣空港線は、延長8.8キロメートル、事業費約81

億円で平成21年度から事業に着手しております。車線

数につきましては、将来交通量を勘案し、国道390号

平得交差点から市道タナドー線までの３キロメートル

を４車線、市道タナドー線から新空港側の国道390号

までの5.8キロメートルを２車線で整備する計画と

なっております。

　事業の進瀧につきましては、全区間の実施設計を終

え、平成23年度から用地買収を行っております。ま

た、工事につきましては、市道タナドー線から新空港

側の国道390号までの5.8キロメートルを優先的に整備

することにしており、平成28年度の当該区間の供用を

目指して鋭意整備を推進してまいります。

　同じく社会基盤整備についての御質問の中で、新空

港アクセス道路の用地買収の推進についてお答えいた

します。

　石垣空港線の用地取得については、平成23年度から

個別交渉を行っているところであり、今後、交渉が本

格化していく中で価格面での不満等で交渉が長引くこ

とも想定されます。このため、土木事務所担当職員の

増員により執行体制を強化するとともに、地元石垣市

等の協力を得ながら円滑な事業推進を図っていきたい

と考えております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　社会基盤整備につい

ての御質問の中で、竹富町の海底送水管布設がえ計画

についてお答えいたします。

　海底送水管を含め水道施設の更新は、市町村ごとの

施設更新計画に基づき、国の補助制度を活用し、市町

村の事業として行われております。竹富町におきまし

ても、町の更新計画に基づき事業化が予定されている

と考えております。

　しかしながら、竹富町におきましては４カ所、総延

長約27キロメートルの海底送水管を布設しており、今

後、10年以内に更新の時期を迎え、多額の費用負担が

想定されております。

　県としましては、八重山圏域内での水道広域化を視

野に入れながら、竹富町の負担軽減策について検討し

ていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　企画部長。

　　　〔企画部長　謝花喜一郎君登壇〕

○企画部長（謝花喜一郎君）　社会基盤整備について

の御質問の中の、与那国島への海底光ケーブル敷設に

ついてお答えいたします。

　沖縄県においては、沖縄本島都市部と与那国島など

離島地区との情報格差を是正するため、離島地区情報

通信基盤整備推進事業を実施することとしておりま

す。事業内容は、沖縄本島から与那国島までの各離

島、沖縄本島から久米島までの各離島を対象に総延長

約950キロメートルの海底光ケーブルを新たに整備

し、ループ状に結ぶものであります。これにより、沖

縄本島と各離島を結ぶ高速大容量、高品質かつ安定的

な通信回線がより低コストで利用可能となり、離島地

区の情報通信環境が大幅に改善されます。事業期間

は、平成25年度から平成27年度までの３年間で、総事

業費は約112億円を見込んでおり、平成25年度は海洋

調査設計を行い、その後２年間で海底光ケーブル敷設

工事等を実施する予定であります。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕

○病院事業局長（伊江朝次君）　社会基盤整備につい

ての御質問の中で、県立八重山病院の基本構想や基本

計画の策定についてお答えいたします。

　県立八重山病院は、施設が老朽化していることか

ら、病院機能の維持及び安全性の確保を図るため、現

在老朽度調査を行っているところであり、３月中旬に

調査結果が出る予定となっております。新県立八重山

病院の建設については、現在実施している老朽度調査

の結果を踏まえ、早急に基本構想及び基本計画を策定

し、整備に向けて取り組んでまいります。
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　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　知念　武君登壇〕

○農林水産部長（知念　武君）　産業振興についての

御質問の中の、農用地区域からの除外についてお答え

します。

　石垣市においては、平成24年10月、石垣農業振興地

域整備計画の総合見直しを終えているところでござい

ます。今後、一部見直しを行う場合は、長期展望に

立った農業振興地域整備計画と整合をとりつつ、住民

に対し見直し方針等の周知徹底を図りながら、石垣市

が主体的に対応することが極めて重要であります。

　県としましては、市から協議があった場合、地域振

興に関する計画等他の土地利用計画との調整を図りな

がら、市の意向を踏まえ適切に対応していきたいと考

えております。

　次に、農業用底原ダムの上水利活用についてお答え

します。

　石垣島においては、社会情勢の変化による需要の増

加等によって上水道の必要量が不足する傾向となって

おります。このため、近年の渇水時には緊急的な措置

として底原ダムからの補給により対応してきたところ

であります。しかしながら、今後とも同様なケースが

想定されることから、底原ダムと真栄里ダムからの農

水・上水の効率的な取水方法を検討するため関係機関

と調整を進めているところであります。

　次に、飼料高騰対策としての新たな事業についてお

答えします。

　飼料価格の高騰は畜産業に大きな影響を及ぼし、そ

の経営環境は極めて厳しい状況となっております。

　県としましては、飼料高騰に関連する対策として、

平成25年度から自給型畜産経営飼料生産基盤構築事業

により自給粗飼料の増産に向けた取り組みを実施して

まいります。また、今年度から牛用配合飼料工場の整

備をスタートさせており、完成後は県内で全畜種の飼

料製造が可能となり、より安価な価格形成が図られる

ものと期待しております。

　今後、さらなる円安などによる飼料高騰に対応する

ため、新たな事業の実施に向けて飼料費関連対策事業

検討ワーキングチームを立ち上げ取り組んでいるとこ

ろでございます。

　次に、小浜島における農業用水の確保についてお答

えします。

　安定的な農業用水の確保は、収益性の高い農作物へ

の転換や生産性の安定向上を図るためには不可欠なも

のであります。

　小浜島においては、圃場整備が約84％の整備率と

なっている一方、農業用水源は未整備となっておりま

す。

　西表島からの農業用水の導入については、西表島に

おける水源確保等の課題があることから、水量の確

保、水源となるため池や堰等の建設の可能性など費用

対効果も含めて慎重に検討する必要があります。この

ため、平成24年度からモデル的に畑面集水型貯水池を

整備し、農家の抱える喫緊の課題に対応するととも

に、地域に適したかんがい方式について検討している

ところであります。

　県としましては、引き続き竹富町等関係機関と連携

して、小浜島における農業用水の確保に取り組んでま

いります。

　続きまして、尖閣諸島問題についての中の、日台漁

業協議に関する県の対応についての御質問にお答えし

ます。

　沖縄県の漁業者は、日本と台湾との漁業協議に対

し、先島諸島周辺の北側や南側水域のマグロ漁場にお

いて台湾漁船との漁場競合が生じていることから、当

該協議に強い危機感を抱いております。そのため、沖

縄県及び沖縄県漁連等は、昨年11月とことし１月に農

林水産大臣に対して、当該協議に当たっては本県漁業

者の意向を尊重することなどを要請しております。さ

らに、去る２月25日と26日には、同じく農林水産大臣

や外務大臣等に対し、沖縄県と沖縄県漁連及び当該水

域を利用する主な漁協の８組合長による要請を実施し

たところであります。

　県としましては、今後とも当該協議に関する的確な

情報収集を行うとともに、本県漁業者の意向が協議に

十分反映されるよう、漁業団体と連携し国へ働きかけ

てまいります。

　次に、漁業者の支援としての一括交付金の活用につ

いての御質問にお答えします。

　台湾等の外国船による影響を余儀なくされている県

内漁船に対する支援策として、国による外国漁船操業

等調査事業が実施されております。当該事業は、本県

周辺水域において、漁業協同組合や漁業者が行う外国

船の操業状況等の把握及び漁場調査等の経費として日

当や燃料費等を助成するものであります。

　県としましては、当該調査事業の継続拡充を国へ働

きかけるとともに、漁業者の操業の安全を確保する観

点から、沖縄振興特別推進交付金を活用した漁船無線

機の整備費用を助成するなど、今後とも漁業者の要望

等を勘案し、漁業支援策を検討してまいります。

　次に、我が党代表質問との関連についての中の、船
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舶電話の導入についての御質問にお答えします。

　衛星船舶電話については、無線機整備事業の完了後

に安全操業の状況等を確認し、衛星船舶電話の緊急時

の迅速性・経済性等を検討し、関係機関と調整を図り

ながらさらなる安全操業の確保に努めてまいります。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　尖閣諸島問題につい

ての御質問の中の、石垣海上保安部の燃料確保の状況

と燃料タンク整備についてお答えいたします。

　石垣海上保安部の巡視船の燃料については、石垣港

の民間企業タンクから給油されており、台風による影

響を除き安定的に確保されていると聞いております。

しかしながら、海上保安庁としても、今後、尖閣警備

の体制強化に伴う燃料の安定的な供給体制の確保に向

けて検討しているとのことでございます。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　砂川利勝君。

○砂川　利勝君　まず初めに、県営新川団地・真喜良

団地の件なんですが、石垣市との連携・調整を図りた

いということですので、具体的にどのようなことをす

るのか答弁願います。

○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。

○土木建築部長（當銘健一郎君）　議員はよく御承知

のとおり、県営新川団地は174戸ございまして、道路

を隔てて隣接するところに市営新川団地が48戸ござい

ます。それで、現在でも実は給水施設については県営

と市営の共用で、県のほうが給水施設をつくって両団

地に給水しているという状況がございます。今後、建

てかえをほぼ同時期に進めるに当たって、県のほうで

は、この土地利用からいたしますと、ある程度の高層

化が図れる地区でございますので、高層化を図ること

によって一定の土地が生み出されます。これは市営の

団地についても当然そうでございますので、そのとき

にはまた先ほど申し上げました給水施設の共用化と

か、あるいはこの住宅団地だけではなくて、例えば福

祉施設でありますとか、保育所でありますとかそうい

うものの併設というのも最近はかなりできるように

なっておりますので、この辺のことについてよく石垣

市のほうと調整しながら、両方の団地でまとまりのあ

る形でやっていきたいというふうに考えております。

○議長（喜納昌春君）　砂川利勝君。

○砂川　利勝君　今、部長のほうから高層化の話があ

りました。私もぜひ高層化をしていただいて土地の有

効利用を図っていただきたいのと、基本的には真喜良

団地も結構雨漏りがひどいよということを聞いていま

す。それで、高層化することによって戸数が多分ふえ

ると思うんですね。両方足しても282戸しかないです

ので、高層化すれば県営新川団地のほうで多分間に合

うと思いますので、今支障を来している真喜良のほう

の方々もぜひ入所できるように建てかえをお願いした

いというふうに思います。ひとつよろしくお願いいた

します。

　次に行きたいと思います。

　与那国町、竹富町は、これも県のほうはちょっと難

しいよということですので、それならば重点的な予算

を配分していくということを先ほど答弁されましたの

で、今後の両町の建設予定、何戸あるのか答弁願いま

す。

○土木建築部長（當銘健一郎君）　休憩してくださ

い。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午前11時23分休憩

　　　午前11時23分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　土木建築部長。

○土木建築部長（當銘健一郎君）　竹富町のほうで

は、上原第１団地ということで、平成24年から25年

度、そして与那国町では、25年度以降に祖納第１団地

ということで18戸――これは建てかえになりますけれ

ども――そういうものを予定しているというふうに聞

いております。

○議長（喜納昌春君）　砂川利勝君。

○砂川　利勝君　短期じゃなくて長期的にやっぱりい

ろいろ要望があると思います。特に与那国なんかは古

いので、ぜひ毎年このぐらいやっていくよというぐら

いのスケジュールをしっかり立ててほしいなというふ

うに思っていますので、対応してください。

　次に移ります。

　空港のアクセス道路については、当然早期供用開始

を求められているんですが、土地の交渉がおくれてい

るということで、土木事務所の所長さんのほうからも

いろいろ話は伺っています。増員して対応していきた

いということですので、当然地元の石垣市とも連携を

して対応していっていただきたいというふうに思いま

す。連携を密にやっていただければいいのかなという

ふうに思いますので、要望してこれは終わりたいと思

います。

　次に、竹富町各離島への飲料用水についてです。

　これも先ほど部長から、町の負担を軽減していきた

いということでしたので、その負担軽減は県としてど
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ういうことができるのか、答弁を求めたいと思いま

す。

○議長（喜納昌春君）　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　竹富町の海底送水は

かなりの布設がえというのはあります。過去につくっ

たものだけでも約20億以上ですから、今の新しい需用

費でやるとかなりの額がまた増額されるという可能性

があります。そういった中で、町自体の負担も――３

分の２は補助でありますけれども――10億近くなる可

能性もあるということで、竹富町の予算は50億弱ぐら

いですので、そういう中でこういう負担というのは非

常に厳しい面があります。それで、県としても特別振

興交付金、それから現在も我々は県の単独事業で補助

事業を持っていますけれども、離島・過疎地域簡易水

道振興事業という補助制度を持っておりますので、そ

ういったいろんな方策を使って、ぜひとも町の負担軽

減には努めていきたいと考えております。

○議長（喜納昌春君）　砂川利勝君。

○砂川　利勝君　大変わかりやすい答弁、ありがとう

ございます。確かに財政が厳しい市町村ですので、ぜ

ひ県がバックアップしないとこれは実現できませんの

で、しっかりと対応をお願いしたいと思います。

　次に、船浮港の整備については、知事のほうから26

年度の事業採択に向けていきたいということですの

で、ぜひ26年度、事業のほうに取り組んでいただきた

いというふうに思いますのでよろしくお願いいたしま

す。

　それと、与那国町についても112億円という膨大な

予算を獲得して整備をしていこうということですの

で、やっぱり情報の格差是正というのは、いかなると

ころにおいてもやはり解消していかなければならない

というふうに思います。前向きな答弁をいただきまし

たので、ぜひ完了して住民サービスに貢献していただ

きたいというふうに思います。

　それでは、次に八重山病院です。

　もうこの病院の件については、私たち自民党会派12

名で３月２日に視察に行きました。いろいろ切実な訴

えと、やはり老朽度がひどいということで、全ての議

員がこれを見て、早期の建てかえは必要じゃないかと

いうことで話をしてきました。そこで、局長のほうか

ら、基本構想・基本計画については来年度取り組んで

いこうというお話がありました。

　一般質問の初日に髙嶺議員からもあったように、こ

れは一応空港の跡地は今は土木建築部の所管ですよ

と。それを行政の普通財産に戻してやっていこうとい

う流れなんですけれども、もうあれだけ老朽度が進ん

でいる中で、私は県の内部の問題だと思うんですね。

しっかりと対応すれば、私はできると思うんですよ。

場所さえ決めて、これが国有地なのか、県有地なの

か、私有地なのか、すぐ調べればわかることです。こ

れを要するにバーターしてでもいいから、国であれば

バーターしてもいいと私は思っています。県内部であ

れば、私は何ら問題ないと思っています。

　そこで、知事、県の中で、これがもし県有地であれ

ば即座の対応ができると私は思いますので、そこら辺

について内部調整がしっかりできるようにちょっと知

事にお願いしたいんですが、いかがでしょうか。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午前11時29分休憩

　　　午前11時31分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　砂川県議さんは内容をよく

御存じでおられるから、余り曖昧なことは申し上げに

くいんですが、ただ、基本的に石垣市のほうで取りま

とめをやっていただいていますから、そこがまだちょっ

とファジーな位置になっています。ここをクリアにし

ながら、無論これはもうある程度出てきましたら、当

然あれは国有地も県有地も民有地もいろいろまざって

いる地域ですから、我々のほうで関係部局を集めてな

るべく早くかちっと決まるように努力してまいりま

す。

○議長（喜納昌春君）　砂川利勝君。

○砂川　利勝君　今、知事の明快な答えがありまし

た。今議会も八重山出身の３名の先輩議員がいろいろ

質問、提起してきました。もう内容的なものは大体出

尽くしてきているところなんですが、最後にまだあと

１つだけ残っているんですね。いつ着工するのか、い

つ供用開始を目指すのか、これだけ残っているんで

す。ほかの３名の議員はいろいろ質問してきました。

ただ、最後に残っているのは、何でこの質問をするか

というと、やっぱりあれだけの老朽化した中で、院長

を初めスタッフが士気を高めて持続して、あと何年度

までだったら我慢できるよと、頑張ろうと。やっぱり

モチベーションを下げないためにも、ここである程度

何年度に着工しますよというめどづけでもいいですか

ら、何年度で着工して、大体何年度に供用開始をしよ

うよということをちょっとお答えいただきたいなとい

うふうに思います。よろしくお願いいたします。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午前11時33分休憩

　　　午前11時34分再開
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○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　この件もよく関係者からお

聞き及びかと思いますが、県立病院の経営問題などな

ど基本的なところを勉強している最中でもありまし

て、いろんなことがあるんですが、ただ、この八重山

病院につきましては、おっしゃるようにかなり老朽化

が目立っているというのも我々はよく存じておりま

す。今のところ――今25年度にもう入りますが――27

年度ぐらいから始めて30年度より少し前に完成できな

いかというあたりまで少し前倒しにして考えようとい

うことにしておりますから、そこら辺はちょっと毎日

のように詰めながら、また途中経過を議会の皆様に御

報告できればと思っております。

○議長（喜納昌春君）　砂川利勝君。

○砂川　利勝君　知事、どうもありがとうございま

す、ここまで踏み込んでいただいて。やっぱり那覇空

港を２年間縮めたという意気込みが、私は、さすが仲

井眞知事だというふうに思っていますので、ぜひ早目

に供用開始できるようよろしくお願いいたします。

　次に移りたいと思います。

　農振農用地域からの除外については、これも本当に

前向きな答弁だと思います。空港が開港して、石垣市

のほうとしても質の高いホテルをつくりたいとか、リ

ゾート地をつくりたいということでいろんな計画があ

るみたいですので、しっかりとまた農林水産部のほう

で打ち合わせをしていただいて、前向きに進めていた

だきたいというふうに思います。

　それと、次に底原ダムです。

　先ほどの答弁の中で、渇水時には利用しているよ

と。多分、何かいろいろ事業で取り組まれていくこと

があるのか、この水をこれから定期的に使えるように

何か実験とかあれば答弁してください。

○議長（喜納昌春君）　農林水産部長。

○農林水産部長（知念　武君）　上水への補給につい

ては、水源として今まで２つのダムがありまして、底

原と真栄里というのがあるんですが、この２つとも農

業用の事業でつくりまして、ただ、真栄里は230万ト

ンぐらいのダムなんですが、その10％弱が上水として

使うよということでつくったときの計画でございま

す。今、農業用水について、1300万トンの底原ダムが

あるんですが、まずは農業用水も真栄里から先に利用

して、足りなくなってきたら底原から流すという方式

なんです。これを、農業用水については今回から――

この実証実験を３カ年間かけてやろうと思っています

が――３カ年間をかけて底原から先に利用して、農業

用水が足りなくなったら真栄里から持っていくという

ふうな方式で実証試験をして、これは上水と農業用水

双方に、そのことをやったことでどういう影響が出る

かということをしっかり調査をして把握をしまして、

次の計画に生かしていこうという考えでございます。

○議長（喜納昌春君）　砂川利勝君。

○砂川　利勝君　また大変前向きな答えをいただきま

した。水問題というのは、生活していく中でどうして

も必要ですので、実証実験を３年間やるということ

で、しっかり取り組んでいただきたいと思います。

　最後に、尖閣諸島の燃料問題なんですが、この間、

また私たち自民党会派12名で保安庁に表敬に行ってき

ました。そのときもやっぱりそういった事実があった

ということを保安庁は認めていました。私が何を言い

たいかというと、これからやっぱり増強しますよね、

海上保安庁はもう船を増強しますので、その対応のた

めにどうしても海上保安庁専用の燃料タンクが必要

じゃないのかなと。それで、今、石垣市で新港地区の

埋立地があるんですが、これはエネルギーバースが26

年度に完成します。これは国直営の事業なんですが、

ぜひともそこに燃料タンクを設置していただいて、保

安庁がそこから給油ができるようにしてほしいなと。

それはもう多分保安庁のほうで要請・要望はすると思

いますけれども、ただ、県としても一言申し入れをし

て、やっぱり八重山の、そしてまた尖閣付近で操業さ

れる漁民の皆さんの安心・安全を守るための保安庁で

す。当然水産庁も含めてこれからやっていかなきゃい

けないことですので、県のほうからも一言やっぱり申

し入れをしていただきたいなということでこの質問を

しているんですけれども、ぜひその辺を含めた答弁を

求めたいと思います。よろしくお願いいたします。

○議長（喜納昌春君）　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　この問題について、

議員の質問通告を受けて早速石垣海上保安部のほうと

何度か電話で連絡をとり合いました。台風のときに困

難な時期があったということで、今のところは特に問

題はないと。ただ、巡視船の回数が増加していくと、

こういう今の議員御指摘の問題が多分出てくるという

ことで、海上保安庁としても何らかの対応をしないと

いかぬだろうということで今検討をしていると。た

だ、この問題は今は余り表にはしたくないということ

もありますので、その辺は連絡をとりながら、議員の

御指摘の御心配がないように県として対応していく必

要があると考えております。

○議長（喜納昌春君）　砂川利勝君。

○砂川　利勝君　最後に、代表質問の関連で質問した
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んですが、その前に漁業者の支援ということで一括交

付金の利用ができないかということで、検討していき

たいということの答弁をいただきました。当然無線に

ついては、これを使ってみて、その後に船舶電話かな

と私は思いますけれども、無線と船舶電話の違いがわ

かれば答弁していただきたいと思います。

○議長（喜納昌春君）　農林水産部長。

○農林水産部長（知念　武君）　無線の場合は、無線

局を経由して、無線局で誰かがとってまた返すとか、

あるいは例えば病院であれば、無線局に来て、無線局

から病院にまた救急の依頼をするとかという話なんで

すが、船舶電話は直に連絡をしたいところに連絡をと

ることができるということで、その分迅速性とかそう

いうものにはすぐれていると思います。

○議長（喜納昌春君）　砂川利勝君。

○砂川　利勝君　これで質問を終わりたいと思いま

す。ありがとうございました。

○議長（喜納昌春君）　座喜味一幸君。

　　　〔座喜味一幸君登壇〕

○座喜味　一幸君　こんにちは。

　質問をさせていただきますが、まず、故前田政明議

員の御逝去を悼んで、心から御冥福をお祈り申し上げ

ます。

　さて、自公政権が誕生して３カ月余りですが、もう

市場は敏感に反応して円安・株高がしっかりと確保さ

れ、景気に対しても国民は非常に明るい兆しを持って

いるものだと。経過といたしまして、内閣支持率、発

足当時よりもぐんぐん上がって、70％半ばまでという

ようなことで素直な国民の評価が出ているものだとい

うふうに思っております。

　翻って私ども沖縄県を見ましても、この一括交付金

3001億円ということと、復帰以降最高の6988億円の予

算がしっかりと編成できたということにおきまして、

これは大変特筆すべき大きな事業でありまして、仲井

眞知事の支持率をとるとはるかに超えるんじゃないか

というふうに思うわけでございます。これからはこの

一括交付金含めてどのように生かしていくかというこ

と、21世紀ビジョンをいかに実現していくかというこ

とにおいて大変重要な時期になるわけです。もう一

つ、私は一括交付金の効果を、若い青年たちからこう

いう事業をやりたい、区長からこういう事業をやりた

い、各市町村からいろんなこういう事業ができないか

というようなこの地域のことを地域でつくっていこう

という大きな流れができてきたということは、私は知

事の言う沖縄が独立独歩に向けた大きな流れが出てき

たということで、こういう意味では沖縄のこの10年、

20年のこの可能性というのは県民みずからつくってい

くという大きな流れが出ていく。この一括交付金、使

い勝手のいい一括交付金のこの効果というのはもちろ

ん21世紀ビジョンの実現のためでもあるけれども、こ

ういう県民の独立独歩への大きなエネルギーをつくっ

ていくという大きな可能性という歴史的なことではな

いのかなという私感想を持ちながら、所感も述べなが

ら、通告により質問をさせていただきますが、まず

１、沖縄振興についてでございます。

　平成25年度の予算額が復帰後、最高額の6988億円と

なっていることに、沖縄21世紀ビジョンの目標達成に

向けた確かな手応えと大きな可能性を実感しておりま

す。仲井眞知事の努力と手腕は県民がひとしく評価し

ているところであり、沖縄21世紀ビジョンの実現に向

けた施策の展開に県民の期待が集まっております。

　そこで伺いますが、茨、新沖縄振興法施行２年目に

して、内閣府沖縄関係予算の3001億円が上積み確保さ

れ6988億円の予算編成となっております。知事の所見

と自立経済、振興にかける決意を伺います。

　芋、沖縄特例としての一活交付金制度は、国、他府

県から注目を集めております。投資の効果、費用対効

果等、成果が求められますが、県の取り組みについて

伺います。

　２、離島振興についてでありますが、離島のユニ

バーサルサービスを進める上で、インフラ整備や交通

費、物流コストの低減化は離島住民が直面する最大の

重要課題であると考えます。

　伺います。

　茨、知事は、離島振興なくして沖縄の振興・発展は

ないと離島振興を公約の重要課題としております。平

成25年度予算の離島振興に係る重点施策と知事の離島

振興に取り組む決意を伺います。

　芋、離島医療の充実強化についてです。

　離島住民は、放射線治療やＰＥＴ検査等の高度医療

は沖縄本島など島外の医療機関に頼ります。島外で治

療する患者や付添家族の旅費や滞在費等の支援が急務

と考えますが、対処策について伺います。

　鰯つ目に、離島圏の教育費の支援についてです。

　離島圏の保護者にとって子育て・教育費が大きな負

担となっています。離島の子供たちが経済的要因によ

り公平な教育機会が妨げられないよう、教育にかかる

負担の軽減を図るべきと考えますが、支援策について

伺います。

　ア、修学旅行にかかる経費（団体交通費）の軽減支

援策について伺います。

　イ、離島児童生徒の各種大会派遣に伴う航空運賃に
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ついては割引制度が必要と考えますが、支援策につい

て伺います。

　ウ、平成25年度予算で離島児童・生徒支援センター

の実施設計費が計上されているが、実施予定、施設概

要、管理運営方法、保護者の負担等について伺いま

す。

　允、農林水産物の不利性解消事業についてでありま

す。

　ア、本事業の品目ごと、地域ごとの申請状況につい

て伺います。

　イ、離島から本島への農林水産物輸送費が離島農業

を振興する上で大きな支障となっています。市町村裁

量でソフト交付金を活用できないか伺います。

　印、多良間村の水納島の連絡船の整備について。

　住民の定住化、生活の利便性、畜産業、観光の振興

等から連絡船の整備が必要と考えますが、伺います。

　３、漁業振興についてです。

　茨、日台漁業協議が譲歩案で進められようとしてい

る報道があったが、県の見解を伺います。また、県の

尖閣漁業資源の活用と漁業振興策について伺います。

　芋、久米島、八重山・宮古の漁業者が尖閣漁場での

操業を自粛していると聞くが、現状と漁業者の支援策

について伺います。

　４番、下地島空港及び残地の利活用についてです

が、伊良部住民は下地島空港の機能活用と、その広大

な未利用地を活用した地域振興に大きな期待を寄せて

います。いまだに実効性ある振興策が示されていませ

ん。

　茨、下地島空港及び背後地の利活用協議会の進瀧に

ついて伺います

　芋、下地島空港のＪＡＬ撤退に関する調停状況につ

いて伺う。またＪＡＬ、ＡＮＡの撤退の動向と管理上

の課題について伺います。

　鰯番目に、国際災害支援拠点基地、航空機整備基地

としての利活用の可能性について伺います。

　５、宮古広域県営公園整備についてです。

　茨、平成25年度、県単調査費が計上されたが、調査

概要と次年度以降の実施計画について伺います。

　６番目、宮古圏域の観光振興についてです。

　茨、外国観光客受け入れには宮古空港の国際ターミ

ナル・ＣＩＱの整備が必要と考えるが、整備予定につ

いて伺います。

　芋、宮古空港の誘導滑走路の整備計画について伺い

ます。

　鰯、スカイマークが宮古に参入したことによる波及

効果について伺います。また、スカイマークの運休が

報道されたが、県の認識と今後の対応について伺いま

す。

　７、ラムサール条約登録湿地（与那覇湾）の再生及

び多角的活用について伺います。

　茨、与那覇湾は、24年度ラムサール条約に登録され

ており、広大な湿地の再生・保全を初め観光資源とし

ての活用が望まれるが、県の支援策についてお伺いい

たします。

　以上、答弁によって再質問をいたします。

○議長（喜納昌春君）　ただいまの座喜味一幸君の質

問及び質疑に対する答弁は、時間の都合もありますの

で午後に回したいと思います。

　休憩いたします。

　　　午前11時52分休憩

　　　午後１時23分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　午前の座喜味一幸君の質問及び質疑に対する答弁を

願います。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　座喜味一幸議員の御質問に

答弁をいたします。

　沖縄振興についての御質問の中で、沖縄振興特別推

進交付金事業の成果、効果についてという御趣旨の御

質問に答弁をいたします。

　沖縄振興特別推進交付金は、裁量性の高い国庫支出

金として制度化されたものでございます。沖縄県とい

たしましては、同交付金交付要綱に基づき、毎年度事

後評価を実施し、その成果等を公表するとともに、必

要に応じて事業の見直しを行うことにより、この交付

金を活用した事業がより効率的、効果的なものとなる

よう取り組んでまいる所存でございます。

　次に、宮古広域県営公園整備についての御質問の中

で、宮古広域県営公園の調査概要と実施計画について

という御趣旨の御質問に答弁をいたします。

　宮古圏域における県営公園の整備につきましては、

平成25年度調査費を計上しているところであります。

調査は候補地の抽出、整備条件の把握、導入機能など

などを調査検討する予定でございます。そしてこれを

行い、基本構想を策定する予定となっております。ま

た、平成26年度以降の計画につきましては、先ほど申

し上げました基本構想を踏まえまして、早期にこれが

実現できるようまとめてまいりたいと考えておりま

す。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。
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○議長（喜納昌春君）　上原副知事。

　　　〔副知事　上原良幸君登壇〕

○副知事（上原良幸君）　離島振興に関しまして、そ

の取り組む決意を聞きたいとの御質問にお答えいたし

ます。

　平成25年度における離島振興の重点施策につきまし

ては、まず、定住条件の整備として、離島航路・航空

路の運賃の低減や船舶の建造・購入支援、離島児童・

生徒支援センター（仮称）の整備、福祉サービスの総

合支援や医療サービスの確保支援、海底光ケーブルの

整備による情報通信環境の確保などに取り組んでまい

ります。また、離島の特色を生かした産業の振興とし

て、離島観光の認知度向上を図るプロモーションの実

施、含蜜糖生産地域におけるサトウキビ農家等の経営

安定化支援、農林水産物の輸送コストの低減などに取

り組んでまいります。県としましては、「離島の発展

なくして沖縄の発展はない」と考えており、引き続き

総合的な離島振興策を推進し、離島の課題克服に取り

組んでまいります。

　以上であります。

○議長（喜納昌春君）　総務部長。

　　　〔総務部長　川上好久君登壇〕

○総務部長（川上好久君）　沖縄振興についての御質

問の中で、平成25年度の予算に対する所見と自立経

済・振興にかける決意についてお答えいたします。

　平成25年度の沖縄振興予算については、国家財政が

厳しい状況の中、総額で3001億円が確保されるなど、

本県の要望に配慮されたものと高く評価しておりま

す。平成25年度は沖縄振興をしっかりとした軌道に乗

せ、加速させる非常に重要な年であることから、沖縄

振興特別推進交付金を活用し、「強くしなやかな自立

型経済の構築」の基軸に沿って、情報通信関連産業の

振興を図るためのクラウドデータセンターの整備や、

新たなリーディング産業として期待される国際物流産

業の振興を図るためのロジスティクスセンターの整

備、那覇空港における航空機整備基地の整備に向けた

調査などに取り組むほか、「沖縄らしいやさしい社会

の構築」の基軸に沿って、移動交通コスト低減や離島

児童・生徒支援センター（仮称）の整備、待機児童の

解消、放課後児童クラブの利用環境の改善など、住民

ニーズにきめ細かく対応した施策や将来の沖縄の発展

に資する施策に取り組み、沖縄21世紀ビジョンで県民

とともに描いた目指すべき将来像の実現に向け、全力

で取り組んでまいります。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　崎山八郎君登壇〕

○福祉保健部長（崎山八郎君）　離島振興についての

御質問の中で、離島から本島への病院受診に係る支援

についてお答えいたします。

　離島から本島への病院受診に係る交通費について

は、沖縄離島住民等交通コスト負担軽減事業の状況を

踏まえながら、さらなる軽減の必要性について検討し

ていきたいと考えております。また、滞在費等の負担

軽減については、主に遠隔地の小児がん等の家族を対

象に低額の宿泊施設として設置された「ファミリーハ

ウス」の利用状況を踏まえながら、他の施設の活用の

可能性も含め、必要な対応を引き続き検討していきた

いと考えております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　離島振興についての御質問

で、修学旅行の支援策についてお答えいたします。

　小中学校の修学旅行の実施に当たっては、学習指導

要領に示された狙いを達成するため、児童の心身の発

達に応じた日程や、健康安全を確保するとともに、保

護者の経済的負担等を考慮することとしております。

なお、僻地からの修学旅行費につきましては、保護者

の負担軽減を図るため「へき地児童生徒援助費等補助

金」が支給されております。

　次に、離島児童生徒の各種大会派遣に伴う支援策に

ついてお答えいたします。

　離島児童生徒を各種大会に派遣させるためには、あ

らかじめ団体予約で航空便を確保する必要がありま

す。県教育委員会では、航空会社が設定している割引

制度の一つで、修学旅行に適用されている学校研修割

引運賃については、航空会社に対し設定期間の拡大及

び適用を要望しているところであります。なお、市町

村においては、沖縄振興特別推進交付金等を活用した

事業により派遣費の支援がなされております。

　県教育委員会としましては、関係部局とも連携し、

学校研修割引運賃の沖縄版の実現に向け取り組んでい

るところでございます。

　次に、離島児童・生徒支援センター（仮称）の進瀧

状況等についてお答えいたします。

　同施設につきましては、高校のない離島の生徒が進

学する際に寄宿舎機能及び離島の小・中・高校生を中

心とした交流学習や研修会に活用できる交流機能等を

あわせ持つ複合施設として整備を進めているところで

ございます。建設場所は、那覇市東町の那覇市営住宅

跡地を考えており、平成25年度予算案に設計費を提案
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し、26年度に建築、27年度に供用開始ができるよう取

り組んでいるところでございます。管理運営方法等に

つきましては、関係機関等と調整してまいりたいと考

えております。なお、保護者の負担につきましては、

寄宿舎の寮費について、那覇近郊の４つの高等学校に

併設されている既設寮と同程度の金額になるものと想

定しております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　知念　武君登壇〕

○農林水産部長（知念　武君）　離島振興についての

中の、農林水産物不利性解消事業の申請状況について

の御質問にお答えします。

　本事業は、農林水産物の輸送上の不利性を軽減し、

県外出荷量の拡大を図るため昨年８月から実施し、75

団体に約17億円の補助金の交付決定を行っておりま

す。各地区ごとの申請に基づく出荷計画量は、本島地

区は47団体で全体の90％となっており、品目は花卉が

中心であります。宮古地区は14団体で全体の8.6％と

なっており、野菜が中心となっております。八重山地

区は14団体で全体の1.4％となっており、野菜が中心

であります。今後とも実施状況を踏まえつつ、円滑な

事業実施に努めてまいりたいと考えております。

　次に、漁業振興についての中の、日台漁業協議に関

する県の対応及び尖閣に対する漁業支援等についての

御質問にお答えします。３の茨と３の芋は関連します

ので一括してお答えします。

　沖縄の周辺水域は、マグロ等の好漁場であります

が、日台漁業協議において日中協定と同様な協定が締

結されると、台湾漁船との漁場競合が拡大し、漁業へ

の影響が大きくなると認識しております。そのため、

沖縄県及び沖縄県漁連等は、昨年11月とことし１月、

さらに２月にも農林水産及び外務大臣等に対して、当

該協議に当たっては本県漁業者の意向を尊重すること

などを要請したところであります。また、本県漁業者

は、尖閣諸島周辺水域において多数の台湾漁船の操業

や中国公船の監視活動の活発化に対し、海上でのトラ

ブルを恐れ、当該水域への出漁を控えていると聞いて

おります。そのため、当該漁業者等に対する支援策と

して、外国船の操業状況等の把握及び漁場調査等の経

費として日当や燃料費等を助成する国の外国漁船操業

等調査事業が実施されております。

　県としましては、当該調査事業の継続・拡充を国へ

働きかけるとともに、漁業者の操業の安全を確保する

観点から、沖縄振興特別推進交付金を活用した漁業無

線機の整備費用を助成するなど、今後とも漁業者の要

望等を勘案し、漁業支援策を検討してまいります。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　企画部長。

　　　〔企画部長　謝花喜一郎君登壇〕

○企画部長（謝花喜一郎君）　離島振興についての御

質問の中の、市町村の沖縄振興特別推進交付金での農

林水産物の不利性解消のための事業の実施についてと

いう御質問にお答えいたします。

　沖縄振興特別推進交付金の個別事業への活用の可否

については、事業の熟度や事業内容及び目的などが沖

縄の自立戦略的発展に資することや、沖縄の特殊性に

基因するものであることなどを個別・具体的に精査し

て判断されるものと考えております。平成25年度につ

きましては、離島市町村から農林水産物の流通費を助

成する事業の相談があり、現状と課題の整理や必要

性、有効性さらには成熟性などについて調整、検討を

進めていきたいと考えております。

　次に、水納島の連絡船の整備について。

　多良間村の水納島は、平成23年住民基本台帳による

と人口が４人、主な産業として肉用牛の飼育が行われ

ております。多良間島と水納島を結ぶ航路につきまし

ては、個人所有船により、生活物資や肉用牛の輸送が

不定期でなされている状況にあります。当該航路の連

絡船整備につきましては、貨物需要の見込みや運航事

業者の動向について、多良間村等の関係機関と連携を

図りながら検討する必要があると考えております。

　次に、宮古圏域の観光振興についての御質問の中

の、スカイマーク参入による波及効果及び運休に対す

る県の認識と対応についてお答えいたします。

　離島航空路へのＬＣＣ就航につきましては、航空会

社間の競争が促進され、運賃の低減、新規需要の開

拓、路線網の充実などを通して観光振興や地域活性化

が図られ、離島の定住条件の整備に寄与するものと考

えております。特に離島航空路線においては、日常生

活の安定及び地域振興を図る上からも継続的かつ安定

的に運航が維持されることが重要であると認識してお

ります。しかしながら、スカイマークは平成25年１月

に、宮古路線について４月から６月までの運休を発表

したことから、県としては、同社に対し運航の継続を

強く求めているところであります。なお、スカイマー

クの運休期間中の対応につきましては、沖縄離島住民

等交通コスト負担軽減事業を適用し、離島住民の負担

軽減を図っていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　當銘健一郎君登壇〕
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○土木建築部長（當銘健一郎君）　下地島空港及び残

地の利活用についての御質問の中で、利活用協議会の

進瀧状況についてお答えいたします。

　下地島空港は、那覇空港並みの3000メートルの滑走

路を有した空港であり、同空港の機能を維持し利活用

を図ることは、県経済のさらなる振興及び活性化に大

きく寄与するものと考えております。そのため、現在

下地島空港利活用検討協議会を設置して検討を進めて

おり、従来のパイロット訓練に加えて、航空機の性能

試験や航空宇宙産業の誘致など、新たな利活用策につ

いて、実現可能性の観点から具体的な検討を行ってお

ります。検討に当たっては、伊良部大橋供用後の宮古

空港との役割分担を踏まえながら、地元宮古島市及び

関係機関と連携して取り組んでいるところでありま

す。

　同じく、下地島空港及び残地の利活用についての御

質問の中で、下地島空港の調停状況、ＪＡＬ、ＡＮＡ

の動向及び管理上の課題についてお答えいたします。

　日本航空を相手方とする調停協議は、昨年７月の第

１回期日を皮切りに、東京地方裁判所においてこれま

でに８回行われております。協議に要した期間は７カ

月余りと難航いたしましたが、今般、裁判所の調停委

員から県及び日本航空の双方に調停案の提示があり、

同案を受諾するよう勧告を受けたことから、今議会に

調停議案を追加提案したところであります。

　本議案につきましては、この後知事から提案の説明

がございますが、もう既に提案されておりますし、ま

たせんだって議会運営委員会でも内容等について御説

明もさせていただきましたので、ここでは内容につい

ての御説明をさせていただきます。

　調停議案の内容につきましては、１つ、日本航空は

解決金として１億7000万円を県に支払う義務があるこ

と、２つ、県と日本航空において締結された下地島空

港の操縦演習使用料についての覚書は、調停成立日を

もって解約すること、３つ、県は日本航空所有の訓練

施設と乗員宿舎の無償譲渡を受けること、４つ、県は

下地島空港施設株式会社の株式の譲り受け先をあっせ

んすること、５つ、日本航空は下地島空港周辺地の所

有権を主張しないことなどとなっております。

　訓練に関する動向につきましては、日本航空は当面

の間、実機を使った訓練を行う予定はないとしてお

り、また、全日本空輸は現時点で正式な意思表明はあ

りませんが、平成25年度も引き続き訓練を行うものと

考えております。

　下地島空港の管理運営につきましては、全日本空輸

の訓練継続が見込まれることから、調停が成立した場

合には、平成25年度において運営に特段の支障はない

ものと考えております。

　同じく下地島空港及び残地の利活用についての御質

問の中で、国際災害支援拠点基地、航空機整備基地と

しての利活用の可能性についてお答えいたします。

　国際災害支援については、現在、ＪＩＣＡ（国際協

力機構）が海外への国際緊急援助隊の派遣や緊急物資

輸送及び備蓄等を行っております。国際緊急援助隊派

遣の拠点空港としては、緊急派遣が可能となる国際定

期路線網が確立している成田国際空港が使用されてい

るところでございます。支援物資の備蓄拠点空港につ

いては、物資の調達・保管コストが安く、援助物資の

輸送に利便性のよい国際拠点空港が有利とされており

ます。また、航空機整備については、定期路線が多い

エアラインの拠点空港で整備したほうが経済的かつ効

率的であるとのことから、現在、国内においては、成

田国際空港、東京国際空港及び関西国際空港が整備拠

点となっております。このような状況も踏まえながら、

下地島空港利活用検討協議会では、平成24年度中に実

現可能な利活用案の絞り込みを行う予定であります。

　次に、宮古圏域の観光振興についての御質問の中

で、国際ターミナル・ＣＩＱの整備についてお答えい

たします。

　県では、世界水準の観光・リゾートの形成を目指し

て、昨年策定された沖縄21世紀ビジョン基本計画にお

いて、宮古圏域における国際便受け入れ体制の整備に

取り組むことがうたわれております。県としては、宮

古圏域の観光産業の発展を図る観点から、将来的な旅

客需要を踏まえつつ、ＣＩＱ施設整備に係る調査につ

いて関係機関や地元宮古島市と連携しながら取り組ん

でいきたいと考えております。

　同じく宮古圏域の観光振興についての御質問の中

で、宮古空港の平行誘導路の整備についてお答えいた

します。

　平行誘導路は、航空機の滑走路占有時間を短縮する

ため、複数の取りつけ誘導路とエプロンを結び、滑走

路と平行に設置される誘導路であります。一般的に

は、ピーク時間当たりの離発着回数の多い空港で設置

されるものであり、宮古空港については、平行誘導路

の設置条件に達していないことから、整備について

は、今後の離発着回数の推移を見ながら検討していき

たいと考えております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　ラムサール条約登録
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湿地の再生及び多角的活用についての御質問の中で、

与那覇湾の湿地の再生保全に対する県の支援について

お答えいたします。

　与那覇湾は、藻場・干潟として豊かな生態系を持つ

ことから、昭和56年に県の鳥獣保護区として指定し、

その保全を図ってきたところであり、昨年８月に国指

定鳥獣保護区としてラムサール条約湿地に登録されま

したことは、大変すばらしいことであります。

　県としましては、宮古島市が平成24年度から着手し

ている与那覇湾の有効活用を図るための総合整備計画

づくりの進瀧を踏まえながら、環境省と連携し、支援

策の内容等について検討していきたいと考えておりま

す。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　座喜味一幸君。

○座喜味　一幸君　丁寧な答弁ありがとうございまし

た。

　まず第１点に、これはある意味ではちょっと政治的

な判断が要るかなと思うんですが、水納島の連絡船の

話です。定期航路がない、人口が少ない、港湾管理等

もないということで、本事業の対象として救いがた

い。離島の船舶購入等については三十数億等の支援事

業があるんだけれども、多良間で牛を運んだり、生活

緊急路としての連絡船、個人船なんですが、もう耐用

年数切れているということで、現場に行きますと、電

気は仲井眞知事が電力の社長のときに特段の御配慮を

もらったんだけれども、この連絡船については事業に

も乗っからん、どこに行っても話のらちが明かんの

で、一括交付金でぜひ検討いただきたいということで

ございます。嫁さんももらって一生懸命で、観光客も

多いのでその連絡船の購入、これはもう小規模離島な

んだけれども、定住条件整備にはもうぜひ必要なの

で、知事からぜひ部長のほうにお願いして何らかの形

で、４名だけれどもそこには年間百何十頭の牛をちゃ

んと運んでいますし、観光客も最近多いということで

ございますから、そういうところこそぜひ救済、支援

すべきじゃないかと思いますが、知事の御判断をお願

いしたいと思います。

○議長（喜納昌春君）　企画部長。

○企画部長（謝花喜一郎君）　議員よく御承知のよう

に、船舶更新計画などは定期船などが対象となってお

ります。そういった中で、このスキームによる購入な

どはなかなか難しいわけですけれども、いろいろ村か

らの御要望などもありますので、よく多良間村と意見

交換、またできればその現場のほうの方々の話も聞い

て、どういった形で対応できるのか検討してまいりた

いと思っております。

○議長（喜納昌春君）　座喜味一幸君。

○座喜味　一幸君　ぜひこれしっかりと対応して、結

構観光客も多くなりましたし、グリーンニューディー

ルで浜も大掃除してもらって、本当にすばらしいビー

チで観光客が物すごくふえております。そういう意味

での定期路線、しっかりと支援をいただきたいなと思

いますのでよろしくお願いします。

　それからちょっと確認も含めまして、スカイマーク

が宮古ちょっと運休という話がありまして、私も離島

割引の住民カードもらってきたら、どうも宮古―石垣

だけが対象になって、宮古対象になっていないんです

よ。じゃスカイマークがなくなったときに、運休した

ときに、この不利性解消事業でしっかりとした、今目

標が新幹線並みの運賃ということでありますから、そ

のスカイマークが運休している間はこのコスト事業で

しっかりと支援するのか。そのコストの目標額も含め

て、まずは宮古のコストをちょっと教えてください。

○議長（喜納昌春君）　企画部長。

○企画部長（謝花喜一郎君）　答弁させていただきま

したけれども、このスカイマークの運休の報告を受け

まして、県としては継続を求めながらも、一方でその

後運賃がまたはね上がるのかということについて懸念

がありましたので、早速、既存のＡＮＡそれからＪＡ

Ｌのほうといろいろ意見交換などをしてまいりまし

た。その結果、ＡＮＡ、ＪＡＬなどが出されたこの届

け出運賃が競争状態にないことなどがわかりました。

またしかも県が求めている新幹線並みの運賃を超えて

いるということも判明しましたので、離島住民等交通

コスト負担軽減事業を発動いたしまして、この新幹線

並みの運賃ということで7000円台と――今、明確な数

字はちょっと申し上げられませんが――7000円台には

なるというふうに考えております。

○議長（喜納昌春君）　座喜味一幸君。

○座喜味　一幸君　これは対応をいただくということ

でありますから、ぜひお願いすることとして、今後ス

カイマークを含めてＬＣＣ航空、石垣の新空港におい

てもＬＣＣ航空等が入るいろんな情報も入っておりま

すが、これは今後はＬＣＣ航空は積極的に受け入れて

どうコストを低減していくかというこれは課題になっ

てきますので、含めて宮古のスカイマーク参入後、Ａ

ＮＡとＪＴＡの客数は減っていないんです。スカイ

マークが参入した部分が３割ぐらいふえているという

ことで、客層の誘致の仕方も全く違っておりますか

ら、ただ、その検問所が違うだとか、検査場が非常に

閉塞されているということで、使いにくいというよう
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なこと等があります。これから私はＬＣＣ航空、排除

すべきものじゃなくて積極的に協力を求め参入を求め

る意向だとも思っておりまして、石垣が新空港があっ

て、そのＬＣＣ航空が参入したときに宮古と同じよう

な現象になるんだったら嫌だというような話等も聞こ

えております。ＬＣＣ航空は別の客層を呼び込む旅客

機でありますから、その辺の検討はしっかりやるべ

き。ＬＣＣ航空を排除すべきじゃない。そういうふう

に思いますが、いかがでしょう。

○議長（喜納昌春君）　企画部長。

○企画部長（謝花喜一郎君）　議員おっしゃるとおり

で、23年９月にこの宮古路線にスカイマークが就航を

した結果、就航前が81万3000人余りの利用者が106万

9000人ということで、25万6000人ふえております。

31.5％増となっています。これはやはり客層の食い合

いというよりも新規利用者をふやしているということ

でございます。答弁でもさせていただきましたけれど

も、新たな需要が喚起できるということで、ＬＣＣ航

空は沖縄の観光振興にとっても必要であるというふう

に認識しておりますので、県としてはこれからもＬＣ

Ｃの参入を求めてまいりたいというふうに考えており

ます。

○議長（喜納昌春君）　座喜味一幸君。

○座喜味　一幸君　これは非常にきめ細やかに、ＬＣ

Ｃ航空はぜひ対応していくべきだなと思っております

ので、よろしくお願いします。

　農産物の不利性解消事業、非常に私期待をしている

んですが、先ほどの報告見ますと少し不十分かなとい

うふうに思っております。例えば離島あるいはヤンバ

ル等から共同卸売市場に来た品物が、本土に仕向けと

して行く場合に、このコスト低減分は農家に還元され

るのか、その辺の仕分けのルール・スキームはできて

いるか、部長どうでしょう。

○議長（喜納昌春君）　農林水産部長。

○農林水産部長（知念　武君）　基本的には出荷団体

に補助をするわけですが、例えば農協等が事業主体に

なりますと、農協は今現在は東京に送ってその売れた

値段から輸送費等を手数料として引いて農家に払いま

す。今回の場合はその輸送料がかかりませんので、基

本的に東京も鹿児島までのものは控除されますので、

それを引いた額を農家に返す、結果的にその輸送分が

返っていくと。その他の出荷団体については、出荷団

体が購入をするというか力がついてきますので、その

分東京での市場性というか競争性がついてきますの

で、結果的にここで農家から買う値段を高く買っても

成り立つということで、結果的にその値段が上がって

いくということで、結果的に還元されているという考

えでいいと思います。

○議長（喜納昌春君）　座喜味一幸君。

○座喜味　一幸君　これはもう少し現場に入って事例

を見ながらちょっと点検をしていただけませんか。も

し、農家の支援という形に対して問題があったら、そ

の辺は是正していってもらうということで、現場の

ユーザーからぜひその仕組みをちょっと点検して、

もっと農家が使いやすい、あるいはちゃんと結果が出

るような形でちょっと検討をお願いしましょう。

　それで沖縄振興調査会の川口先生を初めとして意見

交換した中で、今の不利性解消事業、あまた広げると

いうよりも１市町村ごとに戦略商品を決めて、もっと

増産、所得向上につなげていくためには、必ずしも今

の不利性解消事業のスキームでいいのかと。本当に地

域の農林水産業の振興に結果が出せるということであ

れば、鹿児島並みの運賃だけで本当に農家がよしとす

るのか。その辺もう少し大胆に結果が出るように、１

市町村に裁量を持たせてしっかりと結果が出るのであ

れば、鹿児島並み運賃だけではなくして大胆な取り組

みをやっていいんじゃないのかという宮腰先生含めて

そういう話がありましたので、その辺いかがでしょう

か。

○議長（喜納昌春君）　農林水産部長。

○農林水産部長（知念　武君）　現在のこの事業はや

はりスキームとして鹿児島並みの経費で、東京、大阪

あるいは福岡の市場に送ることができるという考えの

もとに理解をもらっております。仮に、今座喜味議員

から提案のあったような内容で農家振興、農業振興と

いうことにつながるということであれば、また角度を

変えて事業のスキームを我々も今回の事業を実施した

成果を見ながら、また国のほうにも新たな視点でお願

いをしていこうかということも考えております。

○議長（喜納昌春君）　座喜味一幸君。

○座喜味　一幸君　よろしくお願いします。

　それから、まず宮古空港の国際ターミナルの件です

けれども、小松空港に議運で視察に行ったときに、小

松空港、国内線と国際線、ソウル・上海・台北、国際

線あるんだけれども、非常に極めて簡単な形で施設が

整備されているというようなことがあります。今度、

沖縄県のいろんなゴルフ調査等の支援をもらって韓国

からチャーター便が来ました。180名のお客さんが来

て、140名も３ラウンドして満足して帰ったというこ

とがありますし、台北からのチャーター便もあって、

このロビーで検査をする時間が大変だったというよう

な話等もあって、施設がないから来にくいのか、客が
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いないから整備ができないのかという、平行誘導路の

話も含めて、私はある意味でそのＣＩＱしっかりと整

備する、平行滑走路しっかり整備することによって、

石垣、那覇、宮古も国際的な客層がふえるというふう

に思っているんですよ。ですからこれは、客がふえな

いから整備ができないのか、整備をすれば観光客が来

るのかという部分がありますので、この判断は私は行

政主導で判断していくべきではないかと思うんです

が、知事いかがでしょうか。

○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。

○土木建築部長（當銘健一郎君）　議員から宮古空港

におけるＣＩＱ施設とそれから平行誘導路についての

御質問がございまして、答弁させていただきました。

　まず、ＣＩＱのほうから行きますと、宮古空港にお

ける国際チャーター便、先ほど韓国からも来られたと

いうことですけれども、例えば平成21年には国際

チャーター便はゼロ、22年１便、23年ゼロ便というこ

とで、24年はちょっとここにデータが出ておりませ

ん。最近はふえる傾向にあるかもしれませんけれど

も、これまで余りなかったということがございます。

　そして平行誘導路につきましても、これは国土交通

省の航空局の実はちょっと基準がございまして、平行

誘導路についてはピーク時間当たりの離着陸回数が８

回以上の滑走路ということでございまして、宮古の場

合には22年が６回、23年が7.6回、これも少しふえて

おります。したがって、今後の動向を見ながら考えて

いきたいということで御答弁を差し上げたところでご

ざいます。特に21世紀ビジョンの中には、宮古圏域に

おいて国際便受け入れ体制の整備に取り組むというこ

とになっておりますので、特にＣＩＱにつきましては

次年度、25年度に少し調査をしてみようというような

ことで、旅客の需要予測とかあるいはつくるのであれ

ばどういうふうな形でやっていくのかというようなこ

とは考えていきたいと思っております。

○議長（喜納昌春君）　座喜味一幸君。

○座喜味　一幸君　よろしくお願いします。

　教育長、離島から子供たちが大会等に出るコストの

話なんですが、離島住民はこんなに一括交付金いただ

いてしっかりとした低減がされているんですが、子供

たちに関しては全く配慮されていないということが前

回から何回も出ているんです。少なくともこの離島の

交通コスト並みに子供たちの交通費を低減していく、

そういうふうな状況を速やかにつくらないと非常にま

ずいというふうに思うんです。これは私、離島の一般

住民に対しては企画部でやっているんですが、この子

供たちの件に関しては教育庁所管ということでござい

まして、これは教育庁の一括交付金の使い方の裁量、

それだと思うんですよ。ですからこれは検討を始めて

いただいているとは聞いているんですが、これはどう

なんですか。総務部長とちょっと相談していただい

て、速やかに離島住民並みのコスト低減。今のまま

だったらこれは離島の大人の料金より6200円ぐらい石

垣の場合、高いんですよね、子供たちの運賃が。あり

得ないあり得ないとみんな言っているんですよ。その

辺を速やかにやっていただくことによって、そういう

ことで宮古の場合もコストが安くなった分、公式の行

事以外、対外試合だとか、大いに出ていろんな交流が

上がっております。これはオール離島としてこれは速

やかに対応していただくと、これこそまさに一括交付

金の使いどころだと思いますが、離島の子供たちの教

育の均等でございますから、どうでしょう。

○議長（喜納昌春君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　貴重な御提言ありがとうご

ざいました。

　この離島の子供たちの各種大会の派遣に係る負担軽

減、それにつきましては我々もさまざまな角度から研

究してまいりまして、その結果として、実は沖縄版の

学校研修割引運賃というものを今研究している段階で

ございます。離島住民等交通コスト負担軽減事業、こ

れは知事部局のほうで策定いたしまして、大変すばら

しい事業なんですけれども、残念ながら団体割引が適

用されないという現状があるわけですね。したがいま

して、我々もこの一括交付金を活用した今の沖縄版の

学校研修割引運賃の設定に向けて研究しているところ

でございます。具体的にはどういったものかといいま

すと、航空会社が設定する運賃でございます。その際

に、学校教育法で定める学校に在籍する児童生徒が15

名以上から成る団体旅行及びこれを引率する教職員に

適用する割引運賃でございます。ですから、本県限定

の割引運賃でございます。これも航空会社のシステム

改編がなされます2015年の３月期に向けまして２カ年

前からの申請が必要でございますので、ぜひ2013年初

頭には航空会社に要請できるように取り組んでいると

ころでございます。これも関係部局と連携しながら、

より効果的な対応を考えていこうと考えております。

○議長（喜納昌春君）　座喜味一幸君。

○座喜味　一幸君　これは航空会社がそういう枠をつ

くってくれるかという話と、場合によっては一括交付

金、財源は総務部と相談してもらって、適用できる事

業でありますから、それに関してはその航空会社の制

度ができるまで一括交付金で差額を充当するとかでき

るはずなので、速やかな対応をお願いしたいと思いま
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す。

　もう一点だけ、きのうでしたか、支援センターの

クーラーの話がありましたけれども、これはちょっと

教育長、答弁がしどろもどろしていたんですが、クー

ラー設置ぐらい当然やりますよね。もう一度確認をさ

せてください。

○議長（喜納昌春君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　このセンターにおけるクー

ラーの設置につきましては、敷設することで整備して

まいりたいと考えております。

○議長（喜納昌春君）　座喜味一幸君。

○座喜味　一幸君　明快な回答でありがとうございま

す。

　教育長の今の支援センターは、文科省の予算を使う

のか、用地をどうするんだという苦労をしてきたんで

すが、今まさに一括交付金をぴしっと使っていいとい

うことになっているわけですから、その辺については

極めて弾力的な運用を図るべきかなと思っているんで

すけれども、この高校のある離島から来る高校生はそ

の宿舎に入れないというようなことがあるんですが、

それはどういうことなんでしょう。高校のある離島の

高校生や、あるいは専門学校的な学校で地域外の高校

に出るときに寄宿舎は使えないという話があります

が、その辺違うんでしたら、どうぞ。

○議長（喜納昌春君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　実は、県内の60校の県立高

等学校の中には、寄宿舎を持っている学校は11校ござ

います。本島にはたしか８校だったと思います。

　今、議員の御指摘のような離島出身の高校生が入れ

ないということはございません。ただ、定員の枠がご

ざいますので、これは優先順位が当然ございますの

で、その際にしっかりと対応していると思っています

ので、そういった御心配は必要ないと考えておりま

す。

○座喜味　一幸君　ありがとうございました。

○議長（喜納昌春君）　金城　勉君。

　　　〔金城　勉君登壇〕

○金城　　勉君　こんにちは。

　今議会は非常に静かでございます。やはり前田議員

のあのやじがないからであります。そのおかげで自民

党の照屋議員も非常に静かで元気がありません。やっ

ぱり前田議員の存在感というのは、非常に失って初め

て気づくものであります。深く御冥福をお祈り申し上

げます。

　では質問をします。

　昨年12月に３年余の期間を経て自公政権が復活し、

安倍内閣がスタートいたしました。安倍政権は、ス

タート当初からデフレ脱却を目指し、経済運営の柱と

して金融緩和、積極財政、成長戦略の「３本の矢」を

掲げました。そのことは市場にも好感を持って受け入

れられ、円安と株価の値上がりへと向かい上々の滑り

出しであります。支持率も発足当初より上昇しており

ます。このアベノミクスが国民生活にも好影響をもた

らし、生活向上につながることを大いに期待したいと

思います。

　一方で、安倍政権の外交・防衛政策について、私

は、沖縄の立場から見たとき非常に懸念を抱いており

ます。普天間飛行場の辺野古移設の強行推進、オスプ

レイの追加配備、集団的自衛権容認への傾斜、防衛費

の増大等々、強固な日米同盟を目指す余り、アメリカ

の意向に忠実に従い、沖縄の基地負担は変わらず過重

負担が続いていくのではないかと懸念しております。

普天間飛行場の辺野古移設に関しては、今月にも埋立

承認申請が出されるのではないかとのマスコミ報道が

あります。極めて残念であります。県内の全首長、全

議会が県外移設を求め、前代未聞のオスプレイ撤去の

東京行動を展開しても一顧だにされない。日米同盟の

基地負担を今後も沖縄に押しつけていこうとの明確な

政府の意思を感じます。そうであれば、我々沖縄県民

は、これまでの反対一辺倒の運動でいいのか、新たな

解決の方途を模索しなければならないのではないで

しょうか。

　きょうの私の一般質問は、そうした問題意識のも

と、基地問題に絞って質問をいたします。

　１、海兵隊の沖縄集中の歴史的経緯を説明してくだ

さい。

　２、沖縄に集中した理由をどう考えるか。

　３、海兵隊の役割は何か。

　４、在沖海兵隊基地の役割は何か。

　５、在沖海兵隊の抑止力とは何か。

　６、在沖海兵隊の地理的優位性とは何か。

　７、日米安保体制は片務的か、双務的か。

　８、在日米軍は何のためにあるのか。

　９、日本外交は防衛問題に関し、なぜ対米追従なの

か。

　10、駐留軍経費の日本側負担はどうか。

　11、アジア・太平洋地域における海兵隊の訓練形態

はどうか。

　12、普天間問題の解決方法は、県が米国と直接交渉

すべきではないか。

　よろしくお願いします。

○議長（喜納昌春君）　仲井眞知事。
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　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　金城勉議員の御質問に答弁

をいたします。

　在日米軍についての御質問の中で、在日米軍は何の

ためにあるのかという御趣旨の御質問にお答えいたし

ます。

　政府は、在日米軍につきまして、日米安全保障条約

に基づき日本に駐留し、我が国への侵略に対する抑止

力となり、我が国に対する武力攻撃があった場合には

日米の共同対処を迅速に行い、さらに、米軍兵力の来

援のための基盤になるとしております。

　次に、普天間飛行場の解決方法についてという御質

問の中で、普天間飛行場移設問題の米国との直接交渉

についての御質問にお答えいたします。

　普天間飛行場移設問題は、日米両政府において解決

すべき問題と考えております。しかしながら、県民の

意向に沿った解決が図られるよう、米政府等に対し沖

縄の実情を直接説明し理解してもらうことは大変重要

なことと考えております。これまで４回訪米をし、米

政府関係者との面談やシンポジウムを通じて直接沖縄

の実情を訴えてまいりました。

　今後も、このような取り組みを進める中で、さらに

効果的な施策などをつくり出してまいりたいと考えて

おります。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。

○議長（喜納昌春君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　海兵隊の沖縄集中の歴

史的経緯について、海兵隊が沖縄に集中した経緯と理

由についてお答えいたします。１の茨と２の茨は関連

いたしますので一括してお答えいたします。

　御質問の点につきましてはさまざまな説があり、理

由については断定的に申し上げかねますが、経緯につ

いて申し上げます。

　第二次世界大戦後、世界は東西冷戦時代に突入し、

1949年の中華人民共和国の成立や1950年朝鮮戦争の勃

発等極東における国際情勢の変化により、沖縄は太平

洋地域の防衛の重要な拠点として米戦略の要所と位置

づけられました。こうした国際情勢のもと、1950年代

の本土における米軍基地の整理縮小の流れを受け、本

土から当時米国の施政権下にあった沖縄への海兵隊の

移駐が進み、それらが今日の沖縄の海兵隊を形成した

ものと認識しております。

　次に、海兵隊の役割について、在沖海兵隊の役割、

抑止力及び地理的優位性についてお答えいたします。

３の茨、４の茨、５の茨、６の茨は関連いたしますの

で一括してお答えいたします。

　国は、「在日米軍・海兵隊の意義及び役割」におい

て、海兵隊を即応性・機動性にすぐれた初動展開部隊

とし、在沖海兵隊は抑止力の重要な要素の一つとの見

解を示しております。また、海兵隊を含む在日米軍が

沖縄に駐留する必要性についても、「沖縄の地政学的

位置」を根拠としております。しかし、県としては、

これらの説明は具体的でなく、在日米軍基地の大部分

を占める沖縄の米軍基地の役割や必要性について十分

な議論がなされてきたとは言えないと考えており、国

において県民が納得できる説明が必要と考えておりま

す。

　次に、日米安保体制についての御質問の中で、日米

安保体制は片務的か双務的かとの御質問にお答えいた

します。

　日米安保体制は、日米安保条約上の防衛義務という

観点から片務的であるとの意見があります。一方、日

本の基地提供義務や在日米軍駐留経費負担、憲法９条

との関係などで必ずしも片務的でないとの意見があ

り、一概に結論づけることは困難であります。

　次に、日本外交の防衛問題についての御質問の中

で、日本外交の対米追従についてお答えいたします。

　我が国の外交が対米追従かどうかについては、さま

ざまなお考えがあるものと承知しております。県は、

日米同盟が地域の安定と日本の平和に寄与していると

の立場であり、その上で沖縄の過重な基地負担の軽減

について、日本政府は、独立国家として県民の意見を

よく聞き、米国と交渉すべきであると考えておりま

す。

　次に、駐留軍経費の日本側負担額についてお答えい

たします。

　在日米軍駐留経費負担、いわゆる思いやり予算につ

いては、平成24年度予算で、１点目、在日米軍が使用

する施設・区域についての提供施設整備費が206億

円、２点目として、在日米軍従業員の労務費が1408億

円、３点目として、在日米軍が公用のため調達する光

熱水料等が249億円、４点目として、日本側の要請に

よる在日米軍の訓練の移転に伴い必要となる経費４億

円となっております。

　次に、アジア・太平洋地域における海兵隊の訓練形

態についてお答えいたします。

　防衛省によりますと、在日海兵隊の歩兵大隊、砲兵

大隊等の実働部隊は、部隊展開プログラム、いわゆる

ＵＤＰにより米本土・ハワイから約６カ月派遣されて

いるとのことであります。県内の訓練場における都市
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型戦闘訓練などのほか、韓国、タイ、オーストラリア

等のアジア・太平洋諸国において合同訓練を実施して

いるとされております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　金城　勉君。

○金城　　勉君　それでは、再質問をさせていただき

ます。

　１点目から６点目まで、この歴史的集中の経緯、あ

るいはまた集中した理由、あるいはまた海兵隊の役

割、抑止力、優位性等こういうことについては、今の

答弁にもありましたように、やはり1950年代――正確

には56年から57年ごろですけれども――岐阜や山梨に

あった海兵隊基地が、向こうの反対運動の展開によっ

て沖縄に集中してきた、こういう経緯があります。し

かし、その当時は朝鮮戦争が50年の６月に勃発して非

常に朝鮮半島が緊張状態にあったわけで、そういう意

味では、むしろ抑止力とか地理的優位性ということで

あれば、沖縄ではなく九州あたりであろうと思いま

す。ですから、そういうことを踏まえると、沖縄の海

兵隊の抑止力とか地理的優位性とか言われるようなも

のは全く後づけの理屈であるというふうに考えますけ

れども、公室長、どうですか。

○議長（喜納昌春君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　そのあたりを、県は、

抑止力あるいは地理的優位性という説明につきまして

は、先ほど答弁いたしましたように、どうも県として

もなかなかそのまま納得がいかないということでござ

います。今議員がおっしゃったように、やはり当時そ

こに部隊を移動させるに当たりましては、当時は沖縄

は米国の施政権下にあったわけでございまして、特に

外交交渉等を経ずにそういったことが可能であった

と、それもまた一つの理由ではないかと考えておりま

す。

○議長（喜納昌春君）　金城　勉君。

○金城　　勉君　そういうことですね。

　次に、知事にお答えいただきました在日米軍は何の

ためにあるか。これについては今お答えがありました

ように、形の上では安保条約第６条に基づいて、この

日本の平和あるいはまた極東の安定等に資する、その

ために米軍は置いてあるというふうにされております

けれども、この安保条約が締結されるまでの経緯を

ちょっと振り返ってみたいと思います。

　これは1950年６月に朝鮮戦争が勃発をしました。そ

して、安保条約の日米交渉が始まったのは、その翌年

の51年１月、トルーマン大統領の特使としてあの有名

なダレス、国務省の特別顧問が来日してまいります。

そして、日本側と交渉するときのダレスの発言とし

て、その使節団の会議のときに彼が言った言葉がある

んですね。何かというと「我々は日本に、我々が望む

だけの軍隊を、望む場所に、望む期間だけ駐留させる

権利を獲得できるだろうか、これが根本問題である」

という認識を示します。その上で、ダレスは、アメリ

カにとって在日米軍というのは死活的な重要な要素で

ある、こういう発言もします。

　そういう中で、日本側は前年から、そのダレス使節

団とどういう交渉をするかということで外務省の中で

さまざまな議論を尽くして、Ａ案、Ｂ案、Ｃ案、Ｄ

案、いろんな案をつくります。その中の一つに、五分

五分の案というのがあるんですね。つまり、アメリカ

にとってこの緊張する朝鮮半島の情勢を考えれば、あ

るいはまた対共産的な対応ということを考えれば、日

本に米軍基地を置くということは死活的に重要な問題

であろうと。だからアメリカにとって日本が基地を提

供するということは決定的に重要な貢献である。一方

で、日本は軍備がないから米軍にそういう安全保障を

守ってもらうということで「五分五分の論理」を準備

します。当時の吉田総理もこれでいこうというふうに

確認するんですけれども、いざダレスと交渉が始まっ

たら、こういう議論が全く出てこなくて、むしろアメ

リカの駐留を日本は希望しますという交渉に打ち変

わってしまうんですね。ですから、ダレスはその発言

を聞いて、よろしいと、日本を守ってあげましょう

と。日本の国土をアメリカの必要に応じて、必要な期

間だけ基地として使用することを認めなさい、駐留経

費も負担しなさいということから始まって、あれもし

なさい、これもしなさいということで、今日に至る原

点はそのときにつくられているんですね。ですから、

なぜこんなにまでもアメリカに弱腰なのかと我々が素

朴に疑問に思っていることが、実はそのスタートの時

点でつくられているという、この経緯について、知

事、どういう感想をお持ちですか。

○議長（喜納昌春君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　今、議員の大変該博な

知識をお聞きいたしました。私どもが承知しているさ

まざまな文献においても、今おっしゃった流れ、マッ

カーサーの統治、朝鮮動乱、そしてダレスの派遣と

いった流れであると思います。

　ただ、現在の基地の存在している、あるいは沖縄が

こうむっている負担の原点は、当然ながら時系列的に

はその時点にあるというのは全く同感でございますけ

れども、ただ、その背景にあります朝鮮戦争あるいは

日米冷戦、さらにその後ベトナム戦争、あるいは東西
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冷戦の東側の崩壊、東西冷戦の終結といった歴史的な

中で、県が今問題にしておりますのは、沖縄の基地の

ありようというのが変わっていない。依然として県民

にこれだけの負担を負わせているということでござい

まして、議員のお話を聞く上で改めてこの沖縄の負担

というのは継続しているという思いを強くしたわけで

ございます。

○議長（喜納昌春君）　金城　勉君。

○金城　　勉君　本来であれば、やっぱり「五分五分

の論理」というものをきちっと前面に出して交渉すれ

ば、今日のような日米関係にはならなかったと私は

思っております。

　もう一つお聞きしたいのは、なぜ対米追従かという

ことでお聞きしたいのは、知事、日米安保条約と日本

国憲法はどっちが優先しますか。

○議長（喜納昌春君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　これはどちらが優先と

いう、一概には……。いろんな過程があろうかと思い

ますが、もちろん日本国憲法は我が国の法規では最高

法規でございまして、日本国憲法が最高法規であると

いうことでございますが、また、外交慣例上、国内法

に対する条約の優先という面もまたあろうかと思いま

す。これはそれぞれどういう側面で見るかによって若

干変わってくるだろうと考えております。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午後２時31分休憩

　　　午後２時31分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　金城　勉君。

○金城　　勉君　これを考えるに当たって、日本にお

けるいろんな裁判の事例というのがありまして、それ

を通してちょっと考えていきたいと思うんですけれど

も、公室長、砂川事件というのを御存じですか。

○議長（喜納昌春君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　承知しております。

○議長（喜納昌春君）　金城　勉君。

○金城　　勉君　この砂川事件については、ことしの

１月18日の琉球新報、１月31日の沖縄タイムスでも関

連記事が報道されましたけれども、ちょっと振り返っ

てみたいと思います。

　これは1957年７月８日に、当時の東京都砂川町とい

うところで米軍基地の拡張工事があって、測量を邪魔

した一般市民が７名逮捕された事件です。そして、同

じく59年３月に伊達裁判長の東京地裁での判決が下り

ます。それは、日米安保条約、米軍駐留は戦力の保持

を禁止した９条に違反するという判決が下ります。し

かし、検察は高等裁判所を飛び越えていきなり最高裁

へ跳躍上告をします。

　59年12月に、今度は最高裁で審理が行われて、12月

16日に最高裁の判決が下ります。そのときの最高裁長

官は田中耕太郎裁判長です。そのときの判決は、安保

条約、米軍駐留は合憲というふうになります。理由

は、憲法９条で禁止している戦力というのは、日本の

戦力を指すものであって米軍を指すものではないとい

うことで、安保条約合憲という判断が示されます。そ

のときの裁判長の一つの指針は、安保条約は司法裁判

所の審査になじまない。そしてもう一つは、安保条約

は裁判所の司法権限の範囲外であるということであり

ます。この最高裁の判決が、実は今日に至るまで米軍

基地問題に関する裁判の行方を全部拘束しておりま

す。

　こういうことがあるんですけれども、私が驚くの

は、その裏にある背景です。なぜこの裁判を通して考

えてみようと思ったのかということは、この背景に実

は日本側とアメリカとのやりとり、取引があったんで

すね。これが米国公文書から明らかにされました。タ

イムス、新報にもそのことが載っております。これを

時系列的にちょっと紹介します。

　この最初の判決が東京地裁で出た59年３月30日の午

後８時、当時のマッカーサー駐日大使からハーター国

務長官にその判決の内容が細かく報告された。そし

て、翌日31日の午前８時に、このマッカーサー大使

は、当時の藤山愛一郎外務大臣と会談します。会談内

容は、マッカーサーから国務長官に報告された中にあ

ります。１つ、伊達判決を正せ、２つ、跳躍上告をし

なさい、これがマッカーサーの提案。藤山外相いわ

く、１、全面的に同意します。２点目、これから始ま

る午前９時からの閣議にこれを諮って、そのとおり推

進します、こういうことを言った。そして、そのとお

り裁判は跳躍上告されて最高裁で始まります。裁判が

進む中で、11月６日、マッカーサー大使と最高裁の田

中長官が会談します。その会談の中で、マッカーサー

大使は田中長官から砂川事件に関する進瀧状況を聞き

ます。判決は遅くとも新年初めには出るだろう、15人

の裁判官がこうこう考えている、あるいはまた、条約

は憲法より優位にあると私は思う、伊達判決は覆され

るだろう、こういう趣旨の内容の報告がハーター国務

長官に行きます。

　与世田副知事、弁護士ですからお聞きしますけれど

も、裁判官が審理中の内容について他人にこういうふ

うに漏らすということはあり得ますか。

○議長（喜納昌春君）　与世田副知事。
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○副知事（与世田兼稔君）　我が国の憲法を含めた制

度のあり方というのは、憲法を頂点とした法の支配の

もとに基づく制度として設計されています。その中に

おいて最も裁判官が重要視されているのは、まさに憲

法判断も含めた判断が唯一裁判所に委ねられていると

いうことです。そういう中において、裁判官の独立と

いうのが身分的に保障されている。この独立というの

は、政治的な支配を一切受けないということです。で

すから、当然裁判官がなされる合議というものは秘密

であって、これが事前に漏れているということは、本

来だったら裁判制度ではあってはならないことであり

ます。そういうふうな意味では、合議の秘密が漏れる

ということ、あるいは合議の内容を事前に協議すると

いうことはあってはならないと思います。

○議長（喜納昌春君）　金城　勉君。

○金城　　勉君　ということであります。

　判決は、年を越すだろうと言っていたのが、予定よ

り早く12月16日に判決が下されます。先ほど言ったよ

うに、米軍駐留は合憲、一審判決破棄。このことに

よって、地方裁判所には米軍の裁定権限はなし、米軍

駐留は合憲、安保条約は日本国憲法より優先する、こ

ういうことが確定しました。

　このことが具体的にあらわれていることがよくわか

るのが、爆音訴訟の裁判です。普天間でも、嘉手納で

も、厚木でも過去にありました。その判決は、いずれ

もこうです。爆音被害や損害賠償は認めます。しか

し、飛行差しとめは却下します。理由は何か。第三者

行為論です。米軍というのは、日本国の法律が及ばな

い存在だから判断しませんと。先ほどの高等裁判所の

判決の範囲外です。そういうことから司法審査の範囲

外ということで、いずれも肝心の飛行差しとめという

のは却下されております。さらに、そういう意味では

憲法で保障された我々国民の基本的人権、生活権より

も米軍の運用というのが優先されると、また現実にそ

うなっている。

　それ以外にもさまざまな法律の適用除外というのが

もう数多くあります。道路法においては、車両の重量

制限がされていますね。しかし、米軍は適用除外で

す。航空法は、高度の制限がされていますね。米軍は

適用除外です。だから、オスプレイが60メートル、70

メートルで飛ぼうが、そんなものは国内法には関係な

いんです、触れないんです。今、本土で、四国でもい

よいよ始まりましたけれども、あの騒ぎ出しているの

は航空法を守ってくれというそういう要求です。こん

なもの米軍に通用しません、こういう事例から見れ

ば。やりたい放題です。ですから、そういう適用除外

とか法律が及ばないものを探せば幾らでも出てくるで

しょう。そういうものが現実の今の日本の仕組みで

す。ですから、本当に日本というのは独立国家なのか

と言われるのはそういう背景ですね。

　きょうの誰かの質問で、公室長は、ボン補足協定の

事例を出しましたけれども、ボン補足協定もそう、イ

タリアとの基地協定もそう。向こうはきちっと国内法

が優先するようになっているんです、知事公室長も答

弁されたように。国内法が優先して、そのもとに協定

があるんです。しかし、日本の場合には、地位協定を

見直してくれと言っても全く論外、対応する姿勢、そ

ぶりさえ見せないというのが現実です。知事、こうい

う背景、あるいはまた歴史の経緯というものを踏まえ

て、どういう感想をお持ちですか。

○議長（喜納昌春君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　知事にかわりまして私

が御答弁をさせていただきますが、県としましては、

もちろん現在の過重な沖縄の基地負担の背景に、ある

いは地位協定の問題につきましても、県民の心にすと

んと落ちないというんですか、どうもなかなか納得で

きないという面が多々ありまして、そういったものを

行政的、あるいは政治的にも解決すべきであるという

ふうに考えております。したがいまして、今、議員が

御指摘された個々の背景とか、それはいろいろ説もあ

るんでしょうけれども、おおむね非常に胸にすとんす

とんと落ちる部分もあるわけでございまして、そう

いったものをいかに私ども県行政として解決していく

かということをいろいろ考えていきたいというところ

でございます。

○議長（喜納昌春君）　金城　勉君。

○金城　　勉君　これは、明らかに改善しなきゃいけ

ないことですよね。

　それで、私はフィリピンの例を通してちょっと問題

提起したいんですけれども、私は、フィリピンから米

軍が撤退したのは火山の噴火が原因で撤退したのかと

思っていましたけれども、この機会を通していろいろ

細かく調べてみたらそうではなくて、1986年にアキノ

政変が起こってマルコス政権が崩壊しましたね。そし

て、その翌年の87年に新憲法が公布されます。そし

て、その中から基地問題の議論が活発化していって、

90年からフィリピンとアメリカの間でこの基地をどう

するかという協議が始まりました。フィリピン外務省

は、もう基地撤去という姿勢で臨みます。アメリカ側

の担当は、有名なリチャード・アーミテージ。その中

で、フィリピン側は出ていけということで強く要求し

ます。そして、上院においても、その基地存続条約の



－ 401 －

批准を否決します。91年がフィリピンとアメリカとの

基地協定の期限ですから、91年には期限切れ。だか

ら、継続するためにはちゃんと手続を踏まなきゃいけ

ない。しかし、踏んだらそれが否決された。それと同

時に、91年６月にピナツボ火山の噴火があった。だか

ら、そういうことも手伝って米軍は撤退することにな

ります。

　しかし、その交渉のときにアーミテージがフィリピ

ンにどういう態度で向かったかというと、ワシントン

は怒っているぞと、同盟諸国は怒っているぞと、アメ

リカからのフィリピンに対する投資を全部引き揚げる

ぞと、軍雇用員のいわゆる解雇手当を出さないぞとさ

まざまな圧力をかけます。しかし、それでもフィリピ

ン外務省は徹底してはねのけて、撤退を実施します。

こういうことがある。しかし、じゃ、かといってフィ

リピンとアメリカは決定的に外交関係が壊れたかとい

うと壊れていません。今でもアメリカとフィリピンの

間の相互防衛条約というのは結んで生きております。

そして、このフィリピン軍とアメリカ軍の合同軍事演

習も行われて、非常に良好な関係にあります。

　ですから、そういうことを考えるときに、言っちゃ

悪いけれども、経済的な力からすれば、日本のほうが

フィリピンよりも力があるはずなのに、なぜ日本はア

メリカに対してかくも物が言えないのかと、国民や県

民の犠牲を強いてまでそういうことが続けられている

のかということを感じるんですけれども、公室長、ど

うですか。

○議長（喜納昌春君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　今、アメリカとフィリ

ピンの関係をおっしゃいました。そういう面はあろう

かと思います。

　ただ、私どもが直面しているのは、いわゆる日米安

全保障条約に基づいて基地を提供している我が国と、

その提供を受けて運用している米国、この２者の間で

条約が締結されてそれが運用されているわけです。そ

の結果として沖縄に非常に過重な負担、我々の住民生

活が非常に脅かされているというんですか、非常に負

担をしているということでございまして、それは両国

政府の間でしっかり話し合いをし、そして沖縄の現状

をしっかり見た上で解決していただきたいと、非常に

シンプルに申し上げているわけでございます。したが

いまして、いろいろな米国と日本の間の関係性という

のはそこにあるわけですけれども、基地問題に絞れ

ば、いかなる理由があるにせよ沖縄の基地負担は過重

であると、それを軽くしてほしいと、その一点だけは

変わらないと思っております。

○議長（喜納昌春君）　金城　勉君。

○金城　　勉君　公室長、これまでの経緯を踏まえて

見ても、法律の仕組みが、憲法より安保条約が優先さ

れるという仕組みにもう確定されてしまっている。そ

の中で、日本国民がもがこうがあがこうがどうしよう

もない、法律の仕組み上。このことをきちっと厳しく

認識しないと、どんなに地位協定の改定を求めても何

も動きません。だから、そういう意味では、私は、

フィリピンの例というのは非常に日本が参考にすべき

ことだと思いますよ。

　あえて触れますけれども、安保条約10条は非常に重

要なことを書いてあります。それを日本がどういうふ

うに活用するかということも今後検討すべきことでは

ないかと思います。

　以上です。（拍手）

○議長（喜納昌春君）　仲田弘毅君。

　　　〔仲田弘毅君登壇〕

○仲田　弘毅君　皆さん、こんにちは。

　大きな拍手の後、大変緊張しておりますが、一般質

問に入る前に、先日逝去されました政明議員、私の同

期であります。彼と彼の御家族に対して心から哀悼の

意を表したいと思います。

　故人も、志半ばにして大変悔しい思いで去っていか

れたと思いますけれども、彼の遺志を私たちはしっか

りと引き継いで、県議団一致団結して県民の福祉向上

を目指し、これまで以上に頑張ってまいりたいと思い

ます。どうぞ、安らかにお休みください。

　また、去る３月１日は県立高等学校全60校において

１万4078名の卒業式が挙行されました。自分探しの３

カ年と言われる高校生活に別れを告げ、いち早く社会

に巣立っていく人、また大学等に進学する人、夢と希

望を胸に新たな出発をする卒業生諸君に期待とエール

を送るものであります。

　それでは通告に従い、質問を行います。所見を述べ

ながら行います。

　１、知事の基本姿勢について。

　知事の今議会での議案説明、所信、決意の御挨拶を

お聞きして、事あるごとに政治家の発言は重いという

言葉を思い出し、大いに力強い思いをしたのは私一人

ではないと思います。また、知事の一挙手一投足に県

民や政府が注目し、諸問題の解決に向けてその動向が

報道され、全国・国外へ情報発信がなされておりま

す。持ち前の粘りで、県民の大きな期待に応えていた

だくことを期待しております。

　さて、復帰後最高額となります6988億円の一般会計

当初予算の取り組みや、新たな沖縄振興計画の２年目
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となる平成25年度は最も重要な年であることは言うま

でもありません。沖縄関係予算が平成24年度の2937億

円から、平成25年度は3001億円に、ハード交付金にお

いても44億円増の810億円になりました。また、那覇

空港第２滑走路増設についても、政府の財政難からそ

の確保が大きな課題と言われた中で具体的な予算編成

ができましたのは、知事の強い意思と交渉力、そして

担当部局の御努力のたまものだと大きく評価するもの

であります。

　私たち自由民主党県連も、今回の沖縄関係予算編成

の過程で、自民党沖縄振興調査会や美ら島議連の各先

生方へ、前政権より下回るような予算にならないよう

強く要請をし、議論をしてきたところであり、成果に

お手伝いできましたことを自負しております。

　そこでお聞きします。

　茨、平成25年度沖縄関係予算について知事はどのよ

うな評価をしておりますか、伺います。

　芋、那覇空港第２滑走路増設について、工期短縮と

初年度（25年）予算130億円が計上されましたことへ

の知事の感想をお聞かせください。

　鰯、今回の予算編成過程において、自民党沖縄振興

調査会の川口順子会長を初め、美ら島議連の皆さんが

本県のために政府に対して大きな影響力を行使したこ

とをどう評価しているか、所見を伺います。

　２、県内ものづくり産業の振興について。

　県は21世紀ビジョン基本計画において、ものづくり

産業が本県の経済振興の一翼を担う移出型産業として

成長を目指すことに対し、あらゆる支援に取り組んで

きております。そして、その戦略的な支援に基づき、

金型産業の振興や付加価値の高い高度部材産業の立地

促進を推進してきました。このような取り組みの成果

として、国際物流拠点産業地域うるま地区には、世界

水準の技術力を有する企業や機械装置関係の大手企業

の進出も決定するなど、地元住民や企業の期待も高

まっております。

　そこで伺います。

　茨、国際物流拠点産業集積地域うるま地区における

企業誘致と雇用の現状について伺いたい。

　芋、同うるま地区における企業誘致の今後の取り組

みについて県の基本的な考え方を伺います。

　鰯、ものづくり産業を支えるサポーティング産業が

大いに期待されております。現状と課題について伺い

ます。

　允、本県のものづくり産業のさらなる振興・発展

は、自立型経済の構築のためには必要不可欠であり、

県の今後の取り組みと基本構想を伺いたい。

　３、農林水産行政について。

　茨、台風被害対策について。

　ア、平成24年８月から９月にかけて相次いで襲来し

た台風は、本県農林水産業に大きな被害をもたらしま

した。県の台風に対する支援の内容、実績について伺

います。

　イ、被災者の経営負担を軽減するための制度として

農業共済制度がありますが、農業共済での対応状況は

どうなっているか。また、平成24年度から開始してい

る沖縄型農業共済制度推進事業の進瀧状況と事業効果

はどうなっているか伺います。

　芋、農林水産物不利性解消事業について。

　本県の農林水産業の最大の課題となっている出荷輸

送費について、平成24年度から一括交付金を活用して

輸送費支援を実施しておりますが、平成25年度の取り

組みを伺いたい。

　鰯、サトウキビ行政について。

　近年、相次ぐ台風や病害虫の被害により本県のサト

ウキビ産業が不安定となり、農家においてはサトウキ

ビ産業への意欲低下が懸念されております。このよう

な中、自民党農林部会において2013年度産サトウキビ

価格が引き上げられるとともに、増産目的の基金が創

設されました。支援内容とサトウキビ農家手取り額に

ついてお聞きします。

　允、畜産行政について。

　ＢＳＥ対策として実施されている米国産牛肉輸入規

制が規制緩和されるとのことでありますが、輸入規制

が月齢20カ月以下から30カ月以下に緩和されることで

本県の畜産農家への影響はどうなるかお聞きしたいと

思います。

　印は取り下げます。

　咽、農業基盤整備について。

　これまでうるま市津堅島においては、かんがい施設

の老朽化に伴いかんがい用水の確保が困難な状況であ

ります。島の農業生産振興のためには、早急なかんが

い施設の整備が必要だと考えておりますが、現在の取

り組み状況について伺いたい。

　員、漁港の整備について。

　うるま市管内で整備を進めている浜漁港と比嘉漁港

の整備計画についてお聞かせください。

　因、ウニ・アワビ・ナマコの陸上養殖について県の

考え方を伺います。

　４、中部地区道路整備について。

　うるま市伊計島と本島を結ぶ県道伊計平良川線は宮

城島内の道路が未整備となっており、地域住民からこ

れまでも必要性と緊急性の要請を受け議会で取り上げ
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てまいりました。このたび、宮城島内の計画案につい

て地元４自治会の了解が得られたことから、県として

事業化に向けて取り組んでいると聞いております。ま

た、与勝半島一周道路においては、合併前の旧与那

城・旧勝連両町時代からの大きな懸案事項であり、こ

の県道は半島住民の防災道路として、またうるま市平

敷屋方面から南海岸を経てうるま市川田・州崎・ＩＴ

津梁パーク、国際物流拠点産業集積地域への交通アク

セスとして重要であります。

　ここでお聞きします。

　茨、中部地域における伊計平良川線の進瀧状況につ

いて伺いたい。

　芋、与勝半島一周道路について、県の基本的な考え

方を伺います。

　鰯、県道37号線の照間漁港区間の歩道整備計画につ

いて所見を伺います。

　５、教育行政について。

　茨、離島児童・生徒支援について。

　「教育は国家百年の大計」、教育こそ人材を育成

し、人材育成が社会、国をなすと言われております。

その中で、本県の次代を担う児童生徒の教育、人材育

成に日夜頑張っておられる各先生方に敬意を表するも

のであります。多くの離島を抱える本県において、教

育の機会均等の立場から、離島振興、住民生活支援に

基づく離島児童生徒や保護者に対する支援策がこれま

で強く求められてまいりました。

　質問します。

　ア、長年離島地域から要望のあった寄宿舎機能を持

つ「離島児童・支援センター」（仮称）がいよいよ実

現に向けてより具体的に計画が進められております

が、これからの取り組みについて伺いたい。

　イ、離島・高校生修学支援事業が文科省の事業とし

て実施されておりますが、概要について伺う。

　芋、通学路の安全対策について。

　学校現場は、常に安全で安心して過ごせる施設や通

学路の安全性の確保に努めなければなりません。

　そこで伺います。

　ア、車社会と言われる本県の現状について伺いた

い。

　イ、通学路問題で、各市町村のホームページで具体

的な対応策と危険箇所を示した地図を公表している他

県の例が紹介されておりますが、本県の具体的な取り

組みを伺いたい。

　ウ、文科省、警察庁、国交省、３省庁の調査に基づ

いての危険箇所ですが、警察との連携はどうなってい

るか伺いたい。

　鰯、いじめ、体罰問題について。

　一昨年、滋賀県大津市のいじめによる中学生の自殺

問題をきっかけとして大きな社会問題となり、刑事事

件にまで発展したことはまことに残念でなりません。

　そこでお聞きします。

　アは取り下げます。

　イ、文部科学省の緊急調査の結果、問題意識の高ま

りで報告件数が急増したとの見方もありますが、いじ

め、体罰の調査のあり方について、教育長、教育委員

長の見解を伺います。

　ウ、学校評価制度がいじめ、体罰問題の真相究明を

する中で隠蔽体質につながっているとの指摘もある

が、意見を伺いたいと思います。

　エ、最も児童生徒の身近にいる担任を共同担任制に

することについて考え方をお聞かせください。

　オは取り下げいたします。

　允、ゼロ校時（早朝講座）について。

　県内どこの高校からでも、自分の希望校に進学する

ための施策としてゼロ校時（早朝講座）が定着し果た

してきた役割も大であります。

　そこで伺います。

　ア、県内高校の学校現場でいまだ混乱が続いており

ますが、これまでの経過報告を願いたい。

　イ、なぜゼロ校時が必要か、教育長、教育委員長の

見解を伺います。

　ウは取り下げます。

　エ、解決策としてどのような対応がなされたか伺い

たい。

　印、道徳教育について。

　人権問題で生命の尊厳、命の大切さが大きく問われ

ておりますが、教育の本筋から人間形成、人材育成を

考えるとき、教育の根幹は家庭教育にあり、人間性と

しつけに関しその重要性を子を持つ親や地域の大人で

ある私たちは決して忘れてはなりません。教育の再生

が叫ばれる中、道徳が教科になることについて伺いま

す。

○議長（喜納昌春君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　仲田弘毅議員の御質問に答

弁をいたします。

　まず第１に、知事の基本姿勢についての中で、那覇

空港滑走路増設事業の工期短縮と予算化に対する感想

いかんという御趣旨の御質問に答弁をいたします。

　国家財政が厳しい状況の中で、那覇空港滑走路増設

事業として130億円の予算措置がなされるとともに、

工期も７年から実質５年10カ月に短縮されるなど、沖
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縄県の要望に配慮されたものと高く評価いたしており

ます。特に、来年度から長く続いた準備段階を終わっ

て、この130億円の額で事業化の段階に入ったという

ふうに見てとれると思います。問題は、これから先約

2000億円の予算を獲得しなければいけません。平均し

ますと300億、400億というオーダーの予算をプラスで

とらないといけませんので、むしろこれからが予算獲

得の勝負でございます。自由民主党県連の皆様のお

力、よろしくお願いを申し上げます。

　次に、同じく知事の基本姿勢についての中で、平成

25年度の沖縄振興予算確保に係る自民党の働きかけに

対する評価についてでございますが、これは申し上げ

るまでもなく、今の空港の御質問に対する答弁とほと

んど同じでございますが、自由民主党県連の皆様がい

ろんな段階でよくこの予算確保に取り組んでいただき

ましたこと、心から感謝申し上げます。高く評価させ

ていただきます。無論、これは本部のほうの自由民主

党の中で、沖縄振興調査会、政調の沖縄振興調査会会

長が川口先生――昨年の法律をつくる段階から当時の

民主党と一緒になって沖縄関係よくやっていただいた

委員長でございます。そして、額賀先生、細田さん、

そして沖縄県選出の自由民主党の先生方、そしてまた

別に美ら島議員連盟という沖縄の応援団が自由民主党

の中にありますが、その会長の現在は外務大臣の岸田

先生、そしてその中の幹事長の宮腰先生ほか大勢の先

生方が沖縄選出の自由民主党の先生、そしてまた自由

民主党県連の皆様と一緒になって頑張っていただいた

ことの結果でございます。まことにありがとうござい

ます。そして、新しく沖縄担当大臣になられた山本大

臣、そして財務大臣の麻生さん、無論それから安倍総

理大臣にも何度も皆さんを通じて働きかけをやらせて

いただきました。問題はこれから先10年、約８年、

3000億円規模の予算をとり続けるないしは拡大する、

そして那覇空港の大型プロジェクトを完成させる、南

北鉄軌道も走らせるなどなど大型予算が続きますの

で、ひとつこれから先も自民党の皆様のお力添えよろ

しくお願いいたします。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。

○議長（喜納昌春君）　与世田副知事。

　　　〔副知事　与世田兼稔君登壇〕

○副知事（与世田兼稔君）　仲田弘毅議員の県内もの

づくり産業振興についてのうち、沖縄県のものづくり

産業のさらなる振興に向けた取り組みと基本構想につ

いてお答えいたします。

　沖縄21世紀ビジョン基本計画においては、ものづく

り産業が本県の経済振興の一翼を担う極めて重要な産

業として成長できるよう戦略的な支援に取り組むこと

としております。具体的には、付加価値の高い製品開

発に対する支援や、サポーティング産業の集積、全日

空の国際物流貨物ハブを活用した県産品の販路拡大な

どに取り組むことにより、ものづくり産業の振興を

図ってまいります。

　以上です。

○議長（喜納昌春君）　総務部長。

　　　〔総務部長　川上好久君登壇〕

○総務部長（川上好久君）　知事の基本姿勢について

の御質問の中で、平成25年度沖縄振興予算の評価につ

いてお答えします。

　平成25年度の沖縄振興予算については、国家財政が

厳しい状況の中、総額3001億円の確保、沖縄振興交付

金の増額、那覇空港滑走路増設事業費として130億円

の予算措置がなされたほか、工期も７年から実質５年

10カ月まで短縮されるなど、自民党・公明党を初めと

する政府・与党のお力添えもあり、本県の要望に配慮

されたものと高く評価をしております。

○議長（喜納昌春君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　県内ものづくり産業

の振興についての御質問の中の、国際物流拠点産業集

積地域うるま地区における企業誘致と雇用状況につい

てお答えいたします。

　国際物流拠点産業集積地域うるま地区には、平成24

年12月末現在で34社が立地し、雇用については約500

人となっております。また、ＩＴ津梁パークでは13社

が立地し、約1000人が雇用されております。地区全体

では47社が立地し、約1500人の雇用が創出されており

ます。

　続きまして、国際物流拠点産業集積地域うるま地区

における企業誘致の今後の取り組みについてお答えい

たします。

　国際物流拠点産業集積地域うるま地区においては、

現在、自動化ラインや医療関連機器等を製造する中核

企業と関連企業４社が一体的な立地を決めるととも

に、分譲地においても先端技術製造業１社との用地売

買の契約が完了するなど、企業との折衝がふえている

ところであります。県としては、国内産業の空洞化防

止に寄与するとともに、著しい経済発展を続けるアジ

アの成長と活力を取り込むため、税制優遇措置や固定

資産取得費用への助成制度、ワンストップサービスの

企業支援など、魅力的な投資環境の整備を図っている

ところです。これによりＩＴとものづくりが融合した
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組み込み系ソフトを用いた機械製品など、人・物・技

術・投資を呼び込む高付加価値・高度部材産業の立地

を促進する「ものづくりの先進モデル地域」を目指

し、さらなる企業誘致に取り組んでまいりたいと考え

ております。

　次に、ものづくりを支えるサポーティング産業の現

状と課題についてお答えいたします。

　県内では、金型等の金属加工やメッキ等の表面処理

など、ものづくりに不可欠な基盤技術であるサポー

ティング産業が脆弱であることから、各種製品製造に

必要となる金型等を県外に発注せざるを得ない状況に

あります。そのため、サポーティング産業の振興を目

的に、平成22年７月に素形材産業向けの賃貸工場を整

備するとともに、人材の育成、共用機器を活用した県

内企業との共同研究等を推進してまいりました。その

結果、同賃貸工場の全５室に、我が国を代表する超精

密金型企業を初め金型関連企業が立地するとともに、

入居企業と県内企業との連携が始まっており、基盤技

術の向上や人材の育成に大きく貢献しております。今

後の課題としましては、さらなる企業の誘致・集積が

必要なことから、その受け皿となる新たな賃貸工場の

整備を初め、産学官連携による技術人材の育成や立地

企業の技術開発に対する支援に取り組むとともに、県

内ものづくり企業との連携をさらに推進していく必要

があると考えております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　知念　武君登壇〕

○農林水産部長（知念　武君）　農林水産行政につい

ての御質問の中の、台風における農作物被害への支援

についてお答えします。

　平成24年は、６月から10月にかけて９つの台風が襲

来し、本県の農作物に大きな被害をもたらしておりま

す。県では、農作物被害に対する支援としまして、不

足している菊の種苗約600万本、パイナップルの種苗

約20万本の確保などに約2300万円、緊急雇用創出事業

を活用したタンカン果樹園の枝づくりなど樹園地再整

備や、パイナップルの苗の植えつけ支援に要する雇用

の確保25名、約3500万円、自然災害に強い施設強化事

業を活用したパイプハウスの補強など約1000万円など

の支援を実施しております。さらに、平成25年度も引

き続き緊急雇用創出事業を活用したパイナップルの植

えつけや、タンカン果樹園の枝づくりの管理等の支援

に要する雇用の確保の支援を行うこととしておりま

す。

　次に、農業共済の対応と沖縄型農業共済制度推進事

業の進瀧状況等についてお答えします。

　今年度の共済加入農家の台風被害に対する共済金の

支払いにつきましては、水稲が2926万円の被害額に対

し2048万円、サトウキビが６億8549万円の被害額に対

して３億2606万円、園芸施設が１億2700万円の被害額

に対して１億148万円がそれぞれ加入農家に対し支払

われる見込みとなっております。また、共済の加入率

につきましては、沖縄型農業共済制度推進事業によ

り、加入率向上を図っているところであります。平成

24年度の共済加入状況については、サトウキビの加入

率は面積で約50％の見込みであり、平成23年度の41％

に対し1.22倍、園芸施設の加入率は、棟数で20％の見

込みであり、平成23年度の16％に対し1.25倍となる見

込みであります。今後とも農家経営の安定のため、農

業共済への加入率向上に取り組んでまいります。

　次に、農林水産物不利性解消事業の平成25年度の取

り組みについてお答えします。

　農林水産物の県外出荷に際して、輸送コストの一部

を助成する農林水産物流通条件不利性解消事業は、昨

年８月から実施し、75団体に約17億円の補助金の交付

決定を行っております。平成25年度については、当初

予算において約28億円を計上し、対象品目の見直しや

通年での実施について調整を行っているところであり

ます。今後も事業の実施状況を踏まえつつ、円滑な実

施に努めてまいりたいと考えております。

　次に、サトウキビ増産基金の支援内容と、2013年産

のサトウキビ農家の手取り額についての御質問にお答

えします。

　サトウキビ増産基金の支援内容につきましては、土

づくり、病害虫防除、干ばつ対策などのほか、地域が

提案する生産対策についても支援できる内容となって

おります。また、政策支援として農家へ交付される甘

味資源作物交付金につきましては、平成25年産サトウ

キビからトン当たり１万6000円が１万6320円に引き上

げられております。農家手取り額につきましては、平

成24年産基準糖度における手取り額をもとに試算しま

すと、トン当たり２万1484円となります。県としまし

ては、サトウキビ農家が意欲を持って生産に取り組め

るよう、引き続き支援してまいります。

　次に、輸入規制が緩和されることによる本県への影

響についてお答えします。

　ＢＳＥ対策見直しに関する厚生労働省の審議会は、

牛肉の輸入を認める月齢を現行の20カ月以下から30カ

月以下に緩和する方針を平成24年11月６日に了承して

おります。現在、米国で濁畜される牛の約１割が20カ

月以下となっており、輸入の対象となっております。
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仮に、輸入緩和が実施されると米国で濁畜される牛の

約９割ほどが輸入対象として拡大され、日本への米国

産牛肉の輸入割合が増加すると予想されます。米国産

牛肉の輸入割合がふえると仮定した場合、米国産など

の輸入牛肉間での価格競争により、輸入牛肉の価格低

下、良質な米国産牛肉が輸入されることに伴い、県内

肥育牛の枝肉価格への影響、全国的な肥育牛の枝肉価

格低下に伴い、県内肉用子牛価格への影響などが予想

されます。沖縄県としましては、今回の輸入牛肉の月

齢緩和により、県内肉用牛価格に影響がある場合は、

肉用牛肥育経営安定等特別対策事業などで県内肉用牛

経営の安定を確保してまいりたいと考えております。

　次に、津堅島のかんがい施設の整備についてお答え

します。

　津堅島のかんがい施設整備については、県が事業主

体となり、平成25年度から県営かんがい排水事業津堅

地区として整備を進めることとしております。平成25

年度は測量設計を行い、引き続き工事に着手し、平成

31年度までに事業を完了する予定であります。

　次に、浜漁港と比嘉漁港の整備についてお答えしま

す。

　浜漁港と比嘉漁港は、うるま市管理の漁港でモズク

の生産拠点として利用されております。近年の利用漁

船の増加により、地元漁協から漁港施設の整備につい

て要望が出ております。そのため、うるま市が平成25

年度から平成29年度までに、沖縄振興公共投資交付金

を活用した漁港整備を計画しております。平成25年度

は、調査・設計等を行う予定であります。県としまし

ては、地元うるま市と調整を図りながら、整備に向け

た技術的な指導を行ってまいります。

　次に、ウニ、アワビ及びナマコの養殖についてお答

えします。

　本県におけるウニ、アワビ及びナマコの養殖につき

ましては、県の試験研究機関による試験研究が実施さ

れております。

　まず、アワビにつきましては、久米島の海洋深層水

研究所において、平成14年から平成19年までの６年

間、養殖試験に取り組んだ結果、飼料代等のコスト低

減が課題として示されております。次に、ナマコにつ

きましては、本県に産するイシナマコ及びハネジナマ

コを用いて、水産海洋研究センターで、平成20年から

平成22年までの３年間、養殖試験に取り組んだ結果、

成長の促進技術が必要であることが明らかとなってお

ります。次に、ウニにつきましては、県産のシラヒゲ

ウニを陸上及び海面で飼育試験をした結果、鮮として

の海藻の確保や、食味改善及び海面における台風対策

等が課題となっております。県としましては、これら

の課題に対応した新たな技術による養殖の可能性につ

いて、漁業者等の要望などを踏まえ検討したいと考え

ております。

　以上であります。

○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　當銘健一郎君登壇〕

○土木建築部長（當銘健一郎君）　中部地区道路整備

についての御質問の中で、伊計平良川線の進瀧状況に

ついてお答えいたします。

　伊計平良川線は、うるま市与那城伊計からうるま市

平良川に至る延長約23キロメートルの主要地方道で、

与那城屋慶名から与那城西原までの1.5キロメートル

を整備しているところであり、平成25年度に供用する

予定であります。未整備区間となっている宮城島工区

は延長4.3キロメートル、片側3.5メートルの歩道を含

む幅員11.5メートル、事業費約21億円で、本年度から

事業に着手したところであります。現在、道路や橋梁

の実施設計を行っているところであります。平成25年

度から用地買収に取り組み、平成30年度の完成供用に

向けて鋭意整備を推進してまいります。

　同じく中部地区道路整備についての御質問の中で、

与勝半島一周道路の県の基本的な考え方についてお答

えいたします。

　与勝半島を一周する県道の整備については、当該地

域の観光振興や地域活性化等のため、県としても必要

性等を認識しているところであります。現在、具志川

から勝連平敷屋までの北側を半周する道路として、県

道37号線及び県道与那城具志川線を整備し供用してお

ります。勝連平敷屋から川田までの南側を半周する県

道の整備につきましては、米軍提供施設区間の取り扱

いを勘案しながら、うるま市と連携して検討していく

こととしております。

　同じく、中部地区道路整備についての御質問の中

で、県道37号線照間漁港区間の歩道整備計画について

お答えいたします。

　県道37号線の歩道整備箇所の一部は、うるま市照間

漁港区域となっており、歩道がない状態であります。

うるま市は、県が歩道整備に着手できるよう、漁港区

域の財産処分手続を進めているところであり、平成25

年７月ごろには完了する予定と聞いております。県と

しましては、その後、歩道工事に着手し、平成25年度

内には完成供用する予定であります。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕
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○教育長（大城　浩君）　教育行政についての御質問

で、離島児童・生徒支援センター（仮称）の進瀧状況

についてお答えいたします。

　同施設につきましては、高校のない離島の生徒が進

学する際の寄宿舎機能及び離島の小・中・高校生を中

心とした交流学習や研修会に活用できる交流機能等を

あわせ持つ複合施設として整備を進めているところで

ございます。建設場所は、那覇市東町の那覇市営住宅

跡地を考えており、平成25年度予算案に設計費を提案

をし、26年度に建築、27年度に供用開始ができるよう

取り組んでいるところでございます。

　次に、離島高校生修学支援事業、その概要について

お答えいたします。

　同事業は、高校未設置離島の高校生を対象に、通学

費や居住費等の修学支援に要する経費の援助を行う都

道府県及び市町村に対して、国がこれに要する経費の

一部を補助する制度で、補助率は２分の１でございま

す。文部科学省は、離島高校生修学支援事業について

平成24年度の生徒１人当たり15万円に対し、平成25年

度は24万円と拡充しており、本県は引き続き４分の１

相当額を上限として補助してまいります。また、平成

25年度の本県における対象市町村は15、対象生徒数は

650名となっております。

　次に、通学路の安全対策と警察との連携についてお

答えいたします。５の芋アと５の芋イと５の芋ウは関

連しますので一括してお答えいたします。

　通学路の安全対策につきましては、学校、市町村教

育委員会、警察、道路管理者が連携し合同点検を実施

したところでございます。その結果、対策必要箇所数

は915カ所あり、現在、280カ所が対策済みとなってお

ります。未対策箇所につきましては、警察や道路管理

者及び学校で対策を講じてまいります。また、危険箇

所及び対応策等につきましては、１月末現在、21市町

村において公表がなされております。なお、警察との

連携につきましては、児童生徒等の危険回避能力を育

成するため、交通安全教室や交通安全指導者講習会等

を通して連携を図っております。

　県教育委員会としましては、今後とも警察や関係機

関と連携を図るとともに、本年度３月に策定いたしま

した「児童生徒等の安全確保対策危機管理マニュア

ル」を活用し、通学路の安全対策に努めてまいりま

す。

　次に、体罰調査についてお答えいたします。

　体罰については、現在、全ての教職員及び児童生

徒・保護者へのアンケート調査等を行い、より詳細な

実態把握に努めているところでございます。

　県教育委員会としましては、体罰は児童生徒の人権

を侵害する非教育的行為であると捉え、全教職員に対

し、体罰によって多くのものが失われることを周知

し、体罰の禁止を徹底してまいりたいと考えておりま

す。

　次に、学校評価についてお答えいたします。

　学校評価の目的は、学校運営の組織的・継続的な改

善を行うことにより、保護者や地域住民等との連携・

協力による開かれた学校づくりを推進するとともに、

子供たちに一定水準の教育の質を保証し、その向上を

図ることにあります。いじめの問題等へのさらなる取

り組みの充実を図るに当たっては、いじめの問題等を

隠さず、適切な実態把握や対応がなされることが必要

であります。

　県教育委員会としましては、学校評価の目的を踏ま

え、いじめ問題等の早期発見に努め、学校全体で組織

的にそして迅速に対応する取り組みのさらなる強化を

図ってまいりたいと考えております。

　次に、共同担任制についてお答えいたします。

　同担任制は、各教科等指導や生徒指導において、複

数担任で指導することで多角的な視点でより具体的な

きめ細かい指導ができ、効果的に個別支援に取り組め

るということで導入している学校があると認識をして

おります。県教育委員会では、平成24年度、中学校に

おいて生徒指導担当教諭37名、児童生徒支援加配教諭

44名、合計81名を配置し、いじめ、不登校、問題行動

等の特別な配慮が必要な児童生徒に対し、教員間で連

携した取り組みを実施しております。

　次に、早朝講座等のこれまでの経過、必要性及び解

決策についてお答えいたします。５の允ア、５の允イ

契、５の允エは関連しますので一括してお答えいたし

ます。

　本県高等学校における早朝講座等につきましては、

平成24年５月の文部科学省通知及び同年７月の「県立

高等学校早朝講座等在り方検討委員会」からの報告を

受け、現在、各学校において適正に実施されていると

ころでございます。県立高校生の国公立大学合格者数

は、平成２年の280人から、平成24年の1247人へと大

きく増加しており、その要因の一つとして、早朝講座

等により生徒の学力向上や生活習慣の確立が図られた

ことだと理解をしております。

　県教育委員会としましては、引き続き同講座が各学

校において実施されていくことについて大きな意義が

あるものと考えており、今後とも、ＰＴＡと学校が協

力し、多くの高校生が目指す大学等に進学できるよ

う、進路支援に取り組んでまいります。



－ 408 －

　次に、道徳が教科となることについてお答えいたし

ます。

　学習指導要領では、道徳教育の目標は、「学校の教

育活動全体を通じて、道徳的な心情、判断力、実践意

欲と態度などの道徳性を養うこと」となっておりま

す。道徳の教科化につきましては、平成25年２月26日

に開催されました教育再生実行会議において、いじめ

問題が深刻化していることに関連して、道徳の教科化

が検討されております。県教育委員会としましては、

国の動向に注視してまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　教育委員会委員長。

　　　〔教育委員会委員長　新垣和歌子さん登壇〕

○教育委員会委員長（新垣和歌子さん）　教育行政に

ついての御質問で、いじめ調査についてお答えいたし

ます。

　いじめは、子供たちの心身の発達に重大な影響を及

ぼす深刻な問題ですので、「人間として決して許され

る行為ではない」と考えています。いじめ調査につい

ては、陰湿ないじめだけでなく、からかい等のささい

ないじめも見逃さないように行う必要があると思って

います。

　県教育委員会では、子供たちの発する小さなサイン

も見逃すことがないよう、「いじめを許さない学校づ

くり」を推進するとともに、家庭や地域社会等も含

め、県民が一丸となっていじめのない社会をつくり、

将来を担う子供たちを守り育てていく必要があると考

えています。

　次に、早朝講座等の必要性についてお答えします。

　早朝講座等を実施することにより、生徒の基本的な

生活習慣が確立されるとともに、学力向上にも効果が

出ているものと考えています。これまで、国公立大学

への進学者が飛躍的に増加するなど、早朝講座等が沖

縄県の教育振興に果たしてきた役割は大きいものがあ

ると考えていますし、今後とも、ＰＴＡと学校が協力

し、生徒の進路支援を図っていくことが望ましいと考

えています。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　仲田弘毅君。

○仲田　弘毅君　御答弁ありがとうございました。

　教育長、大変子供たちの件で御苦労をかけておりま

すが、まずは支援センターについてお伺いしたいと思

いますけれども、この入居資格ですね。高等学校が設

置されていない学校という指定ですが、もうちょっと

細かく説明をお願いしたいと思います。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午後３時40分休憩

　　　午後３時40分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　教育長。

○教育長（大城　浩君）　現段階におきましては、高

校のない離島出身者のいわゆる経済的・精神的負担の

軽減が図られるようという大きな目的で設置しており

ますので、この高校のない離島出身者ということでの

対応で今のところは考えております。

○議長（喜納昌春君）　仲田弘毅君。

○仲田　弘毅君　高校がない離島というのは、先ほど

の説明では15の離島で云々という説明がありました

が、これは高等学校支援事業と重なる点があるんです

か。

○議長（喜納昌春君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　はい、文部科学省が実施し

ております高等学校修学支援事業、これもそういった

視点での対応でございますので、今のところは高校の

ない離島ということを考えた場合にはそれとの重複も

十分考えられます。

○議長（喜納昌春君）　仲田弘毅君。

○仲田　弘毅君　これは私たち自由民主党の勉強会の

中でも、どこまでの離島の子供たちが入居できるのか

という論議もありましたけれども、これだけのスペー

スもある程度限定があるわけですから、離島から来ら

れた子供たちが全て入居できるということではないわ

けですよね。

○議長（喜納昌春君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　はい、そうでございます。

○議長（喜納昌春君）　仲田弘毅君。

○仲田　弘毅君　この入居した子供たち、離島からも

ちろん本島に来られるわけですけれども、この子供た

ちに対して教育指導あるいは生徒指導を含めて、舎監

制度を取り入れたらどうかという御意見があります

が、いかがですか。

○議長（喜納昌春君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　まさに、そういったことも

含めて検討しております。

○議長（喜納昌春君）　仲田弘毅君。

○仲田　弘毅君　なぜそういったことを申し上げるか

と申しますと、これはすぐ近くの座間味・渡嘉敷の親

御さんの話ですが、高校生１人本島の学校に通わすこ

とによって、お母さんがついていって、あるいは下の

弟、妹たちまで一緒に行って、お父さんが単身赴任だ

と。そうなってきますと、離島振興どころじゃなく

て、どんどんどんどん離島が過疎化していくという大
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きな懸念がなされるわけです。そういった意味で、や

はり親御さんがしっかり自分の島で離島で頑張れる体

制づくりをやっていくためには、この舎監制度はしっ

かり取りつけていただきたいなというふうに考えてい

ます。

　次に、支援事業の件でありますが、これは金額は総

合的に幾らになりますか。

○教育長（大城　浩君）　今総合的とおっしゃいまし

たか。

○仲田　弘毅君　15万から24万になるんですが、試算

的には、予算的にはどうですか。

○議長（喜納昌春君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　ただいまの御質問にお答え

いたします。

　平成24年度は15万という上限がございまして、その

４分の１の充当でございました。今回は文部科学省の

ほうでは24万円という金額での上限でございますの

で、その４分の１でございます。そうしますと、今対

象児童は650名ですので、その24万円の４分の１を計

算すれば出てきますけれども、具体的な計算いたしま

しょうか。よろしいですか。

○議長（喜納昌春君）　仲田弘毅君。

○仲田　弘毅君　昨年３月の国会における文部科学省

で大きな問題になりましたこのゼロ校時、早朝講座の

件なんですが、ゼロ校時と早朝講座との違いがありま

すか。

○議長（喜納昌春君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　実は全く同じでございま

す。

○議長（喜納昌春君）　仲田弘毅君。

○仲田　弘毅君　全く同じ講座で、教職員の学校現場

のゼロ校時、早朝講座を担当した先生方の兼職兼業と

いうのが国会で問題になり、学校現場の先生方が大変

混乱をした。そのことは、委員長さん、私と一緒にＰ

ＴＡ活動で一生懸命子供たちの学力向上を目指して、

その早朝・ゼロ校時を推進してきたメンバーの一人な

んですが、その中において先生方に御苦労をかけなが

ら、お願いをして、教育長、委員長からの答弁ではこ

の20カ年、二十数カ年で５倍、６倍の国公立大学の合

格者を輩出するまでになったと。この恩典がこういっ

た大きな問題になることにおいて先生方が現場で大変

大きな混乱をしていると。そのことを大変残念に思い

ましたけれども、このことに関して教育長、この流れ

みたいなもの、国から指導を受けて、そしてゼロ校時

のあり方検討委員会を経てきょうまでの経緯みたいな

ものを簡潔にお願いします。

○議長（喜納昌春君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　ただいまの御質問にお答え

いたします。

　背景、概要を少しばかり申し上げますと、まず2012

年３月９日でしたか、国会におきまして、沖縄県の高

等学校で兼職兼業願の提出がないままで早朝講座を

行って報酬等を得ているということを指摘されまし

た。そういったことを受けながら、私どもはいわゆる

この平成23年度における早朝講座、あるいは放課後講

座、あるいは長期休業中、あるいは土曜等の講座等の

調査をしてまいりました。その結果、実はこの全県立

高等学校60校中58校が報酬等を得て実施をしている現

状が出てまいりました。その中で、報酬等を受けてい

た58校の中で53校が勤務時間内の実績があったわけで

す。ですから、そういったことを踏まえながら実はＰ

ＴＡ等の主催授業でありながら、勤務時間外は報酬と

して、勤務時間内は資料代として支払われていたとい

う現状がございます。

　そういうことを鑑みた場合に、実は教育公務員特例

法では、兼職承認が必要なんですね。ところが長年の

慣行がございまして、この兼職兼業願の承認は得てい

なかったとそういうことがございます。それで私ども

はその改善の方法といたしまして、この「県立高等学

校早朝講座等在り方検討委員会」を設置いたしまし

て、３回ばかりさまざまな角度から検討してまいりま

した。それと並行しながら文部科学省の御指導も仰ぎ

ながらやってきたわけです。その結果、文部科学省の

ほうからは３点ばかり指導をいただきました。まず１

点目は、早朝講座で授業をしているんじゃないかとい

う御指摘です。２つ目は、生徒が全員必修の学校があ

るのではないかという御指摘です。３点目は、勤務時

間と連続しているという御指摘です。

　そういったことをしていく中で、社会通念上、報酬

を得ることは不適切ではないかという御指摘を受けな

がら、実は我々もさまざまな改善をしてまいりまし

た。その結果、実は平成24年７月23日付で兼職兼業の

承認を46校にいたしまして、平成25年２月７日付では

この施設使用に係る減免通知もいたしまして、今現在

はそういった通知等をしていく中で違法状態は解消し

てしっかり行われているという現状でございます。

○議長（喜納昌春君）　仲田弘毅君。

○仲田　弘毅君　教育長、この件に関しましては、県

民一人一人が県教委の動向を大変注目していた大きな

事象であります。このことが一つの解決の方向性が示

されたということに対して、私自身も大変安鐸をして

おります。この中で１つだけ教育長にお願いしたいこ
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とは、学校現場の先生方がこのゼロ校時、早朝講座を

担当しながら、公務災害に遭った場合にどうするかと

いう点がまだ未解決だというお話もありますけれど

も、これは多分また総務部長との調整も必要かと思い

ますが、ぜひ時間をかけて学校の先生方、担当の先生

方が子供たちのために持続的に貢献ができるように、

ぜひ頑張っていただきたいと思います。

　時間がありませんが、農林水産部長、サトウキビの

答弁の中で、サトウキビ価格がトン当たり320円上乗

せができたということです。それ以外にも見直しがな

されたと思うんですが、例の基準糖度帯の件ですが、

その件について補足説明をお願いします。

○議長（喜納昌春君）　農林水産部長。

○農林水産部長（知念　武君）　お答えします。

　先ほどサトウキビの交付金の話で、１万6000円から

１万6320円、320円上がりましたという話をしたんで

すが、実はこの１万6320円というのは基準糖度があり

まして、その糖度が24年産までは13.2度から14.4度ま

での間が基準糖度であります。それを0.1度下げます

よと。サトウキビの交付金というのは、0.1度ごとに

減ったり、基準糖度から上がると100円プラス、基準

糖度から0.1度下がると１度刻みで100円、200円と下

がっていくわけです。この糖度が0.1度下がったとい

うことはどういうことかというと、簡単に言うと今ま

で13.1度だったのはマイナス100円になったんです

が、これがプラス・マイナス・ゼロになりますよと。

上のほうで14.4度というのはプラス100円もらえな

かったんですが、基準糖度が13.3度までになったおか

げで14.4度からプラス100円ずつ上がっていきます。

トータルで下がるということで、もらえるのが結果的

に多くなって、これを23年度産の量で計算すると、沖

縄県全体で２億円余分に手取り額がふえるという、そ

ういうことになります。

○仲田　弘毅君　ありがとうございました。

○議長（喜納昌春君）　20分間休憩いたします。

　　　午後３時53分休憩

　　　午後４時18分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　休憩前に引き続き質問及び質疑を行います。

　照屋守之君。

　　　〔照屋守之君登壇〕

○照屋　守之君　自由民主党の照屋守之です。どうぞ

よろしくお願いします。

　平成24年３月28日の第１回沖縄県議会本会議、病院

事業の職員定数の議員提案による議論の中で、前田政

明議員に対し私の不穏当な発言で、人格やあるいは議

会の品格を損ない、おわびと訂正をさせていただきま

した。あの出来事は、前田政明議員と私の沖縄県議会

における闘いの象徴的な事柄でもございました。さら

に、平成16年から平成24年までの８年間は、事あるご

とに前田政明議員との激論及び闘いを演じて議会を混

乱させてきたわけであります。しかしながら、私ども

は、計画性やあるいはまた意図的なものではなくて、

その場の本能的なものと考えております。しかし、あ

れほど激しくやり合っても、後に恨みつらみを引きず

ることのない関係であったことを私は誇りに思ってお

ります。同時に、それは立場は違っても県民のためと

の共通認識のもと、お互いに根が純粋で素直な面を認

め合っていたものと私は考えております。

　私は、この世の中は、目に見えるものと目で見るこ

とのできない部分の調和によって全てのものが成り

立っていると考えております。目に見えるもの、人間

の肉体やあるいは建物や道路、全てのもの。目に見え

ないもの、人間の心、考え、魂などがございます。前

田政明議員の肉体は私どもの目の前にはありませんけ

れども、前田議員の思い、あるいはまた魂は……。

　議長、ちょっと休憩。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午後４時20分休憩

　　　午後４時21分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

○照屋　守之君　前田政明議員の肉体は私どもの目の

前にはありませんけれども、前田政明議員の思い、魂

は、御家族を初め同僚議員、多くの人々の中に生き続

けてまいります。

　これからも折に触れ、前田議員であればと感じる場

面に出会うと思うわけであります。特に私は、沖縄県

議会で体ごと激論ができる相手がいなくて寂しく思っ

ておりますけれども、前田政明議員には、これからも

あなたの県民を思う強い魂で沖縄県を、そして県民を

よりよい方向に導いていただきますようにお願いを申

し上げます。

　それでは、次に質問を行います。

　１、平成25年度一般会計予算及び補正予算、国の沖

縄振興予算3001億円について、評価、執行体制、効果

について伺います。

　２点目、沖縄振興一括交付金について。

　茨、県及び市町村分の評価。

　芋、継続していくための県のチェック体制について

伺います。

　３点目、沖縄県の鉄軌道構想について。

　茨、調査研究から具体的な構想策定のめど。
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　芋、平成33年度までの沖縄振興計画期間内における

着工について。

　鰯、鉄軌道構想は、政治決断によってしか実現しな

いと考えております。その対策について伺います。

　４、地域の振興について。

　茨と鰯は取り下げます。

　芋、県道224号線拡幅整備の進瀧について伺いま

す。

　５、我が党の代表質問との関連について伺います。

　桑江朝千夫議員の県内産業の振興について、県内産

業の育成と県産品の生産、販路の拡大、具志堅透議員

の地域医療・福祉の充実強化の部分で、県立病院の運

営体制のあり方について伺います。

　まず、茨、県内産業の育成、県産品の生産、販路拡

大についてお伺いをいたします。

　担当部局で専門的に県産品やあるいはまた県内企業

の活用について支援を行っておりますけれども、ア、

県の部局や外郭関係団体への働きかけや効果。

　イ、市町村に対する働きかけ。

　ウ、総合事務局や防衛局などの国の機関に対しての

働きかけと成果について伺います。

　芋、県立病院の運営形態のあり方について、病院事

業の検証結果。

　ア、報告書には、給与水準の低減に向けた取り組み

を実施する必要があると記載されておりますけれど

も、さらなる経営改善に含まれるか、福祉保健部長に

伺います。

　イ、「給与費比率の低減に向けた取組み」は、具体

的にはどのようなことでしょうか。給与費の見直しを

行うのか伺います。

　福祉保健部長と病院事業局長に伺います。

　ウ、病院事業局は、給与費の見直しを行っているか

お伺いをいたします。

　エ、病院事業局も知事部局も全く同じように退職手

当を引き下げていくのかお伺いします。

　次に、鰯、病院事業の職員定数の拡大は、病院現場

の切実な要望でございます。早急に病院事業を独法化

をして、病院ごとの要求に沿った職員定数の拡大を図

り、県民医療をより充実させたほうがよいと考えま

す。見解を伺います。

　どうぞよろしくお願いいたします。

○議長（喜納昌春君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　照屋守之議員の御質問に答

弁をいたします。

　まず第１に、沖縄振興一括交付金についての御質問

の中で、平成25年度沖縄振興交付金予算確保の評価に

ついてという御趣旨の御質問に答弁をいたします。

　平成25年度の沖縄振興交付金の確保に当たっては、

沖縄振興特別推進交付金の今年度並みの額の確保、そ

して沖縄振興公共投資交付金の増額などを求めたとこ

ろでありますが、安倍総理大臣、そして麻生財務大

臣、さらには山本沖縄担当大臣、自由民主党の石破幹

事長、自由民主党沖縄振興調査会の川口会長、額賀顧

問、さらには美ら島議員連盟の細田現会長、前会長の

岸田会長を初め宮腰美ら島議連幹事長さん、さらには

政府・与党関係者の沖縄の持つ優位性や沖縄の潜在力

への期待と沖縄振興への御理解により、沖縄県の要望

に配慮された予算が確保されたものと高く評価いたし

ております。無論沖縄県選出の自由民主党の国会の先

生、そして沖縄県連の皆様、さらには滑走路予算につ

いては、公明党の大臣である国交大臣などなど多くの

方々のお力添えを賜りました。心から感謝を申し上げ

ます。

　次に、沖縄県の鉄軌道構想についての御質問なんで

すが、その中で鉄軌道構想の政治決断による実現への

対策についてという御趣旨の御質問にお答えいたしま

す。

　沖縄県は、鉄軌道を含む新たな公共交通システムの

早期導入の可能性を高める観点から、国、関係機関と

連携を図りながら、導入のための条件整備に資する調

査を実施することといたしております。県民のコンセ

ンサスを経て、平成27年度までに事業化に向けた県の

計画案を策定してまいりたいと考えております。

　沖縄県としましては、計画案をもとに新たな公共交

通システムの導入が実現できるよう、県議会のお力を

得て取り組んでまいりたいと考えている次第でござい

ます。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。

○議長（喜納昌春君）　総務部長。

　　　〔総務部長　川上好久君登壇〕

○総務部長（川上好久君）　平成25年度一般会計予算

等についての御質問の中で、国の沖縄振興予算及び県

予算の評価についてお答えします。

　平成25年度の沖縄振興予算については、国家財政が

厳しい状況の中、総額3001億円の確保、沖縄振興交付

金の増額、那覇空港滑走路増設事業費など自民党、公

明党の政府・与党、その他の関係者のお力添えにより

本県の要望に配慮された内容になったものと高く評価

をしております。

　また、沖縄県の平成25年度当初予算は、産業振興、
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離島・過疎対策、子育て支援、医療・福祉の向上、自

然環境の保全、伝統文化の継承・発展、人材育成など

の取り組みを軌道に乗せ加速させるため、沖縄振興特

別推進交付金を最大限に活用して、これらの諸施策を

積極的に展開することとしております。さらに、平成

24年度２月補正予算については、国の経済対策に対応

し、緊急に予算措置が必要な経費などについて予算を

計上したところであります。

　沖縄県としては、国がいわゆる「15カ月予算」の考

え方で切れ目のない経済対策を実行するとの趣旨を踏

まえ、効果の早期発現の観点から、関係機関と連携

し、可能な限り事業を前倒し執行するよう全庁を挙げ

て取り組んでまいります。

　次に、予算の執行体制についてお答えします。

　県は、沖縄振興一括交付金等の予算の執行体制を強

化するため、平成24年度に総務部、企画部、農林水産

部及び文化観光スポーツ部に増員を行いました。ま

た、平成25年度の組織編成においても、知事公室及び

総務部を除く７部に同交付金等の執行を管理するため

の増員を行うこととしております。さらに、同交付金

等で業務量が増加する事業課についても、その円滑な

執行を図るための増員を行うこととしております。

　次に、沖縄振興一括交付金についての御質問の中

で、沖縄振興特別推進交付金制度を継続するための執

行体制についてお答えします。

　沖縄振興特別推進交付金事業が効果的かつ円滑に執

行できるよう、昨年10月に県事業及び市町村事業の執

行を支援するサポートチームを設置し、執行体制の強

化を図ったところであります。サポートチームにおい

ては、国や関係部局との調整、市町村などの補助事業

者等に対して執行状況等の確認を行っているところで

あります。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　企画部長。

　　　〔企画部長　謝花喜一郎君登壇〕

○企画部長（謝花喜一郎君）　平成25年度一般会計予

算等についての御質問の中の、当初予算や補正予算、

沖縄振興予算の経済効果についてお答えいたします。

　今年度の補正予算や次年度の当初予算などを踏まえ

て予測する本県経済の見通しにつきましては、３月末

ごろの公表をめどに作業を進めているところでありま

す。

　なお、平成24年度の当初予算額6807億円を踏まえて

昨年３月に予測した今年度の本県経済の見通しは、名

目で2.8％、実質で2.5％程度と例年よりも高い伸びを

見込んでおります。その要因として、沖縄振興一括交

付金を活用したソフト事業の拡大などによる政府最終

消費支出の大幅な増加が挙げられます。

　平成25年度についても、国の補正予算を活用した経

済対策等による事業の実施は、本県経済のさらなる成

長に寄与するものと想定をしております。

　次に、沖縄県の鉄軌道構想についての御質問の中

の、鉄軌道構想策定のめど及び沖縄振興計画期間内に

おける着工について、これは３の茨と３の芋は関連い

たしますので一括してお答えいたします。

　県は、鉄軌道を含む新たな公共交通システムの早期

導入の可能性を高める観点から、今年度はこれまでの

調査結果を踏まえ、県民のコンセンサスを得るための

広報活動、先進事例調査などによるコスト縮減策の検

討、持続的な運営を可能にする特例的な制度の検討な

どを実施しております。

　平成25年度は、引き続き導入のための条件整備に資

する調査を実施するとともに、導入するルートや事業

主体などについて県としての考え方を取りまとめてま

いりたいと考えております。平成26年度から27年度に

かけては、県としての考え方をもとに、学識経験者、

専門家、国、地方自治体、交通事業者、道路管理者、

交通管理者などで構成される検討委員会を立ち上げ審

議し、事業化に向けた県の計画案を策定してまいりた

いと考えております。

　県としては、国に対し計画案を踏まえた県の考え方

を示し、国において事業化が図られるよう求めてまい

りたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　當銘健一郎君登壇〕

○土木建築部長（當銘健一郎君）　地域の振興につい

ての御質問の中で、県道224号線の拡幅整備の進瀧に

ついてお答えいたします。

　県道224号線の旧道は、学校への通学路、市民劇場

等の公共施設へのアクセス道路として利用されており

ますが、幅員が狭小で歩道もないことから、道路拡幅

及び歩道整備を実施することとしております。現在、

実施設計を行っており、関係機関と協議が整い次第、

地元説明会を開催し、次年度から用地買収を行う予定

であります。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　我が党代表質問との

関連についての御質問の中の、県産品優先使用の県関

係部局等に対しての働きかけとその成果についてお答
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えいたします。

　県産品の優先使用については、県の各部局に対し公

共工事の執行や物品の契約に際し配慮するよう文書に

よる依頼を行うほか、県産品優先使用連絡会議などの

場で優先使用を働きかけるとともに実績の把握を行っ

ております。その結果、平成23年度の県公共工事の発

注額は752億6400万円で、このうち県内企業の受注額

は93.0％の699億6600万円となっております。また、

物品調達基金による平成23年度の発注額は約２億2500

万円で、このうち県産品の発注額は39.1％の約8800万

円となっております。

　先日、照屋議員のお話でうるま市田場の昭和製紙と

いうところを訪問させていただきました。この企業

は、県内で唯一のリサイクル用紙からトイレットペー

パー、それからタオルペーパーを生産している企業で

す。やはりそういう県産品の行政での取り組みが、

年々、ややもすれば事務的になってきたのかなと担当

部局としても反省しておりまして、今後、この辺の県

産品使用のあり方をもう少しきめ細かに対応していき

たいとこのように考えております。

　続きまして、市町村及び国の機関に対しての働きか

けとその成果についてお答えいたします。５の茨イと

５の茨ウは関連しますので一括してお答えいたしま

す。

　市町村に対しましては、毎年文書による要請を行っ

ております。また、特に事業量の多い内閣府沖縄総合

事務局、防衛省沖縄防衛局に対しては、平成20年度か

ら直接訪問し要請を行っております。平成23年度にお

ける内閣府沖縄総合事務局の工事発注額は409億9500

万円で、そのうち県内企業の受注額が63.5％の260億

3500万円となっております。また、防衛省沖縄防衛局

の発注総額は113億4600万円で、うち県内企業の受注

額が72.1％の81億7500万円となっております。

　県が直接要請を行って以降、特殊工事による変動は

あるものの、県内企業の受注率は両局とも増加してお

り、引き続き働きかけを行ってまいります。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　崎山八郎君登壇〕

○福祉保健部長（崎山八郎君）　我が党代表質問との

関連についての御質問の中で、報告書における給与費

比率についてお答えいたします。

　平成24年度検証結果報告書では、持続的な経営健全

化について課題に取り組み、「更なる経営改善」が行

われることを前提として達成見込みがあるものと評価

をされております。その課題の一つとして「給与費比

率の低減に向けた取組み」が示されております。

　次に、「給与費比率の低減に向けた取組み」につい

てお答えいたします。

　検証結果報告書では、人材の確保や新たな投資を行

うためには、収益の安定的確保とともに費用の抑制も

含めた適切な収支バランスを図っていく必要があると

し、給与費は病院の費用全体において最も大きな割合

を占めていることから、その適正化は病院経営にとっ

て重要な課題としております。

　給与費比率は、医業収益と給与費で構成されてお

り、その低減に向けた具体的な取り組みについては、

病院事業を運営している病院事業局において検討され

ることになります。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕

○病院事業局長（伊江朝次君）　我が党代表質問との

関連についての御質問の中で、「給与費比率の低減に

向けた取組み」についてお答えいたします。５の芋イ

形と５の芋ウは関連しますので一括してお答えいたし

ます。

　給与費比率の低減に向けた給与費の取り組みとしま

しては、平成21年度から段階的な給料の調整額の廃止

を実施しているほか、勧奨退職の促進や業務の委託化

などにより給与費比率の低減に向けた取り組みをして

おります。

　次に、病院事業局における退職手当の引き下げにつ

いてお答えいたします。

　退職手当の支給水準の引き下げにつきましては、駆

け込み退職等によって医療の質の低下や配置基準を満

たせず収入の落ち込みを招くなどの病院事業の運営に

与える影響を回避するために、今年度は知事部は退職

手当の支給率を100分の102としたところを、病院事業

局は100分の103といたしております。

　次に、病院要求に沿った職員数の拡大を図ることに

ついてお答えいたします。

　病院事業局においては、経営形態のいかんにかかわ

らず、国の医療制度改革の動向や県立病院の役割を踏

まえ、充実した医療提供体制の確保を図ってまいりた

いと考えています。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　御答弁ありがとうございました。

　今年度の予算及び補正予算、国の振興予算について

の御答弁でございましたけれども、私は、平成24年度

から始まった沖縄振興計画も含めて、今、仲井眞知事
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を先頭に10年間新たなそういう仕組みづくり、このこ

とは前回も非常に高く評価しておりますけれども、今

年度の予算についても引き続いて知事の強力なリー

ダーシップのもとに、非常に厳しい国の財政の中でこ

のように予算がつくられたことについても非常に高く

評価をしております。これは、まさに今このタイミン

グで仲井眞知事であったということを非常に誇りに

思っております。ですから、せっかくこのような形で

予算をつくり、県民のために取り組みをしていくわけ

ですから、ぜひ執行体制をさらに強化をしていただい

て、先ほど企画部長からもありましたように経済成長

率の効果というふうなことも含めて、県民によりわか

りやすいようなそういうことを訴えていきたいという

ふうに思っております。

　それで、先ほど経済成長率が2.8％という案内がご

ざいましたけれども、雇用とか、あるいはまた失業率

の改善等々も含めて、この平成25年度の予算やあるい

はまた補正予算がどのような効果があるのか、その資

料があれば御案内できますか、いかがですか。

○議長（喜納昌春君）　企画部長。

○企画部長（謝花喜一郎君）　先ほど答弁させていた

だいたところですけれども、やはり本県の予算もそう

ですが、国の経済対策なども相まって、沖縄県にとっ

て大変好材料があるだろうと思っています、プラスに

なる材料がですね。例えば、足元の観光客数ですが、

これは24年10月から12月までの観光客の増が、対前年

比4.5％増で146万人となっております。平成24年10月

から12月期の主な経済指標として、観光客数がもう既

に146万人になっていると。完全失業率も対前年比で

0.4ポイント改善されまして6.1ポイントになっている

と。個人消費も対前年比で2.4％になっているという

ことです。それから、新石垣空港も開設されまして、

23年の実績は66万人ですけれども、これを25年目標は

80万人というような形で目標を持っております。石垣

市の試算ですと、開港後の経済波及効果として1149億

円というような数字も出ております。それからまた、

円安によって国内旅行者もふえると、海外に行ってい

た方々が沖縄県に来ていただけるというようなことも

ありまして、25年度は沖縄県にとって大変プラス材料

になるかなというふうに思っております。

○議長（喜納昌春君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　ぜひその執行体制も含めて効果が上

がるようにお願いをいたします。

　沖縄振興一括交付金です。

　これは平成24年度から具体的に沖縄県で始まって、

25年は1600億円近く予算が計上されました。全国で沖

縄県だけですね、今の自由民主党政権の中では、沖縄

県の新たな法律に基づいた振興の一括交付金という形

で予算が認められているということになっておりま

す。そういたしますと、沖縄県特別のこの一括交付金

というのは、全国的にもあるいはまた国会の中でも、

さらにはまた今自由民主党政権の中で自民党、あるい

はまた公明党も含めて、この使い道というか、その効

果、これから非常に厳しくチェックされていくと思っ

ております。これは基本的には我が沖縄県が強い要求

をしてつけていただいた交付金ということもあって、

国も沖縄県の責任が非常に大きいということを言って

いるわけですね。ですからそうすると、継続をしてい

くためには、チェック体制というのはどうしても我が

沖縄県が独自でしっかりと国会の議論に耐え得るも

の、あるいはまたそれぞれの今の自民党を初め公明

党、あるいはまたほかの政党も含めてその議論に耐え

得るような仕組みをしっかりつくっていかないと厳し

いと思っているわけですね。これは先ほど新垣安弘議

員からも提案がありましたけれども、ぜひこのチェッ

クをしていく体制、客観的にできるような仕組みをつ

くっていただきたいというふうに思っておりますけれ

ども、いかがですか。

○議長（喜納昌春君）　総務部長。

○総務部長（川上好久君）　ただいま議員の言われる

ことはもっともなことでございまして、沖縄振興交付

金につきましては、これは1600億、沖縄県だけに配分

をされています。この一括交付金そのものは、やはり

この沖縄振興というのが、今後沖縄の地域資源を生か

した産業振興、とりわけ観光だとかＩＴ、これは全国

的にはなかなかそういう施策はないわけでありまし

て、沖縄の産業施策を展開するためにはやはりこの一

括交付金は必要なんだというふうに理解をしておりま

す。そしてまた、離島振興とか優しい社会というふう

なものの施策は今後、沖縄振興の新しいステージに向

かう重要な政策ツールというふうに理解をしておりま

すので、その使い方についてもしっかり成果を出し

て、その成果が見えるような形でぜひまたこれも国、

それからまた県内もそうですけれども、示していきた

いと思います。

　沖縄振興特別推進交付金事業につきましては、これ

は交付要綱の中で、実は沖縄県が成果目標を設定をし

て、その達成状況について評価・公表をするというふ

うに定められております。そしてまた、その評価の結

果について内閣総理大臣に報告をすると、そういう一

連の手続の中でしっかりとその成果を示していきたい

というふうに考えております。
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○議長（喜納昌春君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　とりわけ自由民主党という政党は、

これからこの中身も含めて党本部で非常に厳しい議論

があるかもしれません。先ほど申し上げましたよう

に、47都道府県で唯一我が沖縄県だけこういうふうな

仕組みがあるということからすると、自民党という政

党は野党と違って内部で非常に厳しい闘いが起こって

まいります。特に沖縄だけそういう特別なものがある

ということからすると、全国に自由民主党の議員がお

ります。当然それぞれの地域振興のためにそれぞれの

国会議員が頑張っていくという仕組みですから、私

は、相当自民党の内部の中でいろんな議論が起こって

くるだろうということは当然予測されております。

　自民党は、日本の安全保障を担っているとか、ある

いはまた、基地のおかげで我が沖縄県の経済振興の妨

げになっているというそういうふうなことが根底に

あって、沖縄振興を積極的にバックアップしていきた

いということがあるわけですね。ですから、そういう

ふうなもとでやっている一括交付金、やっぱりこれは

自由民主党の議員も含めて、これは全国的に国民が納

得し得るようなものが沖縄県の経済振興の発展に貢献

をしているというふうな裏づけがなければ、なかなか

厳しいと思っているんですね。

　それと同時に、私どもは平成33年度までこの一括交

付金を予算をしっかりつけてもらいたいという思いが

ございます、これは3000億円をですね。去年も2937億

円、ことしは3001億円、来年もそのぐらいの予算を確

保していきたい。これは33年度までそれをやっていき

たいというそういう思いがございます。思いがありま

すけれども、さまざまな要件で、これはまさに政治決

断で生まれた予算ですから、いろんな政治の状況に

よってはこの予算の獲得がなかなか私どもが思うとお

りにいかないという部分も想定をされてまいります。

ですから、そういった面からは、やっぱり与えられた

予算をきちっと目的どおりにしっかり活用して、全国

に我が沖縄県はそのおかげで非常に県民、あるいはま

た沖縄県の振興に効果を果たしたというそういうこと

を示す必要があろうかと思っていますから、ぜひよろ

しくお願いいたします。

　鉄軌道です。

　先ほど知事からございましたように、平成27年度ま

でに県の計画案をつくりたいということですけれど

も、今の振興計画は33年度まで10年間続いてまいりま

す。私は、この鉄軌道をぜひ、そこの部分でやっぱり

しっかり着工できるようなそういうふうな計画案をつ

くってもらいたいわけですね。この計画案をつくって

もなかなか沖縄だけではどうしようもないことですか

ら、それを国に真剣にぶつけていって、振興計画年度

内に着工していくとそういうふうなことを今個人的に

も考えておりますけれども、いかがですか。

○議長（喜納昌春君）　企画部長。

○企画部長（謝花喜一郎君）　前々回から答弁させて

いただいておりますけれども、この振興計画の中ごろ

までにはこの計画案を示したいという答弁をさせてい

ただいていたところです。今回の知事の提案説明要旨

からしっかりと県の計画というものを27年度までにと

いうような形で示させていただいているところです。

さらに今回、25年度に県としての考え方を取りまとめ

るということで、26年、27年にかけてしっかりと外部

の有識者の意見も聞いて、それをもって国に対して力

強く鉄軌道の実現を働きかけてまいりたいとそういう

ふうに考えているところであります。

○議長（喜納昌春君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　今はどうですか、企画部の中で、こ

の鉄軌道構想についてどういう体制で取り組みをして

おりますか。

○議長（喜納昌春君）　企画部長。

○企画部長（謝花喜一郎君）　今の時点で一つの班を

つくってということではございませんけれども、３名

ほどでこの部分について集中して議論をしていただい

ております。ただ、将来的には、特に25年度は大変重

要だと思っておりますので、課内で人員体制の増をす

るなりして、また年度途中においても総務部と相談し

て、この25年度までの考えを取りまとめるために必要

であれば、またいろいろ体制の増加も考えてまいりた

いとそういうふうに考えております。

○議長（喜納昌春君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　ぜひ副知事を頭にして、鉄軌道構想

のプロジェクトチームみたいなものをつくって、我々

沖縄県の意気込みを見せていく、県内でもそういうふ

うな機運を高めていくということをぜひやりましょう

よ。そういうふうなことをやっているのを国が見る

と、沖縄県は本気でやっているんだなということにな

りますから、ぜひこれは……、最後に、これは言いま

したけれども、政治決断によってしかこの構想は進ん

でまいりません。ですから、これは今那覇空港の第２

滑走路があって、これが６年近くかかりますね。そう

すると、これは2000億ぐらいの非常に大きな投資を沖

縄県にやっていくわけですね。これと同時並行してこ

ういう事業が進むとはまず考えられませんから、あの

第２滑走路が終わっていくそのタイミングを見計らっ

て、さらにこういうふうなものを押し込んでいくとい
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うことを考えるとすると、やっぱり今から我が沖縄県

もそういう体制づくりをして、しっかり取り組みをし

ていくということになろうかと思いますけれども、そ

の点はいかがですか、副知事をトップにしたプロジェ

クト。

○議長（喜納昌春君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　まさに議員御指摘のとおり

で、私もメンバーに入ってこれはやっていこうとこう

考えております。副知事も入ってもらいますが、少し

これは強力に進めないと、場合によっては議会の先生

方も入っていただいて進めていく必要があると思いま

す。いずれにしましても、採算が何とかとれるかもし

れないという解をどうしても見つける必要があると思

いますので、ぜひまたお力をかしてください。

○議長（喜納昌春君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　代表質問との関連で県産品の関連で

す。

　これは具体的に申し上げると、先ほど部長からもあ

りましたけれども、昭和製紙というところがありま

す。ここは約80名ぐらい抱えているんですかね。中城

湾港に拓南製鐵という会社がございます。ここは製鐡

と商事で約300名ぐらいおりますね。そうすると、こ

の製造業というのは、やっぱりそれだけ直接雇用も、

あるいはまた向こうはリサイクルということですか

ら、いろんな関連の企業もございます。そうすると、

より具体的に県産品、あるいは地元の企業を活用とい

うからには、これまでやってきた部分も含めてよりき

め細かくそういうふうな体制をつくって、もちろん県

も、あるいは県に関する機関、あるいはまた市町村、

防衛局とかあるいは国の機関も含めてやっぱり取り組

みをしていく必要があるんだろうと思っているんで

す。そういう製造業がなかなか沖縄には育たないとい

うこの現状の中で、地元の企業がそういう形で頑張っ

ているわけですから、ぜひその後押しを強力にお願い

したいわけですけれども。

　さらには、ＴＰＰ問題も今にわかに浮上してまいり

ました。そうすると、それぞれのものがどんどんどん

どん自由に入ってくるというそういう時代になってま

いります。県民が安い物を選択していくということも

どんどんどんどん起こってまいります。その中で、

我々は地元の産業として雇用やあるいはまた経済、そ

ういうことを守っていくための県産品あるいはまた県

内企業をどういう形で行政も含めて支援をしていくか

という非常に大きな新たな課題も出てきていると思い

ます。いかがですか。

○議長（喜納昌春君）　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　議員御指摘のとおり

だと思います。先ほど答弁でも申し上げましたけれど

も、議員のお取り計らいで昭和製紙に行かせてもらい

ました。ここは県内で唯一のリサイクル用紙をトイ

レットペーパー、タオルペーパー等にやっております。

それからもう一つは、私どもお盆とかそういう行事に

不可欠なウチカビ――向こうでお使いになられるお金

――こういうのもそこでつくっている。非常に我々の

生活に密接な企業だと見ました。やはり私どもが今県

産品の優先使用を各部局と連携していろいろやってお

りますけれども、もう少しきめ細かな取り組みが必要

かなと。つまり本庁の物品調達はいろいろやっていま

すけれども、出先あるいは病院等のそういうところが

やや曖昧になってきたのではないか、これはぜひ直し

ていきたい。もう一つは、先ほどお話のあった今の昭

和製紙も含めて拓南さんとか、あるいはそれ以外の先

日経済労働委員会に陳情が上がったアルミの部分、そ

ういう県産品というものの定義をもう一回少し見直す

必要がある。この辺を含めて議員の皆さんのお知恵

も、経労委等も含めてこういう議論もしながら、少し

県産品の定義を改めて見直しながら、ぜひ県内産業、

中小企業の振興を含めて県産品の使用比率を高めてい

きたい、こういう指示を今担当課にしておりまして、

今その調整を始めているところでございます。

○議長（喜納昌春君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　次、病院事業局です。

　350名を増員したいという具体的なそういう数字が

何かあるようですね。今回は、この件についてはどう

いうふうな手続を踏んでおりますか。

○議長（喜納昌春君）　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　お答えいたします。

　今回は、各病院に対していわゆる人材確保の検討

チームが出向きまして現場で調整し、そしてその数を

まとめて最終的に351名というふうな形で病院事業局

としては出しております。

○議長（喜納昌春君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　この定数の拡大、１年前のこの議会

ですよね。私は、できれば県立病院で頑張ってほしい

という思いがあって、３年計画の経営再建も積極的に

支援をしてきた立場です。７対１看護についても、知

事に対しても、いや厳しいんだけれどもこういう時期

にどんどんやってくれというお願いをしてきたわけで

すけれども、去年の総務企画委員会の記録があって、

私は非常に不思議に思ったのは、皆さん方は総務部・

知事部局と調整したこの111名という議案を出しなが

ら、なおかつそれじゃだめだと言って新たに増員をお
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願いするという形で総務企画委員会で病院長から直接

いろいろ言われたことがあるんですね。だから、こう

いうやり方でいいのか。それであればもっと真剣に詰

めた上で、この議案を取り下げた上で、取り下げて

しっかり検討して再度議案を上げてくれという議論を

しましたけれども、なかなかああいう議論を通して見

ていくと、今の病院事業局と福祉保健部も、知事部

局・総務部とのそういうしっかりとした信頼関係がと

れていませんね。それぞれ何か自分の主張をして、そ

れに対してそういう部署が理解を示していないという

言い分。だから、議員の力で定数の枠を上げてくれと

いうそういう何か非常に我々が責任を負えないわけの

わからぬ議論があって、だから、こういうことだった

ら今の経営形態のありようではこれから病院事業はも

う非常に厳しいなという思いが私はしております。で

すから、今、病院事業局長が責任を持っていると言い

ながら、福祉保健部もかかわり、あるいは総務部もか

かわりというそういうやり方ではどうしようもないな

と思って、これは病院事業が要求するものをしっかり

迅速にそういう対応をして、県民のために医療体制を

つくっていくんであれば、今のような仕組みは取っ

払って独法化にしてもっと自由に――病院長の方々も

そう言っているわけですから――そういう体制をつ

くってやっていく方向に変えていかないとどうしよう

もないのかなという思いもありますけれども、いかが

ですか。

○議長（喜納昌春君）　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　お答えいたします。

　今の議員の御質問でございますが、私は、知事から

いわゆる公営企業の全適という枠の中で病院事業管理

者を仰せつかっております。ですから、私は今この病

院事業の独法化についてコメントする立場にはないと

考えております。

○議長（喜納昌春君）　照屋守之君。

○照屋　守之君　知事、これはぜひ知事も、病院事業

局長だけではなくて、病院長の方々も一緒に集まって

いただいて、今の現状も含めて、これは県立でやって

いけるのか、新たな仕組みをつくったほうがいいの

か、ぜひ直接やられたほうがいいと思いますよ。ぜひ

よろしくお願いします。

　以上です。

○議長（喜納昌春君）　嶺井　光君。

　　　〔嶺井　光君登壇〕

○嶺井　　光君　南城市の嶺井光でございます。

　前田政明議員の余りにも早い、そして突然の御逝

去、多くの皆さんがそうでしょうけれども、とても

ショックを受けました。同期で県議になって、文教厚

生委員会で一緒に活動をいたしました。当時、私は母

子家庭の子供医療費助成の現物給付の問題を取り上げ

たことがありました。そのときに、前田議員は、嶺井

さん、これは一緒にやっていこうよということを声を

かけてくれました。そうですよね、教育・福祉は一緒

にやりましょうよというふうなお話を交わしたのがと

ても印象的であります。安らかにお休みになって、こ

の後は天国から我々同僚、仲間の活動をしっかり見

守っていただきたいなと思っております。心から御冥

福をお祈りいたします。

　さて、本日から琉球ゴルフ倶楽部で「ダイキンオー

キッドレディスゴルフトーナメント」が開会しており

ます、あした、あさってまで。（資料を掲示）　速報

を見たんですけれども、県勢も頑張っております。

今、トップが６アンダー、そして上原美希さんが４ア

ンダーの２打差で追っております。美香さんが２アン

ダー、比嘉真美子さんもそうでしたかね、１アンダー

かな。結構みんな頑張っているようですから、どうぞ

皆さん、あした、あさってみんなで南城市の琉球ゴル

フ倶楽部に行って県勢を応援しましょう。よろしくお

願いいたします。

　それでは、通告の質問に入ってまいります。

　まず、多様な人材の育成と文化の振興について。

　茨、学校教育の充実について伺います。

　県教育委員会は、昨年、教育振興基本計画を策定い

たしました。これは、本県の未来を展望した沖縄21世

紀ビジョンに沿った長期的・総合的観点に立って「沖

縄の未来を拓く人づくり」を目指しております。これ

までも沖縄県教育長期計画を平成14年から10年間取り

組んできました。しかしながら、全国学力調査の結果

が示すように最下位からの脱出をなし得ない状況が続

いております。

　学力向上は、教育環境を整えるのが大切だと思いま

す。特に人的環境は重要であります。日常の教育活動

が、教師や児童生徒にとってよい環境であるかが問わ

れております。きめ細かな指導のためには教師がゆと

りを持って接する時間が必要であります。ところが、

実態は子供たちの生活指導や父兄との対応等多岐にわ

たる課題を抱えております。教師の負担軽減、多忙化

の解消が求められております。

　そこで伺います。

　少人数学級については年次ごとに推進するとしてお

ります。今後の見通しを伺います。

　学力向上は、少人数指導が最大の効果を上げると考

えます。加配教員の配置状況を伺います。
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　生徒指導体制の加配教員とスクールカウンセラーの

配置状況を伺います。

　座間味、渡嘉敷、粟国、渡名喜村など離島の指導主

事配置状況を伺います。

　芋、外国語教育の取り組みについて。

　国際交流拠点として本県が発展するには、国際性豊

かな人材育成が重要であります。特に英語や中国語等

は経済交流、観光交流に不可欠な人材と考えるが、取

り組みを伺います。

　鰯、高等学校編成整備計画について。

　沖縄水産高校と南部工業高校は、産業人材の専門性

を深めるものとして必要であります。南部総合実業高

校としての統合は長期的に十分な議論をすべきであり

ます。見解を伺います。

　久米島高校の園芸科存続について、学校は食品製造

コースを置き、６次産業化を想定した魅力ある学科改

編等を考えております。県教育庁は支援すべきではな

いか、対応を伺います。

　２、米軍基地の負担軽減について。

　去る１月27日、28日に、普天間基地の閉鎖、県内移

設断念とオスプレイ配備撤回を求めて安倍総理への直

訴・東京行動が行われました。厳しい寒さの中、日比

谷野外音楽堂に多数の参加があり、沖縄の全市町村

長、議長、県議会、各団体など過去に事例のない沖縄

全県一致の要請行動が行われました。

　政府は、沖縄の米軍基地の過重負担を解消すべきで

あり、国民もこの実態を認識すべきであります。とこ

ろが、残念なことに現状を知らない者が多く、本土と

の温度差を強く感じました。国の安全保障は日本全体

でひとしく負担すべきであります。このことを考える

と、まず国民の意識改革に取り組むことが求められま

す。県の必死の交渉も、政府を動かすにはまだまだ力

不足を感じます。政治を動かすため国民世論をつくる

ことが重要だと考えます。全国の世論づくりのために

県として取り組む考えはないか、見解を伺います。

　３、沖縄振興について。

　本県は、復帰後、３次、30年、沖縄振興開発計画で

社会資本の整備を中心に格差是正と４次の沖縄振興計

画まで自立型経済の構築に取り組んできました。しか

し、いまだ自立にはほど遠いのが現状であります。こ

のような中、本県がみずから策定した総合計画沖縄21

世紀ビジョンは、本県の特性を発揮し、アジア地域の

成長する活力を取り込み、リーディング産業の観光・

情報に加え、第３のリーディング産業として国際物流

拠点を確立し、民間主導による経済自立の基盤整備が

期待されます。

　以下伺います。

　茨、那覇空港の第２滑走路について。

　平行滑走路は、パイロット経験者の指摘によります

と、同時使用するには一定の間隔が必要とされるが、

認識と計画見通しを伺います。

　５年余の短期間で整備するには、本県の建設業界が

最大限に参入をして事業推進にかかわるべきと考えま

すが、県の取り組みと見通しを伺います。

　芋、本島縦断鉄軌道を基軸としたＬＲＴ等の導入を

含む新たな交通ネットワーク整備の方向性と事業見通

しを伺います。

　鰯、天然ガス資源の試掘によりエネルギーの自給率

向上や地域産業への利活用が期待されます。地元との

連携の可能性など有効活用の見通しを伺います。

　允、県の人口増加計画について、市町村との整合性

はどうなっておりますか。自然増への取り組みとし

て、子育て環境の改善に２世帯住宅や３世代世帯の推

進など具体的な支援が必要と考えるが、対応を伺いま

す。

　印、不発弾探査処理事業について。

　推定埋蔵量と今後の処理計画と見通しについて伺い

ます。

　平成24年度の処埋状況を伺います。

　申請から現場処理までの迅速化が必要であります。

手続の実態を伺います。

　４、農林水産業の振興について。

　本県の農業・漁業を取り巻く環境は極めて厳しい状

況にあります。長引く景気の低迷や輸入増加による価

格の低迷、台風など自然災害による施設の損壊、輸送

コストの不利性、漁業にあっては悪天候による休漁、

漁場の確保、漁港施設の整備など課題が山積しており

ます。ただでさえ厳しいのに、円安で畜産農家は飼料

高騰、漁民は原油高騰で経営の危機と言っても過言で

はないと思います。

　茨、畜産業の振興について。

　肉用牛生産振興について、県の支援策を伺います。

　乳用牛の自家育成、家畜改良センターの受託、県外

導入の実態と支援策を伺います。

　家畜排せつ物の適正な処理に対する農家支援はどの

ようにされているか伺います。

　芋、水産業の振興について。

　漁場の確保のため、米軍の演習水域返還への取り組

みと今後の見通しについて伺います。

　無線機の機能向上への予算措置と漁業者や漁協の取

り組み状況はどうなっているか伺います。

　漁船が大型化した奥武漁港の船だまり場の拡張整備
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について、県の見解を伺います。

　奥武漁港のおさかな市場、漁具保管修理施設の整備

について進瀧状況を伺います。

　県管理海野漁港の斜路の改修について、県の対応を

伺います。

　パヤオ設置について、県設置の分布状況と今後の計

画、漁協の流出パヤオの補充支援策を伺います。

　５、福祉政策について。

　茨、子育て支援について伺います。

　放課後児童クラブの実態と今後の支援事業につい

て。

　準要保護児童の実態と支援策について。

　保育士の処遇改善策について。

　芋、高齢者福祉について伺います。

　特別養護老人ホームへの入所を希望する高齢者の実

態について。

　特別養護老人ホームの増床、新設の見通しについ

て。

　特別養護老人ホームの老朽化による施設整備の見通

しについて。

　鰯、障害者の自立支援、就労支援について、県の取

り組みを伺います。

　６、土木行政について。

　茨、南部東道路の早期整備について、平成30年供用

開始を示しておりますが、用地買収などに相当の時間

を要すると思われます。迅速な交渉が事業の進瀧を左

右します。職員体制は十分であるのか伺います。

　芋、玉城那覇自転車道は、県民の健康増進、観光振

興、地域間交流の目玉事業として玉泉洞を起点に首里

城までの約25キロメートルを整備するものでありま

す。地元や県民の期待が大きいにもかかわらず、完成

したのは南城市内の一部区間にとどまっております。

全線開通にはまだまだほど遠いような状況でありま

す。この事業は、市道の整備と並行して進められてい

る部分があり、同事業がおくれると市道整備に支障を

来すことになります。市道南風原田原線、市道西原南

風原線と重複している部分と未整備区間（糸数、垣

花、仲村渠）の早期整備について取り組みを伺いま

す。

　よろしくお願いいたします。

○議長（喜納昌春君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　嶺井光議員の御質問に答弁

をいたします。

　まず第１に、沖縄振興についての御質問の中で、鉄

軌道を基軸としたＬＲＴなどを含む新たな交通ネット

ワーク整備の方向性についてという御趣旨の御質問に

答弁をいたします。

　沖縄県総合交通体系基本計画では、沖縄本島を縦断

し、速達性・定時性を備えた鉄軌道を含む新たな公共

交通システムを導入するとしており、フィーダー交通

としてＬＲＴ、基幹バスなどが有機的に連携する利便

性の高い公共交通ネットワークの構築に向けた取り組

みを進めることといたしております。県は、今年度か

ら平成25年度にかけまして導入するルート、そして事

業主体や整備手法などの検討を行い、平成27年度まで

に事業化に向けた県の計画案の策定に取り組んでまい

りたいと考えております。

　次に、農林水産業の振興についての中で、肉用牛生

産振興の支援策についての御質問にお答えいたしま

す。

　沖縄県といたしましては、肉用牛生産振興を推進す

るため、第１に、戦略品目としての肉用牛拠点産地の

形成、第２に、沖縄食肉価格安定等特別対策事業の活

用、そして第３に、元気の出る畜産活性化プロジェク

ト事業の推進などの支援を行い、今後とも国と連携を

し、沖縄県の肉用牛農家の生産対策を積極的に進めて

まいる所存でございます。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。

○議長（喜納昌春君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　多様な人材の育成と文化の

振興についての御質問で、少人数学級の取り組みにつ

いてお答えいたします。

　少人数学級につきましては、現在、小学校１・２年

生の30人学級に加え、今年度から小学校３年生の35人

学級を実施しております。次年度は、今年度と同様、

小学校１・２年生の30人学級及び小学校３年生の35人

学級の実施を予定しております。

　県教育委員会としましては、今後とも市町村教育委

員会の意向、国の動向等を踏まえ、少人数学級の拡充

について引き続き研究してまいりたいと考えておりま

す。

　次に、少人数指導教員の配置状況についてお答えい

たします。

　少人数指導などの個に応じた指導は、本県の児童生

徒の学力向上に資するものであると考えております。

　平成24年度における本県の加配教員の配置状況は、

小学校239名、中学校185名、計424名となっており、

小学校は主に算数、中学校は数学と英語の指導を行っ

ております。
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　次に、生徒指導加配教員等の配置についてお答えい

たします。

　県教育委員会では、生徒指導体制の強化を図るた

め、平成24年度、中学校において、生徒指導担当教諭

37名、児童生徒支援加配教諭44名、合計81名を配置し

ております。また、県立高校においては、中途退学対

策加配教職員15名、教育相談担当教諭負担軽減に係る

加配教職員18名、合計33名を配置しております。ス

クールカウンセラーは、小学校75校、中学校91校、高

校50校に配置しております。

　次に、離島への指導主事派遣についてお答えいたし

ます。

　離島市町村に派遣している指導主事は、７市町村に

計15名となっております。派遣を受けていない市町村

は、渡名喜村、粟国村、渡嘉敷村、座間味村など８村

となっております。

　県教育委員会では、派遣を受けていない８村につい

ても、学校からの相談や課題に対し、各教育事務所に

おいて指導助言等の支援を行っているところでありま

す。

　次に、国際性豊かな人材育成についてお答えいたし

ます。

　国際社会で主体的に活躍できる人材育成を図るため

に、平成24年度は沖縄振興特別推進交付金を活用した

グローバル・リーダー育成海外短期研修事業と国際性

に富む人材育成留学事業を新たに創設いたしました。

海外短期研修事業においては、アメリカ、カナダ、中

国、シンガポールに計155名の高校生及び18名の教員

を派遣し、異文化体験や外国語の教授法等について研

修を行っているところでございます。留学事業では、

65名の高校生をアメリカ、欧州、アジアへ１年間派遣

し、さらに14名の社会人を修士課程や１年課程で世界

各国へ派遣をしております。

　平成25年度は、短期研修事業において今年度と同数

の高校生や教員を派遣する予定です。また、留学事業

におきましては派遣人数を拡大し、高校生を70名、大

学生、専門学校生及び社会人を30名、計100名を派遣

する計画でございます。

　次に、南部工業高校と沖縄水産高校の統合について

お答えいたします。

　同計画につきましては、第５期編成整備計画の中

で、南部工業高校の学校規模の適正化を図るために取

り組んでまいりましたが、地域や関係機関・団体との

再三の意見交換でも理解を得ることができませんでし

た。

　県教育委員会としましては、編成整備計画の基本事

項を踏まえながら引き続き研究してまいりたいと考え

ております。

　次に、久米島高校の学科再編についてお答えいたし

ます。

　久米島高校園芸科のコース制移行については、少子

化等社会の変化に対応し、生徒の視点に立った学校づ

くりを念頭に策定してきたところでございます。当該

学科につきましては、地域説明会等における意見等を

踏まえ、園芸科廃科及び計画時期を変更し、また定員

を満たした場合は計画を再検討することとしておりま

す。

　次に、福祉政策についての御質問で、準要保護児童

の実態と支援策についてお答えいたします。

　平成23年度において学用品費等の就学援助を受けた

準要保護児童生徒の数は、２万4400人となっており、

近年増加傾向にあります。就学援助事業は、市町村に

おいてそれぞれの実情に応じて実施されているものと

認識をしております。

　県教育委員会としましては、教育の機会均等の確保

のため、市町村教育委員会へ就学援助事業の適切な実

施、対象項目・金額等の拡充を促すとともに、全国都

道府県教育長協議会等を通して国に対して十分な財源

措置について要請しているところでございます。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　米軍基地の負担軽減に

ついての御質問の中で、全国の世論づくりのための取

り組みについてお答えいたします。

　沖縄の基地問題は、我が国の安全保障のあり方の中

で、日本国民がひとしく考えるべき課題であります

が、国民の理解は十分ではないと考えております。こ

うした状況を踏まえ、県としては、ホームページにお

いて沖縄の米軍基地の姿や沖縄県の取り組み、各種資

料などの充実に努め情報発信を行っております。

　今後とも、沖縄の基地問題の実情や安全保障の専門

家の幅広い意見をまとめた情報を積極的に発信し国民

の理解を深めるとともに、有識者等のネットワークを

活用し、マスメディア向けにも情報発信を行い、基地

問題の解決に向け日米両政府に働きかけてまいりたい

と考えております。

　次に、沖縄振興についての御質問の中で、不発弾の

埋没量、処理計画、見通しについてお答えいたしま

す。

　沖縄戦における不発弾は約１万トンと推定されてお

り、これまでの処理実績約7900トンを差し引いた約
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2100トンが現在も埋没していることになります。最近

５年間における不発弾の平均処理量は年間約30トンと

なっており、全てを処理するためには約70年かかる見

込みであります。

　不発弾の早期処理については、県政の重要な課題で

あると認識しており、毎年度市町村に対し探査箇所等

の要望調査を行い、計画的に事業を実施しておりま

す。

　県としましては、引き続き国・県・市町村及び関係

諸団体等で構成する沖縄不発弾等対策協議会を中心

に、公共工事及び民間工事等における磁気探査の加速

化・効率化に取り組んでまいります。

　次に、平成24年度予算の執行状況についてお答えい

たします。

　平成24年度不発弾等処理事業は約24億8000万円を計

上し、対前年度比約1.5倍と大幅に増加しておりま

す。今年度予算の執行予定額については約21億円を見

込んでおり、その内訳は、１点目、県事業として100

平方メートル以上の広域の不発弾探査等を行う広域探

査発掘加速化事業に約18億4000万円、２点目に、市町

村事業として、①、市町村単独公共事業に係る不発弾

探査等を行う市町村磁気探査支援事業に約１億4000万

円、②、発見された不発弾等の安全化処理経費を補助

する市町村特定処理支援事業約3500万円、③点目、民

間工事における探査費を補助する住宅等開発磁気探査

支援事業約500万円となっております。

　次に、不発弾探査の手続についてお答えいたしま

す。

　不発弾探査の手続として、主に畑等の探査を行う広

域探査発掘加速化事業は、住民等が市町村へ探査を申

し込み、県は市町村が取りまとめた約３カ月分の探査

要望箇所の現地調査等を行った後、国へ交付申請し、

交付決定後に工事を発注しており、探査実施まで約６

か月を要しております。次に、民間工事の不発弾探査

費を補助する住宅等開発磁気探査支援事業は、住民等

が市町村へ探査を申し込み、市町村・県及び国への交

付申請手続を経て交付決定を受けた後、みずから業者

と契約を結び実施することとなっており、約二、三カ

月を要しております。

　県としましては、国や不発弾対策等協議会とも相談

し、不発弾処理の迅速化を図ってまいりたいと考えて

おります。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　企画部長。

　　　〔企画部長　謝花喜一郎君登壇〕

○企画部長（謝花喜一郎君）　沖縄振興についての御

質問の中の、那覇空港平行滑走路の同時使用について

の御質問にお答えいたします。

　国家財政が厳しい状況の中、太田国交大臣の多大な

御尽力と公明党及び自由民主党県議の皆様のお力添え

により、那覇空港滑走路増設事業として130億円の予

算措置がなされるとともに、工期も７年から実質５年

10カ月まで短縮されることができました。深く感謝申

し上げます。

　平行滑走路の同時使用については、航空保安業務処

理規程において、滑走路の中心線の間隔が1310メート

ル以上分離していることや飛行経路等の条件を満たす

必要があるとされております。那覇空港滑走路増設事

業では、将来における空港能力の向上を見据えて1310

メートルの位置に平行滑走路を新設する施設計画と

なっております。

　国は、具体的な運用については、今後検討すること

としております。

　次に、人口増加計画と市町村計画との整合性につい

てお答えいたします。

　沖縄県の人口は、平成37年ごろをピークに減少に転

じることが見込まれており、少子・高齢化の進展と相

まって、経済成長にマイナスの影響を及ぼす可能性が

あります。沖縄21世紀ビジョンに掲げる将来像を実現

するためには、社会経済の基盤となる人口増加につな

がる取り組みを総合的に推進する必要があり、そのた

め人口増加を持続するための計画策定に向けて取り組

んでいるところです。

　今後、策定を進める中で、同計画の内容について市

町村や関係団体等幅広い県民意見を集約し反映させる

とともに、計画の策定後は、持続的な人口の増加が実

現できるよう、市町村とも連携しながら計画の着実な

推進に努めてまいります。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　當銘健一郎君登壇〕

○土木建築部長（當銘健一郎君）　沖縄振興について

の御質問の中で、那覇空港滑走路増設事業に係る県内

建設業の参入についてお答えいたします。

　県においては、毎年、県内建設業への受注機会の拡

大について国関係機関へ要請を行っており、その結

果、沖縄総合事務局や沖縄防衛局において分離・分割

発注、入札参加資格要件の緩和などの見直しが行わ

れ、県内建設業の受注割合は増加しております。今後

は、那覇空港滑走路増設事業に係る県内建設業の優先

発注についてもあわせて要請していきたいと考えてお

ります。
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　次に、土木行政についての御質問の中で、南部東道

路の早期整備と職員体制についてお答えいたします。

　南部東道路は、南風原町山川を起点に、南城市知念

安座真を終点とする延長12キロメートルの地域高規格

道路であります。そのうち、南風原町山川から南城市

つきしろまでの約8.3キロメートルについて平成23年

９月に都市計画決定し、実施設計などに着手したとこ

ろであります。

　本事業の執行体制につきましては、来年度所管する

南部土木事務所の職員を増員するとともに、事業進瀧

のかなめとなる用地取得につきましては、沖縄県土地

開発公社を活用して早期整備に向けて事業の推進に取

り組んでいくことにしております。

　同じく土木行政についての質問の中で、玉城那覇自

転車道の早期整備についてお答えいたします。

　玉城那覇自転車道は、南城市玉城を起点に那覇市首

里を終点とする延長25.1キロメートルで計画され、平

成23年度末の進瀧率は63.3％となっております。今後

とも予算を重点的に配分し、自転車道と関連する南城

市道及び未整備区間について、南城市や沖縄のみち自

転車道整備促進期成会などと連携し、平成26年度の完

成供用に向け取り組んでいきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　沖縄振興についての

御質問の中の、天然ガス資源の試掘による地元との連

携など有効活用の見通しについてお答えいたします。

　沖縄県では、平成24年度に天然ガス資源活用促進に

向けた試掘調査事業を実施し、本年４月以降には那覇

市、南城市、宮古島市において具体的な試掘工事に着

手する予定であります。

　沖縄地域の地下に埋蔵されている水溶性天然ガス

は、本県のエネルギー源の多様化や自給率の向上に寄

与することが期待される一方、その利活用について

は、生産量、ガスと水の比率等を踏まえ経済性の面か

ら検証する必要があります。

　今後、試掘調査の結果を踏まえ、地元との連携のも

と、ガス発電、付随水の熱利用を初め農業分野への可

能性も含め具体的な利活用について検討していきたい

と考えております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　崎山八郎君登壇〕

○福祉保健部長（崎山八郎君）　沖縄振興についての

御質問の中で、県の子育て環境改善への取り組みにつ

いてお答えいたします。

　沖縄県では、少子化が進行する中、県民が安心して

子供を生み育てることができるよう「おきなわ子ど

も・子育て応援プラン」を策定しております。同プラ

ンにおいて、「親子が心身共に健やかに成長できる　

子育ち　親育ち　地域育ち」を基本理念に、「地域に

おける子育て支援」など８つの基本目標を柱として、

市町村と連携し取り組みを進めているところでありま

す。

　議員の御提案につきましては、貴重な御意見として

承りたいと考えております。

　次に、福祉政策についての御質問の中で、放課後児

童クラブの実態と支援事業についてお答えいたしま

す。

　沖縄県は、全国に比べて民立民営の放課後児童クラ

ブが多く、公的施設活用の割合が低いことから、家賃

の負担などのため、保育料が全国よりも高くなってい

る状況にあります。そのため、沖縄県におきまして

は、沖縄振興特別推進交付金を財源として公的施設の

活用を促進することとしております。具体的には、市

町村に対する施設整備の補助や公的施設へ移行する予

定の民間クラブに対する家賃補助であります。

　沖縄県としましては、これらの取り組みを通してク

ラブの環境改善、利用者の負担軽減につなげていきた

いと考えております。

　次に、保育士の処遇改善策についてお答えいたしま

す。

　沖縄県におきましては、保育士の給与等の改善を図

るため、平成25年度予算案において約６億6000万円を

計上したところであります。主任保育士の給与等につ

いては、月額平均１万円程度の引き上げが見込まれて

おり、これにより、沖縄県としましては、保育士の確

保や離職防止につなげてまいりたいと考えておりま

す。

　次に、特別養護老人ホームの入所希望者と増床計画

についてお答えいたします。５の芋アと５の芋イは関

連しますので一括してお答えいたします。

　特別養護老人ホームの入所申込者数は、平成23年10

月末時点で約2200人となっており、そのうち施設入所

の必要性が高い高齢者は約1000人となっております。

　県としましては、入所待機者の解消を図るため、平

成26年度までに沖縄県高齢者保健福祉計画に基づき、

特別養護老人ホーム等を1056床整備することとしてお

ります。

　次に、老朽化した特別養護老人ホームの改築整備に

ついてお答えいたします。
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　平成24年12月現在、特別養護老人ホームは61施設あ

り、そのうち12施設については改築済みとなっており

ます。県においては、老朽化が懸念される築30年を超

える12施設について優先的に改築を促進することと

し、24年度は１施設の改築整備を進めております。

　県としましては、今後とも入居者の安全確保の観点

から、法人とも調整を進めながら計画的に改築整備を

促進してまいります。

　次に、障害者の自立支援、就労支援についてお答え

いたします。

　県においては、障害者の自立と社会参加の実現のた

め、相談支援アドバイザーの配置等による相談支援体

制の整備促進を行っております。

　また、障害者の就労支援については、企業への就労

に向けた支援を行うとともに、障害者就労チャレンジ

事業や工賃アップサポーター事業により市場開拓、現

場業務の効率化を図ることによって障害者の工賃アッ

プを支援しております。

　県としましては、沖縄21世紀ビジョン基本計画に基

づき、障害のある人が活動できる環境づくりに引き続

き取り組んでまいります。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　知念　武君登壇〕

○農林水産部長（知念　武君）　農林水産業の振興に

ついての中の、県内乳用牛の雌牛更新への支援策につ

いての御質問にお答えします。

　県におきましては、乳用牛の改良増殖などを促進す

るため、酪農家が乳用牛の導入及び自家育成する場合

に家畜導入事業により購入費等の一部を補助しており

ます。平成23年度には、県内酪農家が北海道から導入

した乳用牛は約400頭で、１頭当たり８万円を補助し

ております。自家育成牛は約250頭で、１頭当たり６

万円の補助を行っております。

　また、家畜改良センター受託頭数は約150頭となっ

ており、酪農経営の安定に寄与しております。

　県としましては、今後とも関係機関と連携をとりな

がら酪農家の支援を行いたいと考えております。

　次に、畜産環境対策への支援についての御質問にお

答えします。

　畜産環境の現状につきましては、平成23年度の畜産

経営環境保全実態調査の結果によりますと、調査農家

1959戸のうち57戸で環境汚染が発生しております。そ

のうち66％は養豚農家であります。また、種類別では

悪臭が46％で最も多く、次いで水質汚濁39％、害虫発

生等が15％となっております。

　県では、沖縄振興特別推進交付金を活用したおが粉

養豚普及促進事業や沖縄型畜産排水対策モデル事業に

より、おが粉豚舎改修費用の助成など、畜産環境アド

バイザーの育成、排水処理のモデル技術の実証と普及

などによる農家支援を行っております。また、財団法

人沖縄県畜産振興公社が実施する養豚施設等総合整備

事業により、ウインドレス豚舎等共同利用畜舎整備に

取り組んでおります。

　県としましては、今後とも畜産環境対策を積極的に

支援していく考えであります。

　次に、米軍の制限水域の解除等に関する取り組みと

今後の見通しについての御質問にお答えします。

　県及び漁業団体は、ホテル・ホテル訓練区域の一部

解除、鳥島及び久米島射爆撃場の返還について、平成

20年11月の外務大臣等に対する知事要請以来、機会あ

るごとに日米両政府に対し要請を行ってまいりまし

た。漁業者が要望しているホテル・ホテル訓練区域の

一部解除については、軍転協の要請に対する平成23年

12月の政府回答によりますと、当該区域の使用制限の

一部解除を決定し、その解除区域の範囲、解除される

期間などに関して、日米両政府は調整中であるとのこ

とでございました。県は、当該政府回答以降もこれま

で数次にわたり防衛大臣等へ要請を行っております

が、その後の当該区域の調整結果については国からの

回答がありません。

　なお、漁業団体等は当該決定に対し、本県漁業者が

要望している区域の一部解除ではなく使用制限の緩和

であるため、要望どおりの解除内容を求めていると聞

いております。

　県としましては、今後とも漁業団体等と連携し、引

き続き粘り強く制限解除を求めていきたいと考えてお

ります。

　次に、無線機補助の予算措置と漁協等の取り組み状

況についての御質問にお答えします。

　県は、マグロ漁船等の安全操業の確保のため、平成

24年度から沖縄振興特別推進交付金を活用し、漁業者

の安全操業の確保を支援する事業により漁船に対する

高出力無線機等の設置に係る経費を補助しておりま

す。補助の対象は、マグロ漁業やソデイカ漁業等の沖

合で操業する漁船であり、漁協等からの要望を受け

て、今年度は事業費5759万円で、11漁協等に対し42隻

の機器を整備するとともに、平成28年度までに合計約

230隻に無線機設置を計画しております。

　県としましては、引き続き安全操業の確保に努めて

まいります。

　次に、奥武漁港の船だまり場の拡張整備についての
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御質問にお答えします。

　奥武漁港は南城市管理の漁港で、平成22年度に南城

市が漁村再生交付金を活用し、船だまり場や係留施設

の増設整備を行っております。しかしながら、現在、

大型漁船の利用が増加している状況であります。

　県としましては、船だまり場等の拡張整備について

地元南城市と調整を図ってまいります。

　次に、奥武漁港のおさかな市場、漁具保管修理施設

の整備についての御質問にお答えします。

　南城市は、奥武漁港内の国有地を活用し、おさかな

市場の整備を予定しております。県は、平成22度から

南城市と連携し、国有地の譲与手続に取り組んでまい

りました。その結果、本年度末には国と譲与の契約が

完了することとなっております。

　おさかな市場の施設につきましては、南城市が平成

25年度に沖縄振興特別推進交付金を活用し整備するこ

とで県担当部局と調整中であります。漁具保管修理施

設については、南城市が事業主体となり実施している

沖縄振興公共投資交付金を活用して整備する予定でご

ざいます。

　次に、海野漁港の斜路の改修についての御質問にお

答えします。

　海野漁港の既設船揚げ場の斜路につきましては、勾

配が急なため利用上支障を来しております。現在の斜

路を前面に延伸した場合、航路側に近づき漁船の航行

に支障を来すことが考えられます。

　県としましては、漁船の利用状況を踏まえ、斜路の

整備手法について調査してまいります。

　次に、県設置のパヤオの分布状況と漁協の流出パヤ

オの補充支援策についての御質問にお答えします。

　県が平成23年度までに設置したパヤオの分布状況

は、沖縄本島東側海域に24基、西側海域に17基、宮古

周辺海域に11基、八重山周辺海域に16基の計68基と

なっております。

　今後の計画につきましては、平成24年度から平成28

年度までの漁港漁場整備長期計画において、９基の新

設と耐用年数が経過する27基の更新を行う予定であり

ます。

　また、漁協の流出パヤオにつきましては、漁業再生

支援事業を活用し補充することとしております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　嶺井　光君。

○嶺井　　光君　農林水産部長、奥武漁港のおさかな

市場、あるいは漁具保管修理施設、これは順調にいっ

ているようで大変ありがたく、感謝を申し上げます。

　それから、畜産関係で乳用牛の育成関係ですけれど

も、乳用牛育成センターがかつて国頭村にありました

けれども、これが廃止になって家畜改良センターに業

務が移管された。現在の状況をもう少し詳しい説明は

できませんか。

○議長（喜納昌春君）　農林水産部長。

○農林水産部長（知念　武君）　今、答弁で申し上げ

たように、乳用牛の導入あるいは育成等については年

次計画を立てまして、23年度も先ほど言ったような頭

数で支援をしております。それから24年度につきまし

ても、北海道から――今の見込みなんですが――約

305頭ぐらいの導入があるということで、それに同じ

ように８万円の助成をしていくし、自家育成について

は250頭の補助予定がありまして、400頭から305頭に

減っていますので、その分受託牛のほうで追加をして

今実施をする見込みでございます。同じように25年度

も――今、予算要求のところなんですが――計画的に

乳用牛の育成が図れるように事業を実施していきたい

と考えております。

○議長（喜納昌春君）　嶺井　光君。

○嶺井　　光君　この自家育成と改良センターへの委

託、あるいは導入、これの過去３年ぐらいの数字を見

ますと、県からの８万円の助成事業の頭数は、平成20

年に200頭、その後は100頭で推移しているんですよ。

ところが、自己資金での導入は、22年に200頭余り、

後は174頭、さらに去年は148頭、これは自己資金での

ものがどんどん減ってきているんですよね。それを考

えますと、どこかで補ってやるというか、支援をする

ということをしないと、結局、酪農家として搾乳牛が

今持てないというふうな現象になっているんですよ。

それで育成センターのことにちょっとこだわって申し

上げるのは、まず今の育成センターの状況がどうなの

か、収支の上でどんな状況で運営されているのか、そ

こら辺の状況はどうですか。

○議長（喜納昌春君）　農林水産部長。

○農林水産部長（知念　武君）　議員おっしゃるよう

に、乳用牛の育成関係では組織改編等ありまして大変

厳しい状況もあったんですが、今の乳用牛の受託状況

というのは、県酪といろいろ話をしながら、この需要

等も見通しながら、我々の計画としてもできるだけそ

ういう要望に沿っていけるような格好で事業を展開し

ていくということで、よく県酪とも話し合いながら

やっていますので、要望に沿えるような形で事業展開

をしていきたいと考えております。

○議長（喜納昌春君）　嶺井　光君。

○嶺井　　光君　この県酪との話し合いというのは、

私が聞いた情報によりますと、この県酪のほうにこの
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センターを委託しようと、ある意味民営化みたいなも

のですね。かつては廃止をしようという話があったわ

けですから、この流れがまだあるんだなということを

ちょっと感じているんですけれども、そこら辺の実態

はどうなんですか。

○議長（喜納昌春君）　農林水産部長。

○農林水産部長（知念　武君）　私も農水部長になっ

てから県酪とお会いをしておりますが、その辺の委託

関係の話というのは今全然してなくて、まずは今しっ

かり家畜改良センターでやっていこうということをや

りながら、県酪とも話し合いをしているということで

ございます。

○議長（喜納昌春君）　嶺井　光君。

○嶺井　　光君　収支の状況を聞きたいんですが――

これはもう委員会でやってもいいんですけれども――

かなり厳しいような状況だというのは聞いています。

そういうこともあって、県酪さんに運営をしてもらお

うという考えがあるんじゃないかなと思っていますけ

れども、仮にそれがあるとしても、センターを運営す

る上で県酪さんがやっても支障がないような、十分で

きるような何らかの県の支援があれば、ある意味では

可能な方法なのかなというふうに最近思っているんで

すよ。前は乳用牛育成センターの廃止というのは強烈

に反対してきたんですけれども。要するに、農家さん

がしっかり搾乳牛を確保できて、事業運営ができれば

いいと思っていますから、そこら辺はまた委員会でも

もう少し議論をしていきたいと思っておりますから、

よろしくお願いしたいと思っております。

　教育委員会に、少人数学級の件なんですけれども、

文科省は、前政権で打ち出した少人数学級の推進に向

けた教職員の増の計画があったんですよ。これを新し

い政権は見直すというふうになっているようです。

さっきの答弁で国の動向も見ながらというお話、これ

はこういうことも考えての国の動向を見るという、そ

ういうことですか。

○議長（喜納昌春君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　はい、まさにそのとおりで

ございます。

○議長（喜納昌春君）　嶺井　光君。

○嶺井　　光君　そうなると、これはもう本県での少

人数学級、少人数化というのはなかなか進まないと思

うんですよ。

　実は、この学級編制基準の標準法は、自民党政権の

ときに緩和したんですよ。それを受けて、ほかの県に

おいては県独自で少人数学級化をしているところが

あって、その成果も十分出ております。本県は、学力

調査も全国で最下位、大きな一つの課題だと思うんで

すよね。知事の公約にもありますし、教育委員会とし

ては財政の問題との絡みがありますから余り前に進め

ない状況じゃないかなと思っています。そこら辺、知

事の政策として、この人材育成、将来への投資という

思いで、国の動向いかんにかかわらず、やっぱり県の

人づくり政策として、知事の政策としてやってもらい

たいと思うんですけれども、それは知事、どうです

か。

○知事（仲井眞弘多君）　ちょっと休憩。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午後６時８分休憩

　　　午後６時９分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　無論教育庁ともう一度よく

詰めますが、１・２年生までは何とかやってきて、３

年生は35人という全国版のあれで一応取りかかろうと

こういうことになっているんですが、無論これは私の

公約でもありますし、もっともっと３年生、４年生、

５年生と上へ持っていきたいというところはあります

が、県のお金だけでやるには少しきついところが正直

言ってないわけではありません。ただ、もう少し研究

させてください。これから先上がることについては、

まだギブアップはしておりませんので。

○議長（喜納昌春君）　嶺井　光君。

○嶺井　　光君　知事、たびたび私申し上げてきまし

た。沖縄県の真の自立、やっぱりこれはもう人材育成

だというふうに思っておりますから、国の学級編制基

準標準法も緩和されておりますので、それぞれの自治

体でどこに重点を置いて政策をつくっていくか、そう

いうふうなことは自由にできるわけですから、そうい

うところにこの一括交付金を使うとか、やっぱり知事

の政策としてしっかり力強く進めていただきたいと

思っております。要望して終わります。

○議長（喜納昌春君）　浦崎唯昭君。

　　　〔浦崎唯昭君登壇〕

○浦崎　唯昭君　二十数年前、那覇市議会の本会議場

で涙を流しておった議員がおりました。前田政明議員

であります。質問の内容は全然記憶にないんですけれ

ども、あの顔だけは脳裏に焼きついております。あの

涙は政治に対する彼の確固とした信念、そして熱い情

熱ではなかったかなと思っております。同時に、あの

涙は震えるような彼の優しさではなかったかなと、今

日までつき合いながらそう感じております。その彼が

さっさと逝ってしまいました。寂しい限りであります
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けれども、政治に明るい「政明」と書く政明さん、さ

ようなら。

　海洋エネルギー・鉱物開発計画について。

　その中で、沖縄の地域における海底熱水鉱床の開発

についてお伺いをいたします。

　去る１月、アルジェリアのガス田開発に従事をして

いた日本企業社員が無残に殺害された事件でも明らか

になったように、エネルギー資源や鉱物資源のない日

本は、今や海外で資源を確保しなければ経済が成り立

たない状況に立ち至っていることから、政府は今、国

家プロジェクトとして鉱物資源確保に躍起になってい

ることは申し上げるまでもございません。

　政府は、平成20年に「海洋基本計画」を閣議決定し

たほか、平成21年には海洋エネルギー鉱物開発計画を

策定し、予算を導入して海洋資源の発掘調査に乗り出

し、10年をめどに商業化を図るとして経済産業省を中

心に事業の継続に全力を挙げているところでありま

す。

　ここで、日本の海底鉱物資源の資産的価値について

触れておきたいと思います。

　三井物産戦略研究所の報告によりますと、埋蔵量は

7.5億トン、うち回収可能な総量は4.5億トンとし、地

金価値は８兆円相当と推定しています。また、日本プ

ロジェクト産業協議会の調査データに基づくと、我が

国の消費量との関係では、銀と鉛はそれぞれ180年

分、銅は16年分、亜鉛は240年分あるほか、金やガリ

ウム、ゲルマニウム等は4000トンが回収可能だとして

います。このほか、メタンガスを大量に含んでいる海

底に存在するメタンハイドレート・燃える氷は、回収

可能な総量を天然ガス換算すると120兆円の資産価

値、日本の天然ガス消費量の42年分に相当すると指摘

をしております。

　このような中で我が沖縄県にとって注目されるの

は、県当局も既に御存じのことだと思いますが、沖縄

の海域において金、銀、銅、亜鉛、鉄、レアメタル等

の鉱物資源を含む海底熱水鉱床が幾つか見つかってい

るという事実です。中でも、特に伊是名島の周辺に存

在する熱水鉱床「伊是名海穴」は、全国的に見て商業

価値が最も高く有望視されており、詳しい探査と環境

影響調査、さらに採掘作業や製錬作業のための技術開

発が待ち望まれるところであります。

　伊是名の熱水鉱床は、国から調査委託を受けた独立

行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構――ＪＯＧ

ＭＥＣというようでございますけれども――によりま

すと、埋蔵量は約500万トンと推定されております。

また、最近になって「伊是名海穴」周辺にもう一つ同

じ規模程度の熱水鉱床があるとの調査報告があるほ

か、久米島近海にも同様な熱水鉱床が存在すると言わ

れており、まさに沖縄の海域は鉱物資源が眠る宝の山

を抱えている状況であると認識をしております。

　独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構は、

平成24年８月から９月にかけて、「伊是名海穴」の海

底熱水鉱床で試掘試験に成功したと発表しました。こ

の成功で、将来の開発、商業化に向けて多くの貴重な

データを取得できたとしています。そのデータはどの

ようなものか、その概要を御説明願います。

　２番目に、技能五輪開催についてであります。

　これはもう知事にお願いいたしますけれども、平成

24年８月20日、技能士会の会長を先頭に知事に要請を

いたしました。知事はもろ手を挙げて賛成をし、技能

士の皆さん方に激励をいただきました。それに勇気百

倍をいたしましてみんな頑張っておりますけれども、

厚生労働省は、各都道府県に技能五輸開催を呼びかけ

ております。２万人の技能士を有する我が県も県内で

の開催に立候補すべきであるとの関係者の一致した意

見となっております。いよいよ県においてもものづく

り機運の醸成と技能士のさらなる技能向上及び技能継

承により、これらの技能士を目指す若者たちに夢と希

望を与えるために県内での早期開催に向けて知事が立

候補の意思を示す時期だと思います。もう25年、26

年、27年は内定しているようでありますから、その後

にならざるを得ないんですけれども、それを含めまし

て知事の御意見をお伺いをいたします。

　次に、翁長政俊議員の我が党代表質問との関連で、

基地問題との関連でございますけれども、所感を申し

上げながら質問させていただきます。所感中心になら

ざるを得ないなとも思っているんですけれども。

　昨年12月23日の天皇陛下の誕生日会見でのお言葉

は、沖縄県民として感涙を禁じ得ないものでありまし

た。沖縄戦の悲惨さを指摘され、その記憶が風化して

いくことを案じられた上で、「沖縄は、いろいろな問

題で苦労が多いことと察しています。」、「日本全体

の人が、皆で沖縄の人々の苦労をしている面を考えて

いくということが大事ではないか」と、沖縄を心から

気遣っていただきました。沖縄問題の原点に立脚され

たものであり、普天間基地の移設やオスプレイ配備問

題など米軍基地問題の前進・解決を図っていく上で、

我々沖縄県民にとって時宜を得たものであり、恐れ多

いことだと思っております。天皇を政治利用するつも

りは毛頭ありませんが、何とか天皇陛下の純粋で素直

なお気持ちにお応えするためにも、沖縄県民は自信と

誇りを持って国民全体のさらなる世論喚起、世論形成
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に諦めることなく全力を傾注していく必要がありま

す。ともに喜び、苦しみは分かち合う、これは弱者、

敗者、劣者へのいたわりなど日本人特有の惻隠の情、

れんびんの情と言えるものであり、日本人の根底に横

たわる誇るべき精神構造であります。天皇のお言葉と

ともに心に深く刻み込んで現状打破に立ち向かってい

きたいと考えています。

　一方、時あたかも、新政権初の日米首脳会談で安

倍・オバマの両トップが普天間基地の辺野古移設を早

期に進めることを合意、かつ表明されました。知事へ

の埋立申請も速やかに行われるでありましょう。ＴＰ

Ｐ参加問題の影に隠れて何事もなかったかのようにい

ともあっさりと県民の総意が無視されてしまいまし

た。想定内であったとはいえ、県外移設が一顧だにさ

れずに厳しい状況に追い込まれたことは残念至極だ

し、無念の思いは拭えないものであります。「日本

を、取り戻す。」のテーマで颯爽と登場した安倍自民

党政権に沖縄問題の難題・難問の解決、決断を訴え、

一縷の望み、淡い期待もしてまいりましたが、結局は

不誠実、問答無用、いんぎん無礼なものでありまし

た。官僚主導、官僚依存に終始し、自壊した前政権の

二の舞を臆面もなく繰り返した新政権には疑問を感じ

ております。

　日本のアジア戦略、安保体制の安定維持のためにこ

そ、沖縄ありきの軍事戦略を見直すべきであるとの必

死で悲痛な県民の訴えが、表向きは民主的に進める構

造をとるが、実態はさっさと一蹴する政権政治の非情

さ、厳しさ、冷淡さに加えて、ヤマトゥンチューの沖

縄蔑視の構図も改めて思い知らされた次第でありまし

た。守礼の邦として断じて看過できないことでありま

す。

　米国政府に辺野古移設の空手形を切り続けたり、オ

スプレイが万が一落ちるともう後がなくなってしま

い、日米同盟に暗雲が立ち込めて、砂上の楼閣となっ

てしまう危機意識を日本政府は絶対に持つべきであり

ます。あめとむちでの問題解決が可能だとの旧態依

然、時代錯誤の潜在意識に基づくいわゆるリンク論が

もはや沖縄県民の覚醒によって全く通用しないこと、

基地の過重な存在が沖縄振興はもちろん、東アジアへ

向かう日本経済の再生への障害になっていることを銘

記すべきであることは間違いありません。

　県民は、抑止力の維持と負担の軽減という美名のも

とに辺野古移設を苦渋の決断で受け入れてきました

が、鳩山元首相の優柔不断と決断力、求心力、断行力

の欠如により、深くて長い眠りからすっかり目が覚め

たことを新政権は深く認識した上で沖縄問題に取り組

むべきであることは論をまたないと思います。

　今回の共同声明で、我々の無力感、疎外感、ダメー

ジ感は多大で、沖縄は行き場を失った感があります

が、ここは冷静に対処することが求められます。正念

場であるが、むしろこれからが本番と言えます。気を

取り直して、どのようなスタンスと具体的な行動に転

換していくかに腐心していくことが重要であります。

これまでの反対運動では限界があることを肝に銘じ

て、そして県外移設、オスプレイの全国配備、日米地

位協定の改定へのこれまでにない新たな運動の展開に

より交渉の実を上げていくべきだと思います。

　日本の安心・安全の享受と戦後の経済成長・発展

は、沖縄の圧倒的な基地負担によって県民が下支えし

てきたのであります。戦後68年の日本の来し方を国民

全体で振り返り、足元の沖縄の現実を直視して、日本

国の行く末を案じて変えるべきときは変えていく勇気

と覚悟と本気度がこれからますます問われることとな

ります。日本全体が一県に依存し、甘え続ける時代を

続けることはもはやあり得ないことを踏まえるべきで

あります。国民が沖縄の負担を顧みることなく、無意

識のままやり過ごしてきた過去を転換するターニング

ポイントと言えます。

　新時代における安定した日米関係を再構築していく

中にあって、沖縄を取り戻すことが日本を取り戻すこ

とにつながると確信しつつ、アベノミクスによるデフ

レ脱却への「３本の矢」の断行で順調な滑り出しの安

倍新政権の基地問題における目の覚めるようなあっと

驚く英断にこれからも期待を持ち続けながら、粘り強

く取り組んでいく必要があります。切迫感、緊張感、

危機意識を持つべき場面であり、試練のときと心得

て、中央の一挙手一投足を注視しながら、知事を荒波

の先頭に背水の陣で、打つ手は無限で活路を見出して

いきたい所存でありますが、そこで、知事の日米首脳

会談声明への所感と沖縄問題の正念場における決意の

ほどをお伺いをさせていただきます。

　答弁をいただきまして、指定席から質問をさせてい

ただきます。（拍手）

○議長（喜納昌春君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　浦崎唯昭議員の御質問に答

弁をいたします。

　まず第１に、技能五輪開催についての御質問の中

で、技能五輪全国大会の沖縄県開催についてにお答え

をいたします。

　技能五輪全国大会は、若年技能者の育成を図る上で

大変大きな効果と意義を持つ大会であると思います
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し、世界へつながる大会でもあると理解をいたしてお

ります。

　沖縄県での開催につきましては、会場や競技機材の

確保などいろいろな課題があると考えております。特

に製造業に比べ、サービス業等の第３次産業の比率が

高い沖縄県の産業構造の特徴をむしろ生かした開催に

ついて研究を進めたいと考えております。この調査研

究の中で、可能な限り早く開催できないか、開催を目

指してこの調査研究を進めてまいりたいと思います。

　議員も御存じのように、金属加工関係、金属切削関

係の特に加工機械について沖縄の中に製造業が少ない

という部分があります。そういうことですが、ただ、

この分野のウエートがかなり高いものですから、どう

手当てするか、それとも余り手当てしないでもいいの

か。ただし、二十幾つかある分類の中で、サービス業

系のものがかなりあるものですから、沖縄にある意味

で活用しやすいかという感じもありますので、ちょっ

と具体的な研究をこの一、二年しっかりやらせていた

だいて、可及的速やかに手が挙げられるようにまとめ

ていきたいと考えております。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。

○議長（喜納昌春君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　海洋エネルギー・鉱

物開発計画についての御質問の中の、沖縄の地域にお

ける海底熱水鉱床の開発についてお答えいたします。

　議員おっしゃるとおり、「伊是名海穴」の海底熱水

鉱床の試掘試験については、独立行政法人石油天然ガ

ス・金属鉱物資源機構、通称ＪＯＧＭＥＣが行ってい

るところでございます。先ほど議員からお話のあった

昨年平成24年８月22日から９月10日まで、沖縄本島北

部の水深1600メートルの海域で掘削試験を行っており

ます。これはニュースリリースでも発表されておりま

すが、試験機を海底に着底させて軟弱な泥の上での約

30メートルの走行試験、それから26度の急勾配の海底

斜面の登坂試験とか、あるいは掘削ドリルによる海底

熱水鉱床の掘削試験など、こういうのを４回やったと

いうことで多くの貴重なデータを得たということでご

ざいますが、いろいろ我々も意見交換、情報交換を何

度か資源エネルギー庁あるいはＪＯＧＭＥＣともやっ

ております。いまだ開発事例のない採掘に係るノウハ

ウや鉱物の権益取得などの関係から、掘削試験機や鉱

物量などの詳細なデータは開示していないということ

になっておりますが、資源エネルギー庁、それからＪ

ＯＧＭＥＣが平成23年――その約１年前です――３月

に公表した第１期中間評価報告書というのがあるわけ

ですが、これによれば金属硫化物のボーリングコアの

平均品位は銅が0.43％、鉛が3.20％、亜鉛が8.44％、

金がトン当たり2.96グラム、銀が同じくトン当たり236

グラムとなっております。また、資源量としては、議

員おっしゃったとおり約500万トンの概略資源量が期

待されるとなっております。一方で有毒なヒ素の量が

非常に多くて5565ｐｐｍとなっており、1600メートル

前後という深海での商業的な掘削技術の確立と、この

有毒物の処理などの環境面での対応などが課題になる

のではないかということでございます。

　沖縄県としては、この問題には常に関心を持って情

報収集しながら、県としてどういう対応ができるか積

極的に対応の仕方を検討していきたいとこのように考

えております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　我が党の代表質問との

関連について、日米首脳会談声明の所感と沖縄問題解

決に向けた決意についての御質問に、大変恐縮ですが

私から答弁させていただきます。

　安倍首相は、２月28日の施政方針演説において、沖

縄の基地負担の軽減に全力で取り組む旨の発言をして

おります。沖縄県としては、首相の今後の取り組みに

期待をしているところであります。

　しかしながら、普天間飛行場の移設については、地

元の理解が得られない移設案を実現することは事実上

不可能であり、他の都道府県への移設が合理的かつ早

期に課題を解決できる方策であると考えております。

この考えに変わりはなく、引き続き日米両政府に対し

普天間飛行場の一日も早い危険性の除去、県外移設・

返還を強く求めてまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　浦崎唯昭君。

○浦崎　唯昭君　知事、技能五輪開催については、私

はすぐ決まるのかなと思ったんですけれども、商工労

働部に問い合わせたら、もう千葉県と愛知県と山梨県

と決まっているんですけれども、その４年後の話にな

るんですよね。だから、今から準備するためには立候

補することが大事なんですけれども、それを今求めて

いるんですが。

○議長（喜納昌春君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　正直申し上げて、もう少し

担当の部局及び技能五輪を開催する事務局とやっぱり

ちょっと詰めが要ると思います。ですが、おっしゃる
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ようにもう既に３年が決まって、４年目についてであ

れば十分時間がありますから、まず議員は手を挙げて

おけということかもしれませんが、どうしましょうか

ね。確かにこれは大変タイミングが重要だと思います

し、余りだらだらやっていてもなかなかまとまりませ

んが、手を挙げましょう。

○浦崎　唯昭君　お願いします。

○議長（喜納昌春君）　浦崎唯昭君。

○浦崎　唯昭君　手を挙げると約束していただきまし

て、大変ありがとうございます。よろしくお願いいた

します。

　熱水鉱床についてちょっとお伺いします。

　知事が去年の３月でしょうか、枝野経済産業相に、

沖縄は鉱物資源が眠る宝の山だということで十分認識

されていることを聞きました。それが私が質問をする

きっかけであります。これは、知事が沖縄の海底には

多くの海洋地下資源がある、開発のお力添えをいただ

きたいと支援を求めたら、枝野経済産業相は、開発強

化に取り組むという方針を示されたということで、大

変みんな喜んで、関係者も勉強しましてこの質問を展

開しておるわけでございます。沖縄県として、私は、

県民も知事がそういう表明をされたことはよく知って

おりますので、そのために沖縄県としては、国の力を

かりるのは当然です、これは莫大な金がかかりますか

ら。その中で、熱水鉱床のプラント建設、また鉱物資

源の調査を進める中央研究所を県内に誘致する作業を

進めて、そしてできるのであれば、沖縄県として鉱業

権まで獲得できれば、これからの県当局の未来に大変

大きな光が差すのではないのかと思うんですけれど

も、その辺はいかがでありますでしょうか。

○議長（喜納昌春君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　これも急速にこの海の中の

地下の情報がどんどんどんどん最近取られてきている

ものですから、我々は少し追いつけない状況ではある

んですが、おっしゃったように、天然ガス系は何とか

これはすぐ使えるだろうと思いますし、あとはこの熱

水鉱床をめぐる、これは何億年系のものかもしれませ

んから物すごい膨大な量、あとはマンガンノジュール

だとか、おっしゃったシャーベット状のガスだとか、

いろんなものがどうもおっしゃるようにあるので、こ

れはできればこういうチームをつくって、おっしゃっ

た昔で言う金属探鉱事業団、金探とかＳＫというのは

今一緒になっていますが、彼らの出店を、ないしは昔

で言えば地質調査所という研究所、――今名称は変

わっていると思うんですが――物すごい地下の構造を

研究しているところがありますから、こういうところ

の出先が必要かもしれません。それが研究系か、もう

少しエンジニアリング系で探鉱をそのままやっていく

分野かはちょっと商工労働部とも相談しますが、こう

いう10年、20年、30年かかる超長期プロジェクトにも

おっしゃるように参加していくこと、ないしはここで

のスペースを提供して来てもらう。そして、そういう

系統の人材を育成する。さらには、古めかしいんです

が、鉱業法も随分変わってきましたから、排出する地

元側にもいろんな権利が、ただイエス、ノーの権利

じゃなくて経済的な意味を持たせる権利もどうも最近

できつつあるようですから、これもよく研究して、実

際沖振法的な扱いが持ってこれるかどうかも含めてい

ろいろ研究してみたいと思います。

○議長（喜納昌春君）　浦崎唯昭君。

○浦崎　唯昭君　ありがとうございます、知事。

　沖縄県は、まさに21世紀ビジョンの自立経済への道

という中で、この美ら島沖縄をつくり、そういう目標

をつくってやっております。これは大変いいことだと

思います。そして、国の動きは本当に急です。きょう

のニュースでも名古屋沖で燃える氷というんでしょう

か、あれが発見されたということで大きな期待を集め

ております。もう我が国は鉱物資源がないということ

で、その資源の確保に今躍起となっているところでご

ざいます。そういう中で、この21世紀ビジョンの中

で、商工労働部長、県の実施計画によりますと、私た

ちも資料をいただいたんですけれども、25年は何の可

能性調査もされないということで、26年から可能性調

査になるということでの皆さんの計画になっているん

ですが、それについてちょっと御説明お願いいたしま

す、25年はどうされるのか。

○議長（喜納昌春君）　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　お答えいたします。

　まず、その前の知事から説明があった研究機関、こ

れは我々は実は一昨年からＪＯＧＭＥＣ、それからＪ

ＡＭＳＴＥＣと接触して、何とか沖縄でそういう拠点

を設けられないかということでいろいろ意見交換をし

ております。現状はなかなか厳しいんですが、これは

知事もおっしゃったとおり、どういう形であれば来ら

れるのか、いろんな仕組みはやっていきたいと考えて

おります。

　今の御質問の、25年度はなぜ調査費を計上していな

いのかという御質問だと思いますが、実は県は今から

六、七、八年前ですか、企画部のほうで当時文献調査

をやっているわけですね。今回、なぜ26年度かという

と――これは21世紀ビジョンの基本計画の中でも位置

づけているんですが――やはりどういう項目を調査す
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るのか、どういうやり方が最もベストなのか、この辺

をエネルギー庁あるいはこのＪＯＧＭＥＣ、あるいは

専門家の皆さんと十分意見交換をして、次年度の26年

度の予算に向けてやるという前提で、何もやらないで

はなくて、むしろこの辺はしっかり動いた上で調査費

を26年度に向けてやりたいということで、特にその調

査費という計上の仕方はしておりません。

○議長（喜納昌春君）　浦崎唯昭君。

○浦崎　唯昭君　やはり調査費がついていないという

ことは、私たちに言わせれば、何もできない、やらな

いということなんです。今おっしゃったことは25年度

にどうしてできないんですか。25年度は空白になると

いうのが余りわからないんですけれども。知事がおっ

しゃるように、そういう状況でやらなければならない

という中で25年度が空白になっているのが気になるん

ですよ。これを25年度でやるという方向でできないん

ですか。

○議長（喜納昌春君）　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　今申し上げたとお

り、やはり実のある調査をするためには、特にこの調

査というのは非常に知識も要ることから、やり方を含

めてやはりそういう専門家を含めて事前の意見交換、

そういうものをやった上で26年度できちんと、これは

恐らく１年で調査できませんので、継続的に調査をや

らぬといけませんので、そういう前提で26年度に向け

て25年度はしっかりそういう取り組みをしていく、そ

ういう考えから25年度は特に予算としては計上してい

ないということでございます。

○議長（喜納昌春君）　浦崎唯昭君。

○浦崎　唯昭君　総務部長、予算がつかなくても今の

ような作業はできるんですか。何にも、ゼロなんです

よ、可能性調査という意味で。

○議長（喜納昌春君）　総務部長。

○総務部長（川上好久君）　商工労働部長のほうか

ら、これまで調査をやったものを分析をしながら、ま

た情報収集しながら新たな調査に入るというふうなこ

とでございますので、これは別に次年度じゃないとい

けないという話は特にございません。年度途中でも、

条件がまた整えば予算の要求ができるわけでございま

す。先ほど知事からは、この分野について非常に可能

性があると、夢があるということでプロジェクトチー

ムをつくるというふうな――知事はエンジニア出身な

ので――非常に前のめりな話がございましたけれど

も、私はどちらかというとそういうふうな分野は余り

詳しいほうではないんですが、ただ、我々は経験的に

最近こういう科学技術の分野というのは物すごく早い

ということがひとつ生活内で実感しているものがござ

います。

　私は、計画を３次振計とそれから今回の振計をやっ

てつらつら考えているのが１つあります。１つは、

1995年、今から15年ぐらい前にようやくインターネッ

トというのがはやったわけですね。1998年にアメリカ

でようやくネットでのショッピングが出始めて、日本

では2000年代にようやく我々はクレジットで買い始め

たわけです。ところが、今日的にはこれはごく当たり

前の世界で、物すごいスピードで世の中は動いてい

る。そういう意味では、今いろんな議論があるわけで

すけれども、恐らく急ピッチで資源の開発に向けてさ

まざまな技術開発ができるというふうに思っています

ので、年度途中でまた条件が整えば予算の計上もしな

がらしっかり対応していきたいというふうに思いま

す。

○議長（喜納昌春君）　浦崎唯昭君。

○浦崎　唯昭君　ありがとうございました。ぜひよろ

しくお願いいたします。

　そこで、いろいろ聞いておりますと、企画部との関

係もいろいろあるようで、この国とＪＯＧＭＥＣさん

とか皆さんとのいろんな話し合いをする中で、県の今

の組織ではなかなかやりにくいのではなかろうかとこ

のような感じをいたしております。この質問をする中

でもいろんな方と話をしていましたけれども、庁内で

なかなか意見の一致していない部分がありました。そ

ういう中で、企画部と商工労働部が一緒になるかどう

かは別にして、庁内に推進チームではなくして、これ

を広げまして推進室なり、それとも振興開発室という

んでしょうか、そういうふうに組織を新たにつくりま

してやることが大変大事ではなかろうかと思うんです

けれども。そうでなければ、急激にどんどんどんどん

今の海洋資源、海底資源、熱水鉱床の情報が入る中

で、県の取り組みが立ちおくれていくのではないのか

と思うんですよ。そういう意味では、横断的な組織

を、推進室なり、企画部と商工労働部が一緒になりま

してつくって、国の情報や、それから国が委託をして

いるＪＯＧＭＥＣさんとかこういう皆さんとの調整が

必要なために推進室、そういうものをつくるというこ

とが必要だと思うんですけれども、企画部でもいいし

商工労働部でもいいんですけれども、御答弁いただけ

ればありがたいです。

○議長（喜納昌春君）　総務部長。

○総務部長（川上好久君）　先ほども申し上げました

とおり、日進月歩で技術革新等が進んでいくわけでご

ざいまして、この調査等、それからまたその他条件が
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整えば、こういう推進体制も積極的にまた検討してま

いりたいと思います。

　今、まさに新しいビジョン計画を推進するための大

規模な組織改正を議論している最中でございますの

で、これも含めて検討していきたいと思います。

○議長（喜納昌春君）　浦崎唯昭君。

○浦崎　唯昭君　検討していかれるということで、大

変ありがとうございます。

　まさにこれは国家プロジェクトとして進めていく中

で、沖縄県が沖縄近海で発掘される鉱物資源、エネル

ギー資源に対して積極的で主体的な対応をすることが

大変大事だと思います。ぜひそういう方向から進めて

いただくようによろしくお願いいたします。

　政治も、また行政も、とりわけ行政のトップも施策

を展開するのは、子や孫のためだとよく言われます。

まさにこの地下資源は、今住んでいる我々の時代より

も子や孫の時代に私たち沖縄県での熱水鉱床が開発を

され、拠点ができ、観光産業も１兆円産業として育っ

てまいりますでしょうけれども、それと匹敵するぐら

いの同じ資源になっていくと。そして住んでいる県民

を、そして国民を豊かにしていくという大きな力にな

ると思うんですけれども、結びに知事の、そういうこ

とに対して子や孫のために鉱物資源開発を進めていく

ということのお話をいただいて結ばせていただきたい

んですが。

○議長（喜納昌春君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　浦崎議員の非常に進歩的な

お考えで、我々も今むしろ尻をたたかれているわけ

で、まさにおっしゃるとおりで、今、10年の振興開発

計画をつくりましたが、ビジョンは20年ですし、20年

でも少し時間が足りないというのも幾つか見えてきて

います。そういう中で、今おっしゃった海洋とか海、

海の底、海の底のまた海底の奥とかいろんな部分が最

近いろいろ出てきていますので、沖縄もそこら辺と資

源的にも、それから学問的にも非常におもしろい地域

であることはどうも確かなようですから、そこら辺を

超長期のプロジェクトをさらにつくって、その中に例

えば人口増の計画、これも超長期の計画になります。

ですから、10年を超える、ないしは20年を超える計画

も今企画のほうでいろいろと勉強を始めておりますの

で、そういう中にも入ると思いますから、さっきの新

しい組織をつくる準備も含めて総合的に取り組んでい

きたいと思います。おっしゃるように、私ももう73で

すから、私の目の黒いうちですと27年生きれば少し答

えが出るかもしれませんので、頑張ってまいりたいと

思います。

○浦崎　唯昭君　ニフェーデービル。

○議長（喜納昌春君）　以上をもって通告による一般

質問及び議案に対する質疑は終わりました。

　これをもって質疑を終結いたします。

　この際、お諮りいたします。

　予算については、２月19日の議会運営委員会におい

て19人から成る予算特別委員会を設置して審議するこ

とに意見の一致を見ております。

　よって、ただいま議題となっております議案のう

ち、甲第１号議案から甲第34号議案までについては、

19人の委員をもって構成する予算特別委員会を設置

し、これに付託の上、審査することにいたしたいと思

います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。

　よって、さよう決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（喜納昌春君）　次に、お諮りいたします。

　ただいま設置されました予算特別委員会の委員の選

任については、委員会条例第５条第１項の規定により

お手元に配付の名簿のとおり指名いたしたいと思いま

す。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。

　よって、予算特別委員会の委員は、お手元に配付の

名簿のとおり選任することに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔予算特別委員名簿　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

○議長（喜納昌春君）　ただいま予算特別委員会に付

託されました予算を除く乙第２号議案、乙第３号議

案、乙第５号議案から乙第50号議案まで、乙第55号議

案、乙第56号議案及び乙第58号議案から乙第62号議案

までについては、お手元に配付してあります議案付託

表のとおりそれぞれ所管の常任委員会に付託いたしま

す。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔議案付託表　巻末に掲載〕

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（喜納昌春君）　日程第３　乙第63号議案を議

題といたします。

　知事から提案理由の説明を求めます。

　仲井眞知事。

　　　―――――――――――――――――――
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　　　〔知事追加提出議案　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　平成25年第１回沖縄県議会

（定例会）に追加提出いたしました議案につきまし

て、その概要及び提案の理由を御説明申し上げます。

　追加提出いたしました議案は、議決議案１件であり

ます。

　乙第63号議案「覚書効力確認等調停事件の調停につ

いて」は、県と日本航空株式会社との間で係属中の調

停事件について調停を成立させるため、地方自治法第

96条第１項の規定により議会の議決を求めるものであ

ります。

　以上、追加提出いたしました議案について、その概

要及び提案の理由を御説明申し上げました。

　慎重なる御審議の上、議決を賜りますようお願い申

し上げます。

　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　ただいま議題となっております乙第63号議案につい

ては、土木環境委員会に付託いたします。

　休憩いたします。

　　　午後６時55分休憩

　　　午後６時56分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　この際、お諮りいたします。

　委員会審査及び議案整理のため、明３月９日から12

日までの４日間休会といたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。

　よって、明３月９日から12日までの４日間休会とす

ることに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（喜納昌春君）　以上をもって本日の日程は全

部終了いたしました。

　次会は、３月13日定刻より会議を開きます。

　議事日程は、追って通知いたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　　午後６時57分散会



－ 433 －

地方自治法第123条第２項の規定によりここに署名する。

喜 納 昌 春

 田 勝 廣

崎 山 嗣 幸

議 長

会 議 録 署 名 議 員

会 議 録 署 名 議 員



平成25年３月13日

　　　　　　　    平成25年
　　　   沖縄県議会（定例会）会議録　　　　　　　    第 １ 回

（第 ９ 号）



－ 435 －

議　　事　　日　　程　第９号

平成25年３月13日（水曜日）

午前10時開議

第１　議会運営委員の選任の件

第２　特別委員の選任の件

第３　那覇港管理組合議会議員の選挙

第４　甲第24号議案から甲第34号議案まで（予算特別委員長報告）

第５　陳情第15号、第24号、第25号の２、第26号及び第27号の付託の件

　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程第１　議会運営委員の選任の件

日程第２　特別委員の選任の件

日程第３　那覇港管理組合議会議員の選挙

日程第４　甲第24号議案から甲第34号議案まで

甲第24号議案　平成24年度沖縄県一般会計補正予算（第５号）

甲第25号議案　平成24年度沖縄県農業改良資金特別会計補正予算（第１号）

甲第26号議案　平成24年度沖縄県小規模企業者等設備導入資金特別会計補正予算（第１号）

甲第27号議案　平成24年度沖縄県下水道事業特別会計補正予算（第２号）

甲第28号議案　平成24年度沖縄県沿岸漁業改善資金特別会計補正予算（第１号）

甲第29号議案　平成24年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計補正予算（第

１号）

甲第30号議案　平成24年度沖縄県宜野湾港整備事業特別会計補正予算（第２号）

甲第31号議案　平成24年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計補正予算（第２号）

甲第32号議案　平成24年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計補正予算（第２号）

甲第33号議案　平成24年度沖縄県公債管理特別会計補正予算（第１号）

甲第34号議案　平成24年度沖縄県水道事業会計補正予算（第１号）

日程第５　陳情第15号、第24号、第25号の２、第26号及び第27号の付託の件

陳情第15号　米軍ゴルフ場での日本人利用に関する陳情

陳情第24号　高江ヘリ・オスプレイパッド建設工事の即時中止と土砂崩落事故の原因究明を求める

陳情

陳情第25号の２　沖縄における枯れ葉剤汚染の真相解明を求める陳情

陳情第26号　奄美・琉球諸島の世界自然遺産登録に関する陳情

陳情第27号　沖縄防衛局による公有水面埋立承認申請に関する陳情

　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 出　席　議　員（46名）

　　　　　　平成25年
　　 　  沖 縄 県 議 会 （ 定 例 会 ） 会 議 録 （第 ９ 号）　　　　　　第 １ 回

　

平成 25 年３月 13 日（水曜日）午前 10 時３分開議

議　長　　喜　納　昌　春　君

副議長　　浦　崎　唯　昭　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　砂　川　利　勝　君

３　番　　具志堅　　　透　君

４　番　　又　吉　清　義　君

６　番　　儀　間　光　秀　君

７　番　　新　田　宜　明　君
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○議長（喜納昌春君）　これより本日の会議を開きま

す。

　日程に入ります前に報告いたします。

　３月８日の会議において設置されました予算特別委

員会の委員長から、同日の委員会において委員長に仲

村未央さん、副委員長に具志堅透君を互選したとの報

告がありました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（喜納昌春君）　日程第１　議会運営委員の選

任の件を議題といたします。

　本件については、前田政明君が逝去されたことに伴

い、議会運営委員に欠員が生じていることから委員を

選任する必要があります。

　お諮りいたします。

　議会運営委員の選任については、委員会条例第５条

第１項の規定により前島明男君を指名いたしたいと思

います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。

　よって、議会運営委員に前島明男君を選任すること

に決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（喜納昌春君）　日程第２　特別委員の選任の

件を議題といたします。

　本件については、議員の逝去に伴い、米軍基地関係

特別委員及び識名トンネル工事契約問題調査特別委員

に欠員が生じていることから委員を選任する必要があ

ります。

　お諮りいたします。

　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 欠　席　議　員（１名）

　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 欠　　　　　員（１名）

　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

８　番　　仲　村　未　央　さん

９　番　　玉　城　　　満　君

10　番　　西　銘　純　恵　さん

11　番　　比　嘉　京　子　さん

12　番　　租　田　勝　廣　君

13　番　　島　袋　　　大　君

14　番　　中　川　京　貴　君

15　番　　桑　江　朝千夫　君

16　番　　座喜味　一　幸　君

17　番　　呉　屋　　　宏　君

18　番　　仲宗根　　　悟　君

19　番　　崎　山　嗣　幸　君

20　番　　山　内　末　子　さん

21　番　　瑞慶覧　　　功　君

22　番　　渡久地　　　修　君

23　番　　大　城　一　馬　君

24　番　　嶺　井　　　光　君

25　番　　前　島　明　男　君

26　番　　照　屋　守　之　君

27　番　　新　垣　良　俊　君

28　番　　仲　田　弘　毅　君

29　番　　新　垣　安　弘　君

30　番　　當　間　盛　夫　君

31　番　　照　屋　大　河　君

32　番　　狩　俣　信　子　さん

33　番　　赤　嶺　　　昇　君

34　番　　新　垣　清　涼　君

37　番　　金　城　　　勉　君

38　番　　糸　洲　朝　則　君

39　番　　翁　長　政　俊　君

41　番　　新　垣　哲　司　君

42　番　　具　志　孝　助　君

43　番　　新　里　米　吉　君

44　番　　髙　嶺　善　伸　君

45　番　　奥　平　一　夫　君

46　番　　玉　城　義　和　君

47　番　　玉　城　ノブ子　さん

48　番　　嘉　陽　宗　儀　君

５　番　　末　松　文　信　君

事　務　局　長　　嘉　陽　安　昭　君

次　　　　　長　　鉢　嶺　　　元　君

議　事　課　長　　平　田　善　則　君

課　長　補　佐　　上　原　貴　志　君

主　　　　　幹　　佐久田　　　隆　君

主　　　　　査　　嘉　陽　　　孝　君

政務調査課長　　知　念　正　治　君

副　　参　　事　　大　村　浩　三　君
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　委員会条例第５条第１項の規定により米軍基地関係

特別委員に嘉陽宗儀君を、識名トンネル工事契約問題

調査特別委員に又吉清義君をそれぞれ指名いたしたい

と思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。

　よって、米軍基地関係特別委員に嘉陽宗儀君を、識

名トンネル工事契約問題調査特別委員に又吉清義君を

それぞれ選任することに決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（喜納昌春君）　日程第３　那覇港管理組合議

会議員の選挙を行います。

　本件は、本県議会から選出された那覇港管理組合議

会議員が逝去したことに伴い、那覇港管理組合規約第

８条の規定により、本県議会議員のうちから同組合議

会議員１人を選挙するものであります。

　お諮りいたします。

　選挙の方法につきましては、地方自治法第118条第

２項の規定により指名推選によりたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。

　よって、選挙の方法は指名推選によることに決定い

たしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（喜納昌春君）　お諮りいたします。

　指名の方法につきましては、議長において指名する

ことにいたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。

　よって、議長において指名することに決定いたしま

した。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（喜納昌春君）　那覇港管理組合議会議員に

は、西銘純恵さんを指名いたします。

　お諮りいたします。

　ただいま議長において指名いたしました西銘純恵さ

んを那覇港管理組合議会議員の当選人と定めることに

御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。

　よって、ただいま指名いたしました西銘純恵さんが

那覇港管理組合議会議員に当選されました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（喜納昌春君）　ただいま那覇港管理組合議会

議員に当選されました西銘純恵さんが議場におられま

すので、本席から会議規則第32条第２項の規定による

告知をいたします。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（喜納昌春君）　西銘純恵さん。

　　　〔西銘純恵さん　起立　会釈〕

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（喜納昌春君）　日程第４　甲第24号議案から

甲第34号議案までを議題といたします。

　各議案に関し、委員長の報告を求めます。

　予算特別委員長仲村未央さん。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（予算）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔予算特別委員長　仲村未央さん登壇〕

○予算特別委員長（仲村未央さん）　おはようござい

ます。

　ただいま議題となりました甲第24号議案から甲第34

号議案までの補正予算11件について、委員会における

審査の経過及び結果を御報告申し上げます。

　委員会におきましては、総務部長を初め関係部局長

等の出席を求め慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　まず、不発弾処理促進費について、市町村が実施す

る住宅等開発磁気探査支援事業が補正減となっている

が、減額の理由は何か、県民にしっかり周知されてい

ないのが課題だと思うが、今後どのように対応してい

くのかとの質疑がありました。

　これに対し、住宅等開発磁気探査支援事業は、一般

住宅の磁気探査を支援する事業であるが、当初の予想

より施工件数が少なく、かなり執行残が出る見通しと

なったため補正するものである。来年度に向けては、

県が募集を行い、県の技術職員も増強して迅速に行え

るようにし、住宅建設協会やハウスメーカーに周知し

ていこうと考えているとの答弁がありました。

　次に、緊急経済対策の国全体の効果は何か、沖縄県

はどういう効果を期待しているか、また、今後、県は

どういう形で経済対策に取り組んでいく考えかとの質

疑がありました。

　これに対し、国の緊急経済対策は13兆円となってお

り、経済を新しいステージに持っていくため、財政、

金融、成長戦略の大きな３つの矢を打ち込み、経済の

体質を強化していく動きとなっている。沖縄県として

は政策ツールとしての一括交付金と大型補正を連動さ
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せ、県内の景気を浮揚させながら、沖縄県の新しい自

立型経済の構築に向けた産業分野にさまざまな方策を

講じていきたいとの答弁がありました。

　次に、一括交付金や経済対策関連補正予算の執行に

向けた職員体制をどうつくっていくのかとの質疑があ

りました。

　これに対し、どういう形で今後進めていくのかとい

うことについては、今、庁内で議論しているところで

あり、次年度に向けては新しい沖縄振興を進めていく

組織と人員配置をしっかりやっていきたいと考えてい

るとの答弁がありました。

　次に、石油製品輸送等補助事業費の減額補正の理由

は何か、石油製品販売業者の経営実態調査の状況はど

うなっているかとの質疑がありました。

　これに対し、当初９億5000万円ほど予定していた需

要量が、相次ぐ台風の来襲により上半期で10％、年間

通しても５％程度減になる見込みとなったため、5000

万円の減額補正となった。また、経営実態調査によ

り、本島、離島間の仕入れ価格の差、人件費の差、減

価償却費の差など幾つかの要因があることが見えてき

た。どのような形にしたら政策的に価格差を埋めるこ

とができるか、引き続き検討していきたいとの答弁が

ありました。

　次に、水道事業指導費の事業内容はどうなっている

か、また、本島で市町村が単独で水源地を確保してい

るところはあるのか、なぜ離島は市町村でやっている

のかとの質疑がありました。

　これに対し、本事業は離島・過疎地域町村の簡易水

道の補助事業であり、座間味村と竹富町の海水淡水化

事業の裏負担を県が支援している。本島では18町村が

企業局から用水の供給を受けているが、北部の本部町

や今帰仁村などはみずから水源を確保し、浄水も行っ

ている。離島は水源が見つからないということで、特

に竹富島や座間味島では海水淡水化で水源を確保して

いる状況であるとの答弁がありました。

　次に、保育対策事業費の補正後の総額は幾らになる

か、そのうち保育所整備事業の額、整備施設数及び定

員増はどうなっているか、また、待機児童解消に向け

た県のスケジュールはどうなっているかとの質疑があ

りました。

　これに対し、既決予算額と補正予算額を合わせる

と、皆予算額は118億5000万円となり、そのうち保育

所整備に係る部分は102億円である。整備施設数につ

いては、平成24年度は34カ所、平成25年度は44カ所予

定しており、定員増については、平成24年度1117人、

平成25年度が1566人の予定である。また、待機児童解

消に向けたスケジュールについては、次年度しっかり

市町村と調整しながら作成していきたいとの答弁があ

りました。

　次に、造林緑化対策費の事業内容はどうなっている

か、松くい虫の対策にも使えるのかとの質疑がありま

した。

　これに対し、本事業は人工造林の保育など、造林事

業を支援する事業となっている。造林事業は基本的に

木を植える造林が主であり、一部松くい虫の対策に似

た事業はあるが、松くい虫の被害に対しては、松くい

虫対策事業を中心に展開しているところであるとの答

弁がありました。

　次に、緊急雇用創出事業のこれまでの経緯と基金総

額、重点分野雇用創出事業の概要と雇用見込みはどう

なっているかとの質疑がありました。

　これに対し、緊急雇用創出事業については、これま

で県、市町村合わせて57.4億円を活用して、平成21年

度から平成23年度までに734事業で5530人の雇用を創

出してきた。重点分野創出事業は、主に介護や農林水

産、観光、ＩＴ等を含めた今後成長が見込まれる分野

において、地域の企業等で雇用しながら研修を行い、

人材を育成して正規雇用に結びつけていく取り組みで

あり、73事業で888人の雇用を見込んでいるとの答弁

がありました。

　次に、観光指導強化費8000万円の減額補正の内容は

どうなっているかとの質疑がありました。

　これに対し、世界に通用する観光人材育成事業のう

ち、観光人材基礎育成事業は従業員に基礎的な研修を

実施する企業へ助成する事業であるが、観光は中小零

細企業が多く、募集をかけても思っているほど手を挙

げてこなかったというのが現状である。今後は、ニー

ズに合った形のスキームづくりを検討しながら、普及

活動をやっていきたいとの答弁がありました。

　次に、無電柱化推進事業の補正の内容はどうなって

いるかとの質疑がありました。

　これに対し、今回の補正は石垣市の国道390号の合

意路線について、電線管理者との協議が整ったことか

ら、2000万円で60メートルの電線類を地中化するもの

である。今後は、一括交付金を活用した要請者負担方

式での電線類地中化も検討していきたいとの答弁があ

りました。

　そのほか、人件費の減額補正の理由、退職者数と退

職手当の総額、県たばこ税の補正理由、市町村振興費

の明許繰越の内容と要因、科学技術振興費の減額補正

の内容、交通運輸対策費の減額理由、マングース対策

事業費の繰越理由、鳥獣被害の状況と対策、産業廃棄
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物対策費の事業内容、結核の現状と対策、子育て支援

特別対策事業の減額補正の理由、救急医療対策費の内

容、へき地巡回診療費の減額補正の理由、分みつ糖振

興対策費の内容、農業基盤整備の進瀧状況、漁港の整

備計画、貿易対策費の事業内容、特別自由貿易地域土

地造成事業の経緯、賃貸工場の棟数と家賃総収入、観

光宣伝誘致強化費の減額内容、奥武山運動場の所管、

道路管理の考え方、教職員給与費の減額補正の理由、

小中学校の耐震化率と計画などについて質疑がありま

した。

　以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決に先立ち甲第24号議案については、社民・

護憲ネット所属委員及び社大党所属委員から修正案が

提出され、採決の結果、甲第24号議案に対する修正案

は、賛成少数で否決されました。

　修正案が否決されたことに伴い、原案について採決

した結果、賛成多数をもって原案のとおり可決すべき

ものと決定いたしました。

　甲第29号議案及び甲第31号議案の２件については、

採決に先立ち共産党所属委員から反対する旨の意見表

明がありました。採決の結果、甲第29号議案及び甲第

31号議案の２件は、賛成多数をもって原案のとおり可

決すべきものと決定いたしました。

　甲第25号議案から甲第28号議案まで、甲第30号議案

及び甲第32号議案から甲第34号議案までの８件は、全

会一致をもって原案のとおり可決すべきものと決定い

たしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（喜納昌春君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより討論に入ります。

　甲第24号議案、甲第29号議案及び甲第31号議案に対

する討論の通告がありますので、順次発言を許しま

す。

　西銘純恵さん。

　　　〔西銘純恵さん登壇〕

○西銘　純恵さん　こんにちは。

　日本共産党県議団を代表して、甲第24号議案「平成

24年度沖縄県一般会計補正予算（第５号）」、甲第29

号議案「平成24年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海

部土地造成事業特別会計補正予算（第１号）」、甲第

31号議案「平成24年度沖縄県中城湾港（新港地区）整

備事業特別会計補正予算（第２号）」に反対をする討

論を一括して行います。

　政府の補正予算は、13兆円の財源のうち５兆2210億

円を国債という借金に頼り、旧来の大企業支援策であ

る大型公共事業の復活のための大規模補正となってい

ます。

　国民の求めているのは、どのようにして所得をふや

すか、安定した雇用で人間らしい暮らしを保障する

か、デフレ不況から脱却して消費税増税なしで財政再

建へ踏み出すかということです。

　労働者の賃金は10年間で32万円も減らされていま

す。大企業は10年間で100兆円も内部留保をふやして

います。国会審議において、260兆円ため込んだ内部

留保資金の0.1％を賃金に振り向ければ１人当たり月

１万円の賃上げが可能であり、労働者の賃金の引き上

げを行って内需を拡大することが景気回復の道である

という日本共産党の提案に対して、正規・非正規関係

なく賃金が上昇し、消費が増加すれば経済はよくなっ

ていくと答弁した安倍首相は、大企業に賃金引き上げ

の要請を行っています。

　県は、今回の331億2627万2000円の補正予算のう

ち、294億8286万9000円を国の経済対策関連経費で計

上しています。国は、経済対策としての「元気臨時交

付金」の地方負担分は、起債分は100％後年度、交付

税措置をすることにしました。同交付金で文科省は小

中学校校舎の耐震化を93％まで高めるための耐震化予

算をつけています。ところが、本県は耐震化率78％と

なっている小中学校の校舎の耐震化予算を計上してお

りません。また、事前防災・減災予算での校舎や体育

館の改築予算も計上していません。経済対策による中

小業者の支援予算も本県は計上しておりません。331

億円余の大型補正予算でありながら、中小業者に仕事

が回る公共施設の耐震化や老朽化対策の予算になって

おりません。中小業者の仕事をふやして所得増加、雇

用をふやして、暮らしと景気回復につながるようにす

べきであります。

　次に、中城湾港の特別自由貿易地域と泡瀬干潟の問

題を指摘いたします。

　沖縄県は、平成22年度の予算編成方針では、「埋め

立て事業特別会計の土地売却の低迷による収支悪化等

が大きな懸念材料となっており、本県財政はこれまで

にない危機的な状況を迎えている」と明記していま

す。

　県は536億円余を借金をして、1982年から339ヘク
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タールの中城湾港の埋立事業を進めました。埋め立て

た土地を売却をして借金を返済する計画が、土地が売

れないため県民の税金でその土地を購入する状況が続

いています。今年度の１件を含めて、売却された土地

は2.4ヘクタール、計画の2.7％にすぎません。補正予

算では、民間に売れない土地を県が22億733万円で購

入しています。そのほかに県は31億円かけて、買い

取った土地に工場を建設して、工場を賃借する民間会

社の使う工作機械などの設備も完備しています。過大

な需要予測を立てて広大な埋め立てを行った土地は、

今後、借金の残金122億円を14年間かけて返済をしな

ければなりません。当初の過大な需要予測の失敗が、

30年後の県民に負担を負わせていることを真摯に反省

して、同じ失敗を繰り返さないようにすべきです。し

かしながら、その反省もないまま泡瀬干潟の埋め立て

を強行しています。泡瀬干潟の埋立事業は、裁判で経

済合理性はないと判決が出され、貴重な干潟の埋め立

ては、将来、液状化の危惧もされるヘドロの埋立地と

なります。自然破壊の税金の無駄遣いとなる泡瀬干潟

の埋立事業は中止をすべきです。

　以上、甲第24号議案、甲第29号議案及び甲第31号議

案に反対の討論といたします。

○議長（喜納昌春君）　桑江朝千夫君。

　　　〔桑江朝千夫君登壇〕

○桑江　朝千夫君　ただいま議題となっております甲

第24号議案「平成24年度沖縄県一般会計補正予算(第

５号)」につきまして、原案に賛成する討論を行いま

す。

　今回の補正予算は、国の経済対策に対応し緊急に予

算措置が必要な経費等について計上されております。

国においては、｢復興・防災対策」、｢成長による富の

創出」、｢暮らしの安心・地域活性化」を３本の柱と

する「日本再生に向けた緊急経済対策」として大型補

正予算が編成されており、長引く円高・デフレ不況か

らの脱却、雇用や所得の拡大を目指し、来年度の景気

の下支えを行いつつ、切れ目のない経済対策を実施す

るものとしております。

　県の今回の補正予算においては、これらの国の考え

方を踏まえ、「復興・防災対策」においては「事前防

災減災等」として道路、橋梁等公共施設の老朽化対策

や港湾整備等に要する経費を、「成長による富の創

出」においては「人材育成・雇用対策」として、緊急

雇用創出事業臨時特例基金への積み立てに要する経費

を、「暮らしの安心・地域活性化」においては保育士

の人材確保等子育て支援等の充実を図る安心こども基

金への積み立てに要する経費や、「農業体質の強化な

ど地域の特色を生かした地域活性化」として農業水利

施設や漁港施設等の整備に要する経費など、経済対策

関連予算として約295億円が計上されているところで

あります。

　国の補正予算を活用した経済対策等による事業実施

は、本県経済のさらなる成長に寄与するものであり、

執行部においてこの補正予算の着実な執行を期待する

ものであります。

　また、今回の補正予算、中城湾港（泡瀬地区）埋立

事業でありますが、国の直轄負担金が計上されており

ます。この泡瀬沖合埋立事業は、市民の発想、沖縄市

独自の構想であり、20余年にわたり歴代の市長が推進

してきた一大プロジェクトであります。沖縄市議会で

は議員30名中23名がこの事業を推進し、東部海浜開発

事業推進議員連盟を組織し、再三にわたり沖縄市議会

において事業の早期開発等に関する意見書が全会一致

で採択されております。この開発事業は、沖縄市の新

たなまちづくり、中部東海岸地域の経済活性化を図

り、県土の均衡ある発展に資するとともに、新たな雇

用の場を創出し、さらに本県における観光振興にも寄

与する重要な事業であり、できるだけ早く、また、本

事業は新港地区の港湾整備に伴うしゅんせつ土砂を有

効利用する経済的かつ合理的な事業であり、新港地区

の企業誘致を進める上でも早急に事業を進める必要が

あります。早期完成を願い、県議会議員各位へも推進

議員連盟そして沖縄市商工会議所を初めとする推進協

議会等諸団体が幾度となく要請行動を行っているの

は、御承知のことと思います。

　本事業に係る土地利用計画は、各種統計データや調

査報告書及び類似施設の事例等をもとに需要予測を行

い施設規模が算出されており、これらの算出方法は根

拠を持って整理され、経済的合理性を有するものと考

えます。さらに、これまで工事の実施に当たっては、

学識経験者及び地元の代表である７自治会長で構成さ

れる「環境監視委員会」等の指導助言を踏まえ、埋立

地周辺の環境影響に万全の対策を講じながら慎重に行

われており、市民が知恵を出し合い、かかわっていこ

うという市民の意欲と東部海浜開発事業に対する大き

な期待がうかがわれます。

　さて、新石垣空港が完成し、前議長髙嶺先輩がその

喜びを語っておりました。開発と自然保護は二者択一

ではないし、両立し調和できる、私も全く同感であり

ます。

　以上のことから、本事業は中部東海岸地域の活性

化、ひいては県土の均衡ある発展のためにどうしても

やっていかなければならないと考えます。
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　以上申し上げたとおり、本補正予算は現下の厳しい

社会経済情勢を踏まえ、雇用の創出、子育て支援、医

療福祉の充実、公共事業の前倒しによる経済の下支え

など、喫緊の課題に的確に対応し、県民生活の安定を

図る観点から必要であることから、原案のとおり決す

べきものであると考えます。

　議員各位におかれましても何とぞ御理解をいただき

まして、御賛同いただきますようお願い申し上げます。

　以上です。

○議長（喜納昌春君）　以上で通告による討論は終わ

りました。

　これをもって討論を終結いたします。

　休憩いたします。

　　　午前10時32分休憩

　　　午前10時32分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　これより甲第24号議案から甲第34号議案までの採決

に入ります。

　議題のうち、まず甲第24号議案を採決いたします。

○仲宗根　悟君　議長、休憩を求めます。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午前10時32分休憩

　　　午前10時33分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　これより甲第24号議案から甲第34号議案までの採決

に入ります。

　議題のうち、まず甲第24号議案を採決いたします。

　本案に対する委員長の報告は、原案可決でありま

す。

　お諮りいたします。

　本案は、委員長の報告のとおり決することに賛成の

諸君の起立を求めます。

　　　〔賛成者起立〕

○議長（喜納昌春君）　起立多数であります。

　よって、甲第24号議案は、委員長の報告のとおり可

決されました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午前10時34分休憩

　　　午前10時34分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　次に、甲第29号議案及び甲第31号議案の２件を一括

して採択いたします。

　各議案に対する委員長の報告は、原案可決でありま

す。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案２件は、委員長の報告のとおり決す

ることに賛成の諸君の起立を求めます。

　　　〔賛成者起立〕

○議長（喜納昌春君）　起立多数であります。

　よって、甲第29号議案及び甲第31号議案は、委員長

の報告のとおり可決されました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（喜納昌春君）　次に、甲第25号議案から甲第

28号議案まで、甲第30号議案及び甲第32号議案から甲

第34号議案までの８件を一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案８件は、原案のとおり決することに

御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。

　よって、甲第25号議案から甲第28号議案まで、甲第

30号議案及び甲第32号議案から甲第34号議案までは、

原案のとおり可決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（喜納昌春君）　日程第５　陳情第15号、第24

号、第25号の２、第26号及び第27号の付託の件を議

題といたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの陳情５件については、米軍基地関係特別

委員会に付託の上、審査することにいたしたいと思い

ます。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。

　よって、さよう決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（喜納昌春君）　この際、お諮りいたします。

　委員会審査及び議案整理のため、明３月14日から28

日までの15日間休会といたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。

　よって、明３月14日から28日までの15日間休会とす

ることに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（喜納昌春君）　以上をもって本日の日程は全

部終了いたしました。

　次会は、３月29日定刻より会議を開きます。

　議事日程は、追って通知いたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　　午前10時37分散会
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地方自治法第123条第２項の規定によりここに署名する。

喜 納 昌 春
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平成25年３月29日

　　　　　　　    平成25年
　　　   沖縄県議会（定例会）会議録　　　　　　　    第 １ 回

（第 10 号）
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議　　事　　日　　程　第10号

平成25年３月29日（金曜日）

午前10時開議

第１　乙第２号議案、乙第３号議案、乙第５号議案から乙第10号議案まで、乙第12号議案及び乙第44号議案から

乙第47号議案まで（総務企画委員長報告）

第２　乙第34号議案から乙第37号議案まで（経済労働委員長報告）

第３　乙第19号議案から乙第33号議案まで、乙第43号議案及び乙第48号議案から乙第50号議案まで（文教厚生委

員長報告）

第４　乙第13号議案から乙第18号議案まで及び乙第38号議案から乙第42号議案まで（土木環境委員長報告）

第５　平成24年第８回議会乙第37号議案、乙第55号議案、乙第59号議案、乙第61号議案及び乙第62号議案（総務

企画委員長報告）

第６　乙第58号議案（文教厚生委員長報告）

第７　乙第56号議案、乙第60号議案及び乙第63号議案（土木環境委員長報告）

第８　甲第１号議案から甲第23号議案まで（予算特別委員長報告）

第９　識名トンネル工事契約問題調査特別委員会の平成25年度の調査経費に関する件

第10　４・28「主権回復・国際社会復帰を記念する式典」に対する抗議決議

玉城　 義和君　　山内　 末子さん

照屋　 大河君　　髙嶺　 善伸君
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　提出　議員提出議案第４号
渡久地　 修君　　當間　 盛夫君

大城　 一馬君

第11　４・28「主権回復・国際社会復帰を記念する式典」に対する決議

末松　 文信君　　新垣　 良俊君
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　提出　議員提出議案第５号
仲田　 弘毅君　　具志　 孝助君

第12　環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）に関する意見書

山内　 末子さん　末松　 文信君

新垣　 良俊君　　仲田　 弘毅君

具志　 孝助君　　照屋　 大河君

髙嶺　 善伸君　　玉城　 義和君
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　提出　議員提出議案第６号
租田　 勝廣君　　前島　 明男君

渡久地　 修君　　當間　 盛夫君

大城　 一馬君　　新垣　 安弘君

嶺井　　 光君

第13　陳情平成24年第140号及び陳情第31号（総務企画委員長報告）

第14　陳情平成24年第148号、同第151号、同第166号、同第177号及び同第196号（経済労働委員長報告）

第15　請願第１号、陳情平成24年第201号、同第203号及び陳情第３号から第５号まで（文教厚生委員長報告）

第16　陳情平成24年第86号の２、同第125号及び同第180号（土木環境委員長報告）

第17　陳情平成24年第195号（議会運営委員長報告）

第18　陳情第15号（米軍基地関係特別委員長報告）

第19　閉会中の継続審査の件

　　　　　　平成25年
　　 　  沖 縄 県 議 会 （ 定 例 会 ） 会 議 録 （第 10 号）　　　　　　第 １ 回

　

平成 25 年３月 29 日（金曜日）午前 10 時 17分開議
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　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程第１　乙第２号議案、乙第３号議案、乙第５号議案から乙第10号議案まで、乙第12号議案及び乙第44号議案

から乙第47号議案まで

乙第２号議案　沖縄県議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部を改正する

条例

乙第３号議案　沖縄県職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例

乙第５号議案　沖縄県知事等の給与及び旅費に関する条例等の一部を改正する条例

乙第６号議案　沖縄県職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例

乙第７号議案　沖縄県部等設置条例の一部を改正する条例

乙第８号議案　沖縄県行政機関設置条例の一部を改正する条例

乙第９号議案　沖縄県の事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例

乙第10号議案　沖縄県使用料及び手数料条例の一部を改正する条例

乙第12号議案　沖縄県県土保全条例の一部を改正する条例

乙第44号議案　沖縄県警察職員の定員に関する条例の一部を改正する条例

乙第45号議案　沖縄県警察関係手数料条例の一部を改正する条例

乙第46号議案　沖縄県暴力団排除条例の一部を改正する条例

乙第47号議案　沖縄県高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に係る信号機等に関する基準を定

める条例

日程第２　乙第34号議案から乙第37号議案まで

乙第34号議案　沖縄バイオ産業振興センターの設置及び管理に関する条例

乙第35号議案　沖縄国際物流拠点産業集積地域内施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正す

る条例

乙第36号議案　沖縄ＩＴ津梁パーク施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

乙第37号議案　沖縄特例通訳案内士育成研修等手数料条例

日程第３　乙第19号議案から乙第33号議案まで、乙第43号議案及び乙第48号議案から乙第50号議案まで

乙第19号議案　沖縄県社会福祉審議会条例の一部を改正する条例

乙第20号議案　沖縄県社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金条例の一部を改正する条例

乙第21号議案　沖縄県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条

例

乙第22号議案　沖縄県指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サ

ービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例

乙第23号議案　沖縄県介護基盤・介護支援体制緊急整備等臨時特例基金条例の一部を改正する条例

乙第24号議案　沖縄県介護職員処遇改善等臨時特例基金条例の一部を改正する条例

乙第25号議案　沖縄県指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例

乙第26号議案　沖縄県指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例

乙第27号議案　沖縄県指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定め

る条例

乙第28号議案　沖縄県指定障害者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例

乙第29号議案　沖縄県障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

乙第30号議案　沖縄県障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例

乙第31号議案　地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を講ずるための関係

法律の整備に関する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例

乙第32号議案　沖縄県自殺対策緊急強化基金条例の一部を改正する条例

乙第33号議案　沖縄県新型インフルエンザ等対策本部条例

乙第43号議案　沖縄県学校職員定数条例の一部を改正する条例
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乙第48号議案　沖縄県病院事業局の専用水道の水道技術管理者の資格を定める条例

乙第49号議案　沖縄県病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例

乙第50号議案　沖縄県病院事業企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例

日程第４　乙第13号議案から乙第18号議案まで及び乙第38号議案から乙第42号議案まで

乙第13号議案　沖縄県環境影響評価条例の一部を改正する条例

乙第14号議案　沖縄県指定猟法禁止区域等の標識の寸法を定める条例

乙第15号議案　沖縄県特定計量器の検定、定期検査等手数料条例の一部を改正する条例

乙第16号議案　沖縄県消費者行政活性化基金条例の一部を改正する条例

乙第17号議案　沖縄県興行場の基準等に関する条例の一部を改正する条例

乙第18号議案　食品衛生法施行条例の一部を改正する条例

乙第38号議案　沖縄県県道の構造の技術的基準を定める条例

乙第39号議案　沖縄県移動等円滑化のために必要な道路の構造に関する基準を定める条例

乙第40号議案　沖縄県道路占用料徴収条例の一部を改正する条例

乙第41号議案　沖縄県屋外広告物条例の一部を改正する条例

乙第42号議案　建築基準法施行条例の一部を改正する条例

日程第５　平成24年第８回議会乙第37号議案、乙第55号議案、乙第59号議案、乙第61号議案及び乙第62号議案

平成24年第８回議会乙第37号議案　指定管理者の指定について

乙第55号議案　訴えの提起について

乙第59号議案　包括外部監査契約の締結について

乙第61号議案　副知事の選任について

乙第62号議案　沖縄県教育委員会委員の任命について

日程第６　乙第58号議案

乙第58号議案　損害賠償額の決定について

日程第７　乙第56号議案、乙第60号議案及び乙第63号議案

乙第56号議案　訴えの提起について

乙第60号議案　県道の路線の認定及び廃止について

乙第63号議案　覚書効力確認等調停事件の調停について

日程第８　甲第１号議案から甲第23号議案まで

甲第１号議案　平成25年度沖縄県一般会計予算

甲第２号議案　平成25年度沖縄県農業改良資金特別会計予算

甲第３号議案　平成25年度沖縄県小規模企業者等設備導入資金特別会計予算

甲第４号議案　平成25年度沖縄県中小企業振興資金特別会計予算

甲第５号議案　平成25年度沖縄県下地島空港特別会計予算

甲第６号議案　平成25年度沖縄県母子寡婦福祉資金特別会計予算

甲第７号議案　平成25年度沖縄県下水道事業特別会計予算

甲第８号議案　平成25年度沖縄県所有者不明土地管理特別会計予算

甲第９号議案　平成25年度沖縄県沿岸漁業改善資金特別会計予算

甲第10号議案　平成25年度沖縄県中央卸売市場事業特別会計予算

甲第11号議案　平成25年度沖縄県林業改善資金特別会計予算

甲第12号議案　平成25年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計予算

甲第13号議案　平成25年度沖縄県宜野湾港整備事業特別会計予算

甲第14号議案　平成25年度沖縄県国際物流拠点産業集積地域那覇地区特別会計予算

甲第15号議案　平成25年度沖縄県産業振興基金特別会計予算

甲第16号議案　平成25年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計予算

甲第17号議案　平成25年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計予算

甲第18号議案　平成25年度沖縄県駐車場事業特別会計予算
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甲第19号議案　平成25年度沖縄県中城湾港（泡瀬地区）臨海部土地造成事業特別会計予算

甲第20号議案　平成25年度沖縄県公債管理特別会計予算

甲第21号議案　平成25年度沖縄県病院事業会計予算

甲第22号議案　平成25年度沖縄県水道事業会計予算

甲第23号議案　平成25年度沖縄県工業用水道事業会計予算

日程第９　識名トンネル工事契約問題調査特別委員会の平成25年度の調査経費に関する件

日程第10　４・28「主権回復・国際社会復帰を記念する式典」に対する抗議決議

日程第11　４・28「主権回復・国際社会復帰を記念する式典」に対する決議

日程追加　４・28「主権回復・国際社会復帰を記念する式典」に対する抗議決議

日程追加　４・28「主権回復・国際社会復帰を記念する式典」に対する決議

日程第12　環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）に関する意見書

日程第13　陳情平成24年第140号及び陳情第31号

陳情平成24年第140号　美ぎ島美しゃ（先島）圏域の振興発展に関する陳情

陳情第31号　ＴＰＰ交渉への参加阻止に関する陳情

日程第14　陳情平成24年第148号、同第151号、同第166号、同第177号及び同第196号

陳情平成24年第148号　伊是名製糖工場の新規建設に関する陳情

陳情平成24年第151号　伊是名製糖工場の新規建設に関する陳情

陳情平成24年第166号　沖縄県海洋深層水研究所の農業分野試験研究の継続と研究員の配置に関す

る陳情

陳情平成24年第177号　高潮及び水害から地域住民の生命を守ることに関する陳情

陳情平成24年第196号　県産サッシ形材の優先使用に関する陳情

日程第15　請願第１号、陳情平成24年第201号、同第203号及び陳情第３号から第５号まで

請願第１号　入院に続き、通院も中学卒業まで無料とする県の助成に関する請願

陳情平成24年第201号　「琉球・沖縄史」を必履修科目または必履修に準ずる科目として設置する

ことを求める陳情

陳情平成24年第203号　八重山地区県立高等学校寄宿舎の空調設備設置に関する陳情

陳情第３号　新沖縄県立八重山病院の早期建設に関する陳情

陳情第４号　新沖縄県立八重山病院の早期建設に関する陳情

陳情第５号　新沖縄県立八重山病院の早期建設に関する陳情

日程第16　陳情平成24年第86号の２、同第125号及び同第180号

陳情平成24年第86号の２　ＤＶ被害者の緊急・自立支援強化に関する陳情

陳情平成24年第125号　住宅リフォーム助成制度の創設を求める陳情

陳情平成24年第180号　満名川流域の高潮及び水害対策を求める陳情

日程第17　陳情平成24年第195号

陳情平成24年第195号　「議案、意見書、請願、陳情」に対する議員個々の賛否記録の公表実施に

関する陳情

日程第18　陳情第15号

陳情第15号　米軍ゴルフ場での日本人利用に関する陳情

日程第19　閉会中の継続審査の件

　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 出　席　議　員（47名）

議　長　　喜　納　昌　春　君

副議長　　浦　崎　唯　昭　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　砂　川　利　勝　君

３　番　　具志堅　　　透　君

４　番　　又　吉　清　義　君

５　番　　末　松　文　信　君

６　番　　儀　間　光　秀　君

７　番　　新　田　宜　明　君

８　番　　仲　村　未　央　さん
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○議長（喜納昌春君）　これより本日の会議を開きま

す。

　日程に入ります前に報告いたします。

　２月22日から３月15日までに受理いたしました請願

１件及び陳情15件は、３月21日に配付いたしました請

願及び陳情文書表のとおりそれぞれ所管の常任委員会

に付託いたしました。

　次に、３月27日、玉城義和君外６人から、議員提出

議案第４号「４・28「主権回復・国際社会復帰を記念

する式典」に対する抗議決議」及び末松文信君外３人

から、議員提出議案第５号「４・28「主権回復・国際

社会復帰を記念する式典」に対する決議」の提出があ

りました。

　また、昨日、山内末子さん外14人から、議員提出議

案第６号「環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）に

関する意見書」の提出がありました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（喜納昌春君）　日程第１　乙第２号議案、乙

第３号議案、乙第５号議案から乙第10号議案まで、乙

第12号議案及び乙第44号議案から乙第47号議案まで

を議題といたします。

　各議案に関し、委員長の報告を求めます。

　総務企画委員長山内末子さん。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（条例）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔総務企画委員長　山内末子さん登壇〕

○総務企画委員長（山内末子さん）　おはようござい

ます。

　ただいま議題となりました乙第２号議案、乙第３号

議案、乙第５号議案から乙第10号議案まで、乙第12号

議案及び乙第44号議案から乙第47号議案までの条例議

　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 欠　　　　　員（１名）

　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

９　番　　玉　城　　　満　君

10　番　　西　銘　純　恵　さん

11　番　　比　嘉　京　子　さん

12　番　　租　田　勝　廣　君

13　番　　島　袋　　　大　君

14　番　　中　川　京　貴　君

15　番　　桑　江　朝千夫　君

16　番　　座喜味　一　幸　君

17　番　　呉　屋　　　宏　君

18　番　　仲宗根　　　悟　君

19　番　　崎　山　嗣　幸　君

20　番　　山　内　末　子　さん

21　番　　瑞慶覧　　　功　君

22　番　　渡久地　　　修　君

23　番　　大　城　一　馬　君

24　番　　嶺　井　　　光　君

25　番　　前　島　明　男　君

26　番　　照　屋　守　之　君

27　番　　新　垣　良　俊　君

28　番　　仲　田　弘　毅　君

29　番　　新　垣　安　弘　君

30　番　　當　間　盛　夫　君

31　番　　照　屋　大　河　君

32　番　　狩　俣　信　子　さん

33　番　　赤　嶺　　　昇　君

34　番　　新　垣　清　涼　君

37　番　　金　城　　　勉　君

38　番　　糸　洲　朝　則　君

39　番　　翁　長　政　俊　君

41　番　　新　垣　哲　司　君

42　番　　具　志　孝　助　君

43　番　　新　里　米　吉　君

44　番　　髙　嶺　善　伸　君

45　番　　奥　平　一　夫　君

46　番　　玉　城　義　和　君

47　番　　玉　城　ノブ子　さん

48　番　　嘉　陽　宗　儀　君

事　務　局　長　　嘉　陽　安　昭　君

次　　　　　長　　鉢　嶺　　　元　君

議　事　課　長　　平　田　善　則　君

課　長　補　佐　　上　原　貴　志　君

主　　　　　幹　　佐久田　　　隆　君

主　　　　　査　　嘉　陽　　　孝　君

政務調査課長　　知　念　正　治　君

副　　参　　事　　大　村　浩　三　君

主　　　　　幹　　上　地　　　聡　君

主　　　　　幹　　宮　城　　　弘　君

主　　　　　幹　　宮　城　　　優　君
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案13件について、委員会における審査の経過及び結果

を御報告申し上げます。

　委員会におきましては、総務部長、企画部長、警察

本部警務部長、生活安全部長、刑事部長及び交通部長

の出席を求め慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　まず、乙第２号議案「沖縄県議会議員の議員報酬、

費用弁償及び期末手当に関する条例の一部を改正する

条例」は、沖縄県特別職議員報酬等審議会の答申を考

慮し、議会の議長等の報酬の額を改める必要があるこ

とから条例を改正するものであるとの説明がありまし

た。

　次に、乙第３号議案「沖縄県職員の給与に関する条

例等の一部を改正する条例」は、人事委員会の給与勧

告及び他の都道府県の職員の給与改定等を考慮し、県

職員及び県費負担教職員等の給与を改定するため条例

を改正するものである。

　主な改正の内容は、１点目に、新型インフルエンザ

等緊急事態派遣手当の支給根拠を定めること、２点目

に、平成18年の給与構造改革に伴う経過措置を平成25

年４月１日から段階的に減額し、平成28年４月１日以

後は支給しないものとすること、３点目に、知事また

は議会の議長を任命権者とする現業職員の自宅に係る

住宅手当を廃止するものであるとの説明がありまし

た。

　本案に関し、平成18年の給与構造改革に伴う経過措

置の経緯はどうなっているか、また、今回の給与改定

に伴い影響を受ける職員の数と影響額は幾らかとの質

疑がありました。

　これに対し、平成18年の給与構造改革では全国で最

も民間賃金の低い北海道、東北地域の水準を参考に全

国共通の俸給表が設定され、民間給与水準の高い地域

は地域手当で調整を図ることになった。おおむね平均

4.8％の給与水準の制度的引き下げに伴い、激変緩和

措置として平成18年３月31日に浮き出た給料月額の水

準を保障することとなった。あれから６年が経過し、

昨年の人事院勧告の中でこの是正が勧告され、全国的

に見直しがされる中、今般、職員団体等とも議論をし

提案させていただいた。給与改定により影響を受ける

職員の数は全体で2035名、削減される給与の総額は

9555万円であるとの答弁がありました。

　次に、乙第５号議案「沖縄県知事等の給与及び旅費

に関する条例等の一部を改正する条例」は、沖縄県特

別職議員報酬等審議会の答申に基づき、知事及び副知

事の給料の額を改めるとともに、その改定の状況等を

考慮し、公営企業の管理者等の給料等を改めるため条

例を改正するものであるとの説明がありました。

　本案に関し、議員報酬や知事等特別職の報酬が１万

円減額となっているが、その根拠は何かとの質疑があ

りました。

　これに対し、沖縄県特別職議員報酬等審議会の答申

の考え方では、国の特別職の俸給月額、他の都道府県

の改定状況、さらに福岡県を除く九州各県及び財政力

の類似した県の状況等を考慮しながら算定をしたとい

うことになっているとの答弁がありました。

　そのほか、行政委員会の委員の報酬の改定内容、月

額を日額に改める改正の内容等について質疑がありま

した。

　次に、乙第６号議案「沖縄県職員の特殊勤務手当に

関する条例の一部を改正する条例」は、社会情勢の変

化や業務内容の特殊性等を勘案し、手当の支給要件ま

たは支給額を改めるため条例を改正するものである。

　主な改正内容は、第１点目に、海上業務手当の支給

要件及び支給額を改めること、第２点目に、銃器犯罪

捜査手当の支給額を改めること、第３点目に、防疫等

作業手当の支給要件及び支給額を改めることであると

の説明がありました。

　本案に関し、海上業務手当については、尖閣諸島周

辺海域における海上警戒の作業は、海上保安庁の船に

県の警察官が乗り込んでやっているのか、なぜ手当を

230円から690円に引き上げるのかとの質疑がありまし

た。

　これに対し、尖閣諸島周辺海域においては、海上保

安庁の巡視船に乗船して長期間連続で勤務しており、

常に緊張状態に置かれていることから、人事委員会と

調整を重ね、現行の約３倍が相当ではないかというこ

とで額が決定されたとの答弁がありました。

　そのほか、県警と海上保安庁との協定、国境警備要

員の確保、警察の管轄権、銃器犯罪捜査手当の実績、

全国的な銃器犯罪の動向、県内での暴力団の動き、防

疫作業手当の支給要件等について質疑がありました。

　次に、乙第７号議案「沖縄県部等設置条例の一部を

改正する条例」は、国内外の交流に関する事項を文化

観光スポーツ部から知事公室に移管する必要があるこ

とから条例を改正するものであるとの説明がありまし

た。

　本案に関し、なぜ今の時期に事務を移管するのか、

尖閣の問題も関係しているかとの質疑がありました。

　これに対し、21世紀ビジョン基本計画の基本施策と

しての「世界に開かれた交流と共生の島」を実現する

ための組織体制の一環として、現在、局部制の議論を
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しているところであり、できるものについては前倒し

で進めている。文化や観光の枠を超えて地域における

国際社会との交流は必要であり、尖閣問題を意識した

ものではないとの答弁がありました。

　そのほか、移管に伴う職員体制、那覇空港整備に対

する県の応援態勢等について質疑がありました。

　次に、乙第８号議案「沖縄県行政機関設置条例の一

部を改正する条例」は、那覇市が中核市に移行するこ

とに伴い、沖縄県中央保健所を廃止するとともに、同

保健所の所管区域を沖縄県南部保健所の所管区域に加

えるため条例を改正するものであるとの説明がありま

した。

　次に、乙第９号議案「沖縄県の事務処理の特例に関

する条例の一部を改正する条例」は、法令に基づく知

事の権限に属する事務の一部について、事務の移譲に

係る協議が整ったものを当該市町村に移譲する等の必

要があることから条例を改正するものであるとの説明

がありました。

　次に、乙第10号議案「沖縄県使用料及び手数料条例

の一部を改正する条例」は、工業技術支援センターの

機器の使用料等の徴収根拠を定め、薬事法等に基づく

許可等の申請に係る手数料の額を改めるほか、都市の

低炭素化の促進に関する法律が定められたことに伴い

発生する新たな事務に要する手数料の徴収根拠を定め

る必要があることから条例を改正するものであるとの

説明がありました。

　本案に関し、低炭素建築物とはどういうものかとの

質疑がありました。

　これに対し、低炭素建築物とは、二酸化炭素の排出

の抑制に資する建物であり、低炭素建築物新築等計画

に適合した建物となっている。例えば、天井の断熱や

外壁の床断熱を施すなど、エネルギーの消費量が極力

少なくなるような建築物であるとの答弁がありまし

た。

　次に、乙第12号議案「沖縄県県土保全条例の一部を

改正する条例」は、県土の開発規制における許認可等

の対象について、農業振興地域の整備に関する法律等

と重複する適用を見直し、事務の効率化を図るため、

条例を改正するものであるとの説明がありました。

　本案に関し、今回の条例改正に至った理由は何かと

の質疑がありました。

　これに対し、沖縄県県土保全条例は、復帰直後の急

激な県外資本による開発を防いで県土の秩序ある発展

を図ることを目的として、3000平方メートル以上の開

発については知事の許可を得なければならないとした

条例である。赤土防止条例や環境影響評価法ができる

など環境保全に対する認識が高まり、土地行政が開発

規制から有効利用へと転換される中で、二重行政の簡

素化を図る必要があるということで条例を改正するも

のであるとの答弁がありました。

　次に、乙第44号議案「沖縄県警察職員の定員に関す

る条例の一部を改正する条例」は、サイバー犯罪の取

り締まりの強化及び暴力団排除活動の推進を図るた

め、警察官の定員を改める必要があることから条例を

改正するものであるとの説明がありました。

　本案に関し、本県におけるサイバー犯罪の状況はど

うか、また、県警のサイバー犯罪捜査の体制はどう

なっているかとの質疑がありました。

　これに対し、昨年の県内で起きたサイバー犯罪は97

件で、不正アクセス禁止法に基づき検挙している。サ

イバー犯罪の捜査体制については、現行７人の警察官

を倍増して14人体制とし、さらに力量を培って対応し

ていきたいと考えているとの答弁がありました。

　そのほか、警察官の人員確保、サイバーテロへの対

応、学校裏サイト、暴力団排除条例の運用実績等につ

いて質疑がありました。

　次に、乙第45号議案「沖縄県警察関係手数料条例の

一部を改正する条例」は、風俗営業等の規制及び業務

の適正化等に関する法律施行令の一部が改正されたこ

とに伴い、風俗営業許可申請手数料等の額を改めるた

め条例を改正するものであるとの説明がありました。

　次に、乙第46号議案「沖縄県暴力団排除条例の一部

を改正する条例」は、県、県民及び事業者によるさら

なる暴力団排除活動の推進に資するため、報告徴収及

び勧告の対象行為者を改める等の必要があることから

条例を改正するものであるとの説明がありました。

　本案に関し、組織暴力団を解体するにはどうすべき

かとの質疑がありました。

　これに対し、暴力団を解体するためには、暴力団の

幹部を含めた大量検挙、資金源の枯渇、暴力団排除活

動の徹底の３つの方法があるが、現在、取り締まりや

暴力団排除活動の徹底が功を奏し、一時期、1200名ぐ

らいいた暴力団が520名に減っているとの答弁があり

ました。

　そのほか、暴力団予備軍が入りにくい環境づくり、

暴力団予備軍の受け皿づくり、現行の暴力団排除条例

で支障のあった事例、県内暴力団の統合の経緯等につ

いて質疑がありました。

　次に、乙第47号議案「沖縄県高齢者、障害者等の移

動等の円滑化の促進に係る信号機等に関する基準を定

める条例」は、第２次地域主権一括法の公布・施行に

伴い、これまで法令で定められていた信号機、道路標
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識及び道路標示に関する基準を条例で定めるものであ

るとの説明がありました。

　本案に関し、公共施設や建築物の新設・改良時は適

合義務になっており、既存の施設に関しては努力義務

となっているが、信号機の設置状況はどうなっている

かとの質疑がありました。

　これに対し、信号機については、新設についても改

良についても、今回提示した基準に適合するよう整備

していく予定であり、公安委員会としては、平成32年

度までに100％整備することを目指しているとの答弁

がありました。

　そのほか、バリアフリー法に基づき設置される信号

機等、暴走族の現状と対策等について質疑がありまし

た。

　以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、乙第３号議案については、採決に先立ち共産党

所属委員から反対する旨の意見表明がありました。

　採決の結果、乙第３号議案は、賛成多数をもって原

案のとおり可決すべきものと決定いたしました。

　乙第２号議案、乙第５号議案から乙第10号議案ま

で、乙第12号議案、乙第44号議案から乙第47号議案ま

での条例議案12件は、全会一致をもって原案のとおり

可決すべきものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（喜納昌春君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより討論に入ります。

　乙第３号議案に対する討論の通告がありますので、

発言を許します。

　渡久地　修君。

　　　〔渡久地　修君登壇〕

○渡久地　修君　おはようございます。

　日本共産党を代表して、ただいま議題となりました

乙第３号議案「沖縄県職員の給与に関する条例等の一

部を改正する条例」について、反対の立場から討論を

行います。

　この議案の構成は３つから成っています。１つ目の

インフルエンザ派遣手当や、３つ目の住居手当などに

ついて反対するものではありません。この議案の主な

ものは、２番目の職員の給与を引き下げるというもの

であります。

　この議案を考える場合には、今から７年前にさかの

ぼる必要があります。７年前の平成18年４月１日から

給与構造改革と称して、職員給与の大幅引き下げが行

われました。例えば、50代の管理職クラスの職員の場

合を例にとると、平成18年の３月31日の時点で42万

5000円の月額給与をもらっていたとして、４月１日か

ら38万5000円に４万円も引き下げられたのです。この

ときに県は、これでは余りにも職員にも県経済にも大

きな影響を与えるといって、激変緩和措置をとるとい

うことで理解を求めてきました。一気に４万円を引き

下げたら大変だから、毎年の昇給分をカットして、そ

れが引き下げ額の４万円に到達するまで何年間かけて

引き下げるという経過措置を講じたわけであります。

つまり、42万5000円は保証するが、もう昇給はないで

すよということにしたのです。

　ところが、その約束は次の年からすぐに破られるこ

とになります。つまり、人事院や人事委員会勧告に

よって、保証すると言っていた月額給与そのものが、

その後、毎年毎年引き下げられていきました。そして

今回、さらに約束がまた破られることになりました。

この昇給分をカットすることによって引き下げ分に充

てていくとした経過措置さえも今回廃止するというの

です。二重の約束違反と言わなければなりません。

　その影響を受ける職員数は2035人、次年度１年間で

9555万円の額に上ります。職員の人件費は県経済にも

影響を及ぼし、経済波及効果は直接的には２倍から３

倍のマイナス効果、最終波及効果は４倍から５倍のマ

イナスの影響を与えると言われています。

　今、国会においても、デフレから脱却するためには

これまで引き下げられ続けた働く人々の賃金の引き上

げこそ必要だという共通の認識になりつつあります。

公務員の賃金を引き下げたから民間の賃金も引き下げ

よと言い、民間が引き下げたからまた公務員の賃金を

引き下げろと言い、これまでのこのような賃金の引き

下げ競争が日本の経済を悪化させてきています。今こ

そ働く人たちの賃金を引き上げていく、中小企業にも

政治が手当てを行いながら、最低賃金も時給1000円に

引き上げていくことなどが求められています。今回の

議案のような賃金の引き下げ競争になるようなこと

は、もうやめるべきであります。

　よって、乙第３号議案「沖縄県職員の給与に関する

条例等の一部を改正する条例」について反対するもの

です。議員各位の賛同をよろしくお願いします。

○議長（喜納昌春君）　以上で通告による討論は終わ

りました。
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　これをもって討論を終結いたします。

　休憩いたします。

　　　午前10時41分休憩

　　　午前10時42分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　これより乙第２号議案、乙第３号議案、乙第５号議

案から乙第10号議案まで、乙第12号議案及び乙第44号

議案から乙第47号議案までの採決に入ります。

　議題のうち、まず乙第２号議案、乙第５号議案から

乙第10号議案まで、乙第12号議案及び乙第44号議案か

ら乙第47号議案までの12件を一括して採決いたしま

す。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案12件は、原案のとおり決することに

御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第２号議案、乙第５号議案から乙第10号

議案まで、乙第12号議案及び乙第44号議案から乙第47

号議案までは、原案のとおり可決されました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（喜納昌春君）　次に、乙第３号議案を採決い

たします。

　本案に対する委員長の報告は、原案可決でありま

す。

　お諮りいたします。

　本案は、委員長の報告のとおり決することに賛成の

諸君の起立を求めます。

　　　〔賛成者起立〕

○議長（喜納昌春君）　起立多数であります。

　よって、乙第３号議案は、委員長の報告のとおり可

決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（喜納昌春君）　日程第２　乙第34号議案から

乙第37号議案までを議題といたします。

　各議案に関し、委員長の報告を求めます。

　経済労働委員長上原　章君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（条例）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔経済労働委員長　上原　章君登壇〕

○経済労働委員長（上原　章君）　おはようございま

す。

　ただいま議題となりました乙第34号議案から乙第37

号議案の条例議案４件について、委員会における審査

の経過及び結果を御報告申し上げます。

　委員会におきましては、商工労働部長及び文化観光

スポーツ部長の出席を求め慎重に審査を行ってまいり

ました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　まず、乙第34号議案「沖縄バイオ産業振興センター

の設置及び管理に関する条例」は、バイオテクノロ

ジー等を活用した製品等の事業化を促進するため、

「沖縄バイオ産業振興センター」を設置する必要があ

ることから条例を制定するものである。

　主な内容は、施設の使用料等を定めるものであり、

施行期日は公布の日から起算して６月を超えない範囲

内において規則で定める日であるとの説明がありまし

た。

　本案に関し、入居する企業は県内企業が主になるの

か、また、入居の見通しはどうかとの質疑がありまし

た。

　これに対し、現在の建物に入居しているバイオ関係

の企業等が中心になるため、基本的には県内企業が中

心になる。今後、新たな企業が出てくれば入居につい

て対応していくという形になる。また、株式会社トロ

ピカルテクノセンターの現施設にも８割の入居がある

こと等から、本施設の入居は８割を見込んでいるとの

答弁がありました。

　そのほか、関連企業の今後の見通しなどについて質

疑がありました。

　次に、乙第35号議案「沖縄国際物流拠点産業集積地

域内施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正す

る条例」は、沖縄国際物流拠点産業集積地域うるま地

区に高度技術製造業賃貸工場を設置する等の必要があ

るため条例を改正するものである。

　主な改正の内容は、うるま地区内賃貸工場として新

たに「高度技術製造業賃貸工場」を設置する。また、

沖縄国際物流拠点産業集積地域那覇地区内の常設展示

場を廃止することに伴い、同施設の使用料に関する規

定を削除する等であるとの説明がありました。

　本案に関し、高額な使用料の設定になっているが、

その設定額の根拠は何かとの質疑がありました。

　これに対し、使用料の設定額については、工場の建

設経費、土地購入費及び維持管理費など県が負担する

金額をもとに算定している。工場の耐用年数が31年で

あり、それに機械の部分も加えたトータルでの使用料

になっているとの答弁がありました。

　次に、今後の事業展開の可能性はどうかとの質疑が

ありました。

　これに対し、今後、沖縄県が外向けに発展していく
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ためには、県外からいろいろな企業を誘致し、また、

ＡＮＡの国際物流ハブ機能を活用して、沖縄が発展し

ているアジアとどう経済的な交流をしていくかという

視点で考えている。近年、那覇市の旧自由貿易地域の

周辺も含めて電子機器メーカー等もかなり関心を示し

ており、商工労働部としてはそういう動きに適切に対

処し、早期立地に向けて取り組んでいきたいと考えて

いるとの答弁がありました。

　そのほか、応募に当たっての公共性・競争性の確

保、人材の確保、今後の県の参加のあり方などについ

て質疑がありました。

　次に、乙第36号議案「沖縄ＩＴ津梁パーク施設の設

置及び管理に関する条例の一部を改正する条例」は、

沖縄県ＩＴ津梁パーク施設内に新施設を整備する必要

があることから条例を改正するものである。

　主な改正の内容は、情報通信機器検証拠点施設を追

加し、その使用料を定めること等であるとの説明があ

りました。

　本案に関し、改定後の使用料が増額される理由は何

かとの質疑がありました。

　これに対し、駐車場の使用料金については、これま

で１台当たり毎月3000円を徴収していたが、企業に

とってその手続業務が非常に煩雑になるということ

と、駐車場を管理するための人員をふやさなくてはい

けないという状況が出てきている。そのため、企業の

要望を踏まえて、基本的には建物の使用料の中に駐車

料金を含めてしまおうということである。駐車場の使

用料金は、建物の面積にほぼ比例しているものである

ため、そういう形で徴収しようということで、入居企

業の了解を得て改正するものであるとの答弁がありま

した。

　そのほか、情報通信機器検証拠点施設の供用開始の

時期、新たな雇用の発生状況などについて質疑があり

ました。

　次に、乙第37号議案「沖縄特例通訳案内士育成研修

等手数料条例」は、沖縄特例通訳案内士育成研修の実

施に関する事務等に係る手数料の徴収根拠を定める必

要があるため条例を制定するものである。

　主な内容は、沖縄特例通訳案内士の育成研修、研修

受講者の事前審査等の実施に係る手数料を定める。ま

た、沖縄特例通訳案内士の登録申請手数料を定める等

であるとの説明がありました。

　本案に関し、地域限定通訳案内士の就職状況はどう

なっているかとの質疑がありました。

　これに対し、地域限定通訳案内士がどういう仕事を

しているかということについては、おおむね旅行社に

属しながら受験をされている方、あるいは個人で英語

の塾を経営しながら受験されている方などいろいろい

らっしゃる状況である。また、登録をしてただ通常の

通訳案内ガイドに専業する方はなかなか少なく、兼業

という形で仕事をされているということが現状である

との答弁がありました。

　次に、沖縄特例通訳案内士の登録者数500名の算出

根拠は何かとの質疑がありました。

　これに対し、10年後の外国人観光客数200万人の目

標を立てており、その需要から算出をしている。200

万人の内訳は厳密には出していないが、おおむね中国

語圏は120万人から160万人ぐらいで、韓国語圏で20万

人から40万人、英語圏で20万人から40万人との想定を

しており、その中間値をとって、団体の割合や１日当

たりのガイド人数などを勘案して、それぞれの言語ご

との沖縄特例通訳案内士の数を算出しているとの答弁

がありました。

　次に、観光産業を本県のリーディング産業として生

み育てていくための取り組みをどうするのかとの質疑

がありました。

　これに対し、去年から外国人観光客が40万人近くに

なってきており、昨年からある程度の調査をやり始め

ている。平成25年度はさらに外国人観光客の実態調査

を本格化させていくため、満足度のぐあい、語学でど

のような問題があるのか、地域的にはどうなのかとい

うきめ細かな調査を行い、それを踏まえた上でさらに

施策を打っていきたい。今まではどちらかというと、

とにかく来てもらうためのプロモーションを中心に広

げていたが、今後は受け入れ体制の強化を実態調査に

基づいて行っていきたいと考えているとの答弁があり

ました。

　そのほか、地域限定通訳案内士と沖縄特例通訳案内

士の違い、沖縄特例通訳案内士の増加計画などについ

て質疑がありました。

　以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決の結果、乙第34号議案から乙第37号議案の

条例議案４件は、全会一致をもって原案のとおり可決

すべきものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（喜納昌春君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　質疑なしと認めます。
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　これをもって質疑を終結いたします。

　これより乙第34号議案から乙第37号議案までの４件

を一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案４件は、原案のとおり決することに

御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第34号議案から乙第37号議案までは、原

案のとおり可決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（喜納昌春君）　日程第３　乙第19号議案から

乙第33号議案まで、乙第43号議案及び乙第48号議案

から乙第50号議案までを議題といたします。

　各議案に関し、委員長の報告を求めます。

　文教厚生委員長呉屋　宏君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（条例）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔文教厚生委員長　呉屋　宏君登壇〕

○文教厚生委員長（呉屋　宏君）　少し風邪ぎみでは

ありますけれども、御協力をよろしくお願いします。

　19件の案件、活発な議論がありましたので、報告だ

けで39ページになっております。よろしくお願いいた

します。

　ただいま議題となりました乙第19号議案から乙第33

号議案まで、乙第43号議案及び乙第48号議案から乙第

50号議案までの条例議案19件について、委員会におけ

る審査の経過及び結果を御報告申し上げます。

　委員会におきましては、福祉保健部長、病院事業局

長及び教育長の出席を求め慎重に審査を行ってまいり

ました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　まず、乙第19号議案「沖縄県社会福祉審議会条例の

一部を改正する条例」は、沖縄県社会福祉審議会に置

く沖縄県総合福祉計画専門分科会を廃止し、地域福祉

に関する事項を審議するため、新たに地域福祉専門分

科会を設置するほか、所要の改正を行う必要があるこ

とから条例を改正するものであるとの説明がありまし

た。

　本案に関し、沖縄県総合福祉計画専門分科会は、全

体を総括するような分科会と認識しており、残すべき

ではないかと考えるがどうかとの質疑がありました。

　これに対し、沖縄県総合福祉計画専門分科会は、平

成10年から14年までの５年間の総合福祉計画として、

おきなわゆがふプランを策定しているが、同分科会は

それ以降開催されていないこと。平成14年から10年間

は第４次沖縄振興計画に対応する形で沖縄県福祉保健

計画が策定され、平成24年からは今後の沖縄の発展を

示す沖縄21世紀ビジョン基本計画を総合福祉計画とし

て位置づけており、同計画が沖縄県振興審議会で審議

されていることなどから、沖縄県総合福祉計画専門分

科会を廃止するものであるとの答弁がありました。

　次に、乙第20号議案「沖縄県社会福祉施設等耐震化

等臨時特例基金条例の一部を改正する条例」は、社会

福祉施設等の耐震化を促進する事業を引き続き実施す

るため、基金の設置期間を延長する必要があることか

ら条例を改正するものである。

　主な改正の内容は、基金の設置期間を平成27年３月

31日までとするとの説明がありました。

　本案に関し、耐震化整備及びスプリンクラー整備の

対象となる施設はどれぐらいあるか、これまでの整備

状況と今後の整備計画はどのようになっているか、同

基金で100％整備する必要があると考えるがどうかと

の質疑がありました。

　これに対し、耐震化整備事業については、同事業が

スタートした平成21年度時点で対象となる施設が107

棟。そのうち72棟が整備されており、整備率は67.3％

である。同基金で平成24年度末までに10棟整備すると

ともに、ほかの制度を活用した施設整備で10棟、合計

92棟で整備率は86％になる。平成25年度は４棟の整備

を予定しており、整備率は89.7％となり、未整備施設

は11棟である。

　スプリンクラー整備事業は、事業の実施時点で37棟

が対象で、そのうち17棟が整備されており、整備率は

45.9％である。平成24年度末までに同基金で９棟、他

の制度で８棟が整備されており、未整備施設は３棟で

あり整備率は91.9％になっている。また、未整備施設

３棟のうち２棟については、平成24年度の耐震化整備

事業で整備されており、最終的には１棟が未整備と

なっている。未整備の施設については、同基金がさら

に延長された場合は緊急度の高いものから整備を行

い、仮に基金が延長されない場合でもそれぞれの事業

課の改築メニューで優先的に整備を進めていくように

調整したいとの答弁がありました。

　そのほか、スプリンクラーの設置義務のない施設の

数と今後の対応、同基金の対象範囲、施設における消

防設備の定期的な点検などについて質疑がありまし

た。

　次に、乙第21号議案「沖縄県指定居宅サービス等の

事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条
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例」は、地域の自主性及び自立性を高めるために改革

の推進を図るための関係法律の整備に関する法律いわ

ゆる地域主権一括法により、指定居宅サービス等に関

する基準を定める必要があることから条例を制定する

ものである。

　主な内容は、指定居宅サービス事業者の指定に係る

申請者の要件について定めるとともに、事業の人員、

設備及び運営に関する基準を定めるものであるとの説

明がありました。

　本案に関し、介護サービスに関する条例を県独自で

定めるのであれば、現場から出された問題やトラブル

を改善する立場で基準等を定めるべきだと考えるがど

うかとの質疑がありました。

　これに対し、条例の策定に当たっては、関係団体の

意見や審議会の意見を伺うことなどを含め、さまざま

な場所で意見交換を行っている。本条例の策定に当

たっても案を作成し、県の考え方を提示しながら関係

団体等と意見交換を行っている。また、今回の県基準

条例制定に向けて寄せられた意見の意図は、現行の基

準を実施するためにいかに相互理解をするかとのこと

であり、そういう意味では、国の通知、条例の趣旨の

理解に向けての取り組みを引き続き実施していきたい

と考えている。なお、具体的な方法を記載することに

より限定的に捉えられる可能性があるものについて

は、運用で周知を図っていきたいとの答弁がありまし

た。

　次に、乙第22号議案「沖縄県指定介護予防サービス

等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防

サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方

法に関する基準等を定める条例」は、地域主権一括法

により、指定介護予防サービス等に関する基準を定め

る必要があることから条例を制定するものである。

　主な内容は、指定介護サービス事業者の指定に係る

申請者の要件について定めるとともに、事業の人員、

設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介

護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定

めるものであるとの説明がありました。

　次に、乙第23号議案「沖縄県介護基盤・介護支援体

制緊急整備等臨時特例基金条例の一部を改正する条

例」は、公的介護施設等の整備事業等を引き続き行う

ため、基金の設置期間を延長する必要があることから

条例を改正するものである。

　主な改正の内容は、基金の設置期間を平成26年３月

31日までとするとの説明がありました。

　本案に関し、沖縄県介護基盤・介護支援体制緊急整

備等臨時特例基金の対象となる施設はどのようなもの

があるかとの質疑がありました。

　これに対し、基金で実施する事業が４事業あり、１

つ目が介護基盤の緊急整備特別対策事業で、小規模特

別養護老人ホーム、小規模ケアハウス、小規模老人保

健施設など11施設が対象となっている。２つ目の既存

施設のスプリンクラー整備特別対策事業は、特別養護

老人ホーム、養護老人ホーム、老人短期入所施設など

７施設が対象となっている。３つ目の認知症高齢者グ

ループホーム等防災改修等特別対策事業は、認知症高

齢者グループホーム、小規模特別養護老人ホーム、小

規模ケアハウスなどが対象となっている。４つ目の地

域支え合い体制づくり事業は、各市町村、ＮＰＯ団体

等さまざまな団体が取り組む地域支援体制づくりに補

助することが可能となっているとの答弁がありまし

た。

　そのほか、介護基盤の緊急整備特別対策事業の達成

率などについて質疑がありました。

　次に、乙第24号議案「沖縄県介護職員処遇改善等臨

時特例基金条例の一部を改正する条例」は、特別養護

老人ホーム等の円滑な施設開設支援を引き続き行うた

め、基金の設置期間を延長する必要があることから条

例を改正するものである。

　主な改正の内容は、基金の設置期間を平成26年12月

31日までとするとの説明がありました。

　本案に関し、施設開設準備経費等助成特別事業の補

助対象経費はどのようなものか、平成25年度以降の補

助見込みはどうなっているのかとの質疑がありまし

た。

　これに対し、同事業の補助単価は定員１人当たり57

万8000円で、施設開設６カ月前に係る看護・介護職員

等の雇い上げ経費、職員募集に係る経費、開設に必要

な備品経費等が対象経費となっている。平成25年度か

ら平成26年度までの見込みについては、保健福祉計画

の中で整備が予定されている地域密着型の特別養護老

人ホーム、認知症高齢者グループホーム、小規模多機

能型居宅介護事業所及び広域型の特別養護老人ホー

ム、老人保健施設等26カ所であるとの答弁がありまし

た。

　そのほか、特別養護老人ホームの施設整備計画、高

齢者保健福祉計画策定の考え方、特別養護老人ホーム

の入所条件、有料老人ホームの施設数と入所者数の推

移、施設入所者増に伴う市町村の介護保険財政に対す

る影響、介護職員処遇改善状況などについて質疑があ

りました。

　次に、乙第25号議案「沖縄県指定通所支援の事業等

の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例」
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は、地域主権一括法により、指定障害児通所支援事業

に関する基準に定める必要があることから条例を制定

するものである。

　主な内容は、児童発達支援及び医療型児童発達支援

の事業の人員及び設備等に関する基準を定めるもので

あるとの説明がありました。

　本案に関し、施設の指定に当たって条例に基づく基

準を満たしているかどうかの調査をする必要があると

思うが、具体的にはどのように対応しているのか、公

的な費用負担はあるのかとの質疑がありました。

　これに対し、施設の指定を行う前に約80日かけて基

準の遵守が担保できるか確認を行っている。指定され

た後は、本庁と福祉保健所で連携をとりながら、年に

１回ないし２回の集団指導を行うとともに実地指導も

行っている。公的な支出としては、介護給付費として

市町村が支出しており、給付費は報酬という基準があ

り国が２分の１、県及び市町村が４分の１ずつ負担し

ているとの答弁がありました。

　次に、これまでの事業所の指定取り消し等の問題が

生じたことはあるのかとの質疑がありました。

　これに対し、就労系の事業所の指定取り消しが１件

ある。具体的に、人員の配置に関するうその報告があ

り、基準の遵守がされてないということで指定を取り

消したとの答弁がありました。

　そのほか、事業所指定に関する県の役割、指定事業

所の表示、事業所におけるサービスの内容確認、スプ

リンクラーの完備状況などについて質疑がありまし

た。

　次に、乙第26号議案「沖縄県指定障害児入所施設等

の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例」

は、地域主権一括法により、指定障害児入所施設に関

する基準を定める必要があることから条例を制定する

ものである。

　主な内容は、指定福祉型障害児入所施設と、指定医

療型障害児入所施設の人員及び設備等に関する基準を

定めるものであるとの説明がありました。

　次に、乙第27号議案「沖縄県指定障害福祉サービス

の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定め

る条例」は、地域主権一括法により、指定障害福祉

サービス事業に関する基準を定める必要があることか

ら条例を制定するものである。

　主な内容は、指定障害福祉サービス事業等の人員、

設備及び運営に関する基準等を定めるものであるとの

説明がありました。

　本案に関し、パブリックコメントで、原則20名の利

用定員を10名に緩和できないかとあるが、どのような

対応を行ったのかとの質疑がありました。

　これに対し、障害福祉サービス事業所の定員の緩和

は行っていないが、離島や僻地等で利用者の確保が難

しいところでは20人以下でも指定できるよう、同条例

の第209条において利用定員が10人以上という形で明

記されているとの答弁がありました。

　次に、乙第28号議案「沖縄県指定障害者支援施設の

人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例」

は、地域主権一括法により、指定障害者支援施設に関

する基準を定める必要があることから条例を制定する

ものである。

　主な内容は、指定障害者支援施設の人員、設備及び

運営に関する基準を定めるものであるとの説明があり

ました。

　次に、乙第29号議案「沖縄県障害福祉サービス事業

の設備及び運営に関する基準を定める条例」は、地域

主権一括法により、障害福祉サービス事業に関する基

準を定める必要があることから条例を制定するもので

ある。

　主な内容は、障害福祉サービス事業等の設備及び運

営に関する基準を定めるものであるとの説明がありま

した。

　次に、乙第30号議案「沖縄県障害者支援施設の設備

及び運営に関する基準を定める条例」は、地域主権一

括法により、障害者支援施設に関する基準を定める必

要があることから条例を制定するものである。

　主な内容は、障害者支援施設の設備及び運営に関す

る基準を定めるものであるとの説明がありました。

　次に、乙第31号議案「地域社会における共生の実現

に向けて新たな障害保健福祉施策を講ずるための関係

法律の整備に関する法律の施行に伴う関係条例の整理

に関する条例」は、地域社会における共生の実現に向

けて、新たな障害保健福祉施策を講ずるための関係法

律の整備に関する法律により、障害者自立支援法の一

部が改正されることに伴い、関係条例の規定を整理す

る必要があることから条例を改正するものである。

　主な改正の内容は、沖縄県議会の議員その他非常勤

の職員の公務災害補償等に関する条例など、関係条例

の規定中、法令の名称を改めるものであるとの説明が

ありました。

　本案に関し、障害者自立支援法と新たな法律との関

係で、内容で変更のあったところはどこか、県内にお

ける対象者は何名ぐらいかとの質疑がありました。

　これに対し、今回の改正に伴って全ての難病が新た

に対象として加えられていること。グループホームや

ケアホームがこれまで別々に運営されていたが、一体
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的にサービスを利用しやすくすること。障害者がサー

ビスを利用する場合、障害程度区分があったが、それ

が利用実態に合わせて障害支援区分という制度を新た

に設けることなどがある。また、サービスの利用者と

しては、平成24年４月は１万1517名であるとの答弁が

ありました。

　次に、乙第32号議案「沖縄県自殺対策緊急強化基金

条例の一部を改正する条例」は、自殺対策に係る事業

を引き続き実施するため、基金の設置期間を延長する

必要があることから条例を改正するものである。

　主な改正の内容は、基金の設置期間を平成26年３月

31日までとするとの説明がありました。

　本案に関し、沖縄県独自の自殺対策の取り組みとし

てどのようなものがあるのかとの質疑がありました。

　これに対して、平成24年度の自殺対策の取り組みと

して、理髪店において少しの変化に対し声をかけるな

どの仕組みを構築した。具体的な活動内容は、髪を切

りながら会話をして疲れを癒したり、顔色の悪い方や

不安・悩みのある人に関係機関を紹介するとか、待ち

時間に読めるメンタルヘルスの冊子を置くことなどが

ある。平成25年度は、若い世代への支援のためのメー

ル相談、ゲートキーパーを養成するための講座の実

施、相談体制の充実を図ることなど沖縄県独自の取り

組みを考えているとの答弁がありました。

　そのほか、自殺者の推移、自殺者が減少している要

因、全国と比較した場合の沖縄県の特徴、電話相談支

援事業における相談件数、ゲートキーパー養成講座の

受講者数、強化モデル事業の内容、自殺原因の分析、

平均寿命と自殺との関係、自殺死亡率の順位、うつ対

策費の内容と事業費、自殺未遂者対策の取り組み状況

などについて質疑がありました。

　次に、乙第33号議案「沖縄県新型インフルエンザ等

対策本部条例」は、新型インフルエンザ等対策措置法

に基づき、沖縄県新型インフルエンザ等対策本部に関

し必要な事項を定める必要があることから条例を制定

するものである。

　主な内容は、本部の組織、会議等について定める。

施行は公布の日または法の施行の日のいずれか遅い日

であるとの説明がありました。

　本案に関し、同条例を制定することによる効果はど

のようなものがあるかとの質疑がありました。

　これに対し、新型インフルエンザ等の発生時に行政

とともに対策を行う公共機関等を指定し、スムーズな

協力が行えるようにすること。これまで医療機関等あ

るいは医師に診察を求めることにおいて、予防という

形でお願いしていたものが、十分な被害の補償や経費

の弁償などができるようにすることなどがあるとの答

弁がありました。

　そのほか、予算措置の状況、対策本部の組織体制な

どについて質疑がありました。

　次に、乙第43号議案「沖縄県学校職員定数条例の一

部を改正する条例」は、児童生徒数の増減等により学

校職員定数を改めるため条例を改正するものである。

　主な内容は、県立高等学校の「4285人」を「4228

人」に、県立特別支援学校の「1630人」を「1645人」

に、市町村立小学校及び中学校の「9284人」を「9338

人」に、合計「１万5214人」を「１万5226人」に改め

る。施行は平成25年４月１日であるとの説明がありま

した。

　本案に関し、調理員が本務職員としていれば、生徒

の成長を教育的に見守る役割もあると考えるが、高等

学校の給食、寄宿舎の舎食を民間に委託する目的は何

か、委託による予算の削減はどれぐらいかとの質疑が

ありました。

　これに対し、民間委託については、行政改革の一環

として、退職不補充で進めてきた。委託することに

よって、事業者の確保や学校側の管理業務が軽減され

るとともに、調理業務のほか栄養管理、衛生管理等も

含めて事業の安定した運営が可能になると考えてい

る。平成25年度は、９校の舎食の民間委託が予定され

ており、その内訳は、全日制高等学校４校、定時制高

等学校３校、特別支援学校２校で、2166万9000円の経

費削減につながると試算しているとの答弁がありまし

た。

　そのほか、給食等の民間委託後の検証、小学校・中

学校の職員増の理由、少人数学級の未実施状況、学校

司書の推移などについて質疑がありました。

　次に、乙第48号議案「沖縄県病院事業局の専用水道

の水道技術管理者の資格を定める条例」は、地域主権

一括法により、水道法の一部が改正されたことに伴

い、沖縄県病院事業局の専用水道の水道技術管理者の

資格を定める必要があることから条例を制定するもの

であるとの説明がありました。

　本案に関し、中部病院に専用水道を導入した目的は

何か、１日当たりの地下水の取水量は幾らか、それを

利用することによる節減額は幾らかとの質疑がありま

した。

　これに対し、中部病院の敷地内に水脈があることが

報告されたことから、経営改善の一環として専用水道

を導入しており、導入による経費の節減とともに、断

水あるいは災害時の応急対応なども想定している。１

日当たりの取水量は最大490立方メートルだが、敷地
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面積に対する適切な量として約200立方メートルを取

水しており、年間使用量としては全体の58％に当たる

６万4128立方メートルを取水している。水道料金の節

減額としては、月平均約58万円であるとの答弁があり

ました。

　そのほか、既存井戸への影響、中部病院以外での専

用水道の導入の可能性、導入の時期、専用水道の単

価、水道技術者の資格の根拠、精製された水の水質検

査、専用水道の活用法などについて質疑がありまし

た。

　次に、乙第49号議案「沖縄県病院事業の設置等に関

する条例の一部を改正する条例」は、沖縄県立宮古病

院の新築移転に伴い同病院の病床数を改めるほか、長

期にわたり休止状態にある県立宮古病院附属池間診療

所を廃止する必要があることから条例を改正するもの

である。

　主な改正の内容は、「393床」を「277床」に改め

る。施行は平成25年６月１日からとする。ただし、同

診療所の廃止に係る改正規定は公布の日とするとの説

明がありました。

　本案に関し、県立宮古病院の新築移転に伴い病床数

を減らすとのことだが、人口約５万人の地域で病床を

393床から100床以上減らしても大丈夫かとの質疑があ

りました。

　これに対し、県立宮古病院において393床で運用し

ていたのは、昭和61年から平成12年までで、現在の稼

働病床は305床である。その間、民間病院は療養型病

床を210床、急性期医療機関を80床開設させており、

県立宮古病院は内科病床33床の休床や精神科50床の閉

鎖などを行っている。新病院の病床数については、新

宮古病院基本計画に基づき、急性期医療を中心に担う

こと、平均在院日数の短縮化が進んでいることなどを

踏まえた上で、現病院の病床の運営状況を勘案し決定

しており、宮古圏域における中核病院として対応でき

るものと考えているとの答弁がありました。

　そのほか、パブリックコメントの内容、地元説明会

の状況、病床利用率の推移、増床の可能性、年間の目

標病床利用率、７対１看護体制の取り組み状況、医師

確保の取り組み状況などについて質疑がありました。

　次に、乙第50号議案「沖縄県病院事業企業職員の給

与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条

例」は、国及び他の都道府県の状況等を考慮し、病院

事業企業職員の手当に関する規定を改める必要がある

ことから、条例を改正するものである。

　主な改正の内容は、自宅にかかる住居手当を廃止す

る。施行は平成25年４月１日とするとの説明がありま

した。

　以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決に先立ち、乙第43号議案及び乙第49号議案

については共産党所属委員から反対する旨の意見表明

があり、採決の結果、賛成多数をもって原案のとおり

可決すべきものと決定いたしました。

　また、乙第19号議案から乙第33号議案まで、乙第48

号議案及び乙第50号議案の17件は、採決の結果、全会

一致をもって原案のとおり可決すべきものと決定いた

しました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして長い報告

を終わります。

○議長（喜納昌春君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより討論に入ります。

　乙第43号議案及び乙第49号議案に対する討論の通告

がありますので、発言を許します。

　西銘純恵さん。

　　　〔西銘純恵さん登壇〕

○西銘　純恵さん　こんにちは。

　日本共産党県議団を代表して、乙第43号議案と乙第

49号議案に反対の立場から討論を行います。

　初めに、乙第43号議案「沖縄県学校職員定数条例の

一部を改正する条例」についてです。

　2013年度の教職員定数は、小中学校は自然増による

54人増となっていますが、県立高校は教師が28人減、

事務職が４人減、調理員18人、用務員３人、実習助手

４人の計57人が削減となっています。特別支援学校で

は調理員が５人減らされ、運転手が２人削減されま

す。調理員の18人削減は、県立高校９校の全日制と定

時制の寄宿舎で、給食を民間に委託するために削減さ

れる人数です。

　高校生は体力にあふれた心身ともに育ち盛りの体を

つくる大事な時期です。エネルギーを補い、成長に不

可欠なバランスのよい栄養に富んだ１日の食事が必要

です。親元を離れての寄宿舎生活の給食はとりわけ重

要です。行財政改革による給食の民間委託は、給食の

内容や質を低下させるものとなり、入寮生を親がわり

に見守ってきた調理員がいなくなり、教育力を低下さ

せるものです。

　特別支援学校も給食が民間委託されて、５人の調理
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師が削減されます。運転手を２人削減するスクールバ

スの民間委託は生徒たちに不安と動揺を与えてしまい

ます。経費削減を理由にした民間委託は、削減の大き

な比重を人件費が占めています。運転手は毎日の通学

のスクールバスで生徒となれ親しんでいます。民間委

託会社の賃金が安ければ運転手がやめて、何人も入れ

かわるおそれがあることは教育施設の民間委託や指定

管理を行った事例から明らかであり、民間委託は特別

支援教育にあってはならないものです。

　知事は、小学校での30人学級を選挙公約にしました

が、いまだ小学校１年生と２年生の実施、３年生は35

人学級の実施となっています。30人学級は、下限25人

の条件をつけて139学級で未実施になっていて完全に

実施されておりません。教員定数との関係では、完全

実施するためには59校に59人の教師の配置が必要とい

うことですから、小学校であと59人の定数を確保して

おかなければ責任ある対応とは言えません。

　日本の教職員を国際比較で見ると、ＯＥＣＤ平均の

年間労働時間は1690時間で、日本は残業をゼロとして

も1940時間、異常とも言える長時間労働です。１学級

当たりの生徒数は、小学校でＯＥＣＤ平均21.6人に比

べて日本は28人、中学校で23.9人に対して日本は33人

で、教員の配置数で大きくおくれています。教職員定

数を定数内臨時任用と言われている非正規教員が務め

ていることも問題です。標準定数法に基づいて教職員

定数の財源は国から措置がなされています。ところ

が、沖縄県の小中学校の正規雇用の割合は83.8％と全

国平均から10％も低くなっています。教職員定数は、

正規雇用で行うべきです。図書館司書も非正規雇用が

増加して高校で71.7％、特別支援学校で83.3％に上っ

ています。いじめ問題が深刻になる中で、学校に必要

な教職員を専門職として配置をして、過重勤務を早急

に解消して子供と向き合える教育条件の整備は喫緊の

課題ではないでしょうか。学校教育こそ人間が人間と

して成長するための大事な場であり、教育は人間とし

て幸福に生きていく社会発展のための原動力です。全

国学力テスト最下位で、学力向上推進運動に全力で取

り組んでも効果が上がらないのは教育条件にも問題が

あります。そのためには、30人以下学級の実現こそ今

緊急に求められている課題です。教員の定数削減は中

止して増員に転じるべきです。

　県立高校では、南部農林高校と南部工業高校の統廃

合が地域住民や卒業生、関係者から反対の声が上がり

撤回されました。今年度、南部工業高校と沖縄水産高

校の統廃合に関係者や県民から抗議が殺到し、統廃合

は撤回されました。統廃合を右から左に変更するよう

な県の教育行政に教育のビジョンがあるのか疑問を呈

せざるを得ません。県立高校の統廃合計画は、県民か

ら教育の機会均等を奪うもので認めることはできませ

ん。計画中止と抜本的な見直しを求めて教職員定数を

削減する条例の一部改正に反対の討論といたします。

　次に、県立宮古病院の新築移転に伴い入院病床を

116床削減する乙第49号議案「沖縄県病院事業の設置

等に関する条例の一部を改正する条例」について討論

を行います。

　県立宮古病院は、住民が待ち望んだ新築移転が目前

です。新築移転に当たり、これまで393床あった病床

を277床に減らす議案です。

　2008年に宮古新病院建設のための住民説明会や、パ

ブリックコメントを行って基本計画を立てたというこ

とですが、委員会質疑において、277床の病床削減と

いう重要な課題を十分に話し合い検討されたのか、疑

問は払拭できませんでした。住民はもちろん、病床削

減という重要課題について現場職員の議論も反映され

たのか、人口５万3000人余の宮古圏域が那覇市区との

比較で病床数は足りているのかどうなのでしょうか。

民間病院が療養型で210床、急性期で80床あるからと

いっても不採算の医療を買って出ることは考えられま

せん。離島で安心して暮らすための保障となる医療を

担っているのが県立宮古病院です。人口10万人当たり

の入院ベッド数は九州で沖縄県が最も少ない399.55床

です。鹿児島県は584.4床、長崎563.1床、宮崎517.8

床、熊本496.9床、大分449.1床であり、入院病床が最

も少ない沖縄県では入院患者の退院強要が問題となっ

ています。定数を393床から277床にする根拠は何で

しょうか。妥当性について問います。

　現在、一般病床の283床は、2011年度の稼働率が

88.9％、245床が稼働しています。精神病床で50床の

稼働、結核病床で７床の稼働、感染症は３病床を確保

しています。稼働している病床は305床であるのに、

それを下回る277床に定数を定めるのは入院の制限を

行うということでしょうか。

　老朽化した病院には入院したくないと敬遠され、こ

れまで本島の病院で入院をした患者が新築した地元の

宮古病院を利用するようになります。また、内科医師

の不足で外来診療を制限していたのが医師の確保にめ

どをつけています。患者は安心して新病院で医療を受

け、入院も本島に行かないで新病院でできるようにな

ります。新病院の稼働率は、上昇が見込まれるのでは

ないでしょうか。これらを勘案しても現稼働病床を下

回る入院病床を定数で定めることは問題ありと言わざ

るを得ません。
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　2011年７月、厚生労働省は、がん、脳卒中、急性心

筋梗塞、糖尿病の４大疾患に加えて、患者数が年々増

加している精神疾患を新たに加えて５大疾病にして、

重点的な対策をとる方針を明らかにしました。年間３

万人を超え、沖縄県では300人以上を推移してきた自

殺者の９割が何らかの精神疾患を患っていた研究結果

もあります。また、10年間で100万人以上の患者がふ

え、糖尿病を大きく上回りがんの２倍の患者となって

いる精神疾患は、今後の医療行政の重要な課題となっ

ています。精神病床を100床から50床に減らすことは

今後に禍根を残すことになるでしょう。

　以上、県立宮古病院の病床削減に反対し、県の医療

行政を拡充強化することを求めて反対の討論といたし

ます。

○議長（喜納昌春君）　以上で通告による討論は終わ

りました。

　これをもって討論を終結いたします。

　休憩いたします。

　　　午前11時35分休憩

　　　午前11時35分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　これより乙第19号議案から乙第33号議案まで、乙第

43号議案及び乙第48号議案から乙第50号議案までの採

決に入ります。

　議題のうち、まず乙第19号議案から乙第33号議案ま

で、乙第48号議案及び乙第50号議案の17件を一括して

採決いたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案17件は、原案のとおり決することに

御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第19号議案から乙第33号議案まで、乙第

48号議案及び乙第50号議案は、原案のとおり可決され

ました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（喜納昌春君）　次に、乙第43号議案及び乙第

49号議案を採決いたします。

　各議案に対する委員長の報告は、原案可決でありま

す。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案２件は、委員長の報告のとおり決す

ることに賛成の諸君の起立を求めます。

　　　〔賛成者起立〕

○議長（喜納昌春君）　起立多数であります。

　よって、乙第43号議案及び乙第49号議案は、委員長

の報告のとおり可決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（喜納昌春君）　日程第４　乙第13号議案から

乙第18号議案まで及び乙第38号議案から乙第42号議

案までを議題といたします。

　各議案に関し、委員長の報告を求めます。

　土木環境委員長中川京貴君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（条例）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔土木環境委員長　中川京貴君登壇〕

○土木環境委員長（中川京貴君）　ただいま議題とな

りました乙第13号議案から乙第18号議案まで及び乙第

38号議案から乙第42号議案までの条例議案11件につい

て、委員会における審査の経過及び結果を御報告申し

上げます。

　委員会におきましては、環境生活部長及び土木建築

部長の出席を求め慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　まず乙第13号議案「沖縄県環境影響評価条例の一部

を改正する条例」は、環境影響評価法の一部改正に伴

い、環境影響評価手続に関する規定を改める必要があ

るため条例を改正するものである。

　主な改正内容は、事業計画の早期段階における環境

配慮を図るため、条例の対象となる事業を実施しよう

とする者は、事業の位置、規模等に関する複数案の検

討を行い、計画段階環境配慮書を作成する等の手続を

定めるとともに、事業者が作成する方法書、準備書及

び評価書について、インターネット等で公表すること

を義務化するものである。施行期日は、公布の日から

起算して１年を超えない範囲内において規則で定める

日であるとの説明がありました。

　本案に関し、例えば公有水面埋立申請を行うとき

に、改正後はどのように審査することになるのかとの

質疑がありました。

　これに対し、これまでは方法書、準備書、評価書が

環境影響評価の手続であったが、改正後はその前に配

慮書という手続が加わり、４段階の手続になる。条例

施行後に提出された事業については、事業計画がまだ

初期段階にある中で複数の案を提示し、その段階から

審査を受けることになるとの答弁がありました。

　次に、乙第14号議案「沖縄県指定猟法禁止区域等の

標識の寸法を定める条例」は、第二次地域主権一括法

の公布・施行に伴い、これまで法令で定められていた

鳥獣保護区等の標識の寸法に関する基準を条例で定め
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る必要があるため条例を制定するものであるとの説明

がありました。

　本案に関し、指定猟法禁止区域等は現在どれぐらい

存在し、標識は何枚くらいあるのか、また、面積に

よって標識の数は決まっているのかとの質疑がありま

した。

　これに対し、沖縄本島北部や粟国村等に鳥獣保護区

や特別鳥獣保護区があり、幅が36センチ、縦が150セ

ンチ等の標識がある。枚数の規定はないが、そのよう

な区域であることが認識される必要箇所に表示されて

いるとの答弁がありました。

　次に、乙第15号議案「沖縄県特定計量器の検定、定

期検査等手数料条例の一部を改正する条例」は、計量

法施行令の改正に伴い、法の対象外となった計量器等

の検定手数料の徴収根拠を削除する等の必要があるた

め条例を改正するものである。

　主な改正内容は、ベックマン温度計等の検定手数料

を廃止するとともに、経過措置期間の終了に伴い、使

用実態がなくなった経過型式外検定対象の特定計量器

の検定手数料を廃止するものであるとの説明がありま

した。

　次に、乙第16号議案「沖縄県消費者行政活性化基金

条例の一部を改正する条例」は、消費者安全の確保に

関する事業を引き続き行うため、基金の設置期間を延

長する必要があるため条例を改正するものである。

　主な改正内容は、基金の設置期間を平成26年12月31

日まで延長するものであるとの説明がありました。

　本案に関し、市町村が行う事業への支援実績はどう

なっているかとの質疑がありました。

　これに対し、市町村窓口の設置促進に努めてきた

が、その窓口における相談員の技量向上を図るため、

専門的な研修を受講させる事業に活用しているとの答

弁がありました。

　次に、事業を行っていない市町村はあるかとの質疑

がありました。

　これに対し、基金事業開始前までは約４割程度の窓

口設置率だったが、年度末までには７割から８割程度

まで達成されることを見込んでいるとの答弁がありま

した。

　次に、当該事業の概要及び消費者相談件数の多い

ケースは何かとの質疑がありました。

　これに対し、基金事業は消費者窓口の広報啓発を中

心に行っている。県民生活センターへの相談は年間約

6000件であり、デジタルコンテンツ系の相談が最も多

く、他に不動産関係、多重債務についての相談が多い

との答弁がありました。

　次に、平成27年以降は各市町村は独自に継続実施す

ることになるのかとの質疑がありました。

　これに対し、相談窓口を継続実施するための基盤づ

くりが基金事業の趣旨であるが、財政規模等を考慮し

て窓口設置できない市町村もあるとの答弁がありまし

た。

　次に、乙第17号議案「沖縄県興行場の基準等に関す

る条例の一部を改正する条例」は、映画館等の興行場

における全面禁煙が進んでいることを考慮し、当該施

設における喫煙所の設置に関する規定を改める必要が

あるため条例を改正するものである。

　主な改正内容は、全面禁煙となっている施設につい

て、喫煙所の設置を不要とするものであるとの説明が

ありました。

　本案に関し、興行場というのはどのような施設を指

しているかとの質疑がありました。

　これに対し、劇場、映画館、闘牛場等、大勢の人を

集めて催し物を見せる場所を指すとの答弁がありまし

た。

　次に、全面禁煙を求めるものかとの質疑がありまし

た。

　これに対し、施設自体が喫煙所を設けることを禁止

するものではないとの答弁がありました。

　次に、乙第18号議案「食品衛生法施行条例の一部を

改正する条例」は、第二次地域主権一括法の公布・施

行に伴い、これまで法令で定められていた食品衛生検

査施設等に関する基準を条例で定める等の必要がある

ため条例を改正するものである。

　主な改正内容は、食品衛生検査施設の設備、機器及

び職員配置に関する基準を定めるとともに、食品を取

り扱う従事者の就業制限の対象に、新型インフルエン

ザ等の感染者を加えるものであるとの説明がありまし

た。

　次に、乙第38号議案「沖縄県県道の構造の技術的基

準等を定める条例」は、第一次及び第二次地域主権一

括法の公布・施行に伴い、これまで法令で定められて

いた道路の構造等に関する基準を条例で定める必要が

あるため条例を制定するものである。

　主な内容は、自動車駐車場又は自転車駐車場の駐車

料金等の表示について定めるとともに、道路の構造の

一般的技術的基準及び道路標識の寸法基準について定

めるものであるとの説明がありました。

　次に、乙第39号議案「沖縄県移動等円滑化のために

必要な道路の構造に関する基準を定める条例」は、第

二次地域主権一括法の公布・施行に伴い、これまで法

令で定められていた特定道路に関する基準を条例で定
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める必要があるため条例を制定するものである。

　主な内容は、高齢者や障害者等に配慮した特定道路

に関する基準を定めるものであるとの説明がありまし

た。

　本案に関し、条例案提出に当たり実態調査を行った

かとの質疑がありました。

　これに対し、実態調査は行っていないが、市町村へ

のアンケート及びパブリックコメントを実施した。し

かしながら、一般の方からの意見や要望はなかった。

沖縄県福祉のまちづくり条例に規定するバリアフリー

等の考え方は本条例案に取り入れているとの答弁があ

りました。

　次に、「歩道を横断する排水溝を設ける場合は、つ

え又は車椅子の車輪が落ち込まない溝蓋を設けるもの

とする。」とあるが、これは車道も含めてなのか、横

断歩道から離れているものはどうなるかとの質疑があ

りました。

　これに対し、車道は対象としていない。横断歩道か

ら離れているものも対象とならないとの答弁がありま

した。

　次に、乙第40号議案「沖縄県道路占用料徴収条例の

一部を改正する条例」は、道路法施行令の一部改正に

伴い、道路の占用許可対象物件を追加する等の必要が

あるため条例を改正するものである。

　主な改正内容は、占用許可物件として、太陽光発電

設備及び風力発電設備、津波避難施設を追加し、その

占用料の徴収根拠を定めるものであるとの説明があり

ました。

　本案に関し、道路上にこのような占用物件を設置す

る事例は県内ではないということだが、他県の事例は

どうなっているかとの質疑がありました。

　これに対し、全国の道の駅等に96カ所設置されてい

る。しかし、道路管理者が設置しているため、占用料

は免除されているとの答弁がありました。

　次に、乙第41号議案「沖縄県屋外広告物条例の一部

を改正する条例」は、屋外広告物法及び条例に基づく

知事の権限に属する事務の一部を、協議が整った市町

村に移譲する必要があるため条例を改正するものであ

る。

　主な改正内容は、事務移譲先に久米島町を加えるも

のであるとの説明がありました。

　本案に関し、県内で権限移譲されていない市町村は

どのぐらいあるかとの質疑がありました。

　これに対し、現在、１市１町６村に権限移譲してお

り、新年度から中核都市に移行する那覇市にも移譲さ

れるとの答弁がありました。

　次に、権限移譲が進んでいない理由は何か、事務費

等の援助はないのかとの質疑がありました。

　これに対し、年に１回は市町村を対象に説明会を

行っているが、市町村からは、予算及び人員確保が困

難という意見や、従来どおり県で行うほうが望ましい

といった意見がある。権限移譲により、その市町村に

は許認可権に基づく手数料収入と、簡易除却にかかっ

た事務経費として交付金が県から交付されるとの答弁

がありました。

　次に、乙第42号議案「建築基準法施行条例の一部を

改正する条例」は、条例に基づく劇場等の制限の緩和

等、知事の権限に属する事務の一部を、協議が整った

市町村に移譲する必要があるため条例を改正するもの

である。

　主な改正内容は、建築主事を置く那覇市、宜野湾

市、浦添市、沖縄市及びうるま市に対し、劇場等の制

限緩和の認定、建築物の敷地と道路との関係の緩和の

認定、倉庫等の出入り口と道路との関係の緩和の認定

等の事務を移譲するものであるとの説明がありまし

た。

　本案に関し、公共施設等についての耐震化率はどう

なっているか、また、耐震基準に適合している構造か

否かの判断はどこがやるのかとの質疑がありました。

　これに対し、耐震化率は83.2％まで進んでいる状況

にある。公共施設の耐震診断については、市町村所有

の建築物は市町村が行い、県所有の建築物は県が行う

との答弁がありました。

　以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決の結果、乙第13号議案から乙第18号議案ま

で及び乙第38号議案から乙第42号議案までの条例議案

11件は、全会一致をもって原案のとおり可決すべきも

のと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（喜納昌春君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより乙第13号議案から乙第18号議案まで及び乙

第38号議案から乙第42号議案までの11件を一括して採

決いたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案11件は、原案のとおり決することに
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御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第13号議案から乙第18号議案まで及び乙

第38号議案から乙第42号議案までは、原案のとおり可

決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（喜納昌春君）　日程第５　平成24年第８回議

会乙第37号議案、乙第55号議案、乙第59号議案、乙

第61号議案及び乙第62号議案を議題といたします。

　各議案に関し、委員長の報告を求めます。

　総務企画委員長山内末子さん。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（議決事件）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔総務企画委員長　山内末子さん登壇〕

○総務企画委員長（山内末子さん）　ただいま議題と

なりました平成24年第８回議会乙第37号議案、乙第55

号議案及び乙第59号議案の議決議案３件、乙第61号議

案及び乙第62号議案の同意議案２件について、委員会

における審査の経過及び結果を御報告申し上げます。

　委員会におきましては、総務部長の出席を求め慎重

に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　まず、平成24年第８回議会乙第37号議案「指定管理

者の指定について」は、「沖縄ライフサイエンス研究

センター」の指定管理者の指定について、地方自治法

第244条の２第６項の規定に基づき議会の議決を求め

るものである。

　指定管理者候補者からは、当該施設並びに施設内に

設置する各種機器のメンテナンスを行う業者について

は、沖縄県に本社を置く事業者、職員については沖縄

県出身者の採用に努める。当該施設の管理運営にかか

わりたい意向を持つ沖縄県内の企業に対しては、その

社員を対象とした研修機会を設ける等管理ノウハウの

提供に努めるとの回答を得ているとの説明がありまし

た。

　本案に関し、バイオ・サイト・キャピタル株式会社

が指定管理者に決定した理由は何か、前定例会以降こ

れまでどのような努力をしてきたかとの質疑がありま

した。

　これに対し、ライフサイエンスセンターについて

は、一定程度、外部との空気の遮断を必要とするＰ２

レベルの空調機器の設備の維持管理や入居者に対する

安全管理など、特殊なノウハウを必要とすることか

ら、バイオ・サイト・キャピタル株式会社１社のみの

応募となった。県としては、当該企業と意見交換を行

い、メンテナンス業者については、沖縄県に本社を置

く事業者の採用に努めるとともに、沖縄県出身者の雇

用に努めるとの回答を得ているとの答弁がありまし

た。

　次に、乙第55号議案「訴えの提起について」は、県

有土地貸付料の長期滞納者等に対し訴えを提起するた

め、地方自治法第96条第１項の規定に基づき、議会の

議決を求めるものであるとの説明がありました。

　本案に関し、提訴に係る県有土地貸付料の滞納件

数、滞納年数及び滞納金額は幾らか、また、これまで

どのような回収努力をしてきたかとの質疑がありまし

た。

　これに対し、滞納件数は４件で、そのうち那覇市久

米の件については、滞納期間が平成11年度から平成24

年度までとなっており、滞納金額は合計で562万4744

円となっている。県としては、相続関係など問題を解

決しながら滞納の整理を行ってほしい旨継続して働き

かけてきたとの答弁がありました。

　次に、乙第59号議案「包括外部監査契約の締結につ

いて」は、平成25年度の包括外部監査契約を締結する

ため、地方自治法第252条の36第１項の規定に基づき

議会の議決を求めるものである。契約金額の上限を

1022万6000円と定め、契約の相手方を弁護士宮國英男

氏とするものであるとの説明がありました。

　次に、乙第61号議案「副知事の選任について」は、

上原副知事、与世田副知事が退任することに伴い、そ

の後任を選任するため、地方自治法第162条の規定に

基づき議会の同意を求めるものであるとの説明があり

ました。

　本案に関し、新しい副知事の事務分掌については、

どなたがどういう部署を担当するか決まっているのか

との質疑がありました。

　これに対し、おおむね上原副知事の後を川上氏が、

与世田副知事の後を高良氏が担当することになるが、

沖縄振興などの関係で多少の入り繰りが出てくると思

われるとの答弁がありました。

　次に、乙第62号議案「沖縄県教育委員会委員の任命

について」は、教育委員会委員６人のうち１人が平成

25年３月31日で任期満了することに伴い、その後任を

任命するため、地方教育行政の組織及び運営に関する

法律第４条第１項の規定に基づき議会の同意を求める

ものであるとの説明がありました。

　以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決の結果、平成24年第８回議会乙第37号議
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案、乙第55号議案及び乙第59号議案の３件は、全会一

致をもって可決すべきものと決定いたしました。

　なお、平成24年第８回議会乙第37号議案について

は、改革の会所属委員から附帯決議が提出され、採決

の結果、全会一致をもって可決されました。

　乙第61号議案については、採決に先立ち共産党所属

委員及び改革の会所属委員から、反対する旨の意見表

明がありました。採決の結果、川上好久氏について

は、全会一致をもってこれに同意すべきものと決定い

たしました。高良倉吉氏については、多数をもってこ

れに同意すべきものと決定いたしました。

　乙第62号議案については、全会一致をもってこれに

同意すべきものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（喜納昌春君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　休憩いたします。

　　　午前11時59分休憩

　　　午前11時59分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　これより平成24年第８回議会乙第37号議案、乙第55

号議案、乙第59号議案、乙第61号議案及び乙第62号議

案の採決に入ります。

　議題のうち、まず平成24年第８回議会乙第37号議

案、乙第55号議案及び乙第59号議案の３件を一括して

採決いたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案３件は、委員長の報告のとおり決す

ることに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。

　よって、平成24年第８回議会乙第37号議案、乙第55

号議案及び乙第59号議案は、委員長の報告のとおり可

決されました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（喜納昌春君）　次に、乙第62号議案を採決い

たします。

　お諮りいたします。

　本案は、これに同意することに御異議ありません

か。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第62号議案は、これに同意することに決

定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（喜納昌春君）　次に、乙第61号議案を採決い

たします。

　まず川上好久君について採決いたします。

　お諮りいたします。

　川上好久君の副知事の選任について、これに同意す

ることに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。

　よって、川上好久君の副知事の選任について、これ

に同意することに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（喜納昌春君）　次に、高良倉吉君について採

決いたします。

　お諮りいたします。

　高良倉吉君の副知事の選任について、これに同意す

る諸君の起立を求めます。

　　　〔賛成者起立〕

○議長（喜納昌春君）　起立多数であります。

　よって、高良倉吉君の副知事の選任について、これ

に同意することに決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（喜納昌春君）　日程第６　乙第58号議案を議

題といたします。

　本案に関し、委員長の報告を求めます。

　文教厚生委員長呉屋　宏君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（議決事件）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔文教厚生委員長　呉屋　宏君登壇〕

○文教厚生委員長（呉屋　宏君）　ただいま議題とな

りました乙第58号議案の議決議案１件について、委員

会における審査の経過及び結果を御報告申し上げま

す。

　委員会におきましては、病院事業局長の出席を求め

慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　まず、乙第58号議案「損害賠償額の決定について」

は、医療事故に関する損害賠償額について、地方自治

法第96条第１項及び沖縄県病院事業の設置等に関する

条例第８条の規定により議会の議決を求めるものであ
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る。

　主な内容は、平成15年10月17日に沖縄県立八重山病

院において、胆のう摘出術の際に、総胆管を胆のう管

と誤認し切断した医療事故であり、損害賠償額は2570

万円であるとの説明がありました。

　本案に関し、医療事故は年に何度か起こっていると

思うが、その対策等はどうなっているのかとの質疑が

ありました。

　これに対し、医療事故の起こった時点で、関係者以

外の者も含めて手術時の映像を見ながら、今後の再発

防止に資するための検討会を行っており、医師同士が

情報を共有できるように心がけているとの答弁があり

ました。

　そのほか、和解成立までに時間がかかった理由など

について質疑がありました。

　以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決の結果、乙第58号議案は、全会一致をもっ

て可決すべきものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（喜納昌春君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより乙第58号議案を採決いたします。

　お諮りいたします。

　本案は、委員長の報告のとおり決することに御異議

ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第58号議案は、委員長の報告のとおり可

決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（喜納昌春君）　日程第７　乙第56号議案、乙

第60号議案及び乙第63号議案を議題といたします。

　各議案に関し、委員長の報告を求めます。

　土木環境委員長中川京貴君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（議決事件）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔土木環境委員長　中川京貴君登壇〕

○土木環境委員長（中川京貴君）　ただいま議題とな

りました乙第56号議案、乙第60号議案及び乙第63号議

案の議決議案３件について、委員会における審査の経

過及び結果を御報告申し上げます。

　委員会におきましては、土木建築部長の出席を求め

慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　まず、乙第56号議案「訴えの提起について」は、県

営住宅に入居する長期家賃滞納者に対し、建物の明け

渡しと滞納家賃等の支払いを求める訴えを提起するた

め、地方自治法第96条第１項の規定に基づき議会の議

決を求めるものである。

　訴えの主な内容は、入居している県営住宅を明け渡

すこと、未納の家賃及び損害賠償金を支払うこと、訴

訟費用は被告らの負担とすることであるとの説明があ

りました。

　本案に関し、滞納の理由は何かとの質疑がありまし

た。

　これに対し、失業・転職、給与減等の収入減が８

件、消費者金融ローン等の借り入れ返済等が２件、病

気・事故等が２件、その他学費の出費等が６件である

との答弁がありました。

　次に、この訴訟対象となっている18件について、家

族状況はどうなっているかとの質疑がありました。

　これに対し、母子世帯が３件、父子世帯が３件、多

子世帯が１件、一般世帯が11件となっているとの答弁

がありました。

　次に、家賃の減免制度について、免除の仕組みをつ

くるべきではないかとの質疑がありました。

　これに対し、全国の事例を調査したので、特定の条

件が整った場合には免除ができるよう規定を整備して

いきたいとの答弁がありました。

　次に、滞納者の中に収入が全くない人はいないかと

の質疑がありました。

　これに対し、申告に基づくと、公営住宅法上の収入

が全くないという世帯も何件かあるとの答弁がありま

した。

　次に、乙第60号議案「県道の路線の認定及び廃止に

ついて」は、県道の路線を認定及び廃止するため、道

路法第７条第２項及び第10条第３項の規定により議会

の議決を求めるものである。

　認定する路線は、うるま市字具志川を起点とし、う

るま市字前原を終点とする具志川前原線であり、廃止

する路線は、うるま市を起点とし、沖縄市を終点とす

る具志川沖縄線であるとの説明がありました。

　本案に関し、今回の具志川前原線とうるま市道との

間の路線はどうなっているかとの質疑がありました。
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　これに対し、この間の路線は４車線の沖縄環状線に

なっており、県道認定されているとの答弁がありまし

た。

　次に、乙第63号議案「覚書効力確認等調停事件の調

停について」は、県と日本航空株式会社との間で係属

中の調停事件を成立させるため、地方自治法第96条第

１項の規定に基づき議会の議決を求めるものである。

　調停の主な内容は、日本航空株式会社は解決金とし

て１億7000万円を県に支払う義務があり、平成25年４

月末に１億2000万円、あっせんが整ったときに5000万

円と分割して支払う、県及び日本航空株式会社は調停

成立日をもって、昭和54年６月に締結された下地島空

港の操縦練習使用料についての覚書を解約する、県は

訓練施設と乗員宿舎の無償譲渡を引き受ける、県は下

地島空港施設株式会社の株式の譲り受け先をあっせん

する、日本航空株式会社は下地島空港周辺地の所有権

を主張しない、調停費用は各自の負担とするものであ

るとの説明がありました。

　本案に関し、県が誘致したパイロット訓練飛行場は

地域振興がメリットとして整理されていたが、それは

どのような理由かとの質疑がありました。

　これに対し、約100億円の建設費が投入されること

で地元の雇用につながることと、飛行場設置によって

毎年3500万円程度の市町村交付金が期待できるという

ものであったとの答弁がありました。

　次に、航空需要を見越してパイロット訓練場を建設

するという国の強い意思のもとで県は誘致に進んだ

が、それから30年が経過し日本航空は撤退する。シ

ミュレーターへの訓練移行等さまざまな要因が挙げら

れるが、いずれにしても国の責任は免れないのではな

いかとの質疑がありました。

　これに対し、当時の琉球政府が誘致を決定したもの

であり、その責任はそれを引き継いだ沖縄県が負うべ

きものと考えているとの答弁がありました。

　次に、下地島空港施設株式会社の株式の譲り受け先

をあっせんするとはどういうことか、その譲り受け先

はどういうところかとの質疑がありました。

　これに対し、平成25年９月30日までに県があっせん

をして譲り受け先を特定するということである。空港

関係の企業であれば、電気機械関係のすぐれた技術を

持っている下地島空港施設株式会社を活用することは

十分あり得るとの答弁がありました。

　次に、下地島空港は独立採算でやることになってい

るが、日本航空の撤退により管理運営費をどう穴埋め

するのかとの質疑がありました。

　これに対し、大変厳しい状況にあるが、下地島空港

利活用検討協議会の中で、歳入確保を考えていかなけ

ればならないと考えているとの答弁がありました。

　以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決の結果、乙第56号議案、乙第60号議案及び

乙第63号議案の３件は、全会一致をもって可決すべき

ものと決定いたしました。

　なお、乙第56号議案については、社民・護憲ネット

所属議員から附帯決議が提出され、採決の結果、全会

一致をもって可決されました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（喜納昌春君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより乙第56号議案、乙第60号議案及び乙第63号

議案の３件を一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案３件は、委員長の報告のとおり決す

ることに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第56号議案、乙第60号議案及び乙第63号

議案は、委員長の報告のとおり可決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午後０時12分休憩

　　　午後２時30分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　日程第８　甲第１号議案から甲第23号議案までを議

題といたします。

　各議案に関し、委員長の報告を求めます。

　予算特別委員長仲村未央さん。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（予算）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔予算特別委員長　仲村未央さん登壇〕

○予算特別委員長（仲村未央さん）　こんにちは。

　それでは、ただいま議題となりました甲第１号議案

から甲第23号議案までの予算議案23件について、委員

会における審査の経過及び結果を御報告申し上げま

す。

　委員会におきましては、知事公室長を初め関係部局
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長の出席を求め慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　まず、４・28に対する歴史的認識はどうか、主権回

復・国際社会復帰を記念する式典への参加については

どう判断されるかとの質疑がありました。

　これに対し、４・28については、日本がサンフラン

シスコ平和条約を締結し、敗戦で途絶えていた各国と

の外交が正常化し、国際社会に復帰した日であると認

識している。しかしながら、同条約第３条によって奄

美、小笠原、沖縄が米軍施政権下に置かれ日本から沖

縄は切り離された。このことは、沖縄にとって不幸な

歴史であり、決して忘れることのできないものと考え

ている。式典の開催については、ぴたっと胸に落ちな

い点は否めない。その後の苦難を考えれば謹んでお喜

び申し上げますとは言えない。式典への出席について

は、まだ案内が来ていないので決めていないとの答弁

がありました。

　次に、次年度は174億円の収支不足が見込まれ大幅

な収支不足が続く傾向にあるが、県財政の将来見通し

はどうなっているかとの質疑がありました。

　これに対し、県の財政運営は毎年毎年多額の収支不

足が出る中、やりくりしながら進めている状況であ

る。今回ふえた部分はほとんどが沖縄振興一括交付金

であり、実質的裏負担は10％となっており、ボリュー

ムのほどの大きな影響はないと見ている。沖縄振興一

括交付金を活用して、これまでできなかった産業施策

を打ち込むことによって税源の涵養を図り、これを県

財政にとっていいものに反映させていく仕組みを考え

ていく必要があるとの答弁がありました。

　次に、特定駐留軍用地内土地取得事業について、土

地の取得はいつごろから始まるのかとの質疑がありま

した。

　これに対し、県としては、不動産鑑定を今年度内

に、土地開発公社との委託契約を４月から５月にかけ

て行い、６月ごろには特定事業の見直しを行って、地

権者の方々から土地を買っていきたい。過去５年間の

宜野湾市における売買実態を勘案し、当面、３ヘク

タールを購入する予定である。申し込みが多い状況が

把握できれば、さらなる買い取りを検討していきたい

との答弁がありました。

　次に、大気汚染防止対策費の概要はどのようなもの

か、また、ＰＭ2.5の本県への影響及び対策等はどう

なっているのかとの質疑がありました。

　これに対し、大気汚染防止対策費は、大気汚染物質

常時測定調査費、大気汚染物質測定機器整備事業費、

国設酸性雨調査委託事業費、保健サーベイランス調査

事業費、有害大気汚染物質対策費、オゾン層保護対策

費の６つの事業があり、事業の内容としては、大気汚

染防止法や生活環境保全条例等に基づく届け出の受

理、工場・事業所のばい煙測定、一般大気測定局及び

自動車排ガス測定局の測定機器の整備、国設の辺戸岬

酸性雨調査測定局の保守点検、有害物質の測定、フロ

ン類の回収事業者の登録等である。また、ＰＭ2.5に

ついては、国の環境基準で１日平均が１立方メートル

当たり35マイクログラム以下となっている。県におい

ては、平成23年４月から中部福祉保健所で測定を実施

しており、現在まで１日平均の環境基準を超えた日

は、平成23年度が７日、平成24年度が６日である。

　対策としては、沖縄県全体の測定体制を整え早期の

注意喚起が必要だと考えている。県としては、財源の

確保も含め、北部、南部、宮古、八重山地域において

も情報提供ができるよう測定箇所の増設を検討してい

きたいとの答弁がありました。

　次に、北部訓練場でオスプレイの離着陸訓練が繰り

返された場合、自然環境等にどのような影響を与える

と考えるかとの質疑がありました。

　これに対し、オスプレイの離着陸が行われる東村高

江地区のヘリパッドの近くには、ノグチゲラやヤンバ

ルクイナなどの貴重な動植物が生息しており、オスプ

レイの排ガスの温度や低周波の騒音が同地域の自然環

境に影響を与えるなど、さまざまな問題があると考え

ている。県としては、防衛局に対しその影響について

提示するよう申し入れを行っているところであるとの

答弁がありました。

　次に、待機児童の解消に向けて認可外保育施設の施

設整備費が入っているが、県としてどのような取り組

みを行っているのか、保育に欠けない子供の支援はど

うするのか、市町村における待機児童解消の行動計画

について沖縄県はどのようにかかわっていくのかとの

質疑がありました。

　これに対し、待機児童の解消には認可保育所をどれ

だけふやしていくかということが基本となることか

ら、県としては、認可外保育施設の認可化に向けた施

設整備に取り組んでおり、平成21年度から４年間で20

施設を整備している。なお、平成25年度は５施設の認

可化を予定している。また、保育に欠ける児童も欠け

ない児童も健全育成していくということが児童福祉の

立場であり、保育に欠けない児童であっても集団生活

や発達支援を行っていく必要があることから、県にお

いては、多様な子育て支援としておきなわ子ども・子

育て応援プランの中で、地域の子育て支援サービスの
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充実、学校での預かり保育の推進など各部局と連携し

て取り組んでいる。そのほか、おきなわ子ども・子育

て応援プランの後期計画において、地域子育て支援拠

点施設を平成26年度までに91カ所にふやす目標を掲

げ、子育て支援を推進している。また、市町村におけ

る待機児童の解消については、認可保育所をふやすこ

とを基本にしながら家庭的保育事業の実施、小規模保

育所の設置促進など地域の実情に合わせた形での保育

の提供を含めた行動計画をつくる必要があると考えて

いる。県としては、行動計画作成に当たっての考え

方、指針についてのたたき台を示して積極的に市町村

と意見交換を始めており、事業主体である市町村はみ

ずからの行動計画を持つことが重要だと考えていると

の答弁がありました。

　次に、災害に強い栽培施設の整備事業の内容はどう

なっているかとの質疑がありました。

　これに対し、災害に強い栽培施設については、ここ

数年沖縄本島を含めて台風等が結構多く来ており、農

家は一定の施設について導入したいという希望が多

く、平成24年度から一括交付金を活用して事業を行っ

ている。本事業については、強化パイプハウスや平張

り施設等台風に強い施設を整備しており、内容的には

強化型パイプハウスの整備が14カ所で10.9ヘクター

ル、平張り施設は12カ所で12.9ヘクタール、合計23.8

ヘクタールを平成24年度で整備する予定である。品目

については、トマト、ゴーヤー、インゲン、スイカ、

ドラセナ、マンゴー、パイナップル、菊等園芸品目が

中心であり、予算額は10億円であるとの答弁がありま

した。

　次に、国際物流拠点産業集積地域賃貸工場整備事業

の目的は何かとの質疑がありました。

　これに対し、国際物流拠点産業集積地域賃貸工場整

備事業の目的は、企業の早期立地を促進することが最

大の目的である。日本の企業が中国へという流れの中

でなかなか国内の投資コストがかかるという流れ、時

代の変化を踏まえていかにして沖縄に県外から企業を

誘致するかということであり、賃貸工場整備を平成13

年ぐらいから継続的に行っている。非常にニーズもあ

ることから、今後も整備は続けていく必要があると考

えているとの答弁がありました。

　次に、沖縄スポーツアイランド拠点会館整備支援事

業の目的は何かとの質疑がありました。

　これに対し、各競技団体は47程度あるが、そのほと

んどの事務所が散らばっているのが現状である。今、

沖縄スポーツアイランド拠点会館に沖縄県中学校体育

連盟、沖縄県高等学校体育連盟などの学校体育団体を

初め入居希望をしている22の競技団体を集約して、さ

らに障害者スポーツ団体も入居し幅広くスポーツの振

興を図っていくことであるとの答弁がありました。

　次に、沖縄県総合運動公園におけるプロサッカース

タジアムについて、供用開始が平成27年で椅子席１万

席以上とのことだが、現在の陸上競技場は拡張しない

といけないのか、那覇市もサッカー専用スタジアムを

つくるという話があるが、競合するのではないかとの

質疑がありました。

　これに対し、現在の沖縄県総合運動公園の陸上競技

場は、メーンスタンドがベンチ席で7000席ある。これ

を椅子席に変えた上でバックスタンドに椅子席を設け

る予定にしており、拡張の必要はない。那覇市との調

整で、那覇市がＪ１規格のプロサッカー場を整備し、

県がＪ２規格のサッカー場を整備するという役割分担

でやっていくとの答弁がありました。

　次に、浄水場の運転管理委託の状況と、これによる

職員定数への影響及び予算削減効果はどうなっている

かとの質疑がありました。

　これに対し、名護浄水場は平成22年度から、石川浄

水場は平成23年11月から民間委託しており、西原浄水

場は平成26年度から、久志浄水場は平成28年度から、

北谷浄水場は平成32年度から委託を予定している。こ

れらにより、職員は60から70人程度の削減となる。費

用削減の効果としては、名護浄水場が年間約1600万

円、石川浄水場が年間約2700万円となっており、全て

の管理委託が完了した際には単年度で１億3000万円程

度の経費節減額となるとの答弁がありました。

　次に、知事の公約である少人数学級がまだ実施され

ていない学級はどれぐらいあるのか、１学級当たりの

生徒数は、教育先進県の秋田県と比較してどうなって

いるか、また、全国及び国際比較はどうか、今後、完

全実施に向けてどのように取り組んでいくのかとの質

疑がありました。

　これに対し、30人学級が完全実施できていない学級

数は、小学校１年生で67学級、小学校２年生で72学

級、小学校３年生については35人学級で完全実施して

いる。１学級当たりの生徒数は、小学校で沖縄県が

26.2人、秋田県で21.1人、ＯＥＣＤ諸国で21.6人、全

国は24.8人、中学校では沖縄県が30.2人、秋田県が

26.2人、ＯＥＣＤ諸国で23.9人、全国は28.8人となっ

ており、小学校、中学校いずれも沖縄県が多くなって

いる。沖縄県としては、将来的な展望として少人数学

級を拡充していく考えであるが、小学校４年生以上の

拡充については、国の動向、市町村の意向、他県の状

況等を鑑みるとともに、関係部局と協議しながら取り
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組んでいくとの答弁がありました。

　次に、地域防災計画基盤整備事業の概略と今後の計

画について質疑がありました。

　これに対し、災害が発生した場合に使用する救出救

助用の資機材購入予算として2150万円を予算計上して

いるが、特に災害救助に必要なレスキューセット、

チェーンソー、エンジンカッター等、５品目236点を

購入するものである。現在県警で保有している資機材

は400品目の約２万点である。災害発生時における被

災者などの救出救助を行うためには、現在の装備資機

材では絶対的に不足しており、年次計画的に資機材の

充実を図っていきたいとの答弁がありました。

　そのほか、尖閣問題への取り組み体制、基地関係業

務費の減額理由、不発弾処理促進費の増額理由、消防

の広域化の進瀧状況と県の考え方、住宅等開発磁気探

査支援事業の内容、税収等財政状況、私立学校等教育

振興費の減額理由、新税創設事業の内容と進瀧状況、

県立病院定数条例を今議会に提案できなかった理由、

鉄軌道を含む新たな公共交通システムの今後の方向

性、離島生活コスト低減実証事業の内容、水道用水供

給事業会計助成費の減額理由、石油輸送等補助事業費

の内訳、バス路線補助事業費の事業内容、市町村の一

括交付金執行への支援、赤土流出防止海域モニタリン

グ事業の成果と課題、沖縄市における産業廃棄物の処

理状況、世界自然遺産登録の手続方法、食品衛生協会

への指導、沖縄県内における自殺の現状と対策、地域

子育て支援拠点施設等の運営と県のかかわり方、福祉

施設等における新型インフルエンザ感染対策、児童虐

待問題に対する取り組み状況、農業経営トップラン

ナー育成事業の内容、スマートエネルギーアイランド

基盤構築事業の目的、少年野球やサッカーの全国大

会・世界大会誘致に関する見解、北部地域東海岸の災

害時避難道路の対応方針、ボランティア団体による県

道の植栽管理、八重山土木事務所所管の道路街灯の現

状、沖縄県水源基金解散後のダム所在市町村への援

助、現在の経営状況と料金改定の必要性、石川浄水場

の津波対策、西原浄水場の管理委託、八重山病院改築

に向けての取り組み状況、医師確保と高額医療機器整

備との関係、繰入金積算の考え方、市町村における就

学援助の状況、学力向上の取り組みとその成果、教育

の日制定に関する取り組み、給食の業務委託のメリッ

ト・デメリット、スクールカウンセラーの実態、文化

財補助事業の事業計画、離島高校生の修学支援対象の

見直し、信号機の設置状況、刑事告発の取り扱い、尖

閣諸島問題における県警の対応、女性警察官の構成比

率などについて質疑がありました。

　なお、各部局等への審査の過程で４人の委員から計

４項目にわたる質疑の保留があり、協議の結果、３人

の委員から３項目について、３月22日に知事に対する

総括質疑が行われました。

　以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決に先立ち甲第１号議案については、共産党

所属委員から反対する旨の意見表明がありました。社

民・護憲ネット所属委員から修正案が提出され、採決

の結果、修正案は賛成少数で否決されました。

　修正案が否決されたことに伴い、原案について採決

した結果、賛成多数をもって原案のとおり可決すべき

ものと決定いたしました。

　甲第22号議案については、採決に先立ち共産党所属

委員から反対する旨の意見表明がありました。県民

ネット所属委員から修正案が提出され、採決の結果、

修正案は賛成少数で否決されました。

　修正案が否決されたことに伴い、原案について採決

した結果、賛成多数をもって原案のとおり可決すべき

ものと決定いたしました。

　甲第12号議案、甲第16号議案及び甲第19号議案の３

件については、採決に先立ち共産党所属委員から反対

する旨の意見表明がありました。

　採決の結果、甲第12号議案、甲第16号議案及び甲第

19号議案の３件は、賛成多数をもって原案のとおり可

決すべきものと決定いたしました。

　甲第２号議案から甲第11号議案まで、甲第13号議案

から甲第15号議案まで、甲第17号議案、甲第18号議

案、甲第20号議案、甲第21号議案及び甲第23号議案ま

での18件は、全会一致をもって原案のとおり可決すべ

きものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（喜納昌春君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　甲第１号議案に対しては、新里米吉君外３人から修

正の動議が提出されております。

　この際、提出者の説明を求めます。

　新里米吉君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔甲第１号議案平成25年度沖縄県一般会計予算

に対する修正案　巻末に掲載〕
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　　　―――――――――――――――――――

　　　〔新里米吉君登壇〕

○新里　米吉君　甲第１号議案「平成25年度沖縄県一

般会計予算」に対する修正案について、提出者を代表

して説明を行います。

　修正案は、中城湾港泡瀬地区公有水面埋立事業に関

する予算を削除・修正するものです。事前に資料を配

付してありますので、ごらんいただきたいと思いま

す。

　提案理由について、簡単に申し上げます。

　泡瀬地区土地造成事業は、土地利用計画における経

済的合理性に関し、平成30年度の沖縄県入域観光客数

を約850万人として、東部海浜開発地区の入域観光客

数予測、宿泊需要予測、商業施設の利用予測をするな

ど過大な予測になっております。また、企業立地やそ

の他の事業の採算性などについても説得力のある説明

がありません。その上、公金支出差しとめを求める第

二次訴訟が継続中であり、判決確定まで工事は中止す

べきであります。

　以上を理由に、泡瀬地区土地造成事業関連予算を削

除する修正案を提出いたします。

　議員各位の御賛同をよろしくお願いいたします。

○議長（喜納昌春君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　甲第22号議案に対しては、新垣清涼君外３人から修

正の動議が提出されております。

　この際、提出者の説明を求めます。

　新垣清涼君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔甲第22号議案平成25年度沖縄県水道事業会計

予算に対する修正案　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔新垣清涼君登壇〕

○新垣　清涼君　それでは、甲第22号議案「平成25年

度沖縄県水道事業会計予算」に対する修正案につい

て、提出者を代表して説明を行います。

　修正案は、西原浄水場運転管理業務委託事業に関す

る予算を削除・修正する内容であります。事前に資料

を配付してありますので、ごらんいただきたいと思い

ます。

　提案理由を簡潔に申し上げます。

　水道事業は、県民の命のライフラインであり、安全

で安定的な供給を維持することが最も重要でありま

す。経費削減を優先すべきではありません。企業局

は、これまでに名護浄水場や新石川浄水場の運転管理

について、夜間・休日の民間委託を実施してきまし

た。企業局は、民間委託に係る検証報告書にも書いて

あるように、水道システム上の要因や経験的要因など

が複合的に影響した課題もあるとしています。企業局

のこれまでの経験と技術やノウハウを継承しさらに高

めるためにも、現体制での運転管理が重要と考えま

す。

　議員各位の御賛同をよろしくお願いいたします。

○議長（喜納昌春君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより討論に入ります。

　甲第１号議案、甲第12号議案、甲第16号議案、甲第

19号議案及び甲第22号議案に対する討論の通告があり

ますので、順次発言を許します。

　比嘉京子さん。

　　　〔比嘉京子さん登壇〕

○比嘉　京子さん　こんにちは。

　社大党を代表いたしまして、ただいま議題となりま

した甲第１号議案「平成25年度沖縄県一般会計予算」

に係る泡瀬地区土地造成事業に関する修正案に賛成の

立場から討論を行います。

　泡瀬地区土地造成事業は、平成20年の那覇地方裁判

所の判決を受け、平成21年から23年まで工事を中断い

たしましたが、沖縄市は新たな事業計画を策定し国・

県がその計画を承認し、平成23年から埋立工事を再開

し現在に至っています。

　新たな計画では、国は、平成28年度を目途に約332

億円、沖縄県は平成32年度を目途に約306億円、沖縄

市は埋立工事完了後に約150億円の支出を見込んでい

ます。さらに、これまでに国は241億円、県は40億円

の支出をしており、総額1050億円余の支出がこの事業

に投入されることになっています。

　我が会派は、次の３点からこの埋立工事の中止を求

めます。

　まず、御承知のとおり泡瀬訴訟裁判で指摘されまし

た「経済的合理性を欠く工事であり公金支出は違法で

ある｣という判決。２点目に、平成23年３月、環境省

は国土交通省に対し「泡瀬干潟の埋め立てを回避する

よう」意見書を提出。３点目に、２年前の３・11の経
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験から埋立地における津波や液状化の危険性。

　さて、１点目の経済的合理性ですが、大前提に平成

30年度の本県の入域観光客数を850万人としていると

ころにあります。平成16年の包括外部監査報告書は次

のように指摘をしています。「現計画において、年間

宿泊需要56万人泊及び宿泊施設計画数1275室を前提と

した土地利用計画を立てているが、その根拠が不十分

であり、」、「企業立地も進まず埋立地が放置された

状態になっている地区が県内に存在することも周知の

事実である。　そのような状態を勘案してみると、当

該計画の需要予測は甘く、事業計画の見直しが必要で

ある。」と指摘をしています。また、去る３月26日の

沖縄市議会において議員の質問に対し市は、平成30年

度の入域観光客数を850万人から690万人へ修正をして

おります。

　２点目の環境問題は、環境省は既に護岸で囲まれた

区域外の新たな埋め立てを見直し、自然を残すよう意

見し、さらに埋立工事は泡瀬干潟の生態系の特性を何

ら考慮しておらず、環境への配慮は科学的根拠を欠い

ているという観点から、環境省の意見のうち最も強い

「埋め立て回避」措置を出しています。沖縄に飛来す

る渡り鳥の約半数が泡瀬干潟に来ると言われている中

で、環境省は、ここをラムサール条約登録湿地に指定

したい意向であります。

　３点目の災害時における影響については、去る１

月、「沖縄県津波被害想定委員会」は、泡瀬襲来の津

波を､これまでの３倍に当たる６から７メートルへと

修正をしています。一方、この埋立工事で液状化対策

は特に講じておらず、完成後、建築の際に強化する考

えのようであります。３・11震災後、我が会派は、千

葉県浦安市の液状化現象を視察してきた結果、これ以

上本県は海岸等の埋め立てはすべきではないとの感を

強くしたところです。

　結論として、この埋立計画は当初の前提が変化した

こと、泡瀬干潟の生物多様性と絶滅危惧種の保全の重

要性と経済的合理性が破綻している事業であること、

さらにこれから支出する予定の金額約800億円を勘案

すると、いま一度立ちどまって検証する勇気が必要で

はないでしょうか。

　議員各位の御賛同をお願いし、修正案に賛成する討

論といたします。

○議長（喜納昌春君）　桑江朝千夫君。

　　　〔桑江朝千夫君登壇〕

○桑江　朝千夫君　こんにちは。

　ただいま議題となりました甲第１号議案、甲第12号

議案、甲第16号議案、甲第19号議案につきまして、原

案に賛成の立場から一括して討論を行います。

　御承知のとおり、平成25年度は沖縄21世紀ビジョン

基本計画（沖縄振興計画）の２年目に当たり、県民と

ともに描いた５つの将来像の実現と４つの固有課題の

解決に向けた施策を着実に推進する重要な年でありま

す。

　平成25年度一般会計予算を見てみますと、沖縄らし

い優しい社会の構築に向けた離島の定住条件の向上や

医療・福祉の充実などの取り組みとあわせて、自立型

経済の構築に向けた経済発展基盤の整備、積極的な産

業の振興、雇用の創出など沖縄21世紀ビジョン基本計

画を着実に推進する予算であると評価するものであり

ます。

　具体的に申しますと、まず、離島の定住条件の向上

に関しては、航空路・航路の運賃を低減する事業や航

路の維持に関する事業、離島医療体制の充実を図るた

めの医師、看護師等の派遣事業など、そして「離島児

童・生徒支援センター（仮称）」の建設など、離島の

定住条件の向上につながる予算が措置されておりま

す。

　医療・福祉の充実に関しては、待機児童の解消、認

可外保育施設の認可化促進及び質の向上、放課後児童

クラブの施設整備等への助成、公的施設を活用した学

童クラブの促進等に取り組み、県立病院における安定

的な医療提供体制の整備、子供医療費の自動償還払い

の実施など、県民の医療福祉の向上に向けた予算措置

がなされております。

　競争力のある社会基盤の整備に関しては、沖縄都市

モノレールの延長事業の本格的着手や那覇空港滑走路

増設事業を促進するための積極的な予算措置がなされ

ております。

　産業の振興に関しての観光産業の分野では、引き続

き海外からの観光客の誘致に取り組むほか、修学旅行

生の誘致強化がなされ、情報通信関連産業の分野では

高度化・多様化に向けた大規模災害にも対応できる沖

縄型クラウドデータセンターの整備に取り組むことと

しております。

　また、農林水産業の分野では、引き続き戦略品目で

ある農産物の本土への輸送費の負担軽減を図ることが

盛り込まれており、沖縄振興への大きな貢献が期待で

きる予算措置がなされております。

　このほか、雇用の創出、文化振興、教育、国際交

流、人材育成などさまざまな分野において必要な予算

が細やかに措置されております。

　さて、減額修正が出た部分の中城湾港（泡瀬地区）

埋立事業についてであります。
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　同事業は、昭和63年に沖縄市が策定した東部海浜開

発計画を契機に、再三にわたり沖縄市議会において事

業の早期開発等に関する意見書が全会一致で採択され

るなど、地元からの強い要請に基づき国及び県により

進められている事業であります。

　また、本事業は中部東海岸地域の活性化を図り県土

の均衡ある発展に資するとともに、新たな雇用の場を

創出し本県における観光客の誘致・拡大・増大、観光

振興にも大きく寄与する重要な事業であると考えま

す。さらに、本事業は新港地区の港湾整備に伴うしゅ

んせつ土砂を有効利用する経済的かつ合理的な事業で

あり、新港地区の企業誘致を進める上でも早急に事業

を進める必要があります。

　本事業に係る土地利用計画については、沖縄市が見

直し案を作成しており、平成22年８月に沖縄市長が沖

縄担当大臣へ同案について説明を行い了承を得ており

ます。市案の作成に当たっては、市は平成20年度から

平成22年度にかけて市民の意見や専門家の指導助言を

踏まえて見直し作業を行ってきております。特に、「100

人ワークショップ」や「100人委員会土地利用計画見

直し部会」といった市民参画のもとで進められてきた

ことは重要であり、多くの市民が参加したことから、

市の抱える課題解決と活力に満ちたまちづくりのため

にみずから知恵を出し合いかかわっていこうという市

民の意欲と、東部海浜開発事業に対する大きな期待が

うかがわれます。また、同案については、各種統計

データや調査報告書及び類似施設の事例等をもとに需

要予測や施設規模が算出されており、これらの算出方

法は根拠をもって整理され、経済的合理性を有するも

のと考えております。

　環境面においても、環境への影響が軽減されてお

り、さらに、これまで工事の実施に当たっては、学識

経験者等で構成される環境監視委員会等の指導助言を

踏まえ、万全の対策を講じながら慎重に行われてきた

ところであります。干潟を埋める事業ではありませ

ん。あるところ、人の手が加わることによって自然に

関心を持ち、自然は守られる。自然と開発は相反発す

るものではなく、調和できると私も思います。

　早期完成を望む市民の思いは募るばかりでありま

す。沖縄市議会は、昨年12月にも何度目かの「東部海

浜開発の推進」の要望を市議会で可決し、今回の県議

会へ陳情書を出しています。沖縄市議会の４分の３の

議員、沖縄市長、そして推進協議会の構成を見ると、

沖縄商工会議所あるいは老人クラブ連合会等多くの団

体で構成されております。この事実は沖縄市の民意と

確信するものであります。何度も同じことの繰り返し

ではなく、沖縄市の希望を素直に受け取っていただき

たい。市民の熱意、思いを成就させてください。

　このように、平成25年度一般会計予算は限られた財

源が緊急かつ重要な施策・事業に適切に配分され、沖

縄21世紀ビジョンの実現に向けて非常に意欲的な予算

であり、また、中城湾港（泡瀬地区）埋立事業は観光

に資する事業であります中部東海岸地域の活性化、県

土の均衡ある発展、そして地元の強い要請に応えるた

めにも、今後とも推進していく必要があるものと考え

ております。

　議員各位におかれましては何とぞ御理解をいただ

き、予算原案に賛成していただきますようよろしくお

願いを申し上げます。

○議長（喜納昌春君）　西銘純恵さん。

　　　〔西銘純恵さん登壇〕

○西銘　純恵さん　こんにちは。

　日本共産党県議団を代表して、甲第１号議案「平成

25年度沖縄県一般会計予算」と甲第22号議案「沖縄県

水道事業特別会計予算」の修正案に賛成し原案に反

対、甲第12号議案「平成25年度沖縄県中城湾港（新港

地区）臨海部土地造成事業特別会計予算」、甲第16号

議案「平成25年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事

業特別会計予算」、甲第19号議案「平成25年度沖縄県

中城湾港（泡瀬地区）臨海部土地造成事業特別会計予

算」に反対する討論を一括して行います。

　一般会計予算は、総額6988億円で本土復帰後最高額

となり、２年目となる沖縄振興一括交付金は3001億円

に上るが、借金の公債費は増加し、収支不足は174億

円となっています。知事は所信表明で、「沖縄を取り

巻く現状の認識」として、県内経済は個人消費もおお

むね堅調で景気は拡大していると述べていますが、県

民所得は年収200万円以下が５割近くに上っているの

です。

　また、平成25年度予算編成の基本的考え方として、

「緊急性の高い、県民の生命や暮らしを守る安全・安

心の確保や、県民生活の向上・産業の競争力の向上に

資する投資的な取り組み、沖縄の発展を担う人材の育

成に係る事業等について、速やかな着手と効果的な展

開を図る」としています。予算編成で言われていると

おりの県民の願いに応える予算になっているでしょう

か。

　安倍政権は、地方団体から反対の声を受けながら地

方公務員給与を引き下げるために地方交付税を大幅削

減し、県も給与削減の予算編成を行っています。しか

しながら、今、景気を回復する最善の策は、賃金を引

き上げて所得をふやし、物を買う力・購買力を引き上
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げることであります。公務員給与引き下げが民間の賃

金引き下げの引き金となって県経済と財政に大きな損

失を生じさせる給与削減は撤回をすべきです。

　安倍首相がＴＰＰ交渉参加を表明したことを受け

て、農林水産部長は、改めてサトウキビ農業が全滅す

るＴＰＰ反対を表明しましたが、商工労働部長は「推

移を見守る」と答弁しました。ＴＰＰは、農業の破壊

で食の安全が脅かされ、金融、医療、雇用も産業もア

メリカのもうけのために日本を売り渡すものです。県

は、全庁挙げて反対を表明し、安倍政権に参加中止を

求めるべきではありませんか。

　県は、県議会やヤンバルの皆伐反対の声に押されて

森林の皆伐から択伐にかじを切りましたが、国頭村の

皆伐は継続され、毎年５から10ヘクタール規模で皆伐

されています。一本も残さず皆伐された樹木は、一部

がチップの材料として利用されているだけです。その

皆伐事業を支えているのが本県の造林緑化対策事業で

あります。新年度の造林奨励費４億3277万円のうち

7883万円が国頭村が皆伐した後の造林のために補助さ

れて皆伐が繰り返されています。木を植えるために山

を丸裸にする皆伐がヤンバルの貴重な動植物を絶滅の

危機に追いやっているのは許されません。

　先日、県は、「やんばる型森林業案」を策定してい

ます。ヤンバルを６つの区域に分けて「環境保全区域

（中核部）」として森林施業を行わない区域になって

いるのはヤンバルの全森林面積のわずか７％しかあり

ません。北部訓練場を除くほとんどが皆伐可能地域と

なっています。県の世界自然遺産登録の推進に反する

計画案は撤回をすべきです。辺野古の海はジュゴンが

すみ、絶滅危惧種の生きる生物多様性の豊かな海で

す。辺野古埋め立ての環境アセスで「環境保全は不可

能」と知事意見を出しました。辺野古埋め立ての申請

書の受理を拒否し不承認の立場を貫いて、危険なオス

プレイの基地となる辺野古新基地建設に反対を明確に

すべきです。辺野古の海を自然のまま残すことは、奄

美・琉球の世界自然遺産登録に必要不可欠でありま

す。

　県は、待機児童を9000人と推計しています。新年

度、認可外保育園の施設補助を3000万から5000万に引

き上げて５カ所の認可保育所増設、安心基金と合わせ

て1300人の待機児童解消の計画となっています。県

は、10年間で待機児童を解消するということですが、

入所を待つ父母の状況は大変深刻、保育所増設の願い

は切実です。保育の義務を負う市町村に対して、早急

に待機児童の解消策をとらせるべきです。特別基金を

増額して認可外園の実情に見合った施設補助に増額を

して認可園増設を加速すべきです。

　倒産、失業、低所得者が加入している全世帯の４

割、26万人余の世帯が国保に加入しています。国保世

帯の約２割、４万7107世帯が高過ぎる国保税を払えず

滞納し、２万5864世帯が短期保険証さえも持っていま

せん。75歳以上の後期高齢者保険料も4021人が滞納と

なっていて、保険証のない方は430人もいます。長寿

世界一の復活は、健康で長寿ということではないで

しょうか。国保税を引き下げるための市町村への繰り

入れや、後期高齢者保険の支援を行って保険料や医療

費の軽減策を図ることが求められています。

　県営住宅の家賃滞納者が増大して明け渡し訴訟が強

化されています。裁判のために弁護士費用の1020万

円、裁判費用で680万円計上しています。家賃の滞納

者は母子家庭、高齢者、低所得者がほとんどです。家

賃の減額・免除や徴収猶予という制度がありながら免

除を適用していません。明け渡し裁判の前にやるべき

ことは、必要な世帯に減額・免除を適用することで

す。

　カジノ導入のために予算を計上していますが、カジ

ノは刑法で禁止されている茸博、ギャンブルです。世

界の暴力団が入り込んでくることや性産業がはびこる

ことも危惧されるカジノは、百害あって一利なしで

す。違法行為のカジノ調査に今度はハワイ、フィリピ

ンを調査する経費です。ギャンブルのないハワイの観

光に学んで、沖縄観光を阻害するカジノ誘致は断念し

て、沖縄のサンゴの海や自然、豊かな文化や伝統芸能

で魅力ある観光産業を振興すべきです。

　高等学校統廃合計画が進められていますが、教育予

算の削減ありきの行革の推進であり、地域住民や県民

の声を無視した統廃合計画は撤回をすべきです。南部

工業高校を沖縄水産高校に統合する計画は撤回をしま

したが、高等教育の充実や、将来の沖縄県を担ってい

く高校生に夢と希望の持てる高校教育を行うために教

育条件の充実に力を入れるべきです。

　那覇港湾開発は、国際物流の中継港とするための

4400億円の事業であり、平成20年代後半、５年後まで

に国際トランシップ貨物港にする計画となっていま

す。県の新年度負担金は19億3300万円となっています

が、40万ＴＥＵのトランシップ貨物はゼロだと県みず

から認めている計画の破綻は明白であり、計画を中止

して抜本的な見直しが必要です。

　次に、中城湾港の国際物流特区うるま地区と名称変

えをした旧特別自由貿易地域と泡瀬干潟の埋め立て、

土地造成問題についてです。

　沖縄県は、平成22年度の予算編成方針では、「埋立
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事業特別会計の土地売却の低迷による収支悪化等が大

きな懸念材料となっており、本県財政はこれまでにな

い危機的な状況を迎えている。」と明記し、今回の予

算編成においても「臨海部土地造成事業における用地

売却低迷などの懸念材料もある。」と、県財政を圧迫

する要因として記述しています。

　中城湾港の埋立事業は、県が1982年から536億円余

を借金して339ヘクタールの臨海部土地造成の埋め立

てを進めました。売却予定の土地はこれまで2.4ヘク

タール、計画面積の2.7％しか売却されていません。

埋め立てるために借りた借金は返済しなければならな

い。土地が売れず返済金が捻出できないため、苦肉の

策として県民の税金でその土地を購入する状況が何年

間も続いています。昨年度は、民間に売れない土地を

県が22億733万円で購入しています。そのほかに、県

は31億円かけて買い取った土地に工場を建設して、工

場を賃借する民間会社の使う工作機械などの設備も完

備しています。今年度は、賃貸工場の整備費用で19億

1000万余の予算を計上しています。県は、事業推進の

立場から雇用が拡大したと宣伝していますが、1500人

を雇用しているというその実態は、６割の1000人近く

は非正規雇用です。さらに、賃貸工場から撤退して

いった企業が労働者に賃金不払いをしている事例もあ

ります。過大な需要予測を立てて広大な埋め立てを

行った土地は、今後、借金の残金122億円を14年間か

けて返済をしなければなりません。当初の過大な需要

予測の失敗が30年後の県民に財政負担を負わせている

ことを繰り返してはなりません。

　中城湾港（新港地区）整備事業特別会計も、整備し

た港に計画どおりの需要がなく、収入が確保できない

ために２億3040万円を一般会計から繰り入れをしてい

ます。県は、その反省もないまま泡瀬干潟の埋め立て

を強行しています。新年度、国直轄事業の県負担分で

２億円、人工海浜の工事などで８億4756万円、県道事

業で１億円、合計11億4756万円の事業費となって、年

間50億円規模で進められています。裁判で経済合理性

はないと判決が出され、その後の計画でも観光客850

万人という全く根拠のない無責任な需要予測のもとに

進められています。

　もともと泡瀬干潟の埋め立ては、現在の米軍泡瀬通

信基地を返還させ、その地域を中核としてもとの泡瀬

を復活させるまちづくりとして出発しています。それ

で通信基地撤去と連動して埋め立てる計画でした。と

ころが、米軍基地の撤去ができなくなり、出島方式に

変更された経緯があります。ところが、この計画は埋

立土砂の確保が困難で中断していました。一方、新港

地区は企業誘致を進める計画でしたが、それもスムー

ズにはいかず企業を優遇する特別自由貿易地域にしま

したが、この事業も成功しませんでした。東埠頭の航

路をしゅんせつする計画を進めたところ、しゅんせつ

土砂のヘドロの処分先がなく、その事業もストップし

ていました。もともとそのしゅんせつ土砂は、新港地

区の埋め立てに使用する予定でしたが、ヘドロである

ために埋め立てには適さないという理由で新港地区の

しゅんせつ工事にも使用できなかったものです。

　東埠頭の航路をしゅんせつしてヘドロの行き場を探

す県と、泡瀬干潟を埋め立てたい沖縄市の思惑が一致

して、ヘドロの処分場としての現在の泡瀬干潟の埋立

計画になったものです。新港地区の埋め立てには適さ

ないしゅんせつ土砂が泡瀬干潟の埋め立てには適して

いるという道理は全くありません。東日本の大震災で

は、埋立地域は液状化して建物が倒壊しています。こ

のような状況でかけがえのない貴重な干潟が何の合理

性もないまま埋立工事が強行されることは許されない

ことです。

　泡瀬干潟は、ラムサール条約登録の世界的基準の４

つを満たす国際的にも貴重な生物多様性の宝庫であ

り、2010年９月に環境省が同条約登録の候補地に指定

しました。沖縄県も泡瀬干潟には128種類の絶滅危惧

種が生息していることを公表していて、泡瀬干潟の埋

立事業は世界に誇る生物多様性の宝庫を破壊してしま

うものです。

　我が党は、一貫して泡瀬埋立事業を中止することを

求めてきました。埋め立てはきっぱりやめて、自然再

生のための新たな干潟の再生事業を行い、泡瀬干潟の

ラムサール条約への登録を目指すべきです。

　次に、甲第22号議案「平成25年度沖縄県水道事業会

計予算」に対する修正案に賛成し、原案に反対する討

論を行います。

　東日本大震災の教訓は、水道事業はライフラインと

して人間の命に欠かせないもの、国民生活で大切な公

共事業であることを改めて認識させました。地震と津

波による福島原子力発電の被災状況と東京電力の対応

は、民間企業に国民のライフラインの大切な事業を任

せることの危うさと問題点、情報公開の問題、企業利

益を優先することの危険性を示しました。

　企業局は民間委託を行い、今後、職員を60人から70

人削減するということです。県民の大切な水を安全に

管理をするには、化学的知識、専門性や高い技術など

が不可欠です。日々の継続した仕事の中で技術はさら

に向上していくものです。民間委託の場合に企業が利

益を出すためには、労働者の賃金を抑えて利益を上げ
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るという仕組みが一般的です。既に民間委託をした名

護浄水場で３人、石川で６人の従業員がやめていま

す。安い賃金で働く労働者がやめて、何人も入れか

わっていくことは、技術の継承が困難になるばかりか

安全・安心な水の安定供給が困難になります。水道法

は、「水道が国民の日常生活に直結し、その健康を守

るために欠くことのできないものであり、かつ、水が

貴重な資源であることにかんがみ、水源及び水道施設

並びにこれらの周辺の清潔保持並びに水の適正かつ合

理的な使用」に努めなければならないと規定しており

ます。大事な県民の命の水を管理運営する水道事業

は、公営で行われるべきであります。

　以上、予算議案に対する討論といたします。

○議長（喜納昌春君）　照屋守之君。

　　　〔照屋守之君登壇〕

○照屋　守之君　甲第22号議案「平成25年度沖縄県水

道事業会計予算」原案に賛成し、修正案に反対する立

場から討論を行います。

　水道事業は、県民生活の安定向上や経済活動の安定

を支える上で必要不可欠な事業であり、ライフライン

として重要な役割を果たしています。水道事業の運営

に当たっては、安全で良質な水道水を安い価格で安定

的に供給し、もって県民福祉の向上を図ることが肝要

であり、平成25年度予算においてもこのような趣旨が

反映されたものとなっております。

　具体的には、まず、安定給水を図るための水道施設

の建設、老朽化施設の改良、修繕などの事業、次に、

安全で良質な水道水を供給するための水質管理の充実

や、高度浄水処理施設の整備などの事業、そして民間

活力の活用による経営基盤、技術基盤の強化を目的と

した石川浄水場、西原浄水場の運転管理業務の民間委

託事業などが当初予算に盛り込まれております。浄水

場の運転管理の業務については、平成22年度から名護

浄水場、平成23年度から石川浄水場の運転管理業務の

一部が民間委託されております。また、委託後は委託

業務の実施状況などの検証を実施しながら、両局と委

託事業者との連携のもと水道水の安全性、安定性の確

保に対するさまざまな取り組みを行いながら民間委託

が進められており、水道水の安全性や安定性に問題が

なく順調に実施されていることを踏まえて、平成26年

度から西原浄水場の夜間・休日の運転管理を実施する

という予算案となっております。

　浄水場民間委託のメリットとして、①、民間活力の

導入による運転管理業務コストの低減が図られ、経営

の効率化が図られる、②、老朽化施設更新業務や震災

対策業務等の今後の重点業務に職員を振り向けるな

ど、効率的な人員配置を行うことで組織機能の向上や

事業の長期安定化が図られるとともに、企業局職員に

とっては交代制勤務がなくなることによるワーク・ラ

イフ・バランスの観点からの負担軽減が図られる、

③、民間企業の管理技術・ノウハウを活用するととも

に、震災発生時の災害対応業務に対する官民連携によ

るマンパワーの確保など、非常時対応力の向上が図ら

れる。

　次に、浄水場民間委託による経費節減額は、単年度

経費節減額、名護浄水場年間約1600万円、石川浄水場

年間約2700万円、全ての浄水場委託後、平成31年度以

降については約１億3000万円。

　そして中長期組織ビジョンによる経費節減効果とし

て、平成22年度から平成31年度の累計は７億1900万円

にも上るものであります。浄水場の民間委託は平日の

夜間と土・日、休日の運転管理業務のみとし、平日昼

間の運転管理は企業局職員が行うことで、浄水場の運

転管理に関する技術を継承していくこととしておりま

す。

　このように、浄水場運転管理業務の民間委託は、地

方公営企業の経営の基本方針である企業の経済性の発

揮と、県民福祉の向上に基づいたものにほかなりませ

ん。企業局では、これまで数次の経営健全化計画を策

定し経営の健全化・効率化に努めており、平成５年以

降水道料金の値上げは行っておりません。また、現在

は第８次沖縄県企業局経営計画を策定し、安全で良質

な水を安定的に供給するための施策のもとに、民間委

託の推進など経営基盤の強化のための施策を推進して

いるところであります。

　以上のことから、原案どおり可決していただきます

よう議員各位の御賛同をよろしくお願いいたします。

○議長（喜納昌春君）　仲宗根　悟君。

　　　〔仲宗根　悟君登壇〕

○仲宗根　悟君　甲第22号議案「平成25年度沖縄県水

道事業会計予算」修正案に賛成の立場から討論を行い

たいと思います。

　民間委託後の昨年９月、新石川浄水場が管轄をしま

す具志川調整池の濁度が、水道水質基準値である２度

を超えるトラブルが発生をいたしました。台風通過後

の水需要の増大に対応するため、通常は使用しない増

圧ポンプ場を機動した際、バルブの操作を誤り、沈殿

する堆積物を巻き上げたためとの説明であります。

　先日の予算特別委員会においてこのトラブルを説明

した企業局は、水道法に基づく基準値２度の水と、そ

して通常の管理値0.1度の水、２つのペットボトルを

委員に示し、もう全く目ではわからないものを機械が
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関知をしたという状況のトラブルでございますと発言

をし、大したことではないと言わんばかりの姿勢であ

りました。

　通常の管理値が0.1度であるならば、今回、基準値

の２度を超え2.8度にも達した事態は、通常の28倍の

濁度を発生させたものであり、これが調整池であれ、

深刻な事故につながりかねない状況であったと危機感

を呈すところではなかったのか。しかもその発生の原

因は、「台風需要で通常運転しない施設を使った」、

そして「バルブを誤作動し、ポンプ井への水道水の流

入が増大した」と、まさに委託業者の運転、管理技術

にかかわるものであります。

　台風時などの災害時にいかに熟練が必要か、そして

通常ではない事態に臨機応変な体制がとれるのか、緊

急の場面でどう適切な処置がとられるのかどうか、そ

れが県民共有財としての水の安全、安定供給を守れる

かどうかの分かれ目であるというふうに思います。

　2007年に北見市で起きた大規模断水事故は、夜間管

理をする委託業者が、豪雨によって浄水場に大量の

濁った水が入ってきたことの対処に手間取り、結果、

５日間にわたって約６万世帯を断水させ、小学校15

校、中学校９校が臨時休校するなど大事故に発展した

例であります。事故検証報告を見ますと、業務委託仕

様書では、このような緊急事態には直ちに市の企業局

に連絡し職員の指示に従うことになっていたようだ

が、実際には、濁度が上昇してから企業局職員に連絡

するまで約２時間もかかっているんだということであ

ります。

　夜間残された委託業者の社員は、まず自社の上司に

相談し、市に連絡すべきかどうか判断を仰ぐ、つま

り、委託業者の一社員が、請負元の市の企業局に直接

連絡するという決断をするのは責任を伴う重い判断で

あり、しかも経験の浅い、契約期間内の社員であれば

なおさらその判断は難しかったということになりま

す。結果としてその間に２時間の時間が経過し、その

間に雨はどんどん強まり、事態は予想以上に早いペー

スで悪化、大事故に発展をしたというものでありま

す。

　先ほどの新石川のトラブルも、通常は行われない施

設の運転の中にあって起きたものである。夜間の民間

委託は、実態の時間としては１日の３分の２に当た

り、夜間・休日の委託時間は、年間にして全体の76％

を委託するものであります。企業局の職員がそれだけ

の時間、不在であることを意味するものであります。

　夜間や休日に起こるトラブルの対応は、昼間とは違

い、助けを求めにくい中で起こるものであり、緊張を

強いられてまいります。企業局の職員は、昼・夜勤や

休日勤務を一人一人が経験する中で、需要の多い時間

帯や夜間の台風・災害時の対応などを身につけ、その

ノウハウを組織全体として継承をしてきました。しか

も、県の５カ所の浄水場を人事異動で転勤し、それぞ

れの浄水場やそれぞれ管理下にある調整池や、あるい

は配管設備など全体の施設環境、運用状況を知り抜

き、さらに緊急時において相互に補完する機能を持つ

浄水場同士の連携も可能としてまいりました。つけ加

えて言えば、北谷浄水場の管轄には嘉手納米軍基地内

の井戸もあります。複雑、特有の施設を抱える職員の

技術の継承がどれほど必要か、重ねて強調したい例で

あります。

　危機管理体制とは、こういった一人一人の経験が組

織全体として継承され、蓄積されていく中で日々受け

継がれるものではないでしょうか。３年ごとの請負業

者が２カ月ほどの習熟訓練の中で簡単にゼロからス

タートできるものではありません。

　さらには、各浄水場がばらばらに委託されていく中

で、緊急時の相互のバックアップ体制、安定供給を補

完する際の連携が困難であることは目に見えておりま

す。浄水場ごとの施設・設備のささいな違いも、そし

て老朽ぐあいなども、かつてそこで勤務をし施設を知

り尽くしている職員が全体に配置されていればこそ可

能な連携であり、もしや夜間に名護で、新石川で、そ

して西原でトラブルが起きたときに、違った委託業者

の社員同士が他の施設のぐあいも互いの顔もよく知ら

ない中で、相互に緊急バックアップ体制がとれるのか

どうか、速やかに適切な判断を下せるのかどうか、非

常に疑問であります。

　予算特別委員会で明らかになったように、期限のあ

る委託期間内においても既に名護で３名、新石川でも

はや６名の従業員がやめています。経費の中でも、特

に人件費を安くすることでよりコストを下げ利益を上

げていくという、委託入札業者間の競争の中では、構

造的に賃金の切り下げが進むことは言うまでもなく一

般的であります。

　「民間でできることは民間で」という号令のもと、

公的サービスの民営化や指定管理がどんどんどんどん

進められてきました。その結果、さまざまな弊害が生

み出されているにもかかわらず、しっかりとした検証

がなされていないことそのものが問題であります。そ

の検証を抜きに、民間活力の導入や委託化ということ

が全て順調で当たり前であるとの前提で論じることは

極めて危うい議論であります。

　県民の「命の水」、公有財としての「水」を守るそ
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の体制の安定は、譲れない公共サービスであり、我が

社民・護憲ネットは、浄水場は市場競争によるコスト

減にさらすことなく、企業局本体が担うべき県の本来

の使命と考えます。

　以上申し上げ、「平成25年度沖縄県水道事業会計予

算」修正案への賛成討論といたします。

○議長（喜納昌春君）　以上で通告による討論は終わ

りました。

　これをもって討論を終結いたします。

　休憩いたします。

　　　午後３時42分休憩

　　　午後３時42分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　これより甲第１号議案から甲第23号議案までの採決

に入ります。

　議題のうち、まず甲第１号議案を採決いたします。

　まず、本案に対する新里米吉君外３人から提出され

た修正案について採決いたします。

　お諮りいたします。

　本修正案に賛成の諸君の起立を求めます。

　　　〔賛成者起立〕

○議長（喜納昌春君）　起立少数であります。

　よって、修正案は、否決されました。

　　　―――――――――――――――――――

○仲宗根　悟君　議長、休憩お願いします。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午後３時43分休憩

　　　午後３時44分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　次に、原案について採決いたします。

　お諮りいたします。

　原案に賛成の諸君の起立を求めます。

　　　〔賛成者起立〕

○議長（喜納昌春君）　起立多数であります。

　よって、甲第１号議案は、原案のとおり可決されま

した。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午後３時44分休憩

　　　午後３時45分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　次に、甲第22号議案を採決いたします。

　まず、本案に対する新垣清涼君外３人から提出され

た修正案について採決いたします。

　お諮りいたします。

　本修正案に賛成の諸君の起立を求めます。

　　　〔賛成者起立〕

○議長（喜納昌春君）　起立少数であります。

　よって、修正案は、否決されました。

　　　―――――――――――――――――――

○仲宗根　悟君　議長、休憩。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午後３時45分休憩

　　　午後３時46分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　次に、原案について採決いたします。

　お諮りいたします。

　原案に賛成の諸君の起立を求めます。

　　　〔賛成者起立〕

○議長（喜納昌春君）　起立多数であります。

　よって、甲第22号議案は、原案のとおり可決されま

した。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午後３時46分休憩

　　　午後３時47分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　次に、甲第12号議案、甲第16号議案及び甲第19号議

案の３件を一括して採決いたします。

　各議案に対する委員長の報告は、原案可決でありま

す。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案３件は、委員長の報告のとおり決す

ることに賛成の諸君の起立を求めます。

　　　〔賛成者起立〕

○議長（喜納昌春君）　起立多数であります。

　よって、甲第12号議案、甲第16号議案及び甲第19号

議案は、委員長の報告のとおり可決されました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（喜納昌春君）　次に、甲第２号議案から甲第

11号議案まで、甲第13号議案から甲第15号議案まで、

甲第17号議案、甲第18号議案、甲第20号議案、甲第21

号議案及び甲第23号議案の18件を一括して採決いたし

ます。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案18件は、原案のとおり決することに

御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。

　よって、甲第２号議案から甲第11号議案まで、甲第

13号議案から甲第15号議案まで、甲第17号議案、甲第

18号議案、甲第20号議案、甲第21号議案及び甲第23号
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議案は、原案のとおり可決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（喜納昌春君）　日程第９　識名トンネル工事

契約問題調査特別委員会の平成25年度の調査経費に関

する件を議題といたします。

　この際、提出者の説明を求めます。

　奥平一夫君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔識名トンネル工事契約問題調査特別委員会の

平成25年度の調査経費に関する動議　巻末に

掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔奥平一夫君登壇〕

○奥平　一夫君　ただいま議題となりました「識名ト

ンネル工事契約問題調査特別委員会の平成25年度の調

査経費に関する件」につきましては、去る３月22日に

開催をした識名トンネル工事契約問題調査特別委員会

の委員により協議した結果、平成25年度の調査経費の

議決を求めることに意見の一致を見ましたので、提出

者を代表して提案理由を御説明申し上げます。

　識名トンネル工事契約問題調査特別委員会におきま

しては、既に御承知のように、平成24年第３回議会

（６月定例会）の最終本会議において委員会が設置さ

れた後、本日まで計９回の委員会を開催をし、与世田

副知事及び當銘土木建築部長から説明を聴取したほ

か、沖縄総合事務局職員や大成建設株式会社、株式会

社仲本工業及び株式会社内間土建の代表者及び職員並

びに日本工営株式会社及び一般社団法人日本建設機械

施工協会の職員、平成18年から平成20年当時の土木建

築部長、道路街路課長及び南部土木事務所長などの関

係職員20人余を参考人として招致をし、鋭意調査を進

めてまいりました。今後は協議の上、証人喚問に移行

する予定となっております。

　さて、本委員会の調査経費につきましては、平成24

年度が終了することに伴い、新たに平成25年度の予算

において証人喚問等に要する調査経費が必要となりま

す。

　地方自治法第100条第11項には「議会は、第１項の

規定による調査を行う場合においては、予め、予算の

定額の範囲内において、当該調査のため要する経費の

額を定めて置かなければならない。その額を超えて経

費の支出を必要とするときは、更に議決を経なければ

ならない。」と定められております。今後、委員会に

おいてさらなる調査を進めていくためには、調査経費

の議決が必要となることから、今回、新たに250万円

を提案いたします。

　なお、百条委員会の調査経費につきましては、上限

額を定めることとなっているため、今回は今後の調査

に支障を来さないよう、余裕を持った追加額としてお

ります。

　以上で提案理由の説明は終わりますが、慎重に御審

議の上、よろしく御賛同賜りますようお願いいたしま

す。

○議長（喜納昌春君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　この際、お諮りいたします。

　ただいま議題となっております「識名トンネル工事

契約問題調査特別委員会の平成25年度の調査経費に関

する件」については、会議規則第37条第３項の規定に

より委員会の付託を省略いたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。

　よって、本件については、委員会の付託を省略する

ことに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（喜納昌春君）　これより「識名トンネル工事

契約問題調査特別委員会の平成25年度の調査経費に関

する件」を採決いたします。

　お諮りいたします。

　本件は、原案のとおり決することに御異議ありませ

んか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。

　よって、「識名トンネル工事契約問題調査特別委員

会の平成25年度の調査経費に関する件」は、原案のと

おり可決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（喜納昌春君）　この際、日程第10　議員提出

議案第４号　４・28「主権回復・国際社会復帰を記念

する式典」に対する抗議決議及び日程第11　議員提出

議案第５号　４・28「主権回復・国際社会復帰を記念

する式典」に対する決議を一括議題といたします。

　まず、議員提出議案第４号について、提出者から提

案理由の説明を求めます。

　照屋大河君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔議員提出議案第４号　巻末に掲載〕
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　　　―――――――――――――――――――

　　　〔照屋大河君登壇〕

○照屋　大河君　ただいま議題となりました議員提出

議案第４号につきまして、提出者を代表して提案理由

を御説明申し上げます。

　提案理由は、４・28「主権回復・国際社会復帰を記

念する式典」について関係要路に要求するためであり

ます。

　次に、議員提出議案第４号を朗読いたします。

　　　〔４・28「主権回復・国際社会復帰を記念する

式典」に対する抗議決議朗読〕

　以上で提案理由の説明を終わりますが、慎重に御審

議の上、よろしく御賛同賜りますようお願い申し上げ

ます。

○議長（喜納昌春君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　次に、議員提出議案第５号について、提出者から提

案理由の説明を求めます。

　末松文信君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔議員提出議案第５号　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔末松文信君登壇〕

○末松　文信君　ただいま議題となりました議員提出

議案第５号「４・28「主権回復・国際社会復帰を記念

する式典」に対する決議」について、提出者を代表い

たしまして提案理由を申し上げます。

　主権回復の日の式典開催は、自民党の総裁選挙にお

ける国民に対する公約であり、安倍総理の政策の推進

とはいえ、日本政府にとって主権を回復した日である

一方、沖縄県民にとっては祖国に切り離された失望と

痛みを伴う屈辱の日でありました。さらに、今日に至

る歴史の中で、日本の安全保障のかなめとして基地負

担を強いられ、今なお基地の返還が進まずさまざまな

課題を抱えているところであります。

　本来、この式典の開催については、苦難を強いた沖

縄県に、事前に開催の趣旨、式典の内容、そして今後

の展開、さらには地域への対応策等を説明し、理解を

得た上で決定されるべき案件だったと思います。他

方、我が国の主権が回復しなければ、沖縄県の祖国復

帰もかなわなかったことも事実であります。私たちは

27年間の米軍統治下での苦難の歴史を踏まえつつも、

新しい時代、明るい未来への県土づくり、いわゆる沖

縄21世紀ビジョンの実現を図ることもまた重要である

と考えております。

　我が自由民主党は、県議会に先駆け、去る３月17日

に翁長政俊会長、照屋守之幹事長、座喜味一幸政調会

長の党三役で菅官房長官を訪ね、沖縄県における種々

の課題について要請を行う中で、４月28日の式典につ

いては安倍総理から沖縄県の現状を含め、歴史的経緯

と県民感情に配慮するよう強く求めたところでありま

す。これに対し、菅官房長官から理解を示していただ

いたところでもあります。しかしながら、県議会とし

ての意思を表明することもまた重要との考えから、今

般の議案を提案するものであります。

　以上を申し上げ、お配りの決議案を読み上げて提案

とさせていただきます。

　　　〔４・28「主権回復・国際社会復帰を記念する

式典」に対する決議朗読〕

　以上、提案いたしましたけれども、慎重なる御審議

の上、御賛同をいただきたいというふうに思っており

ます。

　以上であります。

○議長（喜納昌春君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　ただいま議題となっております議員提出議案第４号

及び第５号については、総務企画委員会に付託いたし

ます。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（喜納昌春君）　委員会審査のため暫時休憩い

たします。

　　　午後４時５分休憩

　　　午後５時12分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　休憩前に総務企画委員会に付託いたしました議員提

出議案第４号及び第５号については、先ほど総務企画

委員長からお手元に配付の委員会審査報告書が提出さ

れました。

　この際、お諮りいたします。

　議員提出議案第４号「４・28「主権回復・国際社会

復帰を記念する式典」に対する抗議決議」及び議員提

出議案第５号「４・28「主権回復・国際社会復帰を記

念する式典」に対する決議」を日程に追加し議題とい

たしたいと思います。
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　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。

　よって、議員提出議案第４号及び第５号を日程に追

加し、議題とすることに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（喜納昌春君）　この際、議員提出議案第４号

　４・28「主権回復・国際社会復帰を記念する式典」

に対する抗議決議及び議員提出議案第５号　４・28

「主権回復・国際社会復帰を記念する式典」に対する

決議を一括議題といたします。

　各議案に関し、委員長の報告を求めます。

　総務企画委員長山内末子さん。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（議員提出議案第４号及び

第５号）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔総務企画委員長　山内末子さん登壇〕

○総務企画委員長（山内末子さん）　ただいま議題と

なりました議員提出議案第４号及び議員提出議案第５

号について、委員会における審査の経過及び結果を御

報告いたします。

　委員会におきましては、付託された２議案について

慎重に審査を行ってまいりました。

　審査の結果、議員提出議案第４号については、多数

をもって可決すべきものと決定いたしました。

　議員提出議案第５号については、議員提出議案第４

号が可決されたことに伴い議決不要となりました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（喜納昌春君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　休憩いたします。

　　　午後５時15分休憩

　　　午後５時15分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　これより議員提出議案第４号「４・28「主権回復・

国際社会復帰を記念する式典」に対する抗議決議」及

び議員提出議案第５号「４・28「主権回復・国際社会

復帰を記念する式典」に対する決議」の採決に入りま

す。

　議題のうち、まず議員提出議案第４号を採決いたし

ます。

　本案に対する委員長の報告は、原案可決でありま

す。

　お諮りいたします。

　本案は、委員長の報告のとおり決することに賛成の

諸君の起立を求めます。

　　　〔賛成者起立〕

○議長（喜納昌春君）　起立全員であります。

　よって、議員提出議案第４号は、委員長の報告のと

おり可決されました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（喜納昌春君）　ただいま議員提出議案第４号

「４・28「主権回復・国際社会復帰を記念する式典」

に対する抗議決議」が可決されましたので、議員提出

議案第５号「４・28「主権回復・国際社会復帰を記念

する式典」に対する決議」は、その議決を要しないも

のとなります。

　休憩いたします。

　　　午後５時17分休憩

　　　午後５時17分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　日程第12　議員提出議案第６号　環太平洋戦略的経

済連携協定（ＴＰＰ）に関する意見書を議題といたし

ます。

　提出者から提案理由の説明を求めます。

　山内末子さん。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔議員提出議案第６号　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔山内末子さん登壇〕

○山内　末子さん　ただいま議題となりました議員提

出議案第６号につきましては、３月27日に開催した総

務企画委員会の委員等により協議した結果、議員提出

議案として提出することに意見の一致を見ましたの

で、提出者を代表して提案理由を御説明申し上げま

す。

　提案理由は、環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰ

Ｐ）に関することについて関係要路に要請するためで

あります。

　次に、議員提出議案第６号を朗読いたします。

　　　〔環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）に関

する意見書朗読〕

　以上で提案理由の説明は終わりますが、慎重に御審

議の上、よろしく御賛同賜りますようお願い申し上げ

ます。
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○議長（喜納昌春君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　この際、お諮りいたします。

　ただいま議題となっております議員提出議案第６号

については、会議規則第37条第３項の規定により委員

会の付託を省略いたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。

　よって、本案については、委員会の付託を省略する

ことに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（喜納昌春君）　これより議員提出議案第６号

「環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）に関する意

見書」を採決いたします。

　お諮りいたします。

　本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ

んか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。

　よって、議員提出議案第６号は、原案のとおり可決

されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（喜納昌春君）　日程第13　陳情２件を議題と

いたします。

　各陳情に関し、委員長の報告を求めます。

　総務企画委員長山内末子さん。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔陳情審査報告書　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔総務企画委員長　山内末子さん登壇〕

○総務企画委員長（山内末子さん）　ただいま議題と

なりました陳情２件につきましては、慎重に審査いた

しました結果、お手元に配付してあります審査報告書

のとおり処理すべきものと決定いたしました。

　よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告

を終わります。

○議長（喜納昌春君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これよりただいま議題となっております陳情２件を

一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　各陳情は、委員長の報告のとおり決することに御異

議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。

　よって、ただいまの陳情２件は、委員長の報告のと

おり決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（喜納昌春君）　日程第14　陳情５件を議題と

いたします。

　各陳情に関し、委員長の報告を求めます。

　経済労働委員長上原　章君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔陳情審査報告書　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔経済労働委員長　上原　章君登壇〕

○経済労働委員長（上原　章君）　ただいま議題とな

りました陳情５件につきましては、慎重に審査いたし

ました結果、お手元に配付してあります審査報告書の

とおり処理すべきものと決定いたしました。

　よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告

を終わります。

○議長（喜納昌春君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これよりただいま議題となっております陳情５件を

一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　各陳情は、委員長の報告のとおり決することに御異

議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。

　よって、ただいまの陳情５件は、委員長の報告のと

おり決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（喜納昌春君）　日程第15　請願１件及び陳情

５件を議題といたします。

　請願及び各陳情に関し、委員長の報告を求めます。

　文教厚生委員長呉屋　宏君。

　　　―――――――――――――――――――
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　　　〔請願及び陳情審査報告書　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔文教厚生委員長　呉屋　宏君登壇〕

○文教厚生委員長（呉屋　宏君）　ただいま議題とな

りました請願１件及び陳情５件につきましては、慎重

に審査いたしました結果、お手元に配付してあります

審査報告書のとおり処理すべきものと決定いたしまし

た。

　よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告

を終わります。

○議長（喜納昌春君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これよりただいま議題となっております請願１件及

び陳情５件を一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　請願及び各陳情は、委員長の報告のとおり決するこ

とに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。

　よって、ただいまの請願１件及び陳情５件は、委員

長の報告のとおり決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（喜納昌春君）　日程第16　陳情３件を議題と

いたします。

　各陳情に関し、委員長の報告を求めます。

　土木環境委員長中川京貴君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔陳情審査報告書　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔土木環境委員長　中川京貴君登壇〕

○土木環境委員長（中川京貴君）　ただいま議題とな

りました陳情３件につきましては、慎重に審査いたし

ました結果、お手元に配付してあります審査報告書の

とおり処理すべきものと決定いたしました。

　よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告

を終わります。

○議長（喜納昌春君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これよりただいま議題となっております陳情３件を

一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　各陳情は、委員長の報告のとおり決することに御異

議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。

　よって、ただいまの陳情３件は、委員長の報告のと

おり決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（喜納昌春君）　日程第17　陳情１件を議題と

いたします。

　本陳情に関し、委員長の報告を求めます。

　議会運営委員長崎山嗣幸君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔陳情審査報告書　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔議会運営委員長　崎山嗣幸君登壇〕

○議会運営委員長（崎山嗣幸君）　ただいま議題とな

りました陳情１件につきましては、慎重に審査いたし

ました結果、お手元に配付してあります審査報告書の

とおり処理すべきものと決定いたしました。

　よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告

を終わります。

○議長（喜納昌春君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これよりただいま議題となっております陳情１件を

採決いたします。

　お諮りいたします。

　本陳情は、委員長の報告のとおり決することに御異

議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。

　よって、ただいまの陳情１件は、委員長の報告のと

おり決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（喜納昌春君）　日程第18　陳情１件を議題と

いたします。

　本陳情に関し、委員長の報告を求めます。

　米軍基地関係特別委員長新垣清涼君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔陳情審査報告書　巻末に掲載〕
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　　　―――――――――――――――――――

　　　〔米軍基地関係特別委員長　新垣清涼君登壇〕

○米軍基地関係特別委員長（新垣清涼君）　ただいま

議題となりました陳情１件につきましては、慎重に審

査いたしました結果、お手元に配付してあります審査

報告書のとおり処理すべきものと決定いたしました。

　よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告

を終わります。

○議長（喜納昌春君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これよりただいま議題となっております陳情１件を

採決いたします。

　お諮りいたします。

　本陳情は、委員長の報告のとおり決することに御異

議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。

　よって、ただいまの陳情１件は、委員長の報告のと

おり決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（喜納昌春君）　日程第19　閉会中の継続審査

の件を議題といたします。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔閉会中継続審査及び調査申出書　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

○議長（喜納昌春君）　各常任委員長、議会運営委員

長及び各特別委員長から、会議規則第82条の規定によ

りお手元に配付いたしました申出書のとおり閉会中の

継続審査の申し出があります。

　休憩いたします。

　　　午後５時31分休憩

　　　午後５時31分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。

　これより閉会中の継続審査の件の採決に入ります。

　お諮りいたします。

　総務企画委員会に係る乙第11号議案を除く各委員長

からの申し出のとおり、閉会中の継続審査に付するこ

とに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。

　よって、さよう決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（喜納昌春君）　次に、お諮りいたします。

　乙第11号議案は、総務企画委員長からの申し出のと

おり閉会中の継続審査に付することに賛成の諸君の起

立を求めます。

　　　〔賛成者起立〕

○議長（喜納昌春君）　起立全員であります。

　よって、ただいまの乙第11号議案は、閉会中の継続

審査に付することに決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（喜納昌春君）　以上をもって本日の日程は全

部終了いたしました。

　本日をもって議会は閉会となりますが、議員各位に

は長い会期中、連日熱心な御審議をいただき、議長と

して心から感謝申し上げます。

　なお、今期定例会における議会活動状況は、後ほど

文書をもって報告いたします。

　以上をもって本日の会議を閉じます。

　これをもって平成25年第１回沖縄県議会（定例会）

を閉会いたします。

　　　午後５時33分閉会
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